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はじめに

経済のグローバル化等を背景として産業構造が変化するとともに､雇用形態の

多様化が急速に進展しています｡

連合総研では､こうした環境変化に対 して労働組合が労使コミュニケーショ

ンをどのように深めようとしているのかという現状を把握するとともに､労働

者参加のあるべき姿を模索することを目的に､平成 18年 1月に ｢日本における

労働者参加の現状と展望に関する研究委員会｣(主査 ;久本憲夫京都大学大学院

経済学研究科教授)を設置しました｡

そして本研究委員会の活動の一環として､平成 18年 6月から8月にかけて､

労働組合を対象に､労働者参加 ･労使コミュニケーションの現状を明らかにす

るためのアンケー ト調査を実施 しました｡

本報告書は､当該アンケー トの結果を取 りまとめたものであるとともに､調

査結果等を踏まえ､本年秋に刊行予定の最終報告書の取 りまとめに向けて､い

わば中間段階で課題の提起と考察を行ったものです｡

本報告書が､労働組合関係の方々をはじめ各方面において､労働者参加のあ

り方を今一度検討いただく際の素材となれば幸いです｡

最後になりますが､アンケー ト調査にご協力をいただきました連合構成組織

の方々､アンケー ト調査票の作成および結果分析に携わっていただきました主

査の久本憲夫京都大学大学院経済学研究科教授をはじめとする本研究委員会委

員のみなさま､また､アンケー ト結果の集計にご協力をいただきました労働調

査協議会に対して､厚く御礼申し上げます｡

平成 19年 1月

財団法人 連合総合生活開発研究所

所長 薦田 隆成
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｢労働者参加､労使コミュニケーションに関する調査｣報告書について

本報告書は､連合総合生活開発研究所の ｢日本における労働者参加の現状 と展望に関す

る研究委員会｣において実施 したアンケー ト調査を分析 したものであり､同研究委員会の

中間報告書に相当するものである｡

この調査研究委員会は､京都大学大学院経済学研究科の久本憲夫教授を主査に､平成 18

年 1月に発足 した｡
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調査の概要と属性分析

1.調査の概要

(1)調査の目的

経済のグローバル化等を背景として産業構造が大きく変化するとともに､企業の内部

では雇用形態の多様化､組織の再編､労働条件の見直しなどが進み､更には企業の枠を

超えた再編が続いている｡

連合総研では､こうした変化に対して労働組合が､職場で働 く者を代表 して労使間の

コミュニケーションをどのように深めようとしているのか､近年の動向を把握するとと

もに､今一度労働者参加 とは何かを見つめ直し､日本における労働者参加のあるべき方

向性について政策的なインプリケーションを得ることを目的として､平成 18年 1月に､

｢日本における労働者参加の現状と展望に関する研究委員会｣(主査 ;久本憲夫京都大学

大学院経済学研究科教授)を設置した｡

今般同委員会における調査活動の一環として､労働組合 (単組本部および単組支部)

を対象に､近年における労働者参加 ･労使コミュニケーションの状況を明らかにするこ

とを目的にアンケー ト調査を実施 した｡

(2)調査期間

2006年 6月 30日 (金)～8月 11日 (金)

(3)調査対象および調査の方法

①労働組合本部調査

a.調査対象 ; 連合の民間構成組織の調査登録組合 1,145単位組合

b.調査の方法 ;

･配布 ; 連合総研より産業別組合に対して調査票 (登録組合数×1部)を配布 し､

産業別組合を通じて各登録組合本部に配布｡

･返送 ; 各組合本部から密封回収方式により直接連合総研宛てに返送｡

C.調査項 目 ;

･企業の属性

･組合本部一会社間の労使協議

･近年の労使協議の変化

･雇用形態の多様化

･労働者参加 と労使コミュニケーション

･労使協議以外のコミュニケーション施策

･高齢者の継続雇用における労使協議
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d.回収状況 ; 有効回収枚数 507枚 (有効回収率44.3%)

②労働組合支部調査

a.調査対象 ; 連合の民間構成組織の調査登録組合 2̀,290支部(1,145単位組合×2)

b.調査の方法 ;

･配布 ; 連合総研より産業別組合に対して調査票 (登録組合数×2部)を配布 し､

産業別組合を通じて各登録組合本部に配布｡登録組合本部は任意の 2支部に

対して調査票を配布｡

･返送 ; 各組合支部から密封回収方式により直接連合総研宛てに返送｡

C.調査項目;

･事業所の属性

･組合支部一事業所間の労使協議

･雇用形態の多様化

･｢代表的非正社員｣

･労働安全衛生活動-の派遣元､請負会社責任者の参加

･労使協議以外のコミュニケーション施策

d.回収状況 ; 有効回収枚数 535枚 (有効回収率 23.4%)

※ 登録組合のうち､支部を持たない組合が一定数あり (今調査において数は把握

できず)､回収率の低さに影響を与えている｡なお､連合総研は､配票段階では支

部の有無について把握していない｡
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2.調査対象組合の属性分析

(1)業種

①本部調査 (本部Fl)

回答した組合が属する産業をみると､製造業が5割強であり､非製造業を上回ってい

る｡製造業の内訳を見ると､製造業その他 (18.3%)が最も多く､鉄鋼 ･化学等素材関

逮 (14.4%)､電機 ･電子 ･機械 ･情報通信機器 (12.2%)､輸送用機械 (7.7%)の順と

なっている｡一方､非製造業は卸売 ･小売業 (12.8%)が最も多く､運輸業 (12.2%)､

その他サービス業 (5.7%)､建設業 (5.5%)と続いている｡

図表 概要-1 業種別構成比率 (単位 :%)【本部調査】

情報電通機信 .機電器子( ■製機造械莱 .) 鉄鍋■垂等 輸送用機械 製追莱 建設業 電■Fヌー■ガス 情報準 運輸 卸売■ 金融●煤険■不動産業 飲食店●宿泊莱 医痩学 .習福支祉揺 .業教育■その他サ 無い冨 件i;)材関逮 ( . ● 小 敬製追莱) の他 熟供袷莱 信業 莱 売莱 ビス莱

②支部調査

a.構成比率 (支部Fl)

製造業が 5割強であり､非製造業を上回っている｡内訳も本部調査とほぼ同様の構

成となっている｡

図表 概要-2 業種別構成比率 (単位 :%)【支部調査】

情報電通機信 .機電器子 秩鍋t妻妾)材関逮 輸送用機揺( 製造莱そ 建設 電一ヒrヌヽ●ガス■熟供袷莱 情報準 運輸 卸売■小 金融∫保険t不動産莱 飲食店●宿泊業 医痩学 .習福支祉 その他サl 無回 件敬( ■製機造械莱 .) 製追莱) の.他 莱 信莱 業 売F業 揺 .業教i日■ビス莱 ,AR
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b.事業所の種類 (支部F2)

支部調査では当該事業所の種類を聞いているが､全体計では ｢工場 ･プラント｣ が

最も多く､ついで ｢本社 ･本店｣､｢支社 ･支店｣の順となっている｡製造業ではいず

れの業種でも ｢工場 ･プラント｣が最も多く､製造業計で 69.6%を占めている｡非製

造業では ｢支社 ･支店｣､｢本社 ･本店｣の順となっている｡

図表 概要-3 事業所の種類 (単位 :%)【支部調査】

本木 支支 プエ 出営 店 そ 無 件店社 店社 ラ場 張業 舗 の 回
･ . ン . 所所 他 答 敬

ト .

轟;:;:S-JIJL-L一■n一′-_■■

電機.電子.情報通信機器 15.5 5.2 70.7 0.0 0.0 8.6 0.0 58

鉄鋼.化学等素材関連 15.l l.2 79.1 0.0 0.0 3.5 1.2 86

輸送用機械 20.9 2.3 72.1 0.0 0.0 4.7 0 .0 43

その他製造業 22.9 7.3 59.4 1.0 0.0 7.3 2 .1 96
-.∴

建設業 45.7 48.6 2.9 2.9 0.0 0 .0 0.0 35

電気.ガス.熟供給業 27.3 50.0 4.5 13.6 0.0 0.0 4.5 22

情報通信業 61.1 33.3 0.0 0.0 0.0 5.6 ー0.0 18

運輸業 21.6 31.4 2,0 37.3 0.0 7.8 0.0 51

卸売りト売業 20.8 25.0 0.0 8.3 4 3 .l l.4 1.4 72
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(2)従業員規模 .(3)非正社員の対正社員比率 .(4)組織率 分析にあたつての留意事項

次ページ以降に記載する ｢(2)従業員規模 .(3)非正社員の対正社員比率 .(4)組織率｣は従業員数を確認する設問

(本部調査F2､支部調査F3)の回答に関する分析であるが､以下の点に留意されたいo

設問 【支部調査用 (F3)】 め､保ゝ数

貴社の従業員数を雇用形態別にご回答願いますo各雇用形態において該当する人がいない

場合は､0人と記入してくださいoなお､正社員以外の雇用形態でその人数を把握していな

い場合は､表右端の番号 1に○を付けてくださいo

ノ: 人数を把握していない場合は1をOで囲んで下さいo
(男女計) うち組合員数

1.正社員 人 人 -

直接雇用非正社員 2.パー ト.臨時 .アルバイ ト社員 人 人 13.嘱託 .契約社員 人 人 1

間接雇用非正社員 4.派遣社員 人 - 1
5.請負社員 人 - i

6.取引先からの派遣スタッフ(流通業) 人 - 1

7.その他 ( ) 人 _人 1

※本部調査用 (F2)は ｢取引先からの派遣スタッフ｣欄なし

1. 雇用形態の区分

上記設問では名称以外に詳しい説明を付していないが､回答から以下のことが推測されるo

･嘱託 .契約社員 65歳までの雇用確保に伴う再雇用者を含んでいるo

･派遣社員 製造業では ｢生産現場における製造の派遣｣ と ｢事務の派遣｣ の両者が含まれているo

･請負社員 ｢構内請負｣と ｢構外請負｣､また､｢請負専業会社｣と ｢関係会社｣ の区別をしていないた

回答者によって請負社員の範囲が異なっているo

･その他社員 非正社員のうち､2-6のいずれにも含まれない雇用形態の社員O-部に65歳までの雇用

に伴 う再雇用者を含んでいるo

2. 人数の記載が一切なかった調査票の取扱い

上記設問で､｢従業員数｣､｢組合員数｣､｢人数を把握していない｣欄のいずれにも記載のない調査票が少

あったo後の設問において関連する項目に回答している例がほとんどであることから､1名以上の従業員が存

在するものとみなし､｢人数を把握していない｣と同様に扱 うこととしたoなお､以下の分析ではこれらを ｢無

回答｣ と標記するo

つまり､｢無回答｣ とは､｢人数を把握していない｣欄に回答した調査票および ｢人数の記載が一切なかった｣
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(2)従業員規模(本部F2､支部F3)

①正社員数

a.本部調査

回答した組合の企業規模を正社員数でみると､平均は3,691人 (中央値は 1,193人)

で､製造業が4,073人 (中央値 1,208人)に対して､非製造業は3,254人 (中央値 1,115

人)となっている｡

図表 概要-4 企 業全 体 の 正 社 員規 模 (単位 :% ) 【本 部調 査 】

100人 100人 300人 500人 1000人 2000人 3000人 5000人 10000人 無回答未満 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 ◆以上 回答件数(件数) 中央値(人) 平均値(人)

Ir○:き某等甘:学,転義 さき葦葦=:.至.:.::#::.:.:..::薄幸聖‥.,!喜喜三::',惹;._:妻L,:;享甘草‡萱‥...●.:.;器==,き=,≦萱草翼竜と:_::i:::..::練.......:.il芋:=韓草葉.,:≡:㌔.室..,-;#...:.ii埋華砕き,陳等.巨弾特牛毒.,...=::..垂:蓑;‥.,:i.:顎隼…:ti:;::::::::虫::S:::;-...:韓.ー●柑==;...::.i:;:::,::;:;●::::ミミき;:i:.:;;:‥:簿幸一!.,;:昌幸尊妻壁や,_:鞍.,.琵泣描:;:H,:,:;‡;;:.i:.' .I:I:.':.= ･.○:,:ー

製造業 2.2 12.4 9.7 16.5 13.1 7.9 12.4 8.6 10.ー 7.1 267 1208 4073

b.支部調査

当該事業所の規模を正社員数でみると､平均は 1,000人 (中央値は 365人)で､製

造業が 1,097人 (中央値 440人)に対して､非製造業は887人 (中央値 298人)とな

っている｡

図表 概要-5 事業所の正社員規模 (単位 :%)【支部調査】

100人 100人 300人 500人 '000人 2000人 3000人 5000人 10Paol̂ 無回答未満 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 回答件数(件数)中央 値(人) 平均値(人)
魚 名 卓

繋…重さ粒;宅壬だ,～...一..:t.,i..#_茸宰拙;;至難媒;!沸き;耕昌半群狂騒:;;雑草夏至拙詩宗半詳洪鞍琳対岸宰葦茸鞍鞍;学:溝 ._._㌔._I._.,.!!.,.,.,毒簸鞍鞍妻滋賀i.軽沸窒蓮井至芸葺空き泌蕪#溝泣…群!圭搬;:';望,潔:::鞍鞍::;拝耕謹責鞍…芋蔓滞芳i'?.:;:ii:≠詩;鼓輔;繋重来真弓き…;きき毒守…望ギ頼!.i:==;キSL::I:::: ･真:干害.Ri祥;:鞍;::.::?<*:::wll:汚桝き:辞;:;::..::_:_:照,=,}=..:串;悼;.:.::;ち:;:拙

非製造業 29.0 17.7 10.5 16.5 9.3 4.0 3.2 2.4 0.8 6.5 .248 298 887

②非正社員数

a.本部調査

回答した組合の企業全体の非正社員規模を雇用形態別にみると､パー ト･アルバイ

トは､平均値で製造業 ･非製造業とも非正社員の中で最も人数が多くなっており (平

均 1,259人)､非正社員のなかで最も定着していることがうかがえる｡非製造業で2,398

人と多いのは､｢卸売 ･小売業｣でパー ト･アルバイ トの活用が進んでいることに起因

する (業種別の内訳は資料編参照)0

派遣社員は､派遣法改正による製造業-の派遣解禁の影響もあるのか､非製造業 (194

人)よりも製造業 (285人)のほうで平均値が高く､まったく活用していない (0人)

とする割合も製造業は非製造業の半数以下である｡

請負社員は生産現場における活用が進展していることから､製造莱 (190人)が非製

造業 (88人)を上回っているが､まったく活用していないとする割合は製造業でさえ
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も 32.2% あることから､パー ト等に比べると一般的とは言いがたい｡さらには製造業

において請負社員 (190人)よりも派遣社員 (285人)のほうが多いことがわかる｡

なお､非正社員いずれの雇用形態においても ｢無回答｣の割合が正社員の場合より

も高いが､この点については③で後述する｡

図表 概要-6 企業全体の非正社員規模 (単位 :%)【本部調査】

___ ･ _'l･ I '' '= ● ___'_'● 岩田 圏 ""i_____≡

r i g --:慧 芋撃撃--3:-琴---------I-I-I-I-I-警警-･麺I.I-I---I-:--･誓垂I-I-I-I-I-I-I.I-I-I-I-警I-:I.I---軍警 ~~I~'~~~~~害~警~~"I~〒~≡警誓書~~~~~~~~~警苧~"i~~~~.I":~~~~~警 i'至HL･U■日.■■日日~目撃-日日讐 Lj

b.支部調査

事業所の非正社員規模についても本部調査と同様の傾向にあると言える｡

支部調査では流通業における ｢取引先からの派遣スタッフ｣数について調査してい

るが､流通業でまったく活用していない事業所の割合が 5割近くに上る一方､活用し

ている事業所の最大値は 3,900人であり､バラツキのあることがうかがえる (詳細な

数値については資料編参照)0

図表 概要-7 事業所の非正社員規模 (単位 :%)【支部調査】
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③ ｢人数を把握 していない｣割合

a.業種別

･本部調査

非正社員について ｢人数を把握 していない｣とい う回答の割合をみると､業種

合計で直接雇用のパー ト･アルバイ ト､嘱託 ･契約が 2割強であるのに対して､

間接雇用の派遣､請負は4割弱と高くなっている｡

一部の業種を除き､業種によるバラツキはそれほど大きくない｡

図表 概要-8 業種別の ｢人数を把握 していない｣割合 (単位 :%)【本部調査】

I 直接雇用 間接雇用 その他 無回答 座数(件)
八〇一ト 嘱託.アルハ●イト 契 約 派 遣 請 負

整正醤 塗 毒こ...=S:‥...{贅葺,Sn:;Ⅱ3gyi%窒…書き....=:-章票….;.;整.㌔..-fR:jagaB蜜gii:iS,Sig!ii....:.宅.i..iAi--鮮 享:据鞍襲:....:::‥:.≡.::塑至重き堂:.料等華美鞍…■.…‥:.=.:._.i...:.El:葦lき.=菜:;!事業室鞍鞍≒二...=芸

電機.電子.情報通信機器 21.0 2 7 .4 40.3 4 0 .3 25.8. 5 3 .2 62
鉄鋼.化学等素材関連, 27.4 30.1 37.0 43.8 27.4 47.9 73
輸送用機械 5.1 12.8 20i5 25.6 20.5 61.5 39
その他製造業 24.7 25.8 39.8 40.9 22.6 54.8 93

■■■ ●_.ロ;.:1:..=:: ∴■- :事:二.._J=. -:～ _■lr. 一~~:-
建設業 46.4 42.9 57.1 53.6 28.6 42.9 28
電気.ガス.熟供給業 25.0 25.0 33.3 41.7 16.7 50.0 12
情報通信業 23.1 30.8 53.8 61.5 23.1 38.5 13
運輸業 19.4 14.5 27.4 24.2 12.9 66.1 62
卸売.小売業 18.5 18.5 55.4 52.3 29.2 41.5 65

･支部調査

直接雇用について把握 していない割合は本部調査と同様 2割程度であるものの､

間接雇用についての割合は本部調査と比べて 10%ポイント程度低い｡間接雇用の

把握は本部が支部に任せている実態がうかがえる｡

図表 概要-9 業種別の ｢人数を把握 していない｣割合 (単位 :%)【支部調査】

l 直接雇用 間接雇用 取引先派遣スタッフ その 他 無回答 件数(件)八〇一ト 嘱アルハ●イト 契託.約 派 遣 請 負 ''ヽ●′●~ヽ
雛擬態 ' ... 謹.=S拙._'g…至._照掛=.i.._鮒._き_苧持]_._._..藻糞._?1_塁 i.__㌍L_鞍黛.弓葉毒筆...呈萱_∫_持….輔♯当..::!..,搬至宝:.声...=.:.字幕A._'抹:-,一..=:≡:I_...;;蘇;‥:.-_...=.;:=..p'S:.吉葉H鞍..黙,.,.i.::i..:.

電機.電子.情報通信機器 27.6 29.3 32.8 34.5 25.9 25.9 55.2 58
鉄鋼暮化学等素材関連 17.4 18.6 22.1 27.9 16.3 14.0 62.8 86
輸送用機械 ll.6 20.9 16.3 18.6 23.3 20.9 69.8 43
その他製造業 20.8 26.0 26.0 27.1 26.0 24.0 67.7 96

一
建設業 37.1 40.0 40.0 40.0 34.3 37.1 57.1 35
電気.ガス.熱供給菓 27.3 27.3 31.8 18.2 18.2 18.2 68.2 22
情報通信業 38-.9 27.8 44.4 44.4 38.9 22.2 50.0 18
運輸業 ll.8 13.7 9.8 13.7 9.8 7.8 84.3, 51
卸売.小売業 16.7 13.9 37.5 34.7 43.1~25.0 52.8 72
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b.企業規模 (正社員数)別

･本部調査

企業全体の正社員規模によって人数の把握度合に違いがあるのかをみると､ど

の雇用形態でも正社員規模 300人未満では率が低いが､直接雇用では 1,000人以

上の規模で ｢人数を把握していない｣割合が急激に増え､間接雇用では 300人以

上､そして 1,000人以上という2段階で ｢人数を把握していない｣割合が急激に

増える｡

図表 概要-10 企業規模 (正社員数)別の ｢人数を把握 していない｣割合 (単位 :%)【本部調査】

･支部調査

事業所の正社員規模別にみると､本部調査は 1,000人が分水嶺であったのに対

して､支部では300人以上で ｢人数を把握していない｣割合が高くなる｡

図表 概要-11 事業所規模 (正社員数)別の ｢人数を把握していない｣割合 (単位 :%)【支部調査】
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(3)非正社員の対正社員比率(本部F2､支部F3)

留意事項

(3)では､正社員と各雇用形態別の非正社員との人数の比較を行った｡

具体的には ｢非正社員数｣÷ ｢正社員数｣ で比率を算出している｡

本来全従業員に占める各雇用形態別の比率を算出すべきところであるが､設問F2(本部調査)､F3

(支部調査)において全項目に回答 している調査票は本部調査で有効回収枚数 507枚のうち244枚 (率

にして48%)､支部調査では有効回収枚数 535枚のうち323枚 (率にして 60%)しかなく､業種別 ･企

業規模 (正社員数)別の分析を行 うのに必要なサンプル数を確保することができないため､今回は ｢正

社員数｣対 ｢雇用形態別の非正社員数｣ の比較を行 うこととした｡

①業種別の対正社員比率

a.本部調査

各雇用形態別に非正社員数の正社員数に対する比率をみると､業種合計ではパー

ト･アルバイ トが圧倒的に多く､その後かなりの差があって派遣､請負と続く｡

一般的には非正社員の導入が全業種で進んでいるかのように言われるが､業種に

よってバラツキがあることが分かる｡直接雇用のうち､パー ト･アルバイ トは卸売 ･

小売業で圧倒的に高くなっている｡

間接雇用では､派遣社員が製造業全般および卸売 ･小売業で活用されている｡

方､請負社員は製造業でのみ活用されており､特に製品サイクルが短いといわれる

電機 ･電子 ･情報通信機器での活用度合いが圧倒的に高い｡

業種別に見ると､卸売 ･小売業では正社員の3倍近い非正社員を活用している｡

図表 概要-12 業種別の対正社員比率 (単位 :%)【本部調査】

アルハ●ィト 契約 派遣 請負 その他 件数(件)

電機･電子･情報通信機器
鉄鋼･化学等素材関連
輸送用機械
その他製造業

4.0% 2.1% 9.1%
3.3% 3.1% 5.2%
8.7% 1.7% 9.5%
14.6% 7.6% 6.8%

17.9% 0.8%
0.9% 0.2%
6.0% 0.5%
4.9% 0.6%

建設業
電気･ガス･熟供給業
情報通信業
運輸業
卸売･小売業
その他サービス業

1.0%
0.8%
0.5%
5.8%

252.3%
45.2%

4.0% 3.7%
2.9% 1.1%
0.9% 25.2%
4.9% 1.3%
10.9% 25.1%
29.9% 4.9%

0.0% 2.2%
0.0% 2.0%

146.9% 0.1%
0.0% 4.8%
0.4% 12.6%
0.0% 0.0%

※ 情報通信業において派遣 ･請負社員の比率が極端に高くなっているのは以下の理由による｡

派遣社員の人数を回答したのは2組合､請負社員は 1組合しかなく､これらのうち1組合の活用
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人数が大きかったことから､対正社員比率を押し上げる結果となった｡具体的には当該企業の従業

員数は正社員数 8,000人弱に対して､派遣社員約 2,000人､請負社員 11,500人となっていた｡当

該企業が製造業的に企業内で派遣 ･請負を活用して製品を生産している企業なのか､それとも資本

関係のある工事会社の請負 (業務委託)に従事する人数を回答したのか､さらにはコールセンター

などの値を含んだものであるのかは不明だが､一般的な情報通信業の数値とは言いがたいはずれ値

である｡

b.支部調査

全体として本部調査と同様の傾向が見られるが､とくに流通業においては取引先

からの派遣スタッフが相当程度活用されていることがわかる｡

図表 概要-13 業種別の対正社員比率 (単位 :%)【支部調査】

7I,読 .ト PRi荒 . 派遣 請負 宗 讐 その他 件数(件)
写:::':'p:'轟■;概説::敬:.牧瀬批祥ゝ●榊:''●㈱地相l/.:.V:.X.V.故'ゝ汝':~'.'~~:'掛,､◆試鮒故､'淋式辞5:甜●揃'●yS:肘…榊':̂試■:-:':l>:'W.I.l守l●′''祝'柵等洪榊モ:●:.榊V':'1:S:衣:●串':'#:''':~､●<き.:汝等●､:●:.lhq':舶洲'dhl:'.:撫1't:.:.故紙i≦㌔V'WJ<:I.●拙.V':-:I:''拭.:.:.>'/i.¥､拙'+A:#.i.1ゝ●拭'.:5:祝:.:.:'.-蛇.:.:央>■:義喜寿正藻某崇蛮地…:S:#B

≒:'宍整王._..wL.蓬_幾'●._真幸圭牡喜芋_車喜茸 吾干葉樹,.鞘.:.:._.嚢辛.至草肝‥鞍,箪=室_.;室g:._=._套臣主脚 ...蛋:竃:...:...:賀.I.室井辛._.讃,t●肝 築.ii:毒..=……..:_巨≡.某草宰♯薬;I_.:..

+ヽ 声寸:章二圭: ≒≡…二'p28.3.

鉄鋼.化学等素材関連 2.2% 2.2% 5.8% 5.3% _0.0% 0.5% 86

輸送用機械 2,7% 4.5% 15.6% 4.1% 0.0% 1.5% 43

その他製造業 15.9% 5.4% 10.8% 3.1% 0.0% 1.5% 96

&蓮 一■■■日■....至:雇.;...:…:≡:≡二 :I.:

建設業 2.0% 2.6% 3.1% 0.5% 0.0% 0.2% 35

電気.ガス.熟供給業 0.6% 4.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.2% 22

情報通信業 0.6% 12.2% 10.6% 3.9% 0.0% 0.0% 18

運輸業 7.7% 5.4% 0.2% 0.0%. 0.0% 4.6% 51

卸売.小売業 77.6% 16.0% 48.7% 0.2% 47.4% 23.6% 72

その他サービス業 ll.9% 21,0% 4.8% 0.6% '0.0% 0.1% 27

②企業規模 (正社員数)別の対正社員比率

a.本部調査

企業の規模 (正社員数)別に非正社員の対正社員比率をみると､非製造業では､

パー ト･アルバイ トは 300人以上 3,000人未満の層で最も高くなっており､嘱託 ･

契約社員は企業規模が小さいほど高くなっている｡派遣 ･請負社員の 3,000人以上

の層が圧倒的に高いのは 【図表 概要-12】の注釈に記載のとおり､はずれ値による

ものであることから､これを除外して考えると､企業規模による違いはさほど見ら

れない｡

製造業では企業規模に関わらず一定の割合で非正社員が活用されていることがわ

かる｡
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図表 概要-14 企業規模 (正社員数)別の対正社員比率 (単位 :%)【本部調査】

b.支部調査

支部調査でもおおむね本部調査と同様の傾向がみられるが､請負社員については

明確に事業所規模が小さいほど活用度合が高いといえる｡

図表 概要-15 事業所規模 (正社員数)別の対正社員比率 (単位 :%)【支部調査】
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(4)労働組合の組織率(本部F2､支部F3)

①業種別の組織率

a.本部調査

正社員および非正社員のうち､組織化の対象となりうるパー ト･アルバイ ト､嘱

託 ･契約社員､その他従業員について業種別に組織率をみたのが図表 概要-16(本

部調査)である｡

組織率算定にあたっては ｢人数を把握 していない組合｣を除外している｡非正社

員については､｢人数を把握 していない組合｣は､｢人数を把握 している｣組合より

も組織化 していない可能性が高いことから､今回の組織率に関する調査結果は実態

よりも過大な数値となっている可能性が高いことを指摘しておきたい｡

業種合計では､正社員が約 8割の組織率であるのに対して､非正社員では､パー

ト･アルバイ ト､嘱託 ･契約社員がともに 2割強､その他従業員が 5割弱となって

いる｡

業種別にみると､正社員については､運輸業を除き､70%～80%台となってお り､

大きな差はみられない｡

一方､非正社員については業種によるバラツキが大きく､パー ト･アルバイ トに

ついては流通業での大規模な組織化の成功を受けて､卸売 ･小売業では 27%近い組

織率となっているものの､他の業種では組織化の動きは緒についたばかりといえる｡

嘱託 ･契約社員については､卸売 ･小売業で 50%を超えるほか､鉄鋼 ･化学等素

材関連 (製造業)､運輸業で20%を超えるなど組織率が高い業種がある一方で､組織

率がOに近い業種も存在する｡

図表 概要-16 業種別の組織率 (単位 :%)【本部調査】

正社員 パートアルバイト 嘱託.契約社員 その他従業員

従業鼻 組合長組織率 件数 従業員組合員組織率 件数 従業員組合員組織率 件数 従業旦組A鼻組織率 壁数E)

ヽ
..:嘱.:.!二.妻:i I::;I:,..

電機.電子.情報通信機器鉄鋼.化学等素材関連 4383339077.3%2936224576.5% 5766 97 1010.3%81 0 0.0% 4449 54 1 1.9%76 1621.1% 41.47 21 0 0二0%5 360.0% 4049

輸送用機械 10729∴953688.9% 38 642 2 0.3 % 35 140 1 0.7% 3248 0 0.0% 30

その他製造業 1713126573.8% 86 227 1 0.4% 64 115 0 0.0% 62 8 0 0.0% 66

…妻 I.即零=:..苧卑:._f童;≡二三 :I:.:>:::. :■̀

建設業電気.ガス.熟供給業 1656122874.2% 24 15 0 0.0% 13 60 0.0.0% 14 33 1030.3% 19
9208783685.1% 12 88 0 0.0% 9 209 3416.3% 9 169 12574.0% 10

情報通信業 3609287379.6% ll 21 1 4.8% 6 41 4 9.8% 5 2 0 0.0% 6

運輸業 4053252062.2% 56 198 10 5.1% 48 164 4728.7% 50 153 13688.9% 50

卸売.小売業 2558213683.5% 58 69911188426.9% 49 246 13354.1% 49 341 12336.1% 43

※ 上記組織率は各業種 ･雇用区分ごとに従業員数 ･組合員数の双方の数を回答 した組合についての平

均値であり､どちらか片方のみ回答 している組合は計算から除外 している｡
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b.支部調査

事業所における組織率をみると､業種合計では､正社員が約 8割なのに対して､

非正社員ではパー ト･アルバイ ト､嘱託 ･契約社員がともに 3割強､その他従業員

が5割となっており､いずれも本部調査を上回る組織率となった｡

業種別では､正社員の組織率は本部調査と同様の傾向を示している｡パー ト･ア

ルバイ トは卸売 ･小売業で本部調査を上回る数値となっているほか､運輸業も 20%

を超えている｡

嘱託 ･契約社員については､製造業では本部調査と同様の傾向を示しているもの

の､非製造業では電気 ･ガス ･熱供給業､運輸業､卸売 ･小売業で 50%を超える高

い組織率となっている｡

図表 概要-17 業種別の組織率 (単位 :%)【支部調査】

II 正社員 パートアルバイト 嘱託.契約社員 その他従業員従業員組合員組織率 件数 従業員組合員組織率 件数 従業員組合員組織率 件数 従業員組合員組織率 件数

ぷ:L*:I:::A:ウ:皇H''く::.:I.:Hiii!.}繋謹::::I;':‥:5-:'ii:':●:I:ミAi:ラ;く::J:A:I.':I:'':....:.I.':●:':l'鐙好さ職{B::':I::3':I:/･恥thTS:::く.:～.:.I.:::I:''{Hi?.空重増榔'-'':Ill,●き,*車中き:●:'':淳:'''::き.‥‥ - ~●*B専;ミミ式"::-:■::-/-:;;Ill-.路 萌 真壁虹i...g=:5g室.,‥榔 蔓._.,i;.._._._輯!,iJ,.._.:._i.肝Si..9..._く:,....責搬:I._…;i...::榊 ガ. .肝室萱.≡

ヽ 圭早申. 圭卯年二:言草.チ.7畢軍都町ミ;≡::_ 幸手二.iq!坪黒字叩2章二≡=≡革糾卑

電機.電子.情報通信機器 1.255 974 77.6% 55 51 4 7.8% 40 47 1 2.1% 39 1 0 0.0% 42

鉄鋼.化学等素材関連 837 653 78.0% 75 16 0 0.0% 70 15 2 13.3% 69 3 0 0.0 % 72

輸送用機械 2.562 2.307 90.0% 41 71 0 0.0% 37 127 0 0.0% 34 40 0 0.0% 34

その他製造業 549 42176.7% 89 63 1 1.6% 72 22 0 0.0% 67 5 0 0.0% 69

上中 言十由
建設業 442 318 71.9% 32 8 0 0.0% 18 10 0 0.0% 17 1 0 0.0% 18

電気.ガス.熟供給業 1,614 1.306 80.9% 19 5 0 0.0% 14 35 18 51.4% 14 2 2100.0% 16

情報通信業 2,083 1.843 88.5% 18 11 0 0.0% ll 278 43 15.5% 13 0 0 0.0% 14

運輸業 1,473 1.016 69.0% 48 71 15 21.1% 38 49 34 69.4% 37 42 42100.0% 40

卸売りト売業 407 347 85.3% 62 318 12539.3% 58 68 53 77.9% 60 64 37 57.8% 53

※ 上記組織率は各業種 ･雇用区分ごとに従業員数 ･組合員数の双方を回答した組合の平均値であり､

どちらか片方のみ回答している場合は計算から除外している｡

②企業規模 (正社員数)別の組織率

a.本部調査

企業規模 (正社員数)による組織率をみると､正社員では規模による違いはあま

りなく 70%～80%であった｡非正社員については､パー ト･アルバイ トでは規模に

よるバラツキが大きいが､特段の傾向は見出せなかった一方､嘱託 ･契約社員は押

しなべて20%前後の水準となっている｡

図表 概要-18 企業規模 (正社員数)別の組織率 (単位 :%)【本部調査】

lt 正社員 パート.アルバイト 嘱託.契約社員 その他従業員従業員組合員組織率 件数 従業員組合員組織率 件数 従業員組合員組織率 件数 従業員組合員組織率 件数
･家:.ii;I.:':'1::.銘=廿:;.:'.淋砧薄阜程駕守章窪‥さき:.:菜;虫#'尖を轍:～::i:=:':::::.!き:謀議轟:':=..'1::::S∴:::1::5.～.:i-':fl舵:::i:ii::::I::≡:●:詫;‥鵠>::::.!蓬-I:汰:寿:I.'gRi::光;;洋室:棉::;i.3:羅≒●~●紙::蚊SS:i:棉濡::::;:.=:糠;'lt::::I:::‡芸北真≡■洋式ili'::::::'::≡;車>L:舘昌iIl':t:iii:,..:.:.::+;ち;輔輔;;稚;:I::A..栄:轟き:A::::H:..I::描:舘壮美;:'':*.i::::S:;鮒汝;速読接触;甘草光束;超娃詫≡:>:i:美浦;;節;:蔽学

㌔..I. '献.l妻:::CJ.., ‥_.く …#

300人未満 162 11772.2% 73 44 1 2.3% 67 25 624.0% 68 36 1233.3% 68

300人以上 597 44774.9%131 557 11320.3% 11 1 105 2523.8% 108 103 6563.1% 107.

1000人以上 1704 132077.5% 119 1392 34124.5% 81 168 4023.8% 79 302 9330.8% 77

3000人以上 5120 400678.2% 98 2104 71033.7% 70 252 6325.0% 72 106 8883.0% 72

10000人以上 218661750780.1% 38 4457 49911.2% 27 329 5717.3% 23 60 1 1.7% 22
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b.支部調査

正社員､パー ト･アルバイ トについては本部調査と同様の傾向がみられる｡嘱託 ･

契約社員については本部調査と異なり､バラツキが表れた｡

図表 概要-19 事業所規模 (正社員数)別の組織率 (単位 :%)【支部調査】

正社員 パートアルバイト 嘱託.契約社員 その他従業員
従業員 組合員 組織率 件数 従業員 組合員 組織率 件数 従業員 組合員 組織率 件数 従業員組合員 組織率 件数

:韓''i'まjiH.:,縦斌 幸専薄茶･>ヽl ･> ‥.=̀>: 洗車蕃毛:●:…;●..I::;三=.i 激賛……:●:'浅:':I:i I:～:轟琵至.●こ:i:.1=-::-.■'t､汝:毒三立法:～:I:I-.'::',-''::=:;::'Aj>lS:技城主;:....::::.㌔,良毒賀寿#弓辞::鞍E:<':''&牡:?.''...■'己=.1こ:~''>;～::::さ::莱:栄.::.::;:,I.I.X.'.●:派 哉 苛辞#:,..i....=...:::::.洋;排茶葉:...!7!..5..ぎ葉W黙諾…:‥､喜..::慕:i:樹....:.;.:､く<Y,:㌔..:;..;=..,.#新手;::...;i.:.:-.

100人未満 43 36 83.7% 106 38 11 28.9% 104 4 2 50.0% 105 0. 0 0.0% 103

100人以上 181 150 82.9% 122 45 9 20.0% 104 21 7 33.3% 100 20 8 40.0% 110

300人以上 584 455 77.9% 138 158 82 51.9% 105 37 8 21.6% 100 16 12 75.0% 99

(5)株式上場(本部F3)

①業種別

本部調査で当該企業の株式上場の有無について聞いたところ､合計では上場してい

る企業が約 6割なのに対して､非上場が約 4割となった｡

業種別にみると､製造業では上場企業が 7割を超えたのに対して､非製造業では業

種によりバラツキが極めて大きかった (最大は電気 ･ガス ･熱供給業の 83.3%に対し

て最小はその他サービス業の6.9%)

図表 概要-20 業種別の株式上場の有無 phu

%

■■
位牌 【本部調査】
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②企業規模 (正社員数)別

企業規模 と株式上場比率の間には明らかな相関を見出すことができる｡製造業 ･

非製造業ともに企業規模が大きくなるほど､上場比率が高くなっている｡

図表 概要-21 企業規模 (正 社員数)別の株式上場の有無 (単位:%)【本部調査】

い上 い しだ株 で株 無 件る場 てが式 は式 回
し い上会 な会 答 敬
て な場社 い社

_.::i:

300人未満 17.8 79.5 2.ラ O-:6 73
300人以上 41.0 55.2 2.2 1.5 134
1000人以上 76.0 23.1 0.8 0.0 121
3000人以上 84.0 13.0 2.0 1.0 100
10000人以上 95.0 5.0 0.0 0.0 40-■■■■-W --.-...■■■■■■ー■■■■■■■■■一-
;二三刃亘.-...-.- ●

300人未満 23.1 76.9 0.0 0.0 39
300人以上 55.7 44.3 0.0 0.0 70
1000人以上 92.9 7.1 0.0 0.0 56
3000人以上 94.6 5.4 0.0 0.0 56
10000人以上 100.0 0.0 0.0 0.0 27

■∴､生≡■-■善書≒≡; +2=34

300人未満 12.1 81.8 6.1 0.0 33
300人以上 25.4 66.7 4.8 3.2 63
1000人以上 61.5 36.9 1.5 0.0 65
3000人以上 71.4 21.4 4.8 2.4 42
10000人以上 84.6 15.4 0.0 0.0 13

(6)5年前と比べた経営状況(本部 F4)

①業種別

本部調査において､5年前と比べて経営状況は良くなったか否かについて､5段階

で聞いたところ､全体の傾向としては､｢非常に良い｣と ｢まあまあ良い｣を合わせ

た<良い>とする割合が 5割を超え､｢あまり良くない｣と ｢非常に良くない｣を合

わせた<良くない>とする割合 (33.2%)を大きく上回った｡ しかしながら､業種

による差が歴然とついていることが判明した｡

製造業では､電機 ･電子 ･情報通信機器は ｢非常に良い｣とする割合が 5割近く

に上ったほか､鉄鋼 ･化学等素材関連､輸送用機械でも ｢非常に良い｣とする割合

が 3割前後あり､この 3業種では ｢非常に良い｣と ｢まあまあ良い｣を合わせた<

良い>とする回答が 7-8割に達するが､その他製造業では<良い>とする割合は 5

割弱まで下がる｡

一方､非製造業でも業種によるバラツキが大きく､建設業､卸売 ･小売業で<良

い>の割合が 5割近くあるものの､情報通信業､運輸業､その他サービス業で<良

くない>とする割合が4-5割に達する｡
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図表 概要-22 業種別の5年前と比べた経営状況 (単位 :%)【本部調査】

良非 あ､ま い化特 い良あ い良非 無
い常 良あ はに くま く常 回

に いま な変 なり なに 答

.6 1.1

電機･電子･情報通信機器
鉄鋼･化学等素材関連
輸送用機械

の他製造業

48.4 27.4
26.0 43.8
35.9 46.2
5.4 43.0

8.1 8.1 8.1
5.5 15.1 5.5
2.6 10.3 5.1
14.0 24.7 12.9

建設業
電気･ガス･熟供給業
情報通信業
運輸業
卸売･小売業
その他サービス業

3.6 46.4
0.0 25.0
7.7 15.4
8.1 32.3
12.3 35.4
6.9 17.2

21.4 28.6 0.0 0.0
50.0 16.7 8.3 0.0
23.1 38.5 15.4
14.5 25.8 17.7
10.8 29.2 9.2
20.7 34.5 20.7

②企業規模 (正社員数)別

企業規模別にみたところ､全般的にはおおむね企業規模が大きくなるほど経営状況

が良いことが分かる｡

全般的に経営状況が良い製造業でさえ､正社員規模 300人未満の企業は<良い>の

割合は約 3割に止まり､製造業平均 (約 65%)の半分に満たない｡

現在の好況が大手を中心に推移していることがうかがえる｡

図表 概要-23 企業規模 (正社員数)別の5年前と比べた経営状況 (単位 :%)【本部調査】

良非 あま -い化特 い良あ い良非 無 件い常 良あ はに くま. く常 回

に ヒ､ま な変 な り なに 答 敬
､̀¥.吹;...等式l''5'W'3 鞍 . 辞 温 室 '､苧;.''ET墓..; ､戸井'●W､､ 吹 -'払't:茸･.,.A.5......～...､i..<.a.輔㍍粘.~~~!-....>>..:li諾 "ド

岬 班-㌔--相賀一重 - - = - -
300人 未 満 5.5 23.3 17.8 34.2 17.8 1.4 73
300人以上 17.2 32.1 15.7 23.1 11,.2 0.7 134
1000人以上 18.2 35.5 12.4 23.1 9.9 0.8 121
3000人以上 21.0 47.0 8.0 18.0 6.0 0.0 100
10000人以上 32.5 40.0 7.5 12.5 7.5 0.0 40
l製
300人未満 7.7 23.1 12.8 33.3 20.5 2.6 39
300人以上 28.6 40.0 11.4 10.0 10.0 0.0 70
1000人以上 23.2 42.9 8.9 19.6 3.6 1.8 56
3000人以上 30.4 48.2 8.9 7.1 5.4 0.0 56
100~00人以上 40.7 44.4 0.0 7.4 7.4 0.0 27

:A.l一l■ll_:.室.≡｣.Ft沸き:≡ ･.:二):=二. :..._..:i:二...:. 事二_. :二一_=.T■-.■= L:.:'二一一川.: :-■二一:-,_._:-丁
300人未満 3.0 24.2 24.2 33.3 15.2 0.0 33
300人以上 4.8 23.8 19.0 38.1 12.7 1.6 63
1000人以上 13.8 29.2 15.4 26.2 15.4 0.0 65
3000人以上 9.5 45.2 7.1 33.3 4.8 0.0 42
10000人以上 15.4 30,8 23.1 23.1 7.7 0.0 13
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(7)5年後の経営見通し(本部F5)

①業種別

5年後の経営見通しについてみると､｢非常に良くなる｣とする割合は5年前と現在

を比べた設問より下がるものの､｢非常に良くなる｣と ｢ある程度良くなる｣を合わせ

た<良くなる>の割合は5割を超えており､明るい経営見通しを持っていることがみ

てとれる｡

業種別にみると､非製造業ではバラツキが大きく､特に自由化の進展しつつある電

気 ･ガス ･熱供給業では<良くなる>とする割合は 17%弱しかなく､他業種と比べ圧

倒的に低い｡

図表 概要-24 業種別の 5年後の経営見通し (単位 :%)【本部調査】

弼 凝 離 誓射 件敬

電機.電子.情報通信機 6.5 45.2 24.2 17.7 1.6 4.8 62
鉄鋼.化学等素材関連 1.4 43.8 17.8 35.6 0.0 1.4 73
輸送用機械 2.6 61.5 12.8 15.4 7.7 0.0 39
その他製造業 2.2 51.6 22.6 18.3 3.2 2.2 93

1.‥､~∴~.̀■=.■==

建設業 0.0 46.4 21.4 28.6 3.6 0.0 28
電気.ガス.熟供給業 8.3 8.3 41.7 41.7 0.0 0.0 12
情報通信業 0.0 53.8 23.1 15.4 0.0 7.7 13
運輸業 0.0 37.1 17.7 29.0 9.7 6.5 62
卸亮.小売業 1.5 69.2 7.7 12.3 9.2 0/0 65
その他サービス業 0.0 37.9 24.1 24.1 13.8 0.0 29

②企業規模 (正社員数)別

おおむね企業規模が大きくなるほど<良くなる>と回答する割合が高まる｡

図表 概要-25 企業規模 (正社員数)別の5年後の経営見通し (単位 :%)【本部調査】

良も現 る度も現 わ現 化も現 悪も現 無 件く非在 良あ在 ら在 すや在 化か在 回
な常よ くるよ なと るやよ すなよ 答 敬

るにり な程 り い変 悪 り るりり
i . #

300人未満 T4 32.9 26.0 30.1 9.6 0.0 73
300人以上 0.7 42.5 19.4 26.9 7.5 3.0 134
1000人以上 P.0 54.5 12.4 24.8 6.6 1.7 121
3000人以上 6.0 62.0 17.0 11.0 1.0 3.0 100
10000人以上 5.0 60.0 15.0 20.0 0.0 0.0 40

二十267
300人未満 2.6 30.8 25.6 30.8 10.3 0.0 39
300人以上 1.4 41.4 24.3 27.1 2.9 2.9 70
1000人以上 0.0 57.1 16.1 25.0 0.0 1.8 56
3000人以上 7.1 60.7 14.3 14.3 1.8 1.8 56

◆ヽ-
.~~盲丁1壬pモ L .I _~P.

300人未満 0.0 36.4 24.2 30.3 9.1 0.0 33
300人以上 0.0 44.4 14.3 25.4 12.7 3.2 63
1000人以上 0.0 52.3 9.2 24.6 12.3 1.5 65
3000人以上 4.8 66.7 19.0 7.1 0.0 2.4 42
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(8)小括

①非正社員の活用状況について

a.業種別の違い

一般的に非正社員の活用は全産業で進んでいるかのように語られることが多いが､

業種によるバラツキがあることがわかった｡

非正社員を積極的に活用しているのは､卸売 ･小売業におけるパー ト･アルバイ

ト社員､派遣社員､取引先派遣スタッフと､製造業全般での派遣社員､請負社員で

ある (図表 概要-12､13参照)0

b.企業規模 (正社員数)による違い

企業規模が小さいほど非正社員を活用する比率が高いとの仮説を立てていたが､

結果としては明確な違いは見られなかった｡しかし､製造業の事業所 (支部調査)

における請負社員の活用については､企業規模が小さいほど活用比率が高いとの結

果が示された (図表 概要-14､15参照)0

②労働組合による非正社員数の把握について

a.全般

｢人数を把握していない｣と回答した割合を雇用形態別にみると､本部調査では

直接雇用非正社員が2割強なのに対して､間接雇用非正社員は4害帽弓となっている｡

一方､支部調査では､直接雇用非正社員は2割程度で本部調査と同程度なのに対

して､間接雇用非正社員は3割弱と約 10%ポイント低い｡間接雇用非正社員の把握

について本部は支部に任せているという実態がうかがえる｡

いずれにせよ､雇用形態が多様化した結果､組合が同じ職場で働く従業員 (非正

社員)の実態を把握しづらい環境下に置かれているのは間違いない (図表 概要-8､

9参照)0

b.企業規模 (正社員数)による違い

企業規模 (正社員数)別でみると､面白い結果が表れた｡組合本部では正社員数

が 1,000人以上になると､把握していない割合が急激に高まり､一方､組合支部で

は300人以上で急増する｡

組合本部､組合支部の適正な管理スパンはそれぞれ 1,000人､300人という仮説を

立てることができるのではないだろうか (図表 概要-10､11参照)0
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1.調査の目的と視点

雇用形態の多様化が進んでいる｡正社員の組合員を中心とする労働者参加のあり方はど

のように変化しているのであろうか｡たとえば､かつて日本の労働者参加を特徴付けると

いわれていた ｢小集団活動｣ や職場懇談会など現在どうなっているのであろうか｡この間

の急激な事業組織再編や業務の多忙化によって､消え去ってしまったのであろうか｡それ

とも健在なのだろろうか｡非正社員はこれらに参加しているのであろうか｡それとも完全

に埼外に置かれているのであろうか｡本報告書は､組合本部ならびに組合支部-のアンケ

ー トを通じて､雇用の多様化が進んできたといわれている企業内ならびに職場での労使協

議や小集団活動､安全衛生問題､さらには､非正社員 ･社外人材などが労使関係上どのよ

うな位置にあるのかを知ることを目的とした｡

調査にあたっては､多様な雇用形態の人々が企業あるいは事業所にいることから､その

全体像について､｢正社員｣｢パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員｣｢嘱託 ･契約社員｣｢派遣社

員｣｢請負社員｣の範境に分けた｡とくに｢請負社員｣については､近年とくに再び注目を浴

びていることでもあり､この部分の実態を探ることに 1つの大きな目的があった｡

その点､定年後再雇用者に多い ｢嘱託｣と単なる有期契約社員である場合が多い ｢契約

社員｣は同じではないが､｢嘱託｣がすべて定年後再就職者というわけではなく､更に細分

化したり､細かい定義をすると､回答が煩雑になり､回収率の低下に繋がると考え一括す

ることにした｡

また､業種によって､正社員以外で主力となる非正社員は同じではないにもかかわらず､

同一の設問をしなければならないため､本調査では｢代表的非正社員｣という範境を置き､

この雇用形態の人々を念頭において､彼らに対する労使コミュニケーションの状況を把握

しようとした｡｢代表的非正社員｣とは非正社員のなかで ｢人数の最も多い雇用形態の人｣

と定義した｡

2.明らかになったこと

(1)労使協議の実態と変化 (第 1章)

①企業グループレベルの労使協議 ･･･企業グループに属す企業は全サンプルの約 8割 に

達していた｡これらのサンプルのうち､企業グループレベルの労使協議機関をもっている

企業が半数強あるものの､｢グループ加盟労組の方針や労働条件に対して強い影響力を持つ

労使協議機関｣ があるのは 16%にとどまり､｢情報や意見交換を主とした労使協議機関｣

がある場合が31%を占める(ほかは｢意見調整などを主とした労使協議機関がある｣6%)0

②労使協議の対象事項 ･･･14項目用意したが､大きく3つのグループに分けることがで

きる｡まず､(a)団体交渉ないし労使協議事項であることが当然視されるもの (賃金水準､

一時金水準､退職金 ･企業年金､労働時間など､賃金人事処遇制度)がある｡これにやや
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近いものが､(b)(雇用調整､事業撤退 ･事業所閉鎖､組織再編､福利厚生施策)である｡

そして､半数の組合では労使協議事項でさえない(C)(要員確保､経営基本方針､年間生産 ･

売上計画､教育訓練)である｡とくに､組合員のキャリア形成にとって直接関係する ｢教

育訓練｣-の関与の割合が低い点が印象的である｡もちろん､労使協議事項であるケース

に限れば3割程度では労使協議の中で修正可能であるが､逆にいえば 7割では基本的に経

営提案を聞くことにとどまる｡

③労使協議の重要性の変化 ･･･労使協議の重要性は ｢変わらない｣が大多数だが､｢上昇

している｣とする項目も1割から●3割の組合が指摘している｡とくに重要化したものとし

ては､｢要員確保｣｢賃金人事処遇制度｣｢安全衛生｣｢経営基本方針｣が多い｡これは､正

社員 ･組合員の大幅削減を､組合員-の労働負荷の増加や非正社員 ･非組合員の補充で賄

う傾向が ｢要員確保｣ を重視させ､また成果主義をスローガンとする人事処遇制度の相次

ぐ改定があったからであるとおもわれる｡その中で､｢低下している｣が比較的多いのは｢福

利厚生施策｣であり､労使とも ｢ゆとり｣を削減せざるをえなかったことを示しているの

かもしれない｡ただ､｢福利厚生施策｣でもどちらかといえば ｢上昇 している｣の方が ｢低

下している｣よりも多い｡

④労使協議の変化 ･･･この間の労使協議の変化は複雑化し､付議事項も拡大 ･増加 した

といってよいであろう｡企業組織再編や希望退職の募集などに代表されるように､深刻か

つ複雑なテーマが増加 したからである｡そのため､非公式の労使協議は増加､し､労使協議

の開催頻度は増えたが､深刻であり複雑であるがゆえに､経営案が組合に示される時期は

遅くなる方がやや多かった｡開催期間は短期化したケースも長期化したケースもある｡つ

まり､労使協議め密度が急速に高まったのが､近年の傾向である｡

このため､従来から協調的といわれるわが国の労使関係であるが､この間一層 ｢協調的

になった｣とみている｡これは経営に対して対抗的な姿勢を維持していた組合も ｢協調的｣

にならざるをえなかったほど､今回の不況が深刻であったということを示しているように

おもえる｡また経営案に対する組合の意見反映度は ｢高くなった｣ とするほうが ｢低くな

った｣とするよりも倍くらい多くなった｡組合執行部の意識としては､経営に対してより

深い労使協議が実行できていると認識 しているのである｡

しかし､悩みもある｡それは労使協議事項の内容に対する組合員の理解度である｡これ

が ｢低くなった｣ とみる組合は ｢高くなった｣ とみる組合よりも倍くらい多い｡経営側と

組合執行部との情報交換などは協議内容の複雑化 ･深刻化とともに深化したといえるが､

協議内容が複雑化したために､組合執行部と一般組合員のコミュニケーションがむしろ低

下しているのである｡一般組合員の理解をえる活動に組合執行部は苦慮している｡これと

密接に関連するのが､機密情報の伝達である｡

⑤機密情報の伝達と範囲 ･･･組合に機密情報を提供していない企業は少数であり､組合

に対し機密情報の提供を認めている企業が圧倒的多数を占めている｡とはいえ､｢組合が要

求すれば機密情報でも提供している｣という企業は約 4分の 1にとどまっている｡大多数

の組合は ｢内容によって提供 しない情報もある｣ というスタンスをとっている｡

また､こうした情報が提供される組合役員の範囲は､圧倒的に ｢本部三役 ･本部執行委

員｣ レベルである｡
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(2)雇用形態の多様化 (第 2章)

第 2章では､雇用形態の多様化と労使協議について検討した｡

①多様化の状況 ･･･正社員を減らしていない企業は例外的であり､非正社員を減らして

いる企業も例外的であることが確認できた｡とくに派遣社員と請負社員が増えており､正

社員の減少とのコン トラス トが最も明確なのは､電機 ･電子 ･情報通信機器である｡正社

員と非正社員の関係は､代替的であった｡ただ､この代替関係は不可逆的であり､好景気

になったとしても非正社員が減少するとは見られていない｡つまり､好況時には､正社員

の増加とともに非正社員も増加するとみられている｡好況時は補完関係が成り立っ｡この

点は､繁忙期と閑散期における正社員比率をみれば明らかである｡ 驚くべきことにほとん

ど違いがないのである｡

②組合の方針 ･･･非正社員の採用 ･活用に対して､明確な方針がないのが2割弱を占め

る｡｢パー ト社員比率｣が 50%を超えている組合でも､13.6% の組合は明確な方針はなく､

｢無回答｣を加えると約 4分の 1はそうした方針は持っていない｡同様のことは､｢派遣社員｣

や ｢請負社員｣についても当てはまる｡明確な方針がある場合についてみると､最も多い

のが ｢活用するが正社員の仕事は明確に｣で5割弱を占める｡明確な方針がある組合に限

定すると､過半数を超える組合が正社員と非正社員の仕事の区分を明確にすることをその

方針としているのである｡製造業大企業の組合はほとんどがこの方針あるいは､もっと積

極的に活用していくべきだとしている｡｢非正社員は補助的な仕事にとどめるべきである｣

という意見は2割にすぎず､｢非正社員は活用すべきではない｣とする意見はわずか2%で

あった｡ただ､組合支部調査によれば､雇用形態別にその ｢望ましい仕事｣を聞くと圧倒

的に ｢定型的な仕事｣となり､その活用は限定的であるとする組合が多いことがわかる｡

また､正社員の適正比率について労使で話し合っているのは4割であり､半分以上は経営

側が一方的に決定していることがわかる｡

③非正社員についての労使協議の実態 ･･･社外人材の ｢導入の是非｣｢仕事内容｣｢配置

する仕事｣｢管理監督する正社員の配置 ･役割｣については､組合員に直接関係することか

ら､2-3割の組合ではそれなりの対応をしている (7-8割の組合はほとんど対応ができて

いない)｡また､派遣/請負元の選定や派遣/請負元との交渉に関しては対応度が更に低く､

例えば､組合支部はわずか 1割程度が組合本部に対応を任せているにすぎない｡

④組合組織化 ･- 実際､非正社員比率が高まるとともに､彼らから苦情や相談が出されて

いる｡同じ職場に働く者として､職場では組合として全く無関心であり得ないであろうにも

かかわらず､積極的に組合組織化や積極的な働きかけをしようとする意欲は ｢卸売･小売業｣

以外では､かなり弱い｡製造業では､とくに派遣社員や請負社員に対しては ｢他の会社の人｣

という意識が強いようにおもわれる｡組合の非正社員-の対応は残念ながら低調である｡

(3)労働組合の経営参加 (第 3章)

①経営参加 ･経営対策強化のために必要なこと･･･｢組合の経営分析能力｣｢日常的な情

報交換｣が多く､ついで､｢組合の発言力｣と｢労使協議機関の対応力｣と認識されている｡

組織再編を経験した組合では ｢経営分析力｣が､経験していない組合では ｢日常的な情報
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交換｣がそれぞれ第一位であった｡

② ｢組織再編｣(合併､事業売却､分割､事業所閉鎖等)が過去 5年間に実施された企業は

過半数に達しており､製造業企業規模 (正社員数)別にみると､3000人以上では約 7割､

1万人以上では8割 5分が経験していた｡経験のなかった組合の方が少ないのである｡

組織再編を経験した組合に､組合が果たした役割について自己評価 してもらったところ､

大多数の組合 (8割以上)は組合員の納得を得ることができたとしているが､｢組合員の意

向を経営に理解させた｣という組合は7割強となり､｢時間をかけてじっくりと対応でき満

足している｣組合は6割強と低下する｡時間的制約があり､それなりに組合員には納得し

てもらったとは認識しているものの､必ずしもすべてが十分とはおもっていない組合が少

なくないことがわかる｡全体評価である ｢労使協議は総じてうまく機能した｣という意見

をもっているのは7割強であり､否定的評価は4分の 1であった｡全体として､機能した

とする組合は製造業で多く､非製造業で低くなっている｡

③経営参加における問題点 ･･･反組合的とする経営は少ないが､経営の ｢組合軽視｣に

悩む組合は少なくない｡また､｢組合軽視｣と関係するが､当事者能力のない経営者-の不

信もある｡組合サイ ドの問題点としては､労使協議事項の高度化により､組合役員の経営

分析力 ･提言力の不足､ならびに組合員の理解が得にくくなっていることがある｡

④支部 ･分会の労働者参加促進 ･･･｢支部 ･分会の労使協議の状況を定期または必要の都

度把握してアドバイスや指導をしている｣組合は 55%､｢状況は把握 しているが､積極的

対応をしていない｣組合が 15%､｢支部 ･分会に一任している｣組合が 11%であった｡業

種による差が大きい｡

(4)小集団活動 (第4章)

職場のコミュニケーション制度としてのこうした活動は､製造業では､過半数の組合で

｢ほぼすべての職場にある｣としている｡｢ある職場のほうが多い｣を加えると7割強に達

する｡しかし､非製造業では､その比率はそれぞれ､4割､5割弱に低下する｡業種でみる

と最も比率が高いのは ｢輸送用機械｣であり､最も低いのが ｢情報通信業｣である｡また､

存在率だけでなく組合の関与率も大企業ほど高い｡

支部調査から非正社員の参加度をみると､パー ト社員は対正社員比率 5%未満の事業所

で3割強､5%以上で5割から6割強の参加率やあり､かなり参加率は高い.また雇用関係

からすれば最も遠いとおもわれる ｢請負社員｣は 5% 未満では参加率は 1割に過ぎないも

のの､5%以上 10%未満では 3割強､10%以上では 5割に達している点は注目に値する｡

それに比べると ｢派遣社員｣の参加率はその比率とはあまり強い関係はなく､3割前後の

参加率となっている｡

活動が活発になったのかどうかについては､全体としては明確な傾向は見出せなかった｡

製造業では 2割程度が ｢活発になった｣としている一方､2割弱が ｢活発でなくなった｣

としている｡ ただ､事業所規模別にみると100人以上では ｢活発になった｣とする組合が

多いが､100人未満では ｢活発でなくなった｣とする組合が明らかに多い｡

｢活発になった｣とする組合にその理由を尋ねたところ､製造業では ｢会社が積極的に

なった｣とする意見が多いが､非製造業では理由は分かれた｡製造業について事業所規模
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別にみると 1000人未満では ｢会社の積極化｣を指摘する組合が多いが､1000人以上では

｢従業員と職場との繋がりを重視 して｣が最も多い｡

つぎに ｢活発でなくなった｣とする組合にその理由を尋ねると､｢人員削減で多忙になっ

た｣が圧倒的に多い｡職場に ｢ゆとり｣がなくなってきたのである｡ついで多いのは ｢組

織改革で仕事や業務が激しく変化｣である｡従来のような小集団活動をする仕組みづくり

ができなくなっているということであり､これも一種の ｢ゆとり｣ の喪失とみることがで

きるだろう｡

(5)代表的非正社員におけるコミュニケーションと苦情処理 (第 5章)

多様な非正社員が同じ職場で働くケースが増えている｡こうした非正社員とのコミュニケ

ーションはどの程度なされているのであろうか｡ここでは､回答者の負担を考え､事業所で

最も数が多い非正社員を｢代表的非正社員｣と定義し､彼ら･彼女らの状況について尋ねた｡

(D仕事内容

a.正社員と同種の仕事に従事するか ･･･8割の事業所では同種の仕事に従事する｡

b.正社員と同種の仕事をする人の割合 ･･･過半数が同種の仕事をする事業所比率は､

｢パー ト社員｣が3分の2､｢嘱託･契約社員｣｢派遣社員｣｢請負社員｣は 7-9割である｡

C.労働時間 ･･･正社員と同じなのは ｢パー ト社員｣は3分の 1に過ぎないが (｢パー ト

社員｣でも ｢一部正社員と同じ人もいる｣が4分の 1強あり､本来の意味からの逸脱が少

なくないことも注目に値するが)､｢派遣社員｣や ｢請負社員｣では7-8割が正社員と同じ

労働時間である｡

a.仕事上の責任 ･･･正社員と同じは ｢嘱託･契約社員｣で3分の 1を占めるものの､ほ

かの雇用形態では 1割強から2割弱に過ぎない｡ただ ｢一部正社員と同じ人もいる｣ を加

えると全体として約半数となる｡

e.業務範囲 ･･･正社員と同じとする割合は ｢仕事上の責任｣ と近いが､それよりも多

く､｢一部正社員と同じ人もいる｣を加えると､｢派遣社員｣が6割だが､その他の雇用形

態では7-8割に達している｡

以上をまとめると､多くの非正社員は正社員とほぼ同種の仕事に従事し､労働時間もパ

ー トを除けば大差ないが､｢業務範囲｣やとくに ｢仕事上の責任｣では､区別されていると

いえる｡ただ､後者の区別も実はあいまいな部分があり､一部の非正社員は正社員と同等

の業務範囲や責任をもっているのが普通なのである｡

②職場での各種コミュニケーション活動

a.職場で行われている活動 ･･･｢朝礼･昼礼 ･終礼等｣は業務上必要であり､参加でき

るというよりも参加すべき活動であり､参加できないという比率は低い｡また､｢レクリエ

ーション､パーティー､懇親会など｣も多くの場合参加できる｡ただ､｢派遣社員｣と ｢請

負社員｣ では参加できないという率が若干高いが人数比との関係は逆である｡つまり､参

加できない率は ｢派遣社員｣では人数比が高まれば低下する傾向になるが､｢請負社員｣は

その逆である｡これは前者が同じ職場のなかに働いているケースが多いのに対して､後者

は別の職場で働いているケースが多いからだとおもわれる｡

以上の活動が基本的に参加できるのに対して､参加できる事業所とそうでない事業所が
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分かれている活動もある｡それは ｢小集団活動｣｢職場懇談会｣｢提案制度｣である｡直接

雇用の ｢パー ト社員｣や ｢嘱託･契約社員｣では参加できないのは 卜2割程度であり､基本

的に参加 しているが､間接雇用の ｢派遣社員｣｢請負社員｣では参加できないのが3割から

5割弱となる｡それでも過半数はこうした活動にもすべての非正社員は参加 している｡

これに対して､直接雇用の非正社員で参加できないのが3割程度なのに間接雇用では6-8

割に達しているのが ｢慶弔金や貸付金などの共済活動｣や ｢労働条件について話し合 う活

動｣である｡

b.実施主体 ･･･｢直接雇用｣で組合が実施しているもので多いのはまず､｢レクリエー

ションなど｣であり､｢パー ト社員｣ では6割弱､｢嘱託 ･契約社員｣でも半分の組合が実

施している｡ついで ｢共済活動｣と ｢労働条件の話し合い｣｢職場懇談会｣が3割前後でつ

づく｡これに比べると ｢小集団活動｣や ｢提案制度｣は 1割にとどまる｡｢間接雇用｣では

組合活動は当然ながら疎遠となり､｢レクリエーションなど｣では4割の組合が実施しては

いるものの､その他の活動ではいずれも1割程度にすぎなくなる｡もちろん､逆にいえば､

外部人材であるにもかかわらず､｢労働条件の話し合い｣や ｢共済活動｣､｢小集団活動｣､

｢職場懇談会｣などの各種コミュニケーションを実施している組合支部がこれほどあると

いうことに注目すべきなのかもしれない｡

｢共済活動｣を除いて､ほとんどの活動では会社が実施する割合が高い｡｢朝礼など｣は

ほとんどが会社側が行っているのは当然として､｢職場懇談会｣､｢小集団活動｣､｢提案制度｣

なども4割から7割近い会社が実施している｡

C.非正社員の積極度･- こうした活動に対して積極的であると考える支部組合が多い｡

｢積極的参加｣ の割合で5割をこえるものは少ないものの､もともと正社員向けに考えら

れた各種の制度 ･活動が非正社員にも受け入れられているといえるだろう｡

とくに積極的なのは ｢請負社員｣である｡とりわけ具体的な業務改善につながる活動に

対し積極的である｡逆に､最も消極的なのが ｢派遣社員｣である｡職場意識が最も弱いと

いえるだろう｡

③非正社員の世話と苦情処理

主な担い手は､勤務先企業の正社員であり､｢先輩の非正社員｣である割合は低い｡正社

員のうちで最も多いのは ｢主任･係長｣であり､ついで ｢一般社員｣｢課長レベル以上の管

理職｣となっている｡｢派遣社員｣では ｢主任 ･係長｣と ｢一般社員｣が並んでいる｡

非正社員の苦情処理で最も多いのは､組合支部の判断によれば､｢職場の上司 ･同僚｣で

あり､いずれの雇用形態でも過半数をこえる (複数回答)｡直接雇用の場合には､｢日頃の

組合活動｣｢職場委員｣がそれぞれ 3割程度を占める｡それにくらべ間接雇用の場合には｢人

事担当者｣ が 4割強を占めて多くなる｡｢日頃の組合活動｣や ｢職場委員｣をあげるのは

1-2割となる｡この率をどうみるかはかなり微妙であるが､卜2割の組合では､社外人材で

あっても組合がそれなりの役割を果たしていることは評価すべきなのかもしれない｡

(6)高齢者の継続雇用と労働安全衛生 (第 6章)

最後にこの間の重要なテーマとなっている高齢者の継続雇用と労働安全衛生についてみ

ておくことにしよう｡
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①継続雇用 ･･･ほとんどの企業が継続雇用制度を導入 ･見直しで対処しており､定年廃

止や定年延長はごくわずかである｡継続雇用措置の適用者は ｢希望者全員｣は3割弱であ

り､3分の 2が ｢労使協定で定めた者｣となっており､就業規則で定めたところは非常に

少ない｡本調査は組合-のアンケー トであり､組合のないところでは多くは就業規則によ

るものと推察されるが､その点はわからない｡｢希望者全員｣が多い業種は ｢運輸業｣と ｢電

機･電子･情報通信機器｣であり4割程度であるのに対し､｢鉄鋼 ･化学等素材関連｣と ｢電

気 ･ガス ･熱供給業｣では 1割程度と低い｡

｢労使協定｣によって継続雇用を行っている組合に組合としての意見聴取についてたず

ねたところ､多くが ｢職場委員｣｢組合支部役員｣｢職場集会など｣を通じて行ったと答え

ている (それぞれ 5割弱､複数回答)｡興味深いのが ｢企業内他組合からの意見聴取｣が

7.2% あることである｡｢輸送用機械｣｢卸売･小売業｣｢その他サービス業｣で高くなってい

る｡管理職-の意見聴取は5% にとどまった｡

②安全衛生 ･･･2005年の安全衛生法の改正により､製造業の元方事業者に作業間の連絡

調整などの措置が義務付けられた｡派遣元や請負会社責任者が安全衛生活動に参加 してい

るかどうかは､それぞれの対正社員比率とはあまり関係がなく､いずれも2割から3割程

度では参加が見られるが､多くの場合には参加 していない｡

また､参加事業所について､正規メンバーかどうか尋ねたところ､｢派遣元｣では明確

な違いは見られないが､｢請負会社｣ については､比率が上がるにつれて ｢正規メンバー｣

比率が上昇している｡

なお､派遣元や請負企業が正式には参加していないとしても､非公式には約 3分の 1の

事業所では連絡調整があり､派遣社員比率や請負社員比率が高い場合には4割程度が非公

式な連絡調整があるとしている｡

総じていえば､派遣社員や請負社員が5% 以上いるような事業所においても半数は公式･

非公式を問わずなんらの派遣元 ･請負会社との連絡調整はないのである｡

なお､参加の内容については､｢安全衛生活動全般｣とするケースが多く､連絡調整のみ

とするケースは少なかった｡

3.課題と展望

最後に､労働者参加に関する課題を5つにまとめ､その方向性について考えていくこと

にしよう｡

(1)労使協議上の問題

90年代末から2000年代にかけて､希望退職の募集を初めとする厳しい雇用環境のなか

で､労使協議のテーマは深刻化し､労働組合は守勢に立たされることが多かったようにお

もわれる｡そのなかで､ハー ドな会社側からの提案をうけて､労使協議の内容も深刻化し

複雑化していった｡全体としてみれば､会社としても組合員の理解をえるために､労使コ

ミュニケーションの密度は高まり､労使協議の ｢協調化｣は一層進んだといえる｡そのな
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かで､労使協議のテーマが複雑化 し､機密情報事項が増加 しているだけに､-般組合員の

理解が得られるように組合内コミュニケーションが一層必要となっている｡

しかし､他方､組合員の減少によってその財政的 ･人的余力は組合も乏しくなっている

のではないだろうか｡組合執行部は ｢組合員離れ｣をいかに防ぎ求心力を高めるのか｡効

果的な組合内コミュニケーション活動-の本格的検討が進められねばならない｡

(2)小集団活動

小集団活動については､大きな変化は起こっていないことがわかった｡正社員が削減さ

れ､現場の繁忙感が増加するなかで､いかに小集団活動を魅力あるものにしていくかとい

う点は労使に共通する課題である｡ しっかり対応 しなければ､日本経済のシステムの強み

とされてきた ｢職場の生産力｣の弱体化をもたらすであろう｡調査から明らかなように､

経営側の姿勢が大切であるが､組合も職場の求心力を保つための工夫が必要であろう｡

(3)非正社員 ･社外人材増加への対応､非正社員との共存

調査から判断する限り､非正社員 ･社外人材は増えることはあっても大量に減ることは

考えにくい｡正社員と非正社員との関係は現時点では､代替関係から補完関係-移行 して

いるようにおもえる｡激しかった代替は 1つの山を越えたようにおもわれる｡しかし､こ

の代替は不可逆的であり､逆の代替､つまり､非正社員から正社員-の動きは量的には確

認できなかった｡組合が適正とおもうよりも多くの非正社員を企業は活用している｡一定

の規制をしている組合は少なくないが､全く規制できていない組合も多い｡

正社員と全く同じ仕事をしている人たちは多いが､責任などで差がある｡これは本来的

に考えれば､同じ従業員のなかでの職位による差を意味するはずである｡それが､職位の

差ではなく､正社員と非正社員の差として認識されている点に､日本の雇用管理の特徴が

あることが明らかになった｡もし､職位の差であるとすれば､同じ正社員のなかに包含す

ることは不可能ではないはずである｡困難は大きいが､こうした人々を包み込む政策が必

要ではないだろうか｡

(4)非正社員 ･社外人材とのコミュニケーション

非正社員が減少しないとしたら､彼らと正社員のコミュニケーションを図ることが企業

にとっても組合にとっても重要となる｡しかし､職場で増える非正社員 ･非組合員と正社

員 ･組合員の労働者参加の程度には差があることも明らかになった｡実際､調査から明ら

かになったように､同じ非正社員でも､｢パー ト｣､｢派遣｣､｢請負｣ではコミュニケーショ

ンの程度は異なっていた｡構成比が高まるにつれて､こうした人材の苦情や要望などは多

く職場で出される｡とくに請負社員は積極的である｡こうしたコミュニケーションの充実

によって､日本のお家芸とされた ｢職場の生産力｣が､多様な雇用形態人材の増加によっ

て失われることがないように､工夫されねばならないだろう｡これは会社にまかせっきり

にしておくべきではないだろう｡
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(5)企業内未組織層の組織化

非正社員の増加は､組合にとって組織化の問題が前面に出ることを意味する｡直接雇用

の非正社員や間接雇用人材は､今後も増えることはあっても大幅に減少するとは考えにく

い｡にもかかわらず､卸売 ･小売業を除けば､非正社員の組合員化を展望する組合は少な

い｡非正社員や課長相当職という企業内未組織層の組織化を検討することが必要である｡

また､社外人材との連携をとるために､いくつかの方策が考えられる｡今回の調査では

十分に踏み込むことはできなかったが､｢派遣社員｣でも､関連会社からの派遣社員もいれ

ば､全く企業間関係のない派遣会社からの派遣もある｡これは請負についても同様である｡

関連会社や協力会社である場合もあれば､全く企業間関係のない会社も多い｡組織化の方

法は､多様であろう｡企業間関係や長期的関係があれば､グループ労連を通じての組織化

とい う方策が可能性としてある｡単組やグループ労連が対応すべきであろう｡また､全く

企業間関係や長期的な関係のない企業であれば､こうした人材を組織化する個人加盟の一

般組合-の加入促進があるだろう｡そこは､産別組織やナショナルセンターの出番である｡

また､正社員の減少-組合員の減少という図式を経験して､組合員の減少に歯止めはか

かったとは言い切れない｡とくに､団塊世代の大量退職は､組合員の大量退職でもある｡

世代交代だけで組合員の減少が進む可能性が高い｡せめて､継続雇用の人々の組合からの

離脱阻止の対策を進める必要があるのではないだろうか｡
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第 1章 労使協議の実態と変化

本章では､組合本部一会社間及び組合支部一事業所間の労使協議の実態と､この5年間

における変化についてみていくことにする｡

なお本調査における労使協議とは､会社､事業所における呼称にかかわらず､ ｢経営ま

たは労務に関する重要事項を扱 う､組合本部 ･支部執行委員の全員または一部 (三役等)

が参加する労使の協議｣のことを指しており､専門委員会レベルの協議 ･事務折衝等は除

外されるものである｡

1.支部一事業所レベルにおける労使協議システムの有無 (本部Ql､支部Ql)

労使協議の現状を検討する前に､支部一事業所レベルにおける労使協議システムの有無

について確認する｡

組合本部における支部一事業所レベルの労使協議システムの有無を図表 卜1よりみると

(本部調査)､支部一事業所レベルの労使協議システムが ｢ある｣組合本部は 78.3%で､

｢ない｣本部が 19.1%である｡5組合のうちほぼ 1組合には支部一事業所レベルの労使協

議システムが置かれていない｡

こうした支部二事業所レベ

図表ト1 支部一事業所レベルにおける労使協議システムの有無 ルの労使協議システムが置か

(単位 :%､本部調査)

な 無い 回答 件敬

組合本部計 ? ※19.1 2.6 507

製造業計 秦 ≡ll.2 3.4 267
製 電機 .電子 .情報通信機器 ‡12.9 4.8 62

造莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連 5.5 4.1 73

輸送用機械 7.7 2.6 39

その他製造業 ‡16.1 2.2 93

企 300人未満 妻 !!?葉i……妻…≡…23.1 2.6 39

莱規模 300人以上 洋18.6 7.1 70
1000人以上 8.9 1.8 56

3000人以上 1.8 .- 56

10000人以上 3.7 3.7 27

非製造業計 一 喜ぎ≡言≡≡28.2 1.7l 234

非 建設業 iきi葉i秦@三三!14.3 3.6 28

製造莱莱 電気 .ガス .熱供給業 8.3 - . 12

情報通信業 妻≡≡≡…童23.1 7.7 13

運輸業 …さ30.6 1.6 62

種 卸売 .′ト売業 =三:き=i≡30.8 ... 65

その他サービス業 ※31.0 .- 29

企業グループ帰属企業計 秦 …妻…………17.5 1.7 405

企 企業グループの協議機関はない i* #igi……;三三≡26.1 0.5 188

莱グ 情報や意見交換の機関がある ≒字…12.1 3.2 124

′レI 意見調整を主とした機関がある H3.0 ... 23
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れていない組合は､製造業

(｢ない｣ll.2%)よりも､

非製造業 (同28.2%)で多い｡

特に運輸業､卸売 ･小売業､

その他サービス業で多くなっ

ている｡一方､製造業でも正

規従業員数が 1000人を下回

る企業で､支部一事業所レベ

ルの労使協議システムを置い

ていない組合が多く､最も規

模の小さい 300人未満 (同

23.1%)では2割を上回って

いる｡企業規模が小さいため､

支部組織を置いていないもの

と思われる｡

なお支部組合を対象とした

支部調査でも､支部-事業所

レベルの労使協議システムの

有無を確認するため質問を行

っている｡その結果､有効回



図表1-2 支部一事業所レベルにおける労使協議システムの有無 収サンプル 535支部のうち､

(単位 :%､支部調査)

な 無い 回答 件数

組合支部計 薄 15.7 1.1 535

製造業計 や ▼ 6.0 1.1 283

製 電機 .電子 .情報通信機器 辛塗壬や薄 ?*g! 3.4 1.7 58
造莱莱 鉄鋼 .化学等素材関連 1.2 -. 86

輸送用機械 7.0 -. 43

その他製造業 蔓圭を11.5 2.1 96

辛 100人未満 辛塗iii=S辛 葉 5.9 2.9 34莱所規模 100人以上 6.4 -. 78

300人以上 9.3 -. 75

1000人以上 2.7 1.4 74

非製造業計 …葦==.千* 書き26.2 1.2 248

非 建設業 圭斉lii:li華三重.薄iiii幸三華I 書≡至20.0 -. 35

製追莱莱 電気 .ガス .熱供給業 ≒≒≒18.2 .- 22

情報通信業 吾妻≡11.1 -. 18

運輸業 ……三33.3 2.0 51

種 卸売 .小売業 iJ3.3 1.4 72

2.企業グループにおける労使協議機関の有無

労使協議システムの ｢ある｣

組合は83.2% (455支部)で

あった (図表 1-2)｡ 労使協

議システムの ｢ない｣支部組

合のサンプルは､本章の分析

サンプルから除外している｡

次に労使協議の範囲が企業グループにまで広がっているかどうかをみることにする (本

部調査).0

(1)企業グループ (本部Q4A)

はじめに企業グループの有無と､グループ内の自企業の位置についてみる (図表 卜3)0

今回調査の対象組合が､企業規模が比較的大きい連合加盟組合企業ということもあり､

<企業グループに属している>企業が約 8割を占め､ ｢企業グループには属さない独立企

業｣ は 17.0%と2割弱である｡さらに<企業グループ>企業のうち､ ｢企業グループの系

列企業｣は 18.5%と2割弱にとどまり､ ｢企業グループの中核企業｣が61.3%を占めてい

る｡すなわち今回調査の分析の対象となるサンプルの過半数は ｢企業グループの中核企業｣

だということである｡

こうした<企業グループ>企業及び ｢企業グループの中核企業｣は､当然のことながら

企業規模が大きくなるにつれ増加している (製造業)0

(2)企業グループにおける労使協議機関の有無 (本部Q4B)

それでは企業グループにおいて労使協議機関は設置されているのだろうか｡これを企業

グループに属している企業の組合についてみると (サンプル405件)､ ｢企業グループレ
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ベルの労使協議機関はない｣組合が46.4%とほぼ半数を占めている｡企業グループに属し

ていても､ほぼ二組合に一組合は企業グループレベルの労使協議機関が設置されてなく､

労使協議が企業内の組合にとどまっているのが実態といえる｡

これに対し残 り半数の企業組合には企業グループレベルの労使協議機関が設置されて

いるが､その協議機関の役割は組合により大いに異なっている｡ ｢加盟労組の方針や労働

条件に強い影響力を持つ機関がある｣組合は 15.6%にすぎず､企業グループレベルの労使

協議機関のある組合の約 3分の 1にとどまる｡また ｢意見調整などを主とした機関がある｣

組合も5.7%にすぎない｡これに対し最も多い協議方法は ｢情報や意見交換の機関がある｣

(30.6%)で､企業グループ労使協議機関のある組合の約 6割を占めている｡

このように企業グループに属する企業の組合でも､二組合に一組合しか企業グループレ

ベルの労使協議機関が設置されておらず､さらにこうした労使協議機関を持つ組合でも､

その機関の役割は ｢情報 ･意見交換｣や ｢意見調整｣が主なものとなっているのが実態で

ある｡逆に ｢加盟労組に影響力を持つ機関がある｣組合は約 16% にとどまっている｡

企業グループレベルの労使協議機関の設置状況は､企業規模 10000人で大きく分岐する

(製造業)0 10000人未満では､ほぼ半数が労使協議機関を設置していないが､10000人以

上では約7割の組合で設置されている｡しかし労使協議機関を設置する10000人以上でも､

その大多数は ｢情報や意見交換の機関｣にとどまっており､ ｢加盟労組に影響力を持つ機

関｣のある組合は少数である (18.5%)0

このように ｢加盟労組に影響力を持つ労使協議機関｣ を有する企業グループ労組は､企

業規模の違いを超えて少ないのが実態である｡

図表 ト3 企業グループ内の会社の位置 (単位 :%､本部調査)

属企 無さ業 回なグ 答い ノレ独暮立 プ企 に業は 件数

労使協議機関の有無
蜜

…蔓較毒童妻…妻…≡…列企 機情 と意 を加 無関報 し見 持盟 回がや た調 つ労 答あ意 機整 機組る見 開な 関に交 が ど が影換 あを あ響の る主 る力 件数

………≡…1E′レ

プの系
早 巨

組合本部計 S 鞍※18.5 潔や 華勲 30.6 5.7 15.6 1.7 40517.0 3.2 507

製造業計 !鞍※14.6 …葦ワ:+;:=::輿 莱軒 32.5 5.3 12.6 1.9 20621.0 1.9 267
製 電機 .電子 .育報通信機器 袈圭161 372 116 116 .- 4327.4 3.2 62

造 鉄鋼 .化学等素材関連 読 ●137 ●26.6 3.1 10.9 3.154.5 3.0 15.2 -. 6433ll.0 1.415.4 .- 7339

莱莱種 ′ヽヽ 奉賀12.8 賢 苧環韓中華!穀 泰辛

4送用

その他製造業 襲童きき※15.1 24.2 4.5 13.6 3.0 6626.9 2.2 93

企 300人 .1 萱草Qi華 昏…喜……主…蔓≡…≡487 250 83 83 42 .24359 26 39

莱 ● ● ●354 83 104 21 4825.7 5.7 70
ヽ

規 1000人以上 36 ● ●295 .- 159 -. 4421.4 -. 56

模 3000人以上 童0.0 ● ●25.0 8.3 12.5 -. 4814.3 .-●●● ●●● 5610000人以上 48.1 3.7 18.5 .- 27 27●

非製造業計 薄 毒…≡董22.6 53 秦 28.2 6.2 19.0 1.5 19512.4 4.3 234

非 建設業 ≡≡≡……妻;21.4 26.1 8.7 17.4 4.3 2317.9 .-日● ●●●･- 7.7 28
製 電気 .ガス .熱供給業 333 167 83 .- 12 12

追 一ヽヽ ヽ情報通信業 ● ● ● ●333 -.41.7 - . 12 13

莱 運輸業 ≡194 ●259 19 167 1 9 54 65 65 62

莱種 卸売 .小売業 ●安12.3 *空車!* !妻辛軍草葉や ● ● ●36.4 5.5 20.0 .- 55 ●10.8 4.6 65

その他サービス業 44.8 21.7 8.7 21.7 4.3 23 20.7 .- 29

-協支 ある 16.6 章 32.1 6.1 17.7 1.8 32715.6 2.0 397
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3.支部一事業所レベルにおける労使協議の権限 (支部Q3)

図表 ト4 支部一事業所における労使協議の権限

(単位 :%､支部調査)

ら本 なけか ｢ …≡童 串早≡ヤl★秦?†翠蕪 無

の部 い｣ ら本 回 件

付 . との部託本 い付 .事社 う託本項協 制事社だ議 限項協けか はだ議 答 数

組合支部計 12.8 22.5 1.8 445

製造業計 ll.8 23.2… 葦 2.3 263

製 電機 .電子 .情報通信機器 9.1 23.6.≡Si*6 5.5 55追莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連 12.9 30.6≒ -. 85

輸送用機械 12.5 7.5書 ･- 40
その他製造業 12.0 22.9… 3.6 83

事 100人未満 12.9 25.8茎襲章iき草葉華* -. 31莱所規模 100人以上 16.4 27.4! 2.7 73
300人以上 5.9 19.1 1.5 68
1000人以上 14.1 18.3 2.8 71

非製造業計 14.4 21.1 1.1 180

非 建設業 14.3 21.43SiSS6i6668i草葉!=S華やi 3.6 28

製追莱莱 電気 .ガス .熱供給業 16.7 16.仁 -. 18

情報通信業 25.0 18.8 ･- 16

運輸業 12.1 27.3 -. 33

種 卸売 .′ト売業 12.8 21.3 -. 47
その他サービス業 9.1 18.2 4.5 22

異なる｣支部が過半数を占めている (図表 卜4)0

4.労使協議の現状

'支部一事業所レベルにおける労

使協議の権限についてみると (支

部調査)､ ｢本部 ･本社協議から

の付託事項だけ｣とい う支部は

12.8%と1割強にとどまるものの､

本部 ･本社協議の付託事項だけと

いう ｢制限のない｣支部も22.5%

と2割強にすぎない｡6割強の支

部は､支部労使協議の対象が ｢項

目によって異なる｣ システムとな

っている (62.9%)0

このように労使協議項目が ｢本

部･本社協議からの付託事項だけ｣

という支部は少数で､大多数の支

部が独自に協議する事項は認めら

れているものの､それも項目によ

るということが実態である｡

こうした傾向は業種､事業所規

模によっても際立った違いはなく､

労使協議の対象が ｢項目によって

それでは組合本部と会社､そして組合支部と事業所との間ではどのような労使協議が行

われているのだろうか｡以下では労使協議の現状を､ [労使協議の対象事項] [労使協議

における組合の発言力]及び [5年前と比べた労使協議の重要性の変化]の 3つの視点よ

りみていくことにする｡

(1)労使協議の対象事項

①組合本部と本社間の労使協議事項 (本部Q2(1))

はじめに組合本部と本社間の労使協議において対象となる協議事項を明らかにする ･(図

表 卜5)0

労使協議事項として [賃金水準]以下､14項目を用意した｡設問では各項目に対し､ ｢団

体交渉事項である｣ ｢労使協議事項である｣ ｢労使協議､団体交渉いずれの対象でもない｣

のいずれかに回答してもらった｡労使協議､団体交渉の対象となっているのかどうか､ま
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た対象となっている場合は労使協議事項なのか､それとも団体交渉事項なのか､という点

について回答してもらった｡

回答結果から､まず ｢労使協議､団体交渉のいずれの対象でもない｣と､交渉､協議外

にされている組合本部の多い事項は､ [経営基本方針] [年間生産 ･売上計画]といった

<経営方針>に関する事項と [教育訓練]事項である｡こうした事項では ｢団体交渉 ･労

使協議の対象外事項｣ということである｡しかしながらこうした事項を ｢労使協議事項｣

にしている組合本部も4割前後に達している｡｢団体交渉事項｣には乗せられないものの､

<経営方針>に関する事項であっても ｢労使協議事項｣ として会社側と協議できる体制を

構築している組合が多い点が注目される｡

一方､ ｢労使協議事項｣ではなく ｢団体交渉事項｣として規定する組合本部の多い事項

が [賃金水準]と [一時金水準]で､双方とも7割弱に達している｡しかしながら依然と

して ｢労使協議事項｣にとどまる組合本部が2割強みられる｡

図表 ト5 本部一本社間の労使協議の対象事項 (単位 :%､本部調査)

団
体

交
渉
事

項

で
あ

る

■
労
使

協
議
事

項

で
あ

るi+ 団
体

交
渉

･
労
使
協

議

の
対
象

で
は
な

い

ロ 無

回
答

.

ロ

賃金水準

一時金水準

退職金 ･企業年金

賃金人事処遇制度
労働時間･休日･休暇
経営基本方針

年間生産 ･売上計

画

要員確保

福利厚生施策

教育訓練

安全衛生

雇用調整

事業撤退･事業所閉鎖組織再編一合併･売却･分割等

巌 --wm__44.柑- 46.7 1.27.5

____33.5悶 ′ 54.2 4.5 7.7

-- 3918~1 5.‥3 t-tl･戸 二

:.:T;.:- 7.98.5 42.6 41.0

8.34.9 39.3 47.5

7.96.9 49.9 35.3
----y 8.364.5 13.45 13.4

8.1 62.3 22.1

25.8 9.349.9 15.09 15.0

旺亘苧 9.9
52.3 16.43 16.4

21.1 50.9 18.5 ､9.550.9 18.5 ､9.5
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以上の事項に対し､その他の事項では ｢労使協議事項｣ にしている組合本部が多い｡先

に示 した事項も含めて比率の多い順にあげると､次のようになる｡

｢労使協議事項｣比率

6割台 [福利厚生施策] (64.5%)

[安全衛生] (62.3%)

5割台 [賃金人事処遇制度] (54.2%)

[事業撤退 ･事業所閉鎖] (52.3%)

[労働時間 ･休 日･休暇] (51.3%)

[組織再編一合併 ･売却 ･分割等] (50.9%)

4割台 [要員確保] (49.9%)

[雇用調整] (49.9%)

[退職金 ･企業年金] (46.7%)

[経営基本方針] (42.6%)

[教育訓練] (41.0%)

3割台 [年間生産 ･売上計画].(39.3%)

2割台 [一時金水準] (24.7%)

[賃金水準] (22.9%)

上記の結果より主な特徴を箇条書きであげると､次のようになる｡

第 1は､企業組織の再編と密接につながる [雇用調整] [事業撤退 ･事業所閉鎖] [組

織再編一合併 ･売却 ･分割等]の各事項については､ ｢団体交渉事項｣にしている組合本

部はいずれの項目でも2割台にとどまるものの､ ｢労使協議事項｣に設定している組合本

部が5割前後を占めている｡それでも組合員の生活設計に密接につながる企業組織の再編

に関連した事項でありながら､ ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣という組合本部が 2

割弱を占めている｡

第 2は､ ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣としては認めず､ ｢団体交渉事項｣でな

ければ ｢労使協議事項｣としているのが [退職金 ･企業年金] [賃金人事処遇制度]及び

[労働時間 ･休日･休暇]の各事項である｡いわば月例賃金や一時金を除いた賃金 ･労働

時間といった基本的労働条件に関する事項である｡労働組合の基本的取り組み課題である

ことを考慮すると当然の結果だが､ [賃金人事処遇制度]と [労働時間 ･休 日･休暇]で

は ｢労使協議事項｣としている組合本部の割合が ｢団体交渉事項｣ を上回る結果となって

いる｡

第 3は､ ｢団体交渉事項｣としては認められず､ ｢労使協議事項｣を中心に労使協議を

しているのが [福利厚生施策]を筆頭とした [安全衛生]及び [要員確保]の各事項であ

る｡しかし [要員確保]については､<経営方針>と類似した傾向がみられ､ ｢団体交渉 ･

労使協議の対象外事項｣ にされている組合本部が約 3分の 1と多い｡

それでは組合本部一本社間の労使協議対象事項を製造業､非製造業別､そして製造業規
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模別､さらに業種別にみると､どのような特徴がみられるのだろうか (図表 1-6A～C).

いずれの事項においても各区分の結果は､組合本部計の傾向と際立った違いはみられな

い｡こうした共通した傾向の中で､目立った違いをあげると次のようになる｡

A. ｢団体交渉事項｣であるという位置づけが強かった [賃金水準] [一時金水準]､

さらに [退職金 ･企業年金] [賃金人事処遇制度] [労働時間 ･休 日･休暇]といっ

た労働諸条件に関する事項では､製造業と非製造業との違いは [賃金人事処遇制度]

[労働時間 ･休日･休暇]でみられ､製造業は ｢労使協議事項｣､非製造業は ｢団体

交渉事項｣が多くなっている｡

｢団体交渉事項｣が多い非製造業の結果は､電気 ･ガス ･熱供給業､情報通信業､

そして運輸業の結果を反映したものである｡これに対し製造業でも ｢団体交渉事項｣

は業種では輸送用機械で多い｡

企業規模別では 1000人を上回る規模で労使協議事項となっている割合が増加 して

いる｡ [退職金 ･企業年金] [労働時間 ･休 日･休暇]､そして [賃金人事処遇制度]

で顕著にみられる特徴である｡

B.[経営基本方針]や [福利厚生施策]など､経営方針や職場の問題に関する事項は､

｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣という組合本部が多かった｡こうした傾向は属

性別にみても大きく変わることはない｡違いは製造業の輸送用機械と10000人以上の

企業規模でみられる｡各事項の取り扱いは ｢団体交渉 ･労使協議の対象外｣という組

合本部が多い中､輸送用機械は ｢労使協議事項｣にしている組合本蔀が他の業種と比

べ多くなっている｡業種､産別の特徴があらわれているといえる0

一方､製造業の企業規模において顕著な違いがみられたのが正規従業員 10000人以

上の企業の組合本部である｡輸送用機械の企業と重なっている部分もあるが､ ｢団体

交渉事項｣ とはいかないものの､ ｢労使協議事項｣としている組合本部が多くなって

いる｡

C. [雇用調整]や組織再編に関する事項においても､輸送用機械の場合､ ｢労使協議

事項｣ではなく ｢団体交渉事項｣として交渉する組合本部が多い0

[雇用調整]や組織再編事項において注目される点は､企業組織の再編の有無別の

結果である｡この5年の間に企業合併､事業の売却 ･分割､事業所閉鎖といった企業

組織の再編が進められている (｢組織再編が実施された｣56.4%)｡それではこうし

た企業組織の再編の実施組合本部と未実施組合本部との間で労使協議の対象事項にど

のような違いがあるのだろうか｡その結果をみると､ ｢団体交渉事項｣における差は

ほとんどなく､ ｢労使協議事項｣は組織再編実施組合本部で多くなっている｡ しかし

その差は20%ポイント未満にとどまっていること､また未実施組合本部で無回答が多

いことにより､組織再編の有無による際立った変化は確認できないといえるだろう｡
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図表 ト6A 本部一本社間の労使協議の対象事項一労働諸条件に関する労使協議-

(単位 :%､本部調査)

賃金水準 一時金水準 退職金.企業年金 件

団 る労使 議団 無の体 回 ∫団 る労使 議団 無の体 回 議団 無の体 回

体

協義事J看対交 答象渉で.は労な使い協 協読事痛 対交 答象渉で.は労な使い協 対交 答象渉で.は労な使い協 数交港であ項であ 一′ヽであ 一■ヽであ
A

■■ 4 5 3 0製造集計 6守. 25.8 0.7 6.0 27.3 ● I( 267

∫電 .電子.育 通言 器 66790964357 226 -.81 206 258 16 97 -.8.1 62

造 鉄鋼.化学等素材関連 329 ●14 55 342 ●1.4 41 1.4 4.1 73

莱 ′ヽ輸送用機械 ●179 -.26 7 179 ●26 26 -.2.6 39莱種 その他製造業 25.8 1.1 6.5 6 26.9 ●-. 6.5 1.1 6.5 93

企 300人未満 9058450491 10.3 2.6 7.7 4510667877 7.7 -. 7.7 9287009657 379753 -. 7.7 39

莱規模 300人以上 21.4 -. 8.6 24.3 1.4 8.6 I 1.4 8.6 70
1000人以上 42.9 1.8 -. 44.6 3.6 .- ら 1.8 -. 56

3000人以上 33.9 -. 7.1 32.1 ･- 7.1 1 -. 5.4 56

10000人以上 22.2 -. 3.7 29.6 -. 3.7 6 -. 3.7 27

非製遺業計 0 28.I 0.4 9_4 79 22.2 0.4 9.4 57 432 1.7 9.4 234

非製造莱莱種建設業電気 .ガス .熱供給業情報通信業 017 28.68.315.4 ･- 10.7●●● ●●●･- 7.7 43780 28.68.338.5 ･- 7.1●●● ●●●･- 7.7 6.4 29 3.6 7.1●●● ●●●-. 7.7 281213

7 131●■

96 5353434ー82I4 334485785

運輸業卸売 .小売業 17.720.0 -. 9.71.5 7.7 17.723.1 ･- ll.31.5 7.7 5 ･- ll.31.5 7.7 6265

83 ●●73 7

貸金人事処遇制度 労働時間 .休日.休暇

瑚議団 無:-喜'の体 回 …闇 雲 墓

≡妻妾対交 答]象渉≡≡≡で .ヽ

ll象渉…三で .は労膵 使lい協は 労喜棒 使………い 協

!& 筆輿 葉=;i=甲 華 ささf 草葉妻 耳.=f=.

∫電機 .電子 .育報通信機器 65 81 32 81. 62

造莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械その他製造業 i穀≡喜草ii;●5.5 4.1-. 2.67.5 6.5 1g車牛車ii*亘≒葦≒牢 -.4.1 7-. 2.6 3-.6.5 9393
企 300人 ､ 対154 77 -. 77 39

莱300人以上 ●8.6 8.6●●● ●●●3.6 5.4･- 3.7 ●1,4 8.6 70規模 1000人以上 1妻ai孝辛 筆Ⅰi輿杏辛 519…妻# PSS -. .-- 563000人以上10000人以上 車≡喜輿 -. 5.4 5-. 3.7 267ミミtを ?車……
薄畢 耳:-ヽ ='==-∴. ≡=-ここ-..:†∴∴ ニ事.三二.A::

非 建設業 S? S 7.1 7.1 軽 ?隼7.1 7.1 28

製造莱莱種 電気 .ガス .熱供給業情報通信業運輸業 8.3 -.-.7.765 129

義 ･- -. 1-.7.7 1-.113 6232

卸売 .小売業 !華 譲? ●1.5 7.7 i専本手 i某++鞍……… ●1.5 9.2 65
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図表 1-6B 本部-本社間の労使協議の対象事項一経営方針や職場の問題に関する労使協議-

(単位 :%､本部調査)

経営基本方針 年間生産.売上計画 要員確保 件数

る団体交渉事項であ - 無回答 る団体交渉辛項であ 無回答 る団体交渉辛項であ 4正一ヽヽヽ回答

使協 の対 使協 の体対交 の対体交

ヾ ◆■ ではな■栄
項 は 項 は労

で な で な使 で 使協あ い あ い協 い

組合本部計 8_5 .641 7.9 4.939.347.5 S.3 6.94 935.3 7.9 507
製造業計 4.9 .8457 5.6 2.241.650.6 5.8 4.54 1 08 5.6 267

製追莱莱種 電機.電子.情報通信機器鉄鋼.化学等素材関連輸送用機械その他製造業 3.2●●●7.78.6 81■■■■- 81 32 8.1 6273399345 4.15.15.4 ●●●7.7 ●4.15.15.4 4.15.1 4.12.66.5
告l6.7 92028 6 205 69 231●

3.2 ● ■

企 300人未満 7.7 7.7 5.133.3 7.710.338545142 5389 7.7 39

■.謀.9.641引48 53,8 43.63626

莱 300人以上 5.7 7.1●●●5.4 1.445.745.7 7.1日 ●5.4 4.3 34 7.1 70

規模 1000人以上 5.4 1.8●●●3.7 4t.Ⅰ 57.1 1.8 44 1.8 563000人以上 1.8●●● 37.5 57.1 3.6 48 5.4 5610000人以上 5.637 7.4 55.6 33.3 7.4 3.7 6 0 29 3.7 27

非製造業誹 12.4 .535.9 10.3 7.7 36絹 44.4 ll.1 9.4 5 3 29l1 10.3 234

罪製造 建設業電気.ガス.熱供給業情報通信業 7.1●●●38 詔.3 46.16. 7.1●●●7 7 3.6●●●3守5,75.0 53.25.60 7.1●●●7 7 7.18.315 4 4765 40 39l16l37 7.1日 ●7.7 281213

莱莱種 lj運輸業 ●.2 ●12.9 ●10.8 16.1 19.4 00 12.9 62

21.012.3 3 32 40.3 8 21

卸売.小売業 9.2 7.7 4.6●●● 9.2 6535 40l34 .8 5位.8 46 25 0

福 利 厚 生 施 策 教 育 ヨー練 安 全 衛 生

る 団体 議 団 無の体 回 る 団体 無回 る 団体 議 団 無の体 回⊥ !*

使 使協諌辛項であ交渉辛項であ 対交 答象渉で .は労な使い協 交渉事項であ 答 交渉辛項であ 対交 答象渉で .は労な使い協 数

･●

あ 転ヽ
i&

製造集計 巷.277 12.7 6l.4 I.9 3 2 543 5.6 4ー9 .4 22ー1 5.6 267

電機.電子.育報通信機器 656 194 81 1.6●●●5.12.2 81 32 9 258 8.1 62追業莱種鉄鋼.化学等素材関連輸送用機械その他製造業 8.210.377守3 ●12.3 4.15.15.1ll.8 7.5 4 8 43l1 4.12.66.5 ●4.110.34.3 699 ●21.9 4.1 7339934 6 76 12.8 2.673 458.6 0 3 59l1 6 237 65●

企300人 ､ 103S守154 77 26 77 51 1守947 231 77 39莱規模300人以上 10.068786182ll.410.0 4.3●●●●●●●●●33436譲4064584896323 8.6日●5.4 5.7 守 18.6 8.6 70

1000人以上 7.1 10.7 -. 5.4 26.8 .- 56

3000人以上 7.1 10.7 5.4 3.6 19.6 5.4 56

10000人以上 3.7 3.7 7.4 3.7 3.7 25.9 3.7 27

非製造業計 20.15114.510ー3 髭6 439310.71‡.5 .a22.2 9.4 234

非製造莱莱建設業電気.ガス.熱供給業情報通信業 10.758.353.8641謀21.4 7.1●●● ●●●23.17.7 3.6393500 7.1●●●7.7 7.116.715.4 1632.1 7.1●●● ●●●15.4 7.7 281213

守4 15.4 35428565丑27 4419I8324451367

運輸業 27.4 6.512.9ll.3 14.521.0 17.712.9 62

種卸売.小売業 10.8 10.8 9.2 3.1●●● 9.210.8●●● 16.9 6.2 65
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図表 1-6C 本部一本社間の労使協議の対象事項一雇用調整や組織再編に関する労使協議-

(単位 :%､本部調査)

雇用三整 事業撤退.事業所閉鎖 組織再編 件数
- - 議団 無の体 回議団 ハ､､の体 回 議団 ハ､､の体 回

体 使協 体 皮協 体交 使

交 対交 答象渉で. 交 対交 答象渉で.は労な使い協 協 対交 等象渉で.は労な使い協 は労な使い協め あ
i& 99 25 3 2 5q 15.0 9.3 16.4 9.9 1 918.5 9享.5 507

楽遺業計 5413,1 6.722 912ー7 7.I 56617.6 6.7 267

製 電機.電子.情報通信機器 .0.2 478114.5 9.717.7.74 372517.711.3112798561昏622.6 8.1 62
造莱 鉄鋼.化学等素材関連 9.6 4.1 9.6 5.5 15.1 5.5 73

Iヽ 04 1 ●莱種 その他製造業 ,8 9 17.2 7.5 14.0 7.5194 2 19.4 8.6 93

企莱規模 300人未満300人以上1000人以上3000人以上10000人以上 282103 28.212.812.9 8.610.7 -.8.9 8.93.7 3.7 333128 39705656279 949 7.110.0125 -.I9 044 2I14839 727 15.7 8.623.2 -.10.7 7.17.4 3.7●,9.9 3310.7 7.1ll.1 3.72I4I 75 9161 58
非製造業鮮 .9 3617.5ー2.0 7 7420,512.4235 44‡駄712.4 234

非 建設業 .4.0.8.9 6137478I25.0 7.1 35.7 7.1 975935.7 7.1 281716 5S3 113652743 6II
製造莱莱種 電気.ガス.熱供給業 8.3 .- 0 8.3 -. 16.7 -. 12

情報通信業 7.7 7.7 2523.1 7.7 15.4 7.7 13
運輸業卸売.小売業 ll.317.720.0108 8.117.7 8.117.727.7 9.2 626529210.8
その他サービス業 i 27.6 3.4 20.7 3.4 17.2 3.4 29

再組実施された .9.8 616¢ll.5 4.9 21425484014.0 5.6 97854720915.4 4.9 286

②組合支部と事業所間の労使協議事項 (支部Q2(1))

次に組合支部と事業所間の労使協議事項について整理する｡

組合本部調査同様に､労使協議事項として[賃金人事処遇制度の運用]以下､12項目を用

意した｡選択肢は ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣ ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣

｢労使協議の対象外事項｣の3つで､取り上げた項目が労使協議事項なのかどうか､労使

協議事項の場合､本部労使協議事項なのか､それとも組合支部の協議事項なのか､という

点について回答してもらった｡

図表 卜7の結果から､各項目を3つのグループに分けると､次のようになる｡

第 1のグループは､組合支部においても労使協議の対象となっていない事項である｡[事

業所に直接関係する経営方針][事業所の年間生産･売上計画]､そして[教育訓練]の各事項､

こうした<事業所の経営方針>及び[教育訓練]が｢労使協議の対象外事項｣である傾向は､

組合本部一会社間の労使協議と共通している.注目すべき点は､組合支部であっても<事

業所の経営方針>を労使協議の対象事項にしている支部が多いことである｡

第 2のグループは､8割以上の組合支部で ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣となって

いる事項で､[賃金人事処遇制度の運用]と[退職金 ･企業年金制度の運用]である｡こうし

た企業全体にかかわる制度は､組合本部における団体交渉もしくは労使協議事項になって

いる組合支部が多い｡

同様の傾向は事業所の組織再編に直接繋がる[事業所に関係する企業組織の再編]及び

[事業撤退 ･事業所閉鎖]においてもみられ､ ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣という組

合支部が 7割近くに達している｡いずれも組合本部一企業レベルの交渉､協議が必要とな
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る事項である｡

なお[事業所における雇用調整]は､ ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣は4割強にとど

まり､ ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣という組合支部が 3割強を占めている｡事業所

自身の組織再編は ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣となるものの､[事業所における雇用

調整]については ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣として協議が行われている実態を示す

結果である｡

第 3のグループは､本部 ･本社間の協議 ･交渉よりも支部 ･事業所間の労使協議を優先

する事項である｡[事業所の福利厚生施策][要員確保][安全衛生]の各事項は ｢支部 ･事業

所間の労使協議事項｣であるとい う組合支部が多く､[安全衛生]で 7割強､[事業所の福利

厚生施策]で 6割弱に達している｡なお[事業所の労働時間･休 日･休暇]の場合は､ ｢本部 ･

本社間の協議 ･交渉事項｣という組合支部が半数近くを占め､ ｢支部 ･事業所間の労使協

議事項｣という組合支部は4割強にとどまる｡

この結果､組合支部の労使協議事項として最も多く挙がった事項は[安全衛生]及び[事

業所の福利厚生施策]である｡特に[安全衛生]は主に組合支部における労使協議事項といえ

るだろう｡これに対し[賃金人事処遇制度の運用][退職金 ･企業年金制度の運用]といった

賃金制度､人事処遇制度､そして[事業所に関係する企業組織の再編][事業撤退 ･事業所閉

鎖]など事業所の組織再編に関する事項は､主として ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣で

あることが示されている｡

図表 ト7支部一事業所間の労使協議の対象事項 (単位 :%､支部調査)

本
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制度の運用

事業所の労働時間

･休日 ･休暇

事業所に直接関係

する経営方針

事業所の年間生産

･売上計画
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事業所の福利厚生

施策

教育訓練

安全衛生

事業所における雇

用調整

事業所に関係する

企業組織の再編

事業撤退 ･事業所

閉鎖
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それでは組合本部一本社間と同様に､組合支部-事業所間の労使協議対象事項を製造業､

非製造業別､そして製造業規模別､さらに業種別に主な特徴をあげることにする (図表 卜8

A～C)0

A.労働諸条件の中でとりわけ ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣であるという位置づ

けの強かった[貸金人事処遇制度の運用]と[退職金 ･企業年金制度の運用]は､製造業

一非製造業､業種別､そして製造業の事業所規模別のいずれの区分でみても違いはな

い｡こうした傾向は 1000人以上の事業所でも共通している｡

これに対し ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣だけでなく､ ｢支部 ･事業所間の労

使協議事項｣の割合の多かった[事業所の労働時間 ･休 日･休暇]の場合は､事業所が

1000人未満の場合は ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣､1000人以上の場合は ｢支部 ･

事業所間の労使協議事項｣となっている｡事業所規模が小さい場合､組合本部が交渉､

協議の主体となる組合支部における労使協議の実態が示されている｡､なお輸送用機械

の場合は､ ｢本部 ･本社間の協議 ･交渉事項｣という組合支部が他の業種と比べ多い｡

B.[事業所に直接関係する経営方針]や[事業所の年間生産 ･売上計画]など､事業所の

経営方針に関する事項は､組合本部一本社同様に ｢労使協議の対象外事項｣ という組

合支部が多かった｡その中で､ ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣にしている組合支

部は､事業所規模の大きい支部である｡[事業所の年間生産 ･売上計画]は規模が大き

くなるにつれ ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣が急増し､また[事業所に直接関係

する経営方針]では特に 1000人以上の事業所で多くなっている｡組合支部でも事業所

規模が大きくなれば､経営方針に関する労使協議が可能となるほど自立するというこ

とである｡逆に 100人未満の規模ではみずからが労使協議を行 う組合支部は少なく､

特に[事業所の年間生産 ･売上計画]で顕著である｡

C. [事業所の雇用調整]や､事業所の組織再編に関する事項においても､事業所規模

100人未満の組合支部の場合､ ｢無回答｣及び ｢労使協議の対象外事項｣が多いとい

う回答結果から､みずからの交渉､協議力が欠けている支部が多いといえるだろう｡

図表 1-8A 支部一事業所間の労使協議の対象事項一労働諸条件に関する労使協議- (単位 :%､支部調査)

貸金人事処遇制度の運用 退職金 .企業年金制度運用 労働時間 .休日.休暇 件数

十 津潮 労支 で労 無使 部 あ使 回 …i…享≡f!■.襟帯;三三:::I秦 労支 で労 無使部 あ使 回 で労 無あ使 回

F7

:;≡;A:+:;:蕃 協 . る協 答議事 議事業 の項所 対 協 . る協 答議事 議事業 の項所 対 る協 答義の対負外車*申早 甲や華間 象の 外 メ間 象の 外 申 同

ヰ妻 S守 や 華1甲妻l宗.-ここ早,特黙ぎ≡ 早 -.=I;=.==

i:■~- :??ヰ 串?雄 守 莱f∴ ･▲::∴

製 電機 .電子 .情報通信機器 棄辛幸辛守 36 36 73≦三!;?*8S撃!申漢華華守 18 55 73 …18 73 55逮業 秩錦 .化学等素材関連 3.5 4.7 3.5 ≡ 1.2 4.7 3.5 香8萎ノ中二童孝 宰学事 ;:2.4 4.7 85

業 棉送用機械 :7.5 5.0 .-= -. 5.0 .- ≡:2.5 ... 40

種 その他製造業 8.4 6.0 10.8 2.4 6.0 10.8 ≡≡3.6 9.6 83

辛 100人未満 享三三才港 辛幸辛 32 97 129 ◆潔辛早三才f華中lll4 ･- 97 129 65 129 31莱所規模 100人以上300人以上1000人以上 7368714.1 - 9.6 ≡8.8 2.9 .-7.0 7.0 1.4 … 4.1 .- 9.6 ･- 9.6≡二29 ...秦や 嶺 ･- 8.5 1.4杏 * 81 :=.? ヰ ･.. 1.4

l=:tl 蔓≡;1≡ 蘇S=:....:=I::== こ._ー':I:. =t::.: こ=..J事====
非 建設業 -. 3.6 17.9 ･- 3.6 17.9 28●●●

製 電気 .ガス .熱供給業 秦*筆書言草ヌ声才辛I?:?辛秦才孝幸 -. 5.6 5.6 *香蕪≡車…孝辛…孝幸_字 -. 5.6 5.6 孝幸串軍華!薄塗妄言芋蔓学績 _.::+lll▲jt..1_.:;+筆_?蔓辛i≡≡5.6 5.6 18
逮莱莱種 情報通信業 -. -.12.5 -. 6.3 12.5 ･- 12.5 16

運輸業 喜子≧≦21.2 3.0 6.1i;=?洋才…車撃孝 9.1 3.0 6.1 ･- 6.1 33

卸売 .小売業 弓0.6 6.4 10.6. 享≧≡12.8 6.4 10.6 ;÷2.1 10.6 47
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図表 ト8B 支部一事 業所 間 の労使協議の対象事 項-経 営方 針 や職 場 の 問 題 に 関 す る 労 使 協 議 -

(単 位 :% ､ 支 部 調 査 )

事業所の経営方針 年間生産 .売上計画 要 員 確 保 件

譲本 労支･部 使部 士 4旺Jヽヽヽ回 読本 労支･部 使部 i野坪協*の#秦# 無 ■回 議 本･部 労嘩嘩譲辛撃Pp._-,i=_Ii:::;二重…;.ぎ≡で 労 無…三;あ使 回交 . 協 .渉本 議事事社 事業項間 項所の 間協 の 答 交 . 協 .渉本 議事詣 責苦の 間協 の 答 交 .渉本事社項間の協 る協 答読の対象外 数

午 ● :隼:ii !

;+p=l=;AL::丁:;:;:≡ 申5……董……i 軒十十 蕪 α≡…≡i月 S.̀.....I◆,..:.: =="=,T='===:1 二:::.-:-.こ:::.

製 電機 .電子 .情報通信機器 20.0 60.0 葉*筆串 7.3 16.4 58.2 !襲5年辛辛年辛 7.3 21.8 早………三25.5 7.3 55造莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連 23.5 47.1 4.7●●●9.6 20.0 41.2 4.7日●9.6 20.0 孝lllll日5.3 3.5 85

輸送用機械 35.0 42.'5 30.0 45.0 17.5 ¢lllll瀬 5 ... 40

その他製造業. 37.3 32.5 36.1 24.1 38.6 車≡il9.3 10.8 83

辛 100人未満 22.6.41.9 igi 昌2.9 29.0 19.4 ?:i.:莱車 12.9 32.3 杏ぎ…重要16.1 12.9 31

莱所規揺 100人以上 32.9 42.5 8.2 31.5 37.0 9.6●●●1.4 20.5 車喜…弓3.7 9.6 73

300人以上 30.9 45.6 1.5 25.0 42.6 33.8 至上9.1 ... 68

1000人以上 29.6匝 耳コ妻…重き?車 1.4 19.7 56.3 !車≡喜 23.9 23.9 1.4 71

非 建設業 14.3 46.4 孝S肇*a*杏主緊…寮…勲≡杏打7.9 17.9 39.3 !草葉車i串辛辛藻耳華 17.9 46.4 字軒妻日7.9 17.9 28

製追莱莱 電気 .ガス .熱供給業 44.4 44.4 5.6 38.9 38.9 5.6 66.7 車妻lllll5.6 5.6 18

情報通信業 31.3 43.8 瀬 5 31.3 43.8 12.5 50.0 輿 6.3 18.8 16

運輸業 39.4 30.3 6.1 36.4 3013萱 9.1 39.4 S字-++､6.1 9.1 33

種 卸売 .小売業 29.8 34.0 圭三月2.8 25.5 27.7 12.8 10.6 寮‡主ぎ………25.5 10.6 47

福禾り厚生施策 教育部練 安全衛生

読本 ≡≒≡≒で ､ 血 議本 労支毒享喜喜≡ 4旺Jヽヽヽ 議本 ≡三三で ､ 4EB 件

華箪軍辛華 一ヽヽヽ 桓嘩?申封秦叶 襲∴■l義筆帝国軍 一ヽヽヽ

･部 …… ……さあ使 回 ･部 使部…董≡i喜 回 ･部 ≡…≡あ使 回

'交 .渉本事社項間の協 ……蔓る協 答読の対象外 交 . 協 .捗本 議事事社 事業項間 項所の. 間頃 の 答 交 .渉本事社項間の協 る協 答読の対 .象外 数基盤至≡き~==‥毒=
華 甲 辛 早

製電機.電子.情報通信機器21.8童申申栄lo.9 7.3 21.8 43.6 !?辛辛葉辛 7.3 3.6 ?車S妻華≡蘇草莱 12.7 9.1 55追莱莱種鉄鋼.化学等素材関連 9.4童 3.5 3.5 12.9 52.9 3.5●●●10.8 4.7 1.2 3.5 85

輸送用機械 127.5 2.5-.25.0 47.5 12.5 2.5 -. 40

その他製造業 30.1 6.09.6 30.1 22.9 24.1 3.6 9.6 83

事100人未満 16.1咋669.712.9 22.6 38.7 辛辛華麗 12.9 12.9 iS妻議莱草車套…… 6.5 12.9 31莱所規揺100人以上 21.9童 2.78.2 23.3 42.5 9.6●●●1.4 12.3 2.7 9.6●●● ●●●9.9- 1.4 73

300人以上 17.6≡ 7.4-.19.1 47.1 7.4 68

1000人以上 268; 5614 225 366 15.5 71

●●● ●

- 44 華チ a華

非建設業 46.4i軍 3.617.9 46.4 28.6 1萱草*辛辛妻:≠蔓;-……素話;秦車≡17.9 21.4 妻ag*gi襲杏チ辛幸藻辛 7.1 17.9 28

製追莱莱電気.ガス.熱供給業 27.8喜 5.65.6 38.9 44.4 5.6 22.2 5.6 5.6 18

情報通信業 62.5 -.12.5 31.3 56.3 12.5 18.8 -.12.5 16

運輸業 51.5 ･-6.1 36.4 45.5 6.1 21.2 12.1 6.1 33

種卸売.小売業 12.8… 8.512.8 23.4 29.8 10.6 10.6 2.1 10.6 47その他サービス業 54.~5 ･-18.2 22.7 50.0 18.2 22.7 4.5 18.2 22
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図表 1-8C 支部一事業所間の労使協議の対象事項一雇 用 調 整 や 組 織 再 編 に 関 す る労 使 協 議 -

(単 位 :% ､ 支 部 調 査 )

辛業所の雇用調整 事業所関係の企業組織再編 事業撤退 .閉鎖 件

三三:.i:-:≡:r=p;.車=l==秦響+▲l義華甲a)早≡葦…労支 で労 無 =二三!::ii;≡三=;≡暮………≡……≠Ll*======4.秦学::;I;:;本革甲0)嘩妻≡言労支 で労 無 主絹 蒸畢■̀秦饗甲め準………童労支 で労 無

ぎ≡童使部 あ使 回 使部 あ使 回 ≡:圭::≡Ji.=;i::.: =i書≡至便部 あ使 回
協.る協 答 協 . る協 答 協 . る協 答 数

蔓…≡議事 議 -事 議 ……喜妻議事 議
…与享事業 の 書……三事業 の .妻三≡三事業 の
妻≡≡項所 対 童……項所 対 妻妻……項所 対

間 象 間 象 間 象
の 外 の 外 の 外

- iヰ守 華辛

:;_I.■■=E,≒'蔓!;≡亨三 守

製 電機.電子.情報通信機器 末…gi;車!+!喜圭き…32.710.9 7.3潔Si素襲辛iiSi草葉草?+妻+i14.5 7.3 7.3 *?襲*薫車秦革 10.9 7.3 7.3 55造莱莱種鉄鋼.化学等素材関連 拍7.116.5 4.7 9.4 17.6 4.7 …9.4 8.2 4.7 85

輸送用機械 37.510.0 -.: 昌7.512.5 2.5 10.0 7.5. ... 40

その他製造業 妻……24.115.710.8 8.414.5 10.8 6.0 14.5 10.8 83

辛莱所規模二100人未満100人以上 や……単車草準 7119.412.9≡章?潔!莱giii車塗 3.2122.6 16.1 ?i18辛辛 3.2112.9 16.1 3173≡…≡妻30.113.7 9.6 襲車? 9.6 5.5 9.6 *ig …6.8 5.5 9.6

300人以上 持2.413.2 -.≡ ;ll.817.6 ...I Ho.3 11.8 .- 68

1000人以上 拍2.312.7 2.8 H6.911.3 2.8 …昌2.7 7.0 1.4 71

:;$1p .秦;.9-ヰ .?･pll.:: ･I:..:

非建設業 管莱葉華i孝拍2.121.421.4秦SaS?葦i隼華.+.gi華子5号$14.314.3 17.9 !守869孝?華華車や･亭≡毒10.7 7.117.9 28

製造莱莱電気.ガス.熱供給業 ミロ6.711.1 5.6 5.6 5.6 5.6 5.611.1 5.6 18
情報通信業 手25.0 6.312.5 持1.3 - 12.5 昌8.8 -.12.5 16
運輸業 拍6.4 9.1 6.1 827.3 9.1 6.1 ;話手24.2 9.1 6.1 33

種卸売.′ト売業 持6.212.810.6 6.421.3 10.6 ･-29.810.6 47

(2)労使協議における組合の発言力

①労使協議における組合本部の発言力 (本部Q2(2))

それでは労使協議において､組合はどの程度の発言力を保持しているのだろうか｡本部

調査について労使協議事項のそれぞれについて､発言力の程度を示したのが図表 1-9であ

る.分析の対象となったサンプルは､組合本部一本社間の[労使協議対象事項]において､

各事項に対し ｢労使協議事項｣であると回答した組合本部である｡そのため各事項のサン

プル数はそれぞれ異なったものとなっている｡

また選択肢は､組合の発言力の最も強い ｢組合の同意の下に実行する｣から､組合が協

議の対象となっていない ｢事後的に経営側から説明されるだけである｣までの5段階であ

る｡その結果､次の特徴を指摘することができる｡

第 1の特徴は､ ｢団体交渉事項｣という回答の多かった労働条件に関する事項では､ ｢労

使協議事項｣であっても､予想されるとおり ｢組合の同意の下に実行する｣という回答が

多いことである｡該当する事項は [賃金水準] [一時金水準] [退職金 ･企業年金] [賃

金人事処遇制度] [労働時間 ･休 日･休暇]の各事項で､いずれも6割前後の組合本部が､

労使協議事項は ｢組合の同意の下に実行する｣と回答している｡

このように雇用とともに労働組合の基本的取 り組み課題である労働条件に関する労使

協議では､会社に対し強い発言力を有しているといえる｡

第 2の特徴は､雇用調整及び組織再編関連事項は労働条件とともに ｢団体交渉事項｣が

多かったが､労使協議においても ｢組合の同意の下に実行する｣が多いことである｡労働
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条件に対する回答を大きく下回るものの､ [雇用調整]で 5割近くに達し､ [事業撤退 ･

事業所閉鎖]及び [組織再編一合併 ･売却 ･分割等]でも ｢組合の同意の下に実行する｣

は3割強を占めている｡これに ｢労使協議の結果､会社案を修正することがある｣ を加え

ると､ [雇用調整]では6割強､ [事業撤退 ･事業所閉鎖] [組織再編一合併 ･売却 ･分

割等]で5割弱に達している｡

組合の発言力は労働条件ほどではないものの､組合員の雇用や生活設計や職業生活の将

来展望に大きな影響を及ぼす雇用調整､事業再編に関し､会社に強い姿勢で臨んでいると

いえるだろう｡

第 3の特徴は､ ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣であるとい う組合本部の多かった

<経営方針>に関する事項では､ ｢労使協議事項｣となっている組合本部でも発言力は小

さいことである｡回答の半数近くを占めたのが ｢組合が意見を述べたり回答することがあ

る｣で､さらにこれよりも弱い ｢事前に経営側から説明される｣ がこれについで多い｡こ

れに対し ｢組合の同意の下に実行する｣ ｢労使協議の結果､会社案を修正することがある｣

といった組合の強い発言力は､両者を合わせても1割程度にとどまる0

図表 ト9 労使協議における組合の発言力 (単位 :%､本部調査)
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なお<経営方針>とともに ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣の多かった[教育訓練]

は､<経営方針>と同様の傾向がみられるが､[教育訓練]の場合､ ｢組合が意見を述べた

り回答することがある｣及び ｢労使協議の結果､会社案を修正することがある｣ の多い点

が<経営方針>と異なる点である｡<経営方針>よりも[教育訓練]の方が発言力は強いと

いえるだろう｡

第 4の特徴は､ ｢団体交渉事項｣にはなっていないものの､ ｢労使協議事項｣として取

り組む組合本部の多い協議事項についてである｡ [安全衛生]と [福利厚生施策]は､ ｢労

使協議事項｣としている組合本部が多かったが､ [福利厚生施策]は ｢組合の同意の下に

実行する｣が4割近くに達しており､組合の発言力の強い事項となっている｡ [安全衛生]

は2割強にとどまるが､ ｢労使協議の結果､会社案を修正することがある｣を加えると､5

割を上回っている｡

一方､ [要員確保]に対する組合の発言力は弱い｡もともと ｢団体交渉 ･労使協議の対

象外事項｣という組合本部が多かったが､ ｢労使協議事項｣となっている組合本部でも ｢組

合の同意の下に実行する｣は 1割強にとどまり､逆に ｢組合が意見を述べたり回答するこ

とがある｣が4割強､ ｢事前に経営側から説明される｣が約 4分の 1を占めている｡

図表 卜10は属性別に ｢組合の同意の下に実行する｣に着目して示したものである｡組

合本部計で示した特徴がいずれの区分でもみられるが､組合本部の発言力の強いいずれの

協議事項においても､非製造業より製造業の方が発言力が強くなっている｡

さらに製造業では規模の大きい企業の組合本部で発言力は強く､特に 10000人以上の最

も規模の大きい企業の発言力が際立っている｡逆に300人未満の発言力は弱く､労使協議

において厳 しい立場におかれていることがうかがわれる結果である｡こうした企業規模に

よる発言力の開きは､特に [賃金人事処遇制度] [労働時間 ･休 日･休暇]といった労働

条件､ [福利厚生施策]､そして [雇用調整]､ [事業撤退 ･事業所閉鎖] [組織再編]

などの企業組織の再編において大きくなっている｡

これを企業組織の再編の有無別に労使協議を行った再編実施企業の発言力をみると､

[雇用調整]を ｢組合の同意の下に実行する｣という企業､組合本部は5割強にとどまっ

ている｡事前､事後の経過説明にとどまるケースは少数だが､組合の意見､要望をそのま

ま反映できる組合本部は半数程度と言うことである｡組織再編に関する組合の発言力は､

[事業撤退 ･事業所閉鎖]および [組織再編]ではさらに低下し､前者で40.4%､後者で

35.0%と約 3分の 1まで減少している｡
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図表 ト10 本部一本社間の労使協議における発言力 【｢組合の同意の下に実行する｣ 比率】

(単位 :%､本部調査)

労働諸条件 経営方針 職場の問題 雇用調整や組織再編

質 - 過 質 休 労 経 画年 要 宿 敬 安 雇 閉事 級
金 時 職 金 暇働 営 間 負 刺 育 全 用 鎖 業 織

水 金 金●企莱午金 人 時 基 坐 確 厚 讃 衛 調 撤 再準 水準 事処過刺皮 間●休日● 本方針 産●売上計 保 坐施策 練 生 整 過●辛莱所 編

華 華 三や 塞 i::'5 軒

製 電 機 .電 子 .情報通信機器 64.3 68.8 46.7 48.6 52.8 3.2●●●17.4 3.7●●●15.4 4.2 36.6 4.8 25.6 41.2 24.2 28.6

造莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連 70.866.7 68.068.0 73.7 65 .3 66.7 20.9 43.6 3.1 17.6 49.0 40.5 33.3

輸送用機械 80.0 75.0 81.8 18.5 51.6 10.5 34.5 57.9 39.1 36.4

その他製造業 69.6 64.0 63.0 3.2 ~3.6 10.8 43.3 6.7 24.6 60.9 44.4 30.6

企 300人未満 53.3 58.8 46.2 23.1 38.5 ●●●6.3●●●12.0 ●●●6.3●●●14.3 13.3 23.1 ● ●●3.7 16.0 20.0 30.0 25.0
莱規模 300人以上 50.0 50.0 55.6 13.2 27.1 25.5 40.0 36.1 33.3

1000人以上 79.2 76.0 79.5 72 .1 69.0 13.8 43.5 5.0 21.1 64.1 32.5 28.9

3000人以上 78.9 77.8 68.8 65.0 68.3 16.7 60.5 15.4● ●●30.0 52.8 38.2 25.710000人以上 86.7 85.0 82.4 6.7 6.7 17.6 60.9 27.8 68.8 50.0 47.6
lヽ -

-造非 運輸業 54.5 54.5 59.1 58.3 65.0 9.5 15.0 10.3 30.3 19 . ? 26.7 39.1 37.0 38.5
業製 卸売 .小売業 84.6 86.7 71.0 65.0 65.5 4.0 5.0 10.0 33.3 3 . 6 16.3 48.1 26.9 25.0

再組編織
注.回答件数が10件未満の場合は数値を表示していない

②労使協議における組合支部の発言力 (支部Q2(2))

組合本部と同様に組合支部における発言力の程度をみたのが図表 1-11である｡分析対

象は､組合支部一事業所間の各[労使協議対象事項]に対し ｢労使協議事項｣であると回答

した組合支部である｡本部調査同様に各事項のサンプル数はそれぞれ異なる｡

組合支部における組合の発言力の程度をみると､本部調査と共通する特徴をあげること

ができる｡すなわち労働条件や雇用調整､組織再編の領域に対しては､強い発言力もしく

は強い姿勢で交渉する組合支部をみることができるからである｡

[賃金人事処遇制度の運用][退職金 ･企業年金制度の運用]については､8割強が ｢本部 ･

本社間の協議 ･交渉事項｣であったため､ ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣としている

組合支部は少数だが､こうした支部でも ｢組合の同意の下に実行する｣が過半数を占めて

いる｡また同様に ｢団体交渉事項｣の多かった[事業所における雇用調整]や[事業所に関係

する企業組織の再編][事業撤退 ･事業所閉鎖]でも､ ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣と

している組合支部では､ ｢組合の同意の下に実行する｣ の占める割合が大きい｡組合支部

においても､組合員の雇用や生活設計や職業生活に影響のある雇用調整､事業再編に関し

て､事業所に臨む姿勢は組合本部と共通しているといえるだろう｡

これに対し ｢労使協議の対象外事項｣となっている組合本部の多かった<事業所の経営

計画>に関しては､ ｢事前に経営側から説明される｣が 3割前後を占め､さらに ｢事後的

に経営側から説明されるだけである｣ も1割前後となっている｡<事業所の経営計画>は

労使協議の対象事項となっても､発言力の著しく弱い点が特徴である0

また ｢支部 ･事業所間の労使協議事項｣という支部の多かった労使協議事項が[安全衛
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生]と[事業所の福利厚生施策]であったが､発言力の強い支部と弱い支部とが混在する結果

となっている｡

図表 1-11労使協議における組合の発言力 (単位 :%､支部調査)

■ら事
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明的
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教育訓練 2.

組
合
が
意
見
を
述
べ

た
り
回
答
す

る

□ 労
使
協
議

で
修
正
す

る

こ
と
が
あ
る

tJ 組
合

の
同
意

の
下
に

実
行
す

る

■ ロ無
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-.･､ -.･一･ 十- lllll【:::
冒 .~盲 31_ 18･6~ 5217 _

15.715.7

襲 } l■ 車 ■ l l鱒 蒋 鴎 ■

2 18.4 匝司 12.3■16.86.8

安全衛生 09酌 卜~~~~~~由 ____】肝藍≡軸 困 ∩

事業所における雇

用調整 0.7

事業所に関係する
企業組織の再編

基 礁 ■ l重 l■瀬 鴎 -

36監 慧 【 回 田 両 日
事業撤退 ･事業所

閉鎖 0.0華 瀬 音t l国 ■東 国 l

5.0 258

7.8 179

6.3 319

ll.9 151

5.5 55

4.9 41

なお図表 卜12は､ ｢組合の同意の下に実行する｣の比率を属性別に示したものである｡

サンプル数の関係で明瞭な特徴を確認できないが､業種では輸送用機械､事業所規模では

1000人以上事業所で組合支部の強い発言力を確認することができる｡
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図表 ト12 支部一事業所間の労使協議における発言力 【｢組合の同意の下に実行する｣比率】

(単位 :%､支部調査)

労働諸条件 経営方針 職場の由題 雇用調整や組織再編

の賃 ･制退 間事 す事 産事 要 施事 敬 安 用事 企 事 閉事
~運金 度職 ･業 る業 ･業 負 策業 A日 全 調業 業業 鎖業
用人 の金 休所 経所 売所 確 所 訓 衛 整所 組所 撤

刺皮 午金 暇時 関係 坐 厚坐 る.雇 編する 莱所

l組 ………≡≠
;:tコ

ll▲
-.::.:

製 電 機 .電 子 . 情 報通信機器 54.5 6.1 3.1 4.0 15.2 8.3 22.0 22.2

造莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連 61.9 15.0 8.6 23.1 28.2 13.3 15.6 32.5
輸送用機械 76.5 17.6 22.2●日 ll.5 50.0 26.3 38.2 60.0その他製造業 40.6 7.4 19.2 22.2 5.3 21.2 -25.0

事 100人未満 46.2 15.4 3.7 16.7 26.3 8.3 19二o 33.3

莱所規棺 100人以上 33.3 6.5 17.1 22.4 9.7 ~ 21.8 27.3

300人以上 56.8 6.5 3.4 9.4 23.5 9.4 17.5 18.2

1000人以上 67.4 ll.1 12.5 19.4 36.2 23.1 25.0 46.7

造非 運輸莱 42.1 10.0●●● 30.0 26.7 21.4 26.7●●● 30.0 50.0

注.回答件数が10件未満の場合は数値を表示していない

(3)5年前と比べた労使協議の重要性の変化

ところで今回調査で取り上げた労使協議の各事項は､会社､事業所との労使協議におい

て一層重要になっているのだろうか､それともその重要性は低下しているのだろうか｡以

下では､5年前と比べた労使協議事項の重要性の変化をみていくことにする｡選択肢は ｢上

昇している｣ ｢変わらない｣ ｢低下している｣の3つである｡

①組合本部における労使協議の重要性の変化 (本部Q2(3))

図表 1113から一見して明らかなように､労使協議における重要性が ｢低下した｣と考

える組合本部は､いずれの労使協議事項においても少数である｡ ｢低下した｣が最も多い

[福利厚生施策]でも6.4%にとどまっている｡

また同時に明らかなことは､いずれの事項でも回答の主流は､重要性は ｢変わらない｣

によって占められていることである｡すなわち5年程度の期間では大多数の組合本部にお

ける労使協議事項の重要度に目立った変化がないということである｡

こうした共通した傾向のもとで ｢上昇している｣に注目すると､5年の期間であっても

労使協議事項の重要度に変化があらわれていることがわかる｡ ｢上昇している｣の比率の

高さに注目して整理すると､際立って高い項目のない中､ [要員確保] (33.2%)と [賃

金人事処遇制度] (29.8%)が上位 2項目を占めている｡厳しいコス ト管理のための要員

削減や成果主義的賃金 ･人事処遇制度の導入などが､労使協議における重要度の上昇とな

ってあらわれたものといえるだろう｡

労働条件に関する労使協議事項をみると､最も重要度が ｢上昇している｣事項は [労働
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時間 ･休日･休暇] (24.2%)である｡健康障害やメンタル面まで影響を及ぼすようにな

った長時間労働､過重労働の実態と､組合に求められた積極的な取り組みが背景にあるこ

とは言うまでもない｡その他の労働条件では､2割前後で [退職金 ･企業年金] [賃金水

準] [一時金水準]が続いている｡

この他､労使協議において重要度が上昇している協議事項が､[教育訓練](24.5%)と

[安全衛生](28.2%)である｡[教育訓練]は ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣ という

組合本部が多かったが､労使協議の対象としている組合本部では､その重要度の上昇した

組合本部が多くなっている｡今後､ ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣であった[教育訓

練]においても､労使協議の対象とすべき事項として見直されることが想定される｡

また同様に ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣となる組合本部の多かった<経営方針

>についても､ ｢労使協議事項｣としている組合本部では､ ｢上昇している｣は [経営基

本方針]で3割弱､ [年間生産 ･売上計画]で2割強を占めている｡<経営方針>に関す

図表 1-13 5年前と比べた労使協議の重要性 (単位 :%､本部調査)
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る労使協議を行っている組合本部における重要度は上昇する傾向にあるといえる｡[教育訓

練]とともに ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣となっている組合本部が多いが､今後､

労使協議の対象とすべき協議事項といえるだろう｡

[雇用調整]や組織再編に関する協議事項については､重要度が ｢上昇している｣とい

う組合本部は約 15%であった｡

図表 1-14は属性別に労使協議の重要性の変化を ｢上昇している｣の比率を用いて示し

たものである｡各事項において労使協議を行っている組合本部を対象としたため､各協議

事項とも集計対象となる組合本部のサンプルが少なく､明瞭で傾向的な特徴をあげること

は困難である｡

なお組織再編､雇用調整の重要度の変化は､当該事業所が組織再編の対象となっている

のか､またはなっていないのかによっても異なると思われる｡その中で企業組織の再編の

実施組合本部に着目して､ [雇用調整]及び組織再編における労使協議の重要性の変化を

みると､組織再編を実施した企業は実施しなかった組合本部と比べ､重要度が ｢上昇して

いる｣という比率で上回っている｡特に [事業撤退 ･事業所閉鎖]と [組織再編]で顕著

である｡しかしながら実施されなかった組合本部と比べれば各事項とも重要度は上回るも

のの､その開きは小さく､また比率も2割前後と低い｡ [雇用調整]や組織再編が労組双

方にとってきわめて重要な問題であったことは間違いないが､大多数の組合本部において

はそれまでに確立した団体交渉もしくは労使協議の範囲内で対応､対処したということと

思われる｡

図表 ト14 5年前と比べた本部一本社間における労使協議の重要性 【r上昇している｣比率】

(単位 :%､本部調査)

労働諸条件 経営方針 織場の問題 雇用調整や組織再編

質 - 過 質 休 労 経 画年 要 宿 敬 安 雇 閉事 級
金 時 職 金 暇働 営 間 負 刺 A日 全 用 鎖業 級

水 金 金●企莱午金 人 時 基 坐 確 厚 訓 衛 調 撤 再準 水準 辛処過刺皮 間●休日● 本方針 産●売上計 保 生施栄 蘇 生 塞 過●辛莱所 宿

1 蔓 ………譲

; +喜子I
製 電 機 .電子 .情報通信機器 28.6 18.8 20.0 21.6 13.9 22.6 ll.1 33.3 12/2 28.6 25.6 17.6 18.2 20.0

逮莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連 16.712.5 16.016.0 18.4 24.5 20.0 25.0 26.7 30.2 12.7 18.8 25.5 12.2 ll.9 13.3

輸送用機械 35.0 33.3 31.8 17.4 23.1 25.9 9.7 15.8 20.7 21.1 17.4 13.6

その他製造業 15.2 26.0 22.2 32.3 25.0 24.3 6.0 16.7 23.0 15.2 ll.1 18.4

企 300人未満 20.0 17.6 15.4 7.7 30.8 28.16 30.8 26.7 3.8 7.7 16.0 6.7l ‥.5.6 ●●●8.3

莱規模 300人以上 15.4 29.4 16..7 15.6 18.8 26.3 12.5 18.5 23.4 20.0
1000人以上 25.0 28.0 28.2 27.9 21.4 45.8 30.4 37.9 10.9 25.0 31.6 20.5 22.5 21.1

3000人以上 15.8 5.6 9.4 22.5 17.1 24.0 19.0 29.2 7.0 23.1 15.0 8.3 8.8 20.0

10000人以上 16.7 12.5 26.7 30.0 23.5 6.7 13.3 17.6 8.7 10.0 27.8 25.0 27.3 23.8
:∴こ:_i-'L.

･:事-;::こ =::一一‥1=‥:ニ=J 二二.=..-=I;=;=ここ 二∴∵-=ー::-:こ:‥ ･二二二一

造非 運輸業 27.3 18.2 22.7 29.2 20.0 23.8 15.0 37.9 12.1 19.2 26.7 13.0 29.6 23.1

業製 卸売 .小売業 23.1 33.3 29.0 42.5 41.4 48.0 40.0 43.3 13.3 35.7 34.9 -22.2 23.1 12.5

再組 実施された 21.8 16.7 19.5 26.9 25.9 26.3 24.8 32.7 13.6 26.1 27.5

編織 実施されなかった ll.1 20.0 22.6 34.7 21.6I28.0 19.7 34.0 7.0 20.3 28.5
注.回答件数が10件未満の場合は数値を表示 していない

-53-



②組合支部における労使協議の重要性の変化 (支部Q2(3))

労使協議における重要性の変化を組合支部についてみたのが図表 1-15である｡同図表

からも本部調査と同様の傾向をみることができる｡すなわち各労使協議事項における重要

性が 5年前と比べ ｢変わらない｣と考える組合支部が大多数を占め､同時に､ ｢低下した｣

も少数にとどまっている｡例外は[退職金 ･企業年金制度の運用]で､ ｢上昇している｣の

7.7%に対し ｢低下している｣は 15.4%と上回っており､支部調査の労使協議事項におい

て唯一重要度が低下した事項となっている｡企業年金制度を取り巻く環境変化や長期に及

んだ低金利時代において､[退職金 ･企業年金制度の運用]が組合支部､事業所から組合本

部､本社に移 りつつあることが影響したためといえるだろう｡

図表 ト15 5年前と比べた労使協議の重要性 (単位 :%､支部調査)

上
昇
し
て
い
る

∵ 変
わ
ら
な
い

□ 低
下
し
て
い
る

a

賃金人事処遇制度
の運用

退職金 ･企業年金

制度の運用

事業所の労働時間
･休日･休暇
事業所に直接関係
する経営方針
事業所の年間生産･売上計画
要員確保

事業所の福利厚生
施策

教育訓練

安全衛生

事業所における雇

用調整
事業所に関係する
企業組織の再編
事業撤退 ･事業所

閉鎖

■ ■ ■ ≡::

2.714.4

コ
15.9

1.616.3

これとやや類似した傾向を示す協議事項が[事業所の福利厚生施策]である｡ ｢低下して

いる｣9.7%に対し､ ｢上昇している｣ は 11.6% にとどまっている｡比率は双方とも低い

ものの､選択と集中化が進む福利厚生施策における変化を背景としているといえるだろう｡

これに対し労使協議における重要度の際立って高くなった事項が[賃金人事処遇制度の

運用]である｡ ｢低下している｣の 1割強に対し ｢上昇している｣は42.9%と4割強を占

めている｡組合本部においても[賃金人事処遇制度]に対する重要度が上昇していたが､組

合本部､支部の違いを超えて賃金人事処遇制度は労使協議の中で重視されるようになって

いるといえる｡
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これに続いて重要度の高くなった労使協議事項が [要員確保] (｢上昇｣31.9%)で､

｢低下している｣は 6.4%にとどまっている｡この点も組合本部と共通しており (組合本

部 :｢上昇｣33.2%)､厳しいコス ト削減のための要員数の削減と採用抑制､こうした経

営方針に対する組合の取り組みの強化が､労使協議における [要員確保]の重要度を押し

上げているといえるだろう｡

その他の項目は､いずれも ｢変わらない｣が大多数を占める点で共通しており､組合本

部同様に､重要度の5年間における変化は小さい｡

こうした共通した特徴のもとで､ ｢上昇している｣の比率をみると､各労使協議事項の

重要度はいずれも上昇している｡比率の際立って高い協議事項はないが､先に触れた[賃金

人事処遇制度の運用](42.9%)を筆頭に､ [要員確保] (31.9%)､[安全衛生](28.5%)､

[事業所の労働時間 ･休日･休暇](26.1%)が上位となっている｡

注目すべき変化のひとつは､[安全衛生]に関する労使協議の重要度が上昇している点で

ある｡過去 5年の間に日本を代表する企業の工場で大きな災害が連続 して起こった｡こう

した大規模な災害発生の背景は様々な要因が考えられるが､いずれにしろ労使における安

全衛生に対する緊張感の高まりが､労使協議事項としての重要度の上昇に繋がったといえ

るだろう｡

一方､ ｢上昇｣の比率の低い協議事項は､[事業撤退 ･事業所閉鎖](4.9%)を筆頭に､

[事業所に関係する企業組織の再編](10.9%)､[事業所における雇用調整]､(15.2%)と

いった組織再編､雇用調整に関連した事項である｡これに加えて先に触れた[事業所の福利

厚生施策](ll.6%)である｡

なおまた ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣ となる組合支部の多かった事業所の<経

営方針>に関する労使協議事項も､組合本部同様に重要度が ｢上昇している｣｡ その比率

は[事業所に直接関係する経営方針][事業所の年間生産･売上計画]のいずれも約 23%であ

る｡このように事業所の<経営方針>に関する労使協議は､労使協議をしている組合支部

においては､重要度は上昇する傾向にある点が注目される｡

また<経営方針>とともに ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣の多い労使協議事項が

[教育訓練]だったが､その重要度が ｢上昇している｣と考える組合支部は2割強に達して

いる｡

なお図表 1-16は､労使協議の重要度の変化を､ ｢上昇している｣の比率を用いて属性

別に示したものである｡同図表をみる限り明瞭な特徴を確認することはできない｡
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図表 ト16 5年前と比べた支部一事業所間における労使協議の重要性 【｢上昇している｣比率】

(単位 :%､支部調査)

労働諸条件 経営方針 職場の問題 雇用調整や組織再編

の貸 制退 間事 す事 産事 要 施事 敬 安 用事 企事 閉事
運金 度職 ･業 る業 ･業 負 策業 出目 全 調業 業業 鎖業

用人 の金 休所 経所 売所 確 所 訓 衛 整所 組所 撤

辛処過 逮 .用企莱 日の･労休働 営 に方 直針接 上の計年画間 保 の宿刺 練 生 におけ 織 にの関再係 過●事

刺皮 午金 暇時 関係 坐 厚生 る雇 編する 莱所

妻範

製 電 機 .電子 .情報通信機器 12.1 15.2 21.9 28.0 15.2 20.8 24.4 16.7

追 鉄鋼 .化学等素材関連 26.2 25.0 22.9 28.8 9.9 24.4 35.1 17.5
莱 輸送用機械 23.5 47.1 22.2 46.2 21.4 21.1 32.4 13.3

琴 その他製造業 28.1 18.5 25.0 26.9 8.9 36.8 30.8 15.0

事 100人未満 15.4 15.4 33.3 16.7 ●●●14.3 8.3 23.8 8.3莱 100人以上 33.3 29.0 31.7 32.3 40.0 27.3

所 300人以上 18.9 25.8 24.1 40.6 15.7 28.1 30.2 18.2

翠 1000人以上 21.7 22.2 17.5 30.6 14.9 19.2 30.8 10.0
二_トキ_.三…

造非 運輸業 52.6 40.0 30.0 20.0 21.4 26.7 20.0 25.0

注.回答件数が10件未満の場合は数値を表示し て い な い

5.5年前と比べた労使協議の変化

それでは労使協議のあり方は5年前と比べどのように変化しているのだろうか｡労使協

議の変化として取り上げた 11項目を､その内容を考慮して下記の4つのグループに分け､

分析していくことにする｡なお本部調査､支部調査の双方とも項目は共通している｡

<労使協議の方法における変化> [非公式の労使協議]

[労使協議の開催頻度]

[労使協議の開催期間]

[経営側の案が組合に提示される時期 (非公式含む)]

[会社側出席者の役職者の範囲の変化]

<労使協議の内容における変化> [協議内容の複雑さ]

[付議事項の変化]

<労使協議に対する組合評価の変化> [協議における労使関係]

[労使協議における組合の発言力]

[経営側の案に対する組合の意見反映度]

<付議事項-の組合員の理解の変化> [付議事項内容に対する組合員の理解度]

①組合本部における労使協議の変化 (本部Q5)

組合本部における回答結果をみると､取り上げたいずれの項目でも5年前と比べ ｢変わ

らない｣が大多数を占めている｡その比率は項目によりやや違いがあるものの､ ドラステ

ィックな変化はこの5年の間では労使協議システムに起こらなかったということである｡

こうした基本的傾向を前提に､上記のグループごとにその特徴を示すと次のようになる｡
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<労使協議の方法における変化>

<労使協議の方法における変化>では (図表 卜17-21)､ [会社側出席者の役職者の

範囲の変化]はほとんど変わらず､また [労使協議の開催期間]も ｢長期化した｣が 1

割強みられる程度である｡これに対し大きな変化は [非公式の労使協議] [労使協議の

開催頻度]､そして [経営側の案が組合に示される時期]でみられる｡すなわち [非公

式の労使協議]が ｢増えた｣､ [労使協議の開催頻度]が ｢増えた｣という組合本部が

3割弱を占めている｡参加役職者の範囲､開催期間は現状のままにとどめ､その代わり､

会社と職場に発生した様々な問題を､非公式協議や開催頻度を増やすことにより対応､

解決していったといえるだろう｡

最も注目される点は､非公式を含めた [経営側の案が組合に示される時期]の変化で

ある (図表 1-20)0 ｢変わらない｣ (58.4%)を間に挟んで､ ｢遅くなった｣が24.9%､

｢早まった｣が 15.2%となっている｡後にみる組合支部調査でも､ ｢遅くなった｣

(22.5%)が ｢早まった｣ (7.2%)を大きく上回っている｡解決すべき課題や解決の

仕方などの必要に迫られて､組合-の提示時期を早めたり､遅らせたりしたためと思わ

れる｡いずれにしろ [非公式労使協議] [開催頻度]の増加とともに､組合提示時期の

変更は見逃すことのできない変化といえる｡

図表 ト17 5年前と比べた非公式の労使協議 (単位 :%)

変
わ
ら
な

い

璃 減

っ
た

口 ロ無

回

答

組合本部計

組合支部計

組合本部計

組合支部計

28.4 60.7 9.7
23.6 66.7 9.0

図表 ト18 労使協議の開催頻度 (単位 :%)

変
わ
ら
な

い

* ロ無

回

答

29.2 61.9 6.7

25.4 66.1 7-6
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す役割に対する期待が増大していた｡多領域における労使協議の重要性の ｢上昇｣も､

労使協議内容を複雑化しているといえるだろう｡

図表 1-22 協議内容の複雑さ (単位 :%)

複

雑

に
な

っ
た

{ 変
わ
ら
な

い

糧 容

易
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な

っ
た

ロ ロ無

回

答

組合本部計

組合支部計

組合本部計

組合支部計

44.2 53.6 1.0

34.8 61.6 2.5

図表 ト23 付議事項の変化 (単位 :%)

拡

大

･
増

加

し
た

t 変
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な

い

E)
縮
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･
減
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し
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ロ ロ無
回
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20.7 74.4 3.2
こ;こ:二二:三二三∴三.;:::;.≡:二.て::二三二:二::≡:;:≡:沖!:::≡:;:≡:-::‡二三:≡:;:≡

19.8 76.2 3.4

1.2 507

1.1 445

1.8 507

0.7 445

<労使協議に対する組合評価の変化>

こうした中､労使関係及び労働組合の発言力に対する組合本部の評価は肯定的である

(図表 1-24-26)0 [協議における労使関係]では､ ｢対立的になった｣の6.3%に対

し､ ｢協調的になった｣ (21.1%)が 2割強を占めている｡5年前と比べ協調的な労使

協議が増加する傾向にあるといえるだろう｡

また労働組合の発言力を肯定的に評価する組合本部も多い｡労使協議に対する組合自

身の自己評価という点に留意する必要があるが､ [労使協議における組合の発言力]が

｢強くなった｣ が 15.6%､ [経営側の案に対する組合の意見反映度]が ｢高くなった｣

が20.3%と2割前後を占めている｡これに対し ｢弱くなった｣ ｢低くなった｣はそれぞ

れ 6.5%､7.9%にとどまる｡

このように過去 5年の間に､労使協議における協調性はさらに進み､また組合の発言

力は強くなり､そして意見反映はさらに進んだとみることができるだろう｡
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図表 1-24 協議における労使関係 (単位 :%)
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組合本部計
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組合本部計

組合支部計

組合本部計

組合支部計

21~.1 7 1 . 4 桓

27.2 67. 4 4.5-

図表 1-25 労使協議における組合の発言力 (単位 :%)
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な
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錆 弱

く
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口 □無
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15.6 76.5 6.5

団12.6 80.2

図表 ト26 経営側の案に対する組合の意見反映度 (単位 :%)
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た

申 変

わ
ら

な

い

日 低

く
な

っ
た

ロ 無

回
答

□

20.3 70,4 7.9
72.4 8.3

1.2 507

0.9 445

1.4 507

0.7 445

件

数

1.4507

0.7 445

<付議事項-の組合員の理解の変化>

このように[協議における労使関係]や組合に対する評価が肯定的に変化する中､ [付

議事項内容に対する組合員の理解度]が ｢低くなった｣ と認める組合は 17.2%と2割弱

に達している｡ ｢変わらない｣が 71.6% を占めるが､ ｢低くなった｣ が ｢高くなった｣

(9.9%)を上回っており､労使協議内容に対する組合員の理解が低下していることを

組合自身が認める結果となっている (図表 1-27)0

このように [協議における労使関係]や､会社に対する組合の発言力､意見反映度が

肯定的に増大していながらも､組合員はこうした労使の協調関係から取り残されつつあ
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ることを､組合自身が認める結果となっている｡その背景は今回調査から明らかにでき

ないが､組合に関心を持たない組合員の増大とともに､組合員との必要かつ十分なコミ

ュニケーションを実現できない組合の姿勢､取り組みに問題があるといえるだろう｡

図表 ト27 付議事項内容に対する組合員の理解度 (単位 :%)
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た

『 変
わ
ら

な

い

田 低
く

な

っ
た
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□

組合本部計

組合支部計

9.9 71.6 @

9.9 71.5 う戸

1.4 507

1.3 445

それでは組合本部における労使協議の変化は､属性別にみるとどのような違いがある

のだろうか (図表 卜28)0

製造業と非製造業との間には目立った違いはみられず､ [労使協議における組合の発

言力] (製造業 11.2%､非製造業 20.9%)で異なる程度である｡

そこで企業規模別及び業種別に違いをみると､<労使協議の方法の変化>では､製造

業における企業規模の大きい企業の組合本部ほど [非公式の労使協議]及び [労使協議

の開催頻度]は ｢増加している｣0

<労使協議に対する組合評価の変化>をみると､製造業の企業規模別では､労使協議

における組合-の評価は企業規模の大きい組合本部で多く､特に [経営側の案に対する

組合の意見反映度]では顕著である｡また [労使協議における組合の発言力]も300人

以上では ｢強くなった｣が多くなる｡労使協議に対する組合の発言力が企業規模の大き

い組合本部で強くなってきたことを示す結果といえる｡こうした傾向は業種では輸送用

機械､建設業､卸売 ･小売業でみられる｡

これに対し [協議における労使関係]は､企業規模が小さくなるにつれ ｢協調的｣に

なっている｡業種別では製造業では目立った違いはみられないが､非製造業では卸売 ･

小売業及び建設業で多くなっている｡

しかしながら [付議事項内容に対する組合員の理解度]では､10000人以上を除いた

いずれの企業規模でも ｢低くなった｣と認める組合本部が2割前後を占めている｡規模

の違いを超えて労使協議内容に対する組合員の理解が低下する実態を示すものである｡

この点はいかなる業種においても同様である｡

なお今回調査で最も大きな変化だった [協議内容の複雑さ]は､企業規模では300人

以上 10000人未満の中堅､大企業で ｢複雑になった｣組合本部が多く､5割前後を占め

ている｡これを業種別にみると､製造業では違いはないが､非製造業では建設業及び情

報通信業､卸売 ･小売業で協議内容の複雑化が進む実態があらわれている｡

ところで今回調査では､この5年の間に企業合併､事業の売却 ･分割､事業所閉鎖と
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いった企業組織の再編が進められたことが回答結果から確認されている (｢組織再編が

実施された｣56.4%)｡ それではこうした企業組織の再編は労使協議にどのような影響

を及ぼしたのだろうか｡この点を企業組織の再編の有無別にみると､組織再編の有無に

かかわらず際立った変化は確認できない｡こうした中で再編の有無により 5%ポイン ト

以上の比率の差のある項目を列挙すると､ [労使協議の開催頻度] (｢増えた｣ の比率

の差は約 8%ポイン ト)､ [労使協議の開催期間] (｢長期化 した｣同 5%ポイント)､

[付議事項の変化] (｢拡大 ･増加 した｣同6% ポイン ト)､ [協議における労使関係]

(｢協調的になった｣同9% ポイン ト)､ [経営側の案に対する組合の意見反映度] (｢高

くなった｣同 6% ポイン ト)､ [付議事項内容に対する組合員の理解度] (｢低くなっ

た｣同 7%ポイン ト､ ｢高くなった｣同 2%ポイン ト)の各項目である｡比率の差のあ

る項目でも10% ポイン トには届かない｡

この結果､[協議内容の複雑化]は企業組織の再編の有無にかかわらず進行しており､

また組合の発言力に関しても肯定､否定いずれの強い影響も確認できない｡さらに [協

議における労使関係]も組織再編された組合本部で協調的､.対立的のいずれかに大きく

ぶれることもないという結果である｡

このように企業組織の再編が労使協議に与えた影響は一定程度確認できたものの､予

想 したほどには大きくはなかったといえるだろう｡

図表 ト28 5年前と比べた本部レベルの労使協議の変化 (単位 :%､本部調査)

労使協議の方法の変化 協議内容の変化 労使協議への組合評価の変化 組合員の理解の変化

非 度 労 間̀労 に経 職 会 協 付 関協 組 労 合経 組 付
公 使 使 示 営 者 社 読 読 係 議 合使 の営 合議

式 協 協 さ側 の側 内 辛 に の協 意側 員事

の 読 義 れ の 範 出 容 項 お 発議 兄の の項
労 の の る案 囲席 の の け 言 に 反 案 理 内

倭 開 開 時 が の者 複 変 る 力 お 咲- 解 容

協 催 催 期組 変 の 雑 化 労 け 度 の 皮 -

読 顔 期 合 化 役 さ 使 る 級 の 件数

堰 増 長 遅 早 す 上 複 紘 協 強 高 高 低

■ヽ;i Iス- 期 く ま る位 雑 大■堰 調 く く く く
た た 化 な つ よ役 に 的 な な な な

し つ た う職 な に つ つ つ つ

た た に者ながつ出た席 つた 加した なった た た た た

組合本部計 29.2 28.4 13.4 24.9 15.2 6.1 44.2 20.7 21.1 15.6 20.3 9.9 17.2 507

製造業計 28.1 25.8 12.0 27.0 14.6 6.0 44.9 19.5 20.2 ll.2 18.4 9.0 18.7 267

製 電機 .電子 .情報通信機器 27.4 22.6 14.5 30.6 8.1 6.5 43.5 16.1 22.6 ll.3 14.5 8.1 22.6 62

追莱 鉄鋼 .化学等素材関連 34.2 24.7 9.6 17.8 19.2 9.6 41.1 12.3 15.1 8.2 15.1 6.8 ll.0 73
莱 輸送用機械 25.6 30.8 10.3 25.6 17.9 2.6 48.7 20.5 23.1 20.5 23.1 7.7 15.4 39

種 その他製造業 24.7 26.9 12.9 32.3 14.0 4.3 47.3 26.9 21.5 9.7 21.5 ll.8 23.7 ヤ3

企 300人未満 20.5 17.9 10.3 25.6 12.8 5.1 33.3 20.525.7l22…:2, 5.1ll.4 5.1 5.1 15.4 39莱 300人以上 27.1 18.6 12.9 40.0 17.1 2.9 50.0 18.6 8.6 21.4 70

規模 1000人以上3000人以上 25.0 28.639.3 39.3 14.3 25.0 14.3 8.9 46.4 14.3 23.2 16.1 17.9 12.5 19.6 5610.7 21.4 16.1 7.1 53.6 16.1 8.9 10.7 21.4 12.5 23.2 56

10000人以上 33.3 25.9 7.4 11.1 11.1 3.7 37.0 ll.1-14.8 14.8 25.9 7.4 ●●● 27

非製造業計 30.8@1.2 15.0 23.1 16.216.4 43.6 22.6-.22.2 20.9 22.6 ll.1 15.8 234

非 建設業製 電気 丁ガス .熱供給業 農 日 ,5:; 14.3 28.6 10.7 14.3 53.6 ~21.4 25.0 21.4 28.6 14.3●●●7.7 14.3 28

16.7 41.7 8.3 -.33.3 33.3 ●●● ●●● 8.3 25.0 12

造 情報通信業蓋 _琶書芸,笠讐 ス業 23.1 38.524.2 25.827.7 29.237.9 34.5 7.7 23.1 15.4 .-46.2 23.1 23.1 7.7 7.7 30.8 13

12.9 19.4 8.l l.6 29.0 22.6 9.7 19.4 17.7 9.7 8.1 62

12.3 15.4 24.6 6.2 44.6 12.3 29.2 27.7 33.8 12.3 7.7 65

20.7 37.9l20.7 .-62.1 20.7 _37.9 24.1 17.2 13.8 37.9 29
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②組合支部における労使協議の変化 (支部Q4)

組合本部でみられた労使協議の変化は､概ね組合支部においても当てはまる(図表 卜29)0

やや異なる点を指摘すると､<労使協議の内容における変化>における [協議内容の複雑

さ]は､多くの組合支部でもみられる特徴だが､組合本部 (44.2%)と比べると複雑化を

指摘する組合支部 (34.8%)は少ない｡労使協議の対象事項が組合本部と組合支部で異な

ることが影響していると思われる｡

また<労使協議の方法における変化>は､ [会社側出席者の役職者の範囲の変化]を除

いて組合支部でもみられる特徴だが､組合本部ほどの変化はあらわれていない｡このよう

に労使協議の方法及び内容は組合支部よりも組合本部における変化の方が大きかったとい

えるだろう｡

一方､<労使協議に対する組合評価の変化>では､ [協議における労使関係]が ｢協調

的になった｣と考える組合は組合支部の方が多く3割近くに達している｡組合支部では､

労使協議の方法及び内容の変化は小さいが､労使協議の協調性は一層進んだといえるだろ

う｡なお [労使協議における組合の発言力]及び [経営側の案に対する組合の意見反映度]

については､組合本部と組合支部との間に違いはほとんどない｡

同様の傾向は [付議事項内容に対する組合員の理解度]でもみられ､組合の本部､支部

にかかわらず労使協議内容に対する組合員の理解の低下を認める結果となっている｡

図表 1-295年前と比べた支部レベルの労使協議の変化 (単位 :%､支部調査)

労使協議の方法の変化 協議内容の変化 労使協議への組合評価の変化 組合員の理解の変化

非 度 労 間労 に経 職 会 協 付 関協 組 労 合経 組 付 件敬

公 使 使 示 営 者社 読 義 係 議 合使 の営 合議

式 協 協 さ側 の側 内 辛 に の協 意側 農 事

の 読 読 れ の 範 出 容 項 お 発 議 兄 の の項
労 の の る案 囲席 の の け 言 に 反 案 理 内
使 開 開 時 が の者 複 変 る 力お 吹- 解容

協 催 催 期 組 変 の 雑 化 労 け 度 の 皮 -

読 顔 期 A口 化役 さ 使 る 級 の

堰 堰 長 遅 早 す上 複 紘 協 強 高 高 低

Iス_ Iス_ 期 く ま る位 雑 大 ◆●堰 調 く く く く
た た 化 な つ よ役 に 的 な な な な

し つ た う職 な に つ つ つ つ

た た に者ながつ出た席 つた 加した なった た た- た た

組合支部計 25.4 23.6 9.4 22.5 7.2 5.4 34.8 19.8 27.2 12.6 18.7 9.9117.3 535

製造業計 27.4 20.2 9.1 22.8 6.8 4.6 36.1 19.8 29.7l ll.0 19.8 7.2 17.1 283
製 電機 .電子 .情報通信機器 20.0 20.0 10.9 21.8 7.3 7.3 43.6 20.0 30.9 9.1 12.7 1.8 14.5 58

追莱 鉄鋼 .化学等素材関連 22.4･14.1 8.2 25.9 2.4 2.4 27._1 22.4 24.7 14.1 18.8 9.4 17.6 86
莱 輸送用機械 40.0 32.5 2.5 27.5 15.0 10.0 32.5 20.0 40.0 17.5 27.5 15.0.12.5 43

種 その他製造業 31.3 20.5 12.0 18.1 7.2 2.4 42.2 16.9 28.9 6.0 21.7 4.8 20.5 196

辛莱所 100人未満 19.4 16.1 6.5 12.9 6｣5 3.2 22.6 16.1 25.8 16.1 22.6 3.2 16.1 34100人以上 20.5 12.3 ll.0 24.7I8.2 2.7 39.7 16.4 32.9 ll.0 15.1 5.5 21.9 78

堤 300人以上 27.9 云2.1 13.2 26.5 8.85.67.8●●●●●● 1.5ll.36.77.1●●●35.342.332.832.138.9 16.2 29.4 8.8 20.6 10.3 19.1 75

模非 1000人以上 36.6 29.6 4.2 23.9 29.6 31.0 14.1 25.4 9.9 12.7 74

非製造業計 21.7 27.8 9.4 21.7 18.9 23.3 15.0 17.2 13.3-.17.8 248

建設業 32.1 21.4 21.4 21.4 17.9 32.1 14.3 3.6 14.3 21_.4 35

製 電気 .ガス .熱供給業 5.6 16.7 ll.1●●●12.1 27.8 22.2 5.6 16.7 22.2 ll.1'27.8 22

造莱莱種 情報通信業 25.0 37.5 事31.3 25.09.18.5i12..?.l!4.3 37..542.414.9 12.5 31.3 12.5 12.5 6.3 18.8 18

運輸業 27.3 30.3 21.2 18.2 21.2 12.1 12.1 18.2 15.2 51

卸売 .小売業 12.8 29.8 2.1 12.8 14.9 25.5 14.9 23.4 10.6 8.5 72
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なお組合支部における労使協議の変化を属性別にみても､組合本部と類似した傾向がみ

られるが､組合本部ほど傾向的な特徴は確認できない (図表 卜29)｡その中で目立った特

徴をあげると､業種では輸送用機械における変化が各項目とも大きいこと､製造業の企業

規模では非公式協議､開催頻度は規模が大きくなるにつれ増加していること､しかし協議

内容の複雑化は規模の違いを超えて進んでいること､などがあげられる｡

6.機密情報の伝達と範囲

インサイダー情報の漏洩やインサイダー取引に対し､今まで以上に厳しい目が向けら

れるようになった｡それでは会社と組合との間の労使関係及び労使協議の中で､経営 ･

生産に関する機密情報の取り扱いはどのように行われているのだろうか｡この点につい

てみていくことにする (本部調査)0

なお本論における機密とは､ ｢公表されると株価が変動する等､社外まで影響を及ぼ

す可能性のある事項 (事業再編､各種経営指標､事業見通しなど)のこと｣ を指してい

る｡

(1)組合が機密情報の提供を求めた場合の会社の対応 (本部Q3A)

組合が経営 ･生産などの機密に関する情報の提供を会社側に求めた場合､会社側はどの

ように対応しているのだろうか (図表 卜30)0

組合本部計をみると､ ｢組合には機密情報は提供していない｣という企業は 6.3%と少

数で､組合に対し機密情報の提供を認めている企業が圧倒的多数を占めている｡しかしな

がら ｢組合が要求すれば機密情報でも提供している｣ という､全面的に機密情報を組合に

提供する企業も25.8%と約 4分の 1にとどまる｡これに対し大多数の企業は ｢内容によっ

ては提供しない情報もある｣というスタンスを取っている (66.7%)0

今回調査では､機密情報の提供を左右する "内容"の違いは明らかではないが､いずれ

にしろ組合に対する機密情報の提供は､ケースバイケースにより対応 している企業が大多

数を占めているといえる｡

こうした傾向は企業グループレベルの労使協議機関の設置状況によって違いがみられ

る｡企業グループに所属する企業組合について､そのグループレベルの労使協議機関の有

無及び機関の役割別にみると､ ｢組合が要求すれば機密情報でも提供する｣企業は､<企

業グループの労使協議機関のない>組合で2割弱にとどまるのに対し､<加盟労組に強い

影響力のある労使協議機関>を有する組合の企業では2倍の4割弱に達している｡また<

情報 ･意見交換><意見調整>の労使協議機関でも3割前後を占めている｡

この結果だけからは単純に､企業グループレベルの労使協議機関の有無､及び役割によ

って機密情報の提供が左右されると判断することはできないが､企業グループにまで及ぶ

信頼した労使関係の存在が､会社からの機密情報の提供に影響を及ぼしていることは間違

いないところといえるだろう｡

なお機密情報の組合-の提供は､製造業､非製造業で目立った違いはないが､ ｢組合が
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要求すれば機密情報でも提供する｣企業は､製造業では輸送用機械 (41.0%)及び 10000

人以上 (37.0%)で､非製造業では卸売 ･小売業 (38.5%)で多いとい う特徴がみ られる｡

図表 ト30 組合が経営 ･生産などの機密情報の提供を求めた場合の会社側の対応

(単位 :%､本部調査)
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(2)機密情報が提供される組合役員の範囲 (本部Q3B)

それでは組合が会社側から機密情報の提供を受ける場合､その提供を受ける組合役員の

範囲はどこまでなのだろうか｡この点について機密情報の提供を受けている組合について

みたのが図表 卜31である (469件)0

同図表の結果から圧倒的多数の企業において提供される機密情報の範囲は､ ｢本部三

役 ･本部執行委員｣ (87.4%)であることが示されている｡ ｢支部三役 ･支部執行委員｣

では 6.0%にとどまっている｡これに対し ｢職場レベルの執行委員｣及び ｢一般組合員｣

の場合はいずれも2%台で､基本的に機密情報の提供範囲から外れているといえるだろう｡

こうした傾向は製造業､非製造業の各属性及び企業グループレベルの労使協議機関の設

置状況によっても違いはなく､機密情報の提供の範囲が ｢本部三役 ･本部執行委員｣であ

る点で一致している｡

図表 1-31 機密情報が提供される組合役員の範囲 (単位 :%､本部調査)

≒※4秦野I章秦野? 行支 委職委部 員場一員三 レ役 べ･ ′レ支 の部 執執 行 供 - 無般 回 件組 答 数A口負にも堤

組合本部計 ! 6.0 2.3 2.6 1.7 469

製造業計 辛!亭 7.5 3.1 2.0 2.0 255

製 電機 .電子 .情報通信機器 華や守*争*≠S草葉¢~才 8.5 -.1.7 .- 59追莱莱種 鉄鋼 .化学等素材関連 7.4 .- 1.5 2.9 68

輸送用機械 ※13.5 8.1 -. 5.4 37

その他製造業 4.4 5.5 3.3 1.1 91

企 300人未満 a年*iS 5.7 11.4 8.6 -. 35

莱堤模 300人以上 7.5 -. -.1.5 67
1000人以上 7.4 1.9 1.9 1.9 54

3000人以上 1.9 1.9 1.9 .- 54

10000人以上 三…25.9 7.4 -.ll.1 27

非製造業計 勲 蔓や 4.3 1.0 3.4 1.4 208

非 建設業 辛書手や辛辛やSfS二手9辛専S辛*≡.S孝辛 ●●●●●●※16.7 .- 4.2 .- 24

製追莱莱種 電気 .ガス .熱供給業 -. 8.3 12

情報通信業 -. 9.1 -. 9.1 11

運輸業 7.5 -.1.9 -. 53

卸売 .小売業 4.8 -. ･- 1.6 62

その他サービス業 -. 3.7 ll.1 -. 27

企業グループ帰属企業計 華早Ji 5.8 1.8 2.l l.8 380

企 企業グループの協議機関はない 華*享孝ii?JiS蔓草季l妻l*三享~…享 5.2 2.3 2.9 1.1 174

莱グ 情報や意見交換q)機関がある 3.4 1.7 1.7 0.9 117

′レI 意見調整を主とした機関がある ‡15.0 -.5.0 5.0 20

-66-



7.小括

本章のテーマは､2006年時点における労使協議の実態と､過去 5年間における協議シス

テムの変化を確認することである｡

はじめに労使協議システムの有無を､組合支部一事業所レベル及び企業グループについ

てみると､約 8割の組合本部で支部一事業所レベルの労使協議システムがある｡また企業

グループに属する企業の組合本部のうち､企業グループレベルの労使協議システムのある

組合はほぼ半数を占めているが､うち6割強は ｢情報や意見交換の機関｣にとどまり､ ｢加

盟労組に強い影響力を持つ機関｣は3割強にすぎない｡

今回調査では労使協議の実態を､労使協議事項の確認を通して明らかにすることとした｡

[賃金水準]以下 14項目について本部調査の結果をみると､ ｢労使協議､団体交渉の対象

外事項｣としている企業､組合本部の多いのが [経営基本方針] [年間生産 ･売上計画]

と [教育訓練]である｡<経営方針>に関する事項はいかなる交渉､協議にも応じないと

いう企業が多い｡一方､ ｢団体交渉事項｣に特定している事項が [賃金水準]と [一時金

水準]である｡

｢労使協議事項｣としている組合の比率から各事項を分類すると､

(1) 企業組織の再編と密接につながる [雇用調整] [事業撤退 ･事業所閉鎖] [組織

再編]は ｢労使協議｣が中心で ｢団体交渉｣にしている組合は少ない｡

(2) ｢団体交渉｣または ｢労使協議｣のいずれかの交渉､協議が求められているのが

[退職金 ･企業年金] [賃金人事処遇制度]及び [労働時間 ･休 日･休暇]といった

基本的労働条件に関する事項である｡

(3) ｢団体交渉｣にしている組合は皆無に近く､ ｢労使協議｣を中心に企業と交渉､協

議しているのが [福利厚生施策] [安全衛生]及び [要員確保]の各事項である｡

こうした労使協議の特徴は､基本的に組合支部一事業所間にも当てはまるが､組合支部

で労使協議の認められていない事項が[賃金人事処遇制度の運用][退職金･企業年金制度の

運用]といった企業全体の制度にかかわる事項と､事業所の組織再編に直接繋がる[事業所

に関係する企業組織の再編][事業撤退 ･事業所閉鎖]の各事項である｡

以上のような労使協議事項の実態のもとで､労働組合はどの程度の発言力を保持してい

るのだろうか｡組合本部において ｢団体交渉事項｣となっている組合の多かった労働条件

及び雇用調整､企業組織の再編に関する事項は､組合の最も強い発言力を意味する ｢組合

の同意の下に実行する｣が多く､前者で6割前後､後者で3-5割を占めている｡前者の労

働条件が労働組合の基本的取り組み課題であること､後者の組織再編は組合員の雇用や生

活設計､職業生活の将来展望に強い影響を及ぼすことにより､組合としては譲れない線と

なっているといえる｡これに対し<経営方針>に対する組合の発言力は弱く､せいぜい ｢意

見を述べたり回答する｣が半数を占める程度である｡

同様の傾向は組合支部においてもみられ､雇用や生活設計､職業生活の将来に影響を及
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ぼす雇用調整､事業再編に関する事項に対しては､組合本部同様強い姿勢で臨んでいる｡

ところでこうした各事項における労使協議の重要性は5年前と比べ上昇しており､労使

関係において労使協議システムが一層重視されるようになったといえる｡組合本部の結果

では､5年前と比べ重要性は ｢変わらない｣が各事項とも大多数を占めているが､ ｢低下

した｣が顕著な事項は少数で､逆に重要性の ｢上昇した｣事項が大多数を占めている｡そ

の筆頭は [要員確保] (｢上昇｣33.2%)と [賃金人事処遇制度] (同29.8%)で､厳し

いコス ト管理のための要員削減や成果主義的賃金 ･人事処遇制度の導入などが背景にある

と思われる｡また労働条件面では [労働時間 ･休 日･休暇] (同24.2%)の重要度も上昇

しており､健康障害やメンタル面に影響を及ぼす長時間労働､過重労働が背景にある｡

注目される点は ｢団体交渉 ･労使協議の対象外事項｣の多い<経営方針>の重要度が上

昇する傾向にあることである｡

なお組織再編実施企業の組合本部は未実施の組合本部と比べ ｢上昇｣比率が上回ってお

り､特に [事業撤退 ･事業所閉鎖]と [組織再編]で顕著である｡しかしながらその開き

は小さく比率も2割前後と低い｡

それではこの5年の間に労使協議における方法､協議内容､組合の評価､そして組合員

-の理解はどのように変化したのだろうか｡取り上げたいずれの項目でも ｢変わらない｣

が大多数を占め､労使協議システムにおいて ドラスティックな変化は起こっていない｡そ

こで変化のあった点をみると､<労使協議の方法>では､非公式協議及び開催頻度が ｢増

加｣し､また経営側の案の組合提示時期が遅い企業､早い企業に分散化する傾向にあるこ

とである｡これに対し開催期間､出席役職者の範囲には目立った変化はない｡

<協議内容>においては､労使協議システムにおける最大の変化があらわれている｡す

なわち付議事項の ｢拡大 ･増加｣ も加わって､協議内容が ｢複雑になった｣ (44.2%)と

いう組合本部が 4割を上回っているからである｡非公式協議や開催頻度の増加､組合提示

時期の分散化などの背景には､付議事項の ｢拡大 ･増加｣と､こうした労使協議内容の複

雑化があると思われる｡また多様な問題領域における労使協議の重要性の ｢上昇｣も､労

使協議内容を複雑化 した要因といえるだろう｡

こうした中､労使関係及び労働組合の発言力に対する組合本部の評価は肯定的である｡

[協議における労使関係]で ｢協調的になった｣は2割強を占め､協調的な労使協議が増

加する傾向にある｡また [労使協議における組合の発言力] [経営側の案に対する組合の

意見反映度]も ｢強くなった｣ ｢高くなった｣が2割前後を占め､組合の発言力を肯定的

に評価する組合本部が多くなっている｡同様の傾向は組合支部においてもみられ､特に[協

議における労使関係]が ｢協調的になった｣ と評価する支部が 3割弱に達している｡

一方､労使協議内容に対する組合員の理解が低下していることを組合自身が認めざるを

えない状況となっている｡ [付議事項内容に対する組合員の理解度]が ｢低くなった｣と

認識 している組合が､本部､支部とも2割弱を占めているからである0

協調的労使関係の発展と組合発言力の増大､すなわち労使協議システムとしての成熟と
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確立とは対照的なこうした変化を見逃すことはできない｡こうした変化の背景には､労使

協議のスタイルにおける非公式協議の増大､開催頻度の増加､そして協議内容の複雑化と

付議事項の拡大､増加など､組合員にとって労使協議の経緯と内容を理解することがます

ます困難になっている事情がある｡

しかしながら組合に関心を持たない組合員の増大とともに､組合員との必要かつ十分な

コミュニケーションを実現できない組合の姿勢､取り組みがいま改めて問われているとい

えるだろう｡組合と組合員を取り巻く問題が複雑化する中､労使協議の重要性は一層増大

していた｡労使協議に取り組む労働組合にとって組合員の支持､支援は不可欠であり､労

使協議における交渉力の維持､強化のため､労使協議に対する組合員の理解を高める必要

があるといえるだろう｡そして組合活動や労使交渉､労使協議-の組合員の関心を呼び起

こすために､組合員の仕事と職場の実態をきちんと把握することが今改めて求められてい

るということである｡
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第 2章 雇用形態の多様化

1.雇用形態の多様化状況

(1)数量的変化 (本部Q8､支部Q8)

①本部調査

本部調査によれば､過去 5年間に正社員は､減少しており､非正規労働者は全面的に増

加 している.図表 2-1はそれをみたものである｡正社員は57%ポイン ト減に対して､パー

トタイマーや嘱託 ･契約社員､派遣社員などは30-44%ポイント増と著しい対照をなして

いる｡

図表2-1過去 5年間の変化

(% ･%ポイント､本部調査)

増加 減少 変化 は 活用する 以前から 把 握 し 無回答

なか った のを止めた 活用していない て い ない
正社員 16.2 73.2 8.5 - - - 2.2

パート.臨時.アルバイト 40.8 10.3 24.1 1.2 8.3 9.7 5.7

嘱託.契約社員 45.4 9.1 26.2 0.2 3.0 ll.2 4.9

派遣社員 49.4 5.1 13.2 0.8 6.7 16.8 7.7

図表2-2 業種別にみた過去5年間の雇用形態別増減のD.I.

(%ポイント､本部調査)

正社員 パート.臨時.アルバイト社員 嘱託.契約社仁コ貝 派遣社員 請負社員
電機.電子.情報通信機器 ▲ 58.0 16.2 29.0 58.1 27.4

鉄鋼.化学等素材関連 ▲ 64.4 23.2 16.4 54.8 32.9

輸送用機械 ▲ 17.9 33.3 48.7 66.6 43.5

その他の製造業 ▲ 64.5 24.7 26.9 48.4 12.8

建設業 ▲ 60.7 17.9 39.3 46.4 14.3

電気.ガス.熱供給業 ▲ 66.7 ▲ 16.7 ▲ 16.7 0.1 0.0

情報通信業 15.4 ▲ 7.7 15.4 15.4 30.8

運輸業 ▲ 62.9 45.2 58.1 29.0 6.5

卸売.小売業 ▲ 75.4 47.7 38.4 27.7 7.7

注 :｢(大幅増加+やや増加ト(やや減少+大幅減少+活用を止めた)｣で算出｡ただし正社員には｢活用を止

めた｣はない｡

産業別にD.Ⅰ.をとったのが､図表 2-2である｡｢情報通信業｣以外ではすべて ｢正社員｣

はマイナスとなっている｡逆に､｢派遣社員｣や ｢請負社員｣はすべてプラスである｡全体

的には､｢派遣社員｣を増やしている企業が多いことがわかる｡
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請負社員についていえば､以前から活用していない企業が26.6%と活用企業は他の雇用

形態よりも少ないが､これは請負企業が一定規模以上であるケースが多いと考えられるこ

とから予想通りの結果である｡しかし､それでも請負社員の増加は約 19%ポイント増に達

しており､増加 22.1%に対して減少はわずか3.2%である｡請負社員も広い範囲にわたっ

て増加してきたことがわかる｡また請負社員は直接雇用ではないということもあり､約 3

割の組合で､把握していないか無回答である｡この点をたとえば､組合把握率がかなり高

い製造業でみると､図表 2-3のようになっている｡圧倒的な増加である｡とくに､｢輸送用

機械｣と ｢電機 ･電子･情報通信機器｣で､その増加が著しい｡とくに後者は ｢正社員｣大

幅減が24.2%､｢やや減｣が53.2%と大規模な正社員の削減をしているだけに､請負の増

加は印象的である｡また､｢派遣社員｣も過去 5年間に増えている (｢大幅増｣は 21.0%､

｢やや増｣は41.9%)0

図表2-3 請負社員の過去5年間の変化

(%､本部 ･製造業)

(1) (2)(3)(4)(5) (6)(7) (8)
■ 割大 や 変 や 割大 た清 い以 し組 無

以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件
上に 増 は 減 上に す いか い本 答 数
増増 え な つ 減減 る ら な部
ええ た か た つつ の 活 いで
たた っ たた を 用 は
l た l 止 し 把
3 3 め て 握

組合本部計 6.5 15.6 17.2 2.2 1.0 0.6 26.6 20.3 10.1 507

製造業計 10.5 22.1 17.2 3.7 1.5 1.1 18.0 19.9 6.0 267

電機 .電子 .情報 通信機器 操守 1..6:,.....,.!.12.9 4.8 1.6 -. 19.4 24.2 3.2 62
鉄鋼 .化学等素材 関連 -I_;.宏.≡.白 紙薄 16.4 4.l l.4 - 20.5 16.4 2.7 73
輸送用機械 鮭 事 社寺 17.9 2.6 ... 2.6 15.4 12.8 .- 39

その他製造業 2~∴2■~i:gll:IL:LS 20.4 3.2 2.2 2.2 16.1 22.6 12.9 93

300人未満 2.6 12.8 20.5 5.1 2.6 -. 38.5 2.6 15.4 39

300人以上 12.9 14.3 17.1 2.9 2.9 1.4 22.9 17.1 8.6 70

1000人以上 8.9 33.9 19.6 1.8 1.8 .- 12.5 16.1 5.4 56

3000人以上 12.5 32.1 10.7 5.4 -. 3.6 3.6 30.4 1.8 56

10000人以上 14.8 14~.8 14.8 7.4 -. .- 7.4 40.7 - . 27

②支部調査

人員の変化は､本部調査と大差ない｡正社員が減少し､他のすべての雇用形態が増加し

ている (図表 2-4)｡これは全般的な傾向であるが､業種別にみるといくつかの特徴がある

(図表は省略)｡正社員が大幅に減少したのは､｢電機 ･電子 ･情報通信機器｣24.1%､｢建

設業｣20.0%が目立っ｡｢派遣社員｣が大幅に増えたのは､｢電機･電子･情報通信機器｣22.4%､

｢輸送用機械｣23.3%が目立ち､ついで ｢情報通信業｣も 11.1%が大幅増となっている｡

｢請負社員｣はそもそも請負を活用していない事業所が多いため､比率そのものは下がる

が､大幅増が多いのは､やはり ｢電機･電子･情報通信機器｣8.6%､｢輸送用機械｣9.3%､

そして ｢情報通信業｣5.6%である｡

総じてみると､正社員を大量に減らしつつ (増加一減少-▲46.5%ポイント)､派遣や請

負を大量に導入したのは､｢電機 ･電子 ･情報通信機器｣であることがわかる｡それに対し

て､｢輸送用機械｣では正社員はむしろ増加傾向にあり (増加一減少-+18.5%ポイント)､

正社員も派遣や請負も増加してきたという違いがある｡
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図表2-4 過去5年間の変化

(% ･%ポイント､支部調査)

大幅 やや 変化 やや 大 幅 活 用.す - 以前 か 把 握 し 無回答

増加 増加 はなかつた 減少 減少 る の を止めた ら活 用して いない て い ない

正社員 2.6 19.1 9.7 53.8 13.5 - - - 1.3

パート.臨時･アルバイト 4.5 32.3 21.3 8.0 1.3 2.2 13.5 8.2 8.6

嘱託.契約社員 5.2 32.0 32.5 5.4 1.5 0.2 車 6.4 9.0 7.9

派遣社員 8.8 33.3 14.6 5.2 0.4 0.7 享･:…棄:≡;i 13.1 ll.0 12.9

(2)多様化についての企業の方針(本部Q9､支部Q9)

①本部調査

今後の会社の方針を組合はつぎのように見ている (図表 2-5)｡景気の回復と行き過ぎた

リス トラの反省から､正社員は増加させる｡しかし､正社員増加にもかかわらず､非正社

員が減少するとは見ていない｡｢増加｣と ｢減少｣の比率はほぼ2:1であり､正社員の比

率と変わらない｡つまり､過去 5年間は､全体として正社員を減らしながら非正社員を増

やすという代替が進んだわけであるが､この代替は不可逆的であり､好況局面においては､

正社員と非正社員は同じ動き､つまり補完的な動きをすると組合は判断している｡非正社

員は景気の調整弁ではなく､むしろ比較的低賃金 ･低雇用保障人材として､今後も引き続

き活発に拡大するとみているのである｡なお､｢嘱託 ･契約社員｣の増加を見込む組合は多

いが､これ右耳65歳までの雇用継続義務の法制化による定年後再雇用者の増加を見込んだも

のとおもわれる｡

図表 2-5 今後の方針

(% ･%ポイント､本部調査)

増加 減少 増加 - 減少

正社員 42.0 23.9 18.1

パー ト.臨時 .アルバイ ト 22.5 10.3 12.2

嘱託 .契約社員 29.0 8.5 20.5

派遣社員 18.3 10.8 7.5

②支部調査

本部調査と比較して ｢正社員｣｢派遣社員｣｢請負社員｣の増加傾向が少ないが､支部調

査も本部調査と類似した傾向となっている (図表 2-6)｡支部事業所レベルでは､派遣や請

負の嵐は一段落したのではないかという印象を受ける｡むしろ､正社員を削減しすぎたと

いう意識が強いのかもしれない｡それに比べると ｢パー トなど｣や ｢嘱託 ･契約社員｣は

本部調査と蘭ぎ同じ結果となっている｡このなかで､今後､派遣や請負を増やす予定だと

する割合が高いのは ｢情報通信業｣であり､この業種では､増加とする事業所は､｢嘱託 ･
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契約社員｣44.4%､｢派遣社員｣33.3%､｢請負社員｣27.8%となっている｡ほかの業種は

それほど多くない｡

図表 2-6 今後の方針

(% ･%ポイン ト､支部調査)

大幅 やや 変化 やや 大 幅 活用す - 今後も 把握し 無回答

増加 増加 はなし 減少 減少 るのを止める 活用 しない ていない

正社員 2.1 33.1 31.0 23.6 2.8 - - - 7.5

パート.臨時･アルバイト 1.1 20.7 25.6 8.6. 0.6 1.3 10.3 22.8 9.0

嘱託.契約社亡:コ負 1.5 24.9 27.9 6.9 0.7 1.5 4.7 22.8 9.2

派遣社員 0.6 15.3 22.1 ll.6 1.1 1.3 9.0 26.2 12.9

請負社員 0.6 8.2 18.9 5.0 0.9 1.3 20.6 28.2 ■16.3

(3)非正社員活用の理由(本部Q12､支部QIO)

①本部調査

非正規雇用拡大の理由を組合はどのようにみているのであろうか｡図表 2ニ7をみていた

だきたい｡雇用形態によって､同じものと違 うものがある｡まず､共通するのは､｢人件費

削減｣である｡｢パー ト･臨時･アルバイ ト｣では第 1位､その他の雇用形態では第 2位であ

る｡よく言われているように､雇用形態の多様化の目的は何よりも人件費削減なのである｡

もう1つの理由が ｢業務量の変動対応｣である｡これは､正社員の雇用を変動の下限時に

限定し､通常時 ･好調時の雇用を非正規雇用で補お うとしているわけである｡これ自体は

従来から見られているが､先に見たように､この間の雇用の不安定化のなかで､強く意識

化されているものとおもわれる｡

図表 2-7 非正社員活用理由

(本部調査)

1 2 3

パート.臨時.アル 人件費削減 業務量の変動対応 正社員でなくてもできる
バイト 49..6% 45.1% 35.6%

嘱託.契約社員 高年齢者の再雇用 人件費削減 業務量の変動対応
42.4% 32.9% 23.3%

派遣社員 業務量の変動対応 人件費削減 業務量の増加
44.0% 36.2% 23.6%

請負社員 業務量の変動対応 人件費削減 業務量の増加

非正社員が活用される理由は､もちろん全く同じとい うわけではない｡｢パー ト･臨時 ･

アルバイ ト｣では､｢正社員でなくてもできる｣という項目が第 3位 となっている｡これは

一般的には単純作業がこの雇用形態の人々に割 り当てられているケースが多いためである

と考えられる｡｢パー トの基幹化｣が語 られることの多い ｢卸売 ･小売業｣ ではこの理由を
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あげる組合が53.1%(3つ以内複数回答)に達し､｢人件費削減｣57.8%と並んでいる｡一般

にこの理由をあげるのは非製造業で多い (製造業 :非製造業 32.9% :39.2%)0

｢嘱託 ･契約社員｣で多いのは､｢高年齢者の再雇用｣であり､第 1位の理由となってい

る｡高齢者雇用安定法の改正による65歳までの継続雇用の義務付けが最大の理由となって

いるのである｡公的年金の65歳までの移行と技能継承問題 ･再雇用による低賃金雇用のメ

リットなどから､60歳以上の ｢嘱託 ･契約社員｣は増えるものとおもわれる｡この問いで

は､嘱託と若年者を含む契約社員を区別しなかったために､後者について弁別することは

できなかった｡

｢派遣社員｣と ｢請負社員｣は活用理由が変わらない｡｢業務量の増加｣が第 3位にあが

っているのが特徴である｡つまり､従来であれば正社員を雇用したであろう業務に対して､

派遣社員や請負社員を活用することで､企業が対処したと組合本部はみているわけである｡

まさに､派遣社員と請負社員は正社員の ｢代替｣という性格が強いのである｡雇用削減と

同時に非正規雇用の拡大があったことから容易に理解されるように､雇用の調整弁として

の非正規雇用の役割は､ほとんどなかったといってよい｡なお回答の%が異なるのは､請

負社員の場合､すでに述べたように組合本部が把握していないケースが多いため､無回答

が34.6%に達しており､｢派遣社員｣の14.1%を20%ポイントも上回っているからである｡

そのほかに注目すべき点としては､｢雇用調整が容易｣という理由を挙げるのが最も多い

のが ｢派遣社員｣であるという点､回答の比率からみると｢パー ト･臨時 ･アルバイ ト｣と

｢請負社員｣ で大差ない点がある｡また ｢電機 ･電子 ･情報通信機器｣では､｢請負社員｣

がほかの雇用形態を抑えて､この理由が一番多い点 (22.2%)も見逃せない｡組合本部の

判断によれば､パー トタイマーなどの直接雇用よりも､派遣社員や請負社員などの間接雇

用の方が雇用調整が容易であると会社がみているのである｡

②支部調査

本部調査とほぼ同じである (図表 2-8)0 ｢パー ト･臨時 ･アルバイ ト｣で ｢正社員でな

くてもできる｣が ｢卸売･小売業｣58.8%､｢鉄鋼 ･化学等素材関連｣52.0% と高くなって

いる｡｢嘱託 ･契約社員｣はまったく本部調査と同じである｡ただ､｢請負社員｣では順序

が変わっており､｢人件費削減｣が トップに立っている｡また第 3位は ｢業務量の増加｣と

｢正社員でなくてもできる｣が同率となった｡

図表2-8 非正社員活用理由

(支部調査)

1 2 3

パー ト.臨時 .アル 人件費削減 業務量の変動対応 正社員でなくてもできる

バイ ト 51.3% 36.5% 33.9%

嘱託 .契約社員 高年齢者の再雇用 人件費削減 業務量の変動対応

35.3% 32.0% 20.8%

派遣社員 業務量の変動対応 人件費削減 業務量の増加

42.8% 34.1% 27.8%

請負社員 人件費削減 業務量の変動対応 業務量の増加/正社員でな
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(4)非正社員活用による問題点 (支部Qll)

①現状

非正社員を活用することによって､現在どのような問題が生じているのかを組合支部に

尋ねたのが､図表 2-9である｡

図表 2-9 非正社員活用による問題点

(%､支部調査)

(1)(2) (3)(4)(5)(6) (7) (8)
る機 が技 に仕 弱社 が正 調非 時非 ど製
危密 難術 進事 ま員 長社 整正 間正 の品 件
険事 しの まの るの く員 が社 が社 質 . 数
が項 く蓄 な連 帰 なの 増員 と員 がサ
あが な積 く携 属 る労 えの らの 低 f
る漏 る . なが 意 働 る管 れ教 下ビ
洩 伝 る円 識 時 理 る育 すス
す 承 滑 が 間 や に るな

組合支部計 32.3軽薄 30.8蜜豆 18.725.030.728.6 535

製造業計 38.2幕末藻35.036.016.632.237.530｣7 283

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 膏専守 穀薄 32.831.013..836.236.237.9 58

32.659.334.936.011.625.629.118.6 86

43

その他製造業 33.3細 事33.3殖薄 17.730.235.436.5 96

非製造業計 25.8馨薄 26.2き結き21.016.923.026.2 248

非製造莱莱種別 建設業 35

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 36.436.427.327.318.2 4.522.7 9.1 22絹針軒鍬 讃 11.133.322.211.111.116.7 18

運輸業 15.7東薄 29.4尊王や23.519.617.625.5 51

卸売 .小売業 12.5駐 車 29.229.222.218.133.333.3 72

その他サービス業 33.3薄詩 14.833.311.122.225.922.2 27

○ノヽIト替負比率派､ 0% 35.458.327.836.820.129.229.225.0 144

5%未満 85

5%以上 30.0._62.530.0車薄 17.517.525.0き轟き 40

10%以上 22.263.937.536.115.322.233.3~19.4 72

50%以上 ll.959.325.435.6密 事20.330.5強薄 59

0% 18.151.023.536.220.118.820.824.8 149

1旦普 5%未満 串詩 63.831.338.815.020.027.523.8 80

負比率三毛百日負普負比率 5%以上 東薄 66.038.034.018.028.030.034.0 50

10%以上 85

0% 27.458.429.534.917.421.026.027.8 281

5%未満 38.961.127.833.327.838.950.027.8 18

5%以上 19

最も多くの組合があげたの

が｢技術の蓄積･伝承が難 しく

なる｣であり､実に62.8%と

なっている｡ほかの項目はか

なり分散 している｡｢社員の帰

属意識が弱まる｣｢機密事項が

漏洩する｣｢仕事の連携が円滑

に進まなくなる｣｢非正社員の

教育に時間がとられる｣｢製
品 ･サービスなどの質が低下

する｣などはすべて 3割程度

で指摘されている｡業種別に

みると､｢輸送用機械｣で全体

的に問題点が多く指摘されて

いる｡また､｢機密事項の漏洩｣

では ｢情報通信業｣や ｢建設

業｣で指摘が多くなっており､

｢帰属意識｣では製造業以外

に ｢運輸業｣｢建設業｣で多く

なっている｡

非正社員比率別にみるとい

くつかの特徴があることがわ

かる｡まず､パー ト社員比率

でみると､多くの点で ｢5%未

満｣で問題点をあげるところ

が多くなっている｡これは､

問題点が多い職場だからこそ

5%未満にとどまっていると

みることができる｡ただ､｢正

社員の労働時間｣や ｢製品･

サービスなどの質の低下｣-

の影響は､量的にパー ト社員比率が高いところで指摘が多いのは納得できる結果である｡
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派遣社員比率についてみると､10%以上のところで問題点を指摘することが多く､ある

一定数増えることによって問題が発生しているという職場が多いことを意味しているよう

におもわれる｡ただ､｢機密漏洩｣については､比率に関わりなく､少しでもいれば問題だ

とい う結果となっており､これもなるほどとおもえる結果であろう｡

最後に請負比率については､サンプル数が少なくあまり確定的なことはいえないが､5%

以上 10%未満で各種の問題点の指摘が一番多いのは興味を引かれる｡これもパー ト社員比

率と同じことがいえるのかもしれない｡また問題指摘率が全般に高い点は重要な点であろ

う｡ とくに5%以上 10%未満では､｢技術の蓄積 ･伝承｣が約 9割と圧倒的であり､｢機密

漏洩｣や ｢仕事の連携｣も過半数の支部組合が問題点を指摘している0

②非正社員が現在より2割以上増えたときの影響

今後さらに､非正社員が増えたらどうなると考えているのであろうか｡図表 2-10はそれ

を見たものである｡傾向としては､現在の問題とほぼ同じである｡当然､問題となると考

える比率は増える｡

図表 2-10 非 正社員が 2割 以 上 増 え た と きの 影 響

(% ､ 支 部 調 査 )

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)
る機 が技 に仕 弱社 が正 調非 時非 ど製
危密 難術 進事 ま員 長社 整正 間正 の晶 件
険事 しの まの るの く員 が社 が社 質 . 数
が項 く蓄 な連 帰 なの 増員 と員 がサ
あが な積 く携 属 る労 えの らの 低 l
る漏 る.なが 意 働 る管 れ教 下ビ
洩 伝 る円 識 時 理 る育 すス
す 承 滑 が 間 や に るな

組合支部計 49.071.6 50.748.823.643.751.247.3 53 5

製造業計 55.881.659.750.926.955.862.256.5 283

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 60.382.858.646.622.462.165.560.3 58

51.273.353.552.322.143.050.046.5 86

62.890.767.446.537.267.479.160.5 43

その他製造業 54.284.462.554.229.258.363.561.5 96

非製造業計 41.560.541.146.419.830.239.137.1 248

非製造莱莱種別 建設業 65.765.737.148.620.025勺734.337.1 35

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 45.550.027.331.813.631.840.913.6 2272.288.933.350.027.850.038.927.8 18

運輸業 29.451.051.062.717.625.525.533.3 51

卸売 .小売業 30.661.144.433.319.429.244.441.7 72

そこで､現状と2割増えたときの差をみたのが､図表 2-11である｡現状で5割を超えて

いる ｢ノウハウ･技術の蓄積･伝承｣以外でも､ほとんどの項目で約半数の支部組合は問題

がおこると考えていることがわかる｡
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図表2-11 非正社員の影響 (支部調査 ･計)
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この間の雇用形態の多様化は､正社員の減少と非正規雇用や間接雇用の増加を意味して

いた｡その背景には深刻な企業経営環境があり､この間雇用調整を実施 した企業は多い｡

図表 2-12はそれをみたものである｡

まったく雇用調整を実施しなかった企業は約 2割にとどまる｡とくに ｢建設業｣と ｢電

気･ガス･熱供給業｣では 1割にとどまる｡雇用調整の手段でみると､｢出向･転籍｣42.8%､

｢新卒採用の削減･停止｣37.9%､｢希望退職や早期優遇退職の募集｣32.3%が多く､｢時間

外労働の削減｣や ｢配置転換｣がそれに続いている｡｢出向･転籍｣が多いのは､相手先が

存在する大企業が多く､業種的には｢鉄鋼 ･化学等素材関連｣と ｢情報通信業｣で 6割強の

企業が活用している｡

雇用形態の多様化という観点から､｢パー トなどの解雇 ･雇用契約の停止｣と ｢派遣 ･請

負社員の削減｣に着目すると､両者とも約 1割の企業で実施している｡まず､前者につい

てみると､パー トなどを削減しているのは ｢電機 ･電子 ･情報通信機器｣が多く22.6%の

企業が活用している｡製造ラインのパー トや準社員の削減を行ったのではないかと推測さ

れる｡これに対して､決して好況業種とはいえない ｢卸売 ･小売業｣で 7.7%と平均より

も低い点が注目される｡｢その他サービス業｣が 24.1%であるだけに目立っ｡これは､正
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社員を希望退職 ･早期優遇退職､新卒採用の削減 ･停止などで削減 しつつ､パー トタイマ

ーの活用に一層傾斜するこの業界の傾向を如実に示すものといえよう0

図表 2-12 過去 5年間における雇用調整の実施

(複数回答､%､本部調査)

( 1) ( 2) ( 3) (4) ( 5) ( 6) ( 7) (8) (9) (10) (ll) ( 12) (13) (14)

正 遇希 出 労 換 グワ 時 配 職 停新 停中 .パ 削派 そ な雇 無

社 退望 向 働 業 t 間 置 種 止卒 止途 雇 t減遣 の か用 回 件
員 職退 . 日時 ク 外 転 転 採 採 用 ト . 他 つ調 答 数
の の職 転 数間 シ 労 換 換 用 用 契な 請 た整
解 募や 籍 のの エ 働 の の 約ど 負 は
雇 集早 削短 ア の 削 削 停の 社 何

期 減縮 リ 削 減 減 止解 員 も
倭 . . ン 減 . . 雇 の し

製造業計 1.931.846.8 4.5 2.228.526.613.537.515.415.014.2 -.19.9 3.7 267

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 3.238.745.2 6.5 4.837.125.812.941.916.122.624.2 -.17.7 1.6 62

1.430.160.3 6.8 1.427.437.016.432.9 9.611.0 8.2 -.13.7 2.7 73

-.23.143.6 2.6 .- 25.623.110.335.925.615.420.5 -.25.6 7.7 39

その他製造業 2.232.338.7 2.2 2.224.720.412.938.715.112.9 9.7 .- 23.7 4.3 93

企莱規模別非製造莱莱種別 300人未満 -.38.525.6 -. 2.623.130.810.353.820.515.4 5.1 -.17.9 2.6 39

300人以上 2.932.945.7 8.6 4.331.424.310.034.314.321.418.6 .- 18.6 .- 70

1000人以上 3.625.044.6 1.8 -.30.417.9 8.935.7 8.9 5.410.7 -.23.2 3.6 56

3000人以上 -.41.162.5 7.l l.832.142.928.637.519.619.612.5 .- 16.1 3.6 56

10000人以上 ･- 18.563.0 3.7 3.718.529.614.833.318.514.829.6 -.18.5 7.4 27

非製造業計 4.332.538.5 1.7 0.922.222.216.238.9 9.4 8.1 5.l l.722.2 3.8 234

建設業 7.164.346.4 -. -.14.332.125.053.6 3.6 7.1 -. -.10.7 3.6 28

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -.41.750.0 -. .- 25.033.325.050.0 -. -. -. -. 8.3 8.3 12-.23.161.5 -. -.38.515.4 7.738.5 7.7 7.715.4 .- 30.8 .- 13

運輸業 3.222.632.3 3.2 3.214.514.512.924.2 9.7 6.5 1.6 1.632.3 9.7 62

卸売 .小売業 4.630.836.9 1.5 -.32.324.616.940,012.3 7.7 9.2 3.121.5 -. 65

後者の ｢派遣 ･請負社員の削減｣についてみれば､1万人以上の大企業でその活用比率が

約 3割と高いことは､とくに派遣 ･請負を大規模に活用する企業は大規模な企業が多いこと

を考えれば､当然の結果であろう｡業種的にみると､ここでも ｢電機 ･電子 ･情報通信機器｣

が24.2% と群を抜いて高い比率を示している｡ついで多いのが ｢輸送用機械｣である｡いず

れも近年､製造現場での派遣 ･請負が多く話題 となる産業であり､納得できる結果である｡

2.組合の方針

非正社員の増加 という事態に対して､労働組合はどのような方針をもち､行動 している

のであろうか｡
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(1)非正社員の活用方針(本部QIO､支部Q12)

①本部調査

図表2-13にあるように､非正社員の採用 ･活用に対して､明確な方針がないのが2割弱を

占める｡とくに､｢建設業｣や ｢電気 ･ガス･熱供給業｣ではまだ明確な方針は存在しない組合

が多い｡

図表2-13 非正社員の採用 ･活用に対する労働組合の方針

(%､本部調査)

( 1) ( 2) ( 3) ( 4) (5)

い積 の活 役非 べ非 確組 無

く極 仕用 割正 き正 な合 回 件
べ的 事す に社 で社 方と 答 数
きに はる と員 は員 針し
だ浩 明が どは なは はて
用 確正 め補 い活 な特
L に社 る助 用 いに
て 員 的 す p明

組合本部計 13.046.219.1 2.217.2 2.4 507

製造業計 7.150.623.6 2.216.5 .- 267

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 1.648.427.4 -.22.6 -. 62

9.643.823.3 5.517.8 -. 73

5.159.030.8 -. 5.1 -. 39

その他製造業 9.753.818.3 2.216.1 -. 93

企莱規模別 300人未満 7.756.423.1 2.610.3 .- 39

300人以上 5.738.630.0 2.922.9 .- 70

1000人以上 5.453.619.6 3.617.9 -. 56

3000人以上 7.155.421.4 -.16.1 ∴. 56

10000人以上 ll.166.714.8 .- 7.4 .- 27

非製造業計 19.741.914.1 2.117.1 5.1 234

非製造莱莱種別 建設業 7.153.6 3.6 ...35,T ... 28

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 ･- 25.016.7 .- 50.0 8.3 1223.161.5 -. -.15.4 -. 13

運輸業 12.937.125.8 4.811.3 8.1 62

卸売 .小売業 32.344.6 3.1 .- 12.3 7.7 65

非正社員が少ない組合ではその必要性も少ないだろうから､そうした方針がない組合が

多いかもしれないが､非正社員の多い組合はそうではないのではと推測されるが､残念な

がらこの推測は外れている｡図表 2-14にあるように､｢パー ト社員比率｣が50%を超えて

いる組合でも､13.6%の組合は明確な方針はなく､｢無回答｣を加えると約 4分の 1はそう

した方針は持っていないことになる｡同様のことは､｢派遣社員｣や ｢請負社員｣について

もいうことができる｡｢派遣社員｣10%以上の組合の 17.9% で､｢請負社員｣10%以上の組

合の 14.3%の組合で明確な方針がないのである｡
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図表 2-14 非正社員比率別にみた､非正社員の

採用 ･活用に対する方針 (% ､本部調査)

(1)(2) (3)(4)(5)
い積 の活 役非 べ非 確組 無
く極 仕用 割正 き正 な合 回 件
べ的 事す に社 で社 方と 答 数
きに はる と員 は員 針 し
だ浩 明が どは なは .はて

用 確正 め補 い活 な特
L に社 る助 用 いに
て 員 的 す 明

○ノヽIト管負比率 0% 7.536.330.0 3.820.0 2..5 80

5%未満 8.950.522.8 2.015.8 - . 101

5%以上 5.961.820.6 -.ll.8 .- 34

10%以上 10.751.217.9 3,613.13.6 84

50%以上 27.144.15.1.-13.610.2 59

派ヽ血 0% 15.140.619.83.815.15.7 106

1邑響負比率 5%未満 ll.343.826.3 2.515.0 1.3 80
5% 以上 2.652.634.2 2.6 7.9 -. 38

10%以上 10.755.416.1 .- 17.9 -. 56

請負普負比率 0% 14.142.721.4 3.415.0 3.4 206

5%未満 4.838.133.3 -.23.8 -. 21

5%以上 7.150.035.7 .- 7.1 -. 14

｢明確な方針はない｣組合が､い

ずれも5%以上 10%未満の所で少な

くなっているのは､この程度の非正

社員比率の所では一定の歯止めがあ

るからかもしれない｡

明確な方針がある場合についてみ

ると､最も多いのが ｢活用するが正

社員の仕事は明確に｣で46.2%を占

める｡明確な方針がある組合に限定

すると､過半数を超える組合が正社

員と非正社員の仕事の区分を明確に

することをその方針としているので

ある｡ 製造業大企業の組合はほとん

どがこの方針あるいは､もっと積極

的に活用していくべきだとしている｡

これに対して､｢非正社員は補助的

役割にとどめる｣という方針をもっ

ている組合は､約 2割を占める｡｢基

幹的業務は正社員､補助的業務は非正社員 ｣ という方針を掲げる組合は今では少数派であ

る｡ただ､製造業､とくに ｢輸送用機械｣や ｢電機 ･電子 ･情報通信機器 ｣､規模では300-999
人規模の組合でこの考えの支持者が比較的多い｡｢非正社員は活用すべきではない｣とする

組合はわずか2.2%にとどまる｡

他方､より積極 的に活用すべきであるという方針をもつ組合も13.0%と少なくない｡ と

くに ｢卸売･小売業｣では 32.3%､明確な方針をもつ組合をベースとすれば約 4割の組合

が非正社員をより積極的に活用すべきであると考えている｡これは流通業における実態を

反映したものといえるだろう｡

②支部調査

図表 2-15は支部 として､非正社員の仕事としてどのようなものが望ましいかを尋ねたも

のである｡いずれの正社員でも ｢定型的な業務｣ が望ましいと考えている組合が最も多い

(設問は､｢どのような業務であれ望ましくない｣とい うところに○をつけた所以外では複

数回答)0 ｢嘱託 ･契約社員｣は ｢判断業務を含む非定型業務｣や ｢正社員が行っている高

度な専門技能を要する業務｣がほかの雇用形態に比べて多くなっている｡これは､前者は

パー トなどよりも専門的だが､正社員ほどではない契約社員 と後者は定年退職後再雇用の

嘱託が含まれているからであるとおもわれる｡それに比べると ｢正社員が行っていない高

度な専門技能を要する業務｣については､パー トなどを除いて大差なく 1割強の支部で望

ましいと考えている｡なお､｢どのような業務であれ望ましくない｣とする支部は､全体で

は ｢請負社員｣については多く､8.6% となっている｡ほかの雇用形態では大体 5-6%であ
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る｡業種別にみると ｢運輸業｣でこの割合が全体的に高く､すべての雇用形態について､2

割前後の支部がこの見解をとっている｡

やや細かくみると､たとえば ｢パー トなど｣で ｢非定型的業務｣や ｢正社員行っている

高度な専門技能を要する業務｣の率が高いのは｢卸売･小売業｣だけであり､それぞれ 23.6%､

18.1%に達している｡｢パー トの基幹化｣といわれる現象を示している｡

また､｢建設業｣｢電気 ･ガス ･熱供給業｣｢情報通信業｣では ｢請負社員｣に高度な業務

を期待している支部が多い｡たとえば､｢正社員が行っていない高度な専門的業務｣では｢情

報通信業｣で 5割､ほかの2つの業種でも2割強の支部が望ましいと回答している｡また

｢正社員が行っている高度な専門的業務｣でも ｢情報通信業｣と ｢電気 ･ガス ･熱供給業｣

で3割強の支部が望ましいとしている｡｢情報通信業｣では ｢判断業務を含む非定型的な業

務｣ も 27.8%が望ましいとしてお り､｢定型的な業務｣が望ましいとする支部はわずか

16.7%しかない｡これは請負社員の主体がソフ トウェア開発などのSEであるからであると

おもわれる｡

図表 2-15 非正社員に望ましい仕事

(支部調査)

80%

70%

60%

50%

パ
ー

ト

.
臨
時

.
ア

ル
バ
イ
ト

嘱

託

.
契

約

社

員

派

遣

社

員

請

負

社

員

団どのような業務であれ望ましくない 巳定型的な業務

ロ判断業務を含む非定型的な業務 □正社員が行っている高度な専門技能を要する業務

d正社員が行っていない高度な専門技能を要する業務 由職場の管理.監督的業務
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(2)正社員の繁閑時における比率と適正比率の話し合い(支部Q6･Q7､本部Q7)

ここでは､まず正社員の繁閑時の状況をみるために､順序を入れ替えて､支部調査から

みていく｡

①支部調査

調査では､それぞれの雇用形態の人々が事業所内で占める割合について､繁忙期と閑散

期に分けて現状を尋ねるとともに､適正と考える比率について尋ねた｡とくに前半につい

ては無回答が4割以上に達し､支部として回答しづらかった問いであった｡無回答を除外

して､その比率を見たものが図表 2-16である｡

図表2-16 正社員比率

-;A--I-:=L､:---:I---::I:I-::;A;-;---:;->:-I:I-=tt;<苧 -I--

(支部調査)

正社員 0% 10%未満 10-20% 20-30% 30-40% 40-50% 50-60% 60-70% 70-80% 80⊥90% 90-100%未満 loo‰

繁忙期 0.0% 1.4% 3.8% 3.3% 0.9% 3.8% ll.1% ll.7% 17.2% 23.6% 7.0%

閑散期 0.0% 1.5% 4.7% 1.2% 1.5% 3.6% 6.9% 9.8% 15.2% 28.1% 9.5%

適正比率 0.0% 1.2% 1.2% 3.7% 1.2% 1.6% 2.7% 8.0% 13.6% 25.1% 16.4%

中央値でみると､繁忙期が正社員比率は 70-80%であり､閑散期ならびに適正比率では

80-90% と認識している｡第 3四分位は繁忙期 ･閑散期においては60-70%､適正水準では

70-80% のところに位置している｡正社員比率が圧倒的に低いのは､｢卸売･小売業｣だけで

あり､突出している｡そこでは主力は ｢パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員｣であり､適正水

準でも約 4分の 1の支部は､80-90%としている点が注目される (有効回答ベース)｡ほか

には突出した傾向はあまりない｡ほかの産業では正社員が依然として圧倒的に中心的な位

置を示しているが､全体的に非正社員比率が確実に増加しており､繁忙期には､事業所に

働く労働者に占める正社員の比率が60%未満の事業所が全体の4分の 1を占めている｡

ほかの業種でみると､｢派遣社員｣が多いのは､｢電機 ･電子･情報通信機器｣と ｢輸送用

機械｣であり､｢請負社員｣ が多いは､この2業種に加えて ｢鉄鋼･化学等素材関連｣であ

る｡非製造業ではそれらの比率は総じて低い｡
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正社員比率を繁忙期と閑散期でクロスしたのが図表 2-17である｡最も回答が多いのは､

繁忙期も閑散期も正社員比率に変化がないケースであり､正社員と非正社員が補完的な関

係にあることが明らかとなっている｡もちろん､閑散期の方が繁忙期よりも正社員比率が

高くなっているケースも少なくなく､この場合には非正社員の雇用変動が大きく雇用の調

整弁的機能もないわけでない (閑散期の方が正社員比率が低いケースもいくつかある)0

図表2-17 正社員の繁忙期と閑散期の比率分布

Count
(支部調査)

関目期 .正社員 件数

10 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
% % % % ●● % % % % %
未 以 以 以 以 以 以 以 以 以
満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 %

貝 60%以上 121 21 6 3 3570%以上 131 36 9 4 5180%以上 -147 41 8 2 52

つぎに､正社員の適正比率について､事業所の労使で話し合っているかどうかをみると

(無回答はここでは ｢話し合っていない｣と判断した)､話し合っていると答えたのは､

32.9%である (図表は省略)｡話し合いが行われているのは ｢製造業｣40.3%に対して､｢非

製造業｣25.0%と製造業で話し合いが行われている比率が高い｡製造業のなかでとくに話

し合いが行われているのは ｢輸送用機械｣であり､実に58.1%の支部で適正比率について

の話し合いを行っている｡他の業種では顕著な違いはみられない｡

同じ点について ｢本部調査｣をみることにしよう｡

②本部調査

組合本部レベルで､正社員の適正比率について話し合っているのは約 4割であり､話し

合っていない方が多い(図表 2-18)｡話し合っている率が高いのは､｢輸送用機械｣の74.4%､

製造業の 1万人以上の 70.4%となっている｡逆に話し合っている組合が少ないのは､｢電

気･ガス･熱供給｣16.7% ､｢その他サービス業｣24.1%､｢その他製造業｣28.0%などであ

る｡全体としてみれば､非正規社員の多いところでは､平均よりは話し合っている率がや

や高いが､予想されるほどではない｡たとえば､パー ト社員比率50%以上でも話し合って

いるは4割にとどまっている｡ただ､派遣社員 5%以上 10%未満で52.6%､請負社員 10%

以上で54.3%と過半数となっている｡
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図表2-18 正社員の適正比率の話し合い

(1)(2)
話 話 無

L L 回 件
合 合 答 数
･つ つ

て て
しヽ しヽ
る な

い

組合本部計 39.151.5 9.5 507

製造業計 41.251.7 7.1 267

製追莱莱種別 電機.電子.情報通信機器鉄鋼.化学等素材関連輸送用機械 38.753.2 8.1 62

42.545.212.3 73

74.423.1 2.6 39

その他製造業 28.067.7 4.3 93

企莱規模別 300人未満 38.561.5 -. 39

300人以上 32.958.6 8.6 70

1000人以上 41.151.8 7.1 56

3000人以上 46.444.6 8.9 56

10000人以上 70.422.2 7.4 27

非製造業計 36.351.312.4 234

非製造莱莱種別 建設業 32.153.614.3 28

電気.ガス.熱供給業情報通信業 16.766.716.7 1230.846.223.1 13

運輸業 43.540.316.1 62

卸売.小売業 44.649.2 6.2 65

3.労使協議の実態

(1)本部調査(本部Q6)

(%､本部調査)

(1) (2)
話 話 無
L L 回 件
合 合 答 数
つ つ

て て
しヽ しヽ
る な
しヽ

ノヾIト替負比率 0% 37.550.012.5 80

5%未満 34.754.510.9 101

5%以上 41.244.114.7 34

10%以上 59.535.7 4.8 84

50%以上 40.750.8 8.5 59

派ヽ血 0% 36.852.810.4 106

1邑社負比率 5%未満 42.547.510.0 80
5%以上 52.639.5 7.9 38

10% 以上 46.448.2 5.4 56

壬生百日負社負比率 0% 39.851.0 9.2 206

5%未満 38.161.9 -. 21

5%以上 42.935.721.4 14

10%以上 54.337.1 8.6 35

①直接雇用の非正社員

まず､組合本部調査から､直接雇用の非正社員について､労使協議が行われているのか

どうかを検討することにしよう｡図表 2-19はこの点をみたものである｡何らかの労使協議

をする組合が少なくない点は注目すべきであろう｡まず､組合本部として労使協議をする

項目として多いのは､｢賃金 (時給)･一時金｣の 18.2%であり､ついで ｢福利厚生｣18.0%､

｢労働時間､休 日､休暇｣17.7%などとなっている｡｢採用する雇用形態｣についても15.4%

と一定数の組合で労使協議の対象となっている｡組合の規模もあるので一概にいえないが､

支部以下の現場にまかせているケースも項目によっては少なくない｡とくに､｢配置する職

場｣｢仕事内容｣｢管理･監督する正社員の配置､役割｣｢教育訓練｣など多くは職場でしか
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交渉できない項目であり､ある意味当然の結果である｡これに対して､団体交渉の対象と

なるテーマは全体として非常に少ないが､｢賃金 (時給)･一時金｣については約 1割の組

合が団体交渉事項であるとしている｡｢卸売 ･小売業｣では約 3割の組合が団体交渉事項で

あるとしている｡この産業は組合組織化している組合が多く､当然のこととして団体交渉

事項となっているものとおもわれる｡その他の組合でも､パー ト賃金引上げ交渉を団体交

渉として行った組合が少なくないのかもしれない｡製造業全体では 4.7%､非製造業全体

では 16.7%である｡

図表 2-19 直接雇用非正社員に関する労使協議の有無

(0人のケースを除く､件数=479､本部調査)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用する雇用形態の決定

雇用期間の決定

仕事内容

配置する職場

管理･監督する正社員の配置､役割

賃金(時給)､一時金等

労働時間､休日､休暇

教育訓練

福利厚生

田団体交渉事項 En組合本部として労使協議□支部以下に対応を任せている口労使協議･団体交渉の対象ではない

直接雇用 団体交渉 組合本部 として 支部以下に対応 を 労使協議 .団体交渉の

非正社員 事項 労使協議 任せている 対象ではない

採用する雇用形態の決定 1.9 15.4 7.1 69.7

雇用期間の決定 2.3 12.5 6.9 72.2

仕事内容 1.5 ll.1 10.6 70.4

配置する職場 1.5､ 9.0 ll.1 72.0

管理.監督する正社員の配置､役割 1.5 9.2 10.4 72.2

賃金 (時給)､一時金等 10.2 18.2 4.4 61.6

労働時間､休 日､休暇 7.7 17.7 6.7 62.0

教育訓練 1.7 ll.3 9.2 71.6

福利厚生 3.8 18.0 7.3 64.9
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ただ､留意すべき点として､設問のなかに ｢嘱託｣が含まれており､定年後再雇用の賃

金水準の交渉を意味している可能性も高く､本アンケー トからはその点については明確な

ことをいうことはできない｡もう1つ多いのは ｢労働時間 ･休日･休暇｣である｡これも全

体で 7.7% の組合が団体交渉事項であるとしている｡傾向は ｢賃金 ･一時金｣と似た傾向

にあり､非製造業全体では13.1%に達しており､そのなかでの違いはあまりない｡製造業

では3.2%にとどまる｡

つぎに､労使協議が組合本部で行われるケースに限定して､組合の発言度をみると､図

表 2-20のようになる｡賃金や労働時間では組合の同意を要する比率が高く､団体交渉と近

くなっている｡

図表2-20 労使協議における組合の発言度

採用する雇用形態の決定

雇用期間の決定

仕事内容

配置する職場

管理･監督する正社員の配置､役割

賃金(時給)､一時金等

(本部調査)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働時間､休日､休暇

教育訓練

福利厚生

団組合の同意の下に決定する 団労使協議で修正することがある □組合が意見を述べたり回

□事前に経営から説明される {事後的に経営側から説明されるだけ ____ l

以上を､全体としてまとめたのが図表 2-21である｡賃金や労働時間では2割弱で事実上

の団体交渉となっている｡
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図表2-21直接雇用非正社員に関する組合の発言度

(本部調査)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

採用する雇用形態の決定

雇用期間の決定

仕事内容

配置する職場

管理･監督する正社員の配置､役割

賃金(時給)､一時金等

労働時間､休日､休暇

教育訓練

福利厚生

匂団体交渉事項である 自組合の同意の下に決定する □労使協議で修正することがある ロ組合が意見を述べたり回答する

l+事前に経営から説明される 田事後的に経営側から説明されるだけ 也支部以下に任せている 田労使協議･団体交渉の対象ではない

~直接雇用非正社員 団体交渉 組合本部として労使協議 支部以下 対 労象 使套 慧体交 件数

決 組定 合 す 労争使 た 組り合 説 事明 前 だ か 事け ら後

事項であ 吉 宗意の . 志望あ で 回 が答 意言 君 蔓 達 説 的明 にさ経ヽヽ に任せて

る 下 る修 逮べ か れ 営 しヽ 渉に 正 ら る側 る の

採用する雇用形態の決定 2.0% 4.9% 2.2% 2.9% 4.3% 0.9% 7.6% 75.1% 445

雇用期間の決定 3.2% 5.8% 2.0% 3.2% 4.4% 0.3% 9.6% 71.5% 344

仕事内容 1.6% 3.1% 2.2% 3.1% 2.5% 0.2% ll.5% 75_.7% 445

配置する職場 1.6% 2.5% 1.3% 2.9% 2.0% 0.2% ll.9% 77.5% 445

管理.監督する正社員の配置､役割 1.6% 2.0% 0.9% 3.2% 2.3% 0.2% ll.3% 78.5% 441

労働時間､休日､休暇 8.4% 8.2% 3.2% 2.9% 1.8% 0.9% 7.3% 67.3% 441

教育訓練 1.8% 1.8% 2.0% 4.7% 1.8% 0.5% 9.9% 77.4% 443

②間接雇用の非正社員

つぎに､間接雇用非正社員について､みておくことにしよう｡直接雇用と異なり､直接

的な雇用関係にない派遣社員や請負社員などの労働条件について､組合が労使協議をする

ことが困難なのは容易に想像できる｡しかし､社内にこうした外部人材が大量に入ってい

る現在､組合としてもこうした外部人材に全く無関心でいるわけにはいかないだろう｡こ

の状況をみたのが図表 2-22と図表 2-23である｡
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図表 2-22 派遣社員に関する労使協議の有無

(%､本部調査)

派遣社員 団体交渉 紅 合 本 部 と 支 部 以 下 に .労使協議 .団 無回答

事項 して 労使 協 対応 を任 せ 体 交 渉 の対

義 ている 象ではない

導入の是非 0.8 10.3 10.6 72.6 5.8

仕事内容 0.3 6.8 10.6 76.4 6.0

配置する職場 0.3 5.5 ll.8 76.4 6.0

管理 .監督する正社員の配置､役割 0.5 5.0 ll.3 76.9 6.3

派遣元の選定 0.3 1.5 4.5 87.4 6.3

まず､派遣社員についてみると､全体的にみて､4分の 3の組合は､少なくとも公式に

は ｢派遣社員｣に対して何らの発言もしていない｡ただ ｢導入の是非｣ については､1割

強の組合が本部として発言しており､支部に任せているのも1割強である｡この傾向は､

｢仕事内容｣｢配置する職場｣｢正社員の配置 ･役割｣など現場に近いレベルで決めるのが

ふさわしい場合に多くなっている｡また具体的な派遣元の選定や交渉についても､発言し

ているのは5%程度にとどまる｡業種別にみると､相対的に ｢鉄鋼･化学等素材関連｣と｢電

気･ガス･熱供給業｣で組合の関与がやや多い傾向があるが､その他では明確な違いはみら

れない｡

図表 2-23 請負社員に関する労使協議の有無

(%､本部調査)

請負社員 組 合 本 部 と 支 部 以 下 に 団体 交 渉 事 労使協議 .団 無回答

して 労使 協 対応 を任 せ 項 体 交 渉 の対

読 ている 象ではない

導入の是非 8.6 ll.3 1 .0 72.6 6.5

仕事内容 5.1 10.3 0.7 76.7 7.2

配置する職場 5.1 10.3 o二7 76.7 7.2

請負元の選定 1.4 4.8 86.6 7.2

つぎに､請負社員について見ておこう｡派遣社員と同様に､組合本部で比較的高い発言

度を示すのが､｢導入の是非｣である｡全体の8.6%の組合が本部として労使協議 しており､

｢団体交渉事項｣を加えれば､約 1割の組合ということになる｡｢仕事内容｣や ｢配置する

仕事｣については､本部が労使協議するのは 5% にとどまり､約 1割が支部以下に任せて

いる.約 7-8割の組合は全く請負社員については何らの公式の発言力をもっていない.請

負元に関する点については､ほとんど全く本部として発言 しないか支部以下任せとなって

いる｡
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(2)支部調査(支部Q5)

①直接雇用の非正社員

直接雇用非正社員の支部での労使協議の状況について聞いたのが､図表 2-24である｡い

ずれも6割から7割のケースでは労使協議や団体交渉の対象とはなっていない｡支部労使

協議の対象として比較的多いのは､｢福利厚生｣｢労働時間､休日､休暇｣などであるが大

差はない｡｢賃金 (時給)､一時金等｣や ｢労働時間､休日､休暇｣などは本部に対応を任

せているケースが比較的多くなっており､本部調査と整合的な結果となっている｡

図表2-24 直接雇用非正社員に関する支部労使協議の有無

(支部調査)

支部として 本部に対応 労使協議.団体交 件数

労使協議 を任せている 渉の対象ではない

採用する雇用形態の決定 ll.3% 20.3% 68.4% 453

雇用期間の決定 ll.0% 20.2% 68.9% 456

仕事内容 12.8% 17.6% 69.6% 454

配置する職場 13.1% 15.7% 71.2% 452

管理.監督する正社員の配置､役割 14.2% 17.3% 68.6% 452

賃金(時給)､一時金等 8.8% 28.7% 62.5% 456

労働時間､休 日､休暇 15.6% 25.0% -59.4% 456

教育訓練 13.5% 19.0% 67.5% 453

福利厚生 16.3% 23.1% 60.6% 454

図表2-25 業種別にみた支部で労使協議をしている比率

(%､支部調査)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)
の採 雇 仕 配 社管 賃 休労 教 福
決用 用 事 置 員理 金 暇働 育 利 件
定す 期 内 す の . . 時 訓 厚 数

る 間 容 る 配監 間 練 生
雇 の 職 置督 時 .
用 決 場 ..す 金 休
形 定 役る 等 日
態 割正 .

組合支部計 10.510.211.912.113.1 8.214.512.515.2 488°

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 7.7 3.8 9.6 5.8 9.6 1.9 3.8 9.6 7.7 52

71

7.3 9.8 9.812.214.6 -.12.214.612.2 41

その他製造業 ll.212.412.412.412.4 9.016.913.511.2 89

非製造莱莱種別 建設業 ･- -. 2.9 2.9 .■- -. 2.9 2.9 2.9 34

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 ll.811.811.811.817.6 -.ll.811.8 .- 17-. -. .- .- 26.7 -. 6.7 -. 6.7 15

運輸業 48

卸売 .小売業 5.6 6.9 4.2 6.9 5.611.1鉾萎 12.5車藷 72
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全般的にみて､支部で

労使協議を行 う比率が比

較的高いのは､図表 2-25

にあるように､｢鉄鋼･化

学等素材関連｣と ｢運輸

業｣であり､職場での労

使協議の伝統の強さを示

しているものとおもわれ

る｡ほかには ｢その他サ

ービス業｣でも支部交渉

の率が高い｡ただ､｢労働

時間､休日､休暇｣と｢福

利厚生｣に関しては､パ

ー トタイマーの多い ｢卸

売･小売業｣で支部労使協

議の比率が高い｡



つぎに､支部で労使協議が行われているケースについて､その発言度をみておくことに

しよう(図表 2-26)｡サンプル数が小さくなるため､比率については注意が必要である (｢無

回答｣は除外)0

図表2-26 支部労使協議における組合の発言度 (直接雇用非正社員)

(支部調査)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用す る雇用形態の決定

雇用期間の決定

仕事 内容

配置する】撤場

管理 ･監督する正社 員の配置 ､役割

賃金 (時給)､一時金等

労働 時間､休 日､休暇

教育訓練

福 利厚生

団組合の同意の下に決定する 田労使協議で修正することがある □組合が意見を述べたり回答する

□事前に経営から説明される ■事後的に経営側から説明されるだけ

総じていえば､｢労使協議で修正することがある｣というケースと ｢組合が意見を述べた

り回答する｣ ケースが多いが､賃金 ･労働時間 ･福利厚生については事後的に経営側から

説明される場合も多い｡

②間接雇用の非正社員

図表2-27 派遣社員に関する支部労使協議の有無

導入の是非

仕事内容

配置する職場

管理･監督する正社員の配置､役割

派遣元の選定

派遣元との交渉

(支部調査)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

団支部として労使協議 団本部に対応を任せている ロ労使協議.団体交渉の対象ではない
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<派遣社員> 派遣社員については､支部労使協議は多くの点について 1割強の事業所支

部で行われているが､派遣元については､ほとんど何らの労使協議も行われていないとい

ってよい (図表 2-27)｡支部労使協議が行われるときもほぼ半数は ｢事前に経営側から説

明される｣であり､組合の同意を要するのは､さらに 1割強である｡つまり､全体からみ

れば､1-2%の支部にすぎない｡

<請負社員> ｢請負社員｣の労使協議の状況も｢派遣社員｣とあまり変わらない｡12-13%

程度の支部で労使協議が行われている｡ただ､支部労使協議のある場合､その発言度は ｢派

遣社員｣よりやや強く､｢組合が意見を述べたり回答する｣が3割強を占め､これよりも強

い発言度と弱い発言度がほぼ同じ程度分布している｡組合としても､｢派遣社員｣よりもや

や強い関心を ｢請負社員｣についてもっていると言えそうである (図表 2-28)0

図表2-28請負社員に関する支部労使協議の有無

(支部調査)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入の是非

仕事内容

配置する職場

請負元の選定

請負元との交渉

団支部として労使協議 昆本部に対応を任せているロ労使協議･団体交渉の

4.企業内未組織労働者の組織化

(1)本部調査(本部Qll)

哀義ではなし11

多くの組合では､正社員の減少が組合員の減少に直結している｡企業別組合が組織拡大

するためには､企業内未組織層の組織化が必須条件となる｡しかし､日本の労働組合は正

社員しか組織対象としないといわれてきた｡こうした状況は近年変化しているのであろう

か､それとも相変わらず正社員だけを組織対象としているのであろうか｡また､管理職ク

ラス ･スタッフ管理職の拡大のなかで､課長柏,当職の組織化､いわば上-の組織化の程度

はどのようなものであろうか｡この点について尋ねたのが､図表 2-29である｡
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図表2-29 非正社員や課長相当の管理職の組織化状況

(%､本部調査)

且合員化している者がいるか検討中 温合員化を考えていない.

(1)(2)(3) (1)(2)(3)
パ 嘱 課 パ 嘱 課

I 託 長 件 I 託 長 件
ト . 相 _数 ト . 相 数
社 契 当 社 契 当

員 約 の 員 約 の
社 管 社 管

員 理 員 理
職 職

組合本部計 17.627.411.0 507 59,660.778.7 507

製造業計 7.113.9 4.5 267 71.573.087.3 267

非製造業計 29.142.717.9 234 46.247.069.7 234

非製造莱莱種別 建設業 -. 3.617.9 28 67.989.371.4 28

電気.ガス.熱供給業情報通信業 16.725.0 8.3 12 58.358.383.3 1215.430.8蘇事 13 53.861.553.8 13

運輸業 ll.3葦簸カ 3.2 62 51.638.780.6 62

卸売.小売業 65 21.536.955.4 65

非正規社員や課長相当の管

理職の組織化を考えている､

あるいはすでに組合員化して

いる組合は少数である｡組合

員化しているか検討中という

のが比較的多いのは ｢嘱託 ･

契約社員｣である｡

実際の状況をより細かくみると､まず､｢パー ト社員｣についてみれば､全員組合員にな

っているのはわずか3.7%の組合にすぎないし､｢組織化対象者は組合員になっている｣の

も3.4%にすぎない｡その圧倒的な部分は ｢卸売･小売業｣であり､2割弱でそうなってい

るのが特徴である (図表 2-30)0

図表2-30 パー ト社員の組織化状況

(%､本部調査)

(1)(2)(3)(4)(5)
て全 合組組- い組 は該 無

い員員織合部な合い当 回 件
る組に化員粗い員なす 答 数
合な対化合 化いる
員つ象を員 は 非
にて者検. 考 正
ないは討更 え 社
つる組中に て 員

組合本部計 3.7 3.410.559.615.4 7.5 507

製造業計 1.1 0.4 5.671.515.4 6.0 267

非製造業計 6.8 6.016.246.215.4 9.4 234

非製造莱莱種別 建設業 ･- -. -.67.925.0 7.1 28

電気.ガス.熱供給業情報通信業 -. -.16.758.316.7 8.3 127.7 -.7.753.830.8 -. 13

運輸業 1.6 1.6 8.151.621.016.1 62

卸売.小売業 18.516.930.821.5 1.510.8 65
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ただ､今後組合員化を検討すると

いう点に対しては､卸売 ･小売業が

約 3割と非常に多くなっているの は

当然として､｢電気･ガス･熱供給業｣

や ｢その他サービス業｣でも1割以

上で検討 してお り､製造業で も

5.6%の組合が検討を始めている｡



本調査では､定年後再雇用の嘱託と有期雇用の契約社員を区別せずに尋ねている｡実際には､

有期雇用社員を嘱託と呼んでいる企業もあり､煩雑さを避けるために一緒に聞いており､厳密

なことをいうことはできないが､全員組合員になっているケースはパー ト社員よりもさらに少

なくなっている (図表2-31)｡ここでも ｢卸売 ･小売業｣が中心であり､部分的に ｢運輸業｣

で組織化していることがわかる｡｢組織化対象者は組合員になっている｣が多いのもこの2業

種である｡組織化を検討している組合では､全体で 17.9%とそれなりの比率の組合が組織化

を検討している｡とくに ｢その他サービス業｣など非製造業にかぎれば 26.1%とその率は高

い｡それに比べると製造業の動きはにぷい｡組織化対象となっているのはわずか 2.6%(全員

組合員+組織化対象)にすぎず､検討している組合も1割にとどまっている｡有期雇用の契約社

員はともかく､65歳までの継続雇用が義務づけられている現在､定年後も組合員とすること

-の動きをあまりみることはできていないのは大きな問題であるようにおもえる｡

同様のことは､｢課長相当の管理職｣についてもいえる｡組合員になっているのは､非製

造業にほぼ限られている｡｢建設業｣｢卸売･小売業｣｢情報通信業｣中心である｡組織化の

動きは鈍い｡

図表2-31 その他の組織化状況

(%､本部調査)

嘱託 .契約社員 -長相当の管理職

( 1) ( 2) (3) ( 4) ( 5) (1)(2)(3)(4)
て全 合 組 組 - い組 は該 無 て全 合組 組- い組 無

い員 員 織 合 部 な合 い当 回 件 い員 員織 合部 な合 回 件
る組 に 化 員粗 い員 なす 答 数 る組 に化 員粗 い員 答 数
合 な対 化合 化 いる 合 な対 化合 化
員 つ象 を員 は 非 員 つ象 を員 は
に て者 検 . 考 正 に て者 検 . 考
な いは 討更 え 社 な いは 討更 え
つ る組 中に て 員 つ る組 中に て

組合本部計 3.4 6.117.960.7 7.1 4.7 507 2.8 4.5 3.778.710.3 507

製造業計 0.4 2.211.273.0 7.9 5.2 267 0.4 1.5 2.687.3 8.2 267

製造莱莱檀別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -. 4.8 8.179.0 4.8 3.2 62 -. 1.6 4.883.9 9.7 62

1.4 1.415.168.512.3 1.4 73 -. 2.7 1.484.911.0 73

･- 2.610.369.2 2.615｣4 39 -. .- -.94.9 5.1 39

その他製造業 -. 1.110.874.2 8.6 5.4 93 1.l l.1 3.288.2 6.5 93

企莱規模別 300人未満 -. 2.6 7.769.220.5 -. 39 ･- -. 2.692.3 5.1 39

300人以上 -, 2.911.472.9 8.6 4.3 70 -. -. 1.492.9 5.7 70

1000人以上 1.8 -. .8.980.4 5.4 3.6 56 -. .- 5.483.910.7 56

3000人以上 -. -.12.583.9 3.6 -. 56 ･- 1.8 3.691.1 3.6 56

非製造業計 6.8 9.826.147.0 6.0 4.3 234 5.6 7.7 4.769.712.4 234

非 建設業製造 電気 .ガス .熱供業 給業業 情報通信業種別 運輸業 ･- -. 3.689.3 7.1 -. 28 10.7 3.6 3.671.410.7 28

-. 8.316.758.3 8.3 8.3 12 -. 8.3 -.83.3 8.3 12

-. -.30.861.5 7.7 -. 13 ･- 30.8 -.53.815.4 13.

6.514.529.038.7 3.2 8.1 62 1.6 1.6 .- 80.616.1 62

卸売 .小売業 16.910.824.636.9 4.6 6.2 65 9.213.810.855.410.8 65
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(2)支部調査(支部Q14)

支部の状況についてみたのが､図表2-32である｡これは ｢全員組合員になっている｣｢組

織化対象者は組合員になっている｣｢一部は組合員になっているが､更に組合員化を検討中｣

の合計である｡総じて､非製造業で組織化が進んでいるが､製造業では組織化が進んでい

ない状況がわかる｡

図表2-32 支部における非正社員などの組織化状況

(%､支部調査)

(1)(2)(3)
パ 嘱 課
ー 託 長 件
ト . 相 数

社 契 当

員 約 の
社 管
員 理

職

組合支部計 21.928.611.8 535

製造業計 12.715.2 6.7 283

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 15.515.515.5 58

9.314.0 2.3 86

7.0姓専 4.7 ■43

その他製造業 16.713.5 6.3 96

非製造業計 32.344.417.3 248

非製追莱莱種別 建設業 -. 2.9 2.9 35

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 4.5 9.1 4.5 2218

運輸業 19.6転 寺 7.8 51

卸売 .小売業 72
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(3)非正社員からの苦情や相談(支部Q13)

最後に､組合支部が､非正社員からどの程度の苦情や相談を受けているのかをみておく

ことにしよう｡組合員であれ､非組合員であれ､非正社員が増加している現在､職場の組

合にとって重要な活動である｡図表2-33をみられたい｡｢パー ト社員｣ の一部を除けば､

もちろん彼ら･彼女らは組合員ではない｡

図表2-33 非正社員からの苦情や相談 (%､支部調査)

(イ)パー ト社員

件
数

無
回
答

の
苦
情
処
理
制
度

の
対

(
象
に
な

っ
て
い
な
い

射

ほ
と
ん
ど
出
て
い
な

＼

ー

､h
y

封
あ
ま
り
出
て
い
な
い

(か

よ
く
出
て
い
る

nrll
D
頻
繁
に
出
て
い
る

円Ⅶ川u

パ
ー
ト
社
員
比
率

0%

5%未満

5%以上

10%以上

50%以上

(口)派遣社員

●●● ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

-･ 5.928.232.931.8 1.2

-･25.030.025.020.0 -･ 40

･- 15.336.122.223.6 2.8 72

8.530.549.2 5.1 6.8 -･ 59

件
数

無
回
答

封
苦
情
処
理
制
度

の
対

(
豪
に
な

っ
て
い
な
い

弟

ほ
と
ん
ど
出
て
い
な

＼

(
､.レ

封
あ
ま
り
出
て
い
な
い

ruJHU
幻
よ
く
出
て
い
る

nⅦLU
D
頻
繁
に
出
て
い
る

JJHU

派
遣

社
員
比
率

満

上

未

以

%

%

%

0

5

5

10%以上

0-･ 6.322.533.836.3 1.3 80

-･ 8.036.022.030.0 4.0 50

･- 12.931.812.937.6 4.7 85

(ハ)請負社員

件
数

無
回
答

の
苦
情
処
理
制
度

の
対

(
象
に
な

っ
て
い
な
い

弟

ほ
と
ん
ど
出
て
い
な

＼

(

-
∨

封
あ
ま
り
出
て
い
な
い

nutJu
幻

よ
く
出
て
い
る

iZⅦ■一u
D
頻
繁
に
出
て
い
る

iHrLu

請

負社員
比
率

満

上

未

以

%

%
%

0

5
5

10%以上

-･ -･ ･- ･- -･ -･ 0

-･ -･ll.144.444.4 ･- 18

･- 10.521.121.142.1 5.3 19

-･21.423.819.035.7 -･ 42
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｢パー ト社員｣が50%以上の事業所

では､苦情や相談がよく出ている割合

が約 4割に達している｡

｢派遣社員｣の場合には､｢パー ト社

員｣ほど､組合には苦情や相談はない｡

それでも10%以上になると､やはり一

定数の相談などがある｡

｢請負社員｣もその構成比が増える

にしたがって､相談事や苦情を組合に

出している｡組織化対象ではないが､

組合はそうした労働者に対しても対処

しているのである｡｢請負社員｣は ｢派

遣社員｣よりも法的には一層遠いが､

相談などは ｢派遣社員｣ よりもむしろ

多くなっていることは注目に値する｡



5.小括

多くの調査が示すのと同様に､本調査においても近年正社員が大幅に減少し､非正社員

が大幅に増えたことが確認された｡その関係は､代替的であったといえる｡しかし､この

代替関係は不可逆的であり､好景気になったとしても非正社員が減少するとは見られてい

ない｡つまり､好況時には､正社員の増加とともに非正社員も増加するとみられている｡

つまり､好況時は補完関係が成り立っ｡ この点は､繁忙期と閑散期における正社員比率を

みれば明らかである｡また､今後の見通しにおいてもそれは確認されている｡

こうした状況のなかで､非正社員を対象とした労使協議がますます重要になっている｡

社外人材の ｢導入の是非｣｢仕事内容｣｢配置する仕事｣｢管理監督する正社員の配置 ･役割｣

については､組合員に直接関係することから､2-3割の組合ではそれなりの対応をしてい

る (7-8割の組合はほとんど対応ができていない)｡また､派遣/請負元の選定や派遣/請

負元との交渉に関しては対応度が更に低く､例えば､組合支部はわずか 1割程度が組合本

部に対応を任せているにすぎない｡にもかかわらず､積極的に組合組織化や積極的な働き

かけをしようとする意欲は ｢卸売･小売業｣ を除けば､かなり弱い｡製造業では､とくに派

遣社員や請負社員に対しては ｢他の会社の人｣という意識が強いようにおもわれる｡組合

の非正社員-の対応は残念ながら低調といわざるをえない｡

とはいえ､実際､非正社員比率が高まるとともに､彼らから苦情や相談が出されている｡

同じ職場に働く者として､職場では組合として全く無関心であり得ないであろう｡非正社

員や課長相当職という企業内未組織層の組織化を検討するとともに､こうした社外人材と

の連携をとるために､こうした人材を組織化する個人加盟の一般組合-の加入促進とそう

した一般組合との連携という2段構えの組織化が必要なのではないだろうか｡ただ､その

道はかなり厳しい｡
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第 3章 労働組合の経営参加

1.経営参加､経営対策強化のために必要なこと (本部Q14､支部Q24)

ー労働組合は自らの経営参加､経営対策強化のために何が必要と考えているのであろうか

(2つ以内選択)｡まず､組合本部の結果を見てみよう｡その第 1位は､｢労働組合の経営

分析能力の強化｣(63.9%)であり､第 2位は｣｢日常的な情報交換の強化｣(59.8%)で､

この2つ-の集中度が際立っている｡第 3位は､｢労働組合の発言力の強化｣(24.3%)で

4分の 1弱､｢労使協議機関の対応力の強化｣(22.7%)が続き､｢経営情報の開示｣(10.8%)､

｢労使協議付議事項の拡大｣(4.7%)という回答は低い｡

製造業と非製造業の間で上記の項目についての回答順位や比率に顕著な差は見られない｡

業種別では､｢労働組合の経営分析能力の強化｣が､製造業で､電機 ･電子 ･情報通信機器

と輸送用機械で､74.2%､74.4%､非製造業で､建設業､情報通信業が 78.6%､76.9%と

顕著に高く､｢日常的な情報交換の強化｣は､製造業で､鉄鋼 ･化学等素材関連で 67.1%､

電気 ･ガス ･熱供給業､卸売 ･小売業､その他サービス業で､91.7%､63.1%､69.0%と

第 1位で高い｡技術革新や産業構造の変化の激 しい業種では､労働組合の経営分析能力向

上によって状況をしっかり把握することが､労働集約型の業種では､経営側 との日常的な

情報交換の強化によって課題に向き合 うことが重視されている｡

対策強化のために必要なことで､属性的に最も特徴を示 しているのが､正社員規模別で

ある (図表 3-1)0

図表 3-1 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なこと (正社員規模別)
(本部調査､複数回答､単位 :% ･件)

労働組合 労使協議 労使協議 労働組合 日常的な経営情報 Iーその甲 ∩

の経営分 機関の付 機関の対 の発言力 情報交換開示への

析能力の強化 議事項の拡大 序力の強化 の強化 の強化 取組みの強化

100人以上 7.5 17.0 24.5 ll.3 53:./,.I/:#章…:I:柵 ●l_+::_,
300人以上 ･:i.:苧 謙.至詫… 6.4 27.7 36.2 .._...42.6 12.8 47

500人以上 7.0 20.9 25.6 10.5 8 6懲舘苦
1,000人以上 7.4 24.7 19.8i･:㌔,::.}:.A ll.1 1.2 81一十
2,000人以上 10.3 28.2 17.9;i韓妄:t～:: 5.1 39蕪二∴_:二

3,000人以上 1.9 15.1 22.6:.>:.≠;;≡/I,.# ll.3 53早

5,000人以上 34.0 21.3･:.:.:i.:.:力:::た<.:# 8.5 47

10,000人以上 22.5 15.0:::..,･>:.'i 2.5 10.0l 401

合計 ay こゞlL<.賀 5.2 23.6 24.2 10.5 1.1 466

注 :正社員数および本間に回答のあった組合について再集計

正社員数 1,000人を境に､1,000人未満の企業 (100人未満のみ異なるが)の組合では､

｢労働組合の経営分析能力の強化｣が､第 1位を占め､1,000人以上の企業の組合では､｢日

常的な情報交換の強化｣が第 1位を占めている｡1,000人未満の組合では､｢労働組合の発
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言力の強化｣も相対的に高い｡また､中堅 ･中小の組合では､｢労使協議機関の対応力の強

化｣も相対的に高く､総じて労働組合の経営対策力の強化が求められている｡

次に､雇用調整や組織再編の関連と経営対策強化のために必要なことの相関を見てみよ

う｡

企業の合併､事業売却､分割､事業所閉鎖等の組織再編が実施された組合と実施されなか

った組合の別に経営対策強化のために必要なことについての回答割合を見た (図表 3-2)0

図表3-2 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なこと (組織再編の有無別)

(本部調査､複数回答)

注 :組織再編の有無および本間に回答のあった組合について再集計 (n=498｡組織再編が実施された 286

組合､実施されなかった212組合｡)

組織再編の実施されなかった組合では､｢労働組合の経営分析能力の強化｣が､第 1位を

占め､67.0%､第 2位は､｢日常的な情報交換の強化｣で 51.9% であるが､実施された組

合では､｢日常的な情報交換の強化｣が､第 1位を占め､66.8% ､第2位が ｢労働組合の経

営分析能力の強化｣で 61.5% という結果となっている｡また､｢労使協議機関の対応力の

強化｣と ｢労働組合の発言力の強化｣も実施されなかった組合が21.7% ､28.8%であるの

に､実施された組合では､23.4%､21.0% と順位も逆転しウェイ トも多少異なっている｡

組織再編が実施されなかった組合では､労働組合自身の能力強化に高い関心があるのに対

して､実施された組合では､労使間のコミュニケーションと対応力の強化を重視している｡
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図表3-3 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なこと

(過去5年間における雇用調整の有無別)

(本部調査､複数回答､単位 :% ･件)

労働組合の経 労使協議機関 労使協議機関 労働組合の発 経営側との日 経営情報開示 iその他Il ∩
営分析 の付議 の対応 貢力の 常的な への取
能力の 事項の 力の強 強化 情報交 組みの

強化 拡大 化 換の強化 強化

正社員の解雇 68.8 0.0 12.5 50.0 43.8 1亘.5 0.0 16

希望退職や早期優遇退職の募集 65.2 3.7 26.2 20.7 62.2 9.1 0.0 164

雇用調整は何もしなかつた 63.8 4.8 25.7 26.7 57.1 12.4 1.0 105

注 :過去 5年間における雇用調整の実施状況のうち､｢正社員の解雇｣｢希望退職や早期優遇退職の募集｣

｢雇用調整は何もしなかった｣の3項目および本間に回答のあった組合について再集計

労働組合にとって､直接雇用に関わる厳しい雇用調整が行われた組合と雇用調整が何も

行われなかった組合との間で､経営対策強化に必要なことの思いに違いはあるのであろう

か (図表 3-3).正社員の解雇が行われた組合はさすがに 16組合と少ないが､敢えて独立

して集計した｡結果として､｢労働組合の経営分析能力の強化｣が､第 1位を占め､その他

は有意性の指摘は困難であろう｡ここで指摘したいのは､サンプル数の絶対的な少なさは

あるものの､正社員の解雇が行われた組合で､｢労働組合の発言力の強化｣を重視している

組合が半数を占めていること､｢日常的な情報交換の強化｣ もそれに次ぎ､3つのポイント

を強化すべきと考えていることがほぼ浮き彫 りになった｡

さらに､過去 5年間における雇用調整の実施状況の各項目を因子分析で類型化し､その

因子を構成する項目と経営対策強化に必要なことをクロス集計してみた (図表 3-4)0

図表3-4 過去5年間における雇用調整の実施状況因子分析因子

転換調整.人員抑制 非正規調整 時間調ヨ改正
-.-..-i,:::ぎ･:.i.-.:i :hi:..･-//.-.:.:.I....... >,A:::i.:.:≒こ: -0.0281 0.2095 0.1410･>:: :ち.:. A

機 ■■■､■→●→/:.:..I:.:.:.i.:.::′;.:,:.:拭放.:.: :.:.>･:.:.::..チ.:.:～:く:.:.: :.:.:. 0.0308 0.2095 0.0243
拙 :≒::～:''.'':.:.:,::1㍍:':.::.tき. ･..●ヽ I.'i':;'.::.'.∫.t,'.:.:.:I I 0.2059 0.0030 -0.0004

壊 て~tL 0.0480 -.lll.･.一･･.-.lll.一･･. 0.0969 0.0264
調p.=;;≡;千.二

≡希 ≡≡.≒ヽ= 0.2393 0.0149 0.0171
:ミヽ :ail 0.2059■ 0.1218:V.... 0.0570::,....I..:≠:..!..:::.. .!;丁.:I:

三≒昌≡番 鉦享 0.0984 0.1298 -0.1377;:..芦'...;蕪三
漢､ヽ･:令燕. ¥5欝…鞍*.:.:;.…;:. i:.}i.ヽこ:.tr:.'i.:.:.¥:≒: -0｣0390 -0.0550 -0.0149茅:>'慕 ".-.:..:,鼓X.:*:.}A+¥ :.V.:.～:=治:諜…毒̀一重g_.:S:き; 吹>.i:Iヽヾヾ～:｡ゝa鞍

(.ヾヽ .i 0.0337 0.0639 0.0715I早 :㌔ モ{.モ ･:.>':Si
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因子抽出法:主因子法.回転法:Kaiserの正規化を伴わない/(リマックス法
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配置転換､職種転換､出向 ･転籍は､｢要員の転換による調整｣を共通因子､新卒採用の

削減 ･停止､中途採用の削減 ･停止､希望退職や早期優遇退職の募集は､｢人員減 ･抑制｣､

派遣 ･請負社員の削減､パー トなどの解雇 ･雇用契約停止は､｢非正規社員による調整｣､

ワークシェアリング､操業時間の短縮 ･労働日数の削減､時間外労働の削減は､｢時間によ

る調整｣という共通因子で説明できるが､正社員の解雇はまったく独自であることが分か

った｡上記の因子を構成する項目ごとに経営対策とクロス集計したのが図表 3-5である｡

図表3-5 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なこと

(雇用調整の実施状況因子別)

(本部調査､複数回答､単位 :% ･件)

労働組合 労使協議 労使協議 労働組合 経営側と 経営情報 その他 ∩

の経営分 機関の付 機関の対 の発言力 の日常的 開示への
析能力の 議事項の 応力の強 の強化 な情報交 取組みの
強化 拡大 化 換の強化 強化

転換調整 67.8 4.2 20.5 22.7 60.6 ll.4 0.8 264
人員抑制 64.4 3.4 24.9 23.8 60.9 9.2 0.0 261
非正規調整 66.3 4.7 1~~由 22_,__i _64.__Q 1i~二~8 o~.d ;●

注 :過去 5年間における雇用調整の実施状況および本間に回答のあった組合について再集計

結論的に見ると手段はどのような方法であれ､｢調整｣を行 う状況下で歴然とした差は見

ることができなかった｡しかし､｢労使協議機関の対応力の強化｣は､非正規調整と比べる

と人員抑制は有意に高い､｢日常的な情報交換の強化｣は非正規調整､時間調整でわずかに

高いなどの結果からは､雇用調整の経験内容によって､課題とすべき方向に若干の差のあ

ることが窺える｡

最後に､支部一事業所レベルにおいても労使協議システムがあるかないかの別に､経営対

策強化のために必要なことの差があるのかを見ておきたい (図表 3-6)0

結論的に言うとかなりの差がある｡｢労働組合の経営分析能力の強化｣｢日常的な情報交

換の強化｣が第 1位､2位であることは変わらないが､支部協議ありの組合では､65.0%､

62.2%､支部協議なしの組合では､57.7%､54.6%と､支部協議ありのほうが集中度がか

なり高い｡支部協議なしの第 3位は､｢労働組合の発言力の強化｣で 29.9%と､支部協議

ありの組合 (22.7%)より高い｡次いで､｢労使協議機関の対応力の強化｣18.6%､｢経営

情報開示-の取り組みの強化｣17.5%と続いている｡この情報開示-の高い要求は､支部

協議システムがないだけに明確な支部-の報告を企図していることからくると思われる｡

同様に ｢労使協議機関の付議事項の拡大｣が8.2%と協議ありの組合より5%ポイント弱高

いのも､支部協議をカバーする付議事項を要求してのことと推察される｡
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図表3-6 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なこと (支部協議の有無別)

(本部調査､複数回答､単位 :% ･件)

労働組 労使協 労使協 労働組 日常的 経営情 その他 無回答 ∩

合の経 議機関 議機関 合の発 な情報 報開示

営分析 の付議 の対応 貢力の 交換の への取

能力の強化 事項の拡大 力の強化 強化 . 強化 組みの強化

支部協議あり 65.0 3.3 23.7 22.7 62.2 9.3 1.5 0.8 397
支部協議なし 57.7 8.2 18.6 29.9 54.6 17.5 0.7 6.0 97

注 :支部協議の有無および本間に回答のあった組合について再集計

労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なことを支部はどう考えているのであ

ろうか (図表 3-7)0

当然のことながら労働組合の本部と支部の役割､機能は異なる｡今回調査の本部 ･支部

の関係は､連合各産別の加盟組合とその支部の関係であるから､よって立つ企業の基盤は

ほぼ同じと考えられるが､労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なことについ

ては､微妙な違いが見られる｡順位が異なり､ウェイ トが異なる｡支部調査の第 1位は､

｢日常的な情報交換の強化｣55.1%､第2位は､｢労働組合の経営分析能力の強化｣53.3%

でほとんど差はなく､第 1位､2位とも本部ほど集中していない｡第 3位は､｢労使協議機

関の対応力の強化｣で28.0%と本部より5%ポイント強高い｡｢労働組合の発言力の強化｣

は20.4%と本部よりわずかに低い｡業種別などの属性で見ても､本部が技術革新の激しい

業種は経営分析能力の強化が顕著であったのに､支部ではそうした特徴は見られない｡正

社員 (事業所)規模別でも､300人以上の事業所の支部が ｢日常的な情報交換の強化｣が

際立って高い以外は､有意な差は見られない｡

図表3-7労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要なこと

(本部調査 ･支部調査､複数回答､単位 :% ･件)

労働組 労使協 労使協 労働組 日常的 経営情 その他 無回答 ∩

合の経 議機関 議機関 合の発 な情報 報開示
営分析 の付議 の対応 富力の 交換の への取

能力の強化 事項の拡大 力の強化 強化 強化 組みの強化

本部 63.9 4.7 22.7 24.3 59.8 10.8 1.2 0.6 507
支部 53.3 4.7 28.0 20.4 55.1 12.1 0.7 6.0 535

2.組織再編に労働組合の果たした役割

労働者の雇用や処遇を大きく左右するものとして､近年､多くの企業で組織再編 (合併､

事業売却､分割､事業所閉鎖等)が実施されている｡本項では､その組織再編において､

労働組合 (本部に限らず下部機関も含め)の果たした役割についてみていく｡
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(1)組織再編は実施されたか (本部Q15A)

過去 5年間における組織再編が実施されたかどうかでは､56.4%で実施され､実施され

なかったは41.8%にとどまっている (図表 3-8)｡製造業と非製造業全体では､実施された

が製造業で 3%ポイントほど上回るが､個別の業種ほどの差はない｡業種別で ｢実施され

た｣が高いのは､情報通信業 76.9%､電気 ･ガス･熱供給業 66.7%､卸売 ･小売業 66.2%､

輸送用機械 64.1%､鉄鋼 ･化学等素材産業 61.6% ､電機 ･電子 ･情報通信機器 59.7%等

である｡

製造業の企業 (正社員)規模別に見ると極めて顕著な結果が示されている｡組織再編が

実施された組合は､300人未満で 35.9%であるのに対し､規模が大きくなるほど級数的に

拡大し､10,000人以上では85.2%に達している｡

また､支部協議ありの組合と協議システムなしの組合で大きな差が出ている｡

図表3-8 過去5年間における組織再編の実施状況

(本部調査､単位 :% ･件)

組織再編 !が実施された 組織再編 室は実施されなかった 舞回答l ∩

合計 56.4 41.8F 1.8 507

300人以上 44.3 54.3 1.4 70

1,000人以上 66.1 28.6≡ 5.4 ~56

3,000人以上 69.6 30.4l】 56-
10,000人以上 85.2 14.8Ii 27

支部協議有無別 支部協議あり 60.2 37.5 2.3 397

さらに､5年前と比べた経営状況と過去 5年間における組織再編 のクロス集計を見ると

興味深い結果が出ている (図表 3-9)0

5年前と比べた経営状況が非常に良いと答えた組合では､組織再編が実施されたのは､

製造業 64.2%､非製造業80.0%であり､以下､企業パフォーマンスが悪くなるほど実施さ

れたが減 り実施されなかったが増える傾向にある｡組織の効率化が現実の企業パフォーマ

ンスの向上につながっていると少なくとも組合は受け止めている｡
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図表 3-9 過去 5年間における組織再編の実施状況 (5年前と比べた経営状況別)

(本部調査､単位 :% ･件)

組織再編が実施された 組織再編は実施されなかった ∩

合計 57.5 42.5 -489

製造業 59.3 40.7 258

非常に良い 64.2 35.8 67

特に変似 よない 5_P,q 与p._O 22
あまり良くない 5ナ.1 42.9 42
非常に良くない 45.5 54.5 22

非製造業 .55.5 44.5 227

非常に良い _______._8P_,q 20.0 20
まあまあ良い 53.7 46.3 67
痔f±変化はなし~i :~~~音子:i i~i~二盲~~~ 4-6
あまり良くない 53.4 46.6 73
非常に良くない 44.4 55.6 27

無回答 50.0 50.0 4

まあまあ良い 100.JO 0.0 1

特に変化はない P,0 10P.O 1
あまり良くない 0.0 100.0 1

注 :5年前と比べた経営状況および本間に回答のあった組合について再集計

次に雇用調整の実施状況別に組織再編実施の有無を見てみよう (図表 3-10)0

図表3-10 過去 5年間における組織再編の実施状況 (実施された雇用調整の種類別)

(本部調査､単位 :% ･件)

組織再編が実施された[ 贋 慧欝サ つた illl nIll

l

正社員の解雇 i 56.31｢~ ■~-43.81 16

希望退職や早期優遇退職の募集 辛 .74.㌢｢｢ 25.8_ 163
出向.転籍 i 77.0 2°3.0 213

操業時間の短縮 .労働 日数の削減l 50.0主 50.0 16

ワ-クシェアリング I. ⊥ 37.5.I1 62.5 8

配置転換 66.71 33.3i 126
職種転換 N ~一二｢ ~~丁737篭 263ぎ 76

車重選局の削減.停止 68.3; 31.7… 63
パートなどの解雇.雇用頁両帝正~ 67.8 32.2+ 59

派遣.請負社員の削減 . 68.6 31二4 51

その他 . 5-0.0喜 50.0 -4

注 :過去 5年間における雇用調整の実施状況および本間に回答のあった組合について再集計
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どのような雇用調整が行われた組合で企業組織の再編が行われたかを見ると､出向 ･転

籍 77.0%､希望退職や早期優遇退職の募集 74.2%､職種転換 73.7% が際立って高く4分

の3前後であり､正社員の解雇 56.3%､ワークシェアリング37.5%などは他の雇用調整に

比べて低い｡雇用調整は何もしなかった企業の組合では､組織再編を実施したのは36.5%

と少ない｡この5年間が､企業にとって雇用､人員､組織にわたっての構造調整期であっ

たことが浮き彫 りになっている｡

(2)組織再編に果たした労働組合の役割 (本部Q15B)

次に､こうした企業の組織再編に対して労働組合がどのような役割を果たしたのかを見

てみよう｡今回のアンケー トでは､組織再編に伴 う､｢労働 ･雇用に関する施策に対し､組

合員の納得を得られた｣か､｢組合員の意向を経営に理解させた上で実施できた｣か､｢協

議 ･交渉において時間をかけてじっくりと対応できた｣か､｢労使協議は総じてうまく機能

した｣かの4点を聞いている｡

組合員の納得を得られたかは､｢そう思う｣41.6%､｢ややそう思う｣41.6%､｢あまりそ

う思わない｣12.2%､｢そう思わない｣3.5%で､大多数の組合で今回の組織再編に伴 う､

労働･雇用に関する施策に対し､組合員の納得を得られたととらえている｡これに対して､

組合員の意向を経営に理解させた上で実施できたかは､｢そう思う｣36.0%､｢ややそう思

う｣36.0%､｢あまりそう思わない｣20.6%､｢そう思わない｣5.9%と､肯定的な評価がや

や下がり､否定的な評価がやや強い｡時間をかけてじっくりと対応できたかは､｢そう思 う｣

24.1%､｢ややそう思 う｣37.4%､｢あまりそう思わない｣26.9%､｢そう思わない｣10.1%

と､｢そう思う｣がさらに低くなり､そう思わないが 37.0%と3分の 1を上回る否定的な

評価の組合がある｡それらを合わせた総合的な評価である労使協議は総じてうまく機能し

たかについては､｢そう思う｣31.1%､｢ややそう思う｣42.0%､｢あまりそう思わない｣21.3%､

｢そう思わない｣4.2%と､やや平均的な結果となっている｡

労使協議を肯定的に評価している (｢そう思う｣+｢ややそう思う｣)組合を属性別に見

るとかなりの違いが見られる (図表 3-ll)0

図表 3-11 労使協議の肯定的評価計 (｢そう思う｣+｢ややそう思う｣)

(本部調査､単位 :% ･件)

組合員の 組合員の 時間をか 労使協議 ∩
納得を得 意向を経 けてじつくは総じて

られた 宮に理解させた りと対応できた うまく機能した
合計 83.2 72.0 61.5 73.1 286
製造業 89.6 76.0 64.3 79.2 154
非製造業 75.0 67.2 57.~0 ■65.6 128
支部協議あり 86.2 78.2 66.1 78.2 239
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組合員の納得を得られたかでは､製造業が89.6%と9割近くに達しているのに､非製造

業では､75.0%と4分の3である｡組合員の意向を経営に理解させた上で実施できたかも､

製造業 76.0%､非製造業 67.2%､時間をかけてじっくりと対応できたかも製造業 64.3%､

非製造業 57.0%､労使協議は総じてうまく機能したかについても､製造業 79.2%､非製造

業 65.6%とすべての項目で製造業の肯定的な評価が高い｡製造業の中でもとりわけ肯定的

な評価が高いのは､電機 ･電子 ･情報通信機器で､組合員の納得を得られたでは97.3%に

及んでいる｡非製造業は全般に肯定的評価が低いが､建設業では､組合員の意向を経営に

理解させたで 84.6%と高いのに､組合員の納得を得られたでは 61.5%と23.1%ポイント

も低く､他の傾向と異なっている｡

支部協議ありとなしでも際立った違いが出ている｡すべての項目で支部協議ありで肯定

的評価が高いが､支部協議なしでは､組合員の納得を得られたの項目以外では､否定的評

価が6割前後と全体の傾向とは際立った違いとなっている｡

図表3-12組合員の意向を経営に理解させたうえで実施できたか

(実施された雇用調整の種類別)

(本部調査､単位 :%)

そう思うややそう思う あまりそう思わない そう思わない 合計 *そう思う計◆ *そう思わない計

正社員の解雇 22.2 33.3 22.2 22.2 100.0 55.6 44.4
希望退職や早期優遇退職の募集 33.6 39.5 24.4 2.5 100.0 73.1 26.9
出向.転籍 41.7 32.5 19.6 6.1 100.0 74.2 25.8
操業時間の短縮.労働日数の削減 62.5 25.0 12.5 100.0 62.5 37.5
ワークシェアリング 66.7 33.3 100.0 100.0 0.0
時間外労働の削減 42.9 35.7 15.7 5.7 100.0 78.6 21.4
配置転換 37.8 30.5 23.2 8.5 100.0 68.3 31.7
職種転換 41.8 27.3 21.8 9.1 100.0 69.1 30.9
新卒採用 37.9 34.7 21.0 6.5 100.0 72.6 27.4
中途採用の削減.停止 47.6 33.3 16.7 2.4 100.0 81.0 19.0
パートなどの解雇.雇用契約停止 37.5 25.0 30.0 7.5 100.0 62.5 37.5
派遣.請負社員の削減 48.6 31.4 14.3 5.7 100.0 80.0 20.0
その他 100.0 100.0 100.0 0.0

注 :過去 5年間における雇用調整の実施状況および本間に回答のあった組合について再集計

労使協議の評価と雇用調整の種類別のクロスで特徴のあるのは､組合員の意向を経営に

理解させたかである(図表 3-12)｡正社員の解雇が行われた組合では､｢そう思 う｣が22.2%

と際立って低く､｢そう思わない計｣が 44.4%と高い｡パー トなどの解雇 ･雇用契約停止

でも ｢そう思う｣が37.5%と低く､｢そう思わない計｣も37.5%と他に比べて高い｡

全体として､働く人の雇用機会については､職場の意見を経営の意向に反映できていな

いことが示されており､深刻な課題として受け止める必要がある｡
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3.労働組合の経営参加において生じている問題点 (本部Q15自由記入､支部A2)

労働組合が進める経営参加において､どのような問題が生じているかを本部 ･支部とも

自由記入方式で回答してもらった｡具体的内容について回答が得られたのは､本部が 79

組合､支部が96組合 (いずれも具体的な問題を記入してくれた組合本部･支部)であった｡

それらすべては､巻末に参考資料として掲載しているので参照いただきたい｡

ここでは､ごく特徴的な点に触れておきたい｡

図表3-13 労働組合の経営参加において生じている問題点のマッピング

労働組合の経営参加において生じている問題点を大づかみに分類すると､1つは､｢経営

側のスタンス｣､｢経営側の能力や企業の力量｣の問題があり､労働組合側では､｢経営分析 ･

経営対応能力等労働組合の能力｣､｢労使課題をいかに組合員に理解してもらうか｣という

側面でとらえられる問題があり､労使の間に存在する ｢労使コミュニケーションの課題｣

や ｢時代や産業 ･企業等の構造変化にいかに対応するか｣という問題を､労働組合側は意

識している (図表 3-13)0

(1)経営側のスタンス

経営側のスタンスが問題となっている側面で強調されているのは､経営側が組合の経営

参加を認めない､協議が形式化している､コス ト偏重などである｡特徴的な意見を紹介す

る｡
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労務機能の低下により､労使関係のうち会社側意識に希薄な部分が散見され､ギクシヤ

クする場面が多くなっている｡(本部 :電気 ･ガス ･熱供給業､10,000人以上)

要員確保の問題や雇用区分の問題等については､収支をもつ事業所単位の問題であると

いうのが会社側のスタンスで､全社的に個々の業務責任を明確にしたうえでの戦力構造の

見直しを図りたい組合側のスタンスが乗離しており､話がかみ合わない｡(本部 :運輸業､

300人以上 1,000人未満)

経営側は労働組合の意見に耳を傾けない｡形式的な協議を行 うのみ｡(本部 :運輸業)

経営側が提案 (組合側)を受け入れない｡協議はするが､実行されない｡(本部 :医療 ･

福祉 ･教育 ･学習支援業､300人未満)

要求に対して会社側の対応に時間がかかりすぎる｡経営に対する事は､事後報告が多い｡

(支部 :輸送用機械､300人以上 1,000人未満)

経営側が乗り気でなく､進まない｡(支部 :電機 ･電子 ･情報通信機器､100人未満)

(2)労使コミュニケーションの課題

労使協議で､労使向かい合っているが抱えているという問題点では､情報 (インサイダ

ー問題等)や意見の交換の不足､協議が成果につながらない (決定権､参加権)､コス トと

雇用等をめぐる労使の認識の帝離､企業の再編 (グループ化)等による新しい労使関係の

構築に伴 う問題等が挙げられている｡代表的な意見を紹介する｡

外資の影響が強くなった親会社の経営施策 (人事 ･組織 ･グループ関係企業-の指導 ･

支配強化等)の決定に際して､事前情報が極端に少なくなった｡親会社経営戦略-の意見

反映 ･影響力の拡大が急務 (従来はある程度意見反映させていた)(本部 :輸送用機械､300

人以上 1,000人未満)

グループ経営が進化し､各企業の独立性が低下し､グループを交えた協議も並行して行

わなければ､実効的でなくなってきている｡しかしながら､グループ との有効な協議は数

少ない｡(本部 :運輸業)

事業移管､分社化等の施策に加え､連結経営重視の流れの中で､関連会社との労使協議

のあり方について早期に方向性を兄い出し具体化していく必要がある｡又､関連会社プロ

パー社員の組織化についても同様に早期に取組む必要がある｡(本部 :輸送用機械､10,000

人以上)
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労使間で検討すべき課題が山積しており､1年を通じて労使による検討委員会を頻繁に

開催 しなければならない状況にある｡(本部 :電機 ･電子 ･情報通信機器､300人以上 1,000

人未満)

組合から経営方針に対して意見を述べ､会社側も組合の意見に対して努力する事を約束

するが､結果として成果がみられない｡(本部 :情報通信業､300人以上 1,000人未満)

雇用を守ることと､競争力を強化することとのバランス感覚に労使の認識に帝離がある

こと｡ (支部 :その他製造業､300人以上 1,000人未満)

経営との情報交換を実施するが､どのレベルまで､情報を公開していけばよいか｡特に

春闘の情報までインサイダーにかかったり､経営より公表は避けるようにと言われる｡し

かしそれでは組合員は理解してくれない｡(支部 :情報通信業､1,000人以上)

労使一丸となり企業再建を目的に取り組んでおり､労働条件 (職場環境改善､休暇の取

得出来る人員対策)-の取り組み､大規模な予算を伴 う改修等が後手にまわらざるを得な

いことが､組合幹部として悩ましさを感ずる｡(支部 :鉄鋼 ･化学等素材､300人以上 1,000

人未満)

(3)経営側の能力等

経営側の能力等は､他の分類ほど明確なグループをなしているわけではなく､広い意味

での経営側の実行能力､窓口やマネージメント層 ･管理職の能力や体制上の問題､親会社

に対しての力量の問題等が広く指摘されている｡いくつかを紹介しよう｡

正論であっても様々な要因から受入れられない事が多々有る｡また､投下できる資本に

限りがあり､意見を実現する事が難しい｡(本部 :鉄鋼 ･化学等素材関連､300人以上 1,000

人未満)

間接費削減により､人事労務部門が業務過多の状態にあり､対応が遅くなった｡(本部 :

その他製造業､1,000人以上 3,000人未満)

労使双方､経営課題認識は共通しているが､マネージャー (課長)レベル～職場に伝わ

りにくい (支部 :輸送用機械､1,000人以上)

経営層が親会社からの出向者や転籍者ばかりであるため親会社からの方針がそのまま引

き継がれる｡よって自社としての労使協議等はあまり影響力がなく､労働組合としても経

営層より親会社組合-申し入れることが多い｡(公式な申し入れではない)(支部 :情報通

信業､100人未満)
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会社の説明があるが､実行力がない｡実行されない事に対して実行される担保がないの

で､いつも同じ回答がくり返される｡(支部′:運輸業､300人以上 1,000人未満)

(4)時代 暮産業構造の変化

時代や産業 ･企業等の構造変化によって､労使協議上生じている問題として挙げられて

いるのは､課題分析の専門化-の対応､経営側の経営戦略､構想力等の問題､雇用形態の

変化 ･多様化-の対応等が挙げられている｡いくつか紹介しよう｡

事業が細分化し､課題の分析に必要な専門知識が深まっている｡よって分かる人しか分

からない部分が増えている｡(本部 :電機 ･電子 ･情報通信機器､10,000人以上)

雇用形態において､派遣や請負の社員が増えてきているが､従業員構成上適切な比率が､

どれくらいなのかを明確にできない｡(本部 :輸送用機械､300人以上 1,000人未満)

非典型労働者の増加に対する対応 (特に物づくり現場)で技能伝承や人材育成が遅れて

いる｡(支部 :輸送用機械､1,000人以上)

競争社会において､長期的ビジョンが明確となっていない｡経営戦略に対するチェック

が機能していない｡(本部 :その他サービス業､3,000人以上 10,000人未満)

インサイダー取引や株主対策等で重要労使協議事項の事前調整が難 しくなった｡(支部

電機 ･電子 ･情報通信機器､1,000人以上)

(5)労働組合の能力

労使協議に対応する問題点として､労働組合側の様々な能力が挙げられている｡中でも

多かったのは､労働組合の経営分析能力で､本部 16組合のうち5組合､支部 28組合のう

ち8組合が挙げている｡次いで多いのは､労使協議における組合の対応力､提言力､提言

活動等の問題である｡組合本部で3組合､支部で5組合がこの点について指摘している｡

さらに､労働組合の人材の問題に着目している組合も多い｡人材 ･能力の不足と育成を問

題点として挙げたのは､本部 4組合､支部 6組合であった｡そのほかでは､非典型社員の

増加が組合 ･職場の運営を困難にしている､労使の協議時間確保や意見反映に組合側の問

題がある､経営参加に対する組合の自覚の問題､組合員-の理解徹底等について挙げられ

ている｡いくつかを紹介しよう｡

労働組合の経営分析能力が低いことにより有効な発言がとぼしい｡(本部 :電機 ･電子 ･

情報通信機器､300人以上 1,000人未満)
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近年より高度な労使協議が必要となり､組合役員の経営に対する知識がより求められる

ようになった｡(本部 :電機 ･電子 ･情報通信機器､1,000人以上3,000人未満)

経営指標､財務内容に対する､分析 ･判断能力が､組合側-も必要とされ､そのスキル

を身につけるには至っていない｡市況の読みは､会社判断に委ねるほかなく､市況判断に

からむ経営方針-の指摘が困難である｡(支部 :その他製造業､100人未満)

組合役員の経営提言力不足｡支部 (現場)からの経営改善収集機能不足 (本部 :電機 ･

電子 ･情報通信機器､3,000人以上 10,000人未満)

スピー ドある経営対策案件-の即応｡MD面における課題対応力強化 (本部 :卸売 ･小

売業､3,000人以上 10,000人未満)

組合からの提言能力や説得力が不足｡提言 しただけでその後のチェック､フォローが不

足｡執行部だけの経営対策になっており､一般組合員が無関心 (支部 :電機 ･電子 ･情報

通信機器､100人以上 300人未満)

安定した職務 ･雇用の確保と働きがいのある職場づくりをめざす｡活動における現時点

での問題点 (課題)は､①経営協議会の実施において､中央と各事業所の連携強化 (統一

テーマでの取り組み強化)､②情報収集力の強化と経営提言能力の向上｡会社､職場､担当

者間での情報収集力の強化､③職場実態の把握｡意識調査の継続実施と経営 トップ層と職

場の意識 ･情報の乗離､経営情報の対象職場-のフィー ドバックの迅速化 (支部 :電機 ･

電子 ･情報通信機器､300人以上 1,000人未満)

(6)組合員の理解

労働組合が進める経営参加において生じている問題で､組合員-の周知や理解の問題も

多く指摘されている｡

組合員の周知や理解を進める上で､問題となっていることは､組合員ニーズと執行部の

活動状況のギャップを挙げる意見が多い｡そのギャップには､執行部側の経営課題-の理

解と組合員が組合に取り組んでほしいことのギャップと､組合員の理解不足と組合の周知

能力の質の問題､機密情報との兼ね合い､現場の意見吸収の不足などが挙げられている｡

いくつかの意見を紹介してみよう｡

経営に対するチェック ･パー トナー機能を発揮する為に定期的に労使協議会を行ってい

るが､協議するにあたっての情報収集の不足と､協議後の組合員-の周知の弱さが課題で

あると考えている｡(本部 :卸売 ･小売業､1,000人以上 3,000人未満)

経営との意見交換の場において経営-の影響力を持った現場のナマの声 ･意見をどのよ
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うに伝えていくかが課題｡(本部 :その他製造業､1,000人以上 3,000人未満)

組合員の声を集めるが､集まらない状況で収集に苦労している｡(支部 :電気 ･ガス ･熱

供給業､100人以上 300人未満)

機密情報を組合として知る程､執行部として ｢やむを得ない｣と考えてしまう事項が出

てくる｡それにより､組合員から本部を見られる部分として ｢弱腰｣というイメージに繋

がる｡(本部 :金融 ･保険 ･不動産業､3,000人以上 10,000人未満)

企業改革が最優先事項となっている中､組合活動のウェイ トも経済活動に重きを置いて

いる｡その為この5年間の中で､レクリエーションをはじめとした事業活動が疎かになっ

た事が問題としてあげられる｡当労組では昨年 9月にパー トタイマーを組織化 しているが､

その中では経対活動よりも､事業活動に対するニーズが高まっている｡組合員のニーズと

今の活動状況においてのギャップがある｡(本部 :卸売 ･小売業､3,000人以上 10,000人

未満)

デスクワークが多く､現場の生の意見を事前に察知できていないと思う｡もっと現場と

の意見交換を積極的に行 うことで､経営に対する意見もできる｡(支部 :鉄鋼･化学等素材､

100人以上 300人未満)

会社の各種経営施策を､いかに働 く者 (組合員)に､正しく伝えるか苦慮している｡ま

た労使協議の報告の仕方でいかに理解が得られるか苦慮している (なかなか思いが伝わら

ない)(支部 :卸売 ･小売業､100人未満)

4.支部 ･分会の労働者参加促進 (本部Q16)

労働組合本部は､支部 ･分会の労働者参加のためにどのようなことをしているのであろ

うか｡支部 ･分会の労使協議の状況を定期または必要の都度把握 してア ドバイスや指導を

していると答えたのは55.0%､状況は把握 しているが､積極的には対応 していないとい う

組合が 14.6%､支部 ･分会に一任 しており､組合本部としては特に何もしていないという

組合が 11.4%であった (図表 3-14)0

製造業､非製造業別では､状況を把握 しているが対応 していないが非製造業でやや高く､

支部 ･分会に一任 し何もしていないがわずかに低いが大きな差はない0

業種別では､電機 ･電子 ･情報通信機器､情報通信業が､状況を把握 しア ドバイスや指

導をしているが 40.3%､38.5%と際立って低く､支部 ･分会に一任 し何もしていないが

16.1%､30.8%と高い｡ア ドバイスや指導をしている比率が高いのは､電気 ･ガス ･熱供

給業 66.7%､建喪業 64.3% ､鉄鋼 ･化学等素材産業 61.6%､運輸業 61.3%で､支部 ･分

会に一任 し何もしていないが高いのは､情報通信業 30.8%､低いのは､建設業 7.1%､運
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輪業 8.1%∴電気 ･ガス ･熱供給業 8.3%､卸売 ･小売業 9.2%である｡

支部協議ありとなしの組合の差はこの面でも差が大きく､ありの組合で､ア ドバイスや

指導をしている組合が 59.9%であるのに対し､支部協議な-しの組合では 38∴1%に過ぎない｡

支部の協議システムがない組合で無回答が 37.1%に及んでいるのは､支部そのものがない

組合が一定数混入 しているとしても組合の認識 として気がかりなところである｡

図表 3-14 組合本部における支部､分会の労働者参加促進への取り組み状況

(本部調査)

田状況把握しアドバイスや指導してる Ea状況を把握しているが対応してない

□支部･分会に一任し何もしていない □無回答

合計

製造業

非製造業

支部協議あり

支部協議なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

--一一-._～｣

図表 3-15 組合本部における支部､分会の労働者参加促進への取り組み状況

(製造業 ･企業規模別)

(本部調査)

田状況把握しアドバイスや指導してる 包状況を把握しているが対応してない

□支部･分会に一任し何もしていない □無回答

20% 40% 60% 80% 100%
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製造業について企業 (正社員)規模別に見ると､1,000人以上で､状況を把握しア ドバ

イスや指導をしているが71.4%と際立って高いが､全体としては､規模が大きくなるほど

ア ドバイスや指導をしている組合の比率が高くなる (図表 3-15)｡また 1,000人未満の中

小の組合で､3分の 1の組合が無回答である｡前述した ｢支部の協議システムがない｣組

合の回答結果と同様､支部そのものがない組合が一定数混入しているとしても無回答の多

さが気がかりなところである｡

図表3-16 組合本部における支部､分会の労働者参加促進への取り組み状況

(労使協議における組合の発言力の変化別)

(本部調査､単位 :% ･件)

支部､分会の労働者参加促進

状況把握しアドバイスや指導してる 状況を把握しているが対応してない 支部.分会に-任し何もしていない ∩

労使協議における組合の発言力 重くなった 77.6 17.9 4.5 67

変わらない 66.7 豆五~ ● ___如き
弓くなった 58.3 20.8 20.8 24
計 ●;l 1~盲~二~6- 14.d 一l●

注 :労使協議における組合の発言力の変化および本間に回答のあった組合について再集計

5年前と比べた労使協議における組合の発言力の変化と支部､分会の労働者参加促進-

の取り組みのクロス集計を見てみよう (図表 3-16)0

この5年間で組合の発言力が強くなったと答えている組合では､｢状況把握しア ドバイス

や指導をしている｣ 組合が､77.6%と高く､｢支部 ･分会に一任して何もしていない｣が

4.5%と低い｡逆に弱くなったと答えている組合では､｢ア ドバイスや指導をしている｣が

58.3%と合計よりも10%ポイント､強くなったよりも20%ポイント近く低い｡｢支部 ･分

会に一任して何もしていない｣は20.8%と合計より7%ポイント近く､強くなったより16%

ポイント以上高い｡労使協議力の向上に努力している組合は､現場である支部 ･分会の労

働者参加の促進にも努力をしている｡

5.小括

労働者参加､とりわけ労働組合の経営参加は古くて新しい極めて現代的な課題である｡

雇用労働をめぐる近年の構造的な変化に対して､労働組合はどのような対応をしてきて､

どのような課題を抱えているのであろうか｡雇用労働をめぐる近年のダイナミックな構造

的変化としては､何よりも雇用形態の多様化があり､日本的な雇用慣行の変化がある｡そ

の背景には､グローバル経済下での日本的な経営のダイナミックな戦略的変化がある｡こ

れらの状況に対して､労働組合はどのような問題意識を持ち､どのような対応､とりわけ､

労使のコミュニケーションをどのように戦略的に位置づけているのであろうか｡
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労使協議制や雇用形態多様化の課題は他の章に譲るが､本章のテーマである ｢労働組合

の経営参加｣ についての､本アンケー トが発見した事実を簡単に振 り返ってみよう｡

(1)自らの経営参加､経営対策強化のために労働組合はこ｢労働組合の経営分析能力の強

化｣と ｢日常的な情報交換の強化｣を極めて重視している (6割の組合が指摘)0

(2) ｢労働組合の発言力の強化｣や ｢労使協議機関の対応力の強化｣(4分の 1弱)とあ

わせ､労使コミュニケーションにおける自らのノウハウ､スキルの向上を大きな課

題 と捕らえている｡

(3) ｢経営情報の開示｣や ｢労使協議付議事項の拡大｣(4.7%)とい う制度 ･手法上の

課題意識は低い｡

(4)以上について､技術革新や産業構造の変化の激 しい業種では､労働組合の経営分析

能力向上によって状況をしっかり把握することが､労働集約型の業種では､経営側

との日常的な情報交換の強化によって課題に向き合 うことが重視されている｡

(5)中堅 ･中小の組合では､総 じて労働組合の経営対策力の強化が求められている｡

(6)支部 ･事業所間における協議システムの有無でも､無い組合では､｢経営情報の開示｣

-の関心が高く､｢労使協議付議事項の拡大｣(というより付議事項化であろう)が高い｡

(7)企業の組織再編実施の有無による認識の差があり､組織再編が実施されなかった組

合では､労働組合自身の能力強化に高い関心があるのに対して､実施された組合で

は､労使間のコミュニケーションと対応力の強化を重視している｡

(8)雇用調整の経験内容によって､課題 とすべき方向に若干の差のあることも分かった｡

(9)同じ環境下にあっても本部と支部の役割 ･機能が異なることからか､支部では､｢労

働組合の経営分析能力の強化｣-の集中度が低く､第 1位は ｢日常的な情報交換の

強化｣ であり､｢労使協議機関の対応力の強化｣ が本部に比べて高い｡

(10) 過去 5年間に企業の組織再編が行われた組合は､56.4% で､業種による差が大き

く､規模の大きな企業の組合ほど実施率が高い｡

(ll) 5年前と比べた経営状況別では､企業パフォーマンスが悪くなるほど組織再編が

実施されたが減 り実施されなかったが増えている｡組織の効率化が現実の企業パフ

ォーマンスの向上につながっていると組合は受け止めている｡

(12) 雇用調整が行われた組合で企業組織の再編が行われたかを見ると､出向 ･転籍､

希望退職募集､職種転換で際立って高い｡この5年間が､企業にとって雇用､人員､

組織にわたっての構造調整期であったことが浮き彫 りになっている｡

(13) 企業の組織再編に対して労働組合がどのような役割を果たしたのかについては､

大多数の組合で､労働 ･雇用に関する施策に対し､組合員の納得を得られたととら

えている｡これに対して､組合員の意向を経営に理解させた上で実施できたかは､

肯定的な評価がやや下がり､否定的な評価がやや強い｡時間をかけてじっくりと対

応できたかは､肯定的な評価がさらに低くなり､否定的な評価が 3分の 1を上回る｡

(14) 労働組合の役割に対する評価では､業種別や支部協議システムの有無で差が大き

い｡すべての項目で製造業と支部協議ありでの肯定的な評価が高い｡

(15) 労働組合の経営参加において生じている具体的な問題点は､大づかみに分類する

と､経営側に属する ｢経営側のスタンス｣､｢経営側の能力や企業の力量｣､労働組合
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側に属する ｢経営分析 ･経営対応能力等労働組合の能力｣､｢労使課題をいかに組合

員に理解してもらうか｣という側面でとらえられる問題があり､労使の間に存在す

る ｢労使コミュニケーションの課題｣ や ｢時代や産業 ･企業等の構造変化にいかに

対応するか｣という問題のなかにも多くの課題があることが指摘されている｡

(16) 経営側のスタンスが問題となっている側面で強調されているのは､経営側が組合

の経営参加を認めない､協議が形式化している､コス ト偏重などである｡

(17) 労使コミュニケーションの課題では､情報 (インサイダー問題等)や意見の交換

の不足､協議が成果につながらない (決定権､参加権)､コス トと雇用等をめぐる労

使の認識の帝離､企業の再編 (グループ化)等による新しい労使関係の構築に伴 う

問題等が挙げられている｡

(18) 経営側の能力等では､広い意味での経営側の実行能力､窓口やマネージメント層 ･

管理職の能力や体制上の問題､親会社に対しての力量の問題等が広く指摘されている｡

(19) 時代 ･産業構造の変化では､課題分析の専門化-の対応､経営側の経営戦略 ･構

想力等の問題､雇用形態の変化 ･多様化-の対応等が挙げられている｡

(20) 労働組合側の能力では､労働組合の経営分析能力､労使協議における組合の対応力､

提言力､提言活動等の問題､人材 ･能力の不足と育成､非典型社員の増加が組合 ･職

場の運営を困難にしている､労使の協議時間確保や意見反映に組合側の問題がある､

経営参加に対する組合の自覚の問題､組合員-の理解徹底等が挙げられている｡

(21) 組合員の周知や理解を進める上で､問題となっていることは､組合員ニーズと執

行部の活動状況のギャップを挙げる意見が多く､執行部側の経営課題-の理解と組

合員が取り組んでほしいことのギャップ､組合員の理解不足と組合の周知能力の質

の問題､機密情報との兼ね合い､現場の意見吸収の不足などが挙げられている｡

(22) 支部 ･分会の労働者参加促進に関する本部の指導については､定期または必要の

都度把握し指導をしているが 55.0%､状況は把握しているが､積極的には対応して

いないという組合が 14.6%､支部 ･分会に一任しており､組合本部としては特に何

もしていないという組合が 11.4%であった｡

(23) 支部-の指導については､属性別の差が大きく､とりわけ業種別で大きい｡また､

規模が大きくなるほどア ドバイスや指導をしている組合の比率が高く 300人未満の

小規模では､指導をしている組合が 4割をきる｡支部協議ありの組合で指導をして

いるが6割であるのに対し､協議なしでは4割をきる｡

以上を概観すると､労働組合は､働く人たち自らの雇用 ･労働を守るための経営参加､

労使コミュニケーションの充実に重大な関心を持っており､多くの課題を感 じている｡そ

の骨格は､自由記入意見で区分したように､大きくは4つの象限に分けることができる｡1

つは､経営側の労使コミュニケーションに対するスタンスの問題であり､2.つは､経営側

の体制や能力に係る問題である｡3つは､労働組合自身の経営参加に対する能力の問題で

あり､4つは､これらを総じて､いかに組合員の理解を得るかという問題である｡そして､

この4つの象限､とりわけ労使の間に､労使のコミュニケーションに係る様々な問題が厳

然としてあり､労使共通に乗 り越えなければならない､時代や産業構造等の変化にいかに
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対応 していくかという課題がある｡それぞれの課題は､また相互に深く連関しており､全

体としての改革 ･前進はバランスよく進めていく必要がある｡

この5年間の企業の組織再編､雇用調整､産業構造や企業経営､雇用形態の多様化､企

業や雇用労働に係る法制度の変化は､働く人たちにとって大変な試練でもあったが､この

構造変化､調整期が提起したものは､労働組合の経営参加を考える上では､貴重な変数の

連続でもあった｡それぞれの労働組合の置かれている状況 (今回アンケー トでの属性など)

や経験の蓄積によって､認識に大きな差があるが､最も厳しい深刻な体験を前提に労使関

係､労使協議､労働組合の経営参加を真剣に模索してきた労働組合を軸に､労働運動全体

で､労働者参加､労働組合の経営参加の方向について､認識の共有化と労働運動全体での

時代にしっかりと根ざした新しい参加の戦略を模索していく必要がある｡

以上を前提に､本章で分析の対象とした課題から､労働組合の考慮すべき課題について

ごくポイントだけ提言的に触れてみたい｡

その第一は､自らの組合､労使関係の中での､労使協議に係る制度や運営､人的配置等

に関して､まずは総点検を行 うべきである｡今回のアンケー トで示されたような課題､問

題点について､自らの組合､労使関係の中でどのような現状になっているか､洗い出し､

課題の整理を行うことである｡

第二は､労働組合のあるいは労使関係上の参加権や決定権の向上のために､自らの主体

的状況と改善可能性を総ざらいし､執行部､職場レベルなど各級レベルでのディベー トを

展開することである｡そうした討議の過程でしか､組合員との相互理解は生まれないし､

時代を画する転形期にある現在こそそれが必要であることが､アンケー ト結果からも窺わ

れるのである｡

そして第三は､労働組合にとって､財産は人にしかないことである｡労使協議-の対応

力､労働組合の経営分析能力､組合員-の説明能力､どれ 1つをとっても次代に受け継が

れていかなければ､制度や仕組みがいかに立派なものでも継続していかない｡その点に危

機感を持った自由記入意見は､まさに当を得たものと言える｡

第四は､問題の所在はすべて職場にあるということである｡職場の課題や職場組合員の

意見やニーズを把握し､双方向の改革効果を求めることなしに地に着いた改革は期待でき

ない｡そうした意味で､支部 ･職場レベルでの協議システムは不可欠であることが今回ア

ンケー ト結果でも示された｡

第五は､前項とも深く関連するが､雇用形態の多様化の中で､職場の組合員比率の低下

をしっかりと受け止め､新しい職場規範と職場全体の意見を吸収する新しい仕組みが不可

欠である｡労働組合がそこでリーダーシップを発揮することが求められている｡

第六は､各課題に関する業種別の違いに現れているように､産業別組織の労働者参加､

労働組合の経営参加についての統一的な取り組みの重要性である｡

最後に､産業別の役割でもあるが､労働界全体としてのこの課題についての認識の共有

と連携した取り組みの重要性である｡とりわけ､古くて新しい深刻な課題として､中堅以下

のとりわけ専従者のいないような中小の組合に対する支援 ･指導 ･教育機会の提供である｡

以上の課題をさらに掘り下げて検討し､労働組合各レベルの組織に提言を行うために､本

アンケー トを出発点に､本委員会でのさらなる調査 (ヒアリングを含めて)･検討に期待する｡
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第4章 小集団活動

1.小集団活動 ･職場懇談会 (本部調査)

本章では労使協議以外のコミュニケーション施策として､小集団活動および職場懇談会

に注目し､それらの実施状況や労働組合の関わり方に関する調査結果を概観することにす

る｡まずはじめに､労働組合本部の調査結果について見ていこう｡

(1)小集団活動 暮職場懇談会の有無 (本部Q17)

職場環境や業務の改善活動 (QCサークル､ZD運動､オフサイ トミーティング等のい

わゆる小集団活動)または職場懇談会はどの程度の職場で実施されているだろうか｡以下

では､業種別､企業規模別の観点から調査結果を示す｡

①業種別

まず業種別の調査結果について見ていこう (図表4-1参照)｡ 製造業および非製造業の各

業種において､小集団活動または職場懇談会が ｢ほぼすべての職場にある｣と回答した企

業の割合が最も多かった｡製造業については輸送用機械業に該当する企業の69.2%が ｢ほ

ぼすべての職場にある｣と回答し､その他の業種と比較して最も高い水準であった｡また

電機 ･電子 ･情報通信機器業および鉄鋼 ･化学等素材関連業では ｢ほぼすべての職場にあ

る｣と回答した企業がそれぞれ53.2% ､ 54.8%と過半数の水準であり､ ｢ある職場の方が

多い｣と回答した企業の割合と足し合わせると､それぞれ70.9% ､75.3%であった｡

また ｢ほぼすべての職場にある｣､ ｢ある職場の方が多い｣､ ｢ある職場とない職場は

同数程度｣のいずれかを選択した企業の割合を合計すると､輸送用機械業92.3%､鉄鋼 ･

化学等素材関連業87.6% ､電機 ･電子 ･情報通信機器業72.5% の順であり､業種に夫る格

差が見られた｡特に電機 ･電子 ･情報通信機器業では ｢ない職場のほうが多い｣､ ｢ほと

んどの職場にない｣､ ｢全くない｣のいずれかを回答した企業の合計割合が24.2%にのぼ

り､他業種と比較して高水準であった｡

一方､非製造業では､製造業と比較して小集団活動や職場懇談会の職場での実施状況が

おしなべて低調であること､ただし業種によって大きなバラツキがあることを示す結果と

なった｡業種別に見ていくと､ ｢ほぼすべての職場にある｣と回答した企業は､電気 ･ガ

ス ･熱供給業で75.0%と高水準であったが､卸売 ･小売業､運輸業ではそれぞれ50.8%､

46.8%と約5割の水準にとどまり､建設業､情報通信業ではそれぞれ32.1% ､ 30.8%と約3

割の水準であった｡特に情報通信業では ｢全くない｣もしくは ｢ほとんどの職場にない｣

と回答した企業が38.5%にのぼり､それに ｢ない職場の方が多い｣を加えると合計で53.9

%と過半数を占める結果となった｡
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図表4-1 小集団活動 ･職場懇談会の有無(業種別)

(%､本部調査)

(1) (2) (3) (4) (i) (6) (7) 蘇 件

職 ほ が あ 程 い あ が な 場 ほ 全 し本

場 ぽ 多 る 度 職 る 多 い に と く て部 回

に す い職 場 職 い職 な ん な い で ･%

あべる ての 場の方 は場同 と数 な 場の方 い どの職 い な はい把堤 数

製造業計 53.6 18.0 6.0 7.1 6.4 4.9 2.6 1.5 267

薫 製種 造別 業 電機.電子.情報通信機器 53.2 17.7 1.6 12.9 6.5 4.8 1.6 1.6 62

鉄鋼.化学等素材関連 54.8 20.5 12.3 2.7 2.7 2.7 2.7 1.4 73

輸送用機械 69.2 20.5 2.6 2.6 2.6 2.6 39

その他製造業 46.2 15.1 5.4 8.6 10.8 8.6 3.2 2.2 ●

非製造業計 39.7 7.7 3.0 ll.1 14.5 15.0 5.6 3.4 234

非琵 茎莱 建設業 32.1 14.3 7.1 10.7 7.1 14.3 14.3 28

電気.ガス.熟供給業 75.0 8.3 8.3 8.3 12

情報通信業 30.8 15.4 23.1 15.4 15.4 13

運輸業 46.8 17.7 9.7 9.7 12.9 1.6 1.6 62

卸売りト売業 50.8 3.1 3.1 10.8 12.3 9.2 3.1 7.7 65

②企業規模別 (製造業)

っぎに､製造業について企業規模 (企業の正社員数)別の調査結果を見ていこう (図表

4-2参照)｡ 企業規模別の調査結果に特徴的な点としては､第一に総従業員数が10000人以

上の大企業では小集団活動もしくは職場懇談会が存在する職場の割合が､より規模の小さ

な企業よりも際だって大きいこと､第二に企業規模が大きくなるにつれて上記の割合が大

きくなる傾向の存在を指摘することができる｡

図表4-2 小集団活動 ･職場懇談会の有無(製造業 ･企業規模別)

(% ､本部調査)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) 蘇 1年敬

に て ほ いの あ t'場 とあ いの な なの ほ 全 い杷 木

あの ぽ 方 る 又は な る 方 い い職 と く な握 部 回

る職 す が 職 同 い が 職 場 ん な い Lで 生ロ

場 べ 多場 数 職 場 多場 に ど い ては

300人以上1000人未満 58.6 ll.4 5.7 7.1 8.6 5.7 1.4 1.4 70

1000人以上3000人未満 41.1 25.0 10.7 10.7 3.6 1.8 5.4 1.8 56

3000人以上10000人未満 50.0 26.8 7.1 10.7 3.6 1.8 56

具体的に見ていこう｡小集団活動もしくは職場懇談会が ｢ほぼすべての職場にある｣も

しくは ｢ある職場の方が多い｣と回答した企業の割合について､従業員数が10000人以上の

企業では92.6%と高水準であり､300人未満､300人以上1000人未満､1000人以上3000人未

満､ー3000人以上10000人未満の企業では､それぞれ59% ､70% ､66.1% ､76.8% という水準

であった｡このように､企業規模が拡大するにつれて小集団活動もしくは職場懇談会が職

場に存在している割合が増大する全般的な傾向が見られる調査結果となった｡

また､このような両者の相関性の傾向を検証するため､小集団活動もしくは職場懇談会

が存在する職場の割合と企業規模との間の相関性を測定した｡その結果､両者の間には0.1

%水準で有意な相関性(r=.221,pく.001)が確認された｡
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(2)組合本部としての取り組み (本部Q18)

小集団活動や職場懇談会のあり方や実施について､労働組合本部としてはどのように取

り組んでいるのだろうか｡以下では､組合本部の関わり方についての調査結果を業種別お

よび企業規模別に見ていこう｡

①業種別

まず製造業の業種別に見ていくと (図表4-3参照)､ ｢必要に応 じて会社側と協議 してい

る｣と回答した組合本部の割合が､輸送用機械業では51.3%と過半数を占めたのに対して､

鉄鋼 ･化学等素材関連業34.2%､電機 ･電子 ･情報通信機器業25.8%であり､業種によっ

て組合本部の関与の度合いに相違がみられた｡ただし上記の割合と ｢制度新設や変更時に

会社と協議する｣と回答した組合本部の割合を合計すると､輸送用機械業56.4%､鉄鋼 ･

化学等素材関連業50.6%､電機 ･電子 ･情報通信機器業41.9%であり､約半分の割合の組

合本部が職場の小集団活動および職場懇談会のあり方や実施に対して何らかのかたちで関

与しているという現状が明らかになった｡一方､ ｢支部 ･分会等に対応を任せている｣ も

しくは ｢組合として関与していない｣と回答 した組合本部の割合は､輸送機械業で33.3%､

鉄鋼 ･化学等素材関連業で46.5%､電機 ･電子 ･情報通信機器業では53.2%であった｡

図表4-3 組合本部としての取り組み(業種別)

(%､本部調査)

(1)し会 必 (2)協 更 制 (3)て にl支 (4)~与 組 (5)そ 無 件.敬

て社 要 議 時 度 い 対 部 し合 の 回

い側 にる と応協 じ議 て ･す に斬る会 設社 やと変 る応 .を分任 会せ 等 て とい しな てい 関 他 汰⊂コ

製造業計 34.8 13_9 27.0 19.1 1.1 4.1 267

薫 製種 造別 業 電機.電子.情報通信機器 25.8 16.1 24.2 29.0 1.6 3.2 62

鉄鋼.化学等素材関連 34.2 16,4 34.2 12_3 ■■一 2.7 73

輸送用機械 51.3 5.1 25.6 7.7 2.6 7ー7 39

その他製造業 34.4 14.0 23.7 22.6 1.1 4.3 93

非製造業計 37∪6 15C8 17.5■ 1.9.7 1.7 7.7 234

非琵 茎莱 建設業 21.4 17.9 28.6 25.0 7.1 ■■● 28

電気.ガス.熱供給業 50.0 8.3 16.7 25.0 ■●■ ●一:I 12

情報通信業 15.4 7.7 3-8.5 38.5 ■■亡 ■●■ 13

運輸業 38.7 14.5 17.7 16.1 1.6 ll.3 62

卸売りト売業 55.4 9.2 15.4 10.8 ■■● 9.2 65

つぎに非製造業については､業種によって組合本部の関与の度合いに大きな格差が見ら

れた｡ ｢必要に応 じて会社側と協議 している｣もしくは ｢制度新設や変更時に会社と協議

する｣と回答した組合本部の割合は､卸売 ･小売業64.6%､電気 ･ガス ･熱供給業58.3%､

運輸業53.2% とそれぞれの業種で過半数を占めたのに対して､建設業で39.3%､情報通信

業では23.1%にとどまった｡一方で､ ｢支部 ･分会等に対応を任せている｣もしくは ｢組

合として関与していない｣と回答した組合本部の割合は建設業で53.6%､特に情報通信業

では77.0%という高水準であった｡
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②企業規模別 (製造業)

小集団活動および職場懇談会のあり方や実施に対する労働組合本部としての取 り組みは､

企業規模によって相違がみられるであろうか (図表4-4参照)0

図表4-4 組合本部としての取り組み(製造業 ･企業規模別)

(% ､本部調査)

(1)し会 必 (2)協 更 制 (3)て に支 (4)与 組 (5)そ 無 件敬

て社 章 議 時 度 い対 部 し合 の 回

い側 にる と応協 じ議 て す に斬る会 設社 やと変 る応 .を分任 会せ 等 て とい しな てい関 他 汰にコ

企莱規模別 300人未満 30.8 15.4 12.8 33_3 2.6 5.1 39

300人以上1do0人未満 31.4 24.3 12.9 25L.7 5.7 )0

1'000人以上3000人未満 35.7 12.5 30.4 19け6 1.8 56

3000人以上10000人未満 42.9 7.1 39.3 7.1 1.8 1.8 56

製造業において､｢必要に応じて会社側と協議している｣と回答 した組合本部の割合は､

企業規模が300人未満で30.8% ､300人以上1000人未満では31.4% ､1000人以上3000人未満

は35.7%､3000人以上10000人未満ならば42.9%､10000人以上では44.4% であった｡逆に

｢組合としては関与していない｣と回答した組合本部の割合は､総従業員数が300人未満で

は33.3% ､300人以上1000人未満では25.7% ､1000人以上3000人未満では19.6% ､3000人以

上1.0000人未満ならば7.1% ､10000人以上では0% であった｡

これらの調査結果からも明らかなように､企業規模の大きさと労働組合本部の取り組み

度合いとの間には緩やかな相関性を見出すことができる｡この相関性の有無を検証するた

めに､両変数間の相関性を測定したところ､1% 水準で有意な相関性 (r=.218,pく.01)を

確認することができた｡

2.小集団活動 ･職場懇談会 (支部調査)

次に､職場における小集団活動や職場懇談会-の参加者と､それらの活動-の取り組み

状況の変化およびその理由について､労働組合支部に対する調査の結果を概観することに

しよう｡

(1)小集団活動 ･職場懇談会の有無と参加者 (支部Q20)

職場における小集団活動や職場懇談会には､正社員のほかにパー ト･臨時 ･アルバイ ト

社員など直接雇用の非正社員がどの程度参加 しているのだろうか｡同様に派遣社員や請負

社員などの間接雇用の非正社員の参加状況はどのようになっているのだろうか｡また事業

所での正社員に対するパー ト社員や派遣社員､請負社員の比率の大きさは､職場での小集
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団活動や職場懇談会-の参加者の構成とどのような関係にあるのだろうか｡

以下では､業種別および事業所規模別､対正社員比率の観点から上記の問いに対する調

査結果を概観しよう｡

①業種別

小集団活動や職場懇談会-の非正社員の参加状況について雇用形態別に見てみると (図

表4-5参照)､製造業における請負社員の参加状況は､鉄鋼 ･化学等素材関連業の24.4%が

最も高水準であり､次いで輸送用機械業の16.3%､電機 ･電子 ･情報通信機器業の13.8%

であった｡また派遣社員の参加状況については､輸送用機械業では過半数の51.2%の組合

支部が参加と回答し､電機 ･電子 ･情報通信機器業34.5%､鉄鋼 ･化学等素材関連業29.1

%の順となっており､業種による格差が大きい現状が浮き彫 りとなった｡また嘱託 ･契約

社員の参加状況については､輸送用機械業の44.2%が他業種と比較して最も高く､またパ

ー ト･臨時 ･アルバイ ト社員では電機 ･電子 ･情報通信機器業の37.9%が業種間で最も高

水準の結果となった｡

図表4-5 小集団活動 ･職場懇談会の有無と参加者(業種別)

(%､支部調査)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)､ 無 件敬

正 アパ 嘱 p 派 請 遣 取 そ 場 小

社 ル ー 託■契約社負 遣 負 ス 弓 の 懇 集 回負 バ トィ .ト臨社 時負 . 社負 社E=コ負 タ先ツかフ ら･の流 派 他 談 団会 活は動な やい職 汰一:=1

製造業計 90.8 35.0 35.3 29.0 15.5 3.2 1..1 ■4.2 3.2 283

業 製種 造別 業 電機.電子.情報通信機器 87.9 37.9 31.0 34.5 13.8 1.7 1.7 6.9 1.7 58

鉄鋼.化学等素材関連 91.9 30.2 37.2 29.1 24.4 5.8 2.3 ■3.5 2.3 86

輸送用機械 100.0 30.2 44.2 51.2 16.3 7.0 ●●● ●●● 43

.その他製造業 87.5 39.6 32.3 15.6 8.3 ●一● ■●■ 5.2 6.3 96

非製造業計 76.6 27.8 30.2 4.8 1.2 0.8 2.0 10.5 12.1 248

非票 芸莱 建設業 82.9 8.6 17.1 5.7 2.9 ー●■ 5.7 2.9 ll.4 35

電気.ガス.熟供始業 86.4 4.5 4.5 4.5 ■■● 9.1 4.5 22

情報通信業 72.2 16.7 38.9 l l.1 5.6 16.7 ll.1 18

運輸業 84.3 21.6 47.1 ■■■ ●●● 3.9 7.8 7.8 51

卸売.小売業 73.6 56.9 27.8 ■●● ●■● ■■● 12.5 13.9 72

一方､非製造業の職場における小集団活動や職場懇談会-の非正社員の参加状況につい

て雇用形態別に見てみると､製造業と比較して間接雇用の請負社員や派遣社員の参加はほ

とんど見られなかった｡これは製造業のほうが非製造業よりも間接雇用の非正社員の活用

が進んでおり､そのため非製造業と比べて小集団活動や職場懇談会-の参力田こ差が生じて

いることが背景要因のひとつとして考えられるだろう｡なお製造業と非製造業における雇

用形態別の従業員数の水準を一元配置の分散分析で比較したところ､パー ト･臨時 ･アル

バイ ト社員および嘱託 ･契約社員の従業員数の水準については非製造業の方が有意に高い

水準であり､その一方で派遣社員および請負社員の従業員数の水準については製造業の方

が有意に高い結果となった｡
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一方､直接雇用のパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の参加状況については､卸売 ･小売業

で56.9%と最も高く､逆に最も低いのは電気 ･ガス ･熱供給業の4.5% であった｡また嘱託

･契約社員の参加については､運輸業の47.1%が最も高く､逆に最も低いのは電気 ･ガス

･熱供給業の4.5% であった｡

②事業所規模別 (製造業)

製造業について､事業所規模 (事業所の正社員数)別に小集団活動や職場懇談会-の非

正社員の参加状況を見てみると (図表4-6参照)､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の参加状

況については､100人未満および100人以上300人未満の事業所においてそれぞれ55.9%､

47.4%であるのに対して､300人以上1000人未満および1000人以上の事業所ではそれぞれ

28.0%､24.3%であり､事業所の規模が大きくなるにつれてパー ト･臨時 ･アルバイ ト社

員の参加状況が低水準になるという傾向が一般に見られた｡

図表4-6 小集団活動 ･職場懇談会の有無と参加者(製造業 ･事業所規模別)

(%､支部調査)

(1)-正 (2)アパ (3)嘱 (4)派 (5)p請 (6)遣 取 (7)そ 壕 小 無 件敬

社 ル ] 託●契約 ~社ロ負 逮 負 ス 弓 の 懇 集 回亡::コ負 バ トィ .トー塩.社 時負 . 社l:::コ+負 社t::::I良 チタ先ツかフ ら･の流 派 他 談 団会 活は 動な やい職 汰にコ

辛莱所規模別 100人未満 94.1 55.9 35.3 20.6 17.6 5..9 34_

100人以上300人未満 91.0 47.4 38､.5 皇5.6 15.4 3.8 5.1 1.3 78

300人以上1000人未満 89.3 28.0 32-..0 29.3 .17.3 1.3 6.7. 4.0 75

一方､派遣社員の参加状況については､100人未満および100人以上300人未満の事業所に

おいてそれぞれ20.6% ､,25.6% であるのに対して､300人以上1000人未満および1000人以上

の事業所ではそれぞれ29.3%､41.9% という結果となり､事業所の規模が大きくなるにつ

れて派遣社員の参加状況が高水準になるという逆の傾向が見られた｡

なお嘱託 ･契約社員および請負社員の参加状況については､事業所規模による参加状況

の相違はほとんど見られなかった｡

③対正社員比率

事業所の正社員に対するパー ト社員､派遣社員､請負社員の従業員数の比率によって､

小集団活動や職場懇談会-の非正社員の参加状況は異なるのだろうか｡以下では､対正社

員比率の水準別に非正社員の参加状況について見ていこう (図表4-7参照)0

パー ト社員に関しては､正社員数に対する従業員数が5%以上10% 未満の水準であれば､

50%の事業所でパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の小集団活動や職場懇談会-の参加が見ら

れた｡これに対して､派遣社員および請負社員については､正社員数に対する従業員数が5

%以上10% 未満の水準での参加状況は､それぞれ24.0%､31.6%であり､パー ト･臨時 ･
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アルバイ ト社員の参加状況と比較すると､相対的に低水準であった｡このような傾向の背

景としては､直接雇用と間接雇用の従業員の職場における立場や位置づけの違いがあるの

かもしれない｡なお派遣社員および請負社員の対正社員比率が10% 以上の水準での参加状

況は､それぞれ36.5%､50.0% であった｡

図表4-7 小集団活動 ･職場懇談会の有無と参加者(対正社員比率別)

(%､支部調査)

(1 ) (2) (3). (4) (5) (6) (7) (~8) 無 件敬

正 ルパ 嘱 派 請 ス 取 そ 懇 小

社 バ ト -託~.●契約社⊂:コ具 遣 -負 .タ引 ･の _談 集 . 回

負 イ トト .社 臨員 時■ア ･社t:::コ貝 社｡負 ツ先フか･ ら流の通 派遣 他 会 団は活な動 ,い_や職場 汰⊂コ

E3/(霊 去 0% 85.4 9.7 35.4 23.6 8.3 1.4 1.4 6.9 5.6 144

5%未満 67.1 32.9_ 32.9 27.1 15.3 3.5 1.2 -7.1 4.7 85

5%以上10%未満 85.0 50.0 40.0 20.0 1:2.5 2.5 2.5 10_0 5.0 40

50%以上 79.7: 64.4 35.6 3.4 3,4 ●■■ 6.8 13.6 59

員 派比 遣率 社 0% 81.2 38.9 36.9 4.0 2.7 2.7 8.1 _10.1 149

5%未満 187.5 33.8 ･38.8 28.8 ll.3 2.5 6.3 3.8 80

5%以上10%未満 88.0 38.0 34.0 24.0 22.0 8.0 2.0 10.0 50
10%以上 91.8 30.6 36.5 36.5 15.3 2.4 3.5 4.7 85

員 請比 負率.社 0% 83.6 35.2 36.7 16.4 3.2 1.1 1_.1 ■~■7.8 7.8 二~281

5%未満 100.0 44.4 38.9 22.2 ll.1 5.6 18

5%以上10%未満 94.7 36.8 47.4 31.6 31.6 5.3 5.3 19

(2)5年前と比べた職場の取り組み状況の変化 (支部Q21)

事業所における各種の小集団活動-の取 り組みは､5年前と比較してどのように変化 して

いるだろうか｡以下では､景気動向別､業種別､事業所規模別の観点から､小集団活動-

の取り組みの変化について見ていこう｡

①景気動向別

5年前と比べた経営状況と小集団活動-の職場の取 り組みの関連性について､製造業と非

製造業に分けて以下では見てみよう｡まず製造業では､5年前と比べた経営状況 として ｢非

常によい｣または ｢まあまあよい｣と回答 した支部の割合が50.6% と過半数を占めた｡そ

の一方で ｢あまりよくない｣もしくは ｢非常によくない｣と回答 した支部は33.0% と約3

分の1の割合を占め､ ｢特に変化はない｣とする支部は13.9% であった｡

それでは小集団活動-の職場の取 り組み状況は､景気動向別に何 らかの差異が見られる

だろうか? まず5年前と比べた現在の小集団活動の取 り組みを ｢活発になった｣と回答 し

た支部のうちで､経営状況を ｢非常によい｣または ｢まあまあよい｣と回答 した支部の割

合は11.8% ､ ｢あまり良くない｣もしくは ｢非常に良くない｣とした支部は7.7%であった｡

一方､小集団活動の取 り組みが ｢活発ではなくなった｣と回答した支部の うち､経営状
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況を ｢非常によい｣または ｢まあまあよい｣と回答した支部は7.7% ､ ｢あまり良くない｣

もしくは ｢非常に良くない｣とした支部は7.3% であった｡

また小集団活動の取り組みに ｢特に変化はない｣ と回答した支部のうちで､5年前と比べ

た現在の経営状況を ｢非常によい｣または ｢まあまあよい｣と回答した支部の割合は31.1

%､ ｢あまり良くない｣もしくは ｢非常に良くない｣とした支部は17.9%であった｡

上記の製造業に関する結果からもわかるように､経営状況の変化と小集団活動-の取り

組みの変化との間には､特に明確な関連性は確認できなかった｡経営状況に関して ｢特に

変化はない｣と回答した支部が13.9%にとどまったのに対 して､小集団活動の取り組み状

況に ｢特に変化はない｣と回答した支部の割合が59.3%に上ったことからも､職場での小

集団活動に対する経営状況のインパクトは限定的であると言えるだろう｡

同様の結果は非製造業でも見られた｡しかしながら､この結果をもって日本企業の強み

といわれてきた小集団活動-の取り組み状況は未だに活発であるとは断定できないだろう｡

というのも､今回の調査結果で明らかにされたのは､あくまで ｢5年前と比べた｣取り組み

状況の相対的な変化であり､取り組み状況の絶対的な水準ではないからである｡ただし､

少なくとも直近の5年間に関しては､経営状況と小集団活動の取り組み状況との間に関連性

がほとんど見られないことを明らかにできた点は､小集団活動の取り組み状況を塊定する

要因を考察するうえでのインプリケーションとなるかもしれない｡

図表4-8 5年前と比べた小集団活動への職場の取り組み と 5年前と比べた経営状況

(%､支部調査)

5年前と比べた経営状況 合計
非常に良い まあまあ良い 特に変化はない あまり良くない 非常に良くない 無回答

製造業 5年前と比べた小集団活動への職場の取り組み 活発になった 13 19 7 14 7 0 60

4.8% 7.0% 2.6% 5.1% 2.6% 0.0% 22.0%

とくに変化はない 32 53 24 38 ll 4 162
日.7% 19.4% 8.8% 13.9% 4.0% 1.5% 59.3%

活発でなくなった 6 15 7 17 3 3 51
2.2% 5.5% 2.6% 6.2% 1.1% 1.1% 18.7%

合計 51 87 38 69 21 7 273
18.7% 31.9% 13.9% 25.3% 7.7% 2.6% 100.0%

非製造業 5年前と比べた小集団活動-の職場の取り組み 活発になった 3 17 7 10 5 0 42

1.3% 7.4% 3.1% 4.4% 2.2% 0.0% 18.3%

とくに変化はない 9 42 30 43 18 6 148
3.9% 18.3% 13.1% 18.8% !.9% _L6% 64.6%

活発でなくなった 3 ll ll ll 3 0 39
1.3% 4.8% 4.8% 4.8% 1.3% 0.0% 17.0%

合計 15 70 48 64 26 6 229

②業種別

以下では､業種別に職場での取り組み状況の変化について見ていこう｡

まず製造業全体の傾向について見てみると (図表く卜9参照)､ ｢活発になった｣､ ｢特に

変化はない｣､ ｢活発ではなくなった｣と回答した組合支部の割合は､それぞれ21.2% ､

57.2%､18.0%であった｡一方､非製造業全体の結果については､同様にそれぞれ16.9% ､

59.7%､15.7%という回答結果であり､全体の傾向として製造業と非製造業との間に顕著

な相違は確認できなかった｡
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図表4-9 5年前と比べた職場の取り組み状況の変化(業種別)

(%､支部調査)

(1 )な活つ発た に (2)は 特な にい変化 (3)く活な 発つでた な 無回汰ロ 件敬

製造業計 21.2 57.2 18.0 3_5 283

製造莱莱種別 電機.電子.情報通信機器 19.0 53.4 24.1 3.4 58

鉄鋼.化学等素材関連 23.3 52.3 22.1. 2.3 86

輸送用機械 18.6 69.8 ll.6 43

その他製造業 21.9 58.3 13.5 6.3 96

非製造業計 16.9 59.7 15.7 7.7 248

非製造莱莱種別 建設業 17ー1 60.0 17.1 5.7 35

電気.ガス.熟供給業 18.2 50.0 18.2 13.6 22

情報通信業 38.9 38.9 ll.1 ll.1 18

運輸業 17.6 62.7 ll.8 7.8 51

卸売.小売業 11L1 68.1 18.1 2.8 72

製造業における取り組みの変化を業種別に見ていくと､輸送用機械業では ｢活発になっ

た｣､ ｢特に変化はない｣､ ｢活発ではなくなった｣の内訳が18.6% ､69.8%､ll.6%と､

約7割の組合支部が変化なしと回答 しているのに対して､鉄鋼 ･化学等素材関連業ではそれ

ぞれ23.3%､52.3%､22.1%であり､また電機 ･電子 ･情報通信機器業では同様に19.0% ､

53.4%､24.1%となっており評価のバラツキが相対的に大きい結果となった｡

つぎに非製造業における変化を業種別に見ると､建設業では ｢活発になった｣ ､ ｢特に

変化はない｣､ ｢活発ではなくなった｣の内訳が17.1% ､60.0%､17.1%であり､変化な

しが約6割､.琴 りの1-2割が活発 ･不活発のグループ にほぼ均等に分かれた｡なお建設業と

比較して､卸売 ･小売業では不活発化の傾向が､また運輸業では活発化の傾向が若干程度

見られたが､これらは建設業とほぼ同じ変化傾向の範囲内と見なしてよいだろう｡

その一方で､情報通信業では上記の割合の内訳がそれぞれ38.9%､38.9%､ll.1%であ

り､5年前と比較して小集団活動-の取り組みが活発になったとする組合支部の割合が他業

種に比べて顕著に高い水準であった｡

③事業所規模別 (製造業)

事業所の規模別では､小集団活動-の取り組みにどのような変化が見られるだろうか(図

表4-10参照)｡ 製造業について事業所の規模別に見た調査結果では､100人未満の事業所と

それ以上の人数の事業所との間で顕著な差異が見られた｡
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図表4-10 5年前と比べた職場の取り組み状況の変化(製造業 ･事業所規模別)

(%､支部調査)

(1 )な 活つ発た に (2)は特な にい変化 (3)く活な 発つ でた な 無回汰ロ 件敬

辛莱所規模別 1.00人未満 8.8 61_8 26.5 _-2.9 34

100人以上300人未満 26.9 52.6 1.6.7 3.8 78

300人以上1000人未満 25.3 54.7 17.3 2.7 75

まず300人以上1000人未満の事業所では､ ｢活発になった｣､ ｢特に変化はない｣､ ｢活

発ではなくなった｣ の内訳がそれぞれ25.3%､54.7% ､17.3%であった｡この結果は､小

集団活動-の取り組みに変化なしとする組合支部が過半数を占めるものの､不活発になっ

たとする支部よりも活発になったとする支部の割合が上回っている点で､100人以上300人

未満および1000人以上の組合支部の調査結果とほぼ同じ傾向を示 している｡

その一方で､事業所の規模が100人未満の組合支部では､上記割合の内訳がそれぞれ8.8

%､61.8%､26.5% となっており､活発になったとする回答よりも不活発になったという

回答の割合が､他の事業所規模の組合支部と比較して､唯一上回る結果となっている｡ま

た活発になったとする回答割合も､他の規模の組合支部と比べて､顕著に低い水準を示す

結果となった｡

(3)5年前と_比べて取り組み状況が変化した理由

職場における小集団活動-の取り組み状況の変化はどのような理由から生じたものだろ

うか｡調査票に選択肢として提示された諸理由のなかから主な理申を2つ以内で選択 ･回答

させるかたちで､取り組み変化の理由について調査した｡以下では†業種別､事業所規模

別の観点から､小集団活動-の取り組み状況が変化した理由について見ていこう(図表4-ll

参照)0

①活発になった理由 (支部Q22) .

この質問項目は､先に ｢活発になった｣と回答した組合支部のみが回答するかたちで調

査されたものであるためケース数が相対的に少なくなっている｡そのため､以下の結果の

説明では全体的な傾向のみを概観することとする｡

a.業種別

まず製造業全体の傾向について見てみると､ ｢小集団活動の成果や有効性に対する会社

の考え方が積極的になったから｣を選択 した組合支部は56.7% と最も多く､次いで ｢従業

員と職場 (会社)とのつながりを重視するようになったから｣35.0% ､ ｢日常的に業務を

効率化する必要性を､労働者自身が強く認識するようになったから｣30.0% という順であ
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った｡一方で､ ｢業務内容が頻繁に変化し､職場での意思疎通の必要性が強まったか-ら｣

および ｢非正社員の増加などにより､職場における意思疎通が重要になったから｣ はそれ

ぞれ13.3%､25.0% であった｡

図表4-ll 5年前と比べて取り組み状況が活発になった理由(業種別)

(%､支部調査)

(l ) . (2) (3) (4) (5) (6) 無 件数

疎 非 繋 従 性 業 意 業 会 小 そ

通 正 が 業 を務 思 務 社 集 の 回.

が 社重 員要 増に で意忠 り_負を と重 職視 場L とて の 認 効識 率 -し化て の必要 疎 内通 容が の必変要 化にで が 団積 活 …極 動的 にに対し 他 生⊂1

製造業計 25.0 35.0 30.0 13.3. 56.7 ll.7 ■■● 60

製種 造別 業莱 電機.電子.情報通信機器 36.4 27.3 9.1 9.1 45.5 27.3 ■■■ ll

鉄鋼.化学等素材関連 20.0 45.0 40.d 25.0 45.0 10.0 20

その他製造業 14.3 23.8 33.3 76.2 9.5 21

非製造業計 21.4 26.2 33.3 33.3 38.1 4.g 4.8 42

電気.ガス.熟供給業 50.0 50.0 25_.0 75.0 ■●● 4

情報通信業 14.3 28.6 28.6 28.6 42.9 14.3 ●●● 7

運輸業 22.2 22.2 i4.4 44.4 l l.1 l l.1 9

卸売.小売業 12.5 62.5 37.5 25.0 12.5 12.5~ 8

その他サ十ビス業 33.3 16.7 50.0 16,7 50.P ー●■ 6

つぎに非製造業全体の傾向について見ると､ ｢小集団活動の成果や有効性に対する会社

の考え方が積極的になったから｣と回答 した組合支部が38.1% と最多であり､次いで ｢日

常的に業務を効率化する必要性を､労働者自身が強く認識するようになったから｣および

｢業務内容が頻繁に変化し､職場での意思疎通の必要性が強まったから｣はいずれも33.3

%であった｡また ｢従業員と職場 (会社)とのつながりを重視するようになったから｣お

よび ｢非正社員の増加などにより､職場における意思疎通が重要になったから｣と回答 し

た組合支部はそれぞれ26.2%､21.4%であった｡

このように製造業と非製造業を通して､小集団活動に対する会社の考え方が積極的にな

ったことが､職場での取り組みを活発化させた主要因として明らかになった｡一方で､職

場での非正社員数の増加による意思疎通の必要性から小集団活動が活発化される側面は限

定的であることが上記の結果から示された｡

b.事業所規模別 (製造業)

小集団活動-の取り組み状況が活発化した理由は､事業所の規模によって違いがあるの

だろうか (図表4-･12参照)｡ 製造業について事業所規模別にみると､まず100人以上300人

未満および300人以上1000人未満の事業所規模では､｢小集団活動の成果や有効性に対する

会社の考え方が積極的になったから｣と回答した組合支部がそれぞれ57.1%および78.9%

と最も多かった｡
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図表4-125年前と比べて取り組み状況が活発になった理由(製造業 ･事業所規模別)

(%､支部調査)

(1) (2) (3) (4), (5) ･(6) 無 件敬

疎 非 繋 従 性 業 意 業 会 小 そ
通 正 が 業 を務 思 務 社 集 の 回

が 社重 員要 増に で意忠 り員を と重 職視 場L とて の 認 効識二.率し化て の必要 疎 内通 容 ~が の必変要 化に で が 団積 活極 動的 にに 対し 他 汰∩

辛模 業別 所規 100人未満 33.3 66.7 66.7 3

100人以上300人未満 皇3.8 38~.1 38.1p 14.3 57.1 4.8 21

300人以上1000人未満 15.? 15.8 26.3 10.5 78.9 _10.5 ■● ■ 19

その一方で､1000人以上の事業規模においては､ ｢従業員と職場 (会社)とのつながり

を重視するようになったから｣が56.3%で最も多く､次いで ｢非正社員の増加などにより､

職場における意思疎通が重要になったから｣37.5%､ ｢小集団活動の成果や有効性に対す

る会社の考え方が積極的になったから｣31.3%の順であり､より小さな事業所規模におけ

る調査結果とは異なる結果となった｡

②活発でなくなった理由 (支部Q23)

次いで､5年前よりも小集団活動が活発でなくなったと回答した組合支部のみが回答する

かたちで､取り組みが不活発になった理由について調査した｡なお回答者には､その根拠

を最大2つまで選択するように教示 した｡

a.業種別

まず製造業全体の傾向について見てみると (図表4-13参照)､ ｢人員削減などによって

業務が忙 しくなったから｣を選択した組合支部が64.7%と最多であった｡次いで ｢組織改

革などで仕事や業務内容が激しく変化するようになったから｣41.2% ､ ｢小集団活動の成

果や有効性に対する会社の考え方が消極的になったから｣23.5%の順であった｡また ｢従

業員 と職場 (会社)との関係が希薄化 したから｣および ｢非正社員の増加などにより､意

思疎通が困難になったから｣と回答した組合支部はそれぞれ15.7% ､ll.8%であった｡

つぎに非製造業全体の傾向について概観すると､製造業と同様に､ ｢人員削減などによ

って業務が忙しくなったから｣を選択 した組合支部が最多の51.3%であり､次いで ｢組織

改革などで仕事や業務内容が激しく変化するようになったから｣23.1%､ ｢従業員と職場

(会社)との関係が希薄化したから｣20.5%の順であった｡

小集団活動-の取り組みが活発でなくなった理由として､製造業および非製造業を通し

て指摘できる主要因とは､人員削減や組織改革による現場の余力不足であるとの現状が本

調査結果から浮き彫 りにされた｡同時に､小集団活動-の取り組みの不活発化の主な理由

として､非正社員数の増加による職場コミュニケーションの困難性を指摘した組合支部の

割合は非常に限定的であった｡
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図表4-13 5年前と比べて取り組み状況が活発でなくなった理由(業種別)

(% ､支部調査)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) 無 件敬

疎 非 関 従 な 人 業 組 会 心 そ

通 正 係 業 つ員 務 織 社 集 の 回

が 社困 員難 増に で意忠 が 員希 と薄 職に場との た 削減で多忙に が 改激 革し でく仕変 事化 や . が 団消 活極 動的 にに対し 他 汰ロ

製造業計 ll.8 15.7 64.7 41.2 23.5 2.0 51

製種 造別 業業 電機.電子 .情報通信機器 14.3 35.7 64.3 21.4 21.4 7.1 14

鉄鋼.化学等素材関連 5.3 5.3 57.9 63.2 26.3 19

輸送用機械 40.0 40.0 40.0 20.0 5

その他製造業 7.7 15.4 84.6 30.8 23.1 13

非製造業計 12.由 20.5 51.3 23.1 15.4 5.1 5.1 39

非製造業莱種別 建設業 16.7 50.0 33.3 16.7 6

電気.ガス.熟供給業 25.0 25.0 75.0 25.0 4

情報通信業 100..0 50.0 2

運輸業 33.3 50.0 16.7 16.7 16.7 6

卸売.小売業 7.7 7.7 69.2 23.1 15.4 7.7 13

その他サービス業 20.0 20.0 40.0 20.0 20.0 5

b.事業所規模別 (製造業)

職場における小集団活動-の取り組み状況が活発でなくなった理由は､事業所の規模に

よって違いがあるのだろうか (図表4-14参照)｡製造業について事業所規模別にみると､

1000人未満の事業規模では ｢人員削減などによって業務が忙 しくなったから｣もしくは r組

織改革などで仕事や業務内容が激しく変化するようになったから｣が主な理由として選択

された｡

図表4-14 5年前と比べて取り組み状況が活発でなくなった理由(事業所規模別)

(%､支部調査)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) 無 件敬

疎 非 関 従 な 人 業 組 会 小 そ

通 正 係 業 つ員 務 織 社 集 の 回

が 社困 員難 増に で意忠 が 員希 と薄 職に場との た 削減で多忙に が 改激 革し でく仕変 事化 や が 団消 活極 動的 にに対し 他 汰口

辛模 筆別 所演 100人未満 ll.1 66.7 66.7 22.2 ll.1 9

100人以上300人未満 23.1 7.7 92.3 30.8 23.1 13

300人以上1000人未満 7.7 15.4 30.8 53.8 23.1 ー3

その一方で1000人以上の事業所規模においては､人員削減による業務多忙(66.7%)とい

う理由に続いて ｢従業員と職場 (会社)との関係が希薄化 したから｣ (33.3%)の順であっ

た｡小集団活動-の取 り組みが活発化した理由についての調査結果でも見られた傾向とし

て､事業所規模が1000人以上の大規模な職場では､小集団活動-の取り組み姿勢に､従業

員と会社との心理的なっながりが反映されている点を指摘することができるかもしれない｡
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(4)小集団活動の問題点 (支部Al[自由記述])

本調査では､職場の小集団活動において生じている問題点について自由記述方式で調査

を行った｡以下では､それらの回答から主な記述を紹介する｡

(D負担感

･自主的な活動としながら会社側がメンバー構成と活動テーマ等を決め割 り当てている｡

来春をメ ドに解消するべく協議を進めている (その他製造業)0

･個々で業務にあたることが多いため小集団活動はあまり実施されていない｡実施しても､

ノルマ化している達成目標に対する状況説明会程度であり､目的が不明確で義務的に参加

している人がほとんど｡コミュニケーション不足を感 じる (情報通信業)0

･活動自体の ｢やらされ感｣が強い｡成果が形式的になっている｡活動に関わる労働時間

が増加 している (その他製造業)0

②非正社員の増加

･非正社員が増えQC､5S活動に停滞が生じ､レベルアップを計るのがむずかしくなって

いる｡正社員レベルまでそれを引き上げるのに､時間を要する (電気 ･ガス ･熱供給業)0

･繁忙にくわえ､非正社員数が大幅増加､定着率が上がらず､教育等に時間がうばわれ､

小集団活動が低調になっている (その他サービス業)0

･派遣社員の雇用により､従来の各種技術の伝承が困難になってきた｡例えばルーチン作

業によりつちかわれる業務の感覚的な技能を正社員が修得する期間がなくなることで､実

験データ等のチェックが出来る人が少なくなりつつある｡ (卸売 ･小売業)

･代表的非正社員は活動に参加 していないので､本来職場の活性化の為なら､参加させた

方が良いのかどうかが､課題 (電機 ･電子 ･情報通信機器)0

･請負社員 (外国人)に対する言葉の壁､､又､文化の違いによるトラブル等発生｡ 詳細に

渡る教育の浸透が徹底しない (鉄鋼 ･化学等素材関連業)0

･正社員と非正社員との間で温度差 (活動-の参加意識)が顕著になってきている (鉄鋼

･化学等素材関連業)0

･小集団の内訳が正規従業員数と非正規従業員数の割合が逆転する職場が発生してきてお

り､職場環境改善の観点からみれば､意見の吸い上げや､意見 ･要望が出た時の対応にも

非常に困難を極める (鉄鋼 ･化学等素材関連業)｡
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･バス通勤者がほとんどで､定時が遅い勤務者が寮-の足がなくなるため､時間に縛られ

る｡正社員と比較して当然意識は低く参加するだけの人が多い｡職場での管理意識付けを

求められているが､正社員並みに全員のレベルを上げることに苦慮している (電機 ･電子

･情報通信機器業)｡

③人員削減による繁忙

･人員削除などにより､小集団活動は､仕事量の増大につながっている｡テーマは品質ア

ップやコス ト削減であるが､実態は資料づくりに時間をとられているようだ (卸売 ･小売

莱)0

･人員削減や業務の高度化等に伴 う職場の繁忙化に伴い､小集団活動がなかなか開催でき

ない｡またテ-マの選定もマンネリ化しつつあり､活動が形骸化している(その他製造業)0

･人員削減により業務が多忙にな･り､活動に割く時間を確保するのに四苦八苦している (卸

売 ･小売業)0

･人員がタイ トな状況となっており､小集団活動に参画する時間の都合をつけることが困

難な状況となっている (建設業)0

･日常業務で繁忙な上､自主的な職場の小集団活動を行 うのは､困難な状況であり､改善

施策は トップダウン的に実施されることが多い (その他製造業)0

3.小括

本章では､小集団活動および職場懇談会を労使協議制以外の労使コミュニケーション施

策と位置づけて､それらの実施状況や労働組合の関わり方を明らかにすることを意図して

きた｡以下では本章を締めくくるにあたって､調査結果から得られた事実およびそれらの

インプリケーションについて簡潔にまとめることとする｡

本章を通じて明らかにされたこととは､まず第一に小集団活動および職場懇談会の実施

状況には業種別に明らかな差異が見られるとい うことである｡業種別の比較では製造業の

方が非製造業よりも取り組み状況が活発であり､労働組合の関与の度合いも高いことがわ

かった｡

第二に明らかになった点は､小集団活動および職場懇談会-の非正社員の参加状況につ

いて､業種間での格差がみられる点である｡製造業ではパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員や

嘱託 ･契約社員のほか､間接雇用の派遣社員および請負社員についても小集団活動や職場

懇談会-の参加が一定程度確認できた｡これに対して､非製造業では特に間接雇用の非正

社員の参加状況が総じて低水準であった｡

第三に明らかになったことは､過去5年間において小集団活動などの職場での取り組み状

況には概ね変化がないこと､またそれらの取り組み状況に関して､企業の経営状況が変化
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したことによる影響もほとんど見られないことである｡直近の5年間において雇用形態の多

様化が進展したことを考慮すると､職場における雇用形態の多様化の進展が､小集団活動

や職場懇談会の取り組み状況に何らかの影響を及ぼしていることが想定されたが､そのよ

うな影響は製造業､非製造業を通じて今回の調査結果からは確認できなかっ'た｡

業種や職種によって､業務を遂行するために必要とされる技能や知識の水準が異なるこ

とを考慮すると､特に非正社員の活用形態や活用目的は業種によって大きく相違すると考

えられる｡このように非正社員を活用する形態や目的が異なれば､職場の小集団活動にお

ける非正社員の位置づけも業種によって異なることが考えられる｡また間接雇用の派遣社

員と請負社員との間には､職場における指揮 ｡命令系統の点で大きな相違があり､その結

果として､職場における非正社員の知識習得の可能性や訓練可能性は､派遣社員と請負社

員とでは大きく異なる｡このように同じ間接雇用の非正社員といえども､派遣社員と請負

社員とでは職場での知識習得や訓練可能性の点で大きな相違があり､その相違は職場にお

ける小集団活動の取り組みに対しても何らかの影響を及ぼすことが考えられるだろう｡

今回の調査結果からは､雇用形態の多様化の進展と､職場における小集団活動の取り組

み状況の変化との間には､明確な関連性は確認できなかったが､しかしながら､上記にお

いて指摘 したとおり､雇用形態の多様化と小集団活動の取り組み状況の関連性については､

より細かい分析視点をもちつつ引き続き注視していく必要があるといえる｡
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第 5章 代表的非正社員におけるコミュニケーションと苦情処理

本章では､職場における非正社員のコミュニケーションの実態を明らかにしていくこと

がテーマである｡そのためにはじめに非正社員の基幹労働力化の進展状況をその就労状況

から確認していく｡代表的非正社員に関する設問は支部調査においてのみ用意されており､

そのため以下の分析は支部調査の結果を用いた｡

なお本章で分析の対象とした非正社員は､雇用している非正社員のうち､最も人数の多

い雇用形態を指している｡各雇用形態の事業所数は､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員が 151

件で最も多く､以下､定年後の継続雇用社員が多いと思われる嘱託 ･契約社員が99件､そ

して派遣社員が 98件､請負社員が 35件である｡この他､取引先からの派遣スタッフが 2

件みられたが､サンプル数が少ないため分析および図表から除外した0

1.正社員と比べた代表的非正社員の仕事

(1)正社員と同種の仕事に従事する代表的非正社員の有無 (支部Q15)

はじめに正社員と同種の仕事に従事する代表的非正社員がどの程度いるのかという点

よりみていくことにする (図表 5-1)0

正社員と同種の仕事に従事する代表的非正社員の有無をみると (<正社員と同種の仕事

の代表的非正社員がいる事業所比率>)､事業所の直接雇用､間接雇用にかかわらず､正

社員と同種の仕事をする代表的非正社員のいる事業所がいずれの雇用形態でも 7-8割と

大多数を占めている｡代表的非正社員の場合､その割合に幅はあるものの､仕事内容がす

でに正社員と同種の社員を抱える事業所が多くなっているといえる｡

比率の差は小さいものの､雇用形態による違いは直接雇用と間接雇用との間でみられる｡

正社員と同種の仕事に従事する代表的非正社員がいる事業所の比率は､事業所の直接雇用

であるパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員と嘱託 ･契約社員でそれぞれ 74.8%､73.8%と約 4

分の3であるのに対し､間接雇用である派遣社員 (82.6%)及び請負社員 (82.8%)では

8割を超えている｡

ところでこうした代表的非正社員の有無は､正社員に対する代表的非正社員の割合によ

りどのような違いがあるのだろうか｡

パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員と請負社員の場合は､正社員に対する代表的非正社員の

割合で<50%以上>の区分を設けることができるが､嘱託･契約社員と派遣社員の場合は､

サンプルの関係で最も多い区分でも<10%以上>までである｡このため後者の雇用形態で

は対正社員比率の推移による明瞭な違いは確認できないが､<5%未満>でも正社員と同種

の仕事をする代表的非正社員のいる事業所の割合は高く､派遣社員で 8割近くに､嘱託 ･

契約社員で7割強に準している｡すなわち正社員に対する割合の高低にかかわらず､正社

員と同種の仕事をする派遣社員､嘱託 ･契約社員を活用する事業所が増加 し定着している

ということである｡

こうした傾向はパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員及び請負社員でもみられ､対正社員比率
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の程度にかかわらず､代表的非正社員を正社員並みに活用する事業所が増加 している｡パ

ー ト･臨時 ･アルバイ ト社員及び請負社員における顕著な特徴は､対正社員比率の上昇と

ともに正社員と同種の仕事をする代表的非正社員のいる事業所割合が増加 していることで､

特に50%以上では前者で8割強､後者で9割に達している｡代表的非正社員の割合の上昇

とともに､代表的非正社員の正社員並みの活用が進む実態を示す結果といえるだろう｡

図表 5-1 正社員と同種の仕事に従事する ｢代表的非正社員｣の有無 (単位 :%､支部調査)

同
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の
仕
事

の
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正
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い
る
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は
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い

番 0無
回
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社
員

比
率

社

員比率

社

員比率

社
員

比
率

パー ト社員等計

5%未満

5%以上

10%以上

50%以上

嘱託 ･契約社員計

5%未満

5%以上

10%以上

派遣社員計

5%未満

5%以上

10%以上

請負社員計

20%未満

20%以上

50%以上
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注.各雇用形態の区分は､事業所が雇用 している非正社員のうち最も人数の多い雇用形態をその事業

所の代表的非正社員として示したものである｡例えば [パー ト社員計]とは､代表的非正社員が

ハOパ ･臨時 ･アルハ寸イト社員である事業所のことを指している.

また本章における ｢社員比率｣は､正社員数に対する各代表的非正社員数の割合を指 している｡
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(2)正社員と同種の仕事に従事する代表的非正社員の割合 (支部Q15)

以上のような代表的非正社員活用の基本的特徴を踏まえて､正社員と同種の仕事をする

代表的非正社員の割合をみると (図表 5-2の集計では､正社員と同種の仕事をする代表的

非正社員のいる事業所に限定して再集計した)､ ｢すべての人が正社員と同種の仕事｣ に

従事する事業所は､代表的非正社員が嘱託 ･契約社員である事業所で最も多く34.2%を占

めている｡定年退職後の継続雇用者が嘱託 ･契約社員に多く含まれていると思われる就労

状況を反映した結果といえる｡その他の雇用形態ではいずれも ｢すべての人が正社員と同

種の仕事｣に従事する事業所は2割を下回り､派遣社員､請負社員で約 17%､最も低いパ

ー ト･臨時･アルバイ ト社員が 13.3%となっている｡事業所の比率は2割を下回るものの､

雇用する代表的非正社員全員が正社員と同種の仕事に従事している点は注目される｡

一方､正社員と同種の仕事をする代表的非正社員の割合が最も低い ｢2割以上 (5割未

満)が正社員と同種の仕事｣は､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員が33.6%で最も多く､以

下､嘱託 ･契約社員 (26.0%)､派遣社員 (21.0%)､請負社員 (13.8%)の順となって

いる｡

この結果､代表的非正社員の過半数が正社員と同種の仕事をする事業所の割合は､請負

社員が86.1%で最も多く､以下､派遣社員 (79.0%)と嘱託 ･契約社員 (74.0%)が 7割

台で続いている｡最も低い雇用形態はパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員で､66二4%と約 3分

の2にとどまっている｡

このように過半数の代表的非正社員を正社員並みに活用 している雇用形態の トップは

請負社員である｡請負における業務委託契約から想定される実態であることは言 うまでも

ない｡しかし<8割以上>で比べると､派遣社員 (53.1%)､請負社員 (41.3%)を下回

り､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 (同43.4%)程度にとどまっており､委託された業務

内容が正社員と比べ限定されたものであることが推測される｡

パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の場合は､正社員と同等の仕事を期待される人の多い派

遣社員､請負社員と比べ､正社員と同種の仕事に従事する人は少ないものの､<8割以上

>も約 43%に達しており､正社員並みの活用が徐々に進んでいることがうかがわれる結果

となっている｡

図表 5-2 正 社 員 と 同種の仕事に従事する ｢代表的非正社員｣の割合 (単位 :%､支部調査)

早 と8 と5同割 同割種以 種以の上 の上ヽ ヽ と2l同鋸種則 … 葉菜 件数.

の上 童≡≡≡…仕が …………事正 妻……≡口 :貝 圭………仕が 仕が事正 事正社 社員 員

i

パー ト社員等計 30.1 23.0 33.6 季華=隼 113

嘱託 .契約社員計 24.7 15.1 26.0 73

派遣社員計 35.8 25.9 21.0 81

注.集計対象は､正社員と同種の仕事をする代表的非正社員のいる事業所
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(3)正社員と比べた代表的非正社員の仕事内容 (支部Q16)

それでは正社員と同種の仕事をする代表的非正社員の ■[労働時間] [仕事上の責任]及

び､ [業務範囲 (幅)]は､正社員と比べ概ね同程度であろうか (分析の対象となる事業

所は当然のことながら､前節で正社員と同種の仕事をする代表的非正社員がいると回答し

た事業所である)0

① [労働時間]

はじめに [労働時間]よりみると (図表 5-3A)､正社員と比べた [労働時間]は代

表的非正社員の雇用形態により大きく異なっている｡特に大きな違いはパー ト･臨時 ･

アルバイ ト社員と派遣社員､請負社員及び嘱託 ･契約社員との間でみられる｡前者のパ

ー ト･臨時 ･アルバイ ト社員では､正社員と同じ仕事をしていながらも､ ｢正社員より

短い｣事業所が38.9%と4割近くを占め､逆に ｢正社員と同じ｣という事業所は約 3分

の 1にとどまっている｡

これに対し請負社員では､ ｢正社員より短い｣社員のいる事業所は皆無で､8割弱の

事業所が ｢正社員と同じ｣ [労働時間]である｡同様の傾向は派遣社員及び嘱託 ･契約

社員においてもみられ､正社員と同じ仕事の社員の[労働時間]が ｢正社員より短い｣と

いう事業所は 1割前後にとどまり､7割前後が ｢正社員と同じ｣[労働時間]となってい

る｡このように正社員と同じ仕事に従事する請負社員､派遣社員､嘱託 ･契約社員は､

[労働時間]の面では正社員とほとんど同水準になっているといえる0

図表5-3A 正社員と比べた ｢代表的非正社員｣の労働時間 (単位 :%､支部調査)
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ロ

パー ト社員等計

嘱託 ･契約社員計

派遣社員計

請負社員計

33.6 巨頭 I

骨 壷藻 取 去藻 壷 素木 ■ l亘 1■ 回 l

表 ≡妻童 喜 頭 重 室 ≡墓 室 室 座 付 .23

0.9 113

2.7 73

0.0 81

0.0 29

なおパー ト･臨時 ･アルバイ トという雇用形態は､非正社員の他の雇用形態と比べ相

対的に短時間労働に従事する人が多いことは知られているが､今回調査の結果をみる限

り､正社員と同じ仕事をしている限りは､ ｢一部正社員と同じ人｣ (26.5%)も含める

と､[労働時間]が正社員と同じという事業所が過半数を占めている｡短時間労働の多い

パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員においても､正社員と同じ仕事に従事する限りは､その
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[労働時間]は正社員と同水準になっているといえるだろう｡すなわち正社員と同じ仕事

の重要な構成要素のひとつが[労働時間]であることを意味しているといえるだろう｡

図表 5-4は正社員に対する各雇用形態の社員比率別に示したものである｡サンプル数

に留意してみる必要があるが､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の対正社員比率が 5%未

満の事業所の場合､同社員が ｢正社員と同じ｣長さの[労働時間]で就労する事業所が 7

割弱を占めているが､対正社員比率が上昇し50%を上回ると､逆に ｢正社員より短い｣

事業所が5割を超えている｡正社員数に対して多くのパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員を

活用する事業所の場合は､[労働時間]が ｢正社員より短い｣状態で活用しているといえ

る｡これに対しパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員が少ない場合は､ ｢正社員と同じ｣[労

働時間]での就労に期待する事業所が多くなっている｡

一方､派遣社員の場合は､対正社員比率が上昇するにつれ ｢正社員と同じ｣という事

業所が急増している｡派遣社員を大量に採用する事業所では､正社員と同水準の[労働

時間]での活用を前提としているといえるだろう｡

図表 5-4 正社員と比べた ｢代表的非正社員｣の仕事 (単位 :%､支部調査)

l 労働時間 仕事上の責任 業務範囲 (幅) 件

i 人- 正 無 正社負と同じ 正 無 ▲ 正 無

も部 社 回 も部 社 回 も部 社 回
い正 員 答 い正 員 答 い正 員､ 答 数
る社 よ る社 よ る社 よ
負 り 負 り 負 り
と 短 と 軽 と 狭

同じ しヽ 同じ い 同じ しヽ

113良 ● ●▼ ● ■ ■ ■ ●

率対5%未満 644韮 5.415.4 .-253338.546.2 .-1i2韮 61.523.1 .- 13
正社負5%以上 3.3 20.0 33.353.3 -. 15

46.7 -.306 66.7 -.
10%以上 25.725.7 2.9 14.360.0 5.7 0.028.6 5.7 35

比50%以上 35.454.2 -. 43.850.0 -. 56.331.3 .- 48

嘱託.契約社員誹 6 24.7 8.2 2.734 27.437.0 1.43i 38.421.9 1■4 73

員対5%未満 726 14.8 7.4 3.7292■18.518.5 3.762 8.514.8 3.7 27
比正率社5%以上 60.020.0 -. 60.040.0 -. 60.040.0 -. 5

10%以上 26.8 7.3 2.4 29.348.8 -. 48.824.4 .- 41

派遣社員計 守6 6.012.3 ●■●13 37.048.l l.2 43.240.7 1.2 81

員対5%未満 458 27.327.3 -.18532945.536.4 .-21 36.436.4 -. ll
比正率社5%以上 29.4ll.8 .- 29.458.8 5.9 41.247.1 5.9 17

10%以上 9.6 9.6 -. 38.548.1 -. 46.240.4 -. 52
生 葺 7 207 ■■lL +lII17 310517 .-1 552276 .., 29FT I ● I

員対20%未満 877 1.1 ●●● ●●●●■● ●●●●●● ●●●2i28玉244.433.3 -.31 4.422.2 -. 9
比正率社20%以上 27.3 9.172.7 -. 54.536.4 -. ll

なお非正社員の[労働時間]は､正社員と同種の仕事をする非正社員の割合によって違

いは見られるだろうか｡この点をみたのが図表 5-5だが､次にみる [仕事上の責任] [業

務範囲 (幅)]と比べると傾向的な違いは確認できない｡
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図表 5-5 正社員と比べた ｢代表的非正社員｣の仕事 (単位 :%､支部調査)

労働時間 仕事上の責任 業務範囲 (幅) 件

人一 正 無 I 人一 正 .無 生◆ 人一 正 無

も部 社 回 も部 社 回 も部 社 回
い正 員 答 い正 員 答 い正 員 答 数
る社 よ る社 よ る社 よ
員 り 員 り 員 り
と 短 と 軽 と 狭
同 い 同 い 同 い
じ じ じ

代秦的非正社負すべての人が正社F) 33.333.3 ++A r713.320.0 .- 3 26.720,0 -. 15

8割以上が正社員と同種の仕事 29.414.7 -. ◆935.355.9 2.9 6 44.132.4 2.9 34

5割以上が正社員と同種の仕事2割以上が正社員と同種の仕事 30.846.2 -.18,457.9 2.6 ● 34.661.5 .- 8 69.226.9 .-47.439.5 2.6 2638
i 28.963.2 2.6 5

嘱託.契約社農計 6424.7 8.2 2_7 ■こ 27.437.0 1.43.4 38.421.9 1.4 73

代表的非正社負すべての人が正社 8.0 8.0 4.0 012.0 8.0 4.0 0 8.0 -.4.0 25

良と同種の仕事

8割以上が正社員と同種の仕事 22.211.1 22.250.0 -. 8 27.844.4 .- 18

5割以上が正社員.と同種の仕事2割以上が正社員と同種の仕事 436.4 9.1 .-42.1 5.3 5.3 ●■一二381.818.2 -.21.173.7 -. ●3 100.0 -. -.52.642.1 .- ll19
派遣社員計 7 16.012.3 ■■■ 一こ637.048.l l.21.8 43.240.7 一.2 8ー

代表的非正社負すべての人が正社良と同種の仕事 421L4 7.1 -. 735.728.6 -I 7 35.728.6 -. 1429

8割以上が正社員と同種の仕事 317.2 3.4 -. 848.334.5 3.4 8 48.334.5 3.4

5割以上が正社員と同種の仕事2割以上が正社員と同種の仕事 622914.3 9.5 -.ll.835.3 -. ◆8933.361.9 -.23.570.6 -. 59 52.438.1 .-29.464.7 -. 2117
■2 2 29貞 轟 ■●■ ■■▼ ●■■ ■●■■

② [仕事上の責任]

[仕事上の責任]および､次にみる [業務範囲 (幅)]の場合､ [労働時間]と比べ

ると､正社員と同じ仕事に従事しているといっても､正社員と同水準の責任､同一の業

務範囲という事業所は少ない｡正社員と同じ責任､業務範囲といっても､その範囲は一

部の非正社員にとどまるのが実態である｡

図表 5-3Bをみると､いずれの雇用形態でも [仕事上の責任]が ｢正社員より軽い｣

という事業所が多くを占め､特に嘱託 ･契約社員を除いたその他の雇用形態では5割前

後を占めている｡これに対し正社員と仕事が同じであれば[仕事上の責任]も ｢正社員と

同じ｣という事業所は嘱託 ･契約社員を除き 1割台で､ ｢一部正社員と同じ人もいる｣

で 3割を占めるにとどまる｡

このように正社員と同じ仕事であっても､[労働時間]とは異なり､正社員並みの[仕

事上の責任]を期待する事業所は少数である｡非正社員の[労働時間]の同一水準化が進

む中にあっても､[仕事上の責任]まで正社員と同じものを期待できないということであ

る｡
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図表5-3B 正社員と比べた ｢代表的非正社員｣の仕事上の責任 (単位 :%､支部調査)
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なお図表 5-4より対正社員比率別にみても､サンプル数の問題もあり､傾向的な特徴

は確認できない｡

これに対し非正社員の[仕事上の責任]の状況を､正社員と同種の仕事をする非正社員

の割合別にみると大きな違いがみられる (図表 5-5)0<すべての人が正社員と同種の

仕事をする>事業所の場合､[仕事上の責任]が ｢正社員と同じ｣という事業所は多くな

っているからである｡特にパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 (｢正社員と同じ｣66.7%)

と嘱託 ･契約社員(同 76.0%)で顕著だが､派遣社員(同 35.7%)においても同様の傾向

が確認できる｡

このように事業所における代表的非正社員の<すべてが正社員 と同種の仕事をする

>ということは､正社員と同程度の[責任]ある仕事に従事してもらうということを意味

していることになる｡代表的非正社員の<すべてが正社員と同種の仕事をする>事業所

は必ずしも多数ではないが､非正社員の急速な活用を考慮すると､[仕事上の責任]にお

ける変化が注目されるところである｡

③ [業務範囲 (幅)]

･[業務範囲(幅)]においても､[仕事上の責任]に近い特徴がみられる｡正社員と同じ仕

事に従事しても､正社員と業務範囲まで同じという事業所は少なく､また正社員と同じ

業務範囲を担当する非正社員がいるといっても､担当する非正社員が一部にとどまるの

が実態である｡

図表 5-3Cをみると､正社員と同じ仕事の非正社員おける[業務範囲(幅)]が､ ｢正社

員より狭い｣事業所は派遣社員で4割を上回り､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員､請負

社員で3割前後を占めている｡[仕事上の責任]と比べると､正社員より限定された範囲

にとどめる事業所は少ないが､一方､ ｢正社員と同じ｣という事業所も嘱託 ･契約社員

を除き 1割台である｡すなわち非正社員に ｢正社員と同じ｣[業務範囲(幅)]を担当させ

ている事業所は､[仕事上の責任]同様に少数にとどまるのが実態である｡

一方､非正社員の[業務範囲(幅)]に対しては､ ｢一部正社員と同じ人もいる｣ 事業所
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が最も多い｡いずれも4-5割を占めており､[仕事上の責任]の 3割前後を大きく上回

っている｡この結果､[業務範囲(幅)]は[仕事上の責任]と同様に､正社員と同水準で従

事させる事業所は依然として少ない｡しかしながら｢一部正社員｣の事業所を加えると､

非正社員の仕事内容において正社員との同一化が進んでいるといえるだろう｡特に[労

働時間]において顕著だが､さらに[業務範囲(幅)]で､そして[仕事上の責任]において

も同一化の傾向が確認できるところである｡

先にみた [仕事上の責任]は､正社員と同種の仕事をする非正社員の割合別にみると

大きな特徴がみられた｡こうした傾向は[業務範囲(幅)]でもみられ､<すべての人が正

社員と同種の仕事をする>事業所の場合､[業務範囲(幅)]が ｢正社員と同じ｣という事

業所が多い｡特に嘱託 ･契約社員(｢正社員と同じ｣88.0%)で顕著だが､パー ト･臨時 ･

アルバイ ト社員 (同53.3%)､派遣社員(同35.7%)でも同様の傾向が確認できる(図表

5-5)0

非正社員における[仕事上の責任]の実態と合わせ考慮すると､代表的非正社員の<す

べてが正社員と同種の仕事をする>事業所では､非正社員に正社員並みの仕事と責任を

期待しているといえるだろう｡非正社員の活用の継続と進展は､正社員並みの仕事と責

任-の期待となってあらわれ､と同時に､今後の課題は均等待遇の実現ということにな

る｡活用の進む非正社員を取り巻く諸問題を労働組合がいかに労使協議において取り上

げるべきなのか､注目されるところである｡

図表 5-3C 正社員と比べた r代表的非正社員｣の業務範囲 (幅) (単位 :%､支部調査)
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2.代表的非正社員におけるコミュニケーションの現状

1.8 113

1.4 73

1.2 81

0.0 29

それでは事業所及び職場､支部組合では非正社員とのコミュニケーションのためにどの

ような活動を行っているのだろうか｡以下では､コミュニケ∵ションの [実施主体と活動

状況]及び [非正社員の積極的参加意識]を代表的非正社員についてみていくことにする｡
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(1)代表的非正社員とのコミュニケーションのための活動 (支部Q17(1))

本設問では､コミュニケーションのための活動として ｢レク･パーティー ･懇親会など｣

以下､11項目を用意した｡項目の内容から下記の4つに分類できる｡コミュニケーション

のための活動は､大きく分けると [職場 ･業務に関するコミュニケーション]と [職場 ･

業務外のコミュニケーション]とに分けることができる｡さらに前者は<業務に関するコ

ミュニケーション><朝礼 ･昼礼 ･終礼等><個人面談>の 3つの領域に分類できる｡後

者の職場 ･業務外のコミュニケーションには､ ｢レク ･パーティー ･懇親会など｣と ｢慶

弔金や貸付金などの共済活動｣が含まれる｡

設問では各項目に対し､社員とのコミュニケーション活動の有無 (｢正社員に対しても

行われていない｣)､コミュニケーション活動-の代表的非正社員の参加可能性の有無 (｢代

表的非正社員は参加できない｣)､そして活動の実施主体 (｢組合が実施｣ ｢会社が実施｣)

の各レベルで回答してもらった｡

[職場 ･業務に関するコミュニケーション]

<業務に関するコミュニケーション>

｢労働条件について話し合う活動｣

｢職場や業務の改善活動一小集団活動｣

｢職場懇談会｣

｢提案制度｣

<朝礼 ･昼礼 ･終礼等>

｢朝礼 ･昼礼 ･終礼等｣

<個人面談>

｢職場の上司との個人面談｣

｢人事労務担当者による個人面談｣

[職場 ･業務外のコミュニケーション]

｢レク･パーティー ･懇親会など｣

｢慶弔金や貸付金などの共済活動｣

①社員とのコミュニケーションのための活動実施の有無

はじめに代表的非正社員とのコミュニケーションのための活動実施の有無を､ ｢正社

員に対しても行われていない｣に対する回答よりみると､図表 5-6からは嘱託 ･契約社

員で ｢正社員に対しても行われていない｣及び無回答の多い項目がみられるものの､そ

の他の雇用形態ではいずれの活動においても各事業所で実施されていることが示され

ている｡この点は [職場 ･業務に関するコミュニケーション]であるかどうかにかかわ

らず共通する特徴である｡

こうした共通した特徴のもとでやや留意すべき点がある｡<業務に関するコミュニケ

ーション>において､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員と派遣社員､請負社員との間で違

いがみられる｡違いは ｢職場や業務の改善活動一小集団活動｣と ｢提案制度｣において
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みられ､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員が代表的非正社員となっている事業所では､活

動自体を行っていない事業所が多くなっている｡派遣社員､請負社員の多い製造業と､

卸売 ･小売業を中心としたパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の多い非製造業との違いが､

仕事と職場の改善のための活動の有無においてあらわれているといえる｡

図表5-6 コミュニケーション活動の有無 【｢正社員に対しても行われていない｣比率】

(単位 :%､支部調査)

職場 .業務外 業 務 等朝 個人面談 件

･レ ど慶 話労 ≡≡…ヽI才一■∫事……≡≡喜蔓辛:i嘩*管等*申改 職 演草帯革申 人職 よ人

懇 ク の弔 し働 ミ妻圭 場 礼●昼 面場 る事親 . 共金会パ 済や 合条う件 懇- 談の 個労上 人務 数

な l 活貸どテ 動付イ 金t な 活 に動ついて 会 礼●終礼 司 面担と 談当の 者個 に華

パー ト社員等計 0.7 .- 1.3 三1=f津 5.3:守4■≡や 2.6 3.3 18.5 151

嘱託 .契約社員計 4.0 2.0 2.0 や辛;; 15.2∴1,5∴2 3.0 6.1 22.2 99

派遣社員計 3.1 .- 2.0 ?チ 4.1 7 3.1 1.0 9.2 98

請負社員計 2.9 -. 2.9 5.7 11.4 35

②代表的非正社員の参加の可能性

それではこうした実施されている社員とのコミュニケーション活動に対し､代表的非

正社員の参加は可能なのであろうか｡ ｢代表的非正社員は参加できない｣という回答を

用いて代表的非正社員とのコミュニケーションのための活動実施の有無を図表 5-7より

みると､事業所における直接､間接雇用といった雇用形態により参加できる活動内容に

大きな違いのあることが示されている｡はじめに指摘できる点は､ ｢レク･パーティー ･

懇親会｣ ｢慶弔金や貸付金など共済活動｣といった [職場 ･業務外のコミュニケーショ

ン]においても､違いがみられる点である｡前者の ｢レク ･パーティー ･懇親会｣にお

ける開きは小さいものの､ ｢慶弔金や貸付金など共済活動｣においては間接雇用の身分

である派遣社員､請負社員で ｢参加できない｣という事業所が 7割前後を占めている｡

パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員でも約 3分の 1を占めるものの､ ｢共済活動｣は直接雇

用した労働者に対するサービスにとどまっている｡

こうした開きは [職場 ･業務に関するコミュニケーション]では一層顕著である｡ ｢朝

礼 ･昼礼 ･終礼等｣ はいずれの雇用形態でもほぼすべての事業所で参加する､または参

加 しなければならない活動となっているのに対し､その他の活動は直接雇用と間接雇用

との間で開きがみられる｡ ｢参加できない｣の比率は間接雇用である派遣社員､請負社

員で多く､直接雇用で少ない｡派遣社員､請負社員が参加できない活動の トップは ｢労

働条件について話し合 う活動｣で､それぞれ 69.4%､60.0%に達している｡これに対し

｢参加できない｣の比率の最も低い活動は､ ｢職場や業務の改善活動一小集団活動｣で､

3割前後である｡それでもパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の2割弱を上回っている｡

一方､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の場合は､派遣社員､請負社員と比べコミュニ

ケーション活動に参加できる事業所が多いが､ [職場 ･業務に関するコミュニケーショ

ン]では ｢労働条件について話し合 う活動｣に ｢参加できない｣事業所が約 3分の 1に
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達し､同時に､ ｢職場懇談会｣では約 4分の 1を占めている｡これに対し ｢職場や業務

の改善活動一小集団活動｣や ｢提案制度｣に対する ｢参加できない｣という比率は低く

なっているが､これは正社員に対してもこうした活動を実施していない事業所が多いこ

とも影響していると思われる｡

なお ｢上司｣ ｢人事労務担当者｣との<個人面談>においても直接雇用と間接雇用と

の開きがみられ､特に請負社員で ｢参加できない｣という事業所が多くなっている｡

図表 5-7 ｢代表的非正社員｣とのコミュニケーションのための活動の有無

【｢代表的非正社員は参加できない｣比率】 (単位 :%､支部調査)

職場.業務外 業 務 等朝礼●昼礼●終礼 個人面談 】l件数･レ ど慶懇ク の弔親 . 共金会パ 済やな I 活貸どテ 動付イ 金l な 請 人職 よ人面場 る事談の 個労上 人務司 面担と 談 当の 者個 に

■ゝ

J莱
∫

団

■コ

パー ト社員等計 9.9 36.4 3.3 7.9 15.2 151●

率対正 5%未満 30.0 60.0 5.0 25.0 15.0 2 0

65■ ●

社負比 5%以上10%以上t50%以上 18.2 72.72.0 36.76.9 12.1 9.1 4.5 31.810.2 6.11.7 15.5 224958

20
■ ●1.7●

嘱託 .契約社員計 7.1 31.3 5.1 10.1 14.1 99●

員対 5%未満 7.9 34.2 5.3 15.8 18.4 38

比正率社 5%以上 ll.1 55.6 40●■ 2125 33.9.36 3守3335 ll.1 ll.1 22.2 910%以上 5.8 25.0 3.8 5.8 9.6 52

派遣社員計 17.3 77.6 9 18 7.1 23.5 27.6 98● ●

員対 5%未満 21.4 857 214 143 286 14

比正 5%以上 ●20.0 85.0 ●50 ● ●20.0 250 20

率社 10%以上 14.5 72.6 4● 306 ●3.2 ●24.2 25.8 625.

請負社員計 17.1 68.6 0■ 2◆6 8.6 14 2.9 37.1 40.0 35

員対 20%未満 8.3 66.7 890 33031 8.6.0.3 24256002 ●●●●●●10.025.0 41.7 12
比正率社 20%以上 15.4 84.6 38.5 30.8 13

ところで図表 5-7からは､代表的非正社員がコミュニケーション活動に参加できるか

どうかは､正社員に対する非正社員の割合によっても大きく左右されることが示されて

おり､特にパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員で顕著である｡すなわちパー ト･臨時 ･アル

バイ ト社員の対正社員比率が 5%未満の事業所の場合､ ｢代表的非正社員は参加できな

い｣と規定している事業所が ｢労働条件について話し合 う活動｣及び ｢職場懇談会｣で

6割に達し､さらに ｢参加できない｣という事業所が相対的に少なかった ｢職場や業務

の改善活動一小集団活動｣ ｢提案制度｣ でも3割前後を占めている｡これに対し対正社

員比率の上昇とともに ｢参加できない｣事業所比率は低下し､50%以上ではいずれも 1

割台にまで下がっている｡すなわち [労働時間]が共通の非正社員の増加とともに､コ

ミュニケーションの必要性が増大したことが背景にあるといえるだろう｡事業所では非
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正社員とのコミュニケーションを図るため､対応を迫られた結果といえる｡

こうした会社側の動きは同じ事業所､職場で働く以上､間接雇用である派遣社員､請

負社員でもみられなければならないが､パー ト･臨時 iアルバイ ト社員と比べ対応は遅

れていると言わざるを得ない｡これを派遣社員について確認すると､対正社員比率が

10% を上回っても､ ｢参加できない｣という事業所が ｢労働条件について話し合 う活動｣

で約 3分の2､ ｢職場懇談会｣で約 45%に達している｡対正社員比率の増加とともにコ

ミュニケーション活動が改善される ｢職場や業務の改善活動一小集団活動｣ ｢提案制度｣

でも約 3割の事業所では参加を認めていない実態にある｡

こうした傾向は ｢レク ･パーティー ･懇親会など｣ においても確認でき､パー ト･臨

時 ･アルバイ ト社員において顕著な違いがみられる｡同社員の対正社員比率が 5%未満

の場合は ｢参加できない｣事業所が 3割に達していたのに対し､比率の上昇とともに減

少 し､特に50%では約 7%まで減少している｡雇用数の増大が影響を与えるコミュニケ

ーション活動のひとつといえるだろう｡しかしながら派遣社員､請負社員の場合は､サ

ンプル数及び比率区分の関係もあり､傾向的な特徴を確認することはできない｡

③代表的非正社員とのコミュニケーションの実施状況と実施主体

[コミュニケーション活動の有無]と [代表的非正社員の参加の可能性の有無]につ

いては以上みてきたとおりだが､それではこうした代表的非正社員が参加できるコミュ

ニケーション活動を労働組合､会社 (事業所)､いずれの組織が実施､主催 しているの

だろうか｡特に労働組合はどのような活動を非正社員のコミュニケーションのために行

っているのだろうか｡この点をみたのが図表 5-8A～Cである｡

同図表における<活動実施率>は､実施した ｢組合｣と ｢会社｣の比率を合計したも

ので､両者とも実施した場合も含まれている｡そのため合計値が 100%を超えるケース

もみられる｡いずれにしろ比率の高くなるほど代表的非正社員のためのコミュニケーシ

ョン活動が盛んに行われた指標となるであろう｡先にみた [コミュニケーション活動の

有無]と[代表的非正社員の参加の可能性の有無]の結果からも推測されるが､ ｢レク ･

パーティー ･懇親会など｣及び ｢朝礼 ･昼礼 ･終礼等｣の<活動実施率>は､いずれの

雇用形態でも高い｡また雇用形態により違いはあるが､ ｢共済活動｣は直接雇用のパー

ト･臨時 ･アルバイ ト社員や嘱託 ･契約社員では<活動実施率>は高くなっている｡

｢レク ･パーティー ･懇親会など｣及び ｢共済活動｣ の高い<活動実施率>を支えてい

るのが ｢組合｣である｡前者の<活動実施率>は ｢会社｣を上回り､また後者でも直接

雇用を中心に ｢会社｣に迫る<活動実施率>となっているからである｡今回調査の範囲

では､ ｢組合｣が実施するから ｢会社｣は直接の実施主体から外れるというケースがど

の程度あるのかは不明だが､いずれにしろ労働組合が代表的非正社員とのコミュニケー

ションに大きな役割を果たしている活動であるといえるだろう｡
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図表5-8A ｢レク･パーティー ･懇親会｣ ｢共済活動｣ ｢朝礼､昼礼､終礼｣の実施状況

(単位 :%､支部調査)

レク.懇親会等 共済活動 朝礼､昼礼､終礼等 件

辛港動巽 組 会合 社 * 組 会合 社 A*実 A E合 社が が実 実施 施 が が実 実施 施 が が実 実施 施 数

率 率

8 8 151一■■一 年 ● ● ■ ● ● ■

率対5%未満 韮丑0.9.0.4.0韮08 45.0 45.0 韮00780926 25.0 25.0 998a0.0.1.7.0969 0.0 90.0 20
正社負5%以上 50.0 59.1 18.2 22.7 0.0 90.9 2210%以上 46.9 53.1 18.4 38.8 0.0 81.6 49
比50%以上 74.1 20.7 58.6 50.0 0.0 87.9 58

- 一■ 9 7嘱託.契約社員誹 49. 9. 2.3 6.4 78. 0. 78.8 99

員対5%未満 Ⅰ6.5.3. 2立6 21.1 21.1 0.0 68.4 3835l9 44.7 31.6 2‡5 6688.6ー8.475
比正率社5%以上 33.3 22.2 0.0 11.1 0.0 66.7 9

10%以上 55.8 48.1 34.6 51.9 0.0 88.5 52
派遣社員計 2.8 40.8 52.0 20.4 10.2 10.2 84.7 0.0 84_1 98

員対5%未満 Ⅰ0.5.5.00韮 50.0 50.0 759韮00 7.1 0.0 7798.0.1.609 0.0 78.6 14
比正率社5%以上 35.0 50.0 0.0 5.0 0.0 70.0 20

10%以上 40.3 54.8 14.5 14.5 0.0 91.9 62
請負社良計 15.7 37.1 68.6 8.6 8.6 20.0 97.守 0.0 97.1 35

員対20%未満 115.●0.000 50.0 75.0 300400 16.7 16.7 1寸請00_00.00.000 0.0 100.0 12
比正率社20%以上 30.8 69.2 0.0 0.0 0.0 100.0 13

注.<実施>比率-｢組合が実施｣と｢会社が実施｣の小計
回答は複数回答のため､｢組合｣｢会社｣の双方に回答したサンプルが含まれている

こうした活動に対し､ ｢労働条件について話し合 う活動｣ をはじめとした [職場 ･業

務に関するコミュニケーション]については､いずれの項目でも<活動実施率>は低く

なっている｡こうしたコミュニケーション活動の低い背景には､職場､業務におけるコ

ミュニケーションに対し責任を持って取り組むべき主体である ｢会社｣が､非正社員に

対して活動を実施していないことが最大の理由である｡すなわち ｢会社｣は正社員が参

加するコミュニケーション活動を構築､実施しても､職場において活用の進む非正社員

を対象としたコミュニケーション活動に消極的なためといえるだろう｡このように職

場 ･業務に関する活動は ｢会社｣が責任を持って行 うべき活動であるため､ ｢会社｣の

姿勢と取り組みに大きく左右されるといえる｡一方､活動の主体ではないものの､コミ

ュニケーション活動を ｢会社｣側に企画､提案､もしくは ｢会社｣とともに実施する ｢組

合｣が少ないことも､<活動実施率>が低い理由にあげることができよう｡実施主体が

｢会社｣であっても､ ｢組合｣の取り組みは可能であることを考えると､非正社員の意

見を反映した労働条件の改善が組合に期待されているといえるだろう0

そこで[職場･業務に関するコミュニケーション]における実施主体の状況をみると､

最も多い ｢会社｣実施の活動は ｢提案制度｣で､これに ｢職場や業務の改善活動一小集

団活動｣が続いている｡いずれも直接､間接雇用といった対象者を区別せずに実施して
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いる点が特徴である｡やや<活動実施率>は下がるが､同様の傾向は ｢職場懇談会｣に

おいてもみられる｡これに対し ｢労働条件について話し合 う活動｣は､派遣社員で最も

低く､同じ間接雇用の請負社員とは異なった結果がみられる｡生産現場で就労する請負

社員 とオフィス就労の多い派遣社員における職場の違いを反映したものと思われる｡

ところで ｢組合｣の取り組みの特徴は､間接雇用である派遣社員､請負社員に対する

取 り組みが消極的なことである｡特に ｢労働条件について話し合 う活動｣及び ｢職場懇

談会｣で直接雇用の社員に対する取 り組みと比べ大きな開きがみられる｡さらに ｢職場

や業務の改善活動一小集団活動｣ ｢提案制度｣ については､直接､間接雇用にかかわら

ずコミュニケーション活動に取り組む ｢組合｣は少数である｡この結果から､代表的非

正社員との [職場 ･業務に関するコミュニケーション]は､大きく会社中心という構造

が示されており､ ｢組合｣の占める割合の大きい活動は ｢労働条件について話し合 う活

動｣ だけにとどまる結果となっている｡

図表 5-8B｢労働条件を話し合う活動｣ ｢職場環境や業務の改善活動｣′｢職場懇談会｣

｢提案制度｣の実施状況 (単位 :%､支部調査)

労働条件の話し合い 環境や業務改善活動 職場懇談会 提案制度 件

･** 組 会 組 会 組 会 藻草郵辛華率 組 会

合 社 合 社 合 社 合 社
が が が が が が が が 数
実 実 実 実 実 美 実 実
施 施 施 施 施 施 施 施

● ? ㍉華羊:≡1.: ● 一l

率対5%未満 牛車;辛亘隼車lll皇圭重言≡い5.0 20.0 !車義P垂 0.0 55.0≡やQi三 10.0 30.0 0.0 60.0 20

正社負 5%以上 9.1 31.8 9.1 40.9 18.2 54.5 車 0.0 54.5 2210%以上 i18.4 38.8 10.2 65.3二も=車 20.4 49.0 烏 ヰ; 8.2 59.2 49

争十lll i比 50%以上 書56.9 19.0 24.1 32.8 夏季亘 44.8 32.8 20.7 50.0 58

二...Tp∴: I:-. .-:.:.I.:A.:

員対 5%未満 杏車車;杏筆l+li羊≡三23.7 23.7 gi襲+l◆9 2.6 47.4 辛チ; 13.2 34.2 7.9 42.1 38
比正率社 5%以上 0.0 22.2 ll.1 44.4 0.0 44.4 杏 0.0 44.4 9

10%以上 ≡ヨ42.3 23.1 ll.5 48.1 28.8 36.5 9.6 46.2 52

串較 ≡葦襲 や

員対 5%未満 串.車孝三隼牛車≡き≦≡…14.3 14.3 ?S章 7.1 35.7 7.1 42.9 =S 0.0 28.6 14
坪正率社 5%以上 5.0 0.0 10.0 35.0 串妻ll 5.0 35.0 5.0 20.0 20

10%以上 ≡17.7 19.4 ll.3 58.1 16.1 43.5 蘇i.12.9 51.6 62

員対 20%未満 杏.;車;軽牢戟中i: 8.3 33.3 i 0.0 66.7 辛辛 16.7 25.0 亘.二三J7 0.0 66.7 12
比正率社 20%以上 7.7 15.4 0.0 69.2 車lii; 7.7 38.5 車≡喜*:: 0.0 53.8 13

注.<実施>比率- ｢組合が実施｣と｢会社が実施｣の小計
回答は複数回答のため､ ｢組合｣｢会社｣の双方に回答したサンプルが含まれている

なおパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員について ｢上司｣ ｢人事労務担当者｣との<個人

面談>の実施状況をみると､それぞれ約 80%､58%となっている｡ ｢上司｣についてみ

ると､約 8割 の事業所でパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員についても<個人面談>を実施

している｡
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図表 5-8C ｢職場の上司｣ ｢人事担当者との個人面談｣の実 施 状 況 (単位 :%､支部調査)

上司との個人面談人事担当者 との面談

組 会合 社が が実 実施 施 組 会合 社が が軍 実施 施 件数

j=J:;≡:;!≡三 -.iA:

率対 5%未tt 0452 妻や妻妾妻 0.0 60.0 20

0.0 65. *

正社負 5%以上10%以上 0.0 86.0.0 75. 0.0 63.60.0 67.3 2249⇒llll

比 50%以上 580.0 86. 隼妻童 0.0 46.6

員対 5%未満 華亘gi棄 0.0 28.9 38

0.0 52.6

比正率社 5%以上 0.0 66.7 0.0 44.4 9
10%以上 0.0 80,8 0.0 57.7 52

:≡;暮■‥■'::' 遵=:二≡モミ…主圭 ≡省 :I 4 昔…… 鋭 …≡≒:6

員対 5%未満 :S*…≡垂 0.0 85.7 ii*黛薄幸 0.0 64.3 14
比正率社 5%以上 0.0 65.0 0.0 55.0 2010%以上 0.0 69.4 0.0 5.4.8 62

寮や ==≡

員対20%未満 ;≠::;≡ 0.0 75.0 **辛譲学殖 0.0 66.7 12
比正率社 20%以上 0.0 53.8 0.0 53.8 13

注.<実 施>比率- ｢組合 が 実施｣と ｢会社 が実施｣の小計

回答 は複数回答 のため､ ｢組 合 ｣ ｢会社｣の双方に回 答 し たサンプルが 含 まれている

ところで代表的非正社員とのコミュニケーション活動における実施主体についても､

正社員に対する非正社員の割合によっても大きく左右されることが図表 5-8A～Cにお

いて示されている｡

明瞭な傾向が確認できる雇用形態はパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員である｡パー ト･

臨時 ･アルバイ ト社員の対正社員比率の上昇とともに､活動を実施する事業所の比率は

｢職場や業務の改善活動一小集団活動｣を除いて急増している｡特に50%以上の事業所

では<活動実施率>は ｢職場懇談会｣で約 78%､ ｢労働条件について話し合 う活動｣で

約 76%､そして ｢提案制度｣で約 71%に達している｡

しかしながら課題は､対正社員比率が50%を上回るとともに､ ｢組合｣が ｢会社｣を

上回る点で､特に ｢労働条件について話し合 う活動｣及び ｢職場懇談会｣で顕著にみら

れる｡ ｢会社｣ の<活動実施率>は組合の実施率に反比例するかのように減少し､50%

以上で最も低い｡

労働組合の取り組みの進展は､対正社員比率の増加とともに労働組合でも､非正社員

とのコミュニケーション活動に取り組まざるを得なくなったためと思われる｡

なお同様の傾向は ｢レク ･パーティー ･懇親会など｣と ｢共済活動｣においてもみら

れる特徴で､正社員の半数を超える代表的非正社員の存在は､組合の取り組みを促す分

岐点になっているといえる｡
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一方､派遣社員､請負社員の場合は､今回調査のデータの範囲内では明瞭な傾向はみ

られない｡非正社員とのコミュニケーション活動を ｢会社｣が担っている実態を示す結

果となっている｡

(2)代表的非正社員の活動への参加意識 (支部Q17(2))

それでは非正社員とのコミュニケーションのための様々な活動が実施される中で､当

事者である非正社員はどの程度の参加意識を持っているのであろうか｡非正社員を対象

とした活動を実施している事業所について､代表的非正社員の活動に対する積極的､消

極的参加意識をみていくことにする｡図表 5-9は回答における ｢非常に積極的｣と ｢ど

ちらかというと積極的｣ とを合わせた<積極的>参加の比率を示したものである｡以下

の分析は､この<積極的>参加率を用いてみていくことにする｡その主な特徴を箇条書

きであげると､次のようになる｡

図表 5-9 コミュニケーションのための活動への ｢代表的非正社員｣の積極的参加意識

【<積極的>参加の比率】 (単位 :%､支部調査)

職場 .業務外 業 務 ≡;等朝礼●昼礼● 個人面談 件敬

-;.義 ≡.∫

≡::i重さ
≡;=:iL≒1

団

活 終礼

パ ー ト社員等計 47.9 45.4 i+ 鞍 ?; …j51.9 40.5 34.4 87ヰ‥二三二
嘱託 .契約社員計 33.4 47.0 ≡≡憑 3I:≡: 駁 三39.8 38.2 33.3 45

派遣社員計 p40.5 31.3 ≡i38.5 35.3 38.9 54≠;;≡ 葦

請負社員計 57.1 44.4 ! 158.8 45.0 38.9 18
注.<積極的>参加の比率-｢非常に｣と｢どちらかというと積極的｣の小計

第 1の特徴は､正社員とともに代表的非正社員とのコミュニケーションのために用意､

準備された活動､制度に対し､非正社員の参加意識は積極的だと考える事業所が多いこ

とである｡

代表的非正社員の<積極的>参加率が5割を超える活動はほとんどないものの､最も

<積極的>参加率の高い活動である請負社員の ｢朝礼 ･昼礼 ･終礼等｣ (58.8%)で 6

割弱を占める一方､最も低い活動である嘱託 ･契約社員の ｢職場や業務の改善活動一小

集団活動｣ (23.1%)でも約 4分の 1を占めている｡すなわち本来正社員を対象に開発､

育成されてきた ｢職場や業務の改善活動一小集団活動｣においても非正社員の参加が進

んでいることを示すものである｡

各雇用形態における<積極的>参加率は多くの活動で5割に届いていない点は事実だ

が､もともとは参加者として正社員を念頭に開発､準備されてきたものであることを考

慮すると､組合支部の非正社員の参加意識に対する評価は高いといえるだろう｡

前節の[代表的非正社員とのコミュニケーションのための活動]でみたように､活動内

容により実施状況に違いはあるが､こうした活動に対し非正社員が積極的に参加を試み

る事業所が多いという結果となっている｡
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第 2の特徴は､当然のことながら雇用形態により参加意識に違いがみられることであ

る｡

間接雇用である派遣社員と請負社員の場合､ ｢慶弔金や貸付金などの共済活動｣及び

｢労働条件について話し合 う活動｣の対象としている事業所は少なかったが､実施して

いる事業所における参加意識をみると､請負社員の<積極的>参加率は高く､特に ｢労

働条件について話し合 う活動｣に対して積極的であると感じている事業所は (53.8%)､

派遣社員 (31.8%)を大きく上回り､さらに直接雇用であるパー ト･臨時 ･アルバイ ト

社員 (46.6%)をも上回っている｡

第 3の特徴は､請負先企業ではなく､請負会社の指揮命令の下で作業を行 う請負社員

であっても､請負先企業が用意したコミュニケーションのための活動-の参加に対し､

他の雇用形態よりも積極的であると評価する事業所が多いことである0

｢慶弔金や貸付金などの共済活動｣を除く､いずれの活動においても<積極的>参加

率は他の雇用形態を上回っている｡さらに注目すべき点は､具体的な業務改善に繋がる

活動に対して積極的であることである｡すなわち｢労働条件について話し合 う活動｣(<

積極的>参加率 :53.8%)､ ｢職場や業務の改善活動一小集団活動｣ (58.3%)､ ｢提

案制度｣ (52.4%)の各活動はいずれも5割を上回っている｡また5割を下回るものの､

｢職場懇談会｣ (41.2%)は派遣社員 (32.5%)を上回り､パー ト･臨時 ･アルバイ ト

社員と同レベルとなっている｡このように職場の課題の問題提起や改善､解決に繋がる

活動に対して請負社員は積極的であると事業所は評価している｡

また請負社員の場合は､ ｢レク ･パーティー ･懇親会など｣に対 しても積極的で

(57.1%)､派遣社員(40.5%)を上回っている｡年齢構成の違いの影響があると想像さ

れるため単純な比較はできないが､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 (47.9%)よりも積

極的であると評価する事業所が多い｡

第 4の特徴は､非正社員とのコミュニケーションのための活動に対し最も消極的な非

正社員が派遣社員であることである｡

派遣先企業の上司や同僚の業務上の指示や教育訓練を受ける派遣社員は､パー ト･臨

時 ･アルバイ ト社員と同様に､職場におけるコミュニケーションがきわめて重視される

べき存在だが､派遣先の事業所の派遣社員に対する評価からは､コミュニケーションに

対し消極的な派遣社員というイメージがみてとれる｡先にみた請負社員とは対照的な姿

勢で､同じ間接雇用であっても大きな違いがある｡

特に気になる点は､職場の課題の問題提起や改善､解決に繋がる活動に対して､消極

的だと評価する事業所が多いことである｡ ｢労働条件について話し合 う活動｣をはじめ

｢職場や業務の改善活動｣ ｢提案制度｣ ｢職場懇談会｣ のいずれの活動に対しても<積

極的>参加率は3割前後にとどまっている｡

今回調査のサンプルとなった派遣社員のうち､製造業派遣がどの程度含まれているの

かは不明だが､派遣社員の消極性が際立っ結果となっている｡

さらに第 5の療徴として､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の参加意識に触れると､業

務改善のための活動の中で ｢提案制度｣ (28.0%)の<積極的>参加率が最も低くなっ

ており､ ｢朝礼 ･昼礼 ･終礼等｣ (51.9%)には参加するものの､業務改善を丁提案制

度｣を通じて行 うという人は少ないようである｡
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3.代表的非正社員への仕事の説明､教育訓練､苦情処理の担当 (支部Q18)

それでは代表的非正社員に対する仕事の説明､教育訓練､苦情処理は誰が担当している

のだろうか､すなわちこうした世話を誰が担っているのだろうか (図表 5-10)0

7項目中 2つ選択の結果をみると､まず注目される点は ｢先輩の非正社員｣を挙げる雇

用形態がいずれも少ないことである｡パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員で 10.6%､嘱託 ･契

約社員で 8.1%､派遣社員 3.1%で､請負社員でも 14.3%にとどまっている｡請負社員の

場合､正社員に対する比率が上昇するにつれ ｢先輩の非正社員｣の割合が増加しているが､

対正社員比率 50%以上でも ｢先輩の非正社員｣の割合は20.0%にとどまっている｡

以上の結果から､非正社員に対する仕事の説明､教育訓練､苦情処理は､雇用方式が直

接雇用か間接雇用であるかにかかわらず､ ｢先輩の非正社員｣が担っている事業所は少な

いことが明らかになっている｡このため非正社員に対する仕事の説明､教育訓練､苦情処

理は､主に勤務先の企業､事業所､職場の正社員が担うという実態にあるといえる｡

このため非正社員に対し主に世話している人は､ ｢一般社員｣ ｢主任 ･係長レベル｣ ､

そして ｢課長レベル以上の管理職｣である｡雇用形態によりやや異なるが､いずれの雇用

形態でも ｢主任 ･係長レベル｣が最も多い｡すなわち末端職場のリーダー的正社員が担当

するケースが多いということである｡これに対し ｢一般社員｣の多い雇用形態がパー ト･

臨時 ･アルバイ ト社員 (41.7%)及び派遣社員 (48.0%)で､ ｢課長レベル以上の管理職｣

の多い雇用形態は嘱託 ･契約社員 (37.4%)と請負社員 (40.0%)である｡パー ト･臨時 ･

アルバイ ト社員や派遣社員の場合は､一緒に作業する ｢一般社員｣がこうした役割を担う

ケースが多いということであろう｡一方､請負社員の場合は､混在職場の有無や指揮命令

の問題もあり､ ｢課長レベル以上の管理職｣が担当するケースが多くなるという結果とな

っている｡

なおこの他では､ ｢人事担当者の巡回｣はパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員及び嘱託 ･契

約社員は 1割前後にとどまるが､派遣社員､請負社員では2割強となっており､直接雇用､

間接雇用の違いがあらわれている｡

ところでこうした仕事の説明､教育訓練､苦情処理の担当者は､正社員に対する非正社

員の割合によっても異なることが予想される｡それでは代表的非正社員でも正社員に占め

る割合が小さい場合と 50%を上回る場合とでは担当者のレベルに違いがみられるのだろ

うか｡

パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の場合では､対正社員比率の低い場合､ ｢主任 ･係長レ

ベル｣を中心に ｢一般社員｣と ｢課長レベル以上の管理職｣ で担当者が分かれていたが､

比率の上昇とともに ｢課長レベル以上の管理職｣ が減少し､逆に ｢一般社員｣と ｢主任 ･

係長レベル｣が増加している｡特に対正社員比率 50% 以上の事業所では､ ｢主任 ･係長レ

ベル｣が6割 を上回っている｡ このようにパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員が正社員に対し

顕著に多い企業では､ ｢管理職｣から離れて職場のリーダー的正社員が指導､監督､世話

をするケースが多いということである｡

派遣社員の場合もパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員と類似した傾向がみられ､対正社員比

率が上昇するにつれ ｢課長レベル以上の管理職｣が減少している｡しかし異なる点は ｢一

般社員｣の割合が ｢主任 ･係長レベル｣と同様に増加している点である｡派遣社員の指導､
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監督､世話が ｢管理職｣ の手から離れ､職場のメンバーに任されるようになっているとい

えるだろう｡逆に派遣社員の割合の低い場合は､ ｢管理職｣が派遣社員を指導､監督､世

話するケースが多くなっている｡

なお請負社員の場合は､サンプル数の関係もあり対正社員比率による明瞭な特徴を確認

することは困難である｡そうした中､対正社員比率が上昇するにつれ ｢一般社員｣の割合

が増加している点が注目される｡

図表5-10 ｢代表的非正社員｣ への仕事の説明､教育訓練､苦情処理の担当 【2つ選択】

(単位 :%､支部調査)

人 そ 特 無に 回行 答つていない 件数

担 時
■ の巨

当 々者 で ラ◆

の 異巡 な 秦土
◆

回 る

パi- 良 計 ▼ ▼ -I ■ ●

率対正5%未満5%以上 250 250 lLf 5.0 -.●●● ●●●･- 6.1 2022

●-.227 45

社10%以上50%以上 4958
2

25負比 3. 6.3 7i 5.2 8.6 5 1.7 3.4

託. 約 甘 0 5 7i 61 81 81 30 91 99F] ● ● Jr ●

員対5%未満 7.9 5.3 519 5.3 21.1 38●6.4. 3 44 3比正率社5%以上10%以上 ･- ll.11.9 .- 9523635 0 ●●● ●●●5.811.5 16

派 98itFt ● A ● ● ● ● 】一

対500才 286 .- ●■8●● ●●● ●●●･- 5.0 14比正率社5%以上 ,00 57 20.015.0 205.3. 55 04 410%以上 21.014.5 1.6 1.6 62
再 計 4 47 0I: 200171 43 29 ■■■35●

員対比正率社20%未満20%以上50%以上 8503 ●●● ●●●7.7 -.●●● ●●●12131060 25.015.420.016.77.730.0

4.代表的非正社員の苦情処理のルー ト (支部Q19)

それでは代表的非正社員の苦情処理はどのような方法､ルー トにより行われているのだ

ろうか｡

8項目中複数選択で選んでもらった結果を示したのが図表 5-11である｡同図表より各雇

用形態に共通する特徴は､非正社員の苦情処理において ｢職場の上司 ･同僚｣が中心とな

っていることである｡いずれも雇用形態でも苦情処理ルー トとして5割を超えるのは ｢職

場の上司 ･同僚｣ だけとなっている｡嘱託 ･契約社員 (50.6%)を除きその他の雇用形態

はいずれも6割強に達している｡

｢職場の上司 ･同僚｣に続く苦情処理ルー トを示すと､会社ルー トでは ｢職場の上司 ･

同僚｣に続いて ｢人事担当者｣が多くあげられている｡これらに比べると､ ｢会社が行 う
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聞き取りやアンケー ト｣は少なく､会社が用意する苦情処理ルー トが ｢職場の上司 ･同僚｣

を柱に､ ｢人事担当者｣を加えたものが主であることが示されている｡

苦情処理ルー トとしての組合ルー トでは､会社ルー トのように柱となるルー トは設定さ

れていない｡主な上位ルー トは ｢職場委員｣と ｢日頃の組合活動｣ で､これに続くルー ト

が ｢職場集会-の参加｣と ｢組合が行 う聞き取りやアンケー ト｣ である｡いわば可能な多

様なるルー トから非正社員の苦情処理を吸い上げる方法となっている｡非正社員の苦情処

理を吸い上げる様々なルー トを設定することにより､可能な限り苦情を吸い上げようとし

ていると考えられる｡

なおこうした苦情処理ルー トは代表的非正社員の雇用形態によりやや異なっている｡先

に指摘したように｢職場の上司･同僚｣が苦情処理ルー トの柱である点で共通しているが､

間接雇用である派遣社員と請負社員では ｢人事担当者｣の占めるウェイ トが4割前後で高

くなっている｡その分､組合ルー トは細く､最も多い ｢職場委員｣でも2割前後にすぎな

い｡今回調査の回答は支部の組合役員自身にご記入頂いたが､組合自らが間接雇用の社員

の苦情処理を会社ルー トに依存していることを認める結果となっている｡この点は派遣社

員において対正社員比率が上昇しても組合ルー トが目立って増加 しないことからも明らか

で､派遣社員の増減にかかわらず､ ｢職場の上司 ･同僚｣と ｢人事担当者｣が苦情処理の

主たるルー トである点で共通している｡

一方､パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員及び嘱託 ･契約社員の場合は､多様な組合ルー ト

が準備されており､派遣社員､請負社員と比べいずれのルー トも多くなっている｡大きな

柱は先に触れたように､ ｢職場委員｣と ｢日頃の組合活動｣である｡ここで注目される点

は､両ルー トとも対正社員比率の上昇とともに増加 していることで､特に対正社員比率が

50%を上回ったパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員で顕著である｡またこうした傾向は ｢職場

集会-の参加｣及び ｢組合が行う聞き取りやアンケー ト｣でもみられる特徴である｡逆に

対正社員比率の低下とともに減少しているルー トが ｢人事担当者｣である｡

この結果から､正社員に対するパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員比率の上昇は､非正社員

の苦情処理に対し組合の取り組みが不可欠な状況であることを意味しており､ ｢職場の上

司 ･同僚｣レベルもしくは職場の組合レベルでは対応できても､ ｢人事担当者｣レベルで

はすでに対応できないレベルとなっていることを示すものである｡こうした点は､特に対

正社員比率が50%を上回るほどのパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の増加において顕著にみ

られる特徴である｡

以上の結果､会社及び組合が用意した苦情処理ルー トは､いずれも正社員または正社員

組合員に対するルー トと同じといえる｡会社帰属意識の希薄化､組合員の組合ばなれとい

った現象が指摘される中､このような方法が非正社員に対しても有効であるかどうかは問

われるべき点である｡[代表的非正社員のコミュニケーション活動-の参加意識]では､用

意､準備されたコミュニケーションのための活動に対し<積極的>参加意識を持つ非正社

員が一定程度みられるというのが非正社員を抱える各事業所の評価であった｡しかしなが

ら今回調査の範囲内では､その具体的な参加状況は明らかではない｡用意された苦情処理

のためのルー トがどの程度非正社員に活用され､かつ有効であるのか､この点は今後検討

すべき課題といえるだろう｡
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図表 5-11 r代表的非正社員｣の苦情 処 理 の ル ー ト 【複 数 回 答 】 (単 位 :% ､ 支 部 調 査 )
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5.小括

本章のテーマは､職場における非正社員のコミュニケーションの実態を明らかにするこ

とである｡それに先だって非正社員の基幹労働力化の進展状況をその就労状況から確認し

て十､る.なお分析の対象となった雇用形態は､非正社員の中で最も人数の多い雇用形態 (代

表的非正社員)である｡

正社員に対する非正社員の割合からは､量的側面からの基幹化の進展が明らかになって

いるが､業務内容からは質的側面からの基幹化を確認することができる｡正社員と比べた

非正社員の仕事ぶりをみると､ ｢正社員と同種の仕事に従事する｣代表的非正社員のいる

事業所の割合は､いずれの雇用形態でも7-8割と大多数を占めている｡と同時にこうした

事業所では､過半数の代表的非正社員が ｢正社員と同種の仕事｣をしている事業所が多く､

その割合は最も高い請負社員で約 86%､最も低いパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員でも約 3

分の2を占めている｡

質的側面における基幹化では､正社員と同種の仕事をする非正社員の仕事の内容が注目

される｡この点を[労働時間] [仕事上の責任] [業務範囲 (幅)]の 3つの視点より検

討した｡[労働時間]では､正社員と同じ長さの非正社員は､間接雇用の派遣社員､請負社

員で 7割台に達している｡これとは対照的にパー ト･臨時 ･アルバイ ト社畠では約 3分の

1にとどまっており､採用､活用の目的による違いがあらわれている0

しかし多数の事業所で正社員と同種の仕事をするパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員が増え
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ており､特に正社員と同種の仕事をするパー ト･臨時･アルバイ ト社員の多い事業所ほど､

[労働時間]が ｢正社員と同じ｣という事業所が増加している｡非正社員数の増加といった

単なる量的基幹労働力化ではなく､同種の仕事といった質的基幹労働力化が正社員並みの

[労働時間]を生じさせる要因となっている｡

一方､ [仕事上の責任]と [業務範囲 (幅)]では､正社員と同じ仕事に従事しても､

正社員と同水準の責任､同一の業務範囲という事業所は少ない｡正社員と同じ責任､業務

範囲は一部の非正社員にとどまっており､質的基幹化もいまだ [責任]と [業務範囲]に

まで及んでいないのが実態である｡

ところで量的､質的に基幹化し､戦力として職場に不可欠な存在となった非正社員に対

しては､仕事内容に見合った均等待遇の実現とともに､情報交換や意見交換など日常のコ

ミュニケーションを図ることが求められている｡今回調査では､代表的非正社員とのコミ

ュニケーションの現状を次の3つの視点より検討した｡第 1はコミュニケーションのため

の活動に代表的非正社員が参加できる可能性､第 2は活動の実施状況と実施主体､第 3は

代表的非正社員の参加意識の現状である｡その結果､コミュニケーションのための活動に

参加できる可能性は､同じ非正社員でも直接雇用と間接雇用との間で異なることが明らか

になっている｡パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員と比べると､派遣社員､請負社員が ｢労働

条件について話し合 う活動｣ ｢職場懇談会｣ ｢提案制度｣などの活動に ｢参加できない｣

事業所が多い｡この点は ｢共済｣においても同様である｡コミュニケーション活動のカバ

ーする範囲が間接雇用の派遣社員､請負社員にまで及ばない事業所の多いことを示してい

る｡

一方､コミュニケーション活動-の参加の可能性が開かれているパー ト･臨時 ･アルバ

イ ト社員の場合､正社員に対する割合の増加とともに参加できる機会が拡大している｡量

的拡大がコミュニケーション活動の実現に繋がることを示す結果といえる｡

しかしながらこうした特徴は派遣社員､請負社員では確認できず､社員数の量的拡大が

そのままコミュニケーション活動の実現に結びついていない｡雇用数の増加 (正社員数に

対する非正社員数の割合の上昇)に応じて自動的にコミュニケーションの機会が実現され

ないのが派遣社員､請負社員である｡

非正社員､特に派遣社員､請負社員におけるコミュニケーションの問題点は､ ｢労働条

件について話し合 う活動｣をはじめとした [職場 ･業務に関するコミュニケーション]活

動が実施されていないことである｡その背景には､活動を企画､実施する ｢組合｣ が少な

いことと同時に､非正社員の基幹労働力化が進む中にあっても非正社員を対象とした活動

に ｢会社｣が消極的なためである｡

しかしながら基幹労働力化の進む非正社員の参加意識に対し組合支部の評価は高い｡非

正社員であってもコミュニケーション活動に積極的であると評価されている｡こうした参

加意識は雇用形態により違いがみられるが､非正社員が参加できる活動である限り､非正

社員のコミュニケーション活動-の参加意識は高くなっている｡その中で活動参加に最も

消極的な雇用形態が派遣社員である｡ [職場 ･業務に関するコミュニケーション]活動-

の参加意識を評価する組合支部は他の雇用形態と比べ少なくなっている｡派遣社員が他の

雇用形態と同様に高い参加意識を持つ活動は ｢レク ･パーティー ･懇親会｣である｡

非正社員とのコミュニケーションを図るために重要なことは､非正社員に開かれた活動
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内容の充実とともに､非正社員に対し誰が仕事の説明､教育訓練､そして苦情処理を行っ

ているのかという点である｡今回調査では､ ｢先輩の非正社員｣が仕事の説明､教育訓練､

苦情処理における担当者､ルー トとして機能していないことが明らかになっている｡これ

に対し対応は勤務先､派遣 ･請負先企業の正社員が中心となっており､その柱は ｢主任 ･

係長レベル｣の職員である｡すなわち末端職場のリーダー的正社員が非正社員とのコミュ

ニケーションに大きな役割を果たしているといえる｡

同様の傾向は苦情処理の解決ルー トからも確認することができる｡苦情処理は ｢職場の

上司 ･同僚｣に集中しており､これに同じ会社ルー トとして ｢人事担当者｣が加わってい

る｡一方､組合ルー トでは ｢職場委員｣ ｢日頃の組合活動｣､そして ｢職場集会-の参加｣

が上位を占め､組合では多様なルー トから苦情を吸い上げる仕組みとなっている｡

非正社員とのコミュニケーションにおいて問われるべき点は､こうした方法､ルー トが

非正社員に対し有効であるかどうかということである｡今回調査では､コミュニケーショ

ン活動に対し積極的な参加意識を持つ非正社員の存在が確認されているが､その具体的な

参加状況を明らかにすることはできない｡用意された苦情処理のためのルー トがどの程度

非正社員に活用され､かつ有効であるのか､この点は今後検討すべき課題といえるだろう｡

また今回調査において明らかになった点は､基幹労働力化が進む非正社員とのコミュニ

ケーションの実現において､組合の取り組みが著しく消極的なことであった｡職場 ･業務

におけるコミュニケーション活動は､会社が第一次的に責任を負 うべき活動であるが､労

働組合においても非正社員の意見の反映と労働条件の改善､そして均等待遇の実現のため

に､会社側に積極的に提案､提言すべき課題といえる｡労働組合は今まさに､職場の非正

社員とのコミュニケーションを図り､彼らの意見 ･要望を吸い上げる活動こそが求められ

ているといえるだろう｡
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第 6章 高齢者の継続雇用と労働安全衛生

1.高齢者の継続雇用(本部調査)

(1)高年齢者雇用確保措置の導入

高年齢者雇用安定法の改正が2004年 6月に行われ､既に2006年 4月から施行されてい

る｡その改正内容のうち､最も重要なのは､65歳までの継続雇用を事業主に義務づけたこ

とである｡正確に言えば､定年の定めをしている事業主は､①65歳-の定年の引き上げ､

②65歳までの継続雇用制度の導入､または③定年の廃止のいずれかを講じなければならな

い｡これらを総じて高年齢者雇用確保措置と呼ぶ｡もっとも､これは厚生年金の受給開始

年齢の引上げに対応するための改正であるので､それに合わせて引き上げるべき年齢は

2007年 3月までは62歳､2010年 3月までは63歳､2013年 3月までは64歳と段階的に引

き上げられていき､2013年 4月以降に65歳となる｡

この改正でもっとも注目されるのは､過半数組合(ない場合には過半数代表者)との書面

協定により､継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定め､当該基準に基づく制

度を導入したときは､上の継続雇用制度を導入したものと見なすという規定である｡これ

は､ある意味で､労働者が継続雇用制度の対象となるか否かを過半数組合又は過半数代表

者の手に委ねる仕組みということもできる｡もちろん､過半数組合や過半数代表者の活用

は､就業規則制定時の意見聴取や時間外労働協定の締結などさまざまな分野で用いられて

きたが､直接雇用関係の存否自体に影響を与える意思決定-の関与を認めたものとしては､

この高年齢者雇用安定法の規定が最初のものである｡

現在､労働契約法制に関する検討が厚生労働省の労働政策審議会で進められており､そ

の中では就業規則の不利益変更や解雇の金銭解決に際しての合理性判断にも過半数組合や

過半数代表者の同意を持ち込むか否かといった論点が提起されており､今後その重要性は

高まりこそすれ低くなることはないであろう｡従って､今年から施行された継続雇用制度

の対象者選定に係る労使協定の運用の実態は､今後この制度をどう発展させていくべきか

を考える上で､重要な意味を持つと思われる｡

なお､今回の改正では､使用者側の抵抗もあり､施行後一定期間(大企業は3年間､中小

企業は5年間)は､事業主が労使協定をするため努力したにもかかわらず協議が不調に終わ

った場合には､継続雇用制度の対象となる労働者に係る基準を作成し就業規則に定めるこ

とを認めている｡

(2)高年齢者雇用確保措置の実態

①高年齢者雇用確保措置の内容 (本部Q19)

高年齢者雇用確保措置のうち実際にどの措置を講じたかを見ると､予想通りほとんど全

てが継続雇用制度の導入または見直しとなっている｡もともと定年の定めがないか定年が

65歳以上とするものは1.0%(その他サービス業では6.9%､運輸業では3.2%とやや多い)､
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定年年齢の引上げを行ったものも1.0% (運輸業では6.5%とやや多い)と､いずれもごく

僅かに過ぎない｡

②継続雇用措置の対象者の定め方(本部Q20)

この継続雇用措置について､法律の本来の趣旨である希望者全員とした企業､法律の本

則で認められた例外措置である労使協定による選別とした企業､法律の附則で臨時措置と

して認められた就業規則による選別とした企業の､それぞれの割合を見ると､希望者全員

としたものは27.1%､労使協定で定めた者としたものは66.8%､会社が就業規則で定めた

者としたものは 5.7%という結果になった｡本調査が労働組合のある企業を対象に行われ

たことからくるバイアスはあると思われるが､使用者側が立法過程で強く要求した就業規

則による一方的決定を行っている企業はかなり少ない｡もっとも､製造業規模別で見ると､

300人未満企業では 10.3%が就業規則で定めてお り､一方 10000人以上企業ではない｡莱

種別では､その他サービス業で就業規則で定めたものが多い｡

希望者全員とする企業が多いのは製造業では電機 ･電子･情報通信機器の 37.1%であり､

非製造業では運輸業の46.3%である｡一方希望者全員とする企業が少ないのは製造業では

鉄鋼 ･化学等素材関連が 11.3%､非製造業では電気 ･ガス ･熱供給業の 8.3%である｡

図表 6-1 継続雇用措置の適用対象者

(%､本部調査)

希望者全員 労使協定で定めた者 就業規則で定めた者

組合本部計 27.1 66.8 5.7

製造業計 23.4 71.6 4.6.

製造業業種別 電機 .電子 .情報通信機器 37.1 58.1 3.2

鉄鋼 .化学等素材関連 ll.3 81.7 7.0

輸送用機械 28.2 71.8 ■■一■
その他製造業 21.3 73.0 5.6

企業規模別 300人未満 12.8 74.4 10.3

300人以上 27.3 68.2 4.5

1000人以上 18.2 76.4 5.5

3000人以上 26.8 71.4 1.8

10000人以上 25.9 74.1 ●■■
非製造業計 31.4 61.4 6.7

非製造業業種別 建設業 20.0 80.0 I■■

電気 .ガス .熟供給業 8.3 83.3. 8.3

情報通信業 27.3 72.7 ●■■

運輸業 46.3 46.3 7.4

卸売 .小売業 28.3 65.0 6.7
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③従業員からの意見聴取方法(本部Q21)

労使協定の内容決定にあたり､組合が行った従業員からの意見聴取の状況を見ると､職

場委員を通じた組合員の意見聴取が49.4%と最も多く､次いで職場集会等の開催による組

合員の意見聴取が45.0%､組合支部役員クラスまでの討議で決定したものが43.1%と､こ

の3つが圧倒的に多い｡これらの製造業規模別分布を見ると､いずれも大規模企業ほど多

く､小規模になるほど少ない｡これは､大規模企業ほど､多くの意見集約手段を用いてい

るということであろう｡これらに対し､組合員アンケー ト等による意見聴取は 11.6%とか

なり少なくなる｡

組合員以外の労働者の意見をどのように吸い上げようとしているかを見ると､企業内の

他組合からの意見聴取や協議が 7.2%とそれなりにあり､次いで管理職の意見の聴取が

4.7%､会社の職制を通じた聴取が2.5%で､組合未加入の非正社員の意見を聴取したとこ

ろは 0.3%に過ぎなかった｡これを業種別に見ると､企業内他組合からの意見聴取 ･協議

が多いのは卸売 ･小売業の 15.4%､輸送用機械の 14.3%であり､管理職の意見の聴取が多

いのも輸送用機械の 10.7%､卸売･小売業の 10.3% であって､この2業種が特徴的である｡

3.6%とごく僅かではあるが組合未加入非正社員の意見を聴取しているのも輸送用機械で

ある｡
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図表 6-2労使協定の内容決定で､組合が行った従業員からの意見聴取 (複数選択)

(%､本部調査)

ま 組 見 職 職 組 管 の 組 聴 会 一見 企 そ
で 合 聴 場 場 A⊂】 哩 意 合 取 社 聴 業 の
の 支 取 委 集 ⊂:コ負 職 見 未 の 取 内 他
討 部 ⊂::コ負 A=ミ ア の 聴 加 職 他
議 役 を 等 ン ⊥コ三一:こ.息 取 入 制 組

⊂:コ負 追 の ケ 見 非 を ∠ゝ⊂コ

ク じ 開 I 徳 正 通 か

ラス た土息 催 ト等 取 響.負 じた ら土 .息

組合本部計 43.1 49.4 45.0 ll.6 4.7 0.3 2.5 7.2 4.1

製造業計 41.7 5芦.5 43.9 12.8 3.7 0.5 1.6 6.4 5.3

製造業業種別 電機 暮電子 .情報通信機器 47.2 61.1 47.2 5.6 ■■● ●l■● 2.8 2.8 5.6鉄鋼 .化学等素材関連 36.2 48.3 46.6 19.0 3.4 ●■■ 1.7 1.7 5.2

輸送由機械 57.1 57.1 28.6 7.1 10.7 3.6 3.6 14.3 3.6

企業規模別ラ非製造業業種別 300人未満 24.1 58.6 37.9 17.2 ■●● ■■t■ 3.4 6.9 ●■●

300人以上 35.6 48.9 35.6 13.3 2.2 ■●■ 2.2 4.4 8.9
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2.労働安全衛生(支部調査)

(1)製造業の元方事業者への連絡調整等の義務付け

労働安全衛生法の改正が2005年 10月に成立し､既に2006年 4月から施行されている｡

その改正内容のうち､非正規労働者に関わるものとして､製造業の元方事業者に対する作

業間の連絡調整等の措置の義務付けがある｡

労働安全衛生法はもともと､重層下請関係で行われる事業(建設業と造船業)については､

統括管理者の選任や協議組織の設置､作業間の連絡調整､安全巡視など元方事業者の義務

を規定するとともに､注文者にも労働災害防止義務を課していた｡これは 1964年に制定さ

れた労働災害防止団体法に遡る規定である｡

ところが､近年の業務請負等のアウトソーシングの増大などにより､他の製造業におい

ても同一場所において指揮命令系統の異なる労働者が混在して作業することによる危険が

増大してきているとの観点から､同一作業場所において元方事業者と請負事業者が作業を

行 う場合には､同一作業場で作業する労働者について､一元的に連絡調整等の安全衛生管

理を行う統括的な管理を行 うべきとの法政策が打ち出されたのである0

契約法的観点からは労働者派遣と業務請負とは全く異なる契約形式であり､それゆえ労

働者派遣の場合には派遣先が全面的に安全衛生責任を負 うのに対し､請負の場合には請負

事業者が全面的に安全責任を負 うという整理になっている｡この改正が注目されるのは､

労働安全衛生という実態規定の観点から､現実に使用者の異なる労働者が混在して作業し

ていることを踏まえて現実的な対応を求めている点である｡建設業や造船業では既に行わ

れていたことであるが､近年の一般製造業-の業務請負の拡大を受けて､これを一般化し

たことになる｡

労働安全衛生という特定分野に係る法政策ではあるが､労働者派遣と業務請負の取扱い

について､法形式よりも実態に即した対応を優先させたという点で､今後の外部労働者に

関する法政策の在 り方に示唆するところは大きい｡

(2)派遣事業者､請負事業者の安全衛生活動への参加

①安全衛生活動-の参加の有無(支部Q25(1))

職場の労働安全衛生活動-の派遣元責任者または請負会社責任者の参加状況を見ると､

て派遣元の場合､参加 しているものが20.6%､参加 していないものが57.2% であり､請負会

社の場合､参加 しているものが23.6% ､参加 していないものが49.2%で､若干の差はある

ものの､いずれも参加状況は活発とは言えない｡製造業規模別に見ると､派遣の場合は必

ずしも大規模ほど参加率が高いとは言えないが､請負の場合は明確に､中小企業ほど請負

企業の参加率が低く､大企業ほど高いという傾向が出ている｡また､業種別に見ると､電

機 ･電子 ･情報通信機器および鉄鋼 ･化学等素材関連では､派遣と請負の参加率に大した

違いが見られないが､輸送用機械では派遣元責任者の参加は少なく､請負会社の責任者の

参加は多くなっており､両者の扱いに意識的に差を設けているように見える｡
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図表 6-3 安全衛生活動への派遣元責任者 ･請負会社責任者の参加

(%､支部調査)

派遣元責任者 請負会社責任者

参加 非参加 参加 非参加

組合支部計 20.6 57.2 23.6 49.2

製造業計 23.7 59.7 27.2 51.2

製造業業種別 電機 .電子 .情報通信機器 29.3 46.6 32.8 39.7

鉄鋼 .化学等素材関連 25.6 59.3 27.9 _51.2

輸送用機械 18.6 72.1 34.9 48.8

その他製造業 20.8 62.5 19.8 59.4

事業所規模別 100人未満 ll.8 70.6 8.8 64.7

100人以上 26.9 52.6 26.9 46.2

300人以上 26.7 60.0 29.3 56.0

1000人以上 23.0 63.5 36.5 44.6

非製造業計 17.3 54.0 19.8 46.4

非製造業業種別 建設業 20.0 54.3 17.1 54.3

電気 .ガス .熱供給業 22.7 59.1 31.8 36.4

情報通信業 22.2 61.1 33.3 44.4

運輸業 9.8 49.0 11⊥8 41.2

卸売 .小売業 18.1 54.2 16.7 50.0

②安全衛生活動-の参加形態(支部Q25(2))

職場の労働安全衛生活動に参加 している派遣元責任者または請負会社責任者について､

その参加形態を見ると､派遣元責任者の場合､正規メンバーとしての参加が 52.7%､オブ

ザーバーとしての参加が 42.7%であるのに対 して､請負会社責任者の場合､正規メンバー

としての参加が 50.0%､オブザーバーとしての参加が 45.2%で､若干の差はあるものの､

いずれも正規メンバーとしての参加がやや多い｡ただ業種別に見ると､輸送用機械では派

遣元責任者にせよ(62.5%)､請負会社責任者にせよ(60.0%)､オブザーバー としての参加

の方が多くなっている｡また製造業規模別に見ると､中規模から大規模になるにつれ､オ

ブザーバーとしての参加が増えて､正規メンバーとしての参加が減る傾向が見られる｡

-161-



図表 6-4 安全衛生活動への派遣元責任者 ･請負会社責任者の参加形態

(% ､支部調査)

派遣元責任者 請負会社責任者

正規メンバー オブザーバー 正規メンバー オブザーバー

組合支部計 52.7 42.7 50.0 45.2

製造業計 53.7 40.3 50.6 45.5

製造業業種別 電機 .電子 .情報通信機器 64.7 29.4 57.9 36.0鉄鋼 .化学等素材関連 50.0 36.4 50.0 41.7

輸送用機械 37.5 62.5 40.0 60.0

その他製造業 55.0 45.0 52.6 47.4

事業所規模別 100人未満 50.0 50.0 33.3 66.7

100人以上 61.9 28.6 61.9 33.3

300人以上 60.0 35.0 50.0 45.5

1000人以上 35.3 58.8 44.4 51.9

非製造業計 51.2 46.5 49.0 44.9

非製造業業種別 建設業 57.1 42.9 50.0 50.0

電気 .ガス .熟供給業 60.0 40.0 57.1 42.9

情報通信業 50.0 50.0 50.0 50.0

運輸業 40.0 60.0 16.7 50.0

卸売 .小売業 53.8. 46.2 58.3 41.7
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③安全衛生活動-の参加内容(支部Q26)

参加の内容を見ると､労働安全衛生法に基づく連絡調整のみとするものは26.2% に過ぎ

ず､安全衛生全般にわたって参加 しているとするものが69.1%に上っている｡この比率が

特に高い業種は電機 ･電子 ･情報通信機器で､81.0%が安全衛生全般に参加 している｡こ

れに対し､鉄鋼 ･化学等素材関連 と輸送用機械では､法に基づく連絡調整のみとするもの

がほぼ3分の 1である｡

図表 6-5 安全衛生活動への派遣元責任者 ･請負会社責任者の参加内容

(%､支部調査)

安全衛生法に基づく連絡調整のみ 安全衛生活動全般

組合支部計 26.2 69.1

製造業計 27.8 67.8

製造業業種別 電機 .電子.情報通信機器 14.3 81.0
鉄鋼 .化学等素材関連 31.3 62.5

輸送用機械 33.3 60.0

その他製造業 31.8 68.2

事業所規模別 100人未満 40.~0 60.0
100人以上 23.1 73.1

300人以上 26.9 69.2

1000人以上 25.0 67.9

非製造業計 23.7 71.2

非製造業業種別 建設業 12.5 75.0

電気 .ガス .熟供給業 16.7 77.8

情報通信業 66.､7

運輸衰 40.0 87.5

卸売 ./ト責業 33.3 60.0
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④非公式の連絡調整の有無(支部Q27)

これに対し､こういった公式的な労働安全衛生活動-の参加はなくても､派遣元責任者

や請負会社責任者が非公式な形で連絡調整をすることがあるかどうかという質問に対して

は､あると答えたものが 34.2%に上っている｡これは､特に電機 ･電子 ･情報通信機器に

多く､あるという答が44.8%で､ないとする37.9%を上回っている｡

図表 6-6 安全衛生活動への非公式な連絡調整の有無

(%､支部調査)

連絡調整あり 連絡調整なし

組合支部計 34.2 53.5

製造業計 36.4 51.1

製造業業種別 電機 .電子 .情報通信機器 44.8 37.9
鉄鋼 .化学等素材関連 37.0 48.1

輸送用機械 35.5 51.6

その他製造業 32.3 59.7

事業所規模別 100人未満 40.0 48.0
100人以上 42.9 40.5

300人以上 29.8 57.4

1000人以上 38.8 51.0

非製造業計 32.1 56.2

非製造業業種別 建設業 20.0 70.0

電気 .ガス .熱供給業 38.5 46.2

情報通信業 27.3 63.6

運輸業 28.9 52.0

卸売 .小売業 29.3 63.4
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参 考 資 料

1.調査票および単純集計

組合本部

組合支部

2.基本集計

組合本部

組合支部

3.自由記入意見

経営参加における現状の問題 (組合本部)

経営参加における現状の問題 (組合支部)

小集団活動における現状の問題 (組合支部)



各 位

2006年6月

(財)連合総合生活開発研究所

労働者参加､労使コミュニケーションに関する調査

<調査票A:組合本部用>

調査ご協力のお願い

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます｡

日頃は､当研究所の活動につきまして格別のご高配を賜り､厚く御礼申し上げます｡

さて､近年､経済のグローバル化等の背景を受けた産業構造の変化や多様な雇用形態が拡大 ･深化する中で職

場の実情が大きく変化 しています｡当研究所は､そうした変化に労働組合が企業と職場で働く者を代表 して労使

のコミュニケーションをどのように深めようとしているのか､その現状と近年の新たな動向を把握し､日本にお

ける労働者参加のあるべき方向について､今後の労働組合の取組みに政策的な指標をもたらすような調査研究を

進めていこうと下記のような調査研究委員会を発足させ､研究を進めております｡この度､その一環として､労

働組合の本部､支部レベルを対象にアンケー トを実施することといたしました｡大変お忙しい中誠に恐縮ですが､

調査の趣旨をご理解の上､ご協力を賜 りますよう､よろしくお願い申し上げます｡

なお､ご回答頂きました内容はすべて統計的に処理し､貴組織名や個別のご回答内容を外部に公表しないこと

はいうまでもなく､研究以外の他の目的に使用することが-切ないことをお約束致します.､

敬 具

<日本における労働者参加の現状と展望に関する研究委員会>

久本 憲夫

演 口桂一郎

藤内 和公

松村 文人

山岡 徹

京都大学教授 (主査)

政策研究大学院大学教授

岡山大学教授

名古屋市立大学教授

横浜国立大学助教授

小野 晶子

西村 博史

鈴木不二一

茂呂 成夫

労働政策研究 ･研修機構研究員

労働調査協議会主任調査研究員

連合総研副所長

連合総研主幹研究員

<ご記入上のお願い>

1)本アンケー トは､労働組合の本部を対象に行 うものです｡

2)該当する全ての項目にお答え下さい｡また､回答は､あてはまる選択肢の番号に○をつけるか､( )

や 口 の中に具体的にご記入下さい｡

3)本調査に関するお問い合わせは下記までお願い致します｡

(財)連合総合生活開発研究所 調査担当 鈴木､茂呂

TEL 03-521010851 FAX03-5210-0852
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【質問項目】

【貴社のことについてお伺いします】2006年6月時点でお答えください｡

Fl 貴社の業種はどれに該当しますか (Oは1つ)0

1.建設業 5.5% 8.運輸業

2.製造業 (電機･電子 ･機械 ･情報通信機器関連)12.2% 9.卸売 ･小売業

3.製造業 (鉄鋼 ･化学等素材関連)

4.製造業 (輸送用機械)

5.製造業 (その他)

6.電気 ･ガス ･熱供給業

7.情報通信業

14.4% 10.金融･保険 ･不動産業

7.7% 11.飲食店 ･宿泊業

有効回答数 507件

12.2%

12.8%

1.6%

2.0%

18.3% 12.医療 ･福祉 ･教育 ･学習支援業 1.4%

2.4% 13.その他サービス業 5.7%

2.6% 無回答 1.2%

F2 貴社の従業員数を雇用形態別にご回答願います｡各雇用形態において該当する人がいない場合は､0人

と記入して下さい｡なお､正社員以外の雇用形態でその人数を把握していない場合は､表右端の番号 1に

○を付けてください｡

.く F=コヽ′ 人数を把握していない場合は､1を○で囲んで下さいo
貝(男女計) うち組合員数

1.正社員 平均 3,691人(無回答 7.7%) 平均 2,793人(無回答 9.5%) -

直接雇用非正社員 2.パー ト.臨時 .アルバイ ト社員 平均 1,259人(無回答 27.8%) 平均 285人(無回答 28.4%) 21.7%
3.嘱託 .契約社員 平均 152人(無回答 28.8%) 平均 35人(無回答 29.8%) 22.9%

間接雇用非正社員 4.派遣社員 平均 246人(無回答 43.6%) - 37.9%
5.請負社員 平均 144人(無回答 43.8%) - 37.9%

当アンケー トでは､ ｢非正社員｣を下記のように定義及び分類いたします｡

匪 麺 頭 目 - - ･･正社員以外の雇用形態で働く方

① ｢直接雇用の非正社員｣･日 直接貴社と雇用関係がある者を指します｡

(｢2.パー ト･臨時 ･アルバイ ト｣｢3.嘱託 t契約社員｣)

② ｢間接雇用の非正社員｣- ･直接貴社と雇用関係のない者を指します｡(｢4.派遣社員｣｢5.請負社員｣)

③ ｢6.その他｣H H H - 正社員以外の雇用形態で働く2-5以外の方

F3 貴社では株式を上場していますか くOは1つ)0

1.上場している 59.4%

2.株式会社だが上場 していない 37.7%

3.株式会社ではない 1.6%

無回答 1.4%

F4 貴社の経営状況は5年前と比べいかがですか (○は1つ)0

1.非常に良い 17.6% 3.特に変化はない ･12.8% 5.非常に良くない 10.1%

2.まあまあ良い 34.7% 4.あまり良くない 23.1% 無回答 1.8%
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F5 貴社の今後 (5年くらい先)の経営見通しを貴組合ではどのようにお考えですか (Oは1つ)｡

1.現在よりも非常に良くなる 2.0%

2.現在よりもある程度良くなる 48.3%

3.現在と変わらない 18.7%

【組合本部一会社間の労使協議について】

4.現在よりもやや悪化する 23.1%

5.現在よりもかなり悪化する 5.3%

無回答 2.6%

当アンケー トにおける ｢労使協議｣ とは､貴社における呼称に関らず､｢経営または労務に関する重要

事項を扱う､組合本部 .支部執行委員の全員または一部 (三役等)が参加する労使の協議｣のことを指

Ql 貴社では､支部一事業所レベルにおいても労使協議システムがありますか (Oは1つ)0

1.ある 78.3% 2.ない 19.1% 無回答 2.6%

Q2 本部一本社間における労使協議 (団体交渉を含む)の状況についてお聞きします｡

(1)本部一本社間の労使協議の対象事項 (団体交渉含む)はどれですか くOは1つ)0

(1)で ｢2｣に回答した場合 - 設問 (2)､(3)に回答してください｡

(1)で ｢1｣または ｢3｣に回答の場合 - 設問Q3へお進み下さい

(2)労使協議の各対象事項において､組合の発言力はどの程度ありますか (Oは1つ)｡

(3)労使協議の重要性は各対象事項において5年前と比べ上昇していますか､または低下していますか (O

は1つ)｡ 〔(1)労使協議の対象〕で ｢2｣に回答の場合､設問(2)､(3)に回答

l l l (%)

(1)労使協議の対象 (2)組合の発言力の程度 (3)重要性の変化

1 2 3 4旺一一ヽヽ回答 1 2 3 4 5 鉱一ヽヽ回ヽ答 1 2 3 4旺ノヽヽ回ヽ答

a.賃金水準 68.8 皇2.9 0.6 7.7 0.0 4.3 7.8 1.6.4 67.2 4.3 18.1 62.1 4.3 15.5

b.一時金水準 66.7 24.7 1.0 7.7 0.8 4.8 8.0 16.0 64.8 5.6 17.6 60.8 4.8 16.8

C.退職金.企業年金 44.6 46.7 1.2 7.5 0.8 3.0 10.1 18.1 63.7 4.2 20.7 59.1 3.8 16.5

d.賃金人事処遇制度 33.5 54.2 4.5 7.7 0.7 4.0 ll.3 22.2 58.i 2.9 29.8 50.2 2.9 17.1

e.労働時間.休日.休暇 39.8 51.3 1.2 7.7 0.0 2.7 13.1 18.8 62.3 3.1 24.2 56.5 1.9 17.3

∫.経営基本方針 8.5 42.6 41.0 7.9 10.6 29.2 47.7 ■5.1 4.6 2.8 27.8 50.9 2.8 18.5
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Q3 貴社及び貴組合における機密情報の伝達方法と範囲についてお聞きします｡

A 組合が経営 ･生産などの機密に関する情報の提供を会社側に求めた場合､会社側はどのような対応を

とっていますか (Oは1つ)0

ここでいう機密とは､公表されると株価が変動する等､社外まで影響を及ぼす可能性のある事項 (事業

再編､各種経営指標､事業見通しなど)のことです｡

1.組合には機密に属する情報は提供していない 6.3%

2.内容によっては提供しない情報もある 66.7%

3.組合が要求する情報ならば機密情報でも提供している 25.8% 無回答 1.2%

B (前問Aで2または3に回答の組合に)貴組合が会社側から機密情報の提供を受ける場合､その提供範

園はどこまでですか くOは1つ)0

1.本部三役､本部執行委員の範囲内まで提供されている

2.支部三役､支部執行委員の範囲内まで提供されている

3.職場レベルの執行委員までの範囲内で提供されている

4.一般組合員にも提供されている

回答数 469件

2.6% 無回答 1.7%

Q4 企業グループにおける労使協議についてお聞きします｡

A 企業グループの観点からみて､貴社の位置付けは次のどれに当たりますか くOは1つ)｡

1.企業グループの中核企業である 61.3% 3.企業グループには属さない独立企業である 17.0%

2.企業グループの系列企業である 18.5% 無回答 3.2%

B (前問Aで1または2に回答の組合に)企業グループレベルにおける労使協議機関はありますか(Oは1つ)｡

1.企業グループレベルの労使協議機関はない 46.4%

2.情報や意見交換を主とした労使協議機関がある 30.6%
回答数 405件

3.意見調整などを主とした労使協議機関がある 5.7%

4.グループ加盟労組の方針や労働条件に対し強い影響力を持つ労使協議機関がある 15.6%

無回答 1.7%

【近年の労使協議の変化】

Q5 5年前と較べて本部レベルの労使協議に変化がみられますか｡下記のそれぞれの項目について､該当す

る番号に○をつけて下さい｡

a.非公式の労使協議 1.増えた 29.2% 2.変わらない 61.9% 3.減った 6.7% 無回答 2.2%

b.労使協議の開催頻度 1.増えた 28.4% 2.変わらない 60.7% 3.減った 9.7% 無回答 1.2%

C.労使協議の開催期間 1.長期化した 13.4% 2.変わらない 76.1% 3.短期化 した 9.3≠ 無回答 1.2%

d.経営側の案が組合に示される時期(非公式も含む) 1.遅くなった 24.9% 2.変わらない 58.4% 3.早まった 15.2% 無回答 1.6%

e.会社側出席者の役職者の範囲の変化 1.より上位の役職者が出席するようになった 6.1% 2.変わらない 88.2% 3.より下位の役職者が出席するようになった 4.5% 無回答 1.2%

f.協議内容の複雑さ 1.複雑になった 44.2% 2.変わらない 53.6% 3.容易になった 1.0% 無回答 1.2%

g.協議における労使関係 1.協調的になった21.1% 2.変わらない 71.4% 3.対立的になった 6.3% 無回答 1.2%

h.付議事項の変化 1.拡大.増加した 20.7% 2.変わらない 74.4% 3.縮′ト 減少した 3.2≠ 無回答 1.8%

i.付議事項内容に対する組合員の理解度 1.高くなった 9.9% 2.変わらない 71.6% 3.低くなった 17.2% 無回答 1.4%

j.労使協議における組合の発言力 1.強くなった 15.6% 2.変わらない 76.5% 3.弱くなった 6.5% 無回答 1.4%

k.経営側の案に対する組合の意見反映度 1.高くなった 20.3% 2.変わらない 70.4% 3.低くなった 7.9% 無回答 1.4%
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【雇用形態の多様化について】

Q6 正社員以外の雇用形態 (非正社員)に関する労使協議についてお聞きします｡

(1)非正社員に関する下記の事項について､組合本部では労使協議を行っていますか (Oは1つ)｡

(2)組合本部で労使協議を行っている組合 (前問 (1)で ｢1｣に回答の組合)では､組合の発言力はどの程

度ありますか｡公式 ･非公式を問わず､実態に即してご回答下さい くOは1つ)0

(%)

(1)組合本部における労使協議の有無 (2)組合本部の発言力 '(前間(1)で1を選択の場合)

1 2 3 4 4正一ヽヽヽ回答 1 2 3 4 5 4正ノヽヽヽ回答

行 組 支 組 団 対 労 る 事 辛 る 組 す 労 級
つ 合 部 合 体 象 使 だ 後 前 I- A_ヽ ⊂丁 る 使 A口
て 以 本 交 で け ､ に と が ､ワ■■ヽ._.._ の
い 部 下 部 渉 も 議 で に 経 が 意 と 議 同
る と の と 辛 な ､ あ 経 営 あ 見 が の 意

し 対 し 項 い 団 る 営 側 る を あ 結 の

て 応 て で 体 側 か 逮 る 考Aコ三 下
ヽ に は 交 か べ に
倭 住 関 る 渉 ら 説 た 決
協 せ 与 しヽ 説 明 り 社 定
読 て せ ず 明 を 回 秦 す

を い ずる れの され 受ける 答す を修正 る

b.雇用期間の決定 12.5 6.9 2.3 ･72.2 6.1 1.7 25.0 18.3 ll.7 33.3 10.0

C.仕事内容 ll.1 10.6 1.5 70.4 6.5 1.9 20.8 26.4 18.9 26.4 5.7

･d.配置する職場 9.0 ll.1 1.5 72.0 6.5 2.3 20.9 30.2 1年.0 25.6 7.0

e.管理.監督する正社員の配置､役割 9.2 10.4 1.5 72.2 6.7 2.3 22.7 31.8 9.1 20.5 13.6

f.賃金 (時給)､一時金等 18.2 4.4 10.2 61.6 5.6 3.4 10.3 20.714.9 37.9 12.6

g.労働時間､休 日､休暇 17.7 6.7 7.7 62.Op 5.8 4.7 9.4 15.3 16.5 4豆.4 ll.8

h.教育訓練i.福利厚生a.導入の是非b.仕事内容C.配置する職場d.管理.監督する正社員の配置､役割e.派遣元の選定f.派遣元との交渉a.導入の是非b.仕事内容C.配 置する職場a.請負元の選定e.請負元との交渉 ll.318.010.36.I5.55.01.50.88.65.15.11.40.3 9.27.310.610.6ll.8ll.34.5チ.0ll.310.310.34.83.8 1.73.80.80.30.30.50.30.31.0'0.70.70.00.0 71.664.972.676.476.476.987.488.472.676.776.786.688.7 6.36.15.86.06.06.36.36.56.57.27.27.27.2 3.74.79.8ll.14.55.016.70.04.00.00.00.00.0 14.812.822.025.922.725.016.733.332.046.740.00.00.0 38.924.422.025.927.340.016.733.320.026.726.725.0100 16.712.L89.87.49.110.00.00.012.06.76.725.00.0 14.833.717.118.518.210.033.30.020.020.026.750.00.0 ll.1ll.619.5ll.118.210.016.733.312.00.00.00.00.0
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回答数

(件)

(1)/(2)

479/74

479/60

479/53

479/43

479/44

479/87

479/85

479/54

479/86

398/41

398/27

398/22

398/20

398/6

398/3

292/25

292/15292/15

292/4

292/1



Q7 貴社では､全従業員に対する正社員の適正比率について労使で話 し合っていますか｡(Oは 1つ)

1.はい 39.1% 2.いいえ 51.5% 無回答 9.5%

Q8 貴社では過去 5年間において､各雇用形態の従業員数はどのように変化 しましたか (Oは 1つ)0

1 2 3 4 ･5 6 7 8 鉦ノヽヽ回ヽ答

増 大 や 変 や 減 大 た 活 い 以 し組
え幅 や 化 や つ幅 用 な 前 て 合
た に 増 は 演 た に す い か い 本

(3割以上) !■ス_た なかった つた (3割以上) るのを止め ら宿用して な部い では把堤

1.正社員 0.8% 1~5.4% 8.5% 55.2% 17.9% - - 一■■■■- 2.2%

非正普貝 2.パー ト､臨時､アルバイ ト社員 5.9% 34.9% 24.1% 7.9% 2.4% 1.2% 8.3% 9.7% 5.7%

3.嘱託 .契約社員 6.1% 39.3% 26.2% 7.9% 1.2% 0.2% 3.0% ll.2% 4.9%

4.派遣社員 ll.8%.37.9% 13.2% 3.6% 1.6% 0.8% 6.7% 16.8% 7.7%

5.請負社員 6.5% 15.6% 17.2% 2.2% 1.0% 0.6% 26.6% 20.3% 10.1%

Q9 貴社では､今後の従業員数についてどのような方針を持っていますか (Oは 1つ)0

1 2 3 4 5 6 7 8 無回答

増 大 や る現 ､や 減 大 る活 定 今 し組
や 幅 や つ 在 や ら幅 用 は 後 て 合
す に 増 もの 演 す に す な も い 本

(3割以上) やす り人窪警い 変ゝス_ らす (3割以上) るのを止め い 活用する予 な 部い では把堤

1.正社員 2.6% 39.4% 28.8% 22.5% 1.4% - - - 5.3%

非正替貝 2.パー ト､臨時､アルバイ ト社員 1.2% 21.3% 31.0% 10.3% 0.0% 0.4% 7.3% 23.3% 5.3%

3.嘱託 .契約社員 1.6% 27.4% 30.0% 8.1% 0.4% 0.2% 2.6% 24.1% 5.7%

4.派遣社員 1.2% 17.2% 25.2% 9.5% 1.4% 1.6% 5.5% 30.4% 8.1%

QIO 貴組合は､労働組合として非正社員の採用､活用にどのような方針を持っていますか (Oは 1つ)0

1.必要な職場や業務には積極的に活用していくべきだ 13.0%

2.今後 とも活用 していく必要があるが､正社員の仕事や役割は明確にすべきだ 46.2%

3.職場や仕事は正社員中心でいくべきで､非正社員は補助的役割にとどめるべきだ 19.1%

4.非正社員は活用すべきではない 2.2%

5.組合 として特に明確な方針はない 17.2%

無回答 2.4%
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Q11 貴組合では､下記の非正社員の組合員化を検討していますか (○は1つ)｡

1 2 3 4 5 4旺ノヽヽ回ヽい 全 員 組 化 て - な 組 完 雪い す

る 員級 妄 語 嘉 絹中 更 合 しヽ A口負

A口員 萎馨 化は る非 答

に に 員 考 正

な 誓 転 iス_ 社つ 組 て 負
て 合 貝 つ しヽ は

1.パー ト社員 3.7% 3.4% 10.5% 59.6% 15.4% 7.~5%

2.嘱託 .契約社員 3.4% 6.1% 17.9% 60.7% 7.1% 4.7%

【雇用形態多様化の理由 ･背景】

Q12 貴社で非正社員を活用する理由は何ですか｡その理由を3つ以内で選択して下さい｡

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 aノヽヽヽ

人 正 す 口 が に正 受取 高 報を め正､替貝の 雇用調塞

件 務 社 る業 必社 務 従社 入引 午

費 量 員 た . 要に 量 事員 を先 齢 回
を の を め営 なな が さで 要 ' 者

､ー 変 <r たい せな 請系 の 高痩な莱務 労働負荷の が容易なた 答

演 動 用 時 め職 加 るく さ列 再
す に で 間 莱 ､し たて れ会 雇
る 対 き の 能 て めも た社 用
た 応 な 延 力 しヽ 出 たか の

め するため しヽため 長に対応 節戟丑 るため 莱る莱務 めらの人員 ため につかせ 軽演のた め

1.パー ト､臨時､アルバイト社員 49.6 45.1 8.1 7.4 1.4 19.5 35.6 0.0 9.3 8.6 15.7 14.7 10.5

2.嘱託.契約社員 32.9 23.3 ll.1 4.0 18.0 16.2 13.3 3.1 42.4 6.4 10.9 ･7.8 12.0

回答数

(件)

[各雇用形

態の従業

員数が

nO人｣で

あるもの
を除外し
て集計]

Q13 貴社では､過去5年の間に､下記の雇用 調整 を実施 しましたか ｡ あ て はまるものすべてr二〇をつけて下

さ い｡

1.正社員の解雇 3.2%

2.希望退職や早期優遇退職の募集 32.3%

3.出向 ･転籍 42.8%
4.操業時間の短縮､労働 日数の削減 3.2%
5.ワークシェアリング 1.6%
6.時間外労働の削減 25.6%

7.配置転換 24.9%

8.職種転換 15.0%

9.新卒採用の削減 ･停止 37.9%

10.中途採用の削減 ･停止 12.4%

ll.パート､嘱託･契約社員などの解雇､雇用契約停止 11.6%

12.派遣 ･請負社員の削減

13.その他 ( )

14.上記の雇用調整は何もしなかった

無回答
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10..1%

0.8%

20.9%

3.7%



【労働者参加と労使コミュニケーション】

Q14 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要だと考えることを､2つ以内で選択しOをつけて下さい｡

1.労働組合の経営分析能力の強化

2.労使協議機関の付議事項の拡大

3.労使協議機関の対応力の強化

4.労働組合の発言力の強化

63.9%

4.7%

22.7%

24.3%

5.経営側との日常的な情報交換の強化 59.8%

6.経営情報開示-の取組みの強化 10.8%

7.その他(具体的に : ) 1.2%

無回答 0.6%

Q15 労働者の雇用や処遇を大きく左右するものとして､近年､多くの企業で租時事編 (合併､事業売却､分

割､事業所閉鎖等)が実施されています｡

A 貴社では過去5年の間に､組織再編を実施しましたか く○は1つ)0

1.組織再編が実施された 56.4%

2.組織再編は実施されなかった 41.8%

無回答 1.8%

B (前問Aで1に回答の組合に)組織再編において､貴組合 (本部に限らず下部機関も含め)の果たした

役割をどう考えていますか くOは1つ)｡
回答数 286件

1.そ う思う 2.ややそう思う 3.あま りそ う思わない 4.そ う思わない 無回答

a.組織再編の必要性及びそれに伴う労働 .雇用に関する施策に対し､組合員の納得を得られた 41.6% 41.6% 12.2% 3.5% 1.0%

b.組織再編及びそれに伴う施策に対し､組合員の意向を経営に理解させた上で実施できた 36.0% 36.0% 20.6% 5.9% 1.4%

C.経営との協議 .交渉においては､時間をかけてじっくりと対応でき満足している 24.1% 37.4% 26.9% 10.1% 1.4%

貴組合が進める経営参加において､どのような問題が生じていますか｡その内容を具体的にご記入下さい｡
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Q16 組合本部では､支部､分会の労働者参加促進のために､どのようなことをしていますか (Oは1つ)0

1.支部､分会の労使協議の状況を定期または必要の都度把握して､ア ドバイスや指導をしている. 55.0%

2.支部､分会の労使協議の状況を把握しているが､積極的には対応 していない｡

3.支部､分会に-任 しており､組合本部としては特に何もしていない｡

無回答

【労使協議以外のコミュニケーション施策】

Q17 貴社には､｢職場環境や業務の改善活動｣(QCサークル､ZD運動､オフサイ トミーティング等のいわ

ゆる小集団活動)または ｢職場懇談会｣がありますか (Oは1つ)0

1.ほぼすべての職場にある 46.9%

2.ある職場の方が多い 13.0%

3.ある職場とない職場は同数程度 4.5%

4.ない職場の方が多い 8.9%

5.ほとんどの職場にない 10.1%

6.全くない 9.7%

7.本部では把握していない 4.3%

無回答 2.6%

Q18 ｢職場環境 ･業務改善活動｣ や ｢職場懇談会｣のあり方や実施に関し､組合本部としてどのように取り

組んでいますか (Oは 1つ)｡

1.実施状況を定期的に支部や分会を通じてチェックし､必要に応じ会社側と協議している｡ 36.3%

2.制度の新設や実施内容変更時に会社側と協議している

3.組合本部としては関与せず､支部､分会等に対応を任せている

4.支部､分会を含め組合として関与していない

5.その他 (具体的に :

無回答

【高齢者の継続雇用における労使協議】

14.8%

22.3%

19.3%

1.4%

5.9%

Q19 貴社では､高齢者雇用安定法に基づく雇用確保措置 (62歳以上)を講じましたか (○は1つ)｡

1.もともと定年の定めはない､または定年年齢は65歳以上で､措置を講ずる必要はなかった 1.0%

2.定年の定めを廃止した 0.0%

3.定年年齢を引き上げた 1.0%

4.継続雇用制度を導入した､又は既に導入していた継続雇用制度について法の趣旨に沿うよう見直した 93.9%

無回答 4.1%

Q20 (前問で4に回答の組合に)高齢者雇用安定法に基づく継続雇用措置の適用対象者はどのように定めま

したか (Oは1つ)0
回答数 476件

1.希望者全員 27.1%

2.労使協定で定めた者(労使で合意書を作成した上で就業規則で定めた場合を含む) 66.8%

3.労使協定が調わず､会社が就業規則で定めた者 5.7%

無回答 0.4%
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Q21 (前問で2に回答の組合に)労使協定の内容を決定するにあたり､貴組合は従業員からどのように意見

聴取しましたか (あては事るものすべてに0)｡

1.組合支部役員クラスまでの討議で決定した 43.1%

2.職場委員を通じた組合員の意見聴取を行った 49.4%

3.職場レベルで集会等を開催して組合員の意見聴取を行った 45̀.0%

4.組合員-のアンケー ト等による意見聴取を行った 11.6%

5.管理職の意見を聴取した 4.7%

6.組合に加入していない非正社員の意見を聴取した 0.3%

7.会社の職制を通じて聴取した 2.5%

8.企業内の他組合から意見聴取したり､または協議を行った 7.2%

9.その他(具体的に : ) 4.1%

無回答 2.8%

回答数 318件

大変ご多忙の中､アンケー トへのご協力誠にありがとうございました｡

この調査票を所定の封筒に入れ直接投函して頂きますようお願い申し上げます｡
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各 位

2006年6月

(財)連合総合生活開発研究所

労働者参加､労使コミュニケーションに関する調査

<調査票B:組合支部用>

調査ご協力のお願い

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます｡

日頃は､当研究所の活動につきまして格別のご高配を賜り､厚く御礼申し上げます｡

さて､近年､経済のグローバル化等の背景を受けた産業構造の変化や多様な雇用形態が拡大 ･深化する中で職

場の実情が大きく変化 しています｡当研究所は､そうした変化に労働組合が企業と職場で働く者を代表して労使

のコミュニケーションをどのように深めようとしているのか､その現状と近年の新たな動向を把握し､日本にお

ける労働者参加のあるべき方向について､今後の労働組合の取組みに政策的な指標をもたらすような調査研究を

進めていこうと下記のような調査研究委員会を発足させ､研究を進めております｡この度､その一環として､労

働組合の本部､支部レベルを対象にアンケー トを実施することといたしました｡大変お忙しい中誠に恐縮ですが､

調査の趣旨をご理解の上､ご協力を賜 りますよう､よろしくお願い申し上げます｡

なお､ご回答頂きました内容はすべて統計的に処理し､貴組織名や個別のご回答内容を外部に公表しないこと

はいうまでもなく､研究以外の他の目的に使用することが一切ないことをお約束致します｡

敬 具

<日本における労働者参加の現状と展望に関する研究委員会>

久本 憲夫 京都大学教授 (主査)

演口桂一郎 政策研究大学院大学教授

藤内 和公 岡山大学教授

松村 文人 名古屋市立大学教授

山岡 徹 横浜国立大学助教綬

小野 晶子

西村 博史

鈴木不二一

茂呂 成夫

労働政策研究 ･研修機構研究員

労働調査協議会主任調査研究員

連合総研副所長

連合総研主幹研究員

<ご記入上のお願い>

1)本アンケー トは､労働組合の支部を対象に行 うものです｡

2)該当する全ての項目にお答え下さい｡また､回答は､あてはまる選択肢の番号に○をつけるか､( )

や 口 の中に具体的にご記入下さい｡

3)本調査に関するお問い合わせは下記までお願い致します｡

(財)連合総合生活開発研究所 調査担当 鈴木､茂呂

TEL 03-5210-0851 FAX03-5210-0852

-177-



【質問項目】

【貴事業所について伺います】2006年6月時点でお答えください｡

Fl 貴事業所の業種はどれに該当しますか (Oは1つ)0

1.建設業 6.5%

2.製造業 (電機･電子･機械･情報通信機器関連) 10.8%

3.製造業 (鉄鋼 ･化学等素材関連)

4.製造業 (輸送用機械)

5.製造業 (その他)

6.電気 ･ガス ･熱供給業

7.情報通信業

16.1%

8.0%

17.9%

4.1%

3.4%

8.運輸業

9.卸売 ･小売業

10.金融･保険 ･不動産業

ll.飲食店 ･宿泊業

有効回答数 535件

9.5%

13.5%

2.2%

0.9%

12.医療 ･福祉 ･教育 ･学習支援業 1.1%

13.その他サービス業

無回答

F2 貴事業所の種類はどれに該当しますか (Oは1つ)0

1.本社 (本店) 23.7% 4.営業所 ･出張所 6.4%

2.支社 (支店) 18.3% 5.店舗 7.1%

3.工場 ･プラント 37.4% 6.その他 ( )5.4% 無回答 1.7%

F3 貴事業所の従業員数を雇用形態別にご回答願います｡各雇用形態において該当する人がいない場合は､

0と記入して下さい｡

なお､正社員以外の雇用形態でその人数を把握していない場合は､表右端の番号 1にOを付けてくださ

い｡

ノ: 口′ヽ 人数を把握していない場合は1を○で囲んで下さいo
貝(男女計) うち組合員数

1.正社員 平均 1,000人(無回答 7.1%) 平均 813人(無回答 8.6%) -

直接雇用非正社員 2.パー ト.臨時 .アルバイ ト社員 平均 107人(無回答 24.1%) 平均 36人(無回答 24.5%) 19.8%
3.嘱託 .契約社員 平均 52人(無回答 25.6%) 平均 16人(無回答 26.0%) 21.5%

間接雇用非正社員 4.派遣社員 平均 85人(無回答 30.7%) 26.2%
5.請負社員 平均 38人(無回答 31.4%) 27.1%

6.取引先からの派遣スタツラ 平均 16人 I- 24.1%(流通業) (無回答 28.8%)

当アンケー トでは､｢非正社員｣を下記のように定義及び分類いたします｡

匪 転 頭 目 ･- - ･正社員以外の雇用形態で働く方

① ｢直接雇用の非正社員｣- ･直接貴社と雇用関係がある者を指します｡

(｢2.パー ト･臨時 ･アルバイ ト｣｢3.嘱託 ･契約社員｣)

② ｢間接雇用の非正社員｣- ･直接貴社と雇用関係のない者を指します｡(｢4.派遣社員｣｢5.請負社員｣)

③ ｢6.取引先からの派遣スタッフ (流通業)｣

｢7.その他｣･･- - - 正社員以外の雇用形態で働く2-6以外の方
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F4 貴事業所の経営状況は5年前と比べいかがですか く○は1つ)｡

1.非常に良い 12.7% 3.特に変化はない 17.0%

2.まあまあ良い 30.8% 4.あまり良くない 27.5%

5.非常に良くない 9.5%

無回答

F5 労働組合支部におけるあなたの組合役職をお答え下さい (Oは1つ)｡

1.委員長 (支部長) 38.5% 4.執行委員 (担当 :

2.副委員長 (副支部長) 7.5% 5.その他組合役職 (

3.書記長 32.0% 無回答

【組合支部一事業所間の労使協議について】

) 15.5%

) 4.7%

1.9%

2.4%

当アンケー トにおける ｢労使協議｣ とは､貴社､貴事業所における呼称に関らず､｢経営または労務

に関する重要事項を扱う､組合支部執行委員の全員または一部 (三役等)が参加する労使の協議｣のこ

Q l 支部一事業所レベルで労使協議はありますか｡

1.ある 83.2% 2.ない 15.7%- Q5-お進みください｡ 無回答 1.1%

Q2 支部一事業所間における労使協議 (団体交渉含む)の状況についてお聞きします｡

(1)支部一事業所間の労使協議の対象事項 (団体交渉含む)はどれですか (Oは1つ)0

(1)で ｢2｣に回答した場合 - 設問(2)､(3)に回答してください｡

(1)で ｢1｣または ｢3｣に回答の場合 - 設問Q3へ

(2)労使協議の各対象事項において､組合の発言力はどの程度ありますか くOは1つ)0

(3)労使協議の重要性は各対象事項において5年前と比べ上昇していますか､または低下していますか く○

は1つ)｡ 〔(1)労使協議の対象〕で ｢2｣に回答の場合､設問(2)､(3)に回答

(1)労使協議の対象 (2)組合の発言力の程度 (3)重要性の変化

1 2 3 4旺ノヽヽヽ回答 1 2 3 4 5 4正一ヽヽヽ回答 1 2 3 4旺ノヽヽヽ回答

･本 使 支 あ 労 説 事 明 事 り組 f iる結き果書き 行 組 上 変 低

交 部 協 部 る使 明 後 さ前 回 合 す 合 昇 わ 下

渉 . 警 妻 協 さ的 れ に 答 が るの し ら し

事 本 義 れ に る経 す 意 同 て な て

項 社で 間あ のる協義 の対象外で る経だ 営け側で かあ らる 営側から読 る見こ をと述が べあ たる 意の下に実 いる しヽ しヽる

a.賃金人事処遇制度の運用 80.4 6.3 4.7 8.5 0.0 0.0 ■28.6 17.9 53.6 0.0 42.9 39.3 10.7 7.1

b.退職金.企業年金制度の運用 83.1 2.9 5.4 8.5 0-.0 0.0 30.8 7.7 61.5 0.0 7.7 76.9 15.4 0.0

C.事業所の労働時間 .休日.休暇 47.2 42.2 2.2 8.3 0.0 4.3 21.3 18.6 52.7 3.2 26.1 56.9 2.7 14.4

d.事業所に直接関係する経営方針 29.4 40.7 21.1 8.8 8.8 29.3 39.2 8.8 9.9 3.9 23.2 61.9 0.6 14.4

e.事要所の年間生産(売上)計画 26.3 36.4 28.1 '9.2 13.0 32.1 34.0 7.4 10.5 3.1 23.5 59.3 3.7 13.6

f.要員確保 28.5 45.8 16.4 9.2 4.4 17.6 37.3 15.7 16.2 8.8 31.9 44.1 6.4 17.6

g.事業所の福利厚生施策 28.5 58.0 4.7 8.8 0.4 6.6 36.4 25.2 26.4 5.0 ll.6 62.8 9.7 15.9

h.教育訓練 25.8 40.2 25.2 8.8 2.2 18.4 42.5 16.8 12.3 7.8 22.9 55.3 4.5 17.3

i.安全衛生 15.1 71.7. 4.7 8.5 0.9 5.6 35.7 28.5 22.9 6.3 28.5 53｣6 1.6 16.3

j.事業所における雇用調整 43.6 33.9 13.3 9.2 0.7 16.6 25.8 12.6 32.5 ll.9 15.2 58.9 4.6 21.2

k.事業所に直接関係する企業組織再編(合併,売却,分割等)1.事業撤退 .事業所閉鎖 64.7 12.4 13.7 9.2 3.6 14.5 29.1 7.3 40.0 5.5 10.9 74.5 1.8 12.7
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Q3 支部一事業所における労使協議の権限は次のどれにあたりますか くOは1つ)0

1.本部 ･本社協議から付託された事項だけである 12.8%

2.1の制限はない 22.5%

3.項目によって異なる 62.9%

無回答 1.8%

回答数 445件

Q4 5年前と比べて事業所レベルの労使協議に変化がみられますか｡下記のそれぞれの項目について､該当

する番号にOをつけて下さい｡ 回答数 445件

a.非公式の労使協議 1.増えた 25.4% 2.変わらない 66.1% 3.減った 7.6% 無回答 0.9%

b.労使協議の開催頻度 1.増えた 23.6% 2.変わらない 66.7% 3.減った 9.0≠ 無回答 0.7%

C.労使協議の開催期間 1.長期化 した 9.4% 2.変わらない 80.0% 3.短期化 した 9.2≠ 無回答 1.3%

d.経営側の案が組合に示される時期 (非公式含む) 1.遅くなった 22.5≠ 2.変わらない 69.7% 3.早まった 7.2≠ 無回答 0.7%

e.会社側出席者の役職者の範囲の 1.より上位の役職者が出席 2.変わらない 91.2% 3.より下位の役職者が出席 無回答 0.7%
変化 するようになった 5.4% するようになった 2.7≠

f.協議内容の複雑さ 1.複雑になった 34.8% 2.変わらない 61.6% 3.容易になった 2.5% 無回答 1.1%

g.協議における労使関係 1.協調的になった 27.2% 2.変わらない 67.4% 3.対立的になった 4.5% 無回答 0.9%

h.付議事項の変化 1.拡大 .増加 した 19.8% 2.変わらない 76.2≠ 3.縮小 .減少した 3.4% 無回答 0.7%

i.付議事項内容に対する組合員の理解度 1.高くなった 9.9% 2.変わらない 71.5% 3.低くなった 17.3≠ 無回答 1.3%

j.労使協議における組合の発言力 ･1.強くなった 12.6% 2.変わらない 80.2% 3.弱くなった 6.5% 無回答 0.7%

-180-



【雇用形態の多様化について】

Q5 正 社 員 以 外 の 雇 用 形 態 (非 正 社 員 ) に 関 す る労 使 協 議 に つ い て お 聞 き しま す ｡

(1) 非 正 社 員 に 関 す る 下 記 の 事 項 に つ い て ､ 組 合 支 部 で は 労 使 協 議 を 行 っ て い ま す か (○は 1つ )0

(2)組 合 支 部 で 労 使 協 議 を行 っ て い る 場 合 (前 問 (1) で ｢1｣に 回 答 の 組 合 )､ 組 合 の 発 言 力 は どの 程 度 あ

りま す か ｡ 公 式 ･非 公 式 を 問 わ ず ､ 実 態 に 即 して ご回 答 下 さ い (Oは 1つ )0

(1)組合支部における労使協議の有無 (2)組合支部の発言力〔前問(1)で1を選択した組合〕

1 2 3 j妊ノヽヽ回ヽ 1 2 3 4 5 4正′ヽヽ回ヽ

る 支 対 支 労 だ 事 辛 こ 組 る 労 級
部 応 部 使 け 後 前 と 合 こ 使 Aロ
と に と 協 で 的 に が が と 協 の
し 壬 し 義 あ に あ 意 が 一 同

て せ て の 答 る 経 営 る 見 あ の 意 答
労 て は 対 営 側 を る 結 の
使 い 関 負 側 か 逮 果 下

る か べ 会 に
義 せ 項 ら 説 た 社 決

を ず本 で 説 明 り 秦 定
行 は 明 さ 回 を す
つ な さ れ 答 *Y る

てい 部の しヽ れる る す .る 正す

直揺雇用非正社負 ノヾIトヽ臨時ア′レノミイトヽ嘱*契約社負 a.採用する雇用形態の決定 10.5% 18.9鷺 63.5一 7.2% 7.8- 33.3% 19.6鷺 9.8* 15.7鷺 13.7%

b.雇用期間の決定 10.2鷺 18.9% 64.3- 6.6% 6.01 34.0鷺 22.0鷺 6.0% 24.0鷺 8.0%

C.仕事内容 ll.9一 16.4- 64.8% 7.0% 6.9- 31.01 24.1一 12.1一 15.5% 10.3鷺

d.配置する職場 12.1鷺 14.5% 66.0% 7.4% 5.1% 33.91 3d.5鷺 6.8一 15.3一 8.5鷺

e.管理.監督する正社員の配置､役割 13.1% 16.0% 63.5一 7.叫 4.7% 26.6鷺 32.8%. 7.8% 17.2鷺 10.9鷺

f.賃金 (時給)､一時金等 8.2一 26.8% 58.4- 6.6鷺 2.5- 25.01 17.5鷺 15.01 27.5% 12.5一

g.労働時間､休日､休暇 14.5鷺 23.4鷺 55.5% 6.6% 2.8% 22.5鷺26.8鷺 5.6% 29.6% 12.7鷺

h.教育訓練 12.5鷺17.6鷺 62.7一 7.2一 4.9鷺 32.8鷺 29.5% 9.8% 13.1鷺 9.8鷺

i.福利厚生 15.2鷺 21.5% 56日4鷺 7.0% 2.7% 16.2鷺23.0鷺 17.6一 29.71 10.8%
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回答数(伸

(1)/⑦

488/51

488/50

488/58

488/59

488/64

488/40

488/71

488/61

488/74

381/50

381/37

381/43

381/45

381/ 2381/ 2

247/32

247/29

247/30

247/ 4

247/3



Q6.昨年 (2005年)度の貴事業所における全従業員(非正社員含む)を100(%)とした各雇用形態の割合を記

入して下さい｡割合は ｢a.繁忙期｣と ｢b.閑散期｣に分けてお答え下さい｡また組合として ｢C.適量

と思う比率｣はどの程度ですか (｢取引先からの派遣スタッフ(流通業)｣は比率計算から除外して下さい)0

全従業員数 1.正社員 非正社員
2.パート､臨時､アル′V ト社員 3.嘱託 .契約社員 4.派遣社員 5.請負社員 その他

a.現状(繁忙期) 100ro 平均 71.8% 平均 13.7% 平均 4.5% 平均 5.8% 平均 3.7% 平均 0.5%

b.現状(閑散期) 100% 平均 74.7% 平均 12.9% 平均 4.5% 平均 4.2% 平均 3.2% 平均 0.4%

C. 適正と思う比率 100% 平均 77.9% 平均 11.5% 平均 4.2% 平均 3.6% 平均 2.5% 平均 0.3%

Q7 貴事業所では､全従業員に対する正社員の適正比率について労使で話し合っていますか (Oは1つ)0

1.はい 32.9% 2.いいえ 53.5% 無回答 13.6%

Q8 貴事業所では過去5年の間に､各雇用形態の従業員数はどのように変化しましたか くOは1つ)0

40.9%

43.4%

1 2 3 4 5 6 7 8 4旺ノヽヽ回ヽ答

増 大 や 変 や 減 大 た活 い以 し組
え幅 や 化 や つ幅 用 な前 て合
た に 増 は 演 た に す い か い支

(3割以上) iス_た なかった つた (3割以上) るのを止め ら宿用して な部いでは把堤

1.正社員 2.6% 19.1% 9.7% 53.8% 13.5% - - - 1.3%

非正普貝 2.パー ト､臨時､アルバイ ト社員 4.5% 32.3% 21.3% 8.0% 1.3% 2.2% 13.5% 8.2% 8.6%

3.嘱託 .契約社員 5.2% 32.0% 32..5% 5.4% 1.5% 0.2% 6.4% 9.0% 7.9%

4.派遣社員 8.8% 33.3% 14.6% 5.2% 0.4% 0.7% 13.1% ll.0% 12.9%

5.請負社員 3.2% 17.0% 18.1% 2.1% 0.6% 1.3% 26.9% 14.2% 16.6%

Q9 貴事業所では､今後の従業員数についてどのような方針を持っていますか｡事業所の方針が明確でない

場合は全社方針でご回答下さい (Oは1つ)0

1 2 3 4 5 6 7 8 鉦ノヽヽ回ヽ答

増大 や る現 や 減 大 る活 定今 し組
や幅 や つ在 や ら幅 用 は後 て合
す に 増 もの 演 す に す な も い支

(3割以上) やす り入廷警い変Iス_ らす (3割以上) るのを止め い活用する予 な部いでは把堤

1.正社員 2.1% 33.1% 31.0% 23.6% 2.8% - - - 7.5%

非正普貝 2.パー ト､臨時､アルバイ ト社員 1.1% 20二7% 25.6% 8.6% 0.6% 1.3% 10.3% 22.8% 9.0%

3.嘱託､契約社員 1.5% 24.9% 27.9% 6.9% 0.7% 1.5% 4.7% 22.8% 9.2%

4.派遣社員 0.6% 15.3% 22.1% ll..6% 1.1% 1.3% 9.0% 26.2% 12.9%
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QIO 貴事業所で非正社員を活用する理由は何ですか｡その理由を3つ以内で選択して下さい｡ (%)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 4旺ノヽヽ回ヽ答

人 め業 正 応操 力 自 莱 業正 員取 高 葦萱度■な 韻の 雇用調塞

件 務 社 す業 )社 務 務社 受 引 午
費 量 負 る . がに 量 に員 入先 齢
を の を た営 必な が 従で を ､ 者

､l 変 dr め しヽ 増 な 系 の 労働負 が容易

演 動 用 時 な職 加 さく 請列 再
す に で 間 た業 し せて さ会 雇

る 対 き の め能 て るも れ 土 用 莱務 荷の なたた 応 な 延 力 しヽ た出 たか の

め しヽ ( る め､′ た ら た につ 軽演 め
るた ため に対 即戟 ため る めの人 め

1.パー ト､臨時､アルバイト社員 51.3 36.5 14.5 5.7 1.3 19.2 33.9 0.0 6.7 10.4 15.0 14.5 ll.4

2.嘱託.契約社員 32.0 20.8 16.8 2.1 13._8 13.3 14｢0 1.6 35.3 4.4 10.5 10.0 14.0

3.派遣社員 34.1 42.8 13.6 2.1 8.9 27.8 19.4 1.6 1.0 6.3 21.3 18.6 13.4

回答数

(件)

[各雇用形態

の従業員数

が rD人Jで

あるものを

除外して築弼

381

247

Qll 貴事業所で非正社員の方を活用することによりどのような問題が生じていますか､また今後どのような

問題が生じるとお考えですか｡

(1)現状の問題点を､各項目について､｢1.はい｣｢2.いいえ｣でお答え下さい くOは1つ)｡

(2)〔非正社員が現在より2割増えた場合の影響〕を､各項目についてお答え下さい (Oは1つ)0

(1)現状の問題点 (2)非正社員が今より2割増えた場合の影響

1.はい 2.いいえ 無回答 1.はい 2.いいえ 無回答

a.機療事項が漏洩する危がある 32.3% 62.1% 5.6% 49.0% ･41.5% 9.5%

b.ノウハ ウや技術の蓄積 .伝承が難しくなる 62.8% 31.6% 5.6% 71.6% 19.4% 9.0%

C.一仕事の連携(チームワーク)が円滑に進まなくなる 30.8% 63.2% 6.0% 50.7% 40.2% 9.2%

d.社員の帰属意識が弱まる 36.8% 57.4% 5.8% 48.8% 40.9% 10.3%

e.正社員の労働時間が長くなる 18.7% 76.3% 5.0% 23.6% 66.9% 9.~5%

f.非正社員の管理や調整の仕事が増え､正社員が本来業務に専念できなくなる 25.0% 70.1% 4.9% 43.7% 47.7% 8.6%

g.非正社員の教育訓練に時間がとられ､正社員が本来業務に専念できなくなる 30.7% 63.9% 5..4% 51.2% 40.2% 8.6%

-183-



Q12 支部の労働組合として､非正社員の人々が職場で働く場合､どのような仕事が望ましいとお考えですか｡

当てはまるもの全てにOをつけて下さい｡

(1に○をつけた組合は､他の選択肢に○をつけないで下さい)0

1 2 3 4 5 6 血ノヽヽ回ヽ答

で 定型的な義 む非 を る正技 て能 い 能 な 正をい 社霊 葉 芽技 い T.;==の管理●鷲

1.パー ト､臨時､アルバイ ト社員 6.9% 77.6% 8.4% 5.4% 2.4% 0.6% 8.0%

2.嘱託､契約社員 4.5% 54.2% 23.9% 15.0% 13.5% 2.1% 10.1%

3.派遣社員 6.2% 58.5% 9.3% 9.3% 12.0% 0.2% 17.4%

4.請負社員 8.6% 45.8% 8.2% 9.3% 12.0% 0.2% 27.5%

Q13 下記の雇用形態の従業員から､苦情や相談はどの程度出されていますか (Oは1つ)0

1 2 3 4 5 鉦ノヽヽヽ
顔 よ あ い ほ て制 も

繁 く ま と 完莞 患い対 と象苦に情な処つ理に出ている 出ている り出ていない んど出ていな 回答

1.パー ト､臨時､アルバイ ト社員 1.6% 14.0% 30.6% 21.2% 27.2% ■5.4%

2.嘱託､契約社員 0.5% 8.4% 29.9% 26.9% 26.9% 7.5%

3.派遣社員 0.0% 6.6% 26.8% 19.9% 38.3% 8.4%

Q14 貴組合では､非正社員の組合員化を検討していますか く○は1つ)0

回答数 (件)

[各雇用形態

の従業員数

が rO人｣で
あるものを

除外して集計]

386

428

381

247

1 2 3 4 5 鉦ノヽヽ回ヽ答

い 全 員 組 員 て - な組 い 該
る員 に織 化 い 部 い合 な 当

組 な化 を る は 負 い す

合員にな つ対て 象言霊 検 が組討 '合中 更 員に に 化は考ス_ る非正社
つ 級 組 な て 員
て 令 合 つ しヽ は

1.パー ト社員 4.5% 6.2% ll.2% 52.7% 16.6% 8.8%

2.嘱託､契約社員 4.5% 7.9% 16.3% 53.1% 7.5% 10.8%
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【｢代表的非正社員｣ について】

｢代表的非正社員｣ とは､F3 (雇用形態別従業員数)でお答え頂LIた ｢パー ト 臨時 .アルバイ ト社

員｣｢嘱託 .契約社員｣｢派遣社員｣｢請負社員｣｢取引先からの派遣スタッフ｣のうち､人数の最も多い雇

以下の設問 (Q15-Q19)-の回答では､こうした ｢代表的非正社員｣についてご回答ください｡

Q15 貴事業所の｢代表的非正社員｣で､正社員と同種の仕事に従事する人はどの程度いますか (Oは1つ)0

1.すべての人が正社員と同種の仕事 15.3%

2.8割以上が正社員と同種の仕事 22.9%

3.5割以上が正社員と同種の仕事 18.7%

4.2割以上が正社員と同種の仕事 20.3%

Q16以降-

5.正社員と同種の仕事の人はいない 12.7% - Q17以降-

無回答 10.1%

回答数 385件

Q16 (前問で1-4に回答の組合に)正社員と同種の仕事に従事する ｢代表的非正社員｣は､[a.労働時間】

[b.仕事上の責任][C.業務範囲]において､正社員と概ね同じですか くOは1つ)0

回答数 297件

a.労働時間 1.正社員と同じ56.2% 2.一部､正社員と向じ22.6% 3.正社員より短い 20.2% 無回答 1.0%

b.仕事上の責任 1.正社員と同じ18.9% 2.一部､正社員と同じ31.3% 3.正社員より軽い 48.5% 無回答.1.3%

C.業務の範囲 (幅) 1.正社員と同じ21.9% 2.-部､正社員と同じ45.1% 3.正社員より狭い 31.6% 無回答 1.3%

Q17 ｢代表的非正社員｣とのコミュニケーションのために､職場ではどのようなことがおこなわれていますか｡

(1)実施主体及び活動状況として当てはまるものすべてにOをつけて下さい｡

(2) ｢代表的非正社員｣は積極的に参加していますか くOは1つ)｡

(1)実施主体と (2) ｢代表的非正社員｣
活動状況 の積極度

1 2 3 4 4旺ノヽヽ回ヽ答 1 12 3 4 4正ノヽヽ回ヽ答

は参代 級 会 行正 非 積 ど 消 ど 非
な加表 合 社 わ社 常 極 ち 極 ち 常
いで的 が が れ員 に 的 ら 的 ら に

き非 実 実 てに 負 か か 潤

る正活社動員でが 施 施 い対なしいても 檀的 というと というと 檀的

a.レクリエーション､パーティー､懇親会など ll.7 49.4 45.7 2.3 8.6 5.7 37.9 43.6 5.0 7.7

b.慶弔金や貸付金などの共済活動 48.3 23.9 29.1 0.5 9.4 6.8 37.9 34.8 8.1 12.4

C.労働条件について話し合う活動 45.5 24.7 23.1 1.6 8.3 3.5 38.4 34.3 12.2 ll.6

d.職場環境や業務の改善活動 (QCサークル､ZD運動､オフサイトミーティングなどいわゆる小集団活動) 23.1 10.1 50.1 9.9 9.9 1.8 32.3 47.3 6.8 ll.8

e.職場懇談会 29.9 20.5 39.0 7.3 9.4 1.9 34.3 43.5 8.7 ll.6

∫.提案制度(投書箱.目安箱も含む) 24..4 8.8 49.4 12.2 9.6 2.9 27.3 48.8 13.4 7.7

g.朝礼､昼礼､終礼等 4.7 0.0 84.9 2.9 ~7.8 7.0 39.4 36.1 3.4 14.1

h.職場の上司との個人面談 15.1 0.0 72.5 3.6 9.1 3.2 36.0 42.4 4.7 13.7

i.人事労務担当者による個人面談 20.3 0.0 53.2 16.6 10.,4 4.4 31.4 41~.2 6.4 16.7
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回答数 (件)

(1)弓防

(2)[(1)が
r2｣､r3｣で

あるものに

ついて葉 書¶

220

207

209

327

278

204



Q18 ｢代表的非正社員｣に対して仕事の説明､教育訓練､苦情処理は誰がおこなっていますか｡主に世話を

している人を2つ以内選択でOをつけて下さい｡

1.一般社員 39.7%

2.主任 ･係長レベル 49.1%

3.課長レベル以上の管理職 36.1%

4.先輩の非正社員 8.3%

5.人事担当者の巡回 13.2%

6.特に行っていない 1.8%

7.その時々で異なる 12.5%

無回答 4.2%

Q19 ｢代表的非正社員｣ の苦情処理はどのようなルー トでおこなわれていますか｡あてはまるものすべてに

Qをつけてください｡

1.日頃の組合活動を通じて 26.0%

2.職場集会-の参加を通じて 13.7%

3.組合がおこなう聞き取りやアンケー トを通じて 15.6%

4.会社がおこなう聞き取りやアンケー トを通じて 13.2%

5.職場委員を通じて 25.8%

6.職場の上司 ･同僚を通じて 59.2%

7.人事担当者を通じて 31.2%

8.上記以外のその他の方法 4.7%

無回答 4.1%

回答数

365件

lQ18が1-5､7
であるものにつ

いて集書J]

【Q20以降の設問は､貴事業所の全従業員についてお答え下さい】

Q20 貴事業所の職場には ｢職場環境や業務の改善活動｣(QCサークル､ZD運動､オフサイ トミーティングな

どいわゆる小集団活動)や ｢職場懇談会｣がありますか｡ある場合には､参加者すべてにOをつけてくだ

さい｡

1.正社員 84.1%

2.パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 31.8%

3.嘱託 ･契約社員 32.9%

4.派遣社員 17.6%

5.請負社員 8.8%

6.取引先からの派遣スタッフ (流通) 2.1%

7.その他 ( ) 1.5%

8.小集団活動や職場懇談会は行っていない 7.3%

無回答 7.3%

Q21貴事業所の職場における各種小集団活動への取り組みは､5年前と比べてどう変化しましたか (Oは1つ)0

1.活発になった 19.3%

2.とくに変化はない 58.1%

3.活発でなくなった 17.2% 無回答 5.4%

Q22 (前問で 1に回答の組合に)活発になった主な理由を2つ以内選択でOをつけてくださいo …･････-･･-･･･････-･
1･非正社員の増加などにより､職場における意思疎通が重要になったから 23.3%…回答数

2.従業員と職場 (会社)とのつながりを重視するようになったから 32.0%… 103件

3.日常的に業務を効率化する必要性を､労働者自身が強く認識するようになったから 31.1%､●………●………●一°'

4.業務内容が頻繁に変化し､職場での意思疎通の必要性が強まったから 22.3%

5.小集団活動の成果や有効性に対する会社の考え方が積極的になったから 48.5%

6.その他 (具体的に : ) 8.7% 無回答 1.9%

Q23 (Q21で3に回答の組合に)活発でなくなった主な理由を2つ以内選択でOをつけて下さい｡

1.非正社員の増加などにより､意思疎通が困難になったから 12.0%

2.従業員と職場 (会社)との関係が希薄化したから 17.4%

3.人員削減などによって業務が忙しくなったから 58.7%

4.組織改革などで仕事や業務内容が激しく変化するようになったから 34.8%

5.小集団活動の成果や有効性に対する会社の考え方が消極的になったから 19.6%

6.その他 (具体的に : ) 3.3% 無回答 2.2%
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回答数 92件



Al 職場の小集団活動では､どのような問題が生じていますか｡その内容を具体的にご記入下さい (活動の

有無､テーマ､効果､開催頻度､対象者など)

Q24労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要だと考えることを､2つ以内選択でOをつけて下さい｡

1.労働組合の経営分析能力の強化 53.3%

2.労使協議機関の付議事項の拡大 4.7%

3.労使協議の対応力の強化 28.0%

4.労働組合の発言力強化 20.4%

5.経営側との日常的な情報交換の強化 55.1%

6.経営情報開示-の取組みの強化 12.1%

7.その他(具体的に : ) 0.7%
無回答 6.0%

A2 貴組合が進める経営参加において､どのような問題が生じていますか｡その内容を具体的にご記入下さい｡

【労働安全衛生活動への派遣元､請負会社責任者の参加について】

Q25労働安全衛生活動への派遣元や請負会社責任者の参加状況についてお聞きします｡それぞれの責任者は､

労働安全衛生活動に参加していますか く[(1)参加の有無]で1に回答の組合は､(2)に回答して下さい)｡

(1)参加の有無

1.はい 2.いいえ 無回答

a.派遣元責任者 20.6% 57.2% 22.2%

(2)参加の形態

1.正規メンバー 2.オブザーバー 無回答

52.7% 42.7% 4.5%

Q26 (Q25(1)で ｢1.はい｣と回答した組合に)どのような参加内容ですか くOは1つ)0

1.安全衛生法に基づく連絡調整のみ 26.2%

2.安全衛生全般にわたって参加している 69.1%

無回答 4.7%

回答数 149件

Q27 (Q25(1)で ｢2.いいえ｣ と回答した組合に)非公式なかたちでの連絡調整はありますか (Oは1つ)｡

1.ある 34.2%

2.ない 53.5%

無回答 12.3%

回答数 316件

大変ご多忙の中､アンケー トへのご協力誠にありがとうございました｡

調査票を所定の封筒に入れ直接投函して頂きますようお願い申し上げます｡
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･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<A :組合本部 > 2006年 6月

Fl 業種 F2A r人数を把握していないj(複数選択)
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12)(13) (1)(2)(3)(4)(5) 回答累計

建 子製 学製 械製 製 給電 情 運 卸 産金 飲 .医 そ 無 ルパ 嘱 派 請 そ 無
読 .連 等造 造 造 業気 報 輸 売 薬融 食 学廉 の 回 件 パ ) 託 遣 負 の 回 件

業 笠芸 惹芸 芸 誓 女 董 業 尖 誌 芸 蓋壷 竿 答 数 イ ト 杜 社 他 答 数ト. 契 員 員 社杜臨 約 一員
信機 連鋼 送 の 業 泊 業 . ど 員時 社
機 . 用 他 熱 不 業 教 ス 負
器電 化 機 供 動 青 葉 ア

組合本部計 5.512.214.4 7.718.3 2.4 ?.612.212.8 1.6 2.0 1.4 5.7 1.2 5021.722.937.937.922.154.8 507 142.4

製造業計 ･- 23.227.314.634.8 -. .- 2621.725.536.339.324.353.6 267 147.2

翠 電機 .電子 .情報 -.100,0 -. 6 21.027.440.340.325.853.2 62 154.8

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 -.100.0 -. 7 27.430.137.043.827.447.9 73 165.8

莱種 関連輸送用機械 -.100.0 -. 3 5.112.820.525.620..56l.5 39 84.6

別 その他製造業 -.100.0 .- 9 24.725.839.840.922.654.8 93 153.8

企 300人未満 -.12.825.6 7.753.8 -. 3 5.1 5.1 7.7 7.7 5.187.2 39 30.8

莱規 300人以上 ･- 31.424.310.034.3 -. 7 10.014.321.421.415.770.0 70 82.9

模別 1000人以上 -.16.133.910.739.3 .- 5 33.941.153.660.739.333.9 56 228.6

3000人以上 -.28.626.812.532.1 -. 5 30.432.153.658.930.432.1 56 205.4

10000人以上 -.18.522.255.6 3.7 -. 2 29.637.051.955.640.733.3 27 214.8

非製造業計 12.0 -. .- 5.1 5.626.527.8 3.4 4.3 3.012.4.- 23 21.820.140.236.819.755.6 234 138.5

非 建設業 100.0 -. 2 46.442.957.153.628.642.9 28 228.6

製追 電気 .ガス .熱供一ゝ ･-100.0 -. 1 25.025.033.341.716.750.0 12 141.7

莱莱 給業情報通信業 -.100.0 -. 1 23.130.853.861.523.138.5 13 192.3

種那 運輸業 -.100.0 -. 6 19.414.527.424.212.966.1 62 98.4

卸売 .小売業 -.100.0 -. 6 18.518.555.452.329.241.5 65 173.8

その他サー ビス業 -.100.0 .- 2 13.810.324.113.8 6.972.4 29 69.0

支部協読 ある 5.812.816.6 8.819.1 2.8 2.310.611.3 1.0 1.3 1.3 5.0 1.3 39 21.923.439.341.123.453,1 397 149.1

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーシ ョン調査<A :組合本部 > 2006年6月

F2AA 雇用形態別従業員数 A 正社員 ･従業員数 F2AB 正社員 ･組合員数
(基本集計)

(1) (2) (3)(4) (5) (6) (7) (8) (9) 中 平 (1) (2) (3) (4) (5) (6)(7) (8) (9) 中 平1 1 3 5 1 2 3 5 1 無 1 1 3 5 1 2 3 5 1 無

0 0 0 0 0 0 0 0 0 p 央 均 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ロ 央 均0 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数

0 0 0 0 0 値 値 人 人 0 0 0 0 0 値 値未 以 以 以 人 人 人 人 0 未 以 以 以 人 人 人 人 0

i: Lt Lt LT 人 人 I/ 上 Lt l: 以 L; 人 人上 上 上 上 以 上 上 上 上 以上 上

組合本部計 3.910,5 9.517.016.2 7.710.5 9.3 7.9 7.7 50 1,193 3,691 6.513.012.016.015.0 8.1 7.5 7.1 5.3 9.5 507 898 2,793

製造業計 2.212.4 9.716.513.1 7.912.4 8.610.1 7.1 26 1,208 4,073 4.514.611.615.713.9 8.6 9.4 7.1 7.1 7.5 267 990 3,290

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 3.2 4.812.922.6 9.7 4.811.314.5 8.1 8.1 6 1,146 4,383 4.8 9.719.414.5 9,7 8.1 9.7 8.1 8.1 8.1 62 874 3,390

1,412.3 4,119.213.712.312.3 8,2 8.2 8.2 7 1,588 3,064 2.712.3 8.217.817.812.3 8.2 8.2 2.7 9.6 73 1,167 2,245

-. 7.7 5.112.8 7.7 7.712.8 5.138.5 2.6 3 4,175 10,729 -. 7.7 5.115.4 7.7 5.112.812.830.8 2.6 3 3,797 9,536

その他製造業 3.219.414.011.817.2 6.512.9 6.5 1.1 7.5 93 864 1,713 7.522.611.815.116.1 7.5 8.6 3.2 - . 7.5 9 636 1,265

企莱規模別 300人未満 15.484.6 -. 3 202 187 30.869.2 -. 3 138 138

300人以上 -.37.162.9 .- 7 537 583 ･- 17.142.940.0 .- 7 400 456

1000人以上 ･- 62.537.5 -. 5 1,560 1,770 -. 1.825.057.116.1 .- 5 1,163 1,340

3000人以上 -.58.941.1 -. 5 4,388 4,921 -. 8.925.044.621.4 -. 56 3,562 3,786

10000人以上 -.100.0 -. 27 14,137 21,754 -.25.970.4 3.7 27 12,017 18,776

非製造業計 6.0 8.1 9.417.520.1 7.7 8.5 9.4 5.6 7.7 23 1,115 3,254 9.011.112.416.716.7 7.7 5.1 6.8 3.411.1 234 869 2,200

非製追莱莱檀別支部協読 建設業 10.710.7 7.117.921.4 7.1 3.610.7 ...10.7 2 919 1,608 14.317.9 7.114.317.9 3.6 7.1 3.6 -.14.3 28 697 1,228

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -. 8.3 -. 8.316.7 .- 25.0 8.333.3 -. 12 4,624 9,208 ･- 8.3 8.3 8.316.7 .- 16.716.725.0 .- 12 4,057 7,836･- 7.715.438.5 -. -.23.115.4 -. 1 858 8.856 -.23.130.8 7.7 -. -.15.4 7.715 . 4 13 400 2,873

運輸業 3.212.9 9.716.1 9.714,5 8.1 9.7 8.1 8.1 6 1,309 4,018 8.112.911.316.1日.311.3 6.5 8.1 4.8 9.7 62 941 2,520

卸売 .小売業 1.5 1.5 3.116.935.4 7.713.810.8 3.1 6.2 6 1,688 2,591 1.5 3.1 7.720.030.812.3 6.2 6.2 1.510.8 65 1,398 2,136

その他サービス業 13.8 6.917.220.717.2 6.9 6.9 3.4 .- 6.9 2 586 1,113 17.217.220.717.2 6.9 6.9 -. 3.4 .- 10.3 2 379 798

ある 3.5 8.8 7.316.115.1 9.112.310.8 9.3 7.6 397 I,580 4,274 5.511.3 9.115.115.6 9.6 9.1 8.6 6.3 9.8 397 1,151 3,262
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使 コ ミュニケーション調査<A :組合本部 > 2006年 6月

F2AC パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 ･従業員数 F2AD パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 ･組合員数

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平0 5 5 1 3 5 1 無 0 5 5 1 3 5 1 4旺′ヽヽヽ

0 0 0 0 0 0 p 央 均 0 0 0 0 0 0 日 央 均人 人 0 0 0 0 答 数 人 人 0 0 0 0 答 数

I; 0 値 値 i: 0 値 値浦 上 以 以 以 人 浦 上 以 以 以 人ヽ

Lt 人 人 E 人 - 人上 上

組合本部計 17.020.5 6.510.8 3.4 3.410.727.8 507 42 1,259 63.3 1.4 0.2 2.0 0.4 1.0 3.428.4 50 0 285

製造業計 16.925.1 6.713.1 4.5 2.6 3.727.3 26 32 286 70.0 0.4 0.4 1.1 -. -.28.1 26 0 3

輿造業莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 8.133.9 6.517.7 4.8 1.6 .- 27.4 6 40 95 66.1 -. .- 4.8 -. -.29.0 6 0 10

28,817.8 6.8 5.5 5.5 2.7 -.32.9 73 5 81 67.1 -. .- 32.9 7 0 0

15.433.3 5.115.4 2.6 5.115.4 7.7 3 40 908 87.2 -. 2.6 -. .- 10.3 3 0 2

その他製造業 14.021.5 7.515.1 4.3 2.2 4.331.2 9 42 227 67.7 1.1 -. -.31.2 9 0 1

企莱規模別.300人未満 28.248.7 5.110.3 .-. -. 7.7 3 6 28 89.7 2.6 .- -. 7.7 3 0 1

300人以上 17.138.614.314.3 2.9 .- -.12.9 7 19 54 87.1 .- -.12.9 7 0 0

1000人以上 10.721.4 7.114.3 3.6 1.8 3.637,5 5 43 245 58.9 -. -. 3.6 -I -.37.5 5 0 7

5000人以上 17.912.5 3.616.112.5 5.4 1.830.4 5 100 219 69.6 .- -.30.4 56 0 0

10000人以上 ll.1 7.4 -.14.8 3.7 7.425.929.6 27 360 1,750 59.3 -. 3.7 3.7 .- -.33.3 2 0 14

非製造業計 17.115.0 6.4 8.5 2.1 4.318.827.8 234 86 2,398 56.0 2.6 -. 3.0 0.9 2.1 7.3 28.2 23 0 613

非製追莱莱種別 建設業 28.614.3 3.6 .- -.53.6 2 0 15 46.4 -. -.53.6 2 0 0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 25.033.3 -. 8.3 -. 8.3 .- 25.0 1 14 88 75.0 -. .- 25.0 1 0 030.8 7.7 .- 7.7 .- -.53.8 13 0 21 38.5 7.7 .- -.53.8 1 0 1

運輸業 21.012.911.317.7 6.5 6.5 1.622.6 6 83 198 74.2 .- -. 3.2 .- -.22.6 6 0 10

卸売 .小売業 1.5 6.2 3.1 6.2 1.5 6.252.323.1 6 2,756 6,933 32.3 4.6 -. 6.2 3.1 7.721.524.6 65 146 1,884

その他サービス業 27.634.5 6.9 3.4 -. -.10.317.2 2 7 472 75.9 3.4 -. 3.4 -. -.17.2 2 0 10

支部.協読 ある 17.420.4 6.810.3 4.0 3.3 9.828.0 397 42 1,284 63.2 1.3 0.3 2.0 0.5 0.5 3.528.7 397 0 306

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケ-シ ョン調査<A :組合本部> 2006年 6月

F2AE 嘱託 ･契約社員 ･従業員数 F2AF 嘱託 ･契約社員 ･組合員数
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平0 5 5 1 3 5 1 無 0 5 5 1 3 5 1 血

人 人 0 0 0 0 答 数 人 人 0 0 0 0 答 数

£ 0 値 値 ぶ 0 値 値満 上 以 以 以 人 満 上 以 以 以 人

Ll 人 人 r 人 人上 上

組合本部計 ll.230.6 8.311.6 3.7 2.8 3.028.8 507 27 152 58.0 4,9 2.0 2.6 1.4 0.8 0.629.8 507 0 35

製造業計 10.936.3 7.110.1 2.2 1.l l.530.7 267 18 101 62.9 4.5 -. 0.4 -. 0.4 -.31.8 26 0 5

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 ll.330.614.5 9.7 1.6 -. .- 32.3 62 18 53 59.7 6.5 -. -.33.9 62 0 1

15.134.2 2.7 9.6 .- 2.7 -.35.6 7 18 76 56.2 5.5 -. 1.4 -. 1.4 -.35.6 7 0 16

2.641.010.315.410.3 -. 5.115.4 3 40 175 74.4 7.7 -. -.17.9 3 0 1

その他製造業 10.839.8 4.3 8.6 1.l l.1 2.232.3 9 13 113 65.6 1.1 .∴ -.33.3 93 0 0

企莱堤模別 300人未満 17..966.7 5.1 2.6 -. -. 7.7 3 5 14 87.2 5.1 .- -. 7.7 39 0 1

300人以上 14.360.0 4.3 4.3 .- I.4 -.15.7 7 11 36 75.7 5.7 -. .- 1.4 .- 17.1 7 0 11

1000人以上 5.425.0 5.416.l l.8 1.8 -.44.6 5 40 98 51.8 1.8 ... 1.8 -. -.44.6 5 0 4

3000人以上 7.123.214.316.l l.8 1.8 3.632.1 5 77 202 62.5 5.4 -. -.32.1 5 0 1

10000人以上 7.4 3.711.118.514.8 -. 7.437.0 27 130 314 51.9 7.4 -. -.40.7 27 0 1

非製造業計 ll.524.8 9.413.2 5.6 4.7 4.726.1 23 50 209 52.6 5.6 4.3 5.1 3.0 1.3 1.326.9 234 0 67

非製造莱莱種別 建設業 14.328.6 -. 3.6 3.6 .- -.50.0 28 14 60 50.0 -. -.50.0 2 0 0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 8.325.016.7 8.3 8.3 -. 8.325.0 1 71 209 58.3 8.3 -. 8.3 -. -.25.0 1 0 34･- 23.115.4 -. -.61.5 13 23 41 30.8 7.7 -. -.61.5 13 0 4

運輸業 17.724.2 9.714.5 8.1 4.8 3.217.7 6 46 161 56.5 8.1 8.1 6.5 -. .- 1.619.4 6 0 47

卸売 .小売業 6.215.410.823.1 6.2 9.2 6,223.1 65 143 271 46.2 1.5 6.2 9.2 6.2 3.1 3.124.6 65 0 133

その他サービス業 13.831.013.810.3 3.4 3.410.313.8 29 42 343 62.113.8 -. 3.4 6.9 -. -.13.8 2 0 43

真部協議 ある 10.329.5 9.lil.8 3.3 3.0 3.529.5 397 36 170 56.7 5.3 1.8 2.8 1.0 1.0 0.830.7 397 0 39
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

F2AG 派遣社員 ･従業員数 F2AH 請負社員 ･従業員数

(1) (2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平0 5 5 1 3 5 1 虹′一ヽヽ 0 5 5 1 3､ 5 1 無

0 0 0 0 0 0 ロ 央 均 0 0 0 0 0 0 口 央 均人 人 0 0 0 0 答 数 人 人 0 0 0 0 答 致

kt O 値 値● ● ● 値 値満 上 以 以 以 人 満 上 以 以 以 人 ■

∫ 人 人 £ 人 人上 上

組合本部計 21.517.2 4.1 6.3 1.8 2.6 3,043.6 507 10 246 42.4 4.5 2.4 3.2 1.0 0.6 2.243.8 507 0 144

製造業計 12.421.0 5.6 9.0 2.6 3.4 4.541.6 26 34 285 32.2 7.1 4.1 5.6 1.9 1.1 3.444.6 267 0 190

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 12.917.7 6.5 9.7 -. 4.8 3.245.2 6 42 195 27.4 8.l l.6 8.1 -. 3.2 6.545.2 6 3 ◆363

13.724.7 4,1 9.6 2.7 1.4 1.442.5 73 13 107 35.6 6.8 5.5 2,7 -. -.49.3 7 0 19

-.20.510.3 5.110.310.320,523.1 3 300 970 20.5 7.7 7.712.810.3 2.610.328.2 3 84 445

その他製造業 16.120.4 4.3 9.7 1.l l.l l.146.2 9 12 84 37.6 6.5 3.2 3.2 1.1 .- 1.147.3 9 0 54

企莱規樵別 300人未満 23.156.4 5.1 5.1 -. -.10.3 3 4 23 66.715.4 5.1 2.6 .- .- 10.3 3 0 12

300人以上 20.034.312.910.0 .- -.22.9 7 23 35 38.618.6 8.6 7.1 2.9 -. -.24.3 7 0 40

1000人以上 5.410.7 5.417.9 3.6 .- -.57.1 5 83 109 19.6 -. 5.4 8.9 1.8 -. -.64.3 5 0 74

3000人以上 8.9 3.6 1.8 7.1 7.112.5 3.655.4 5 300 415 21.4 -. .- 7.l l.8 5.4 5.458.9 5 0 382

10000人以上 3.7 -. .- 3.7 7.437.048.1 2 1,307 2,030 18.5 .- -. 3.7 .- 22.255.6 27 832 1,277

非製造業計 31.613.2 2.6 3.4 0.9 1.7 0.945.7 23 0 194 54,3 1.7 0.4 0,4 -. .- 0.442.7 23 0 88

非魁造莱業種別 建設業 14.317.9 -. 7.1 .- -.60.7 2 1 38 39.3 3.6 -. -.57.1 2 0 0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 33.316.7 -. 8.3 -. 8.3 .- 33.3 12 5 115 58.3 -. .- 41.7 1 0 0-. 7.7 7.784.6 13 2,047 2,047 -. 7.792.3 13 ll.487 11,487

運輸業 50.0 9.7 4.8 3.2 1.6 -. .- 30.6 6 0 26 71.0 1.6 -. -.27.4 6 0 0

卸売 .小売業 21.510.8 3.1 -. 1.5 1.5 1.560.0 65 0 646 36.9 3.1 -. 1.5 -. -.58.5 6 0 9

その他サー ビス業 48.313.8 3.4 3.4 -. 3.4 -.27.6 2 0 44 82.8 -. .- 17.2 2 0 0

支部協読 ある 19.615.9 3.5 6.8 2.3 3.3 3.545.1 397 12 245 38.3 4.3 2.8 3.0 1.3 0.8 2,846.9 39 0 191

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<A :組合本部 > 2006年 6月

F2AI その他社員 ･従業員数 F2AJ その他社員 ･組合員数

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 中 平0 5 5 1 3 5 1 無 0 5 5 1 3 5 1 無

0 0 0 0 0 0 日 央 均 0 0 0 0 0 0 ロ 央 均人 人 0 0 0 0 答 数 人 人 0 0 0 0 答 数

i; 0 値 値 £ 0 値 値満 上 以 以 以 人 浦 上 以 以 以 人

£ 人 人 L' 人 人上 上

組合本部計 62.5 4.l l.0 1.2 0.8 0.4 1.428.6 507 0 126 68.4 0.6 -. 0.4 0.4 -. 1.229.0 507 0 59

製造業計 59.6 5.6 1.1 2.2 0.7 0.4 -.30.3 26 0 17 68.9 -. -. 0.4 -. -.30.7 267 0 1

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 56.5 6.5 .- 1.6 1.6 .- -.33.9 6 0 20 64.5 .- -.35.5 6 0 0

64.4 -. 1.4 1.4 -. .- 32.9 73 0 5 65.8 -. -. 1,4 -. -.32.9 7 0 3

53.810.3 5.1 2.6 2.6 2.6 -.23.1 3 0 48 76.9 -. -.23.1 3 0 0

その他製造業 60.2 7.5 .- 3.2 -. -.29.0 93 0 8 71.0 -. -.29.0 93 0 0

企莱規模別 300人未満 74.412.8 -. 5.1 -. -. 7.7 3 0 13 89.7 -. -. 2.6 -. -. 7.7 3 0 4

300人以上 72.9 5.7 1.4 1.4 -. -.18.6 7 0 5 81.4 -. -.18.6 7 0 0

1000人以上 48.2 3.6 3.6 -. -.44.6 56 0 5 55.4 -. -.44.6 5 0 0

3000人以上 60.7 3.6 -. 3.6 1.8 -. -.30.4 56 0 22 69.6 -. -.30.4 5 0 0

10000人以上 40.7 3.7 -. 3.7 3.7 3.7 -.44.4 2 0 87 55.6 -. .∴ 44.4 27 0 0

非製造業計 66.2 2.6 0.9 .- 0.9 0.4 3.026.1 23 0 246 68.4 1.3 .- 0.4 0.9 -. 2.626.5 23 0 123

非製追莱莱種別 建設業 60.7 -. .- 7.1 .- -.32.1 28■ 0 33 64.3 -. -. 3.6 -. -.32.1 2 0 10

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 66.7 8.3 -. -. 8.316.7 1 0 169 66.7 8.3 ... .日 8.316.7 1 0 12538.5 7.7 .- -.53.8 13 0 2 46.2 -. -.53.8 13 0 0

運輸業 71,0 4.8 1.6 -. .- 1.6 1.619.4 62 0 153 74.2 3.2 -. -. 1.6 .- 1.619.4 62 0 136

卸売 .小売業 58.5 1.5 1.5 -. -. 4.633.8 65 0 341 61.5 -. -. 1.5 -. 3.133.8 65 0 123

その他サービス業 89.7 -. -.10.3 2 0 0 89.7 .- .- 10.3 2 0 0

支部協議 ある 61.7 3.8 1.0 1.3 0.5 0.5 1.330.0 397 0 114 67.8 0.5 -. -. 0.5 -. 1.030.2 39 0 58
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F2AK 総従業員数 F2AL 総組合員数
(基本集計)

(1)(2)(3) ( 4 ) (5)(6)(7)(8)(9) 中 平 ( 1)(2)(3) ( 4)(5)(6) (7)(8)(9) 中 平1 1 3 5 1 2 3 5 1 4E= 1 1 3 5 1 2 3 5 1 虹′ヽヽヽ

0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 央 均 O o o o o o o 0 0 回 央 均0 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 o o o o o o o o o 答 数

人 人 人 人 0 0 0 0 0 値 値 人 人 人 人 0 0 0 0 0 値 債未 以 以 以 人 人 人 人 0 未 以 以 以 人 人 人 人 0

上 上 以 以 以 以 人 人 人 上 上 上 LI E L' 以 人 人 人上 上 上 上 以 上 上 上 上 以
上 上

組合本部計 3.0 5.1 5.910.3 7.9 2.8 4.1 3.7 5.351.9 507 994 3,595 5.110.1 7.911.2 6.5 4.9 5.1 4.1 3.241.8 507 735 2,415

製造業計 1.1 6.4 7.913.1 6.4 1.5 2.6 3.7 4.552.8 26 793 3,447 3.712,0 9.010.9 -6.4 3.4 5.6 4.1 3.441.6 267 598`2,535

穀造莱 電機 .電子.情報通信機器鉄鋼 .化学等素材 1.6 1.6 .8.119.4 3.2 -. 3.2 8.1 3.251.6 62 884 3,047 3.2 8.114.5 9.7 4.8 3.2 8.1 4.8 1.641.9 62 599 1,924-. 6.8 4.113.7 8.2 1.4 2.7 -. 4.158.9 73 856 2,165 1.4 9.6 6.815.1 6.8 5.5 2.7 4.l l.446.6 73 639 1,661

莱種 関連輸送用機械 -. 5.1 7.7 7.710.3 2.6 2.6 7.715.441.0 3 1,761 9,409 -. 7.7 5.115.4 5.1 2.6 7.710.317.928.2 3 2,804 7,374

別 その他製造業 2.2 9.710.810.8 5.4 2.2 2.2 2.2 1.153.8 9 509 1,430 7.518.3 8.6 6,5 7.5 2.2 5.4 1.1 -.43.0 93 384 1,038

企莱規樵別 300人未満 7,743.630.8 2.6 -. .- 15.4 39 254 263 25.664.1 -. .- 10.3 3 139 1431000人以上 ･- 19.6 7.1 3.6 -. -.69.6 5 1,761 2,039 I.. 8.923.2 7.i :.. ...60.7 56 1,131 1,381

3000人以上 ･- 8.917.9 3.669.6 56 6,009 6,548 -. 7.1 8.926.812.5 -.44.6 5 4,053 3,922

10000人以上 ･- 37.063.0 27 15,796 24,291 -.14.833.351.9 27 ll,668 16,345

非製造業計 5.1 3.4 3.8 6.8 9.8 4.3 6.0 3.4 6.450.9 23 1,398 3.774 6.8 7.7 6.412.0 6.8 6,8 4.3 4.3 3.041.9 23 876 2,294

非A造業莱種別支部協義 建設業 10.7 3.6 -. 7.1 7.1 3.6 -. 3.6 .- 64.3 2 567 1,228 14.3.-. 3.6 7.1 7,1 -. 3.6 -. -.64.3 28 490 932

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -. 8.3 .- 8.3 8.3 .- 16.7 .- 8.350.0 12 2,398 4,722 -. 8.3 8.3 8.3 -. 8.3 8.3 8.3 8.341.7 12 2,472 4,550-. 7.792.3 1 22,622 22,622 ･- 7.7 7.7 -. 日.15.4 -.69.2 13 2,804 3,051

運輸業 1.6 6.5 3.211.312.9 9.7 8.1 4.8 3.238.7 62 1,383 2,722 3.212.9 8.114.5 6.511.3 4.8 4.8 1.632.3 62 889 1,912

卸売 .小売業 1.5 1.5 1.5 9.2 1.5 6.2 3.112.363.1 65 3,985 7,490 1.5 1.5 3.1 9.212.3 9.2 6.2 6.2 6.244.6 65 1,917 3,985

その他サービス業 13.8 3.410.313,810.3 6.9 6,9 3.4 -.31.0 2 596 1,232 17.213.810.320.7 6.9 3.4 .- .- 27.6 29 354 582

ある 3.0 4.0 5.5 9.1 7.1 3.0 4.5 4.5 5.553.7 397 1,201 4,069 4.5 8.8 6.310.8 6.5 5.8 5,5 4.5 3.543.6 3'97 900 2,752

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

F2AM 正社員に対するパー ト･臨時 ･アルバイ ト社員の比率

(1)(2)(3) ( 4)(5)(6) ( 7)(8) (9)(10)(ll) (12) 中 平央 均値 値% %

0 5 .5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % % % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数
沸 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合本部計 15.819.9 6.7 5.7 3,9 1.8 1.8 0.6 1.2 0.6 1.011.629.4 507 4.7 39.1

穀造業計 15.726.2 8.2 8.■6 3.7 2.2 1.5 -. 0.7 -. -. 4.128.8 267 3.0 7.9

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素 材関連輸送用機械 6.529.012.916.l l.6 1.6 1.6 -. -. 1.629.0 62 5.1 4.0

27.420.5 4.1 4.1 5.5 1.4 -. .- 2.734.2 73 0.6 3.3

15.451.3 7.7 5.110.3 2.6 .- -. 7.7 39 1.3 8.7

その他製造業 12.918.3 8.6 8.6 1.1 3.2 3.2 .- 2.2 -. ∴. 8.633.3 93 5.7 14.6

企莱規模別 300人未満 28.217.910.310.3 7.7 2.6 2.6 -. -.12.8 7.7 39 3.7 15.0

300人以上 17.131.4 7.114.3 2.9 5.7 2.9 -. 1.4 .- -. 4.312.9 70 3.6 9.5

1000人以上 10.730.4 7.1 5.4 -. 1.8 1.8 .- -. 5.437,5 56 2.5 13.3

3000人以上 17.928.614.3 5.4 1.8 .- -. 1.8 .- -.30.4 56 2.3 4.3

10000人以上 ll.129.6 3.711.114.8 -. -.29.6 27 3,1 8.6

非製造業計 15.812.4 5.1 2.6 4.3 1.3 2.l l.3 1.7 1.3 2.120.529.5 234 13.4 85.2

非敷造莱莱荏別 建設業 25.014.3 -. -. 3.6 .- -._57.1 28 0.0 1.0

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 25.050.0 ... ...25.0 12 0.3 0.830.8 7/7 ... 7.7 -. ...53.8 13 0.0 0.5

運輸業 19.4 6.511.3 4.8 9.7 3.2 4,8 1.6 1.6 3.2 3.2 6.524.2 62 lq.3 5.8

卸売 .小売業 1,5 6.2 6.2 -. 1.5 -. 1.5 1.5 3.l l.5 4.647,724.6 65 252.7 252.3

その他サービス業 24.127.6 3.4 3.4 6.9 -. .- 13.820.7 29 0.9 45.2

支部紘義 ある 16.621.4 7.3 5.8 4.0 1.5 2.0 0.3 0.8 0,3 1.0 9.829.2 397 4.0 34.3
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F2AN 正社員に対する嘱託 ･契約社員の比率
(基本集計)

(1)(2)(3) ( 4) (5) (6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平央 均値 値% %

0 5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % % % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数
浦 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合本部計 10.334.3 8.5 4.9 2.4 1.0 1.0 2.2 0.6 0.4 1.0 3.430.2 507 2.5 4.9

製造業計 9.741.6 8.2■3.4 0.4 0.7 0.7 1.1 -. 0.7 .- 1.132.2 267 1.6 2.8

# 電機 .電子 .情報 9.737.Ill.3 1.6 ... i.6 ... 3.2 ... ... i.633.9 62 2.1 2.1

莱種 関連輸送用機械 2.674.4 5.1 2.6 丁- .- 15.4 39 1.8 1.7

別 その他穀近業 9.736.6 7.5 6.5 1.1 -. 2.2 -. -. 1.1 -. 1.134.4 93 2.0 7.6

企 300人未満 17.935.915.410.3 2,6 2.6 -. 2.6 -. 2.6 -. 2.6 7.7 39 2.4 7.4

莱規 300人以上 14.351.410.0 2.9 -. i.4 .- 1.4 -. 1.4 .- 1.415.7 70 2.0 6.3

3000人以上 7.151.8 3.6 1.8 ... ... i.8 ... ... I.832.1 56 1.2 3.9

10000人以上 7.451.9 .- 3.7 -. -.37.0 27 0.9 1,5

非製造業計 10.726.5 9.0 6.8 4,3 1.3 1.3 3.4 1.3 -. 2.1 6.027.4 234 4.7 8.1

非製追 建設業 10.714,3 7.1 7.1 7.1 -. .- 53.6 28 3.3 4._~0電気 .ガス .熱供∫ 8.333.325.0 8.3 -. -.25.0 12 2.1 2.9

莱草 給業情報通信業 -.30.8 -. 7.7 -. -.61.5 13 1.2 0.9

種別 運輸業 16.125.8′9.7 8.l l.6 4.8 1.6 1,6 1.6 -. 3.2 6.519.4 62 4.5 4.9

卸売 .小売業 6.226.210.8 9.2 6.2 .- 1.5 6,2 1.5 -. 3.1 4.624.6 65 7.3 10.9

その他サービス業 13.827.610.3 3.4 6.9 -. -. 6.9 -. -.17.213.8 29 5.7 29.9

支部協蕊 ある 9,635.8 9.1 4.8 2.3 1.0 0.8 2.0 -. 0.3 0.8 3.030.7 397 2.5 4.7

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

F2AO 正社員に対する派遣社員の比率
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6) ( 7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平央 均値 値% %

0 5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % % % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数
滞 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合本部計 20.915.8 7.5 4.1 3.7 0.6 1.~0 -. 0.4 0.2 0.4 0.644.8 507 1.5 8.6

製造業計 12.018.010.9 6.0 6.0 0.7 1.9 -. 0.4 .- 0.4 0.743.1 267 4.3 8.4

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 12.911.3 9.7 4.8 6.5 1.6 4.8 -. -. 1.6 .- 46.8 62 5.3 9.1

13.726.0 4.1 6.8 5.5 -. -.43.8 73 1.8 5.2

-.25.623.110.310.3 2.6 2.6 -. 2.6 -. -.23.1 39 8.4 9.5

その他製造業 15.112.911.8 4.3 4.3 -. 1.1 -. .- 2.248.4 93 4.3 6.8

企莱規模別 300人未満 23.133.3 7.7 2.612.8 -. 2,6 .- -. 2.6 5.110.3 39 1.8 12.1

300人以上 20.022.914.310.0 7.l l.4 1.4 -. -.22.9 70 3.3 6.1

1000人以上 5.417.910.7 5.4 1.8 -. 1.8 -. -.57.1 56 4.0 6.1

3000人以上 8.910.7 8.9 5.4 5.4 1.8 3.6 -. -.55.4 56 5.7 8.3

10000人以上 3.711.118.5 7.4 7.4 -. -. 3.7 -. .- 48.1 27 8.4 8.9

非製造業計 30.813.7 3.8 2.l l.3 -. -. 0.4 0.4 0.4 0.446.6 234 0.0 8.6

非製造莱莱種別 建設業 10.721.4 3.6 -. -.64.3 28 0.7 3.7

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 33.333,3 -. -.33.3 12 0.0 1.1t- 7.7 .- -. 7.7 -. -.84.6 13 25.8 25.2

運輸業 48.411.3 1.6 1.6 1.6 -. -. 1.6 -. 1.6 -.32.3 62 0.0 1.3

卸売 .小売業 21.512.3 1.5 1.5 1.5 -. .- 1.560.0 65 0.0 25.1

その他サービス業 48.3 6.910.3 3.4 3.4 -. -.27.6 29 0.0 4,9

支節協義 ある 19.114.9 8,6 4.5 3.8 0.5 1.0 .- 0.5 0.3 0.5 0.346.1 397 1.7 7.0
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月
)

F2AP 正社員に対する請負社員の比率

( 1)(2)(3) ( 4)(5)(6) ( 7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平央 均値 値% %

0 5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % % % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数
浦 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合本部計 40.6 4.1 2.8 2.2 1,6 0.8 0.6 0.4 0.2 -. 0.6 0.645.6 507 0.0 6,1

製造業計 ~ 30.3 6.0 5.2 4.1 2.6 1.l l.1 0.7 0.4 -. 1.1 0.746.4 267 0.0 6.9

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 24.2 6.5 8.1 .- 1.6 3.2 4.8 1.6 -. -. 1.648.4 62 1.3 17.9

34.2 2.7 4.1 5.5 2.7 ... ...50.7 73 0.0 0.9

20.512.810.312.810.3 -. -. 2.6 .- -. 2.6 -.28.2 39 6.3 6.0

その他製造業 35.5 5.4 2.2 2.2 日. i.I ... ... 1.I ... 2.2 1.149.5 93 0.0 4.9

企莱規模別 300人未満 66.7 2.6 2.6 5.1 5.1 -. -. 2.6 2.6 -. 2.6 -.10.3 39 0.0 6.5

300人以上 38.611.4 8.6 7.1 -. 4.3 1.4 -. -. 2.9 1.424.3 70 0.0 6.9

1000人以上 19.6 5.4 3.6 1.8 5.4 -. -.64.3 56 0.0 4.5

3000人以上 21.4 5.4 5.4 1.8 1.8 -. 1.8 1.8 -. .- 1.858.9 56 0.0 7.8

10000人以上 18.5 3.7 7.4 7.4 3.7 .- 3.7 -. -.55.6 27 3.9 6.8

非製造業計 52.6 2.1 -. -. 0.4 -. -. 0.444.4 234 0.0 4.5

非製追莱莱種別 建設業 35.7 3.6 -. -.60.7 28 0.0 0.0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 58.3 -. .- 41.7 12 0.0 0.0-. 7.792.3 13 146.9 146.9

運輸業 69.4 1.6 -. -.29.0 62 0.0 0.0

卸売 .′J､売業 36.9 4.6 -. -.58.5 65 0.0 0.4

その他サービス業 79.3 -. -.20.7 29 0.0 0.0

支部協議 ある 37.0 4.3 3.3 2.3 1.5 0.8 0.8 0_5 0.3 -. 0.5 0.848.1 397 0.0 6.7

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

F2AQ 正社員に対するその他社員の比率
(基本集計)

F3 株式上場の有無 F4 5年前と比べた経営状況

(1)(2)(3) (4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平 (1)(2)(3) (1)(2)(3)(4)(5)
0 5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無 上 し株 抹 無 非 ま 特 あ 非 無

% % % % % % % % % % % % 回 件 央 均 場 て式 式 回 件 常 あ に ま 常 回 件
未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数 し い全 会 答 数 に ま 変 り に 答 数

満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値% % て な杜 杜い いだ でる が は-上 な場 い 良 あ 化 良 良い 良 は く くい な な ない しヽ い

組合本部計 59.6 4.l l.2 0.4 -. 0.4 -. -. 2.631.8 507 0.0 4.2 59.437,7 1.6 1,4 507 17.634.712.823.110.l l.8 507

製造業計 56.9 6.7 0.7 0.7 -. 0.7 .- -. 0.733.3 267 0.0 0.5 71.528.5 -. 267 25.540.1 8.616.1 8.6 1.1 267

魁造莱莱種 奄機 ー電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 53.2 4.8 1.6 3.2 .- -.37.1 62 0.Oh o.8 69.430.6 -. 62 48,427.4 8.1 8.1 8.1 -. 62

61.6 1,4 -. -. 1.435.6 73 0.0 0.2 82.217.8 -. 73 26,043.8.5.515.1 5.5 4,1 73

53.820.5 2.6 -. -.23.1 39 0.0 0.5 79.520.5 -. 39 35.946.2 2.610.3 5.1 -. 39

別 その他製造業 57.0 6.5 -. .- 2.2 .- -. 1,133.3 93 0.0 0.6 61.338.7 -. 93 5.443.014.024.712.9 .- 93

企莱規模別 300人未満 74.4 7.7 2.6 -. -. 2.6 -. .- 5.1 7.7 39 0.0 6.9 23.176.9 -. 39 7.723.112.833.320.5 2.6 39

300人以上 72.9 4.3 1.4 1.4 -. 1.4 -. -.18.6 70 0.0 0.8 55.744.3 .- 70 28.640.011.410.010,0 -. 70

1000人以上 48.2 7.1 -. -.44.6 56 0.0 0.3 92.9 7.1 .- 56 23.242.9 8.919.6 3.6 1.8 56

3000人以上 60.7 7.1 -. 1.8 -. -.30.4 56 0.0 0.4 94.6 5.4 -. 56 30.448.2 8.9 7.1 5.4 .- 56

10000人以上 40.714.8 -. -.44.4 27 0.0 0.4 100.0 ... 27 40.744.4 -. 7.4 7.4 -. 27

非製造業計 62.8 1.3 1.7 -. -. 4.729.5 234 0.0 9.4 46.647.9 3.4 2.1 234 9.029.117.531.211.5 1.7 234

非製造莱莱種別支部協読 建設業 53.6 -. -. 7.139.3 28 0.0 2.2 71.428.6 -. 28 3.646.421.428.6 -. 28

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 66.7 8.3 -. -. 8.316.7 12 0.0 2.0 83.316.7 -. 12 -.25.050.016.7 8.3 -. 1238.5 -. 7.7 -- -.53.8 13 0.0 0.1 30.861.5 -. 7.7 13 7.715.423.138.515.4 -. 13

運輸業 67.7 1.6 3.2 -. -. 4.822.6 62 0.0 4.8 40.354.8 3.2 1,6 62 8.132.314.525.817.7 1.6 62

卸売 りJ､売業 56.9 1.5 1.5 -. -. 4.635.4 65 0.0 12.6 58.535.4 3.1 3.1 65 12.335.410.829.2 9.2 3.1 65

その他サービス業 86.2 -. -.13.8 29 0.0 0.0 6.986.2 6,9 -. 29 6.917.220.734.520.7 -. 29

ある 58.9 4.5 0.8 0.5 -. 0.3 .- -. 2.033.0 397 0.0 3.3 65.731.2 1.5 1.5 397 18.436.5°11,623.2 8.6 1.8 397
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･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Ql 支部一事業所レべ Q2AA 本部一本社間の労
F4Ⅹ 5年前と比べた経営 ル労使協議システムの有 使協議の対象事項 A 賃金
状況 F5 5牛後の経営見通し F5Ⅹ 5年後の経営見通し 無 水準 Q2AB 一時金水準

(基本集計)

(1)(2)(3) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3) (1)(2) (1)(2)(3) (1)(2)(3)

* .* 5* 一正′ヽヽヽ 良現 度現 現 化現 悪現 無 2* * 5*無 あ な 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無体 任 の体 回 件交 協 対交 答 数
良 3特 良 回 件 く在 良在 在 す在 化在 回 件 良 変 悪 回 件 る .い 回 件 体 使 の体 回 件
い に く 答 数 なよ くよ と るよ すよ 答 数 く わ 化 答 数 答 数 交 協 対交 答 数

変 な るり なり 変 り るり な ら す 渉 議 象渉 渉 議 象捗

1 化 い も るも わ も も る な る 軍 事 で . 事 事 で .項 項 は労+ は 非 あ ら や か い 項 項 は労
2 な 4 常 る な や な 1 4 で で な使 で で な使

い + に 軽 い 悪 り + 3 + あ あ い協 あ あ い協

組合本部計 52.312.833.l l.8 507 2.048.318.723.1 5.3 2.6 507 50.318.728.4 2.6 507 78.319.1'2.6 507 68.822.9 0.6 7.7 507 66.724.7 1.0 7.7 507

製造業計 65.5 8.624.7 1.1 267 3.049.420.222.5 2.6 2.2 267 52.420.225.1 2.2 267 85.411.2 3.4 267 67.425.8 0.7 6.0 267 65.527.3 1.1 6.0 267

穀 電機 .電子 .情報 75.8 8.116.1 .- 62 6.545.224.217.7 1.6 4.8 62 51.624.219.4 4.8 62 82.312.9 4.8 62 69.422.6 .- 8.1 62 62.925.8 1.6 9.7 62

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 69.9 5.520.5 4.1 73 I.443.817.835.6 -. 1.4 73 45.217.835.6 1.4 73 90.4 5.5 4.1 73 60.332.9 1.4 5.5 73 60.334.2 1.4 4.1 73

莱種 関連輸送用機械 82.1 2.615.4 -. 39 2.661.512.815.4 7.7 -. 39 64.112.823.1 -. 39 89.7 7.7 2.6 39 79.517.9 -. 2.6 39 76.917.9 2.6 2,6 39

別 その他製造業 48.414.037.6 -. 93 2.251.622.618.3 3.2 2.2 93 53.822.621.5 2.2 93 81.716.1 2.2 93 66.725.8 1.1 6.5 93 66.726.9 -. 6.5 93

令 300人未満 30.812.853.8 2.6 39 2.630,825.630.810.3 .- 39 33.325.641.0 -. 39 74.423.1 2.6 39 79.510.3 2.6 7.7 39 84.6 7.7 -. 7.7 39

業規 300人以上 68.611.420.0 -. 70 1.441.424.327.1 2.9 2.9 70 42.924.330.0 2.9 70 74.318.6 7.1 70 70.021.4 -. 8.6 70 65.724.3 1.4 8.6 70

模別1000人以上 66.1 8.923.2 1.8 56 -.57.116.125.0 -. 1.8 56 57.116.125.0 1.8 56 89.3 8.9 1.8 56 55.442.9 1.8 -. 56 51.844.6 3.6 -. 56

3000人以上 78.6 8.912.5 -. 56 7.160.714.314.3 1.8 1.8 56 67.914.316.l l.8 56 98.2 1,8 .- 56 58.933.9 -. 7.1 56 60.732.1 -. 7.1 56

10000人以上 85.2 -.14,8 .- 27 7.459.314.818.5 -. 27 66.714.818.5 -. 27 92.6 3.7 3.7 27 74.122.2 -. 3.7 27 66.729.6 .- 3.7 27

非製造業計 38.017,542.7 1.7 234 0.947.916.223.9 8.5 2.6 234 48.716.232.5 2.6 234 70.128.2 1.7 234 70.120.1 0.4 9.4 234 67.922.2 0.4 9.4 234

非 建設業 50.02l.428.6 ... 28 ･- 46.421.428.6 3.6 .- 28 46.421.432.1 -. 28 82.114.3 3.6 28 60.728.6 -.10.7 28 64.328.6 ... 7.1 28

輿造 電気 .ガス.熱供∠ゝ 25.050.025.0 -. 12 8.3 8.341.741.7 .- 12 16.741.741.7 -. 12 91.7 8.3 .- 12 91.7 8.3 .- 12 91.7 8.3 -. 12

葉菜 ##情報通信業 23.123.153.8 -. 13 -.53.823,115.4 .- 7.7 13 53.823.1_15.4 7.7 13 69.223.1 7.7 13 76.915.4 -. 7.7 13 53.838.5 -. 7.7 13

種別 運輸業 40.314.543.5 1.6 62 -.37.117.729.0 9.7 6.5 62 37.117.738.7 6.5 62 67.730.6 1.6 62 72.617.7 -. 9.7 62 71.017.7 -.ll.3 62

卸売 .小売業 47.710.838.5 3.1 65 1.569.2 7.712.3 9.2 -. 65 70.8 7.721.5 -. 65 69.230.8 -. 65 70.820.0 1.5 7.7 65 67.723.l l.5 7.7 65

その他サービス業 24.120.755.2 -. 29 ･- 37.924.124.113.8 -. 29 37.924.137,9 .- 29 69.031.0 .- 29 79.317.2 .- 3.4 29 79.317.2 -. 3.4 29

支 ある 54.911.631.7 1.8 397 2.051.417.422.4 4.8 2.0 397 53.417.427.2 2.0 397 100.0 -. -. 397 68.824.2 0.8 6.3 397 66.526.2 1.0 6.3 397

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q2AE 労働時間 ･休日･
Q2AC 退職金 ･企業年金 Q2AD 賃金人事処遇制度 休暇

(基本集計)
Q2AF 経営基本方針

Q2AG 年間生産 (売上)
計画 Q2AH 要員確保

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)
る団 る労 詫団 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 鼓田 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無
体 使 の体 回 件 体 使 の体 回 件 体 任 の体 回 件 体 使 の休 回 件 体 侯 の体 回 件 体 使 の体 回 件
交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数
渉 議 象渉 捗 議 象渉 渉 鼓 象渉 渉 議 象渉 捗 議 象捗 渉 議 象捗
事 事 で . 事 事 で . 事 事 で . 事 事 で . 事 事 で . 事 事 で .
項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労
で で な使 で で な使 で で な使 で で な使 で で な使 で で な使
あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協

組合本部計 44.646.7 1.2 7.5 507 33.554.2 4,5 7.7 507 39.851.3 1.2 7.7 507 8.542.641.0 7.9 507 4.939.347.5 8.3 507 6.949.935.3 7.9 507

製造業計 43.450.2 0.7 5.6 267 28.859.9 5.6 5.6 267 34.858.8 0.7 5.6 267 4.943.845.7 5.6 267 2.241.650,6 5.6 267 4.549.140.8 5,6 267

製追莱業種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 43.548.4 -. 8.1 62 25.859.7 6.5 8.1 62 30.658.1 3.2 8.1 62 3.250.038.7 8.1 62 -.43.548.4 8.1 62 3.238.750.0 8.1 62

42.552.l l.4 4.1 73 23.367.1 5.5 4.1 73 34.261.6 -. 4.1 73 ･..43.852.1 4.1 73 -.41.154.8 4.1 73 4.158.932.9 4.1 73

46.251.3 .- 2.6 39 35.961.5 -. 2.6 39 41.056.4 -. 2.6 39 7.759.028.2 5.1 39 7.766.720.5 5.1 39 5.169.223.1 2.6 39

その他製造業 43.049.5 1.1 6,5 93 32.353.8 7.5 6.5 93 35.558.1 .- 6.5 93 8.633.352.7 5.4 93 3.230.161,3 5.4 93 5.439.848.4 6.5 93

企莱規模別 300人未満 59.033.3 -. 7.7 39 43.633.315.4 7.7 39 59.033.3 -. 7.7 39 7.735.948.7 7.7 39 5.133.353.8 7.7 39 10.338.543.6 7.7 39

300人以上 52.937.l l.4 8.6 70 34.348.6 8.6 8.6 70 38.651.4 1.4 8.6 70 5,745.741.4 7.1 70 1.445.745.7 7.1 70 4.354.334.3 7.1 70

1000人以上 28,669.6 1.8 .- 56 23.276.8 -. 56 25.075.0 -. -56 5.442.951.8 ..- 56 1.841.157.1 56 1,851.844.6 1.8 56

3000人以上 37.557.1 .- 5.4 56 19.671.4 3.6 5.4 56 21.473.2 -. 5.4 56 1.844.648.2 5.4 56 -.37.557.1 5.4 56 3.642.948.2 5.4 56

10000人以上 40.755.6 .- 3.7 27 22.274.1 -. 3.7 27.33.363.0 -. 3.7 27 ･- 55.637.0 7,4 27 3.755.633.3 7.4 27 3.763.029.6 3.7 27

非製造業計 45.743.2 1.7 9.4 234 38.548.3 3.4 9.8 234 45.343.2 1.7 9.8 234 12.441.535.910.3 234 7.736.844.411.1 234 9.451.329.110.3 234

非輿追莱莱種別支部協義 建設業 46.442.9 3.6 7.1 28 39.346.4 7.1 7.1 28 28,657.1 7.1 7.1 28 7.139.346.4 7.1 28 3.635.753.6 7.1 28 7.146.439.3 7.1 28

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 75.025.0 -. 12 ･66.725.0 8.3 ... l2 58.341.7 -. 12 -.83.316.7 -. 12 -.75.025.0 -. 12 8,375.016.7 -. 1253.838.5 ... 7.7 13 61,530.8 -. 7.7 13 61.530.8 ... 7.7 13 23.153.815.4 7.7 13 7.753.830.8 7.7 13 15.461.515.4 7.7 13

運輸業 53.235.5 -.ll.3 62 41.938.7 6.512.9 62 56.532.3 -.ll.3 62 21.033.932.312.9 62 ll,332.340.316.1 62 19.446.821.012.9 62

卸売 .小売業 43.147.7 1.5 7.7 65 29.261.5 1.5 7.7 65 44.644.6 1.5 9.2 65 12.338.540.0 9.2 65 10.830.850.8 7.7 65 4.646.240.0 9.2 65

その他サービス業 41.448.3 6.9 3.4 29 48.348.3 -. 3.4 29 48.344.8 3.4 3.4 29 6.955,234.5 3.4 29 3,451.741.4 3.4 29 ･..65.531.0 3_4 29

ある 45.647.6 1.0 5.8 397 33.056.7 4.0 6.3 397 39.053.9 1.0 6.0 397 7.843.642.3 6.3 397 3.840.349.6 6.3 397 6.551.935.3 6.3 397
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q2AM 事業撤退､事業所 Q2AN 組織再編 (合併､
Q2AI 福利厚生施策 Q2AJ 教育訓練 Q2AK 安全衛生 Q2AL 雇用調整 閉鎖 売却､分割等)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (i)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)
る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無 る団 る労 議団 無

体 任 の体 回 件 体 侯 の体 回 件 体 任 の体 回 件 体 使 の体 回 件 体 任 の体 回 件 体 使 の体 回 件
交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数 交 協 対交 答 数
渉 議 象捗 渉 議 象捗 捗 議 象渉 渉 蕪 象渉 渉 議 象渉 渉 鼓 象渉

項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労 項 項 は労
で で な使 で で な使 で で な使 で で な使 で で な使 で で な使
あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協 あ あ い協

組合本部計 13.864.513.4 8.3 507 3.741.047.1 8.1 507 8.162.322.1 7.5 507 25.849.915.0 9.3 507 21.552.316.4 9.9 507 21.150.918.5 9.5 507

製造業計 8.272.712.7 6.4 267 1.938.254.3 5.6 267 4.967.422.1 5.6 267 24.755.413.1 6.7 267 23.256.912.7 7.1 267 19.156.617.6 6.7 267

輿造莱莱 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連 6,566.119.4 8.1 62 1.633.956.5 8.1 62 3.262.925.8 8.1 62 21.054.814.5 9.7 62 17.753.217.711.3 62 12.956.522.6 8.1 62
8.275.312.3 4.1 73 ･- 43.852.1 4.1 73 4.169.921.9 4.1 73 19.267.1 9.6 4,1 73 27.457.5 9.6 5.5 73 17.861.615.1 5.5 73

種別 輸送用機械 10.379.5 5,1 5.1 39 5.148.743.6 2.6 39 lO.374.412.8 2.6 39 38.548.7 7.7 5.1 39 30.859.0 7.7 2.6 39 30.■856.410.3 2.6 39
その他製造業 8.672.011.8 7.5 93 2.232.359.1 6.5 93 4.365.623.7 6.5 93 25.849.517.2 7.5 93 20.458.114.0 7,5 93 19.452.719.4 8.6 93

企莱規模別 300人未満 10.366.715.4 7.7 39 2.633,356.4 7.7 39 5.164.123,1 7.7 39 23.138.528.210.3 39 33.325.628.212.8 39 23.130.833,312.8 39

300人以上 lO.068.611.410.0 70 4.338.648.6 8.6 70 5.767.118.6 8.6 70 32.950.0 7.110.0 70 27.151一412.9 8.6 70 24.351.415.7 8.6 70

1000人以上 7.182.110.7 -. 56 ･- 35.764.3 -. 56 5.467.926.8 -. 56 17.969.612.5 .- 56 17.971.410.7 -. 56 8.967.923.2 -. 56

3000人以上 7.176.810.7 5.4 56 -.46.448.2 5.4 56 3.671.419.6 5,4 56 17.964.310.7 7.1 56 21.460.7 8.9 8.9 56 19.662.510.7 7.1 56

10000人以上 3.785.2 3.7 7.4 27 -.37.059.3 3.7 27 3.766.725.9 3.7 27 25.959.311.1 3,7 27 ll.181.5 3.7 3.7 27 ll.177.8 7.4 3.7 27

非製造業計 20.155.114.510.3 234 5.644.439.310.7 234 ll.556.822.2 9.4 234 26.943.617.512.0 234 19.747.420.512.4 234 23.544.419.712.4 234

非 建設業製造 電気 .ガス .熱供業 給業 10.760.721.4 7.1 28 3.639.350.0 7.1 28 7.153.632.1 7.1 28 21.446,425.0 7.1 28 3.653.635.7 7.1 28 14.342.935.7 7.1 28
58.341.7 -. 12 ･- 83.316.7 -. 12 16.783.3 丁- 12 50.041.7 8.3 -. 12 16.775.0 8.3 -. 12 16.766.716.7 -. 12

業種 ､ロ情報通信業 53.815.423,1 7.7 13 15.446.230.8 7.7 13 1.5.461.515.4 7.7 13 30.853.8 7.7 7.7 13 23.146.223.1 7.7 13 15.461.515.4 7.7 13
別 運輸業 27.453.2 6.512.9 62 ll.341.932.314.5 62 21.048.417.712.9 62 33.937.111.317.7 62 30.643.5 8.117.7 62 32.341.9 8.117.7 62

卸売 .小売業 10.869.210.8 9.2 65 3.143.144.6 9.2 65 10.866.216.9 6.2 65 27.741.520.010.8 65 20.040.029.210.8 65 26.236.927.7 9.2 65

その他サービス業 10.351.734.5 3.4 29 -.44.851.7 3.4 29 -.44.851.7 3.4 29 20.748.327.6 3.4 29 13.862.120.7 3.4 29 13.865.517.2 3.4 29

支 ある部 13.968.011,3 6.8 397 4.043.346.3 6.3 397 7.365.221.7 5.8 397 25.954.212.6 7.3 397 21.456.214.4 8.1 397 21.454.716.4 7.6 397

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q2AXl 本部一本社間の労使協議の対象事項<団体交渉事項 ･1> Q2AX2 本部一本社間の労使協議の対象事項<労使協議事項 ･2>
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12)(13)(14) 回答 (1)(2)(3)(4) (5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12)(13)(14) 回答
賃 - 退 貸 休労 経 画牢 要 福 教 安 雇 閉事 売組金 時 職 金 暇働 営 間 員 利 育 全 用 鎖業 却織 件 質 - 退 貸 休労 経 画年 要 福 教 安 雇 閉事 売組金 時 職 金 暇働 営 間 員 利 育 全 用 鎖業 却織 件
水 金 金 入 時 基 生 確 厚 訓 衛 調 撤 .再 数 水 金 金 入 時 基 生 確 厚 訓 衛 調 撤 .再 数

準 水 事 間 本 産 保 生 練 生 整 退 分編準 企 処 方 施 .割 1 累 準 蛮 企 悪 問 責 産 保 蓋 練 生 整 学 研 累計売 合 計 売 合
年 制 目 上 業 併 年 制 目 上 業 併
金 度 計 所 金 度 計 所

組合本部計 68.866.744.633.539.8 8.5 4.9 6.913.8 3.7 8.125.821.521.1 507 367.9 22.924.746.754.251.342.639.349.964.541.062.349.952.350.9 50 652.5

製造業計 67.465.543.428.834.8 4.9 2.2 4.5 8.2 1.9 4.924.723.219.1 26 333.7 25.827.350.259.958.843.841.649.172.738.267.455.456.956.6 26 703.7

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 69.462.943.525.830.6 3.2 ... 3.2 6.5 1.6 3.221.017.712.9 62 301.6 22.625.848.459.758.150.043.538,766.133,962.954.853.256.5 62 674.2

60.360.342.523.334.2 -. -. 4.1 8.2 .- 4.119.227.417.8 73 301.4 32.934.252.167.161,643.841.158.975.343.869.967.157.561.6 7 767.1

79.576.946.235.941.0 7.7 7.7 5.110.3 5,110.338,530.830.8 39 425.6 17.917.951.361.556.459.066.769.279.548.774.448.759.056.4 39 766.7

その他火道業 66.766.743.032.335.5 8.6 3.2 5.4.8.6 2.2 4,325,820.419.4 93 341.9 25.826.949.553.858.133.330.139.872.032.365.649.558.152.7 93 647.3

企莱規模別300人未満 79.584.659.043.659.0 7.7 5.110.310.3 2.6 5.123.133.323.1 39 446.2 10.3 7.733.333.333.335.933.338.566.733.364.138.525.630.8 3 484.6

300人以上 70.065.752.934.338.6 5.7 1.4 4.310.0 4.3 5.732.927.124.3 7 377.1 21.424.337.148.651.445.745.754.368.638.667.150.051.451.4 70 655.7

1000人以上 55.451.828.623.225.0 5.4 1.8 1.8 7.1 -. 5.417.917.9 8.9 5 250.0 42.944.669.676.875,042.941.151.882.135.767.969.671.467.9 5 839.3

3000人以上 58.960.737.519.621.4 1.8 -. 3.6 7.1 -. 3.617.921.419.6 5 273.2 33.932.157.171.473.244.637.542.976.846.471.464.360.762.5 5 775.0

10000人以上 74.166.740.722.233.3 -. 3.7 3.7 3.7 -. 3_725.911.111.1 2 300.0 22.229.655.674.163.055.655.663.085.237.066.759.381.577.8 2 825.9

非製造業計 70.167.945.738.545.312.4 7.7.9.420.1 5.611.526.919.723.5 23 404.3 20.122.243.248.343.241.536.851.355.144.456.843.647.444.4 234 598.3

罪製造莱莱種別支部協読 建設業 60.764.346.439.328.6 7.1 3.6 7 .110.7 3.6 7.121.4 3.614.3 2 317.9 28.628.642.946.457.139.335.746.460.739.353.646.453.642.9 28 621.4

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 91.791.775.066.758.3 -. -. 8.358.3 -.16.750.016.716.7 12 550.0 8.3 8.325.025.041.783.375.075.041.783.383.341.775.066.7 12 733.376.953.853.861.561.523.1 7.715.453.815.415.430.823.115.4 1 507.7 15.438.538,530.830.853.853.861.515.446.261.553.846.261.5 13 607.7

運輸業 72.671.053.241.956.521.011.319.427.411.321.033.930.632.3 62 503.2 17.717.735.538.732.333.932.346.853.241.948.437.143.541.9 62 521.0

卸売 .小売業 70.867.7 43.129.2 44.612.310.8 4.610.8 3.110.827 .720.026.2 6 381.5 20.023.147.761.544.638.530.846.269.243.166.241.540.036.9 65 609.2

その他サービス業 79.379.341.448.348.3 6.9 3.4 -.10.3 -. -.20.713.813.8 29 365.5 17.217.248.348.344.855.251.765.551.744.844.848.362.165.5 2 665.5

ある 68.866.545.633.039.0 7.8 3.8 6.513.9 4.0 7.325.921.421.4 397 365.0 24.226.247.656.753.943.640.351.968.043.365.254.256.254.7 397 685.9

ない 69.168.040.234.042.311.3 9.3 8.213.4 2.110.326.821.620.6 97 377.3 20.620.646.449.544,340.237.142.353.634.053.634.039.238.1 97 553.6
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Q2AY 本部一本社間の労使協議の対象事項<団体交渉 ･労使協議の対象ではない ･3> )
(基本集計)

Q2BA 労 使 協 議における組合の発言
力 A 賃金 水 準 (Q2AAで 2の場合 Q2BB 一時金水準 (Q2ABで2の場合)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12)(13)(14) 回答累計 (1)(2)(3) (4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)-

貨 - 退 賃 休労 経 画牢 要 福 教 安 雇 閑事 売組 ら事 説事 た終 る労 実絶 無 ら事 説事 た終 る労 実絶 無

金 時 職 金 暇働 営 閣 員 利 育 全 用 鎖業 却練 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数水 金 金 入 時 基 生 確 厚 別 衛 詞 撤 .再 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
準 水 事 間 本 産 保 生 練 生 整 退 分編 さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が護 る同

準 釜 遺 体 豪 売 賓 義 弘 れ経 る営 す見 あで 意る営 側 るを る修 の れ経 る営 す見 あで 意る営 側 るを る修 の
年 制 目 上 業 併 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
金 度 計 所 けか ら ベ す に けか ら べ す に

組合本部計 0.6 1.0 1.2 4.5 1.241.047.535.313.447.122.115.016.418,5 507 264.9 -. 4.3 7.816.467.2 4.3 116 0,8 4.8 8.016.064,8 5.6 125

製造業計 0.7 1.1 0.7 5.6 0.745.750.640.812.754.322.113.112.717.6 26 278.7 -. 2.9 8.713.069.6 5.8 69 -. 2.7 9.612.369.9 5.5 73

撃 電機 .電子 .情報 -. 1.6 -. 6.5 3.238.748.450.019.456.525.814.517.722.6 6 304.8 -. 7.1 7.114.364.3 7.1 14 -. 6.312.5 6.368.8 6.3 16

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 1.4 1.4 1.4 5.5 -.52.154.832.912.352.121.9 9.6 9.615.1 7 269.9 -. 4,212.570.812.5 24 ･.. 8.Ol2.068.012.0 25

莱種 関連輸送用機械 ･- 2.6 -. .- 28.220.523.1 5.143.612.8 7.7 7.710.3 3 161.5 -.14.385.7 -. 7 -.14.385.7 ... 7

別 その他製造業 1.1 -. 1.1 7.5 -.52.761.348.411.859,123.717.214.019.4 9 317.2 -. 4.216.712.566.7 -. 24 -. 4.012.016.068.0 -. 25

企 300人未満 2.6 -. .- 15.4 -.48.753.843.615.456.423.128.228.233.3 3 348.7 -.75.0 -.25.0 -. 4 -.66.7 -.33.3 -. 3

莱規 300人以上 ･- 1.4 1.4 8.6 1.441.445.734.311.448.618.6 7.112.915.7 7 248.6 -.13.3 6.713.353.313.3 15 -.ll.811.8 5.958.811.8 17

模別 1000人以上 1.8 3.6 1.8 -. -.51.857.144.610.764.326.812.510.723.2 5 308.9 -. 4.216.779.2 -. 24 -. 8.016.076.0 -. 25

3000人以上 -. 3.6 -.48.257.148.210.748.219.610.7 8.910,7 5 266.1 -. 5.3 5.378.910.5 19 -. 5.6 5.677.811.1 18

10000人以上 ･- 37.033.329.6 3.759.325.911.1 3.7 7.4 27 211.1 -.16.783.3 -. 6 -.12,587.5 -. 8

非製造業計 0.4 0.4 1.7 3.4 1.735.944.429.114.539.322.217.520.519.7 23 250.9 -. 6.4 6.421.363.8 2.1 47 I.9 7.7 5.821.257.7 5.8 52

非製追 建設業 ･- 3.6 7.1 7.146.453.639.321.450.032.125.035.735.7 2 357.1 -.12.525.012.537.512.5 8 -.12.525.012.537.512.5 8電気 .ガス.熱供I -. 8.3 -.16.725,016.7 .- 16.7 .- 8.3 8.316.7 1 116.7 -.100.0 -. 1 ･-100.0 -. 1

莱莱種別支部協義 得業情報通信業 -.15.430.815.423.130.815.4 7.7 23.115.4 1 176.9 -.100.0 .- 2 20.020.0 .- 20.040.0 -. 5

運輸業 -. 6.5 .- 32.340.321.0 6.532.317.711.3 8.1 8.1 6 183.9 -. 9.136.454.5 -. ll ･..36.454.5 9.l il

卸売 .小売業 1.5 l.5 1.5 1.5 1.540.050.840.010.844.616.920.029.227.7 65 287.7 -.15.484.6 .- 13 -.13.386.7 -. 15

その他サービス業 -. 6.9 -. 3.434.541.431.034.551.751.727.620.717.2 2 320.7 -.40.0 .- 20.040.0 .- 5 -.20.020.020.040.0 .- 5

ある 0.8 1.0 1.0 4.0 1.042.349.635.all.346.321.712.614,416.4 397 257.7 -. 2.1 6.314.671.9 5.2 96 1.0 3.8 7.712.568.3 6.7 104

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q2BC 退職金 ･企業年金 (Q2AC Q2BD 賃金人事処遇制度 (Q2AD Q2BE 労働時間 ･休日･休暇 (Q2 Q2BF 経営基本方針 (Q2AFで2
で2の場合) で2の場合) AEで2の場合) の場合)

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)
ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る芳 美組 無
説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が譲 る同. さに れ経 答意 が詰 る同
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合本部計 0.8 3.010.118.163.7 4.2 237 0.7 4.011.322.258.9 2.9 275 -. 2.713.118.862.3 3.1 260 10.629.247.7 5.1 4.6 2,8 216

製造業計 -. 2.210.417.267.2 3.0 134 0.6 3.110.620.662.5 2.5 160 1.911.519.764.3 2.5 157 8.532.549.6 4.3 5.1 117

製'とヒ 電機 .電子 .情報通信機器 -.20.033.346.7 -. 30 -.10.840.548.6 -. 37 -. 2.811.133.352.8 -. 36 6.529.058.1 3.2 3.2 -. 31

コ豆莱莱 ーコ鉄鋼 .化学等素材関連 -. 5.313.273.7 7.9 38 -. 2.0 8.216.365.3 8.2 49 ･- 11113.366.7 8.9 45 12.528.150.0 9.4 -. 32

揺別 輸送用機械 -. 5.0 5.010.080.0 -. 20 4.2 -. 4.216.775.0 -. 24 -. 4.513.681.8 .- 22 8.743.530.4 .- 17.4 .- 23

その他製造業 -. 4.310.913.069.6 2.2 46 -. 8.016.012.064.0 -. 50 ･- 3.714.818.563.0 .- 54 6,532.354.8 3.2 3.2 ... 31

企莱 300人未満 -. 7.7 7.730.846.2 7.7 13 -.23.123.130.823.1 -. 13 ･- 7.715.438.538.5 -. 13 ･- 42.942.914.3 .- 14

規樵 300人以上 ･.. 7.715.419.250.0 7.7 26 -. 5.911.823.550.0 8.8 34 -. 5.611.119.455.6 8.3 36 9.437.546.9 .- 6.3 -. 32

別 1000人以上 ･- 7.712.879,5 -. 39 ･- 14.014.072.1 -. 43 ･- 14.316.769.0 .- 42 20.825.041.712.5 -. 24

3000人以上 -. 9.418.868.8 3.1 32 ･- 7.525.065.0 2.5 40 -. 9.819.568.3 2.4 41 4.028.056.0 .- 12.0 -. 25

10000人以上 ･- 13.386.7 -. 15 -.15.085.0 -. 20 -.17.682.4 .- 17 6.740.046.7 -. 6.7 -. 15

非製造業計 2.0 4.0 8.919.859.4 5.9 101 0.9 5.311.523.954.9 3.5 113 -. 4.014.917.859.4 4.0 101 13.424.745.4 6.2 4.1 6.2 97

非製 建設業 8.3 -.16.716.750.0 8.3 12 -.30.815.446.2 7.7 13 ･- 6.325.012.550.0 6.3 16 9.127.363.6 -. ll

追莱 電気 .ガス .熱供給業 -.33.366.7 .- 3 -.66.733.3 .- 3 -.40.060.0 -. 5 ･- 20.050.020.010.0 .- 10

中葉 情報通信業種 -.20.0 -.20.060.0 -. 5 -.100.0 -. 4 -.100.0 -. 4 14.314.357.1 .- -.14.3 7

別 運輸業 -. 4.5 9.118.259.1 9.1 22 -.12.5 -.25.058.3 4.2 24 ･- 10.020.065.0 5.0 20 23.823.833.3 -. 9.5 9.5 21

卸売 りト売業 ･- 3,222.671.0 3.2 31 -. 7.525.065.0 2.5 40 -.10.320.765.5 3,4 29 16.024.040.012.0 4.0 4.0 25

その他サービス業 7.114.3 7.121.442.9 7.1 14 -.21.414.328.635.7 -. 14 -.15.423.1 7.753.8 .- 13 6.325.056.3 6,3 .- 6.3 16

支部 ある 0.5 2.1 8.516.966.7 5.3 189 0,4 3.111.120.961.3 3.1 225 ･- 1.911.718.264.5 3.7 214 7.530.647.4 6.4 4.6 3.5 173
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Q2BG 年間生産 (売上)計画 (Q2 Q2BH 要員確保 (Q2AHで2の場
AGで2の場合) 合)

(基本集計)

(i)(2)(3)(4)(5)ら事 説事 た組 る労 実絶 無説後 明前 り合 こ使 行合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数 (1)(2)(3)(4)(5)ら事 説事 た組 る労 実組 無説後 明前 り合 こ使 行合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が諮 る同
れ経 る営.す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら べ す に

組合本部計 10.135.240.7 6.0 5,5 2.5 199 4.024.140.716.611.5 3.2 253

製造業計 10.838.738.7 6.3 5.4 -. 111 5.320.637.418.314.5 3.8 131

# 電機 .電子 .情報 ll,140.740.7 3.7 3.7 .- 27 4.225.045,820.8 4.2 .- 24

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 6.733.350.010.0 -. 30 7.0 9.334.918.620.9 9.3 43

莱種 関連輸送用機械 ll.550.019.2 3.815.4 .- 26 7.422.225.925.918.5 -. 27

別 その他製造業 14.332.142.9 7.1 3.6 -. 28 2.729.7 43.210.810.8 2.7 37

企 300人未満 15.438.523.123.1 -. 13 6.740,033.3 6.713.3 -. 15

莱規 300人以上 9.443.837.5 3.1 6.3 -. 32 2.623.7 34.215..813,210.5 38

模別 1000人以上 13.043.534.8 8.7 -. 23 10.313.841.420.713.8 -. 29

3000人以上 4.833.342.9 4.814.3 .- 21 4.212.545.816.716.7 4. 2 2 4

10000人以上 13.340.040.0 -. 6.7 .- 15 5.911.829.435.317.6 -. 17

非製造業計 9.330.243.0 5.8 5.8 5.8 86 2.527.544.215.0 8.3 2.5 120

非 建設業 ･- 40.060.0 -. 10 -.30.846,215.4 7.7 .- 13

製造 電気 .ガス.熱供′ -.33.344.411.111.1 -. 9 -.33.322.222.222.2 -. 9

莱莱 給業情報通信業 -.14.371.4 .- -.14.3 7 ･- 50.037.512.5 -. 8

種那 運輸業 20.025.025.0 5.015.010.0 20 3.424.148.310.310.3 3.4 29

卸売.′ト売業 15.020.050.010.0 5.0 .- 20 3.313.356.713.310.0 3.3 30

その他サービス業 6.733.346.7 6.7 -. 6.7 15 -.31.636.826.3 5.3 -. 19

支 ある 8.835.040,6 6.9 5.6 3.1 160 2.921.840.317.513,6 3.9 206

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q2BⅠ 福利厚生施策 (Q2Alで2 Q2BJ 教育訓練 (Q2AJで2の場 Q2BK 安全衛生 (Q2AKで2の場 Q2BL 雇用調整 (Q2ALで2の場
の場合) 合) 合) 合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)
ら事 説事 た組 る芳 美組 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た綴 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無
説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が詰 る同
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合本部計 1.5 7.322.025.738.8 4.6 327 4.315.940.426.9 7二7 4.8 208 0.9 5.135.832.021.2 5.1 316 0,8 9,120.616.646.2 6.7 253

製造業計 0.5 6.720.125.843.3 3.6 194 4.915.742.224.5 5.9 6.9 102 0.6 3.335.631.724.4 4.4 180 ･- 7.416.919.652.0 4.1 148

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -. 4.922.036.636.6 -. 41 4.828.638.123.8 4.8 -. 21 2.6 2,638.530.825.6 .- 39 -. 2.914.738.241.2 2.9 34

-. 5.516.427.343.6 7.3 55 6.3 6.353.118.8 3.112.5 32 ･- 33.341.217.6 7.8 51 ･- 12.2 8,222.449.0 8.2 49

-. 6.5 9.732.351.6 -. 31 -.21.136.831.610.5 -. 19 -. 3.424.137.934.5 -. 29 -. 5.315.815.857.9 5.3 19

その他製造業 1.5 9.026.914.943.3 4.5 67 6.713.336,726.7 6.710.0 30 ･- 6.641.021.324.6 6.6 61 -. 6.528.3 4.360.9 -. 46

企莱規模別 300人未満 ･- ll.534.626.923.1 3.8 26 7.715.446.223.1 -. 7.7 13 -. 4.048.024.016.0 8.0 25 -.20.033.326,720.0 -. 15

300人以上 2.1 8.329.222.927.110.4 48 3.722.244.411.1 3.714.8 27 2.1 6.436.219.125.510.6 47 -.14.311.422.940.011.4 35

1000人以上 -. 6.519.630.443.5 .- 46 10.015,025.040.0 5.0 5.0 20 -. 2.634.242.121.1 -. 38 -.23.112.864.1 -. 39

3000人以上 -. 2.3 9.325.660.5 2.3 43 3.815.438.523.115.4 3.8 26 -. 2.520.0.45.030.0 2.5 40 -. 8.313.922.252.8 2.8 36

10000人以上 ･- 8.7 4.326.160.9 -. 23 ･- 50.050.0 -. 10 -.38.933.327.8 -. 18 -. 6.318.868.8 6.3 16

非製造業計 3.1 8.524.824.832.6 6.2 129 3.815.439.429.8 8.7 2.9 104 1.5 7.536.831.616.5 6.0 133 2.011.825.512.737.310.8 102

非製造莱莱種別支部協義 建設業 ･- ll.835.323.523.5 5.9 17 -.18.236.418.218.2 9.1 11 -.46.726.720.0 6,7 15 -. 7.730.815.438.5 7.7 13

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 -.40.060.0 -. 5 ･- 20.010.060.010.0 -. 10 -.10.030.050.010.0 .- 10 -.20.0 .-20.060.0 -. 5-.100.0 -. 2 -.83.316.7 -. 6 -.12.525.037.512.512.5 8 -.14.342.9 -.28.614.3 7

運輸業 3.0 9.124.230.330.3 3.0 33 7.715.438,519.219.2 -. 26 3.3 ...36,730.026.7 3.3 30 -.13.030.413.039.1 4.3 23

卸売 .小売業 2.2 4.426.724.433.3 8.9 45 3.617.942..928.6 3.6 3.6 28 -. 7.037.232.616.3 7.0 43 -. 3.722.211.148.114.8 27

その他サービス業 6.713.320.026.733.3 .- 15 -.15.438.546.2 -. -13 -.23.130,838.5 7.7 -. 13 7.135.714.314.321.4 7,1 14

ある 0.7 7.021.525.240.4 5.2 270 2.915.741.325.6 8.7 5.8 172 0.8 4.634.031.723.6 5.4 259 0.5 6.520.017.747.9 7,4 215
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Q2CA 5年前と比べた労
Q2BM 事業撤退､事業所閉鎖 (Q2 Q2BN 組織再編 (合併､売却､分割 使協議の重要性A 賃金水 Q2CB 一時金水準 (Q2 Q2cc退職金 ･企業年金
AMで2の場合) 等)(Q2ANで2の場合) 準 (Q2AAで2の場合) ABで2の場合) (Q2ACで2の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)

ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無昇 わ 下 回 件し ら し 答 数
説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 し ら し 客 数 し ら し 答 数
さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が議 る同 て な て て な て て な て
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 い い い い い い しヽ い い

る営 側 るを る修 のだ側 か 述 正 下けか ら べ す に る営 側 るを る修 のだ側 か 述 正 下けか ら べ す に る る る る る る

組合本部計 0.820.826.414.733.6 3.8 265 3.120.527.114.730.6 3.9 258 18.162.1 4.315.5 116 17.660.8 4.816.8 125 20.759.1 3.816.5 237

製造業計 -.21.123.015.138.2 2.6 152 2,621._225.815.231.8 3.3 151 18.860.9 1.418.8 69 17.860.3 1.420.5 73 20.158.2 1.520.1 134

製 電機 .電子 .情報 -.18.236.421.224.2 -. 33 2.911.437.120.028.6 .- 35 28.650.0 -.21.4 14 18.856.3 .- 25.0 16 20.056.7 3.320.0 30

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 -.19.019_011.940.5 9.5 42 4.420.017.815.633.3 8.9 45 16.762,5 -.20,8 24 l6.056.0 4.024.0 25 18.457.9 -.23,7 38

莱種 関連輸送用機械 -.26.113.021.739.1 .- 23 -.22.718.222.736.4 -. 22 28.657.1.-.14.3 7 28.657.1 -.14.3 7 35.050.0 .- 15.0 20

別 その他製造業 -.22.222.211.144.4 .- 54 2.028.628.6 8.230.6 2.0 49 12.566.7 4.216.7 24 16.068.0 .- 16.0 25 15.263.0 2.219.6 46

企 300人未満 -.20.040.010,030.0 .- 10 8.316.725.016.725.0 8.3 12 ･- 75.0 -.25.0 4 ･- 66.7 -.33.3 3 15.453.8 7.723.1 13

莱規 300人以上 -.27.819.4 8.336.1 8.3 36 -.25.019.413.933.3 8.3 36 20.040.0 6.733.3 15 17,647.1 .- 35.3 17 15.450.0 3.830.8 26

模別 1000人以上 t- 27.517.522.532.5 -. 40 2.623.728.915.828.9 .- 38 25.066.7 -. 8.3 24 28.056.0 4.012.0 25 28.253.8 .- 17.9 39

3000人以上 -ー20.626.511.838.2 2.9 34 2.925.731.411.425.7 2.9 35 15.857.9 -.26.3 19 5.666.7 -.27.8 18 9.468.8 -.21.9 32

10000人以上 -. 4.518.227.350.0 -. 22 ･- 4.819.028.647.6 -. 21 16.783.3.-. 6 12.587.5 -. 8 26.766.7 -. 6.7 15

非製造業計 1.820.730.613.527.9 5.4 111 3.820.227.913.529.8 4.8 104 17.063.8 8.510.6 47 17.361.5 9.611.5 52 21.859.4 6.911.9 101

非製造 建設業 -.26.740.020.0 6.7 6.7 15 -.25.050.0 8.316.7 -.. 12 ･..75.012.512.5 8 - .87.5 -.12.5 8 25.066.7 -.~8.3 1 2

電気 .ガス .熱供J:∠ゝ -.ll.111.133.344.4 -. 9 ･- 50.050.0 -. 8 -.100.0 .- 1 ∴.100.0 -. 1 - .100.0 -. 3

莱莱種別支部協読 箱業情報通信業 -.33.3 -.50.016.7 6 - .12.525.012.537.512.5 8 50.050.0 .- 2 20.080.0 .- 5 -.100.0 -. 5

運輸業 -.18.529.611.137.0 3.7 27 3.819.226.9 7.738.5 3.8 26 27.363.6 -. 9.1 11 18.254.5 9.118.2 11 22.768.2 .- 9.1 22

卸売 りト売業 3.811.534.615.426.9 7.7 26 8.312.529.216.725.0 8.3 24 23.161.5 7.7 7.7 13 33.353.3 6.7 6.7 15 29.054.8 6.5 9.7 31

その他サービス業 5.638.933.311.ill.1 -. 18 5.331.631.610.515.8 5.3 19 -.60.040.0 -. 5 20.040.040.0 -. 5 21.442.921.414.3 14

ある -.19.325.115.735.9 4.0 223 1.421.226.316.130,9 4.1 217 16.761.5 3.118.8 96 15.460.6 3.820.2 104 19.657.1 3.220.1 189

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q2CD 賃金人事処遇制度 Q2CE 労働時間 ･休日･ Q2CF 経営基本方針 (Q Q2CG 年間生産 (売上) Q2CH 要員確保 (Q2A Q2CI 福利厚生施策 (Q
(Q2ADで2の場合) 休暇 (Q2AEで2の場合) 2AFで2の場合) 計画 (Q2AGで2の場合) Hで2の場合) 2AIで2の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (l)(2)(3) (1)(2)(3)
上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無
昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件
し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数
て な て て な て て な て て な て て な て て な て
い い しヽ しヽ い しヽ しヽ い い い い い しヽ しヽ しヽ い しヽ い
る る る る る る る る る る る る

組合本部計 29.850.2 2.917.1 275 24.256.5 1.917.3 260 27.850.9 2.818.5 216 23.654.8 4.017.6 199 33.242.3 3.620.9 253 ll.063.6 6.419.0 327

製造業計 25.652.5 1.920.0 160 21.057.3 2.519.1 157 24.856.4 2.616.2 117 21.659.5 3.615.3 111 28.247.3 2.322.1 131 9.863.4 7.219.6 194

製 電機 .電子 .情報 21.659.5 2.716.2 37 13.966.7 -.19.4 36 22.664.5 3.2 9.7 31 ll.181.5 .- 7.4 27 33,354.2 4.2 8.3 24 12.265.9 9.812.2 41

追業莱種 通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 24.549.0 .- 26.5 49 20.053.3 4.422.2 45 25.046.9 3.125,0. 32 26.746.7 3.323.3 30 30.230.2 2.337.2 43 12.758.2 3.625.5 5533.345.8 8.312.5 24 31.850.0 4.513.6 22 17,465.2 4.313.0 23 23.161.5 3.811.5 26 25.959.3 3.711.1 27 9.767,7 6.516.1 31

別 その他製造業 26.054.0 -.20.0 50 22.257.4 1.918.5 54 32.351.6 -.16.1 31 25.050.0 7.117,9 28 24.354.1 -.21.6 37 6.064.2 9.020.9 67

企莱規模別 300人未満 7.761.5 7.723.1 13 30.853.8 -.15.4 13 28.657.1 -.14.3 14 30.853.8 7.7 7.7 13 26.753,3 .- 20.0 15 3.873.115.4 7.7 26

300人以上 29.435.3 -.35.3 34 16.750.0 5.627.8 36 15.656.3 6.321.9 32 18.853.1 6.321.9 32 26.336.8 5.331.6 38 12.543,812.531.3 48

1000人以上 27.953.5 -.18.6 43 21.454.8 2.421.4 42 45.837.5 .- 16.7 24 30.452.2 -.17.4 23 37.941.4 -.20.7 29 10.960.9 4.323.9 46

3000人以上 22.557.5 2.517.5 40 17.163.4 2.417.1 41 24.064.0 4.0 8.0 25 19.071.4 4,8 4.8 21 29.250.0 4.216.7 24 7.072.1 4.716.3 43

10000人以上 30.065.0 .- 5.0 20 23.570.6 -. 5.9 17 6.773.3 -.20.0 15 13.360.0 -.26.7 15 17.664.7 -.17.6 17 8.782.6 .- 8.7 23

非製造業計 36.346.0 4.413.3 113 29.754.5 1.014.9 101 32.044.3 3.120.6 97 26.748.8 4.719.8 86 38.337.5 5.019.2 120 12.464.3 5.417.8 129

非 建設業穀造 電気 .ガス .熱供業 給業業 情報通信業荏別 運輸業 30.853,8 7.7 7.7 13 25.056.3 .- 18.8 16 27.354.5 -.18.2 11 20.050.0 -.30.0 10 30.838.5 -.30.8 13 5.970.6 -.23.5 17

33.366.7 -. 3 40.060.0 -. 5 40.040.0 -.20.0 10 44.444.4 .- ll.1 9 55.633.3 -.ll.1 9 -.100.0 .- 5

75.025.0 -. 4 25.075.0 -. 4 14.371.4 -.14.3 7 14.371.4 -.14.3 7 37.562.5 .- 8 ･-100.0 -. 2
29.254.2 -.16.7 24 20.065.0 -.15.0 20 23.842.9 4.828.6 21 15.050.0 5.030.0 20 37.934.5 3.424.1 29 12.169.7 6.112.1 33

卸売 .小売業 42.545.0 2.510.0 40 41.444.8 3,410.3 29 48.032.0 .- 20.0 25 40.045.0 -.15.0 20 43.333.3 3.320.0 30 13.366.7 2.217.8 45

その他サービス業 21.442.921.414.3 14 15.469.2 -.15.4 13 31.343.812.512.5 16 26.753.313.3 6.7 15 26.357.910.5 5.3 19 20.053.313.313.3 15

支 ある部協 ない諺 28.049.8 2.220.0 225 23.854.2 1.920.1 214 27.748.6 2.321.4 173 23.851.3 3.821.3 160 33.538.3 2.925.2 206 ll.161.1 5.622.2 270
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Q2CN 組織再編 (合併､ Q3A 組合が経営 ･生産な
Q2CJ 教育訓練 (Q2A Q2CK 安全衛生 (Q2A Q2CL 雇用調整 (Q2A Q2CM 事業撤退､事業所 売却､分割等)(Q2ANで どの機密情報の提供を会社側
Jで2の場合) Kで2の場合) Lで2の場合) 閉鎖 (Q2AMで2の場合) 2の場合) に求めた場合の会社側の対応

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)

上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 は組 な内 報要 無提合 い容 で求 回 件供に 情に もす 答 数
昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件
し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数
て な て て な て て な て て な て て な て Lは 報よ 操れ
レヽ い い い い い い い い い い しヽ い い い て機 もり 供ぱ

る る る る る る る る る る い密 あ提 し機な惰 る供 て密い報 し る情

組合本部計 24.551.4 3.820.2 208 28.251.3 1.918.7 316 15.464.0 1.219.4 253 15.862.6 1.120.4 265 17.458.9 2.321.3 258 6.366.725.8 1.2 507

穀造業計 19.655.9 4.919.6 102 23.955.0 2.218.9 180 15.562.2 0.721.6 148 13.863.8 0.721.7 152 16.660.3 1.321.9 151 4.169.326.2 0.4 267

撃 電機 .電子 .情報ヽ ~一 〇 28.657.1 4.8 9.5 21 25.659.0 -.15.4 39 17.658.8 ...23.5 34 l8.254.5 ...27.3 33 20.051.4 2.925.7 35 3.262.932.3 1.6 62

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 18.843.8 6.331.3 32 25.545.1 3.925.5 51 12.259.2 -.28.6 49 ll.957.1 -.31.0 42 13.355.6 -.31.1 45 6.871.221.9 -. 73

莱種 関連輸送用機械 15.873.7 5.3 5.3 19 20.762.1 3.413.8 29 21.152.6 5.321.1 19 17.465.2 4.313.0 23 13,668.2 4.513.6 22 5.153.841.0 -. 39

別 その他製造業 16.756,7 3.323.3 30 23.057.4 1.618.0 61 15.271.7 -.13.0 46 ll.174.1 ~-.14.8 54 18.467.3 -.14.3 49 2.278.519.4 -. 93

企 300人未満 7.761.5 7.723.1 13 16.072.0 -.12.0 25 6.780.0 -.13.3 15 -.90.0 -.10.0 10 -.83.3 -.16.7 12 10.359.030.8 .- 39

莱規 300人以上 18.548.1 7.425.9 27 23.442.6 4.329.8 47 20.042.9 -.37.1 35 5.650.0 2.841.7 36 8.347.2 2.841.7 36 2.972.922.9 1.4 70

模別1000人以上 25.045.0 5.025.0 20 31.647.4 2.618.4 38 20.561.5 -.17.9 39 22.562.5 .- 15.0 40 21.160.5 2.615.8 38 3.673.223.2 -. 56

3000人以上 23.161.5 3.811.5 26 15.065.0 2.517.5 40 8.369.4 2.819.4 36 8.870.6 -.20.6 34 20.062.9 .- 17.1 35 3.669.626.8 -. 56

10000人以上 10.070.0 -.20.0 10 27.861.1 -.ll.1 18 25.062.5 -.12,5 16 27.363.6 -. 9.1 22 23.866.7 -. 9.5 21 -.63.037.0 .- 27

非製造業計 29.847.1 2.920.2 104 33.147.4 1.518.0 133 15.766.7 2.015.7 102 18.960.4 1.818.9 111 19.256.7 3.820.2 104 9.063.725.2 2.1 234

非 建設業 27.345.5 -.27.3 11 40.040.0 -.20.0 15 30.853.8 -.15,4 13 6.760.0 -.33.3 15 8.366.7 -.25.0 12 14.367.917.9 -. 28

製造 電気 .ガス .熱供一ゝ 30.040.0 -.30.O lO 50.030.0 .- 20,0 10 20.080.0 -. 5 22.255.6 -.22.2 9 37.537.5 _-.25.0 8 -.83.316.7 -. 12

莱莱 絵美情報通信業 33.366.7 -. 6 25.050.012.512.5 8 -.85.7 -.14.3 7 16.766.7 -.16.7 6 12.575.0 -.12.5 8 7.776.9 7.7 7.7 13

種別支部協義 運輸業 19.253.8 7.719.2 26 26.763.3 .- 10.0 30 13.069.6 -.17.4 23 29.651.9 3.714.8 27 23.150.0 7.719.2 26 9.762.922.6 4.8 62

卸売 .小売業 35.739.3 3.621.4 28 34.944.2 2.318.6 43 22.259.3 -.18.5 27 23.165.4 .- ll.5 26 12.570.8 -.16.7 24 4.656.938.5 .- 65

その他サービス業 38.553.8 -. 7.7 13 38.553.8 -. 7.7 13 7.192.9 .-. 14 ll.172.2 .- 16.7 18 21.147.4 5.326.3 19 6.965.527.6 -. 29

ある 24.450.0 2.922.7 172 27.049.0 2.321.6 259 15.361.4 1.421.9 215 17.059.2.1.322.4 223 19.456.2 2.322.1 217 4.368.027.5 0.3 397

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q3B 機密情報が提供される組合 Q4B 企業グループレベルにおけ Q5A 5年前と比べた本部
役員の範囲 (Q3Aで2､3の場合 Q4A 企業グループ内の会 る労使協話機関の有無 (Q4Aで1 レベルの労使協議の変化 A
) 杜の位置 ､2の場合) 非公式の労使協議

(基本集計)
Q5B 労使協議の開催頻度 Q5C 労使協議の開催期贋

(i)(2)(3)(4) (1)(2)(3) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)

行本 行支 重職 供- 無 核企 列企 属企 無 ル企 機情 と意 を加 無 増 変 減 無 増 変 減 無 長 変 短 無期 わ 期 回 件委部 委部 員場 般 回 件 企業 企業 さ業 回 件 の業 関報 し見 持盟 回 件 え ■わ つ 回 件 え わ つ 回 件
員三 員三 レ 組 答 数 業グ 業グ なグ 答 数 機グ がや た調 つ労 答 数 た ら た 答 数 た ら た 答 数 化 ら 化 答 数
役 役 ベ .令 ノレ ′レレヽJレ 関ル あ意 機整 機組 な な し な し

ル 員本 支 の に部 部 軌 も執 執 行 提 l l独 lプ プ 立プの の 企に中 系 業は は lる見 関な 関になプ 交 がど が影いレ 換 あを あ響ベ の る主 る力 しヽ しヽ た い た

組合本部計 87.4 6.0 2.3 2.6 1.7 469 61.318.517.0 3.2 507 46.430.6 5.715.6 1.7 405 29.261.9 6.7 2.2 507 28.460.7 9.7 1.2 507 13.476.1 9.3 1.2 507

製造業計 85.5 7.5 3.1 2.0 2.0 255 62.514.621.0 1.9 267 47.632.5 5.312.6 1.9 206 28.164.0 6.4 1.5 267 25.862,510.9 0.7 267 12.078.3 9.0 0.7 267

製追莱 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材 89.8 8.5 .- i.7 .- 59 53.216.127.4 3.2 62 39.537.211.611.6 -. 43 27.46l.3 9.7 1.6 62 22.656.519.4 1.6 62 14.574.2 9.7 1.6 6288.2 7.4 -. 1.5 2.9 68 74.013.711.0 1.4 73 56.326.6 3.110.9 3.1 64 34.261.6 2.■7 1.4 73 24.768.5 5.5 1.4 73 9.680.8 8.2 1.4 73

業鍾 関連輸送用機械 73.013.5 8.1 -. 5.4 37 71.812.815.4 -. 39 27.354.5 3.015.2 ... 33 25.664.110.3 .- 39 30.864.1 5.1 .- 39 10.379.510.3 -. 39

別 その他製造業 85.7 4.4 5.5 3.3 1,1 91 55.915.126.9 2.2 93 54.524.2 4.513.6 3.0 66 24.767.7 5.4 2.2 93 26.961.311.8 -. 93 12.978.5 8.6 -. 93

企莱規模別 300人未満300人以上1000人以上 74.3 5.711.4 8.6 -. 35 12.848.735.9 2.6 39 54.225.0 8.3 8.3 4.2 24 20.566.7 7.7 5.1 39 17.961.520.5 -. 39 10.376.912.8 -. 39

91.0 7.5 .- -. 1.5 67 48.620.025.7 5.7 70 43.835.4 8.310.4 2.1 48 27.162.9 8.6 1.4 70 18.668.611.4 1,4 70 12.975.710.0 1.4 70

87.0 7.4 1.9 1.9 1.9 54 75.0 3.621.4 -. 56 54.529.5 -.15.9 -. 44 25.069.6 5.4 -. 56 28.660.710.7 -. 56 14.378.6 7.1 -. 56

3000人以上 94.4 1.9 1.9 1.9 -. 54 85.7 -.14.3 .- 56 54.225.0 8.312.5 -. 48 39.357.1 3.6 .- 56 39.355.4 5.4 -. 56 10.778.610.7 -. 56

10000人以上 55.625.9 7.4 .- ll.1 27 100.0 -. 27 29.648.1 3.718.5 -. 27 33.359.3 3.7 3.7_ 27 25.966.7 3.7 3.7 27 7.481.5 7.4 3.7 27

非製造業計 89.9 4.3 1.0 3.4 1.4 208 60.722.612.4 4.3 234 45.128.2 6.219.0 1.5 195 30.859.0 7.3 3.0 234 31.258.5 8.5 1.7 234 15.073.5 9.8 1.7 234

非 建設業製造 電気 .ガス .熱供業 絵美業 情報通信業種別 運輸業 95.8 -. -. 4.2 -. 24 60.721.417.9 .- 28 43.526.1 8.717.4 4.3 23 35.753.610,7 -. 28 35.757.1 7.1 -. 28 14.382.1 3.6 -. 28

75.016.7 -. -. 8.3 12 91.7 8.3 -. 12 41.733.316.7 8.3 -. 12 33.366.7 -. 12 33.366.7 -. 12 16.783.3 -. 12

81.8 .- 9.1 -. 9.1 11 30.861.5 .- 7.7 13 25.033.3 -.41.7 -. 12 23.169.2 -. 7.7 13 38.553.8 -. 7.7 13 7.769.215.4 7.7 13

90.6 7.5 .- 1.9 .- 53 67,719.4 6.5 6.5 62 53.725.9 1.916.7 1.9 54 24.267.7 1.6 6.5 62 25.862.9 8.1 3.2 62 12.974.2 9.7 3.2 62

卸売 .小売業 93.5~4.8 -. .- 1.6 62 72.312,310.8 4.6 65 38.236.4 5.520.0 -. 55 27.763.1 9.2 .- 65 29.260.010.8 -. 65 12.376.910.8 -. 65

その他サービス業 85.2 -. 3.711.1 -. 27 34.544.820.7 -. 29 43.521.7 8.721.7 4.3 23 37.944.817.2 .- 29 34.551.713.8 -. 29 20.765.513.8 -. 29

支 ある部協 ない鼓 86.5 6.9 2.1 2.9 1,6 379 65.716.615.6 2.0 397 42.232.1 6.117.7 1,8 327 32.060.5 5-.8 1.8 397 31.558.2 9.8 0.5 397 13.977.1 8.6 0.5 397
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A:組合本部> 2006年6月

Q5D 経営側の案が組合に Q5E 会社側出席者の役職
示される時期 (非公式含む) 者の範囲の変化 Q5F 協議内容の複雑さ

Q5G 協議における労使関
係 Q5H 付議事項の変化

Q5Ⅰ 付議事項内容に対す
る組合員の理解度

(1) (2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)
遅 変 早 無 す上 変 す下 無 複 変 容 無 協 変 対 無 拡 変 縮 無 高 変 低 無
く わ ま 回 件 る位 わ る位 回 件 雑 わ 易 回 件 調 わ 立 回 件 大 わ 小 回 件 く わ く 回 件

つ な た う暇 な う織 な な な に な に 増 な 減 つ な つ
た い に者 い に者 つ い つ な い な 加 い 少 た い た

なが ながつ出 つ出た席 た席 た た つ つた た L Lた た

組合本部計 24.958.415.2 1.6 507 6.188.2 4.5 1.2 507 44.253.6 1.0 1.2 507 21.171.4 6.3 1.2 507 20.774.4 3.2 1.8 507 9.971.617.2 1.4 507

製造業計 27.056.914.6 1.5 267 6.088.8 4.5 0.7 267 44.953.6 0.7 0.7 267 20.273.4 5.6 0.7 267 19.576.4 3.4 0.7 267 9.071.518.7 0.7 267

製造莱莱種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 30.659.7 8.l l.6 62 6.582.3 9.7 1.6 62 43.553,2 1.6 1.6 62 22.671.0 4.8 1.6 62 16,177.4 4.8 1.6 62 8.167.722.6 1.6 62

17.861.619.2 1.4 73 9.687.7 1.4 1.4 73 41.156.2 1.4 1.4 73 15.180.8 2.7 1.4 73 12.383.6 2.7 1.4 73 6.880.811.0 1.4 73

25.656.417.9 -. 39 2.692.3 5.1 -. 39 48.751.3 -. 39 23.166.710.3 -. 39 20.574.4 5.1 -. 39 7.776.915.4 -. 39

その他製造業 32.351.614.0 2.2 93 4.392.5 3.2 -. 93 47.352.7 -. 93 21.572.0 6.5 -. 93 26.971.0 2.2 .- 93 ll.864.523,7 -. 93

企莱規模別 300人未満 25.661.512.8 -. 39 5.189.7 5.1 -. 39 33.366.7 -. 39 28.269.2 2.6 .- 39 20.574.4 5.1 -. 39 5.179.515.4 .- 39

300人以上 40.041.417.l l.4 70 2.990.0 5.7 1.4 70 50.047.l l.4 1.4 70 24.368.6 5,7 1.4 70 25.767.1 5.7 1.4 70 8.668.621.4 1.4 70

1000人以上 25.060.714.3 -. 56 8.989.3 1.8 -. 56 46.453.6 -. 56 23.273.2 3.6 -. 56 14.383.9 1.8 ... 56 12.567.919.6 -. 56

3000人以上 21.460.716.l l.8 56 7.187.5 5.4 -. 56 53.646.4 -. 56 8.982.1 8.9 .- 56 16.180.4 3.6 -. 56 12.564.323.2 .- 56

10000人以上 ll.174.111.1 3.7 27 3.792.6 -. 3.7 27 37.059.3 -. 3.7 27 14.877.8 3.7 3,7 27 ll.185.2 -. 3.7 27 7.488.9 -. 3.7 27

非製造業計 23.159.016.2 1.7 234 6.487.6 4.3 1.7 234 43.653.4 1.3 1.7 234 22.268.8 7.3 1.7 234 22.671.4 3.0 3.0 234 ll.170.915.8 2.1 234

非魁追莱莱種別支那協鼓 建設業 28.660.710.7 -. 28 14.378.6 7.1 -. 28 53.642.9 3.6 -. 28 25.071.4 3.6 -. 28 21.467.910.7 -. 28 14.371.414.3 -. 28

電気 .ガス.勲供給業情報通信業 41.750.0 8.3 -. 12 -.loo.0 .- 12 33.366.7 -. 12 -.100.0 -. 12 33.366.7 -. 12 -.75.025.0 -. 1223.153.815.4 7.7 13 ･- 92.3 -. 7.7 13 46.238.5 7.7 7.7 13 23.169.2 -. 7.7 13 23.161.5 7,7 7.7 13 7.753.830.8 7.7 13

運輸業 19.469.4 8.1 3.2 62 1.690.3 4.8 3.2 62 29.067.7 -. 3.2 62 9.774.212.9 3.2 62 22.672.6 1.6 3.2 62 9.779.0 8.1 3.2 62

卸売 .小売業 15.460.024.6 -. 65 6.290.8 3.1 -. 65 44.653.8 1.5 -. 65 29.266.2 4.6 -. 65 12.384.6 -. 3.1 65 12.378.5 7.7 1.5 65

その他サービス業 37.941.420.7 -. 29 -.93.1 6.9 -. 29 62.137.9 -. 29 37.948.313.8 -. 29 20.772.4 3.4 3.4 29 13.848.337.9 -. 29

ある 25.257.915.9 1.0 397 6.388.7 4.5 0.5 397 45.353.l l.0 0.5 397 21.771.8 6.0 0.5 397 20.475.3 3.3 1.0 397 9_371.518.4 0.8 397

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A:組合本部> 2006年6月

Q6AAA 直接雇用の非正社員に
おける労使協議の有無 A 採用す Q6AAB 雇用期間の決定 (F2

Q5J 労使協議における組 Q5K 経営側の案に対する る雇用形態の決定 (F2ACまたは ACまたはF2AEで1以外の場合 Q6AAC 仕事内容 (F2ACま
合の発言力 組合の意見反映度 F2AEで1以外の場合) ) たはF2AEで 1以外の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2) (3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4)
強 変 弱 無 高 変 低 無 使組 任支 る団 渉労 無 使組 任支 る団 捗労 無 使絶 佳支 る団 渉労 無
く わ く 回 件 く わ く 回 件 協合 せ部 体 の使 回 件 協合 せ部 体 の使 回 件 協合 せ部 体 の使 回 件
な ら な 答 数 な ら な 答 数 謎本 て以 交 対協 答 数 読本 て以 交 対協 答 数 議本 て以 交 対協 答 数
つ な つ つ な .つ を部 い下 渉 象議 を部 い下 捗 象耗 を部 い下 渉 象議
た い た た い た 行と るの 事 で . 行と るの 事 で . 行と るの 事 で .

うし 対 項 は団 うし 対 項 は団 うし 対 項 は団
て 応 で な体 て 応 で な体 て 応 で な体
労 に あ い交 労 に あ い交 労 に あ い交

組合本部計 15.676,5 6.5 1.4 507 20.370.4 7.9 1.4 507 15.4 7.l l.969.7 5.8 479 12.5 6.9 2.372.2 6.1 479 ll.110.6 1.570.4 6.5 479

製造業計 ll.282.0 6.0 0.7 267 18.473.8 6.7 1.1 267 ll.110.3 0.474.3 4.0 253 8.710.3 0.476.3 4.3 253 6.713.4 0.475.5 4.0 253

製追莱莱種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 ll.377.4 9.7 1.6 62 14.575.8 8.l l.6 62 13.6 6.8 1.776.3 1.7 59 10.2 6.8 1.778.0 3.4 59 8.5 5.l l.783.l l.7 59

8.289.01.4 1.4 73 15.179.5 4.l l.4 73 12.323.1 -.58.5 6.2 65 9.218.5 -.66.2 6.2 65 7.724,6 .- 61.5 6.2 65

20.571.8 7.7 -. 39 23.169.2 7.7 -. 39 20.5 2.6 -.74.4 2.6 39 17.9 7.7 -.71.8 2.6 39 12.812.8 -.71.8 2.6 39

その他製造業 9.783.9 6.5 -. 93 21.569.9 7.5 1.1 93 4.4 6.7 -.84.4 4.4 90 3.3 7.8 .- 84.4 4.4 90 2.211.1 -.82.2 4.4 90

企莱規模別 300人未満 5.184.610.3 ... 39 5.187.2 7.7 -ー 39 8.3 5.6 -.72.213.9 36 5.6 2.8 -.77.813.9 36 2,8 5.6 .- 77.813.9 36

300人以上 ll.477.110.0 1.4 70 18.671.4 8.6 1.4 70 12.1 9.1 -.77.3 1.5 66 10.6 7.6 -.80.3 1.5 66 9.1 9.1 .- 80.3 1.5 66

1000人以上 16.178.6 5.4 -. 56 17.973.2 8.9 -. 56 7.310.9 -.78.2 3.6 55 5.512.7 -.78.2 3.6 55 3.614.5 -.78.2 3.6 55

3000人以上 10.787.5 1.8 -. 56 21.473.2 5.4 -. 56 14.514.5 1.867.3 1.8 55 10,914.5 1.869.1 3.6 55 9.118.2 1.869.l l.8 55

10000人以上 14.881.5 .- 3.7 27 25.970.4 -. 3.7 27 4.016.0 -.80.0 -. 25 4.020.0 -.76.0 .- 25 -.24.0 -.76.0 .- 25

非製造業計 20.969.7 7.3 2.1 234 22.666.2 9.4 1.7 234 19.9 3.2 3.665.2 8.1 221 16.7 2,7 4.567.9 8.1 221 15.8 7.2~2.764.7 9.5 221

非 建設業製造 電気 .ガス.熱供業 籍業菜 情報通信畢種別 運輸業 21.471.4 7.1 -. 28 28.660.710.7 -. 28 -.87.512.5 24 -.87.512.5 24 4.2 -. -.83.312.5 24

-.100.0 .- 12 8.375.016.7 -. 12 18.2 9.1 .- 72.7 -. ll 18.2 -. -.81.8 -, ll 18.218.2 .- 63.6 -. ll

7.784.6 -. 7.7 13 7.784.6 -. 7.7 13 7,7 -. -.92.3 .- 13 7.7 -. 7.784.6 -. 13 7.7 -. -.92.3 -. 13

19.471.0 6.5 3.2 62 17.769.4 9.7 3.2 62 31.0 3.4 3.451.710.3 58 24.1 3.4 5.256.910.3 58 22.4 8.6 3.453.412.1 58

卸売 .小売業 27.766.2 4.6 1.5 65 33.863.1 3.1 .- 65 20.0 3.1 6.263.1 7.7 65 21.5 3.1 6.261.5 7.7 65 20.0 7.7 3.160.0 9.2 65

その他サービス業 24.155.220.7 -. 29 17.262.120.7 -. 29 18.5 3.7 3.770.4 3.7 27 ll.1 3.7 3.777.8 3.7 27 ll.1 3.7 3.777.8 3.7 27

支 ある部協 ない義 l4.678.1 6.5 0.8 397 20.970.5 7.8 0.8 397 15.7 8.8 2.168.9 4.5 376 12.2 8.5 2.172.3 4.8 376 10.912.8 1.669,7 5.1 376
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q6AAE 管理 ･監督する正社員 Q6AAF 賃金 (時給)､一時金 Q6AAG 労働時間､休日､休暇
Q6AAD 配置する職場 (F2A の配置､役割 (F2ACまたはF2 等 (F2ACまたはF2AEで1以 (F2ACまたはF2AEで1以外 Q6AAH 教育訓練 (F2ACま
CまたはF2AEで1以外の場合) AEで1以外の場合) 外の場合) の場合) たはF2AEで1以外の場合)

(1)(2)(3)(4) ( 1)(2)(3)(4) ( 1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4)

使組 任支 る団 渉労 無 使絶 佳支 る団 捗労 無 使絶 佳支 る団 渉労 無 使組 任支 る田 渉労 無 使組 任支 る田 渉労 無協合 せ部 体 の使 回 件議本 て以 交 対協 答 数
協合 せ部 体 の使 回 件 協合 せ部 体 の使 回 件 協合 せ部 体 の使 回 件 協合 せ部 体 の使 回 件
議本 て以 交 対協 答 数 読本 て以 交 対協 答 数 議本 て以 交 対協 答 数 議本 て以 交 対協 答 数
を部 い下 捗 象議 を部 い下 渉 象議 を部 い下 捗 象議 を部 い下 渉 象議 を部 い下 捗 象議
行と るの 事 で . 行と るの 事 で . ･行と るの 事 で . 行と るの 事 で . 行と るの 事 で .
うし 対 項 は団 うし 対 項 は団 うし 対 項 は団 うし 対 項 は団 うし 対 項 は団
て 応 で な体 て 応 で な体 て 応 で な体 て 応 で な体 て 応 で な体
労 に あ い交 労 に あ い交 労 に あ い交 労 に あ い交 労 に あ い交

組合本部計 9.011.l l.572.0 6.5 479 9.210.4 1.572.2 6.7 479 .18.2 4.410.261.6 5.6 479 17.7 6.7 7.762.0 5.8 479 ll.3 9.2 1,771.6 6.3 479

製造業計 7.912.6 0.874.3 4.3 253 5.913.4 0.475.9 4.3 253 ll.1 5.5 4.773.9 4.7 253 9.5 9.5 3.273.5 4.3 253 4.311.9 0.878.7 4.3 253

製追業莱種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 8.5 5.l l.781.4 3.4 59 6.8 6.8 1.781.4 3.4 59 10.2 1.7 8.576.3 3.4 59 13.6 3.4 5.174.6 3.4 59 6.8 1.7 1.786.4 3.4 59

9.223.1 .- 61.5 6.2 65 6.224.6 -.63.1 6.2 65 12.3 9.2 3.167.7 7,7 65 9.213.8 4.666.2 6.2 65 4.620.0 -.69.2 6.2 65

15.412.8 -.69.2 2.6 39 12.812.8 -.71.8 2.6 39 15.4 -. .- 82.1 2.6 39 10.3 7.7 -.79.5 2■.6 39 10.312.8 -.74.4 2.6 39

その他製造業 3.310.0 1.181.1 4.4 90 2.210.0 .- 83.3 4.4 90 8.9 7.8 5.673.3 4.4 90 6.711.1 2.275.6 4.4 90 ･- 12.2 1.182.2 4.4 90

企莱規樵別 300人未満300人以上1000人以上 8.3 2.8 -.75.013.9 36 2.8 8.3 .- 75.013.9 36 13.9 -. 8.363.913.9 36 2.8 2.811.169.413.9 36 -. 8.3 2.875.013.9 36

10.6 9.1 -.78.8 1.5 66 9.1 7.6 1.580.3 1.5 66 12.1 4.5 6.175.8 1.5 66 12.1 6.1 3.077.3 1.5 66 9.1 9.1 .- 80.3 1.5 66

5.514.5 1.874.5 3.6 55 1.814.5 -.80.0 3.6 55 7.3 9,l l.876.4 5.5 55 9.114.5 -.72.7 3.6 55 1.818.2 .- 76.4 3.6 55

3000人以上 7.318.2 1.869.1 3.6 55 3.620.0 .- 72.7 3.6 55 12.7 7.3 1.874.5 3.6 55 10.910.9 1.872.7 3.6 55 5.5 9.l l.880.0 3.6 55

10000人以上 4.020.0 -.76.0 -. 25 4.024.0 .- 72.0 -. 25 -. 8.0 8.084.0 -. 25 -.16.0 4.080.0 .- 25 ･- 16.0 -.84.0 -. 25

非製造業計 10.4 9,0 2.369.2 9.0 221 13.1 6.8 2.767.9 9.5 _221 25.8 2.716.748.0 6.8 221 26.7 2.713.149.8 7.7 221 19.5 5.4 2.763.8 8.6 221

非 建設業製造 電気 .ガス.熱供菓 給業業 情報通信業種別 運輸業 4.2 4,2 -.79.212.5 24 -. 4.2 -.83.312.5 24 8.3 -. -.79.212.5 24 4.2 -. -.83.312.5 24 -.87.512.5 24

9.118.2 -.72.7 -. ll ･..18.2 -.81.8 -. ll 9.1 -.18.272.7 .- ll 18.2 -. 9.172.7 -. ll 18.2 9.1 -.72.7 -. ll

7.7 -. -.92.3 .- 13 15.4 7.7 -.76.9 -. 13 7.7 -.15.476.9 -. 13 7.7 -.15.476.9 -. 13 15.4 -. -.84.6 -. 13

17.212.l l.756.912.1 58 22.4 6.9 5.253.412.1 58 31.0 1.713.844.8 8.6 58 31.0 1.710.346.610.3 58 27.6 5.2 3,451.712.1 58

卸売 .小売業 9.2 9.2 3.170.8.7.7 65 13.8 6.2 3.167.7 9.2 65 33,8 4.630.826.2 4.6 65 33.8 6.223.130.8 6.2 65 23.1 6.2 4.658.5 7,7 65

その他サービス業 7.4 7.4 3.777.8 3.7 27 7.4 3.7 -.85.2 3.7 27 14.8 .- 14.866.7 3.7 27 18.5 -.14.863.0 3.7 27 18.5 3.7 -.74.1 3.7 27

支 ある部協 ないi 9.313.0 1.671.0 5.1 376 8.813.0 1.371.5 5,3 376 19.1 5.3 9.362.0 4.3 376 17.6 8.2 7.262.8 4.3 376 10.411.2 1.971.5 5.1 376

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q6AAXl 直接雇用の非正社員における労使協議の有無<組合 Q6AAx2 直接雇用の非正社員における労使協議の有無<支部
Q6AA I 福利厚生 (F2ACま 本部として労使協議を行う･1> (F2ACまたはF2AEで1以 以下の対応に任せている･2> (F2ACまたはF2AEで1以外
たはF2AEで1以外の場合) 外の場合) の場合)

(基本集計)

(1)A(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9) 回 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9) 回答累計

使絶 佳支 る団 渉労 無 の採 雇 仕 配 杜管 貸 休労 教 福 の採 雇 仕 配 社管 貸 休労 教 福

合 せ,. の吏 回 イ 決用 用 事 理 金 暇 育 利 牛 答 '用 用 事 置 理 金 暇働 育 j
読本 て以 交 対協 答 数 定す 期 内 す の . 時 訓 厚 数 定す 期 内 す の . 時 訓 厚 数

を, い下 t, る 8 容 る 配 - 一 生 累 る F' 容 る 配監 一 間 生
行と るの 事 で . 雇 の 職 置督 時 . 雇 聖 職 置督 時
うL は､ 用 計 用
て 応 で な体 形 定 役る 等 日 形 定 役る 等 日
労 に あ い交 態 割正 態 割串

組合本部計 18.0 7.3 3.864.9 6.1 479 15.412.511.1 9.0 9.218.217.711,318.0 479 122.3 7.1 6.910.611.110.4 4.4 6.7 9,2 7.3 479 73.7

製造業計 7.9 9.1 2.476.3 4.3 253 ll.1 8.7 6.7 7.9 5.911.1 9.5 4.3 7.9 253 73,1 10.310.313.412.613,4 5.5 9.511.9 9.1 253 96,0

製造莱業種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 ll.9 1.7 5.178.0 3.4 59 13.610.2 8.5~8,5 6.810.213.6 6.811.9 59 89.8 6.8 6.8 5.1 5.1 6.8 1.7 3.4 1.7 1.7 59 39.0

7.716.9 1.567.7 6.2 65 12.3 9.2 7.7 9.2 6.212.3 9,2 4.6 7.7 65 78.5 23.118.524.623.124.6 9.213.820.016.9 65 173.8

10.3 5.1 -.82.1 2.6 39 20.517.912.815.412.815.410.310.310.3 39 125.6 2.6 7.712.812.812.8 -. 7.712.8 5.1 39 74.4

その他製造業 4.410.0 2.2■78.9 4.4 90 4.4 3.3 2.2 3.3 2.2 8.9 6.7 .- 4.4 90 35,6 6.7 7.811.110.010.0 7.811.112.210.0 90 86.7

企莱規模別 300人未満 5.6 2.8 5.672.213.9 36 8.3 5.6 2.8 8.3 2.813.9 2.8 -. 5.6 36 50.0 5.6 2.8 5.6 2.8 8,3 .- 2.8 8.3 2.8 36 38.9

300人以上 9.1 7.6 3.078.8 1.5 66 12.110.6 9.110.6 9.112,112.1 9.1 9.1 66 93.9 9.1 7.6 9.1 9.1 7.6 4.5 6.1 9.1 7.6 66 69.7

1000人以上 7.314.5 1.872.7 3.6 55 7.3 5.5 3.6 5.5 1.8 7.3 9.l l.8 7.3 55 49.1 10.912.714.514.514.5 9.114.518.214.5 55 123.6

3000人以上 7.3 9.l l.878.2 3.6 55 14.510.9 9.1 7.3 3.612.710.9 5.5 7.3 55 81.8 14.514.518.218.220.0 7.ユlo.9 9.1 9.1 55 121.8

10000人以上 ･- 12.0 .- 88.0-. 25 4.0 4.0 .- 4.0 4.0 .- 25 16.0 16.020.024.020.024.0 8.016.016.012.0 25 156.0

非製造業計 29.4 4.5 5.452.5 8.1 221 19.916.715.810.413.125.826.719.529.4 221 177.4 3.2 2.7 7.2 9.0 6.8 2.7 2.7 5.4 4,5 221 44.3

非 建設業製造 電気 .ガス.熱供業 絵美業 情報通信業種別 運輸業 4.2 -. -.83.312.5 24 ･.. 4.2 4.2 ... 8.3 4.2 ... 4.2 24 25.0 -. 4.2 4.2 -. 24 8.3

27.3 -. -.72.7 -. ll 18.218.218.2 9.1 -. 9.118.218.227.3 11 136.4 9.1 -.18.218.218,2 -. .- 9.1 -. ll 72.7

7.7 -. 7.784.6 -. 13 7.7 7.7 7.7 7.715.4 7.7 7.7r15.4 7.7 13 84.6 -. 7.7 -. 13 7.7

31.0 3.4 6.948.310.3 58 31.024.122.417.222.431.031.027.631,0 58 237.9 3.4 3.4 8.612.1 6.9 1.7 1.7 5.2 3.4 58 46.6

卸売 .小売業 43.1 7.7 7.733.8 7.7 65 20.021.520.0 9.213.833.833.823.143.1 65 218.5 3.1 3.1 7.7 9.2 6.2 4.6 6.2 6.2 7.7 65 53.8

その他サービス業 18.5 3.7 3.770.4 3.7 27 18.511.lil.1 7.4 7.414.818.518.518.5 27 125.9 3.7 3.7 3.7 7.4 3_7 -. -. 3.7 3.7 27 29.6

支 ある部協 ない読 17.3 9.0 4.065.2 4.5 376 15.712.210.9 9.3 8.819.117.610.417.3 376 121.3 8.8 8.512.813.013.0 5.3 8.211.2 9.0 376 89.9
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Q6AAX4 直接雇用の非正社員における労使協議の有無<労使 Q6ABA 直接雇用の非正社員におけ
Q6AAX3 直接雇用の非正社員における労使協議の有無<団体 協議 ･団体交渉の対象ではない ･4> (F2ACまたはF2AEで る発言力 A 採用する雇用形態の決定
交渉事項である･3> (F2ACまたはF2AEで1以外の場合) 1以外の場合) (Q6AAAで1の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6) (7)(8)(9) 回答累 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5)

の採 雇 仕 配 杜管 貸 休労 教 福 の採 雇 仕 配 社管 貸 休労 教 福 ら事 説事 た組 る労 決絶 無

決用 用 事 置 員理 金 暇働 育 利 件 決用 用 事 直 見理 金 暇働 ,育 利 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数定す 期 内 す の . 時 訓 厚 数 定す 期 内 す の . 時 訓 厚 数
る 間 容 る 配監 一 間 練 生 る 間 容 る 配監 一 間 練 生 さに れ経 答意 が議 る同
雇 の 職 置督 時 雇 の 畷 置督 時 れ経 る営 す見 あで 意

用 決 場 .す 金 .休 計 用 決 場 .す 金 休 る営 側 るを る修 の
形 定 役る 等 日 形 定 役る 等 日 だ側 か 述 正 下
態 割正 態 割正 けか ら べ す に

組合本部計 1.9 2.3 1.5 1.5 1.510.2 7.7 1.7 3.8 479 31.9 69.772.270.472.072.261.662.071.664.9 479 616.7 5.425.717.613.529.7 8.1 74

製造業計 0.4 0.4 0.4 0.8 0.4 4.7 3.2 0.8 2.4 253 13.4 74.376,375.574.375.973.973.ら.78.776.3 253 678.7 -.35.714.314.332.1 3.6 28

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 8.5 5,l l.7 5.1 59 28.8 76.378.083.181.4.81.476.374.686.478.0 59 715.3 -.37.512.512.537.5 -. 8

-. 3.1 4.6 -. 1.5 65 9.2 58.566.261.561.563.167.766.269.267.7 65 581.5 -.50.012.525.012.5 -. 8

39 0.0 74.471.871.869.271.882.l79.574.482.1 39 676.9 -.37.512.512.537.5 -. 8

その他製造業 ･- 1.1 -. 5.6 2.2 1.1 2.2 90 12.2 84,484,482.281.183.373.375.682.278.9 90 725.6 -.25.0 .- 50.025.0 4

企業規模別 300人未満 -. 8.311.1 2.8 5.6 36 27.8 72.277.877.875.075.063.969.475.072.2 36 658.3 -.33,3 -. -.33.333.3 3

300人以上 -. 1.5 6.1 3.0 -. 3.0 66 13.6 77.380.380.378.880.375.877.380.378.8 66 709.1 -.37.512.512.537.5 -. 8

1000人以上 -. 1.8 .- 1.8 -. -. 1.8 55 5.5 78.278.278.274.580.076.472.776,472.7 55 687.3 -.50.0 -. --50.0 -. 4

3000人以上 1.8 1.8 1.8 1.8 -. 1.8 1.8 1.8 1.8 55 14.5 67.369.169.l69.1.72.774.572.780.078.2 55 652.7 -.25.012.537.525.0 -. 8

10000人以上 ･- 8.0 4.0 -. 25 12.0 80.076.076.076.072.084.080.084.088.0 25 716.0 ･-100.0 -. 1

非製造業計 3.6 4.5 2.7 2.3 2.716.713.1 2.7 5.4 221p 53.8 65.267.964.769.267.948.049.863.852.5 221 548.9 9.115.920.513.629.511,4 44

非製造莱莱檀別支部協岳 建設業 24 0.0 87.587.583.379.283.379.283.387.583.3 24 754.2 0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -.18.2 9.1 -. ll 27.3 72.781.863.672.781.872.772.772.772.7 11 663.6 -.50.050.0 -. 2-. 7.7 -. .- 15.415.4 .- 7.7 13 46.2 92.384,692.392.3.76,976.976.984.684.6 13 761.5 -.100.0 -. I

運輸業 3.4 5.2 3.4 1.7 5.213.810.3 3.4 6..9 58 53.4 51.756.953.456.953.444.846.651.748.3 58 463.8 5.622.216.7 5.633.316.7 18

卸売 .小売業 6.2 6.2 3.1 3.1 3.130,823.1 4.6 7,7 65 87.7 63.161.560.070.867.726.230.858.533.8 65 472.3 ･- 15.415.415.438,515.4 13

その他サービス業 3.7 3.7 3,7 3.7 -.14.814.8 ... 3.7 27 48.1 70.477.877,877.885.266.763.074.170.4 27 663.0 20.020.020.040.0 -. 5

ある 2.1 2.l l.6 1.6 1.3 9.3 7.2 1.9 4.0 376 31.1 68.972.369.771.071.562.062.871.565.2 376 614.9 5.125.413.613.633.9 8.5 59

な い 1.1 2.2 1.l l.1 2.214.110.9 1.1 3.3 92 37.0 71.771.772.876.173.958.757.670.762.0 92 615.2 7.128.628.614.314.3 7.1 14

t連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q6ABB 雇用期間の決定 (Q6AA
Bで1の場合)

-202-

(基本集計)

(1) (2)(3) (4) (5)
ら事 説事 た組 る労 決組 無
説後 明前 り合 こ使 定合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が註 る同
れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下
けか ら ベ す に

組合本部計 1.725.018.311.733.310.0 60

製造業計 ･- 31.822.713.627.3 4.5 22

製追莱莱鍾別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -.33.316.716.733.3 -. 6

-.66.716.7 -.16.7 -. 6

-.14.314,328.642.9 -. 7

その他製造業 ･- 66.7 -. -.33.3 3

企莱規模別 300人未満 -.50.0 -. .- 50.0 2

300人以上 -.42.914.314.328.6 -. 7

1000人以上 -.33.3 .- -.66.7 -. 3

3000人以上 -.16.750.016.716.7 .- 6

10000人以上 -.100.0 -. 1

非製造業計 2.718.916.210.837.813.5 37

非製追莱業種別 建設業 0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -.50.050.0 .- 2-.100.0 .- 1

運輸業 -.28.6 7.1 -.42.921.4 14

卸売 .′ト売業 -.14.314.314.342.914.3 14

その他サービス業 33.333.3 -.33.3 -. 3

支部協議 ある 2.221.717.413.034.810.9 46



(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q6ABC 仕事内容 (Q6AACで1 Q6ABD 配置する職場 (Q6AAD Q6ABE 管理 ･監督する正社員の配 Q6ABF 貸金 (時給)､一時金等 (
の場合) で1の場合) 置､役割 (Q6AAEで 1の場合) Q6AAFで1の場合)

(1) (2)(3) (4) (5) (1) (2) (3) (4)(5) (1)(2) (3) (4) (5) (1) (2) (3) (4) (5)
ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た終 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無
説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が譲 る同 さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が詰 る同
れ経 .る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら ベ す に

組合本部計 1,920.826.418.926.4 5.7 53 2.320.930.214∴025.6 7.0 43 2.322.731.8 9.120.513.6 44 3.410.320.714.937.912.6 87

製造業計 -.35.323.511.829.4 -. 17･- 30.030.010.025.0 5.0 20 -.33.340.06.720.0 -. 15 ･- 14.325.017.935.7 7.1 28

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器･鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 ･- 20.040.020.020.0 -. 5 -.20.060.0 -.20.0 -. 5 ･- 75.0 -.25.0 -. 4 -.16.716.733.316.716.7 6

･..80.0 ... ...20.0 ... 5 -.66.716.7 .- 16.7 .- 6 -.100.0 .- 4 -.37.525.025.012.5 -. 8

-.20.020.020.040.0 -. 5 -.16.716.733.333,3 -. 6 -.20.020.020.040.0 -. 5 -.16.716.766.7 -. 6

その他製造業 ･- 50.0 -.50.0 -. 2 ･- 33.3 -.33.333.3 3 -.100.0 -. 2 -.37.5 -.50.012.5 8

企莱規模別 300人未満 -.100.0 -. 1 -.33.3 -. .- 33.333.3 3 -.100.0 .- 1 -.40.0 -.20.040.0 5

300人以上 ･- 50.016.716.716.7 -. 6 ･- 42.928.614.314.3 -. 7 -.33.350.0 -.16.7 -. 6 -.25.025.025.025.0 -. 8

1000人以上 -.50.0 -. -.50.0 -. 2 -.33.333.3 .- 33.3 -. 3 -.100.0 -. 1 -.25.025.0 -.50.0 -. 4

3000人以上 -.20.040.020.020,0 -. 50 -.25.050.0 .- 25.0 -. 4 ･- 50.0 -.50.0 -. 2 -.14.314.342.928.6 .- 710000人以上 -.100.0 -. 1 -.100.0 -. 1 0

非製造業計 2.911.428.622.925.7 8.6 35 4.313.030.417.426.1 8.7 23 3.417.227.610.320.720.7 295.3 7.019.314.038.615.8 57

罪製追業莱種別支部協義 建設業 -.loo.0 -. 1 ･-100.0 .- 1 0 -.50.0 -.50.0 .- 2

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 ･- 50.050.0 -. 2 -.100.0 -. 1 0 -.100.0 .- 1-.100.0 -. 1 -.100.0 -. 1 -.50.0 -.50.0 2 ･-100.0 -. 1

運輸業 -.15.415.423.130.815.4 13 -.20.020.010.040.010.0 10 ･- 7.723.1 7.738.523.1 13 ll.111.111.1 5.638.922.2 18

卸売 .小売業 -. 7.746.223.115.4 7.7 13 -.16.733.316.716.716.7 6 ･- 33.3_22.211.111.122.2 9 -. 9.118.218.245.5 9.1 22

その他サービス業 33.333.3 -. -.33.3 .- 3 50.0 -. .- 50.0 -. 2 -.50.050.0 -. 2 -.75.0 -. -.25.0 4

ある 2.419.522.022.0.29.3 4.9 41 2.920.028.614.328.6 5.7 35 -.24.230.312.121.212.1 33 1.4 9.723.612.540.312.5 72

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q6BAA 派遣社員における労使
Q6ABG 労働時間､休 日､休暇 (Q Q6ABH 教育訓練 (Q6AAHでl Q6ABI 福利厚生 (Q6AAIで 1 協議の有無 A 導入の是非 (F2
6AAGで1の場合) の場合) の場合) AGで1以外の場合)

(基本集計)

(1) (2)(3) (4) (5) (i)(2) (3)(4)(5) (1) (2) (3) (4)(5) (1)(2)(3) (4)
ら事 説事 た組 る労 決組 無 ら事 説事 た組 ~る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 義絶 任支 る団 渉労 無
説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 を合 せ部 体 の使 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 行本 て以 交 対協 答 数
さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が議 る同 つ部 い下 捗 象議
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 てで るの 事 で .
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の い労 対 項 は団
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 る使 応 で な体
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に 協 に あ い交

組合本部計 4.7 9.415.316.542,411.8 85 3.714.838.916.714.811.1 54 4.712.824.412.833.711.6 86 10.310.6 0.872,6 5.8 398

製造業計 ･- 16.725.020.837.5 -. 24 -. 9.163.6 9.118.2 -. ll -.10.025.020,040.0 5.0 20 13.213.2 -.69.7 3.8 234

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 ･- 12.537.525.025.0 -. 8 ･- 75.025.0 -. 4 ･- 14.328.642.914.3 -. 7 14.813.0 -.70.4 1.9 54

-.50.016.733.3 .- 6 ･- 33.366.7 -. 3 -.20.020.020.020.020.0 5 19.022.2 -.50.8 7.9 63

-.25.075.0 .- 4 -.50.0 -.50.0 .- 40 -.25.0 -.75,0 -. `4 15.410.3 -.71.8 2,6 39その他製造業 -.33.3 .- 66.7 -. 6 -.25.0 .- 75.0 -. 4 6.4 7.7 -.83.3 2.6 78

企莱規模那 300人未満 -.100.0 -. 1 0-.16.750.016.716.7 -. 6 -. -.50.050.0 2 23.3 3.3 -.60.013.3 30

300人以上 -.25.0 -.37.537.5 -. 8 ･- 16.733.333.316.7 -. 6 17.9 5,4 -.73.2 3.6 56

1000人以上 ･..60.0 '日.40.0 ... 5 -.100.0 -. 1 -. -.25.075.0 -. 4 ll.318.9 -.67.9 1.9 53

3000人以上 ･- 33.316.733.316.7 .- 6 -.66.7 -.33.3 .- 30 -.25.025.025.025.0 -. 4 7.823.5 -.68.6 -. 5110000人以上 0 0 ･- 19.2 ∴.76.9 3.8 26

非製造業計 6.8 5.lil.915.344.116.9 594.716.332.618.614.014.0 43 6.212.324.610.832.313.8 65 5.6 6.3 1.977.5 8.8 160

非輿追業莱種別支部協読 建設業 -.100.0 -. 1 0-.100.0 -. 2 -.100.0 -. 1 -.83.316.7 24

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -.50.050.0 -. 2 -.66.7-33.3 -. 3 37.512.5 -.50.0 .- 8-.100.0 -. 1 ･- 50.050.0 .- 2 -.100.0 -. 1 ･-100.0 .- 13

運輸業 ll.1 5.6 5.611.138.927.8 18 12.512.525.0 -.25.025.0 16 ll.116.722.2 -.27.822.2 18 6.5 9.7 3.261.319.4 31

卸売 りト売業 -. 9.1 9.118.259.1 4.5 22 -.20.046.720.0 6.7 6.7 15 -.14.325.010.742.9 .7.1 28 5.9 3.9 2.084.3 3.9 51

その他サービス業 20.0 -.40.0 -.20.020.0 5 -.40.0 .- 40.020.0 -. 5 20.0 -.20.040.0 .- 20.0 5 -.20.0 -.80.0 -. 15

ある 3.010.616.715.243.910,6 66 2.615.433.317,915.415.4 39 3.113.820.013.836.912.3 65 10.712.9 0.671.5 4.4 319

-203-



(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q6BAD 管理 ･監督する正社員
Q6BAB 仕事内容 (F2AGで Q6BAC 配置する職場 (F2A の配置､役割 (F2AGで 1以外の Q6BAE 派遣元の選定 (F2A Q6BAF 派遣元 との交渉 (F2
1以外の場合) Gで 1以外の場合) 場合) Gで 1以外の場合) AGで 1以外の場合)

(1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2) (3)(4) (1)(2) (3)(4) (1)(2)(3)(4)
鼓絶 佳支 る団 捗労 無 議組 任支 る団 捗労 .無 議絶 佳支 る団 渉労 無 議組 任支 る団 捗労 無 議絶 佳支 る団 捗労 無
を合 せ部 体 の使 回 件 を合 せ部 体 の使 回 件 を合 せ部 体 の使 回 件 . を合 せ部 体 の使 回 件 を合 せ部 体 の使 回 件
行本 て以 交 対協 答 数 行本 て以 交 対協 答 数 行本 て以 交 対協 答 数 行本 て以 交 対協 答 数 行本 て以 交 対協 答 数
つ部 い下 渉 象議 つ部 い下 渉 象議 つ部 い下 捗 象議 つ部 い下 渉 象議 つ部 い下 捗 象議
てで るの 事 で . てで るの 事 で . てで るの 事 で . てで るの 事 で . てで るの 事 で 一
い労 対 項 は団 い労 対 項 は団 い労 対 項 は団 い労 対 項 は団 い労 対 項 は団
る使 応 で な体 る使 応 で な休 る使 応 で な体 る使 応 で な体 る使 応 で な体

協 に あ い交 協 に あ い交 協 に あ い交 協 に あ い交 協 に あ い交

組合本部計 6.810.6 0.376.4 6.0 398 5.511.8 0.376.4 6.0 398 5.011.3 0.576.9 6.3 398 1.5 4.5 0.387.4 6.3 398 0.8 4.0 0.388.4 6.5 398

曳造業計 8.512.8 -.74.4 4.3 234 8.114.1 -.73.5 4.3 234 7,314.5 -.73.9 4.3 234 1.7 6.0 -.88.0 4.3 234 0.9 5,1 -.89.3 4.7 234

製､出 電機 _.電子 .情報通信機器 9.3 7.4 -,79.6 3.7 54 ll.1 7.4 -.77.8 3.7 54 9.311.1 -.75.9 3.7 54 3.7 5.6 -.87.0 3.7 54 I.. 3.7 ...90.7 5.6 54

】豆莱業 Iコ鉄鋼 .化学等素材関連 12.722.2 -.57.1 7.9 63 9.527,0 -.55.6 7.9 63 4.827.0 -.60.3 7.9 63 1.612.7 -.77.8 7.9 63 1.612.7 -.77.8 7.9 63

種別 輸送用機械 10.315.4 -.71,8 2.6 39 10.315.4 .- 71.8 2.6 39 15.415.4 -.66.7 2.6 39 -.97.4 2.6 39 -.97.4 2.6 39

その他製造業 3.8 7.7 .- 85.9 2.6 78 3.8 7.7 .- 85.9 2.6 78 3.8 6.4 .- 87.2 2.6 78 1.3 3.8 -.92.3 2.6 78 1.3 2.6 -.93.6 2.6 78

企莱 300人未満 lO.0 6.7 -.70.013.3 30 13.3 6.7 .- 66.713.3 30 10.0 6.7 -.70.013.3 30 3,3 -. -.83.3 13.3 30 3.3 -. -.83.313.3 30

規模 300人以上 14.3 5.4 -.76.8 3,6 56 14.3 8.9 -.73.2 3.6 56 10.7 7.1 -.78.6 3.6 56 3.6 3.6 -.89.3 3.6 56 1.8 1.8 -.92.9 3.6 56

別 1000人以上 7.515.1 .- 75.5 1.9 53 5.715.1 -.77.4 1.9 53 3.817.0 -.77.4 1.9 53 -.ll.3 -.86.8 1.9 53 ･- ll.3 -.86.8 1.9 53

3000人以上 5.917.6 -.74.5 2.0 51 5.919.6 .- 72.5 2.0 51 2.025.5 ...70.6 2.0 51 -. 9.8 -.88.2 2.0 51 -. 7.8 -.90.2 2.0 51

10000人以上 -.23.1 .- 73.1 3.8 26 -.23.1 .- 73.1 3.8 26 3.819.2 -.73.1 3.8 26 ･- 3.8 -.92.3 3.8 26 -. 3.8 .- 92.3 3.8 26

非製造業計 3.8 6.9 0.680.0 8.8 160 1.9 8.1 0.680.6 8.8 160 1.9 6.3 1.381.3 9.4 160 1.3 1,9 0.686.9 9.4 160 0.6 1.9 0.687.5 9.4 160

非 建設業製 -.83.316.7 24 -. 4.2 .- 79.216.7 24 ･- 4.2 -.79.216.7 24 -.83.316.7 24 ･- 83.316.7 24

造莱 電気 .ガス .熱供給業 37.525.0 -.37.5 .- 8 12.537.5 -.50.0 ... 8 ･- 25.0 -.75.0 -. 8 12.5 -. -.87.5 -. 8 -.100.0 -. 8

莱種 q情報通信業 -.100.0 .- 13 日.100.0 -. 13 ･- 7.7 -.92.3 -. 13 -.100.0 -. 13 -.100.0 -. 13

別 運輸業 6.5 6.5 -.67.719.4 31 3.2 6.5 .- 71.019.4 31 3.2 .- 3.271.022.6 31 3.2 -. .- 74.222.6 31 3.2 -. -.74.222.6 31

卸売 .小売業 ･.. 5.9 ...90.2 3.9 51 -. 5.9 -.90.2 3.9 51 2.0 5.9 -.88.2 3.9 51 -. 3.9 -.92.2 3.9 51 -. 3.9 -.92.2 3.9 51

その他サービス業 6.720.0 -.73.3 .- 15 6.720.0 -.73.3 -. 15 -. 6.7 .- 93.3 .- 15 ･..100.0 -. 15 -.100.0 -. 15

支 ある部 7.212.9 -.75.2 4.7 319 6.014.4 -.74.9 4.7 319 5,313.5 0.375.9 5.0 319 1.9 5.3 -.87.8 5.0 319 0.9 4.7 .- 89.0 5.3 319

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q6BAXl 派遣社員に関する事項について､ Q6BAx2 派遣社員に関する事項について､
組合本部における労使協岳の有無<組合本部で労 組合本部における労使協議の有無<支部以下の対 Q6BAX3 派遣社員に関する事項について､
使協議を行っている ･1> (F2AGで 1以外の 応に任せている ･2> (F2AGで 1以外の場合 組合本部における労使協議の有無<団体交渉事項
場合) ) である ･3> (F2AGで 1以外の場合)

(基本集計)

(1)(2) (3) (4) (5) (6) 回 (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回 (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答

導 仕 配 社管 派 派 導 仕 配 社管 派 派 導仕配社管派派
入 理 遣 答 入 理 遣 ' 答 入 理'
の 内 す の . 元 元 数 の 内 す の . 元 元 数 の 内 す の . 元 元 数

容 る - の 累 容 る 己- の 累 容 る - の 累計

非 職 置督 選 の 非 職 置督 選 の 非 職 置督 選 の

定 交 計 定 交 計 荏
役る 渉 役る 捗 役 る 捗
割正 一 割正 割正

組合本部計 10.3 6.8 5.5 5.0 1.5 0.8 398 29.9 10.610.611.811.3 4.5 4.0 398 52.8 0.8 0.3 0.3 0.5 0.3 0.3 398 2.3

製造業計 13.2 8.5 8.1 7.3 1.7 0.9 234 39.7 13.212.814.114_5 6.0 5.1 234 65.8 -. 234 0.0

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 14.8 9.311.1 9.3 3.7 -. 54 48.1 13.0 7.4 7.411.1 5.6 3.7 54 48.1 54 0.0

19.012.7 9.5 4.8 1.6 1.6 63 49.2 22,222.227.027.012.712.7 63 123.8 63 0.0

15.410.310.315.4 -. 39 51.3 10.315.415.415.4 -. 39 56,4 39 0.0

その他製造業 6.4 3.8 3.8 3.8 1,3 1.3 78 20.5 7.7 7.7 7.7 6.4 3.8 2.6 78 35.9 78 0.0

企莱規模別 300人未満 23.310.013.310.0 3.3 3.3 30 63.3 3.3 6.7 6.7 6.7 -. 30 23.3 30 0.0
300人以上 17.914.314.310.7 3.6 1.8 56 62.5 5.4 5.4 8.9 7.1 3.6 1.8 56 32.1 56 0.0
1000人以上 ll.3 7.5 5.7 3.8 -. 53 28.3 18.915.115.117.011.311.3 53 88.7 53 0.0
3000人以上 7.8 5.9 5.9 2.0 .- 51 21.6 23.517,619.625.5 9.8 7.8 51 103,9 51 0.0
10000人以上 ･- 3.8 -. 26 3.8 19.223.123.119.2 3.8 3.8 2692.3 26 0.0
非製造業計 5.6 3.8 1.9 1.9 1.3 0.6 16015.0 6.3 6.9 8.1 6.3 1.9 1.9 16031.3 1.9 0.6 0.6 1.3 0.6 0.6 160 5.6

非製造莱莱種別 建設業 24 0.0 -. 4.2 4.2 -. 24 8.3 24813 0.0
電気 .ガス .熱供給業情報通信業 37.537.512.5 -.12.5 .- 8 100.0 12,525.037.525.0 -. 8 100.0 0.013 0.0 -. 7.7 .- 13 7.7 0.0
運輸業 6.5 6.5 3.2 3.2 3.2 3.2 31 25.8 9.7 6.5 6.5 -. 31 22.6 3.2 -. -. 3.2 -. 31 6.5

卸売 .小売業 5.9 .- -. 2.0 .- 51 7.8 3.9 5.9 5.9 5.9 3.9 3.9 51 29.4 2.0 -. 51 2.0

その他サー ビス業 -. 6.7 6.7 -. 15 13.3 20.020.020.0 6.7 .- 15 66.7 15 0.0

支那協義 ある 10.7 7.2 6.0 5.3 1.9 0.9 319 32.0 12.912.914.413.5 5.3 4.7 319 63.6 0.6 -. -. 0.3 -. 319 0.9
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･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q6BAX4 派遣社員に関する事項について､組合本部における労使協議の有無<労使協議 ･団 Q6BBA 派遣社員における発言力体交渉の対象ではない･4>(F2AGで1以外 A 導入の是非 (Q6BAAで1の場合 Q6BBB 仕事内容 (Q6BABで1 Q6BBC 配置する職場 (Q6BAC
の場合) ) の場合) で1の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答 (1) (2)(3) (4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)ら事 説事 た組 る労 決絶 無説後 明前 り合 こ使 定合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数さに れ経 答意 が護 る同れ経 る営 す見 あで 意る営 側 るを る修 のだ側 か 述 正 下けか ら べ す に

導 仕 配 社管 派 派人 事 置 員理 遣 遭 件の 内 す の . 元 元 数 ら事 説事 た組 る労 決絶 無説後 明前 り合 こ使 定合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数 ら事 説事 た組 る労 決絶 無説後 明前 り合 こ使 定合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数

是 容 る 配監 の と非 職 置督 選 の堤 .す 定 交役る 渉割正 累計 さに れ経 答意 が詰 る同れ経 る営 す見 あで 意る営 側 るを る修 のだ側 か 述 正 下けか ら べ す に さに れ経 答意 が議 る同れ経 る営 す見 あで 意る営 側 るを る修 のだ側 か 述 正 下けか ら べ す に

組合本部計 72.676.476.476.987.488.4 398 478.1 9.822.022,0 9.817.119.5 41 ll.125.925.9 7.418.511.1 27 4.522.727,3 9.118.218.2 225.326.326.3 5.321.115.8 19-.50.0 -.33.316.7 6

製造業計 69.774.473.573.988.089.3 234 468.8 6.525.819.4 6.519.422.6 31 10.030.025.0 5.020.010.0 20

A 電機 .電子 .情報 70.479.677.875.987.090.7 54 481.5 12.5 -.37.512,525.012,5 8 20.0 -.60.0 -.20.0 -. 5

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 50.857.155.660.377.877.8 63 379.4 -.50.0 8.3 -.16.725.0 12 -.62.5 -. -.25.012.5 8 -.66.7 -. .- 16.716.7 6

莱種 関連輸送用機械 71.871.871.866.797.497.4 39 476,9 16.733.316.716,716.7 -. 6 25.025.0 .- 25.025.0 .- 4 25.025.0 -.25.025.0 -. 4

那 その他製造業 83.385.985.987.292.393.6 78 528.2 -.20.0 -.20.060.0 5 ･- 66.7 -. -.33.3 3 ･- 66.7 .- -.33.3 3-.25.0 .- 25.0 -.50.0 4
企 300人未満 60.070.066.770.083.383.3 30 433.3 -.14.3 -.14.3 -.71.4 7 -.33.3 -.33.3 -.33.3 3

莱規 300人以上 73.276.873.278.689.392.9 56 483.9 10.020.030.0 -.30.010.0 10 12.525.025.0 -.25.012,5 8 12,525.025.0 -.25.012.5 8

樵別 1000人以上 67.975.577.477.486.886.8 53 471.7 -.50.016.7 .- 33,3 -. 6 -.50.0 -. .- 50.0 -. 4 -.33.3 -. -.66.7 -. 3

3000人以上 68.674.572.570.688.290.2 51 464.7 -.25.025.025.025.0 -. 40 ･- 33.366.7 -. 30 -.33.366,7 -. 3

10000人以上 76.973.173.173.192.392.3 26 480.8 0-.33.333.3 .- 33.3 3
非製造業計 77.580.080.681.386.987.5 160 493.8 22.2 -.33.322.211.111.1 9 16.7 -.33.316.716.716.7 6

非 建設業 83.383.379.279.283.383.3 24 491.7 0-.66.733.3 .- 3050.0 -.50.0 -. 2 0-.33.333.333.3 .- 3050.0 -.50.0 -. 20･-100.0 1 0

製造 電気.ガス.熱鋲 50.037.550.075.087.5100.0 8 400.0 ･-100.0 .- 1

莱莱 給業情報通信業 100,0100.0100.092.3100.0100.0 13 592.3 0

種別支 運輸業 6l.367,771.071.074.274.2 31 419.4 ･-100.0 -. 1卸売 .小売業その他サービス業 84.390.290.288.292.292.2 5180,073.373.393.3100.0100.0 15 537.3520.0 -.66.7 .- -.33.3 305.926.514.711.820.620.6 34 0･-100.0 1ある 71.575.274.975.987.889.0 319 474,3 8.730.421.7 8.721.7 8.7 23 5.326.321.110.521.115.8 19

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q6CAA 請負社員における労使
Q6BBD 管理 ･監督する正社員の配 Q6BBE 派遣元の選定 (Q6BAE Q6BBF 派遣元との交渉 (Q6BA 協議の有無 A 導入の是非 (F2
置､役割 (Q6BADで1の場合) で1の場合) Fで1の場合) AHで 1以外の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)
ら事 説事 た組 る労 決組 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決組 無 使絶 佳支 る団 渉労 無
説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 協合 せ部 体 の使 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 議本 て以 交 対協 答 数
さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が詰 る同 を部 い下 渉 象議
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 行と るの 事 で .
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の うし 対 項 は団
だ側~ か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 て 応 で な体
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に 労 に あ い交

組合本部計 5.025.040.010.010.010.0 20 16.716.716.7 -.33,316.7 6 -.33.333.3 -. .- 33.3 3 8.611.3 1.072.6 6.5 292

製造業計 5.923.535.311.811.811.8 17 25.025.0 -. -.25.025.0 4 -.50.0 -. -.50.0 2 10.515.5 0.670.2 3.3 181

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -.80.0 -. -.20.0 5 50.0 -. -.50.0 -. 2 0 6.715.6 -.75.6 2.2 45

･-100.0 -. 3 -.100.0 -. 1 -.100.0 .- 1 17.031.9 2.144.7 4.3 47

16.716.7 ...33.333.3 ... 6 0 0 19.4 9.7 -.67.7 3.2 31

その他製造業 -.66,7 -. -.33.3 3 -.100.0 1 -.100.0 1 3.4 5.2 -.87.9 3.4 58

企業規模別 300人未満 -.33.3 -.66.7 3 -.100.0 1 ･-100.0 1 15.4 -. 7.761.515.4 15

300人以上 16.733.333.3 -.16.7 -. 6 -.50.0 -. -.50.0 -. 2 -.100.0 -. 1 16.3 7.0 -.72.1 4.7 43

1000人以上 -.50.0 -. -.50.0 .- 2 0 0 8.924.4 -.64.4 2.2 45

3000人以上 -.100.0 -. 1 0 00 ll.420.5 -.68,2 .- 4410000人以上 -.100.0 .- 1 0 -.22.7 -.77.3 -. 22

非製造業計 -.33.366.7 .- 3 ･- 50.0 .-.50.0 -. 2 -.100.0 -. 1 4.7 3.7 1.977.612.1 107

非製造莱莱荏別 建設業 0 0 000-.100.0-. 100 -.82.417,6 17

電気.ガス.熱供給業情報通信業 0 ･-100.0 -. 1 20.020.0 -.40.020.0 50 0 -.100.0 -. 13

運輸業 -.100.0 -. 1 -.100.0 -. 1 16.7 5.6 5.655.616.7 18

卸売 りト売業 -.100.0 -. 1 0 2.42.42.485.4 7.3 41

その他サービス業 0 0 -.20.0-.80.0-. 5

支部協議 ある 5.923.535.311.811.811.8 17 16.716.716.7 .- 33.316.7 6･-33.333.3-.-.33.3 309.013.51.272.24.1245
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･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q6CAXl 請負社員に関する事項につい
て､組合本部における労使協議の有無<組合

Q6CAB 仕事内容 (F2AHで Q6CAC 配置する職場 (F2A Q6CAD 請負元の選定 (F2A Q6CAE 請負元との交渉 (F2 本部として労使協議を行う･1> (F2AH
l以外の場合) Hで1以外の場合) Hで1以外の場合) AHで1以外の場合) で1以外の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1) (2)(3)(4) (1)(2)(3)(4)(5) 回答累計

使絶 佳支 る団 渉労 無 使組 任支 る団 渉労 無 使絶 佳支る団 渉労 無 使組 任支 る団 渉労 無 導 仕 配 請 請人 事 置 負 負 件% ,, の ｡ 令 ,, の ロ 令 ,. の 令 , の ロ
議本 て以 交 対協 答 数 議本 て以 交 対協 答 数 議本 て以 交 対協 答 数 議本 て以 交 対協 答 数 の 内 す 元 元 数
を,, い下 . を,. い下 議 を,, い下 妻 を,. い下 ′ 議 容 る の と
行と るの 事 で . 行と るの 事 で . 行と るの 事 で . 行と るの 事 で . 非 職 選 のメ,
うL は､ う は､ フL は､ フL は､ 場 正
て 応 で な体 て 応 で な体 て 応 で な体 て 応 で な体 渉
労 に あ い交 労 に あ い交 労 に あ い交 労 に あ い交

組合本部計 5.110.3 0.776,7 7.2 292 5.110.3 0.776.7 7.2 292 1.4 4.8 .- 86.6 7.2 292 0.3 3.8 .- 88.7 7.2 292 8.6 5.1 5.l l.4 0..3 292 20.5

製造業計 6.113.8 0.675.1 4.4 181 6.613.3 0.675.1 4.4 181 1.1 6.6 -.87.8 4.4 181 ･- 5.0 -.90.6 4.4 181 10.5 6.1 6.6 1.1 .- 181 24,3

製 宅機 .電子 .情報 2.2 8.9 -.84.4 4.4 45 4.4 8.9 -.82.2 4.4 45 2.2 6.7 -.86.7 4.4' 45 ･- 2.2 .- 93.3 4.4 45 ･6.7 2.2 4.4 2.2 -. 45 15.6

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 10.631.9 2.151.1 4.3 47 10.629.8 2.153.2 4.3 47 2.117.0 -.76.6 4.3 47 -.14.9 -.80,9 4.3 47 17.010.610.6 2.1 47 40.4

業種 関連輸送用機械 9.712.9 -.74.2 3.2 31 9.712.9 -.74.2 3.2 31 -.96.8 3.2 31 -.96.8 3.2 31 19.4 9.7 9.7 -. 31 38.7

別 その他製造業 3.4 3.4 .- 87.9 5.2 58 .3.4 3.4 -.87.9 5.2 58 ･H l.7 -.93.1 5.2 58 -. 1.7 -.93.1 5.2 58 3.4 3.4 3.4 .- 58 10.3

企 300人未満 7.7 -. 7.769.215.4 13 7.7 -. 7.769.215.4 13 -.84.615.4 13 -.84.615.4 13 15.4 7.7 7.7 -. 13 30.8

業規 300人以上 9.3 7.0 .- 76.7 7.0 43 ll.6 7.0 -.74.4 7.0 43 2.3 .- .- 90.7 7.0 43 ･- 93.0 7.0 43 16.3 9.311.6 2.3 -. 43 39.5

模別 1000人以上 4.420.0 ...73.3 2.2 45 4.417.8 -.75.6 2.2 45 I..ll.I ...86.7 2.2 45 -.ll.1 .- 86.7 2,2 45 8.9 4.4 4.4 .- 45 17.8

3000人以上 6.815.9 .- 75,0 2.3 44 6.815.9 .- 75.0 2.3 44 2.313.6 -.81.8 2.3 44 -. 6.8 .- 90.9 2.3 44 ll.4 6.8 6.8 2.3 .- 44 27.3

10000人以上 -.22.7 -.77.3 -. 22 -.22.7 -.77.3 -. 22 -. 4.5 -.95.5 .- 22 -. 4.5 -.95.5 -. 22 22 0.0

非製造業計 2.8 3,7 0.980.412.1 107 2.8 4.7 0.979,412.1 107 1.9 0.9 -.85.012.1 107 0.9 0.9 .- 86.012.1 107 4.7 2.8 2.8 1.9 0.9 107 13.1

非 建設業製造 電気 .ガス.熱供JI一ゝ -.82.417.6 17 -. 5.9 .- 76.517.6 17 -.82.417.6 17 -.82.417.6 17 17 0.0
20.020.0 -.40.020.0 5 20.020.0 -.40.020.0 5 20.0 -. ...60.020.0 5 -.80.020.0 5 20.020.020.020.0 -. 5 80.0

業莱 精美情報通信業 -.100.0 -. 13 ･-100.0 -. 13 -.100.0 -. 13 -.100.0 -. 13 13 0.0

種別 運輸業 ll.1 -. 5.666.716.7 18 ll.1 -. 5.666.716.7 18 5.6 -. -.77.816.7 18 5.6 -. -.77.816.7 18 16.711.111.1 5.6 5.6 18 50.0

卸売 り｣､売業 -. 4.9 -.87.8 7.3 41 -. 4.9 -.87,8 7.3 41 -. 2.4 -.90.2 7.3 41 -. 2.4 -.90.2 7.3 41 2.4 -. 41 2.4

その他サービス業 -.20,0 .- 80.0 -. 5 -.20.0 -.80.0 -. 5 -.100.0 -. 5 ･-100.0 -. 5 5 0.0

支 ある部協 な い議 5.712.2 0.876.3 4.9 245 5.712,2 0.876,3 4.9 245 1.6 5.7 -.87.8 4.9 245 0.4 4.5 -.90.2 4.9 245 9.0 5.7 5.7 1.6 0,4 245 22.4
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Q6CAx2 請負社員に関する事項につい Q6CAX3 請負社員に関する事項につい Q6CAX4 請負社員に関する事項につい
て､組合本部における労使協議の有無<支部 て､組合本部における労使協議の有無<団体 て､組合本部における労使協議の有無<労使 Q6CBA 請負社員における発言力
以下の対応に任せている･2> (F2AHで 交渉事項である･3> (F2AHで1以外の 協議 ･団体交渉の対象ではない ･4> (F2 A 導入の是非 (Q6CAAで1の場合
1以外の場合) 場合) AHで1以外の場合) )

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) 回答 (1)(2)(3)(4)(5) 回答 (1)(2)(3)(4)(5) 回答 (1)(2)(3)(4)(5)

導 仕 配 請 請 導 仕 配 講 話 導 仕 配 講 話 ら事 説事 た組 る労 決絶 無
人 事 置 負 負 件 人 事 置 負 負 件 人 事 置 負 負 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件
の 内 す 元 元 数 の 内 す 元 元 数 の 内 す 元 元 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数

是 容 る の と 累計 是 容 る の と 累計 是 容 る の と 累計 さに れ経 答意 が詰 る同

非 職 選 の 非 琳 選 の 非 繊 選 の れ経 る営 す見 あで 意
場 定 交 場 定 交 場 定 交 る営 側 るを る修 の

渉 捗 渉 だ側 か 述 正 下けか ら べ す に

組合本部計 ll.310.310.3 4.8 3.8 292 40.4 1.0 0.7 0,7 -. 292 2.4 72.676.776.786.688.7 292 401.4 4.032.020.012.020.012.0 25

製造業計 15,513.813.3 6.6 5.0 181 54,1 0.6 0.6 0.6 -. 181 1.7 70.275,175.187.890.6 181 398.9 -.31.621.110.526.310.5 19

輿造莱莱種 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 15.6 8.9 8.9 6.7 2.2 45 42.2 45 0.0 75.684.482.286.793.3 45 422.2 -.33.333.333.3 -. 3

31.931.929.817.014,9 47 125.5 2.1 2.1 2.1 .- 47 6.4 44.751.153.276,680.9 47 306.4 -.37.512.512.525.012.5 8

9.712.912.9 -. 31 35,5 31 0.0 67.774.274.296.896.8 31 409.7 -.50.016.7 -.16.716.7 6

別 その他製造業 5.2 3.4 3.4 1,7 1.7 58 15.5 58 0.0 87.987.987.993.193.1 58 450.0 -.50.0 -.50.0 -一 2

企莱規模別300人未満 13 0.0 7.7 7.7 7.7 -. 13 23.1 61.569.269.284.684.6 13 369.2 -.50.0 -. -.50.0 2

300人以上 7.0 7.0 7.0 .- 43 20.9 43 0.0 72.176.774.490.793.0 43 407.0 -.28.628.614.328.6 -. 7

1000人以上 24.420.017.811.111.1 45 84.4 45 0.0 64.473,375.686.786.7 45 386.7 -.50ー025.0 -.25.0 -. 4

3000人以上 20.515.915.913.6 6.8 44 72.7 44 0.0 68.275.075.081.890.9 44 390.9 ･- 20.0 .- 20.040.020.0 5

10000人以上 22.722.722.7 4.5 4.5 22 77.3 22 0.0 77.377.377.395.595.5 22 422.7 0
非製造業計 3.7 3.7 4.7 0.9 0.9 107 14.0 1.9 0.9 0.9 -. 107 3.7 77.680.479.485.086.0 107 408.4 20.020.020.020.0 -.20.0 5

非製造業莱種別支部鶴義 建設業 -. 5.9 - . 17 5.9 17 0.0 82.482.476.582.482.4 17 405.9 0

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 20.020.020.0 ... 5 60.0 5 0.0 40.040.040.060.080.0 5 260.0 -.100.0 -. 1033.333.333.3 -. 3

13 0.0 13 0.0 100.0100.0100.0100.0100.0 13 500.0

運輸業 5.6 -. 18 5.6 5.6 5.6 5.6 -. 18 16.7 55.666.766.777.877.8 18 344.4

卸売 .小売業 2.4 4.9 4.9 2.4 2.4 41 17.1 2.4 -. 41 2.4 85.487.887.890.290.2 41 441.5 ･-100.0 10･- 36.418.213.622.7 9.1 22

その他サービス業 20.020.020,0 ... 5 60.0 5 0.0 80.080,080.0100.0100.0 5 440.0

ある 13.512.212.2 5.7 4.5 245 48.2 1.2 0.8 0.8 -. -. 245 2.9 72.276.376.387.890.2 245 402.9
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(基本集計)
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Q7 正社員の適正比率
Q6CBB 仕事内容 (Q6CABで1 Q6CBC 配置する職場 (Q6CAC Q6CBD 請負元の選定 (Q6CAD Q6CBE 請負元との交渉 (Q6CA (対従業員)について労
の場合) で1の湊合) で1の場合) Eで 1の場合) 任の話し合い

(1)(2)(3) (4) (5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1) (2) (3)(4)(5) (1)(2)
ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決組 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 詩 話 無
説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 L L 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 合 合 答 数
さに れ経 答.､が詰 る同 さに れ経 答意 が護 る同 さに れ 答意 が議 る同 さに れ 答意 が護 る同 つ つ
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 て て
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の い しヽ
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 一 正 下 る な
けか ら べ す に けか ら ベ す に けか ら べ す に けか ら べ す に レヽ

組合本部計 ･- 46.726.7 6.720.0 -. 15 ･- 40.026.7 6.726.7 -. 15 -.25.025.050.0 .- 4 -.100.0 -. 1 39.151.5 9.5 507

穀造業計 -.45.527.3 -.27.3 -. ll ･- 41.725.0 -.33.3 -. 12 -.100.0 .- 2 0 41.251.7 7.1 _267

製追 電機 .電子 .情報通信機器 -.100.0 -. 1 -.50.0 -.50.0 -. 2 -.100.0 -. 1 0000 38.753.2 8.1 62莱莱 Fl鉄鋼 .化学等素材関連 -. 60.0 - . - . 40.0 -. 5 -.60.0 -. -.40.0 .- 5 -.100,0 .- 100 42.545.2 12.3 73

種別 輸送用機械 ･- 66.7 - . - . 33.3 -. 3 -.66.7 -. -.33.3 -. 3 74.423.1 2.6 39

その他製造業 -.100.0 -. 2 -.100.0-. 2 28.067.7 4.3 93

企莱 300人未満 -.100.0 - . 1-一100.0.- 1 0-.100.0 -. 10-.100.0 -. 10 00000 38.561.5 .- 39

規模 300人以上 ･- 50.025.0 -.25.0 -. 4-.40.020.0-.40.0.- 5 32.958.6 8.6 70

別 1000人以上 -.50.0 -. -.50.0 -. 2-.50.0-.-.50.0-. 2 41.151.8 7.1 56

3000人以上10000人以上 -.33.333,3 .-.33,3 -. 30-.33.333.3-.33.3-. 30 46.444.6 8.9 5670.422.2 7.4 27

非製造業計 -.33.333.333.3 .- 3-.33.3■33.333.3 -. 3 -.50.050.0 -. 2 -.100.0 -. 1 36.351.312.4 234

非 建設業製造 電気 .ガス.熱供業 給業業 情報通信業種別 運輸業卸売 .小売業その他サービス業 0-.100.0 -. 10-.50.050.0 -. 200 0･-100.0 .- 10-.50.050.0 -. 200 0-.100.0 -. 10･-100.0 -. 100 000･-100.0 .- I00 32.153.614.3 2816.766.716.7 1230.846.223.1 1343.540.316.1 6244.649.2 6.2 6524.162.113.8 29

支 ある部 ･- 50.021.4 7.121.4 -. 14 ･- 42.921.4 7.128.6 .- 14 -.25.025.050.0 .- 40 -.100.0 -. 10 40.350.4 9.3 397

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A:組合本部> 2006年6月

Q8A 過去 5年間における従業員数の
変化 A 正社員

(基本集計)
Q8B パー ト､臨時､アルバイ ト社員 Q8C 嘱託 ･契約社員

(1)(2)(3)(4)(5) ■(.1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8) (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)
割大 や 変 や 割大 無 割大 や 変 や 割大 た清 い以 し組 無 御大 や 変 や 割大 た清 い以 し組 無

以幅 や 化 や 以幅 回 件 以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件 以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件上に 増 は 減 上に す いか い本 答 数上に 増 は 減 上に 答 数 上に 増 は 減 上に す いか い本 答 数
増 え な つ 減 増増 え な つ 減減 る ら な部 増増 え な つ 減減 .る ら な部
え た か た つ ええ た か た つつ の 清 いで ええ た か た つつ の 清 いで

1た -3 だ たた っ たた を 用 は たた っ たた を 用 は
l た l ー た l 止 し 把 ー た I 止 し 把
3 3 3 3 め て 握 3 3 め て 握

組合本部計 0.815.4 8.555.217.9 2.2 507 5.934.924.1 7.9 2.4 1.2 8.3 9.7 5.7 507 6.139.326.2 7.9 1.2 0.2 3.011.2 4.9 507

■製造業計 0,717.2 6.457.716.5 1.5 267 4.932.624.7 8.2 3.7 1.9 8.211.6 4.1 267 3.736.028.8 9.7 1,9 0.4 2.613.5 3.4 267

輿造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -.19.4 3.253.224.2 -. 62 6.529.022.6 9.7 6.5 3.2 3.216.1 3.2 62 6.535.517.7 9.7 3.2 -. 1.624.2 1.6 62

1.412.3 6.858.919.2 1.4 73 4.130.123.3 6.8 2.7 1.417.8 9,6 4.1 73 4.128.837.015.1 -. 1.4 2.7 9.6 1.4 73

･- 35.9 7.743.610.3 2.6 39 15.423.135.9 2.6 .- 2.6 7.710.3 2.6 39 5.143.638.5 -. -. 2.610.3 -. 39

その他製造業 1.ill,8 7.565.611.8 2.2 93 -.40.922.610.8 4.3 1.1 4.310.8 5.4 93 1.138.725.8 9.7 3.2 .- 3.210.8 7.5 93

企莱規樵別 300人未満 ･- 5.1 2.669.223.1 -. 39 -.35.917.917.9 .- 5.1 7.7 7.7 7.7 39 5.141.0ー20.5 7,7 5∴1 2.6 5.1 2.610.3 39

300人以上 -.18.6 5.758.617.1 -. 70 8.634.324.3 8.6 5.7 -. 8.6 4.3 5.7 70 5.734.334.312.9 1.4 -. 2.9 5.7 2.9 70

1000人以上 -.21.4 7.158.910.7 1.8 56 1.828.641.1 -. 5.4 .- 12.5 7.1 3.6 56 3.639.328.610.7 1.8 -. 1.810,7 3.6 56

3000人以上 -.12.5 3.669.612.5 1.8 56 1.830.423.214.3 1.8 5.4 1.817.9 3.6 56 1.833.928.612.5 -. -.21.4 1.8 56

10000人以上 -.29.6 7.433.322.2 7.4 27 18.514.814.8 3.7 3.7 .- ll.133.3 .- 27 3.725.929.6 3.7 -. .- 37.0 -. 27

非製造業計 0.913.210.352.620.1 3.0 234 7.338.022.2 7.7 0.9 0.4 8.1 7.7 7.7 234 9.043.222.6 6.0 0.4 .- 3.0 9.0 6.8 234

非製追業莱鍾別支部協議 建設業 3.6 7.114.339.332.1 3.6 28 ･- 25.021.4 3.6 3.6 .- 17.917.910.7 28 ･..42.921.4 3.6 ... ... 7.114.310.7 28

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 ･- 25.066.7 -. 8.3 12 -.33.316.7 .- -.16.716.716,7 12 ･- 41.716.7 .- .- 25.016.7 12-.46.223.130.8 -. 13 -. 7.738.515.4 -. -. 7.723.1 7.7 13 7.723.115.415.4 .- -. 7.730.8 -. 13

運輸業 1.611.3 8.156.519.4 3.2 62 4.841.922.6 1.6 -. -. 9.7 9.7 9.7 62 8.153.214.5 3.2 -. -. 1.611.3 8.1 62

卸売 .小売業 ･- 7.7 4.656.926.2 4.6 65 16.946.215.413.8 1.5 -. -. 1.5 4.6 65 9.240.029.2 9.2 1.5 -. 1,5 3.1 6.2 65

その他サービス業 -.20.710.351.717.2 -. 29 6.927.634.5 6.9 .- 3,417.2 -. 3.4 29 24.155.213.8 -. -. 3.4 -. 3.4 29

ある 1.014.6 8.155.418.6 2.3 397 4.833.524.7 7.6 2.8 1.3 8.610.6 6.3 397 6.037.326.4 9.3 1.5 ... 2.812.1 4.5 397
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Q8D 派遣社員
(基本集計)

Q8E 請負社員
Q8Ⅹ 過去5年間における従業員数の変化
<増えた ･1+2>

(1)(2)(3)(4)(5) (6) ( 7)(8) (l)(2)(3)(4)(5)(6) (7)(8) (1)(.2)(3)(4)(5) 回答累計

割大 や 変 や 割大 た清 い以 し組 無 割大 や 変 や 割大 た清 い以 し絶 無 正 ルパ 嘱 派 請
以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件 以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件 社 バ l 託 遣 負 件
上に 増 は 減 上に す いか い本 答 数 上に 増 は 減 上に す いか い本 答 .敬 貞 イ ト 社 社 数
増増 え な つ 減減 る ら な部 増増 え な つ 減減 る ら な部 ト. 契 員 員
ええ た か た つつ の ~括 いで ええ た か た つつ の 清 いで 社臨 約
しー っ しー は ー一 つ は
1 た l 止 し 把 l た I 止 し 把 負
3 3 め て 握 3 3 め て 握 ア

組合本部計 ll.837.913.2 3.6 1.6 0.8 6.716.8 7.7 507 6.515.617.2 2.2 1.0 0.626.620.310.1 507 16.240.845.449,722.1 507 174.2

製造業計 16.544.9 9.4 3.7 2.2 0.4 3.415.7 3.7 267 10.522.l17.2 3.7 1.5 Lll8.019.9 6.0 267 18.037.539.761.432.6 267 189.1

魁 電機 .電子 .情報 21.041.9 3,2 3.2 1.6 -. 3.224.2 1,6 62 17.716.112.9 4.8 1.6 -.19.424.2 3.2 62 19.435.541.962.933.9 62 193.5

追業 通信機器鉄鋼 .化学等素材 ll.050.712.3 5.5 1.4 -. 5.5 9.6 4.1 73 6.831.516.4 4.l l.4 -.20.516.4 2.7 73 13.734.232.961.638.4 73 180.8

莱種 関連輸送用機械 33.338.510.3 2.6 -. 2.6 -.12.8 .- 39 25.623.117.9 2.6 -. 2.615.412.8 .- 39 35.938.548.771.848.7 39 243.6

別 その他製造業 10.845.210.8-3.2 4.3 -. 3.216.1 6.5 93 2.218.320.4 3,2 2.2 2.216.122.612.9 93 12.940.939.855.920.4 93 169.9

企莱規模別 300人未満 20.533.315.4 2.6 2.6 2.612.8 2.6 7.7 39 2.612.820.5 5.1 2.6 -.38.5 2.615.4 39 5.135.946.253.815.4 39 156,4

300人以上 ll.448.611.4 5.7 4.3 -. 1,411.4 5.7 70 12.914.317.1 2.9 2.9 1.422.917.1 8.6 70 18.642.940.060.027.1 70 188.6

1000人以上 8.958.9 8.9 3.6 1.8 -. 1.814.3 1.8 56 8.933,919.6 1.8 1.8 -.12.516.1 5.4 56 21.430.442.967.942ー9 56 205.4

3000人以上 21.446,4 3,6 3.6 -. -.23,2 1.8 56 12.532.110.7 5.4 -. 3.6 3.630.4 1.8 56 12.532.135.767.944.6 56 192.9

10000人以上 25.929.6 -. 3.7 -. -.37.0 3.7 27 14.814.814.8 7.4 -. -. 7,440.7 -. 27 29.633.329.655.629.6 27 177.8

非製造業計 6.430.816.2 3.4 0.9 1.310.318.412.4 234 2.1 8.515.8 0.4 0.4 -t36.321.415.0 234 14.145.352.137.210.7 234 159.4

非製追莱莱種別支部協読 建設業 3.642.917.9 -. -. 3.621.410.7 28 -.14.317.9 -. -.32.125.010.7 28 10.725.042.946.414.3 28 139.3

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 8,3 8.316.7 8.3 -. 8.3 8.325.016.7 12 ･- 8.3 -. -.41,733.316.7 12 -.16.7 .- 12 16.715.423.1 7.715.4 7.7 ... ...30.8 ... 13 15.415.4 7.7 ... ...15.446.2 ... 13 46.2 7.730.838.530.8 13 153.8

運輸業 1,629.014.5 -. 1.614.517.721.0 62 -. 6.514.5 -. -.33.921.024.2 62 12.946.861.330.6 6.5 62 158.1

卸売 .小売業 4.630.815.4 6,2 1.5 -. 9.223.1 9.2 65 1.5 9.218.5 1.5 1.5 -.32.323.112.3 65 7.763.149.235.410,8 65 166.2

その他サービス業 13,834.524.1 3.4 -. 3.413.8 3.4 3.4 29 3.4 6.920.7 -. -.62.1 3.4 3.4 29 20.734.579.348.310.3 29 193.1

ある 12.638.512.6 3.8 1.5 0.8 6.516.6 7.1 397 7.618.117.4 2.0 1.3 0.522.920.7 9.6 397 15.638.343.351.12_5.7 397 174.1

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A ‥組合本部> 2006年6月

Q8Y 過去5年間における従業員数の変化 Q9A 従業員数に対する会社の今後の
<減った ･4+5> 方針 A 正社員 Q9B パー ト､臨時､アルバイ ト社員

(1)(2)(3)(4)(5) 回 (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) (8)
正 ル パ 嘱 派 請 割大 や る現 や 割大 無 割大 や る現 や 割大 る活 定今 し組 無

杜 バ l 託 遣 負 件 答 以幅 や つ在 や 以幅 回 件 以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件
員 イ ト 社 社 数 上に 増 もの 減 上に 答 数 上に 増 もの 減 上に す なも い本 答 数

ト. 契 員 員 累計 増増 や り人 ら 減減 増増 や り人 ら 減減 る い活 な部

社臨 約 やや す は数 す らら やや す は数 す らら の 用 いで
見時 杜 すす なを すす すす なを すす を す は

負 l い変 ー l い変 l 止 る 把
ア 3 え 3 3 ス_ 3 め 予 握

組合本部計 73,210.3 9.1 5.1 3.2 507 100.8 2.639.428.822.5 1.4 5.3 507 1.221.331,010.3 .- 0.4 7.323.3 5.3 507

製造業計 74.212.011.6 6.0 5.2 267 109.0 0.741.630.321.3 0.7 5.2 267 -.16.134.1 9.7 -. 0.7 8.225.8 5.2 267

製追 電機 .電子 .情報通信機器 77.416.112.9 4.8 6.5 62 117.7 1.651.630.6 6.5 -. 9.7 62 ･.. 8.143.5 8.i ... i.6 4.829.0 4.8 62

莱莱 P鉄鋼 .化学等素材関連 78.1 9.615.1 6.8 5.5 73 115.1 -.37.026.030.1 -. 6.8 73 -.12.330.111.0 -. -.15.123.3 8.2 73

種別 輸送用機械 53.8 2.6 -. 2.6 2.6 39 61.5 -.61.517.920.5 -. 39 -.12.835.912.8 -. 2.610.323.1 2.6 39

その他製造業 77.415.112.9 7.5 5.4 93 118.3 1.130.138.724.7 2.2 3.2 93 -.25.830.1 8.6 -. -. 4.326.9 4.3 93

企業 300人未満 92.317.912,8 5.1 7.7 39 135.9 ･- 33.333.323.1 2.6 7.7 39 --17.930.817,9 -. -. 7.715.410ー3 39

規模 300人以上 75.714.314.310.0 5.7 70 120.0 1.445.731.417.1 .- 4.3 70 -.20.040.0 7.i -. -. 7.121.4 4.3 70
別 1000人以上 69.6 5.412.5 5.4 3.6 56 96.4 -.33.935.725.0 -. 5.4 56 ･..16.137.5 7.1 日.14.319.6 5.4 56

3000人以上 82.116.112.5 3.6 5.4 56 119.6 1.842.923.228.6 -. 3.6 56 ･- 10.737.5 5.4 -. 3.6 1.837.5 3.6 56

10000人以上 55.6 7.4 3.7 3.7 7.4 27 77.8 -.51.925,918.5 -. 3.7 27 ･..ll.114.818.5 ... ...ll.144.4 ... 27

非製造業計 72.6 8.5 6.4 4.3 0.9 234 92.7 4.736.826.924.4 2.1 5.1 234 2.627.426.511.1 -. -. 6.420.5 5.6 234

非製 建設業 71.4 7.1 3.6 -. 28 82.i -.60.725.014.3 -. 28 I..17.9 2l . 4 7.i ... ... 7.132.l14.3 28

追莱 電気 .ガス .熱供給業 66.7.16.716.7 8.3 -. 12 108.3 16.716.716.733.3 8.3 8,3 12 ･..25.0 ... ...16.750.0 8.3 12

莱種 tコ情報通信業 30.815.415.423.1 -. 13 84.6 7.723.138.515.4 -ー15.4 13 -. 7.730.8 -. -.53.8 7.7 13

別支部 運輸業 75.8 1.6 3.2 -. 62 80.6 9.732.330.621.0 -. 6.5 62 -.17.724.216.1 .- .- 8.127.4 6.5 62

卸売 .′ト売業 83.115.410.8 7.7 3.1 65 120.0 ･- 38.523.132.3 3.1 3.1 65 4.649.227.712.3 -. -. 4.6 1.5 65

その他サービス業 69.0 6.9 -. 3.4 -. 29 79,3 -.37.937.917.2 -. 6.9 29 ･- 13.841.410.3 -. -.20.710.3 3.4 29

ある 74.110.310.8 5.3 3.3 397 103.8 2.338.528.223.7 1.3 6.0 397 0.519.631.5 9.3 -. 0.5 8.124.7 5.8 397
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Q9C 嘱託 ･契約社員 Q9D 派遣社員 Q9E 請負社員
(基本集計)

(1)(2)(3)(4 ) (5)-( 6)( 7)(8) (1)(2)(3) ( 4)(5)(6)( 7)(8) (1)(2)(3) ( 4)(5)(6) (7)(8)割大 .や る現 や 割大 る措 定今 し組 無以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件上に 増 もの 減 上に す なも い本 答 数増増 や り人 ら 減減 る い活 な部やや す は数 ■す らら の 用 いです首 だ菱 す言 霊 喜 違

割大 や る現 や 割大 る措 定今 し絶 無以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件 -上に 増 もの 減 上に す なも い本 答 数 割大 や る現 や 割大 る活 定今 し絶 無以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件上に 増 もの 減 上に す なも い本 答 数
増増 や り人 ら 減減 る い括 な部 増増 や り人 ら 減減 る い活 な部
やや す は数 す らら の 用 いで やや す は数 す らら の 用 いで

すす だ菱 す言 霊 喜 違 すす なを すす を す はよ い警 主 法 享 歪

組合本部計 1.627.430.0 8.1 0.4 0.2 2.624.1 5.7 507 1.217.225.2 9.5 1.4 1.6 5.530.4 8.1 507 0.8 8.920.9 4.1 0.2 1.220.333,510.1 507

製造業計 0.721.334,5 7.5 .- 0.4 2.227.7 5.6 267 1.1 20.226.213.9 1.9 0.7 3.427.3 5.2 267 1.112.023.2 7.5 0.4 1.116.132.2 6.4 267

型 電機 .電 子 .情報 1.616.135.5 6.5 .- -.35.5 4.8 62 ･- 14.525.811.3 3.2 -. 3.238.7 3.2 62 -.ll.314.511.3 1.6 -.17.740.3 3.2 62

近莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 1.419.237.0 9.6 -. -. 2.721.9 8.2 73 ･1.419.224 .717.8 1.4 .- 5.523.3 6.8 73 1.4 6.828.8_9.6 -. 1.416.430.1 5.5 73

莱荏 関連輸送用機 械 -.17.938.510.3 .- -. 5.125.6~2.6 39 2.615.435.920.5 -. 2.6 -.20.5 2.6 39 2.612.830.812.8 -. 2.615.420.5 2.6 39

別 その他製造業 -.28.030.1 5.4 -. 1.1 2,228.0 5.4 93 1.126.923_7 9.7 2.2 1.1 3.225.8 6.5 93 1.116.121.5 1.1 日. 1.115. 133.310.8 93

企 300人未満 -.15.435.917.9 -. -. 2.615.412.8 39 2.612.828.212.8 -. 2.612.817.910.3 39 2.6 5.117.9 10.3 -. -.35.917.910.3 39

莱規 300人以上 -.22.938.6 7.1 -. 1.4 1.422.9 5.7 70 -.21.422.920.0 4.3 1.4 1.422.9 5.7 70 -.14.318.6 7.1 -. 2.920.030.0 7 .1 70

模別 1000人以上 1.826.830.4 7.1 .- -. 3.625.0 5.4 56 1.830.423.214.3 .- .- 1.823.2 5.4 56 1.819.621.410.7 -. -. 8.928.6 8.9 56

3000人以上 -.16.144.6 3.6 .- -.33.9 1.8 56 1.823.230.4 8.9 3.6 -. .- 32.1 -. 56 1.812.533.9 3.6 1.8 1.8 1.842.9 .- 56

10000人以上 -.22.214,8 7.4 -. -.55.6 -. 27 ･.. 7,422.214.8一-. .- 51.9 3;7 27 -.25.911.1 -. -. 7.455.6 -. 27

非製造業計 2.634.623.9 9.0 0,9 -. 3.020.1 6.0 234 1.313.223.5 4.7 0.9 2.6 8,134.211.5 234 0.4 5.1 17.5 0.4 ... 1.325.235.514.5 234

非 建設業 ･- 25.021.4 7.1 -. -. 3.628.614.3 28 -.21.425.0 3.6 -. -.35.714.3 28 ･ - 7.117.9 3.6 .- -.21.435.714.3 28

製追 電気 .ガス.熱供 -.16.741.7 -. -.33.3 8.3 12 -. 8.316.7 -. -. 8.3 8.350.0 8.3 12 -. 8.3 -. -.33.350.0 8.3 12

業莱 給業情報通信業 7.7 7.715.4 .- -.61.5 7.7 13 ･- 15.415.4 -. -.61.5 7.7 13 -.15.415.4 .- -.61.5 7.7 13

種別支 運輸業 -.38.714.516.l l.6 -. 3.221.0 4.8 62 -. 8,119.4 3.2 -. 4.811.333.919.4 62 -. 6.511.3 -. .- 27.433.921.0 62

卸売 .小売業 4.638.532.3 9.2 .- -. 1.512.3 1.5 65 1.515.426.2 7.7 3.1 -. 6.236.9 3.1 65 -. 4.624.6 -. -. 1.518.540.010.8 65

その他サービス業 3.444.820.7 3.4 3.4 -. 6.910.3 6.9 29 -.~17,231.0 6.9 -. 3.413.820.7 6.9 29 3.4 -.20.7 -. -. 3.444.820.7 6.9 29

ある i.327.531.0 7.I ... 0.3 2..525.2 5.3 397 0.818.126.7 9.3 1.3 0.8-5.030.2 7.8 397 0.8 8.822.9 5.3 0.3 0.817.634,0 9.6 397

部紘義 ない 3.128.926.812.4 1.0 -. 3.118.6 6.2 97 2.114.422.7 7.2 1.0 5.2 8.229.9 9.3 97 1.010.314.4 - . - . 3.127.832.011.3 97

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q9Ⅹ 従業員に対する会社の今後の方針< Q9Y 従業員に対する会社の今後の方針< QIO 非正社員の採用､活用に対する QllA 非正社員の組合員化状況 A
増やす ･1+2> 減らす ･4+5> 労働組合の方針 パー ト社員

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) 回答累 (1)(2)(3)(4)(5) 回答累汁 (1)(2)(3) (4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)

正 ルパ 嘱 派 請 正 ルパ 嘱 派. 請 い積 の活 役非 べ非 確組 無 て全 合組 組- い組 は該 無
社 ノミl 託 遣 負 件 社 バ I 託 遭 負 件 く極 任用.割正 き正 な合 回 件 い員 員織 合部 な合 い当 回 件
員 イ ト 社 社 数 員 イ ト 社 社 数 べ的 事す に社 で仕 方と 答 数 る組 に化 員組 い員 なす 答 数

社臨 約 杜塩 約 だ清 明が どは な-は はて 員 つ象 を員 は 非

負 負 L に社 る助 用 いに な いは 討更 え 杜
ア ア て 員 的 す 明 つ る組 中に て 員

組合本部計 42.022.529.018.3 9.7 507 121.5 23.910.3 8.510.8 4.3 507 57.8 13.046.219.1 2.217.2 2.4' 507 3.7 3.410.559.615.4 7.5 507

製造業計 42.316.122.121.313.1 267 115.0 22.1 9.7 7.515.7 7.9 267 62.9 7.150.623.6 2.216.5 -. 267 1.1 0.4 5.671.515.4 6.0 267

製造莱莱種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素 材関連輸送用機 械 53.2 8.117.714.511.3 62 104.8 6.5 8.1 6.514.512.9 62 48.4 1.648.427.4 -.22.6 .- 62 1,6 1.6 3.277.412.9 3.2 62
61.512.817.917.915.4 39 125.6 20.512.810.320.512.8 39 76.9 5.159.030.8 -. 5.1 -_. 39 ･- 2.666.720.510.3 .39

その他製造業 31.225.828.028.017.2 93 130.1 26.9 8.6 5.411.8 1.1 93 53.8 9.753.818.3 2.216.1 -. 93 1.1 .- 7.574.2 8.6 8.6 93

企莱規模別 300人未満 33.317.915.415.4 7.7 39 89,7 25.617.917.912.810.3 39 84.6 7.756.423.1 2.610.3 .- 39 2.6 -. 5.169.217.9 5.1 39

300人以上 47.120.022.921.414.3 70 125.7 17.1 7.1 7.124.3 7.1 70 62.9 5.738.630.0 2.922.9 -. 70 -. 4.374.317.1 4.3 70

1000人以上 33.916.128.632.121.4 56 132.1 25.0 7.1 7.114.310.7 56 64'.3 5.453.619.6 3.617,9 -. 56 3.6 -. 7.167.916.1 5.4 56

3000人以上 44.610.716.125.014.3 56 110.7 28.6 5.4 3.612.5 5.4 56 55.4 7.155.421.4 .- 16.1 -. 56 ･- 5.482.112.5 -. 56

10000人以上 51.911.122.2 7.4 -. -27 92,6 18.518.5 7.414.811.1 27 70.4 ll.166.714.8 -. 7.4 -. 27 -. 3.7 -.59.314.822.2 27

非製造業計 41.529.937.214.5 5.6. 234 128.6 26.511.1 9.8 5.6 0.4 234 53.4 19.741.914.1 2.117.1 5.1 234 6.8 6.016.246.215.4 9.4 234

非製造莱莱種別支部紘革 建設業 60.717.925.021.4 7.1 28 132.1 14.3 7.1 7.1 3.6 3.6 28 35.7 7.153,6 3.6 .- 35.7 -. 28 -.67.925.0 7.1 28

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 33.3 -.16.7 8.3 -. 12 58.3 41.7 -. 12 41,7 -.25.016.7 .- 50.0 8.3 12 -.16.758.316.7 8.3 1230.8 7.715.415.415.4 13 84.6 15.4 .- 13 15.4 23.161.5 -. -.15.4 -. 13 7.7 -. 7.753.830.8 .- 13

運輸業 41.917.738.7 8.1 6.5 62 112.9 21.016.117.7 3.2 -. 62 58.1 12.937.125.8 4.811.3 8.1 62 1.6 1.6 8.151.621.016.1 62

卸売 .小売業 38.553.843.116.9 4.6 65 156.9 35.412.3 9.210.8 -. 65 67.7 32.344.6 3.1 -.12.3 7.7 65 18.516.930.821.5 1.510.8 65

その他サービス業 37.913.848.317.2 3.4 29 120.7 17.210.3 6.9 6.9 -. 29 41.4 13.844.817.2 .- 20.7 3.4 29 -.13.858.624,1 3.4 29

ある 40.820.228.718.9 9.6 397 118.1 24.9 9.3 7.110.6 5,5 397 57.4 ll.647.419.6 1.817.4 2.3 397 3.5 3.5 9.360.216.4 7.1 397
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QllB 嘱託 ･契約社員 QllC 課長相当の管理職
(基本集計)

QllX 非正社員の組合員化の QllY 非正社員の組合員化の
検討状況<組合員化している非正 検討状況<組合員化は考えていな
社員がいる･1+2+3> い ･4>

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3) 回 (1)(2)(3) 回答累計

て全 合組 組- い組 は虚 無 て全 合組 組- い組 無 パ 嘱 課 パ 嘱 課

い ､合,. な合 い ′ 口 い ､合p な合 回 託 答 . 託
る組 に化 員粗 い見 なす 客 数 る組 に化 員粗 い負 答 数 ト 相 数 ト 相 数

合 な , 合 いる 合 な ､ 合 ヒ 土 累 ′
員 つ象 を員 は 非 且 つ象 を員 は 員 約 の 員 約 の

に て 正 に て 計
な いは 討更 え 杜 な いは 討更 え 員 理 負 理
つ る組 中に て 負 つ る組 中に て 職 職

組合本部計 3..4 6.ll7.960.7 7.1 4.7 507 2.8 4.5 3.778.710.3 507 17.627.411.0 507 56.0 59.660.778.7 507 199.0

穀造業計 0.4.2.211.273.0 7.9 5.2 267 0.4 1.5 2.687.3 8.2 267 7.113.9 4.5 267 25.5 71.573.087.3 267 231.8

A造莱莱種別 電機 .亀子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連 ■輸送用機械 -. 4.8 8,179.0 4.8 3.2 62 -. 1.6 4.883.9 9.7 62 6.512.9 6.5 62 25.8 77.479.083.9 62 240.3

I.4 1.415.168.512.3 1.4 73 -ー 2.7 1.484.911.0 73 8.217.8 4.1 73 30.1 65.868.584.9 73 219.2

･- 2.610.369.2 2.615.4 39 -.94.9 5.1 39 2.612.8 -. 39 15.4 66.ー769.294.9 39 230.8

その他製造業 -. 1.110.874.2 8.6 5.4 93 1.l l.1 3.288.2 6.5 93 8.611.8 5.4 93 25.8 74.274.288.2 93 236.6

企莱規樵別 300人未満 -. 2.6 7.769.220.5 -. 39 -. 2.692.3 5.1 39 7.710.3 2.6 39 20.5 69.269.292.3 39 230.8

300人以上 ･- 2.911.472.9 8.6 4.3 70 ･- 1.492.9 5.7 70 4.314.3 1.4 70 20.0 74.372.992.9 70 240.0

1000人以上 1.8 -. 8.980.4 5.4 3.6 56 -. 5.483.910.7 56 10.710.7 5.4 56 26.8 67.980.483.9 56 232.1

3000人以上 -.12.583.9 3.6 .- 56 -. 1.8 3.691,1 3.6 56 5.412.5 5.4 56 23.2 82.183.991,1 56 257.1

10000人以上 -. 7.4 7.455.6 3.725.9 27 -. 3.7 .- 74.122.2 27 3.714.8 3.7 27 22.2 59.355.674.1 27 188.9

非製造業計 6.8 9.826.147.0 6.0 4.3 234 5.6 7.7 4.769.712.4 234 29.142.717.9 234 89.7 46.247.069.7 234 162.8

非A達莱莱種別支部協a 建設業 ･- 3.689.3 7.1 .- 28 10.7 3.6 3.671.410.7 28 ･- 3.617.9 28 21.4 67.989.371.4 28 228.6

電気 .ガス .熱供給菓情報通信業 -. 8.316.758.3 8.3 8.3 12 -. 8.3 -.83.3 8.3 12 16.725.0 8.3 12 50.0 58.358.383.3 12 200.0･- 30.861.5 7.7 -. 13 -.30.8 -.53.815.4 13 15.430.830.8 13 76.9 53.861.553.8 13 169.2

運輸業 6.514.529.038.7 3.2 8.1 62 1.6 1.6 -.80.616.1 62 ll.350.0 3.2 62 64.5 51.638.780.6 62 171.0

卸売 .小売業 16.910.824.636.9 4.6 6.2 65 9.213.810.855.410.8 65 66.252.333.8 65 152.3 21.536.955.4 65 113.8

その他サービス業 ･- 10.341.441,4 6.9 -. 29 6.9 3.410.369,010.3 29 13.851.720.7 29 86.2 58.641.469.0 29 169.0

ある 4,0 4.817.661.7 7.1 4.8 397 2.8 4.8 3.878.110.6 397 16.426.411.3 397 54.2 60.261.778.1 397 200.0

･連合総研 労働者参加.労使コミュニケ-ション調査<A :組合本部> 2006年6月

鮎 晶会 .誓現 員謡 Pする理由 A パ~ ト､肺 ､アルバイト社員 (F2ACで1以 Q12B 嘱託 .契約社員 (F2AEで1以外の場合 .3つ以内選択)
(基本集計)

(1)(2) (3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 回答累計

人 応業 な正 延換 力白 い業 出正 の取 高 務正 を正 雇 無 人 応業 な正 延操 力白 い業 出正 'の取 高 務正 を正 雇 無

い土 が生 る 土人弓 に土 土 用 回 い土 が生 る 土人 一 年 に土 土 用 回

費 る生 見 に:必に 量 る員 鼻先 齢 つ旦 減員 調 答 数 葬 る生 見 に :必に 量 る員 鼻先 齢 つ員 減員 調 答 数
の な が で 受 . か の . を の な が で 受 . かを の

削 変 採 応業 でい 増 務な 入系 の せ高 る労 が 削 変 採 応業 でい 増 務な 入系 の せ高 る労 がIh
用 時 あ I 加 の ダー るLR 容 日 加 のく q る久 谷

す に で る閉 る業 し たて 請か 雇 な 負 易 す に で る閉 る業 し たて 請か 雇 な 負 易
る 対 き の 能 て めも ら 用 業 荷 る 対 き の 能 て めも ら 用 業 荷

組合本部計 49.645.1 8.1 7.4 1.419.535.6 .- 9.3 8.615.714.710.5 421 215.0 32,923.311.1 4.018.016.213.3 3.142.4 6.410.9 7.812.0 450 189.6

製造業計 49.150.0 7.2 4.1 0.921.632.9 -. 7.2 6.814.0-18.012.2 222 211.7 30.325.6 8.0 2.919.317.612.6 2.939,5 6.7 9.7 9.214.3 238 184.5

製逮莱莱種 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 36.843.910.5 1.8 -.24.635.1 .- 10.5 8.814.015.817.5 57 201,8 18.223.610.9 1.829.116,4 3.6 5.547.3 5.5 5.512.712.7 55 180.0

53.855.8 9.6 3.8 1.915.430,8 -. 9.6 3.8 7.723.111.5 52 215.4 30.621.0 4.8 3.222.616.117.7 3.233.9 3.2 6.511.322.6 62 174.2

30.348.5 -. 6.1 3.027.330.3 -. 9.1 3.012.115.215.2 33 184.8 23.731.6 5.3 5.3 10.521.1 7.9 -. 44.7 5.313.2 5.315.8 38 173.7

別 その他製造業 62.551.3 6.3 5.0 -.21.333.8 .- 2.5 8.818.817.5 7.5 80 227.5 41.027,7 9.6 2,414.518.116.9 2.436.110.813.3 7.2 8.4 83 200.0

企莱規模別 300人未満300人以上1000人以上 64.342.910.7 7.1 3.625.028.6 -. 7.1 7.121.4 -. 7.1 28 217.9 46.918.8 9.4 9.4 6.315.612.5 3.143.8 .- 15.6 6.312.5 ′32 187.5

50.046.612.l l.7 -.22.439.7 -. 8.6 8.615.524.1 8.6 58 229.3 28.318.3 6.7 3.323.315.011.7 3.346.7 6.711.711.711.7 60 186.7

48.050.0 -. 2.0 .- 12.026.0 -. 2.0 4.014.016.020.0 50 174.0 28.332,1 5.7 -.17.017.013.2 3.832.1 7.5 9.4 9.415.1 53 175.5

3000人以上 58.750.010.9 4.3 2.226.139.1 -.10.9 6.513.026.1 4.3 46 247.8 38.528.815.4 .- 25.021,211.5 1.936.511.5 9.611.5 9.6 52 211.5

10000人以上 25.062.5 -. 8.3 -.20.829.2 -. -. 8.3 8.312.516.7 24 175.0 8.032.0 .- 8.024.016.016.0 -.36.0 4.0 4.0 -.20.0 25 148.0

非製造業計 50.538.7 9.311.3 2.117.539.2 -.ll.310.817.011.3 8.8 194 219.i 36.220.315.0 5,316.414.514.5 3.445.9 6.312.1 6.3 9.7 207 196.1

非 建設業輿造 電気 .ガス .熱供業 籍業業 情報通信業種別 運輸業 30.030,010.0 -. -.45.020.0 -. 5.0 5,030,0 -.15.0 20 175.0 8.316.7 8.3 4.212.545.8 4.2 8.350.0 4.237.5 -.12.5 24 200.0

ll.166.7 .- -.22.255.6 .- ll.1 -.55.6 -. 9 222.2 9.118.2 -. -.27.3 -.27.3 9.154.5 -. 9.1 -ー18.2 11 154.5

44.433.3 -. -.ll.122.233.3 -. -.ll.1 -.22.222.2 9 177.8 30.830.8 .- .- 15.4 7.723.1 -.30.8 7.7 -. .- 30.8 13 146.2

53.138.816.3 4.1 日. 2.024.5 ...20.4 2.0 8.216.314.3 49 185.7 49.017.617.6 3.9 5.9 7.813.7 2.060.8 5.9 7.8 7.8 5.9 51 200.0

卸売 りJ､売業 57.835.9 3.126.6 3.117.253.1 -. 7.818.823.4 7.8 3.1 64 254.7 29.514.814.8 8.227,914.819.7 .- 41.0 8.211.5 3.3 8.2 61 193.4

その他サービス業 42.942.914.3 9.5 4.823.847.6 -.14.314.3 9.514.3 9.5 21 238.1 56.036.020.0 4.012.012.012.0 8.040.0 8.0 8.016.0 4.0 25 232.0

支 ある部協 ない読 49.447.6 7.3 6.7 1.218.935,7 -. 8.5 8.516.515.5 9.8 328 215.9 32.025.611.0 3.918.515.412.6 2.542.1 6.7.ll.2 8.411.5 356 190.2

-210-



･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q12C 派遣社員 (F2AGで1以外の場合 ･3つ以内選択) Q12D 請負社員 (F2AHで1以外の場合 ･3つ以内選択)
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)( 7)(8)(9)(10)(ll) (12)人 応業 な正 延換 力自 い業 出正 の取 .高 務正 を正 雇 無件 す務 い社 長業 が杜 る務 来社 人引 年 に社 軽社 用 回 件費 る畳.員 に .必に 量 る員 鼻先 齢 つ員 減員 調 答 数を の を 対営 要な が 業で 受 . 者 かを すの 整削 変 採 応業 でい 増 務な 入系 の せ高 る労 が減 動 用 す時 あ職 加 のく 要列 再 る度 働 容す に で る間 る業 し たて 請か 雇 な 負 易る. 対 き の 能 て めも ら 用 業 荷 回答累計 (1) (2)(3)(4)(5)(6)( 7) (8) (9)(10) (ll) (12)人 応業 な正 延換 力自 い業 出正 の取 高 務正 を正 雇 無件 す務 い社 長業 が社 る務 来社 人引 年 に杜 軽社 用 回 件昇 る量 鼻 に .必に 量 る員 鼻先 齢 つ鼻 減員 訴 答 数を の を 対営 要な が 業で 受 . 者 かを すの 整削 変 採 応業 でい 増 務な 入系 の せ高 る労 が波 動 用 す時 あ職 加 のく 要列 再 る度 働 容す に で る閉 る業 し たて 請か 雇 な 負 易る 対 き の 能 て めも ら 用 業 荷 回答累計

組合本部計 36.244.010.6 4.811.823.619.6 2.3 2.0 5.517.319.814.1 398 197.5 30.835.3 4.8 4.8 8.917.812.7 1.7 2.4 5.112.011.634.6 292 147.9

製造業計 44.053.811.5 3.812.427.820.5 0.4 2.6 7.717.123.1 9.8 234 224.8 38.145.3 4.4 6.1 7.221.016.6 0.6 3.3 7.212.216.023.8 181 177.9

型 電機 .電 子 .情報 35.264.813.0 3.722.233.3 9.3 1.9 .- 5.6 9.318.5 7.4 54 216.7 24.455.6 6.7 8.911.1 22.217.8 .- - . 6.711.1 22.222.2 45 186.7

造莱 通信機器鉄鋼 .化 学 等素材 42.952.411.1 3.215.923.828.6 .- 4.8 3.217.527.012.7 63 230.2 44.746.8 2.1 -. 8.519.129.8 2.1 6.4 8.5 8.519.117.0 47 195.7

莱種 関連輸送用機 械 46.256.4 5.1 5.1 7.725.612.8 - . 5.112.820.517.910.3 39 215.4 38.751.6 -.12.9 3.222.6 3.2 -. 3.2 9.712.916.1 22.6 31 174.2

別 その他製造業 50.0 46.214.1 3.8 5.128.225.6 -. 1.310.320.525.6 9.0 78 230.8 43.132.8 6.9 5.2 5.220.712.1 .- 3.4 5.215.5 8.631.0 58 158.6

企 300人未満 50,050.013.310.0 -.30.013.3 -. 6.7 -.26.733.3 6.7 30 233.3 38.553.8 7.7 7.7 -.38.5 7.7 -.30.8 -.15.415.415.4 13 215.4

莱規 300人以上 33.957.114.3 -.23.228.614.3 1.8 1.8 5.419.626.8 8.9 56 226.8 34.932.6 4.7 -.18.614.011.6 2.3 -. 4.723.323.327.9 43 169.8

模別1000人以上 50.956.6 9.4 5.7 9.424.526.4 .- 3,8 5.711.326.4 7.5 53 230.2 46.746.7 2.211.1 2.222.222.2 -. -. 4.4 8.911.120.0 45 177.8

3000人以上 56.954.915.7 2.015.729.425.5 .- 2.015.715.719.6 3.9 51 252.9 50.056.8 9.1 6.8 4.525.025.0 -. 2.313.6 9.120.513.6 44~222.7

10000人以上 30.861.5 3.8 3.8 7.730.815.4 -. -.ll.515.4 7.715.4 26 188.5 22.759.1 .- 9.1 9.122.7 9.1 -. -. 9.1 9.113.618.2 22 163.6

非製造業計 23.830.0 9.4 6.310.617.518.8 5.0 1,3 2.516.915.020.6 160 156.9 17.818.7 5.6 2.811.213.1 6.5 2.8 0.9 1.910.3 4.753.3 107 96.3

非 建設業 16.733.3 8.3 -. .- 45.812.5 .- 4.2 .- 33.3 4.220.8 24 158.3 5.917.6 5.9 5.911.841.211.8 -. 5.9 .- 23,5 -.41.2 17 129.4

製追 電気 .ガス .熱供 ･ - 75.0 .- 12.512.512.537.5 -. -.37.512.5 -. 8 200.0 - 20.0 ..- - 80.0 5 20.0

莱莱 絵美情報通信業 46.215.4 .- .- 15.430.838.5 -. -. 7.7 7.7 -.30.8 13 161.5 38.538.515.4 -.23.123.115.4 -. -. 7.7 .- 30,8 13 161.5

卸売 .小売業 ll.825.5 9.8 9.817.611.8 9.813.7 - . 2.015.717.619.6 51 145.1 7.322.0 2.4 2.4 12.2 7.3 2.4 7.3 -. .- 7.3 9.856.1 41 80.5

その他サービス業 40.046.713.3 6.7 -. -.46.7 .- -.13.313.326,713.3 15 206.7 20.0 -.20.0 -.20.0 .- 20.0 -. .- 20.0 .- -.60.0 5 100.0

支 ある 36.746.110.0 4.712.224.121.0 1.9 2.5 5,618.520.111.9 319 203.4 33.1 38.8 4.9 4.9 8.218.414.7 1.6 2.4 5.711.812.7 30.2 245 157.1

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年6月

Q13 過去5年間における雇用調整の実施状況 (複数選択)
Q14 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要な Q15A 過去 5年間に
こと (2つ以内選択) おける組織再編

(I)(2)(3) (4)(5)(6)(7)(8).(9)(10)(ll)(12)(13)(14) 回答累計 (1) (2)(3)(4)(5)(6)(7) 回 (1)(2)

正 遇希 出 労操 グワ 時 配 職 停薪 停中 .パ 削派 そ な雇 無 析労 議労 応労 の労 な縫 取経 そ 無 れ組 れ絶 無

社 退望 向 働業 間 置 種 止卒 止途 雇 減遣 の か用 回 件 能働 事使 力使 強働 情営 組営 の 回 件 答累計 た織 な織 回 件

旦 職退 . 日時 ク 外 転 転 採 採 用 ト 他 つ訴 答 数 力組 項協 の協 化組 報側 み情 他 答 数 再 か再 答 数
の の職 転 数間 シ 労 換 換 用 用 契な 請 た整 の合 の議 強議 合 交と の報 編 つ編
解 寡や 籍 のの エ 働 の の 約ど 負 は 強の 拡機 化機 の 換の 強開 が たは
雇 集早 削短 ア の 削 削 停の 社 何 化経 大関 開 発 の日 化示 実 実

期 減縮 リp削 減 減 止解 負 も 宮 の の 言 強常 - 施 施
優 ン 減 . 雇 の し 分 付 対 力 化的 の さ さ

組合本部計 3.232.342.8 3.2 1.625.624.915.037.912.411.610.1 0.820.9 3.7 507 242.2 63.9 4.722.724.359.810.8 1.2 0.6 50 187.4 56.441.8 1.8 507

製造業計 1.931.846.8 4.5 2.228.526.613.537.515.415.014.2 -.19.9 3.7 267 257.7 65.2 3.721.724.058.8 9.7 2.2 1.1 26 185.4 57.740.1 2.2 267

製造莱莱種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機 械 3.238.745.2 6.5 4.837.125.812.941.916,122.-624.2 .- 17.7 1.6 62 296.8 74.2 3.214.524,261.3 9.7 1.6 -. 62 188.7 59.740.3 -. 62

1.430.160.3 6.8 1.427.437.016.432.9 9.611.0 8.2 -.13.7 2.7 73 256.2 63.0 6.823.313.767.1 5.5 2.7 -- 73 182.2 61.635.6 2.7 73

-.23.143.6 2.6 -.25.623.110.335.925.615.4.20.5 -.25.6 7.7 39 251.3 74.4 2.615.420.548.715.4 7.7 -. 3 184.6 64.135..9 .- 39

その他製造業 2.232,338.7 2.2 2.224.720.412.938.715.112.9 9.7 -.23.7 4.3 93 ,235.5 57.0 2.228.033.354.810.8 ー- 3.2 93 186.0 50.545.2 4.3 93

企莱規模別 300人未満 ･.-.38.525,6 -. 2.623.l30.810.353.820.515.4 5.1 ...17.9 2.6 39 243.6 59.0 5.123.128.256.412.8 -. 3 184.6 35.964.1 ... 39

300人以上 2..932.945.7 8.6 4.331.424.310.034.314.321.418.6 -.18.6 -. 70 267.1 72.9 5.720.028.645.712.9 -. 1.4 7 185.7 44.354.3 1.4 70

1000人以上 3.625.044.6 1.8 -.30,417.9 8.935.7 8.9 5.410.7 -.23.2 3.6 56 216.1 67.9 7..125.021.460.7 7.l l.8 1.8 5 191.1 66.128.6 5.4 56

3000人以上 -.41.162.5 7.l l.832.142.928.637.519.619.612.5 -.16.1 3.6 56 321.4 62.5 -.25.025.067.9 8.9 -. 56 189,3 69,630.4 -. 56

10000人以上 -.18.563.0 3.7 3.718.529.614,833.318.514.829.6 -.18.5 7.4 27 266.7 59.3 .- 22.2 7.470.4 3.714.8 .- 27 177.8 85.214.8 .- 27

非製造業計 4.332.538.5 1.7 0.922.222.216.238.9 9.4 8.1 5.l l.722.2 3.8 234 223.9 62.4 5.624.424.860.312_0 -. -. 23 189.3 54,744.0 1.3 234

非 建設業輿造 電気 .ガス .熱供業 袷業菜 情報通信業種別 運輸業 7.164.346.4 -. .- 14.332.125.053.6 3.6 7.1 .- -.10.7 3.6 28 264.3 78.6 3.635.725.046.4 3.6 .- 2 192.9 46.450.0 3.6 28

-.41.750.0 -. -.25.033.325.050.0 -. .- 8.3 8.3 12 233.3 50.0 -. 8.316.791.7 8.3 -. 12 175.0 66.733.3 .- 12

-.23.161.5 -. -.38.515.4 7.738.5 7.7 7.715.4 -.30.8 -. 13 246.2 76.9 -.23.123.169.2 -. 1 192.3 76.923.1 .- 13

3.222.632.3 3.2 3.214.514.512.924.2 9.7 6.5 1.6 1.632.3 9.7 62 182.3 66.1 6.525.824.253.211.3 -. 6 187.1 45.253.2 1.6 62

その他サービス業 -.24.127.6 3.4 .- 24,120.717,241.4 3.424.110.3 -.20.7 -. 29 217.2 58.6 -.24.124.169.017.2 .- 2 193.1 41.458.6 -. 29

支 ある部協 ないA 2.034.845.3 3.0 1.325.425.716.139.813.612.3 9.8 0.519.4 4.0 397 249,1 65.0 3.323.722.762.2 9.3 1.5 0.8 397 187.7 60.237.5 2.3 397

一､211-



(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<A :組合本部> 2006年 6月

Q15BA 組織再編において組合

諾 孟宗 莞鮎 号労窟撃欝 詣 号嘉嘉謁 し警禁書緊 誓言銭 貨 岩ム与是.C時篤誉£芹警管こぞ幣 Q15BX 組織再編において組合の
する施策に対し､組合員の納得を得 に理解させた上で実施できた (Ql 対応でき満足している (Q15Aで Q15BD 労使協議は総じてうま 果たした役割<そう思う･1+2>(
られた (Q15Aで1の場合) 5Aで1の場合) 1の場合) く機能した (Q15Aで1の場合) Q15Aで1の場合)

(1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(~4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) 回答累計

そ や いあ そ 無 そ や いあ そ 無 そ や いあ そ 無 そ や いあ そ 無 員必 営絶 間縫 う労
う や ま う 回 件 う や ま う 回 件 う や ま う 回 件 う や ま う 回 件 の要 に合 を営 ま使 件
思 そ り 思 答 数 思 そ り 思 答 数 思 そ り 思 答 数 思 そ り 思 答 数 納性 理員 かと く協 数
う う そ わ う う そ わ う う そ わ う う そ わ 得に 解の けの 機議

忠 . う な 思 う な 思 う な 思 う な を対 さ意 対協 能は′E3 J:′ヽ
フ 思 い フ 思 い フ 思 い フ 思 い 侍 p 心 棒

わ わ わ わ た組 たを Lで たじ
な な な な 合 経 た時 て

組合本部計 41.641.612.2 3.5 1.0 286 36.036.020.6 5.9 1.4 286 24.137.426.910.l l.4 286 31.142.021.3 4.2 1.4 286 83.272.061.573.1 286 289.9

製造業計 44.245.5 8.4 0.6 1.3 154 40.335,720.8 1.9 1.3 154 27.337.027.9 6.5 1.3 154 34.444.818.2 1.3 1.3 154 89.676.064.379.2 154 3̀09.1

製追莱莱種別 電機 .亀子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 51.445,9 -. -. 2.7 37 45.929.721.6 -. 2.7 37 35.135.118.9 8.1 2.7 37 37.851.4 8,1 -. 2,7 37 97.375.770.389.2 37 332.4

46.737.813.3 -- 2.2 45 ー37.837.815.6 6.7 2.2 45 28.935.628.9 4.4 2.2 45 40.033.322.2 2.2 2.2 45 84.475.664.473.3 45 297.8

48.040.012.0 -. 25 48.040.012.0 -. 25 32.040.028.0 -. 25 40.044.012.0 4.0 .- 25 88.088.072.084.0 25 332.0

その他製造業 34.055.3 8.5 2.1 -. 47 34.036.229.8 -. 47 17.038.334.010.6 -. 47 23.451.125.5 -. 47 89.470.255.374.5 47 289.4

企莱規模別 300人未満 35.742.921.4 .- 14 28,628.642.9 -. 14 14.335.742.9 7.1 -. 14 21.435.742.9 -. 14 78.657.150.057.1 14 242.9

300人以上 45.241.9 6.5 3.2 3.2 31 35.525.832.3 3.2 3.2 31 25.832.322.616.1 3.2 31 22.645.229.0 -. 3.2 31 87.161.358.167.7 31 274.2

1000人以上 45.940.513.5 -. 37 40.540.516.2 2.7 -. 37 24.351.418.9 5.4 -. 37 35.148.610.8 5.4 -. 37186.581.175.783.8 37 327.0

3000人以上 41.051.3 5.1 .- 2.6 39 43.638.512.8 2.6 2.6 39 28.225.641.0 2.6 2.6 39 38.543.615.4 .- 2.6 39 92.382.153.882.1 39 310.3

10000人以上 56.543.5 -. 23 52.239.1 8,7 .- 23 43.547.8 8.7 -. 23 47,852.2 -. 23 100.091.391.3100.0 23 382.6

非製造業計 37.537..517.2 7.0 0.8 128 30.536.720.310.9 1.6 128 19.537.526.614.8 1.6 128 25.839.825.0 7.8 1.6 128 75.067.257.065.6 128 264.8

非 建設業製造 電気 .ガス .熱供業 給業業 情報通信業 .種別 運輸業 38.523.138,5 .- 13 23.161.515.4 -. 13 7.753.823.115.4 -. 13 -.69.230.8 .- 13 61.584.661.569.2 13 276,9

50.020.020.010.0 -. 10 40.030.030,0 -. 10 10.050.030.010.0 -. 10 20.060.010,010.0 -. 10 70.070.060.080.0 10 280.0

32.139.314.314.3 -. 28 32.135.710.721.4 .- 28 28.635.725.010.7 .- 28 32.128.632.1 7.1 .- 28 71.467.964.360.7 28 264.3

卸売 .小売業 37.244.211.6 4.7 2.3 43 30.237.218.611.6 2.3 43 20.937.225.614.0 2.3 43 25.644.216.311.6 2.3 43 81.467.458.169.8 43 276.7

その他サービス業 41.741.7 8.3 8.3 -. 12 25.033.325.016.7 -. 12 8.350_025.016.7 .- 12 25.041.725.0 8.3 -. 12 83.358,358.366.7 12 266.7

支 ある部協 ない議 45｣640.611,3 1.3 1.3 239 40.238,116.3 3.8 1.7 239 26.839.325.1 7.l l.7 239 35.143.118.4 1.7 1.7 239 86_278.266.178.2 239 308.8
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Q15BY 組織再編において組合の Q16 組合本部における支 Q18 ｢職場環境 ･業務改善活軌 や
果たした役割<そう思わない ･3+4 部､分会の労働者参加促進へ Q17 職 場環境や業務の改善括軌 または ｢職 ｢職場懇談会Jのあり方や実施に関する

(基本集計) >(Q15Aで1の場合) の取り組み 場懇談会｣の有無 組合本部の取り組み状況

A 号 (1)(2)(3)(4) 回答累計 (1)(2)(3) (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) (1)(2)(3)(4)(5)
員必 営絶 間経 つ労の要 に合 を営 ま使 件納性 理員 かと く協 数得に 解の けの 機議を対 さ意 対協 能は得し せ向 応慈 し総た組 たを Lで たじ合 経 た時 て イ状 る状 し支 無ス況 が況 何部 回 件や把 対を も. 答 数指握 応把 し分導L L握 .て会しア てし いにて ド なて な-るバ いい い任 にほ いあ 場あ いな なは 全 い本 無あぼ る はる い いと く な部 回 件るす 職 同職 職 ん な いで 答 数べ 場 数場 場 ど い は と必 に制 応支 て組 そ 無協要 会度 を部 い合 の 回 件議に 杜新 任 .なと 他 答 致し応 と設 せ分 いし壷 萎 夏蓋 萎 襲 撃 てじ 協や て会 てい全 島 変 い等 関る社 す更 るに 与側 る時 対 し

組口本部計製造業計 15.726.637.125.5 2869.122.734.419.5 154･- 21.627.0 8.1 37 104.9 55.014.611.418.9 507 46.913.0 4.5 8.910.1 9.7 4.3 2,6 50 36.314.822.319.3 1.4 5.9 507

85.7 53.913.112.720.2 267 53.618.0 6.0 7.1 6.4 4.9 2.6 1.5 26 34.813.927.019.l l.1 4.1 267

魁追 電機 .電子 .情報通信機器 56.8 40.3 9.716.133.9 62 53.217.7 l,612.9 6.5 4.8 1.6 1.6. 62 25.816.124.229.0 1.6 3.2 62

莱莱 鉄鋼 .化学等素材関連 13.322.233.324.4 45 93.3 61.616.411.011.0 73 54.820.512.3 2.7 2.7 2.7 2.7 1.4 73 34.216.434.212.3 -. 2.7 73

種別 輸送用機械 12.012.028.016.0 25 68.0 59.010.310.320.5 39 69.220.5 2.6 2.6 2.6 .- 2.6 .- 3 51.3 5.125.6 7.7 2.6 7.7 39

その他製造業300人未満 10.629.844.725.5 4721.442.950.042.9 14 110.6 54.814.-012.918.3 93 46ー215.1 5.4 8.610.8 8.6 3.2 2.2 93 34.414.023.722.6 1.1 4.3 93
企莱 157.1 38.515.412.833.3 39 46.212.8 2.6 2.615.417.9 -. 2.6 39 30.815.412.833.3 2.6 5.1 39

規模 300人以上 9.735.538.729.0 31 112.9 42.914.3 7.135.7 70 58.611.4 5.7 7.1 8.6 5.7 1.4 1.4 7 31.424.312.925.7 -. 5.7 70

別 1000人以上 13.518.924.316.2 37 73.0 71.4 7.112.5 8.9 56 41.125.010.710.7 3.6 1.8 5.4 1.8 5 35.712.530.419.6 -. 1.8 56

3000人以上 5.115.443.615.4 39 79.5 62.510.723.2 3.6 56 50.026.8 7.110.7 3.6 -. 1.8 -. 5 42.9 7.139.3 7.l l.8 1.8 56

10000人以上 -. 8.7 8.7 ... 2324.231.341.432.8 12838.515.438.530.8 13 17.4 66.714,8 7,411.1 27 74.118.5 3.7 -, .- 3.7 - . 2 44.4 3.744.4 -. 3.7 3.7 27
非製造業計手担 129.7 56.416.7 9.817.1 234 39.7 7.7 3.011.114.515.0 5.6 3.4 23 37.615.817.519.7 1.7 7.7 234

非製 建駅業 123.1 64.314.3 7.114.3 28 32.114.3 7.110.7 7.114,314.3 -. 2 21.417.928.625.0 7.1 28

造菓 電気 .ガス .熱供給業 12.512.537.525.0 8 87.5 66.716.7 8.3 8.3 12 75.0 .- 8.3 -. 8.3 -. .- 8.3 12 50,0 8.316.725,0 .- 12

莱鍾 情報通信業 30.q30.040.020.0 10 120.0 38.523.130.8 7.7 13 30.8 -. -.15.423.115.415.4 .- 13 15.4 7.738,538.5 -. 13

別支部 運輸業 28.632.135.739.3 28 135.7 61.316.1 8.114.5 62 46.817.7 -. 9.7 9.712.9 1.6 1.6 6 38.714.517.716.l l.611.3 62

卸売 .小売業 16.330.239.527.9 43 114.0 55,418.5 9.216.9 65 50.8 3.1 3.110.812.3 9.2 3.1 7.7 65 55.4 9.215.410.8 -. 9.2 65

その他サービス業 16.741.741.733.3 12 133.3 44.810.310.334.5 29 20.7-.-.17.231.020.7 6.9 3.4 29 17.231.013.824.1 3.410.3 29

ある 12.620.132.220.1 239 84.9 59.914.911.813.4 397 47.914.l 5.5 8.8 7.6 8.3 4.8 3.0 397 38.813.125.715.4 1.0 6.0 397
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(基本集計)
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Q20 高齢者雇用安定法に
Q19 高齢者雇用安定法に基づく 基づく継続雇用措置の適用対 Q21 労使協定の内容決定で､組合が行った従業員からの意見聴取 (
雇用確保措置について 象者 (Q19で4の場合) Q20で2の場合､複数選択)

(1)(2) (3)(4) (1)(2)(3) (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9) 回答累計

定定 し定 げ定 入継 無 希 者労 定会 無 ス組 組職 組職 等組 取管 員組 た会 ら企 そ 無

午年 た牢 た年 や続 回 件 望 使 め社 回 件 ま合 合場 合場 に合 理 の合 聴社 意業 の 回 件
年の の 年 見雇 答 数 者 協 たが 答 数 で支 点委 員集 よ員 職 意乗 取の 見内 他 答 数
齢定 定 齢 直用 全 定 着就 の部 の員 の会 るア の 見加 職 聴の
65め め を し制 員 で 業 討役 意を 意等 意ン 意 の入 制 取他

歳な を 引 を度以い 廃 き しの 定 規め 則 議号 最琶 最畏 最 T 見 桝 を .級の 取正 通 協合
上 . 止 上 た導 た で ラ 取た 取で 取 ト 聴 社 じ 嵩か

組合本部計 1.0 .- 1.093.9 4.1 507 27.166.8 5.7 0.4 47643.149.445.011.6 4.7 0.3 2.5 7.2 4.1 2.8 31 167.9

製造業計 -.97.8 2.2.267 23.471.6 4.6 0.4 261 41.753.543.912.8 3.7 0.5 1.6 6.4 5.3 1.6 187 169.5

製追莱莱荏別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -.100.0 -. 62 37.158.1 3.2 1.6 62 47.261.147.2 5.6 -. -. 2.8 2.8 5.6 .- 3 172_.2

-.97.3 2,7 73 ll.381.7 7.0 -. 71 36.248.346.619.0 3.4 -. 1.7 1.7 5.2 1.7 5 162.1

-.100.0 -. 39 28.271.8 -. 39 57.157.128.6 7.110.7 3.6 3.614.3 3.6 -. 28 185.7

その他製造業 ･- 95.7 4.3 93 21.373.0 5.6 -. 89 36.952.346.213.8 3.1 -. -. 9.2 6.2 3.1 6 167.7

企莱規模別 300人未満 ･-100.0 .- 39 12.874.410.3 2.6 39 24.158.637.917.2 .- -. 3.4 6.9 -. 6.9 2 148,3

300人以上 -.94.3 5.7 70 27.368.2 4.5 .- 66 35.648.935.613.3 2.2 .- 2.2 4.4 8.9 -. 4 151.1

1000人以上 ･..98.2 1.8 56 18.276.4 5.5 -. 55 47.640.547.611.9 .- -. 9.5 -. 4 157.1

3000人以上 -.100.0 .- 56 26.871.4 1.8 .- 56 57.567.545.015.0 2.5 -. 2,5 7.5 5.0 2.5 -4 202.5

10000人以上 ･-100.0 .- 27 25.974.1 -. 27 50.065.050.010.020.0 5.0 -. 2 200.0

非製造業計 2.1 .- 2.189.7 6.0 234 31.461.4 6.7 0.5 21045.042.646.510.1 6.2 -. 3.9 8.5 2.3 4.7 12165.1

非製追莱莱種別 建設業 -.89.310.7 28 20.080.0 -. 25 50.060.055.025.0 5.0 -. -.10.0 .- 2 205.0

-.84.~615.4 13 27.372.7 -. ll 62.525.050.0 -. 137.5

運輸業 3.2 -. 6.587.1 3.2 62 46.346.3 7.4 ... 54 48.036.040.0 -. 4.0 .- -.16.0 25 128.0

卸売 りト売業 1.5 -. 1.592.3 4.6 65 28.365.0 6.7 -. 60 43.635.948.710.310.3 -. 7,715.4 5.1 2.6 3 176.9

その他サービス業 6.9 -. .- 82.810.3 29 25.058.316.7 -. 24 35.728.635.7 -. 7.1 .-. 7.114,3 7.1 -. 1 135.7

支部協議 ある 1.0 -. 1.094.2 3.8 397 25.969.0 4.8 0.3 374 46.151.247.311.6 4.3 0.4 2.3 7.4 3.5 1.9 25 174.0
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Fl 業種 F2 事業所の種類 F3A r人数を把握 していない｣(複数選択)
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12)(13) (1)(2)(3)(4)(5)(6) (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答

建 子製 学製 械製 製 給電 情 運 卸 産金 飲 .医 そ 無 本 支 工 営 店 そ 無 ルパ嘱 派 請 ス取 そ 無}]L 託 蓬 是 ?,製 品 賢 覧ト. 契 員 員 フか 杜社塩 約 .ら 員見時 社 流の

殻 .' 造 進 達 報 売 学 の 回 牛 土 吐 場 p の 回
業 情業 素業 業 業 . 適 業 店 習 . 他 答 数 ･ 所 他 答 数

鮎 鮎 ふ 主 要 宴 尖 鼓 這 姦悪 で 本 支 プ店 店 ラ 出 慕

昌 の ビ ン 計

機 . 用 他 熱 不 業 教 ス器電 化 機 供 動 青 菜 ト 所 ア 農 業霊

組合支部計 6.5 10.8 16.1 8.017.9 4.1 3.4 9.513.5 2.2 0,9 1.1 5.0 0.7 535 23.7 18.337.4 6 .4 7.1 5.4 1.7 535 19.821.5 2 6.2 27.1 24.1 19.865.0 535 138.5

製造業計 -. 20.5 30.4 15.233.9 -. - . 28 18.7 4,269.6 0.4 -. 6.0 1.1 283 19.823.7 24.727.6 22.6 20.864.0 283 139.2

翠 電機 .電子 .情報 -.100.0 - . 5 15,5 5.270.7 .- -. 8.6 - . 58 27.629.3 32.8 34.5 25.925.955.2 58 175.9

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 - .100.0 - . 8 15.l l.279.i -. -. 3.5 1.2 86 17.418.6 22 .1 27.9 16.3 14.062.8 86 116.3

莱種 関連輸送用機械 - .100.0 -. 43 20,9 2.372.1 -. .- 4.7 -. 43 ll.620.9 16.3 18.6 23.3.20.969.8 43 111.6

別 その他製造業 ･..loo.0 .1.. 9 22.9 7.359.4 1.0 -. 7.3 2.1 96 20.826.0 26.0 27.1 26.024.067.7 96 150.0

辛 100人未満 -. ll.8 35.3 2.950.0 -. 3 17.6 5.973.5 2.9 -. 3 4 2.9 -. 5.9 5.9 2.9 2.988.2 34 20.6

莱所 100人以上 -. 16.7 32.1 6.444.9 .- 78 15.4 5.174.4 .- -. 3.8 1.3 78 14.119.2 17.916.7 11.5 9.076.9 78 88.5

規模 300人以上 ･- 17.3 34.7 16.032.0 -. 75 17.3 2.772.0 - . -. 6.7 1.3 75 18.724.0 20.0 29.3 25.3 24.061.3 75 141.3

別 1000人以上 -.33.816.231.118.9 -. 7 21.6 2.764.9 -. -. 9.5 1.4 74 25.728.437.840.533.832.451.4 74 198.6

非製造業計 14.1 -. -. 8.9 7.320.629.0 4.8 2.0 2.410.9 -. 248 29.834.7 1.213.315.3 4.8 0.8 248 20.219.428,227.026.219.065.7 248 139.9

非 建設業 100.0 -. 35 45.748.6 2.9 2.9 -. 35 37.140.040.040.034.337.157.1 35 228.6

製造 電気 .ガス .熱供▲ ･-100.0 .- 2 27.350.0 4.513.6 .- -. 4.5 22 27.327.331.818.218.2.18.268.2 22 140.9

葉菜 稲葉情報通信業 -.100.0 -. 1 61.133.3 .- -. 5.6 -. 18 38.927.844.444.438.922.250.0 18 216.7

種別 運輸業 ･-100.0 -. 51 21.631.4 2.037.3 -. 7.8 -. 51 ll.813.7 9.813.7 9.8 7.884.3 51 66.7

卸売 .′ト売薬 -.100.0 -. 7 20.825.0 -. 8.343.l l,4 1.4 72 16.713.937.534,743.125.052.8 72 170,8
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F3AA 雇用形態別従業員数 A 正社員 ･従業員数 F3AB 正社員 ･組合員数
(基本集計)

1 1 3 5 1 2 3 5 1 一正 1 1 3 5 1 2 3 5 1 無

0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 央 均 0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 央 均0 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 o o o o o o o o o 答 数

人 人 0 0 0 0 0 値 値入 人 人 人 人 0 0 0 0 0 値 値

未 以 以 以 人 人 人 人 0 未 以 以 以 人 人 人 人 0

J; E E J2 E E Lit L; 人 人上 上 上 上 以 上 上 上 上 以上 上

組合支部計 20.223.0 9.716.810.5 4.9 3.9 3.0 0,9 7.1 53 365 1.000 24.124.3 9.314.6 9,2 3.9 3.7 1.9 0.4 8.6 535 255 813

製造業計 12.027.6 9.217.311.7 5.7 4.2 3.5 1.1 7.8 28 440 1,097 16.626.910.616.610.6 3.9 4.2 1.8 0.7 8.1 283 ~335 902

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 6.922.4 5.217.227.6 6.9 3.4 5.2 -. 5.2 5 800 .1,255 12.119.0 6.925.922.4 -. 8.6 -. -. 5.2 58 600 974

14.029.114.016.3 3.5 4.7 3.5 1.2 1.212.8 86 301 837 19.829.112.814.0 4.7 3.5 1.2 2.3 -.12.8 86 270 653

2.311.6 4.723.314.011.611.611.6 4.7 4.7 43 I,441 2,562 2.311.6 9.320.914.014.011.6 7.0 4.7 4.7 43 1,435 2,307

その他製造業 17.736.5 9.415.6 8.3 3.1 2.l l.0 -. 6.3 9 212 549 22.936.511.511.5 7.3 2.l l.0 -. .- 7.3 96 188 421

辛業節規樵那 100人未満 100.0 ... 3 62 60 97.1 2,9 -. 34 51 54

100人以上 ･-100.0 -. 78 169 177 16.783.3 -. 78 135 147

300人以上 -.34.765.3 -. 7 567 584 1.313.340.044.0 .- -. 1.3 75 488 473

1000人以上 -.44.621.616.213.5 4.1 -. 7 2,083 3,064 -.18.940.514.916.2 6.8 2,7 -. 74 1.704 2,518

非製造業計 29.017.710.516.5 9.3 4.0 3.2 2.4 0.8 6.5 248 298 887 31.921.8 8.112.5 7.7 4.0 2.8 2.0 .- 9.3 248 193 704

非製造莱莱種別 建設業 ll.431.411.434.3 5,7 -. -. 5.7 3 368 474 14.345.7 8.622.9 -. -. 8.6 35 237 318

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 9.122.718.213.6 4.5 9.1 9.1 -. 4.5 9.1 22 465 1,538 13.627.3 4.513.6 9.1 9.1 4.5 4.5 -.13.6 .22 422 1,30622.211.111.111.111.111.1 5.616.7 -. 1 762 2,083 22.222.2 5.611.1 5.611.1 5,616.7 -. 18 632 1,843

運輸業 13.719.613.717.6 9.8 7.8 7.8 3.9 2.0 3.9 51 520 1,451 23.521.611.8 7.8 9.811.8 7.8 -. -. 5.9 51 313 1,016

卸売 .小売業 47.213.9 2.812.512.5 1.4 1.4 -. .- 8.3 7 92 406 45.812.5 4.213.9 8.3 .- 1.4 -. -.13.9 7 75 347
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F3AC パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 ･従業員数 F3AD パー ト 臨時 ･アルバイ ト社員 ･組合員数
(基本集計)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (ll)0 5 5 1 3 5 1 2 3 5 1 血一ヽヽヽ 中 平 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)(10) (ll)0 5 5 1 3 5 1 2 3 5 1 無人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 件人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数未 以 人 人 人 0 0 0 0 0満 上 以 以 以 人 人 人 人 0上 上 上 以 以 以 以 人上 上 上 上 以上 中 平

人 0 0 0 0. 0 0 0 0 0 0 回 件人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 央 均 央 均

未 以 人 人 人 0 0 0 0 0浦 上 以 以 以 人 人 人 人 0 値 値 値 値

上 上 上 以 以 以 以 人上 上 上 上 以上 人 人 人 人

組合支部計 27.927.9 7.1 9.3 1.1 0.9 1.1 0.2 0.2 0.2 -.24.1 535 7 107 65.0 5.4 1.5 2.6 0.2 0.2 0.2 0.2 -. 0.2 .- 24.5 535 0 36

製造業計 32.928.6 7.4 6.7 1.1 0.4 0.7 -. .- 22.3 28 4 48 74.2 2.l l.1 -. -.22.6 28 0 1

製 電機 .電 子 .情報 24.125.912.1 5.2 -. 1.7 -. -.31.0 58 13 51 63.8 1.7 3.4 .- -.31.0 5 0 4

造莱 通信機器鉄鋼 .化 学等素材 41.930.2 7.0 2.3 .- .- 18.6 8 0 16 79.1 2.3 -. -.18.6 8 0 0

莱種 関連輸送用機 械 44.216.3 9.3 9.3 4.7 -. 2.3-. -.14.0 4 0 71 83.7 2.3 -. -.14.0 43 0 0

別 その他製造業 25.034.4 4.210..4 1.0 -. 1.0 -. -.24.0 9 4 65 71.9 2.l l.0 -. -.25.0 9 O l

辛 100人未満 47.147.1 2.9 -. .- 2.9 3 1 7 94.1 2.9 -. -. 2.9 3 0 0

莱所 100人以上 30.839.7 7.7 7.7 -. .- 14.1 7 6 26 82.1 2.6 1.3 -. -.14.1 7 0 1

規模 300人以上 32.030.710.7 6.7 1.3 -. -.18.7 7 5 34 76.0 2.7 1.3 .- -.20.0 7 0 1

別 1000人以上 32.414.9 8.1 9,5 2,7 1.4 2.7 -. .- 28.4 7 5 119 68.9 1.4 1,4 -. -.28.4 7 0 2

非製造業計 22.226.6 6.912.l l.2 1.6 1.6 0.4 0.4 0.4 .- 26.6 24 13 179 54.4 9.3 2.0 5.2 0.4 0.4 0.4 0.4 .- 0.4 .- 27.0 24 0 77

非 建設業 17.134.3 -. -.48.6 3 2 8 51.4 .- -. .- .- 48.6 3 0 0

穀造 電気 .ガス .熱供 27.336.4 ... -.36.4 2 1 5 59.1 4.5■ -. .- 36.4 2 0 0

葉莱 絵美情報通信業 38.911.111.1 -. .- 38.9 1 0 11 61.1 -. -.38.9 1 0 0

種別 運輸業 37.321.6 2.011.8 -. 2.0 .- -ー25.5 51 2 71 66.7 3.9 -. 3.9 .- -. -. -.25.5 51 0 15

卸売 .小売業 5.618.113.929.2 4.2 2.8 5.6 1.4 1.4 -. .- 18.1 72 120 321 36.118.1 6.913.9 1.4 1.4 1.4 1.4--. -.19.4 7 5 125

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

F3AE 嘱託 ･契約社員 ･従業員数
(基本集計)

F3AF 嘱託 ･契約社員 ･組合員数

(1) (2)(3) (4) (5) (6) ( 7) (8) (9) (10) (ll) 中 平 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)(10)(ll) 中 平0 5 5 1 3 5 1 2 3 5 1 血 0 5 5 1 3 5 1 2 3 5 1 無

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 央 均 o o O O O O 0 0 0 0 回 央 均人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数

左 入 人 人 0 0 0 0 0 値 値 芸 人 人 人 0 0 0 0 0 値 値満 上 以 以 以 人 人 人 人 0 満 上 以 以 以 人 人 人 人 0

L' kt L' kt 人 人 LI L; E L1 人 人上 上 上 上 以 上 上 上 上 以
上. 上

組合支部計 20.042.1 5.8 3.4 1.5 0.9 0.6 -. 0.2 -. -.25.6 535 5 52 61.1 7.9 2.6 0.9 0.7 0.7 -. -.26.0 53 0 16

製造業計 20.544.5 4.2 2.5 1.1 0.4 1.1.-. -.25.8 283 5 41 68.9 4.6 0.4 -. .- 26.1 28 0 1

輿造莱業種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 17.241.4 3.4 3.4 -. -. 1.7 -. -.32.8 .5 14 47 63.8 3.4 -. -.32.8 5 0 1

24.450.0 3.5 2.3 -. -.19.8 8 3 15 69.8 9.3 1.2 -. -.19.8 8 0 .2

16.341.9 9.3 2.3 2.3 2,3 4,7 .- .- -.20.9 43 21 127 72.1 7,0 -. -.20.9 4 0 0

その他製造業 20.842.7 3.1 2.1 2.1 -. -.29.2 9 3 22 69.8 -. .- 30.2 9 0 0

事莱所規模別 100人未満 47.152.9 -. 34 1 4 97.1 2.9 -. 3 0 0

100人以上 24.453.8 1.3 1.3 -. .- 19.2 7 3 10 78.2 2.6 -. -.19.2 7 0 0

300人以上 14.752.0 5.3 2.7 1.3 -. -.24.0 75 8 24 68.0 6.7 -. -.25.3 7 0 0

1000人以上 13.533.8 9,5 5.4 2.7 1.4 4.~1 -. .- 29.7 7 23 127 62.2 6.8 1.4 ... .-ー29.7 7 0 2

非製造業計 19.438.7 7.7 4.4 2.0 1.~6 -. -. 0.4 -. .- 25.8 24 6 66 51.611.7 5.2 2.0 1.6 1.6 -. -.26,2 24 0 34

非輿造莱業種別 建設業 2.945,7 -. .- 51.4 35 6 10 45.7 2.9 -. .- 51.4 3 0 0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 31.822.7 -. 9.1 -. -.36.4 2 1 35 50.0 9.1 .- 4.5 -. -.36.4 2 0 1816.727.822.2 -. -. 5.6 -. .- 27.8 1 16 278 33,322.211.1 -. 5.6 -. -.27.8 1 1 43

運輪業 17.645.1 3.9 -. 3.9 2.0 -. .- 27.5 51 5 49 49.017.6 2.0 -. 2.0 2.0 -. .- 27.5 51 0 34

卸売 .小売業 ■ 22.238.912.5 4.2 2.8 4.2 -. -.15.3 7 5 68 59.7 9.7 5.6 2.8 1.4 4.2 .- -.16.7 7 0 53
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F3AG 派遣社員 ･従業員数 F3AH 請負社員 ･従業員数

0 5 5 1 3 -.5 1 2 3 5 1 血; 0 5 5 1 3 .5 1 2 3 5 1 無

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ロ 央 均 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 日 央 均

人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数未 以 人 人 人 0 0 0 0 0満 上 以 以 以 人 人 人 人 0 人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数値 値 未 以 人 人 人 0 0 0 0 0沸 上 以 以 以 人 人 人 人 0 値 値

i; E r 上 人 人 kl Lt LI L1 人 人上 上 上 上 以 上 上 上 上 以上 上

組合支部計 28.825.8 4.5 6,5 2.1 0.7 0.4 0.2 0.2 0.2 -.30.7 53 3 85 53.8 6.9 2.1 2.8 1.3 1.3 0.2 0.2 .- -.31.4 53 0 38

穀造業計 17.731.1 7.410.6 3.2 1.4 0.4 0.4~0.4 .- -.27.6 283 16 106 47.3 9.2 3.5 5.3 2.1 2.1 0.4 0.4 .- .- 29.7 283 0 65

製追 電機 .電子 .情報通信機器 6.925.9 6.915.5 3.4 3.4 . - - .37.9 5 39 121 39.7 1.7 1.7 6.9 3.4 5,2 1.7 1.7 .- -.37.9 5 0 181

莱莱 lコ鉄鋼 .化学等素材関連 23.340.7 7.0 5.8 1.2 -. -.22.1 8 10 33 43.015.1 7.0 5.8 1.2 ... ....-...27.9 8 0 32

種那 輸送用機械 7.014.014.023.3日.6 2.3 2.3 2.3 2.3 -. -.20.9 43 127 367 44.211.6 2,3 9.3 4.7 7.0 -. -.20.9 43 0 108

その他姓造業 24.033.3 5.2 6.3 1.0 1.0 -. -.29.2 9 4 40 57.3 7.3 2.1 2.l l.0 -. -.30.2 9 0 12

辛業 100人未満 50.047.1 -. -. 2.9 3 0 5 79.411.8 2.9 2.9 -. -. 2.9 3 0 14

所規 100人以上 24.446.2 9.0 2.6 .- ...17.9 7 7 20 62.811.5 2.6 6.4 -. -.16.7 7 0 18

樵別 300人以上 10.734.714.716.0 4.0 .- -.20.0 7 35 79 41.310.7 8.0 8.0 1.3 1.3 -. .- 29.3 75 0 46

1000人以上 2.712.2 4.120.3 8.1 5.4 1.4 1.4 1.4 - . . - 43.2 7 186 366 28.4 6.8 1.4 4.1 6.8 6.8 1.4 1.4 .- -.43.2 7 2 211

非製造業計 41.119.8 1.2 2.0 0.4 -. 0,4 -. -. 0,4 -.34.7 24 0 58 60.9 4.4 0.4 -. .- 0.4 -. -.33.9 24 0 4

非製 建設業 22.922.9 2.9 -. -.51.4 35 1 10 42.9 5.7 .- .- 51.4 3 0 2

追莱 電気 .ガス .熱供給業 27.331.8 .- -.40,9 2 1 3 72.7 -. I- 27.3 2 0 0

莱種 1ロ情報通信業 16.711.1 .- 16.7 5.6 .- 5.6 .- -.44.4 1 95 221 38.9 5.6 5.6 -. .- 5.6 .- .- 44.4 1 0 56

別 運輸業 64.7ll.8 -. .l, -.23,5 5l 0 2 72.5 -. -.27.5 51 0 0

卸売 .小売業 43.115.3 -. 1.4 -. -. 1.4 -.38.9 7 0 147 58.3 5.6 -. -.36.1 7 0 0

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

F3AI 取引先からの派遣スタッフ ･従業員数 F3AJ その他社員 ･従業員数
(基本集計)

(i) (2) (.3) (4) (5)(6)(7)(8)(9)(lO)(ll) 中 平 (1)(2)(3)( 4)(5)(6)(7) (8)(9) (10)(ll) 中 平0 5 5 1 3 5 1 2 3 5 1 4正一tヽヽ 0 5 5 1 3 5 1 2 3 5 1 無

人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 件人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 央 均 ･人 0 0 0 .0 0 0 0 0 0 0 回 件人 人 0 0 .0 0 0 0 0 0 答 数 央 均

以 人 人 人 0 0 0 0 0 値 値 L1 人 人 人 0 0 0 0 0 値 値満 上 以 .以 以 人 人 人 人 0 満 上 .以 以 以 人 人 人 人 0

土 上 上 .以 以 以 以 人 人 人 上 上 上 以 以 以 以 人 人 人上 上 上 上 以 上 上 上 上 以
上 上

組合支部計 69.7 0.9 0.2 -. -. 0.2 -. 0.2 -∴ -.28.8 53 0 16 70.1 3.9 0.2 0.7 0.2 0.4 0.6 ... ...23.9 53 0 17

製造業計 73.l l.4 -. .- 25.4 283 0 0 71.4 3.5 0.4 1,4 -. 0.7 -. t- 22.6 28 0 9

製 電機 .電子 .情報 69.0 1.7 -. -.29.3 5 0 0 70.7 1.7 -. -.27.6 5 0 1

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 80.2 2.3 -. -.17.4 8 0 0 80.2 3.5 -. 1.2 -. .- 15.1 8 0 3

莱種 関連輸送用機械 69.8 2.3 -. -.27∴9 4 0 0 72.1 .- .- 2.3 -. 4.7 -. -.20.9 4 0 40

別 その他製造業 70.8 -. -.29.2 9 0 0 63.5 6.3 1.0 2.1 -. -.27.1 96 0 5

辛 100人未満 97.1 -. -. 2.9 34 0 0 91.2 5.9 ... -. 2.9 3 0 1

莱所 100人以上 85.9 2.6 -. -.ll.5 7 0 0 84.6 5.1 -. 1.3 -. -. 9.0 7 0 3

規模 300人以上 73.3 1.3 -. .- 25.3 75 0 0 70.7 4.0 1.3 -. .- 24.0 7 0 2

別 1000人以上 60.8 1.4 -. -.37.8 74 0 0 59.5 1.4 -. 4.1 -. 2.7 .- -.32.4 7 0 33

非曳造業計 65.3 0.4 0.4 -. -. 0.4 .- 0,4 .- -.33.1 24 0 36 68.5 4.0-I -. 0.4 . - 1.2 - . - . 25.8 24 0 28

非製追 建設業 54.3 -. -.45.7 35 0 0 48.6 2.9 -. -.48.6 35 0 1電気 .ガス .熱供▲ 72.7.-. -.27.3 22 0 0 63.6 9.1 .- -.27.3 22 0 2

莱莱 得業情報通信業 61.1 -. -.38.9 18 0 0 77.8 -. .- 22.2 1 0 0

種別 運輸業 76.5 -. -.23.5 51 0 0 68.6 7.8 -. -. 2.0 -. -.21.6 51 0 -.42

卸売 .小売業 51.4 1.4 1.4 -. .- 1.4 -. 1.4 -. -.43.1 7 0 145 69.4 .- -. 1.4 -. 2.8 -, -.26.4 7 0 64
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F3AK その他社員 ･組合員数 F3AL 総従業員数

0 5 5 1 3 5 1 2 3 5 1 無 1 1 3 5 1 2 3 5 1 虹一一ヽヽ

0 0 .0 0 0 0 0 0 0 0 p 央 均 0 0 ,0 0 0 0 0 0 0 ロ 央 均人 人 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 O o O O O O O .0 0 答 数

i; 0 0 0 0 0 値 値 0 0 0 0 0 値 値滞 上 以 以 以 人 人 人 人 0 未 以 以 以 人 人 人 人 0

ぶ L; ぶ ぶ 人 人 il l; Lt Lt 人 人上 上 上 上 以 上 上 上 上 以上 上

組合支部計 74.0 0,9 -.. -. 0.4 -. 0.4 -. .- 24.3 53 0 9 12.917.9 7.1 8.8 5.8 2.4 2.6 2.4 0.439.6 53 289 977

製造業計 76.3 0.4 -. -.23.3 283 0 0 6.720.5 7.112.0 5.3 3.5 2,5 2,5 0.739.2 283 397 1,105

製追 電機 .電子 .情報通信機器 72.4 .- -.27.6 58 0 0 3.412.1 6.910.3 3.4 8.6 1.7 .- -.53.4 58 617 .974

莱莱 ロ鉄鋼 .化学等素材関連 82.6-1.2 -. -.16.3 8 0 0 5.824.4 9.311.6 5.8 1.2-2.3 1.2 -.38.4 86 333 690

種別 輸送用機械 79.1 .- .- 20.9 43 0 0 2.3 4.7 4.718.6 7.0 7.0 7.014.0 4.730.2 43 1,850 3,254
その他製造業 71.9 -. -.28.1 96 0 0 ll.529,2 6.310.4 5.2 1.0 1.0 -. -.35.4 9 213 477

辛莱所規 100人未満 94.i ... ... 5.9 3 0 0 55.932.4 2.9 -. -. 8.8 3 76 91
100人以上 91.0 -I -. 9.0 78 0 0 -.60.314.1 2.6 -. .- 23.1 78 222 245

模別 300人以上 73.3 1.3 -, .- 25.3 7 0 0 -.10.742.7 8.0 -. .- 38.7 7 738 753
1000人以上 67.6 -. .- 32.4 7 0 0 ･..12.213.5 9.5 9.5 2.752.7 74 2,759 3,941

非製造業計 71.0 1.6 -. -. 0.8 -. 0.8 -. .- 25.8 24 0 20 19.814.5 7.3 5.2 6.5 1.2 2.8 2.0 -.40.7 248 238 813

非製 建設業 51.4 -. .- 48.6 3 0 0 5.720,0 8.6 5.7 5.7 -. -.54.3 3 285 378

造莱 電気 .ガス .熱供給業 68.2 4.5 -. -.27.3 2 0 2 9.118.2 9.113.6 4.5 4.5 -. -.40.9 2 467 621

莱種 ､一つ情報通信業 77.8 -. -.22.2 1 0 0 16.7 5.6 -. 5.6 5.611.1 -.~5.6 -.50.0 1 593 1,792
別 運輸業 70.6 5.9 ... ... 2.0 ... ...21.6 51 0 42 9.821.613.7 5.9 7.8 .- ll.8 -. -.29.4. 51 321 1,032

卸売 .小売業 69_4 .- .- 2.8 -. 1.4 .- -.26.4 7 0 37 23.612.5 2.8 -. 8.3 -. 1.4 4,2 .- 47.2 7 159 882

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部 > 2006年 6月

F3AM 総組合員数 F3AN 正社員に対するパー ト･施時 ･アルバイ ト社員の比率
(基本集計)

(1) (2)(3) (4) (5)(6) (7) (8)(9) 中 平 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) ( ll) (12) 中 平1 1 3 5 1 2 3 5 1 虹′ヽヽヽ 0 5 5 10 15 20 25 .30 35 40 .45 50 -無

0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 央 _ 均 ●- 00 00 00 % Oo oo oo oo oo o0 00 00 回 央 均0 0 0 0 0 0 0 0 0 答 数 未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数

人 人 人 人 0 0 0 0 0未 以 以 以 人 人 人 人 0満 上 上 上 以 以 以 以 人上 上 上 上 以上 値 偉人 人 満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値% %

組合支部計 20.217.6 6.7 9.7 4.9 2.2 2.4 1.1 0.434.8 535 202 736 26.915.9 7.5 3.4 2.1 2.8 1.9 0.9 0.9 1.3 0.211.025.2 535 3.0 ,12,7

製造業計 15,219.4 7.411.0 5.7 2.1 2.8 1.4 0,734.3 283 267 868 31.119.4 6.7 4.2 2.5 3.9 0.4 0,7 1.4 1.4 -. 3.924.4 283 1.0 4.7

魁造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 12.110.3 3.415.512.1 .- 3.4 -. -.43.1 58 525 854 20.720.710.3 3.4 -. 3.4 1.7 -. -. 1.7 -. 3.434.5 58 2.8 4.1

18.623.310.5 9.3 3.5 2.3 1.2 1.2 .- 30.2 86 250 572 39.518.6 4.7 5.8 3.5 2.3 -. 1.2 -. 1.2 -. 1.222.1 86 0.0 2.2

2.3 7.0 9.316.3 9.3 9.3 9.3 7.0 4.725.6 43 1,251 2,504 44.220.9 4.7 4.7 4.7 4.7 ... .:. 2.3 ... ...14.0 43 0.0 2.7

辛莱所規模別 100人未満 91.2 -. -. 8,8 3 50 51 47.114.7 5.9 5.9 2.9 8.8 -. -. 2.9 2.9 -. 5.9 2.9 34 1.4 11.3

100人以上 15.462.8 -. -.21.8 7 126 142 30.817.9 6.4 6.4 2.6 6.4 -. 1.3 2.6 3.8 -..7.714.1 78 3.4 14.8

300人以上 ･- 8.028.030.7 -. -.33.3 75 495 485 32.025.3 8.0 5.3 4.0 1.3 -. 1.3 1.3 -. -. 2.718.7 75 0.9 5.9

1000人以上 -.10.821.6 8.110.8 5.4 2.740.5 7 1,871 2,886 32.423.0 8.l l.4 1.4 2.7 1.4.-. .- 1.428.4 74 0.4 3.6

非製造業計 25.415.3 6.0 8.5 4.0 2.4 1.6 0.8 -.35.9 24 163 572 22.212.1 8.1 2.0 1.6 1.6 3.6 1.2 0.4 1.2 0.419.026こ6 248 6,4 29.1

非製造莱莱種別 建設業 ll.422.9 2.9 8.6 .- .- 54.3 35 203 267 17.128.6 2.9 -. .- 2.9 .- -.48.6 35 1.2 2.0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 9.122.7 4.5 9.1 4.5 4.5 4.5 -. -.40.9 2 287 825 27.331.8 4.5 -. .- 36.4 22 0,1 0.622.2 5.6 -.ll.1 5.6 5.6 -. 5.6 .- 44.4 1 509 1,400 38.922.2 -. --38.9 18 0.0 0.6

運輸業 19.619.6 5.9 7.8 3.9 5.9 5.9 -. -.31.4 51 221 875 37.3 -.15.7 2.0 3.9 -. 5.9 3.9 -. 2.0 -. 3.925.5 51 3.2 7.7

卸売 .小売業 30.6 8.3 5.612.5 5.6 1.4 -. -.36.1 7 109 379 5.6 6.9 6.9 1.4 -. .- 8.3 -. 1,4 1.4 1.448.618.1 72 76.3 77.6
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F3AO 正社員に対する嘱託 ･契約社員の比率
(基本集計)

(1)(2) ( 3) (4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll) (12) 中 平央 均値 値●% %

0 5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % % % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数
満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 19.430.5 7.1 4.5 3.0 2.l l.5 1.1 0.4 0.4 0.7 2.826.5 535 1.7 6.0

製造業計 ･19.833.9 8.8 3.5 2.5 1.4 1.1 0.4 -. .- 0.4 1.127.2 283 1.5 4.0

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通倍機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 15.534.5 5.2 5.2 3.4 1.7 -. -.34,5 58 1,6 3.9

23.333.711.6 3.5 1.2 .- 2.3 -. .- 1.223.3 86 1.1 2.2

16.341.9 9.3 4.7 2.3 ... 2.3 2.3 ... ...20.9 43 1.0 4.5

その他製造業 20.830.2 8.3 2.1 3.1 3.1 -. -. 1.0 2.129.2 96 1.9 5.4

辛莱所規樵別 100人未満 47.132.4 8.8 -. 2.9 2.9 .- -. 2.9 2.9 -. 34 1.7 5.9

100人以上 24.429.510.3 6.4 3.8 2.6 2.6 -. ... 1.319.2 78 2.0 5.6

300人以上 14.740.014.7 4.0 1.3 -. -. 1.3.24.0 75 1.4 4.1

1000人以上 13.543.2 4.1 2.7 2.7 1.4 1.4 1.4 .- -.29.7 74 0.8 3.9

非製造業計 19.025.8 5.2 5.6 3.6 2.8 2.0 2.0 0.8 0.8 1.2 4.826.2 248 3.0 9.6

非輿追莱莱種別 建設業 2.934.3 2.9 2.9 2.9 2.9 -, -.51.4 35 2.7 2.6

電気 .ガス .熱供給業情報通偉業 31.818.2 9.1 -. .- 4.5 -. -.36.4 22 0.7 4.016.727.816.7 -. -. .- 5.6 -. 5.6 -.27.8 18 0.6 12.2

運輸業 17.635.3 -. 5.9 3.9 2.0 -. 5.9 -. -. 2.027.5 51 1.4 5.4

卸売 .小売業 22.213.9 8.313.9 4.2 5.6 2.8 1.4 -. 2.8 1.4 8.315.3 72 8.6 16.0

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

F3AP 正社員に対する派遣社員の比率
(基本集計)

(1)(2)( 3) ( 4)(5)(6)(7)(8) (9) (10)(ll)(12) 中 平央 均値 値% %

0 5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % % % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数
浦 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 27.915.0 9.3 4.1 2.8 3.4 0.7 0,4 0.7 0.9 0.6 2.232.0 535 1.5 11.5

穀造業計 16.317.312.4 6.0 4.6 4.6 1.1 0.7 1.4 1.8 1.1 3.229.7 283 5.4 12.3

製造莱莱種 電機 .電子 .情報･通信機器鉄鋼 .化学等素材関連.輸送用機械 6.913.813.8 3.4 6.9 3.4 -. 1.7 3.4 1.7 .- 5.239.7 58 7.4 12.■8

19.822.115.1 7.0 4.7 -. 1.2 1.2 -. 1.2 1.2 .- 26.7 86 3.0 5.8

7.016.3 9.3 7.0 7.014.0 2.3 -. 2.3 2.3 2.3 9.320.9 43 14.7 15.6

別 :その他製造業 22.915.610.4 6.3 2.1 5.2 1.0 -. 1.0 2.l l.0 2.130.2 96 2.7 10.8

辛莱所規樵 100人未満 50.011.814.7 2.9 -. 5.9 .- 2.9 5.9 -. -- 2.9 2.9 34 0.0 8.2

100人以上 24.416.714.1 7.7 5.1 3.8 3.8 -. 1.3 -. .- 5.117.9 78 4.8 11.4

300人以上 10.722.714.710.7 4.0 4.0 -. 1.3 ... 4.0 4.0 4.020.0 75 6.7 13.7

別 1000人以上 2.720.310.8 2.7 8.1 6.8 -. -. 1.4 2.7 -. 1.443.2 74 6.7 12.0

非製造業計 40.712.1 5.6 2.0 0.8 2.0 0.4 .- .- .- 1.235.1 248 0.0 10.3

非製追莱業種別 建設業 22.917.1 5.7 -. .- 2.9 -. .- 51.4 35 0.4 3,1

屯気 .ガス .熱供給業情報通信業 27.322.7 9.1 -. -.40.9 22 0.0 0.616.711.1 .- 5.6 5.6 5,6 .- .- ll.144.4 18 8.3 10.6

運輸業 64.7 5.9 5.9 -. -.23.5 51 0.0 0.2

卸売 .′ト売業 43.1 9.7 2.8 1.4 .- 2.8 -. -. 1.438.9 72 0.0 48.7
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(基本集計)
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F3AQ 正社員に対する請負社員の比率

(1) (2 ) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (lO) (ll) (12) 中 平央 均値 値●% %

0 5 5 10 ~15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % % % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 -以 以 以 以 答 致
浦 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 52.5 3.4 3.6 1.5 1.3 0.4 0.2 0.6 0.4 1.3 -. 2.232.7 535 0.0 4.6

製造業計 45.2 4.6 4,9 2.5 2.1 0.7 -. 1.1 0.7 2.5 .- 3.931.8 283 0.0 6.9

製造業業種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 36.2 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 -. 1.7 -. 5.2 -. 6.941.4 58 0.0 18.4

39,5 3.5 5.8 3.5 3.5 -. .- 1.2 1.2 3.5 .- 7.031.4 86 0.0 5.3

44.211.616.3 2.3 -. 2.3 .- ... 2.320.9 43 0.0 4.1

その他製造業 56.3 4.2 1.0 2.1 2.1 -. -. 1.0 1.0 1.0 .- -.31.3 96 0.0 3.1

辛莱所規模別 100人未満 79.4 -. .- 2,9 .- 2.9 -.ll.8 2.9 34 0.0 24.2

100人以上 62.8 3.8 3.8 2.6 1.3 -. -. 1.3 2,6 -. 5.116.7 78 0.0 10.6

300人以上 41.3 5.3 5.3 2.7 6.7 1.3 -. 2.7 1,3 2.7 .∴ 1.329.3 75 0.0 8.1

1000人以上 28.4 8.1 9.5 4.1 -. 1.4 -. .- 2.7 -. 2.743.2 74 0.1 6.1

非製造業計 60.5 2.0 1.6 0.4 0.4 -. 0,4 -. -. 0.434,3 248 0.0 0.6

非製造莱莱種別 建設業 42.9 .- 2.9 -. 2.9 .- -.51.4 35 0.0 0.5

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 72.7 .- .- 27.3 22 0,0 0.038.9 5.6 5.6 .- .- 5.644.4 18 0.0 3.9

運輸業 72.5 .- -.27.5 51 0.0 0.0

卸売 .小売業 58.3 4.2 -. -. 1.4 -. .- 36.1 72 0.0 0.2

その他サー ビス業 55,6 3,7 7.4 3.7 .- -.29.6 27 0.0 0.6

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年 6月

F3AR 正社員に対する取引先派遣スタッフの比率
(基本集計)

(l) (2) (3) ( 4) (5) (6) ( 7) (8) (9) (lO) (ll) (12) 中 平央 均値 値● ●% %

0 5 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 無
% % % % % % % % % .% % % 回 件

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数
浦 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 68.2 0.6 0.2 0.2 .- 0.2 .- -. 0.430.3 535 0.0 2.0

製造業計 70.7 1.1 -. 0.4 -. -.27.9 283 0..0 0.0

製造莱莱種 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 65.5 -. -. 1.7 -. -.32.8 58 0.0 0.0

75.6 2.3 -. -.22.1 86 0.0 0.0

69.8 2.3 -. -.27.9 43 0.0 0.0

別 その他製造業 69.8 -. -.3､0.2 96 0.0 0.0

辛業所規模 100人未満 97.1 -. -. 2.9 34 0.0 0.0

100人以上 85.9 1.3 -. 1.3 -. -.ll.5 78 0.0 0.1

300人以上 73.3 1.3 ... ...25.3 75 0.0 0.0

那 1000人以上 60.8 1.4 -. -.37.8 74 0.0 0.0

非製造業計 64.9 ... 0.4 ... ...pO.4 ... ... 0.833.5 248 0.0 5.2

非戟道莱莱荏別 建設業 54.3 -. -.45.7 35 0,0 0.0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 72.7 .- -.27.3 22 0.0 0.061.1 -. -.38.9 18 0.0 0.0

運輸業 76.5 -. -.23.5 51 0.0 0.0

卸売 .小売業 51.4 -. 1.4 .- -. 1.4 .- -. 2.843.1 72 0.0 47.4
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F3AS 正社員に対するその他社員の比率
(基本集計)

F4 5年前と比べた経営状況
F4Ⅹ 5年前と比べた経営

状況

(1)(2)( 3)(4)(5)(6) (7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平 (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)
0 5 5 10 15 20 25 30~ 35 40 45 50 無 非 ま 特 あ 非 無 * .* .5* ,*

% % % % % % % % % % % % 回 件 央 均 常 あ に ま 常 回 件 良 3特 良 回 件
未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 以 答 数 に .ま 変 り に 答 数 い に く 答 数

満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値% % 良 あ 化 良 良い 良 は く くい な な ない い い 変 な1 化 い+ は2 な 4い +

組合支部計 68.2 2.6 1.5 -. 0.2 0.4 -. -. 0.2 -. 1.125.8 535 0.0 2.0 12.730.817.027.5 9.5 2.4 535 43.617.037.0 2.4 535

製造業計 68.6 2.8 1.8 .- -. 0.7 -. -. 0.725.4 283 0.0 0.9 18.432.214.125.1 7.8 2.5 283 50.-514.132.9 2.5 283

輿造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 67.2 1.7 -. -.31.0 58 0.0 0.0 25.929.313.820.7 6.9 3.4 58 55.213.827.6 3.4 58

74.4 3.5 -. .- 1.220.9 86 0.0 0.5 20.932.614.018.6 9.3 4.7 86 53.514.027.9 4.7 86

72.1 -. 4.7 -. -. 2.3 -. -.20.9 43 0.0 1.5 32.630.211.623.3 2.3 -. 43 62.811.625.6 -. 43

その他製造業 62.5 4.2 3.1 -. 1.0 .- -. 1.028.1 96 0.0 1.5 5.234.415.634.4 9.4 1.0 96 39.615.643.8 1.0 96

辛莱所規模別100人未満 91.2 2.9 -. -. 2.9 2.9 34 0.0 0.9 5.929.420.632.411.8 -. 34 35.320.644.1 -. 34

100人以上 84.6 2.6 1.3 .- 1.3 -. -. 1.3 9.0 78 0.0 1.8 7.734.612.835.9 7.7 1.3 78 42.312.843.6 1.3 78

300人以上 70.7 4.0 1,3 .- -.24.0 75 0.0 0.3 25.330.716.018.7 6.7 2.7 75 56.016.025.3 2.7 75

1000人以上 59.5 2.7 4.1 ... .- 1.4 ... ...32.4 74 0.0 1.0 28.432.410.820.3 6.8 1.4 74 60.810.827.0 1,4 74

非製造業計 67.7 2.4 0.8 .- 0.4 -. -. 0.4 -. 1.626.6 248 0.0 3.9 6.529.820.629.011.7 2.4 248 36.320.640.7 2.4 248

非製造莱莱種別 建設業 48.6 2.9 .- -.48.6 35 0.0 0.2 2.934.331.414.314.3 2.9 35 37.131.428.6 2.9 35

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 63.6 4.5 -. -. 4.5 -. -.27.3 22 0.0 0.2 -.22.745.522.7 9.1 .- 22 22.745.531.8 -. 2277.8 .- -.22.2 18 0.0 0.0 -.50.0 -.44.4 5.6 -. 18 50.0 -.50.0 -. 18

運輸業 68.6 3.9 3.9 -. .- 2.021.6 51 0.0 4.6 7.825.5 5.937.315.7 7.8 51 33.3 5.952.9 7.8 51

卸売 .小売業 68.1 -. -. 4.227.8 72 0.0 23.6 ll.130.620.829.2 6.9 1.4 72 41.720.836.l l.4 72

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年6月

Q2AA 支部一事業所間の
Ql 支部一事業所レべ 労使協議の対象事項 A 賃 Q2AB 退職金 ･企業年金 Q2AC 事業所の労働時間 Q2AD 事業所に直接関係
ル労使協議システムの有 金人事処遇制度の運用 (Ql 制度の運用 (Qlで1の場合 ･休日･休暇 (Qlで1の場合 する経営方針 (Qlで1の場

F5 回答者の組合支部における役職 無 で1の場合) ) ) 合)
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)_(5) (1)(2) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)

委 長副 書 執 そ 無 あ な 無 議本 労支 で労 無 議本 労支 で労 無 読本 労支 で労 無 読本 労支 で労 無･部 使部 あ使 回 件貞 萎 記 行 の 回 件 る い 回 件 ･部 使部 あ使 回 件 ･部 使部 あ使 回 件 ･部 使部 あ使 回 件
長 員 長 委 他 答 数 答 数 交 .協 .る協 答 数 交 .協 . る協 答 数 交 .協 . る協 答 数 交 .協 . る協 答 数

長 員 組 渉本 議事 議 渉本 議事 議 捗本 議事 誌 渉本 議事 議
支 合 事杜 事業 の 事社 事業 の 事社 事業 の 事社 事業 の
部 削 役 項間 項所 対 項間 項所 対 項間 項所 対 項間 項所 対
長 支 職 の 間 象 の 間 象 の 間 象 の 間 象

部 協 の 外 協 の 外 協 の 外 協 の 外

組合支部計 38,5 7.532.015.5 4.7 1.9 535 83.215.7 1.1 535 80.4 6.3 4.7 8.5 445 83.1 2.9 5.4 8.5 445 47.242.2 2.2 8.3 445 29.440.721.1 8.8 445

魁造業計 38.5 6.736.414.1 2.8 1.4 283 92.9 6.0 1.1 283 83.3 5.7 4.9 6.1 263 87.l l.5 5.3 6.1 263 44_147.1 2.7 6.1 263 28.944.520,5 6.1 263

翠 電機 .電子 .情報 43.110,327.617,2 -. 1.7 58 94.8 3.4 1.7 58 85.5 3.6 3.6 7.3 55 85,5 1.8 5.5 7.3 55 30.960.0 1.8 7.3 55 20.060.012.7 7.3 55

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 40.7 2.341.914.0 1.2 -. 86 98.8 1.2 -. 86 88.2 3.5 4.7 3.5 85 90.6 1.2 4.7 3.5 85 43.549.4 2.4 4.7 85 23.547.124.7 4.7 85

莱種 関連輸送用機械 34.9 2.330.225.6 7.0 -. 43 93.0 7.0 .- 43 87.5 7.5 5.0 -. 40 95.0 -. 5.0 -. 40 55.042,5 2.5 -. 40 35.042.522.5 .- 40

別 その他製造業 35.410.439.6 7.3 4.2 3.1 96 86.511.5 2.1 96 74.7 8.4 6.010.8 83 80.7 2.4 6.010,8 83 48.238.6 3.6 9.6 83 37.332.520.5 9.6 83

辛 100人未満 58.811.817.6 5.9 5.9 -. 34 91.2 5.9 2.9 34 74.2 3.2 9.712.9 31 77.4 .- 9.712.9 31 38.741.9 6.512.9 31 22.641.922.612.9 31

莱所 100人以上 43.6 7.735.9 9.0 2.6 1.3 78 93,6 6.4 -. 78 86.3 4.1 .- 9.6 73 86.3 4.1 -. 9.6 73 57.532.9 ... 9.6 73 32,942.516.4 8.2 73

規模300人以上 44.0 2.740.0 9.3 2.7 1.3 75 90.7 9.3 -. 75 88.2 8.8 2.9 -. 68 95.6 1.5 2.9 -. 68 42.654.4 2_9 -. 68 30.945.622.l l.5 68

別1000人以上 21.6 6.839.228.4 2.7 1.4 74 95.9 2.7 1.4 74 84.5 7.0 7.0 1.4 71 90.1 -. 8.5 1.4 71 33.864.8 ... i.4 71 29.650.718.3 1.4 71

非製造業計 38.3 8.527.417.3 6.0 2.4 248 72.626.2 1.2 248 76.1 7.2 4.412.2 180 77.2 5.0 5.612.2 180 51.135.6 1.711.7 180 30,035.022.212.8 180

非 建設業 62.9 -.20.011.4 5.7 .- 35 80.020.0 -. 35 78∴6 -. 3.617.9 28 78.6 -. 3.617.9 28 42.942.9 -.14.3 28 14.346.421.417.9 28

穀追 電気 .ガス .熱供■∠ゝ 40.918.231.8 9.1 -. 22 81.818,2 -. 22 88.9 -. 5.6 5.6 18 88.9 -. 5.6 5.6 18 33.355.6 5.6 5.6 18 44.444.4 5.6 5.6 18

莱葦 得業情報通信業 33.3 5.611,144.4 5.6 -. 18 88.911.1 -. 18 87.5 -. -.12.5 16 81.3 -. 6.312.5 16 56.331.3 -.12.5 16 31.343.812.512.5 16

種別 運輸業 29.411.839.211,8 3.9 3.9 51 64.733.3 2.0 51 69.721.2 3.0 6.1 33 81.8 9.1 3.0 6.1 33 72.721.2 -. 6.1 33 39.430.324.2 6.1 33

卸売 .小売業 33.3 9.720.820.811.1 4.2 72 65.333.3 1.4 72 72.310.6 6.410.6 47 70.2-12.8 6.410.6 47 46.840.4 2.110.6 47 29.834.023.412.8 47

-220-



(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q2AE 事業所の年間生産
(売上)計画 (Qlで 1の場 Q2AF 要員確保 (Qlで Q2AG 事業所の福利厚生 Q2AH 教育訓練 (Qlで Q2AI 安全衛生 (Qlで Q2AJ 事業所における雇

合) 1の場合) 施策 (Qlで1の場合) 1の場合) 1の場合) 用調整 (Qlで1の場合)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (l)(2)(3) (1)(2)(3)
読本 労支 で労 無 読本 労支 で労 無 議本 労支 で労 無 議本 労支 で労 無 議本 労支 で労 無 読本 労支 で労 無

･部 位部 あ使 回 件 ･部 使部 あ使 回 件 ･部 使部 あ使 回 件 ･部 使部 あ使 回 件 ･部 使部 あ使 回 件 ･部 使部 あ使 回 件
交 .協 .る協 答 数 交 .協 .る協 答 数 交 .協 . る協 答 数 交 .協 . る協 答 数 交 .協 . る協 答 数 交 '協 ▲ る協 答 数
捗本 義事 故 捗本 議事 議 渉本 議事 議 渉本 詫事 議 捗本 議事 議 捗本 議事 議
事社 事業 の 事社 事業 の 事社 事業 の 事社 事業 の 事社 事業 の 事社 事業 の
項間 項所 対 項間 項所 対 項間 項所 対 _ 項間 項所 対 項間 項所 対 項間 項所 対

の 間 象 の 間 象 の 間 象 の 間 象 の 間 象 の 間 象
協 の 外 協 の 外 協 の 外 協 の 外 協 の 外 協 の 外

組合支部計 26.336.428.1 9.2 445 28.545.816,4 9,2 445 28.558.0 4.7 8.8 445 25.840.225.2 8.8 445 15.171.7 4.7 8.5 445 43.633.913.3 9.2 445

製造業計 25..939.928.1 6.1 263 25.949.019.0 6.1 263 21.367.3 5.7 5.7 263 22,140.731.2 6.1 263 ll.877.6 4.6 6.1 263 44.135.414.1 6.5 263

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 16.458.218,2 7.3 55 21.845,525.5 7.3 55 21.860.010.9 7.3 55 21.843.627.3 7.3 55 3.674.512.7 9.1 55 49.132.710.9 7.3 55

20.041.234.1 4.7 85 20.061.215.3 3.5 85 9.483.5 3.5 3.5 85 12.952.930.6 3.5 .85 4.790.6 1.2 3.5 85 31.847.116.5 4.7 85

30.045.025.0 -. 40 17.565.017.5 -. 40 27.570.0 2.5 -. 40 25.047.527.5 -. 40 12.585.0 2.5 1- 40 52.537.510.0 .- 40

その他製造業 36.124.130.1 9.6 83 38.631.319.310.8 83 30.154.2 6.0 9.6 83 30.122.936.110.8 83 24.162.7 3.6 9.6 83 49.424.115,710.8 83

辛莱所規樵別 100人未満 29.019.438.712.9 31 32.338.716.112.9 31 16.161.3 9.712.9 31 22.638.725.812.9 31 12.967.7 6.512,9 31 29.038.719.412.9 31

100人以上 31.537.021.9 9.6 73 20.556.213.7 9.6 73 21.967.1 2.7 8.2 73 23.342.524.7 9.6 73 12.375.3 2.7 9.6 73 46.630.113.7 9.6 73

300人以上 25.042.632.4 -. 68 33.847.119.1 -. 68 17.675.0 7.4 -. 68 19.147.133.8,-. 68 7.492.6 -. 68 54.432.413.2 -. 68

1000人以上 19.7_56.322.5 1.4 71 23.950.723.9 1.4 71 26.866.2 5.6~1.4 71 22.536.639.4 1.4 71 15.573.2 9.9 1.4 71 42.342.312.7 2.8 71

非製造業計 27.231.127,813.9 180 32.840.612.813.9 180 38.944.4 3.313.3 180 31.139.416.712.8 180 19.463.3 5.Ol2.2. 180 42.831.712二213.3 180

非 建設業製造 電 気 .ガス .熱供業 給 業業 情 報通信業種別 運輸業 17.939.325.017.9 28 46.417.917.917.9 28 46.432.1 3.617.9 28 46.428.6 7.117.9 28 21.453.6 7.117.9 28 25.032.121.421.4 28

38.938.916.7 5.6 18 66.722.2 5.6 5.6 18 27.861.1 5.6 5.6 18 38.944.411.1 5.6 18 22.266.7 5.6 5.6 18 66.716.711.1 5.6 18

31.343.8.12.512.5 16 50.025.0 6.318.8 16 62.525.0 -.12.5 16 31.356...3 -.12.5 16 18.868.8 -.12.5 16 56.325.0 6.312.5 16

36.430.324.2 9.1 33 39.445.5 6.1 9.1 33 51,542.~4 -. 6.1 33 36.445.512.1 6.1 33 21.260.612.1 6.1 33 48.536.4 9.1 6.1 33

卸売 .小売業 25.527.734.012.8 47 10.653.225.510.6 47 12.866.0 8.512.8 47 23.429.836.210.6 47 10.6_76.6 2.110.6 47 40.436.212.810,6 47
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Q2AK 事業所に関係する
企業組織の再編 (合併､売却
､分割等)(Qlで1の場合 Q2AL 事業撤退 ･事業所 Q2AXl 支部一事業所間の労使協議の対象事項<本部 ･本社間の協議 ･交渉事
) 閉鎖 (Qlで1の場合) 項 ･1> (Qlで1の場合)

(基本集計)

(1)(2).(3) (l)(2)(3) (1) (2)(3)(4)(5)(6)(7ト(8)(9)(10)(ll)(12) 回答累計

読本 労支 で労 無･部 使部 あ使 回 件 議本 労支 で労 無･都 債部 あ使 回 件 の貸 制退 .事 す事 .事 要 施事 教 安 用事 企事 閉事運金 度職 休業 る業 売業 員 兼業 育 全 調業 兼業 鎖業 件
交 .協 .る協 答 数 交 .協 .る協 答 数 . 用人 の金 目所 経所 上所 確 所 訓 衛 整所 組所 撤 数
′ ′ ･の 宮に 芦の の に に
事社 事業 の 事社 事業 の 処 用企 休労 方直 画牢 福 お の関

F ′ F3 ′ ' Fl i 禾
の 間 象 の 間 象 制 牢 時 関 生 摩 る 編す 業
協 の 外 協 の 外 度 金 _間 係 産 生 雇 る 所

組合支部計 64.712.413.7 9.2 445 69.9 9.21~1.9 9.0 445 80.483.147.229.426.328.528.525 .8 15.143.664.769.9 44 542.7

製造業計 68.111.413.7 6.8 263 74.9 8.7 9.9 6.5 263 83.387.144.128.925.925.921.322.111.844.168.174.9 26 537.3

翠 電機 .電子 .情報 70.914.5 7.3 7.3 55 74.510.9 7.3 7,3 55 85.585.530.920.016.421.821.821.8 3.649.170.974.5 5 501.8

造莱 通信機器･鉄鋼 .化学等素材 68.2 9.417.6 4.7 85 77.6 9.4 8.2 4.7 85 88.290.643.523.520.020.0 9.412.9 4.731.868.277,6 85 490.6

莱種 関連輸送用機械 67.517,512.5 2.5 40 82.510.0 7.5 -. 40 87.595.055.035.030.017.527.525.012.552.567.582.5 4 587,5

別 その他製造業 66.3 8.414.510.8 83 68.7 6.014.510.8 83 74.780.748.237.336.1~38.630.130,124.149.466.368.7 83 584.3

辛 100人未満 58.1 3.222.6_16.1 31 67.7 3.212.916.1 31 74.277.438.722.629.032.316.122.612.929.058.167.7 31 480.6

莱節 100人以上 75.3 9.6 5.5 9.6 73 78.1 6.8 5.5 9.6 73 86.386.357.532.931.520.521.923.312,346.675.378..1 7 572.6

規模 300人以上 70.611.817.6 -. 68 77.910.311.8 -. 68 88.295..642.630.925.033.817.619.1 7.454.470.677.9 6 563.2

別 1000人以上 69,016.911.3 2.8 71 78.912.7 7.0 1.4 71 84.590.133.829.619.723.926.822.515.542.369.078/9 71 536.6

非製造業計 59.413.913.912.8 180 62.210.015.012.8 180 76.177.251.130.027,232.838.931~.119.442.859.462.2 18 548.3

非 建設業 53.614.314.317.9 28 64.310.7 7.117.9 28 78.678.642.914.317.946.446.446.421.425.053.664.3 2 535.7

製追莱莱 電 気 .ガス~.熱供給 業情 報通信業 83.3 5.6 5.6 5_6 18 77.8 5.611.1 5.6 18 88.988.933.344.438.966.727.838.922.266.783.377.8 1 677.856.331.3 .- 12.5 16 68.818.8 .- 12.5 16 87.581.356.331.331.350.062.531.318.856.356.368.8 1 631.3

種別 運輸業 57.627.3 9.1 6.1 33 60.624.2 9.1 6.1 33 69.781.872.739.436.439.451.536.421.248.557.660.6 3 615.2

卸売 .小売業 61.7 6.421.310.6 47 59.6 -.29.810.6 47 72.370.246.829,825.510.612.823.410.640.461.759.6 4 463.8
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Q2AX2 支部一事業所間の労使協議の対象事項<支部 ･事業所間の労使協議事 Q2AY 支部一事業所間の労使協議の対象事項<労使協議の対象外である･3>
項 ･2> (Qlで1の場合) (Qlで1の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 回答累計

の貨 制退.事す事 .事 要 施事 教 安 用事 企事 閉事運金 度構体薫る実 売業 負 策薫 育 全 調薬 葉菜 鎖業 件 の貸 制退 .事 す事 .事 要 施事 教 安 用事 企事 閉事運金 度職 休業 る業 売業 員 兼業 育 全 調薬 業業 鎖業 件
用人 の金 目所 経所 上所 確 所 訓 衛 整所 組所 撤 数 用人 の金 目所 経所 上所 確 所 訓 衛 整所 組所 撤 数

･ .の に 書の の に に ' ･ .の に 言の の に に
処 用企 休労 方直 画年 福 お の関 処 用企 休労 方直 画年 福 お の関

J3 l I1 fI I 暮 糸
制 年 時 関 生 摩 る 編す 業 制 年 時 関 生 厚 る 編す 業
度 金 間 係 産 生 雇 る 所 度 金 間 係 産 生 雇 る 所

組合支部計 6.3 2.942.240.736.445.858.040.271.733.912.4 9.2 44 399.8 4.7 5.4 2.221.128.116.4 4.725.2 4.713.313.711.9■ 44 151.5

製造業計 5.7 1.547.144.539.949.067.340.777.635.411.4 8.7 26 428.9 4.9 5.3 2.720.528.119.0 5.731.2 4.614.113.7 9.9 263 159.7

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 3.6 1.860.060.058.245.560.043.674.532.714.510.9 55 465.5 3.6 5.5 1.812.718.225.510.927.312.710.9 7,3 7.3 5 143.6

3,5 1.249.447.141.261,283.552.990.647.1 9.4 9.4 8 496.5 4.7 4.7 2.424,734.115.3 3.530.6 1.216.517.6 8.2 85 163.5

7.5 .- 42.542.545.065.070.047.585.037.517.510.0 4 470.0 5.0 5.0 2.522.525.017.5 2.527.5 2.510.012.5 7.5 40 140.0

その他製造業 8.4 2.438.632.524.131.354.222.962.724.1 8.4 6.0 8 315.7 6.0 6.0 3.620.530.119.3 6.036.1 3.615.714.514.5 8 175.9

辛莱所規模別 100人未満 3.2 -.41.941.919.438.761.338.767.738.7 3.~2 3.2 31 358.1 9.7 9.7 6.522.638.716.1 9.725.8 6.519.422.612.9 31 200.0

100人以上 4.1 4.132.942.537.056.267.142.575.330.1 9.6 6.8 7 408.2 -.16.421.913.7 2.724.7 2.713.7 5.5 5.5 7 106.8

300人以上 8.8 1.554.445.642.647.175.047_192.632.4日.810.3. 6 469.1 2.9 2.9 2.922.132.419.1 7.433.8 -.13.217.611.8 6 166.2

1000人以上 7,0 -.64.850.756.350.766.236.673.242.316.912.7 71 477.5 7.0 8.5 -.18.322.523.9 5.639.4 9.912.711.3 7.0 71 166.2

非製造業計 7.2 5.035.635.031.140.644.439.463.331｣713.910.0 18 357.2 4.4 5.6 1.722.227.812.8 3.316.7 5.012.213.915.0 18 140.6

非輿造莱莱種別 建 設業 -.42.946.439.317.932.128.653.632.114.310.7 2 317.9 3.6 3.6 .- 21.425.017.9 3.6 7.1 7.121.414.3 7.1 28 132.1

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 ･- 55.644.438.922.261.144.466.716.7 5.6 5.6 18 361.1 5.6 5,6 5.6 5.616.7 5.6 5.611.1 5.611.1 5.611.l l 94.4-.31.343.843.825.025.056.368.825.031.318.8 1 368.8 -. 6.3 .- 12.512.5 6.3 -. .- 6.3 -. 16 43,8

運輸業 21.2 9.121.230.330.345.542.445.560.636.427.324.2 3 393.9 3.0 3.0 -.24.224.2 6.1 -.12.112.1 9.1 9.1 9.1 3 112.1

卸売 .小売業 10.612.840.434.027.753.266.029.876.636.2 6.4 ... 4 393.6 6.4 6.4 2.123.434.025.5 8.536.2 2.112.821.329.8 47 208.5
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Q2BA 労使協議における組合の発言
力 A 賃金人事処遇制度の運用 (Q2 Q2BB 退職金 ･企業年金制度の運用 Q2BC 事業所の労働時間 ･休日･休 Q2BD 事業所に直接関係する経営方
AAで2の場合) (Q2ABで2の場合) 暇 (Q2ACで2の場合) 針 (Q2ADで2の場合)

(基本集計)

(1) (2) (3) (4) (5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (l)(2)(3)(4)(5)

ら事 説事 た組 る労 実絶 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実絶 無説後 明前 り合 こ使 行合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数
説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 読後 明前 り合 こ使 行合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協寸 の 答 数

さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が議 る同れ経 る営 す見 あで 意る営 側 るを る修 の
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経.る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側.るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら ペ す に けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら ペ す に

･組合支部計 -.28.617.953.6 .- 28 -.30.8 7.761.5 -. 13 ･.. 4.321.SIS.p652.7 3.2 188 8.829.3 39.2 8.8 9.9 3.9 181

穀造業計 -.33.320.046.7 ... 15 -.50.0 -.50.0 -. 4 -. 2.421.016.156.5 4.0 124 8.531.637.6 6.811,1 4.3 117

gl･電機 .電子 .情報 -.100.0 -. 2 -.100.0 -. 1 ･- 12.127.354.5 6.1 33 15.218.245.512.1 6.1 3.0 33

造美 通信機器.鉄鋼 .化学等素材 -.33.3 -.66.7 .- 3 -.100.0 -. 10-.100.0 .- 2 -.21.411.961.9 4.8 42 2.537.532.5 5.015.0 7.5 40別i㌻その他製造業 -.14.342.942.9 .- 7 -. 9.437.5 9.4 40.6 3.1 32 ll.137.040.7 3.7 7.4 .- 27

辛 100人未満 ･-100.0 .- 1 0-.33.3 -.66.7 -. 3 -.15.430.846.2 7.7 13 7.738.538.5 .- 15.4 -. 13某所 100人以上 ･-100.0 -. 3 ･- 8.341.716.733.3 -. 24 6.548.425.8 9.7 6.5 3.2 31

規模 300人以上 ･- 33.333.333.3 .- 6 -.100.0 -. 10 -. 2.724.310.8 56.8 5.4 37 16.122.648.4 3.2 6.5 3.2 31別 1000人以上 ･- 60.020.020.0 .- 5 ･- 10.917.467.4 4.3 46 5.625.038.911.111.1 8.3 36

非製造業計 -.23,115.461.5 -. 13 -.22.211.166.7 .- 9 -. 7.821.923.445.3 1.6 64 9.525.442.9 11.1 7.9 3.2 63

非 建設業 000-.28.614.357.1 .- 7 000-.33.3 -.66.7 -. 3 -. 8.333.3 8.341.7 8.3 12 7.730.846.2 .- 15.4 -. 13

製造 電気 .ガス .熱供 -.10.010.050.030.0 -. 10 -.37.550.0 -.12.5-. 8

莱莱 給業情報通信業 -.20.0 ...80.0 -. 5 14.328.628.614.314.3-. 7

種別 運輸業 ･- 14.3 -.28.657.1 .- 7 ･..40.030.OlO.010.010.0 10

卸売 .小売業 -.20.0 -.80.0 .- 5 -.16.716.766,7 -. 60 ･- 21.136.842.1 -. 19 25.018.837.518.8 ... 16
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Q2BE 事業所の年間生産 (売上)計 Q2BF 要員確保 (Q2AFで2の場 Q2BG 事業所の福利厚生施策 (Q2 Q2BH 教育訓練 (Q2AHで2の場
画 (Q2AEで2の場合) 合) AGで2の場合) 合)

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)
ら事 説事 た組 る労 実絶 無 ら事 説事 た組 る労 実絶 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実組 無
説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 嗣前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が譲 る同 さに れ経 答意 が譲 る同 さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が護 る同
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら ベ す に けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合支部計 13.032.134.0 7.410.5 .3.1 162 4.417.637.315.716.2 8.8 204 0.4 6.6.36.425.226.4 5.0 258 2.218.442.516.812.3 7.8 179

製造業計 15.237.130.5 6.7 7.6 2.9 105 3.118.638.016.316.3 7.8 129 ･- 4.536.725.427.7 5.6 177 2.822.440.212.113.1 9.3 107

A造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 28.115.637.515.6 3.1 -. 32 8.024.036.020.0 4.0 8.0 25 -. 3,039.439.415.2 3.0 33 -.12.562.512.5 8.3 4.2 24

ll.445.722.9 2.9 8.6 8.6 35 3.813.530.819.223.1 9.6 52 -. 2.835.223.928.2 9.9 71 4.426.728.913.313.313.3 45

5.644.427.8 -.22,2 -. 18 -.19.242.323.111.5 3.8 26 -.10.717.917.950.0 3.6 28 -.15.836.815.826.3 5.3 19

その他製造業 10.050.035.0 5.0 .- 20 -.23.150.0 .- 19.2 7.7 26 -. 4.448.922.222.2 2.2 45 5.331.642.1 5.3 5.310.5 19

辛莱所規模別 100人未満 -.33.350.016.7 .- 6 -. 8.366.7 8.316.7 .- 12 ･- 5.336.821.126.310.5 19 ･- 16.741.7 8.3 8.325.0 12

100人以上 14.851.918.5 7.4 3.7 3.7 27 4.914.641.512.217.1 9.8 41 -. 4.146.918.422.4 8.2 49 9.722.641.9 6.5 9.7 9.7 31

300人以上 27.637.924.1 3.4 3.4 3.4 29 6.318.834.425.0 9.4 6.3 32 -. 3.943.125.523.5 3.9 51 -.28.137.518.8 9.4 6.3 32

1000人以上 10.025.042.5 7.512.5 2.5 40 -.25.025.019.419.411.1 36 ･- 6.423.429.836.2 4.3 47 -.15.438.515.423.1 7.7 26

非製造業計 8.923.241.1 8.916.l l.8 56 6.816.435.615.116_4-9..6 73 1.310,036,325.023.8 3.8 80 1.412.746.522.511.3 5.6 71

非輿追莱莱種別 建設業 9.136.436.4 9.1 9.1 -. ll 20.040.040.0 -. 5 -.ll.166.711.1 -.ll.1 9 -.25.062.5 -.12.5 -. 8

電気.ガス.熱供給業情報通信業 14.314.342.9 .- 28.6 -. 7 25.025.0 -.25.025.0 -. 4 -. 9.136.445.5 9.1 .- ll -.62.525.012.5 .- 814.328.628.614.314.3 -. 7 ･- 75.0 .- 25.0 -. 4 -.50.025.025.0 -. 4 -.ll.133.333.322.2 .- 9

運輸業 ･- 20.040.0 .- 30.010.0 10 -.33.326.7 -.26.713.3 15 7.121.421.421.421.4 7,1 14 6.713.326.720.026.7 6.7 15

卸売 .小売業 15.423.138.5 7.715.4 .- 13 12.0 8.028.028.012.012.0 25 -. 6.532.319.438.7 3.2 31 -.50.035.7 -.14.3 14

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q2BI 安全衛生 (Q2AIで2の場
合)

-223-

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)
ら事 説事 た組 る労 実絶 無
説後 明前 り合 こ使 行合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が議 る同
れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 p正 下
けか ら ベ す に

組合支部計 0.9 5.635.728.522,9 6.3 319

曳造業計 ･- 4.437.330.422.1 5.9 204

輿造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -. 2.431.741.522.0 2.4 41

-. 3.941.631.215.6 7.8 77

-. 2.929.423.538.2 5.9 34

その他製造業 ･- 7.740.425.021.2 5.8 52

辛莱所規模 100人未満 -.52.419.019.0 9.5 21

100人以上 ･- 7.336.429.121.8 5,5 55

300人以上 -. 3.238.134.917.5 6.3 63

別 1000人以上 ･- 3.832.732.725.0 5.8 52

非製造業計 2.6 7.932.525.424.6 7.0 114

非輿造莱莱荏別 建設業 6.7 6.733.333.313.3 6.7 15

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 -. 8.350.016.725.0 -. 12-.27.336.436.4 -. ll

運輸業 5.015.030.015.030.0 5.0 20

卸売 .小売業 2.8 8.330.625.022.211.1 36

その他サービス業 ･- 8.325.033.325.0 8.3 12



･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年6月

Q2CA 5年前と比べた労
使協議の重要性 A 賃金人 Q2CB 退職金 ･企業年金

Q2BJ 事業所における雇用調整 (Q Q2BK 事業所に関係する企業組織の Q2BL 事業撤退 ･事業所閉鎖 (Q2 事処遇制度の運用 (Q2AA 制度の運用 (Q2ABで2の
2AJで2の場合) 再編 (Q2AKで2の場合) ALで2の場合) で2の場合) 場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1) (2)(3) (1) (2)(3)
ら事 説事 た組 る労 実組 無 ら事 説事 た組 る労 実絶 無 ら事 説事 た組 る労 実絶 無 上 変 低 無 上 変 低 無
説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 説後 明前 り合 こ使 行合 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数
さに れ経 答意 が議 .る同 さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が護 る同 て な て て な て
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 い い い い い い
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る る る る
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合支部計 0.716.625.812.632.511.9 151 3.614.529.1 7.340.0 5.5 55 -.17.124.4 9.843.9 4.9 41 42.939.310.7 7.1 28 7.776.915.4 -. 13

製造業計 -.17.219.416.133.314.0 93 3.310.023.310.046.7 6.7 30 -. 4.321.717.447.8 8.7 23 26.760.0 6.7 6.7 15 -.100.0 -. 4

# 電機 .電子 .情報 ･- 27.816.733.322.2--. 18 -.37.525.037.5 .- 8 -.16.733.350.0 -. 6 -.100.0 -. 2 -.100.0 -. 1

造莱莱種 通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -.15.015.017.532.520.0 40 -.12.525.012.537.512.5 8 ･- 25.025.037.512.5 8 -.66.733.3 -. 3 ･-100.0 -. 1-.13.320.0 6.760.0.-. 15 14.3 -.14.3 .- 71.4 -. 7 -.25.025.0 -.50.0 .- 4 66.733.3 -. 3 0

別 その他製造業 ･- 15.030.0 5.025.025.0 20 -.28.614.3 .- 42.914.3 7 -.20.0 -.60.020.0 5 28.657.1 -.14.3 7 -.100.0 -. 2

辛 100人未満 -. 8.325.0 8.333.325.0 .12 -.100.0 -. 1 ･-100.0 -. 1 -.100.0 -. 1 0

某所規模 100人以上 -.18.236.4 4,527.313.6 22 -.28.614.3 -.42.914.3 7 -.40.0 -.40.020.0 5 -.66.733.3 -T 3 ･-100.0 .- 3300人以上 -.22.713.622.718.222.7 22 12.5 -.25.025.025.012.5 8 -.14.314.328.628.614.3 7 33.350.0 .- 16.7 6 -.100.0 -. 1

別 1000人以上 ･- 16.710,020.046.7 6.7 30 -. 8.316.7 8.366,7 -, 12 -.ll.122.266.7 -. 9 40.060.0 .- 5 0

非製造業計 1.815.836.8 7.029.8 8.8 57 4.020.036.0 4.032.0 4.0 25 ･- 33.327.8 -.38.9 -. 18 61.515.415.4 7.7 13 ll.166.722.2 -. 9

非製造業莱種別 建設業 ll.1 -.66.7 -.22.2 -. 9 ･..100.0 .- 4 -.100.0 -. 3 00057.114.314.314.3 7 0

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 -.66.7 .- -.33.3 -. 3100.0 -. 1 -.100.0 -. 1 0-.50.0 -.50.0 -. 4 -.20.0 -.20.060.0 -. 5 -.33.3 -. -.66.7 -. 3 0

運輸業 -.16.716.7 8.350.0 8.3 12 -.33.322.2 -.33.311.1 9 -.37.525.0 -.37.5 -. 80-.33.3 -. -.66.7 -. 3 -.66.733.3 .- 3卸売 .小売業 -.17.635.311.817.617.6 17 -.100.0 -. 3 60.020.020.0 ... 5 16.766.716.7 .- 60

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年6月

Q2cc 事業所の労働時間 Q2CD 事業所に直接関係 Q2CE 事業所の年間生産
･休日･休暇 (Q2ACで2 する経営方針 (Q2ADで2 (売上)計画 (Q2AEで2 Q2CF 要員確保 (Q2A Q2CG 事業所の福利厚生 Q2CH 教育訓練 (Q2A
の場合) の場合) の場合) Fで2の場合) 施策 (Q2AGで2の場合) Hで2の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1) (2)(3) (I)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2).(3)

上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無
昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件
し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数
て な て て な て て な て て な て て な て て な て
い い しヽ い しヽ い しヽ い い い しヽ い しヽ しヽ い い い い
る る る る る る る る る る る る

組合支部計 26.156.9 2.714.4 188 23.261.9 0.614.4 181 23.559.3 3.713.6 162 31.944.1 6.417.6 204 ll.662.8 9.715.9 258 22.955.3 4.517.3 179

製造業計 22.657,3 3.216.9 124 23.958.1 0.917.1 117 22.955.2 5.716.2 105 31,845.7 6.216.3 129 12.461.611.314.7 177 25.250.5 6.517.8 107

製造莱莱荏別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 12.166.7 3.018ー2 33 15.260.6 -.24.2 33 21.962.5 .- 15.6 32 28.048.0 -.24.0 25 15.260.6 9.115.2 33 20.858.3 8.312.5 24

26.259.5 4.8 9.5 42 25.060.0 2.512.5 40 22.948.611.417.1 35 28.842.3 9.619.2 52 9.957.715.516.9 71 24.446.7 6.722.2 45

23.552.9 -.23.5 17 47.141.2 .- ll.8 17 22.255.6 5.616.7 18 46,246.2 -. 7.7 26 21.460.7 3.614.3 28 21.152.610.515.8 19

その他製造業 28.146.9 3.121.9 32 18.563.0 -.18.5 27 25.055.0 5.015.0 20 26.950.011.511.5 26 8,968.911.111ー1 45 36.847.4 -.15.8 19

辛業所堤模別 100人未満 15.476.9 -. 7.7 13 15.484.6 .日 13 16.766.7 -.16.7 6 16.750.0 8.325.0 12 -.73.710.515.8 19 8.375.0 -.16.7 12

100人以上 33.350.0 8.3 8.3 24 29.051.6 3.216.1 31 33.337.014.814.8 27 31.736.614.617.1 41 14.351.022,412.2 49 32.338.712.916.1 31

300人以上 18.956.8 2.721.6 37 25.854.8 -.19.4 31 24.151.7 6.917.2 29 40.637.5 3.118.8 32 15.764.7 3.915.7 51 28.146.9 6,318.8 32

1000人以上 21.754.3 2.221.7 46 22.252.8 -.25.0 36 17.565.0 -.17.5 40 30.655.6 -.13.9 36 14.959.6 8.517.0 47 19.257.7 3.819.2 26

非製造業計 32.856,3 1.6 9.4 64 22.268.3 -. 9.5 63 25.066.1 -. 8.9 56 32.939.7 6.820.5 73 10.065.0 6.318.8 80 19.762.0 1.416.9 71

非製追莱莱種別 建設業 16.758.3 .- 25.0 12 7.784.6 -. 7.7 13 9.172.7 .- 18.2 11 60.020.0 .- 20.0 5 -.66.7 -.33.3 9 12.575.0 -.12.5 8

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 40,030.0 .- 30.0 10 12.550.0 ...37.5 8 ･- 71.4 .- 28.6 7 25.050.0 .- 25.0 4 9.163.6 -.27.3 11 12.562.5 -,25.0 820.080.0 -. 5 42.957.i ... 7 42.957.1 7 50.050.0 -. 4 25.075.0 -. 4 22.266.7 .- ll.1 9

運輸業 28.671.4 ... 7 40.050.0 ...10.O lO 30.060.0 .- 10.0 10 20.046.713.320.0 15 21.450.0 7,121ー4 14 26.753.3 .- 20.0 15

卸売 .小売業 52.642.1 5.3 -. 19 31.368.8 -. 16 38.561.5 -. 13 40.024.012.024.0 25 9.761.312.916.1 31 28.650.0 -.21.4 14

-224-



(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q4A 5年前と比べた事業
Q2CJ 事業所における雇 Q2CK 事業所に関係する Q3 支部一事業所における 所 レベルの労使協議の変化

Q2CI 安全衛生 (Q2A 用調整 (Q2AJで 2の場合 企業組織の再編 (Q2AKで Q2CL 事業撤退､事業所 労使協議の権限 (Qlで 1の A 非公式の労使協議 (QI
Iで 2の場合) ) 2の場合) 閉鎖 (Q2ALで 2の場合) 場合) で 1の場合)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)
上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 上 変 低 無 ら本 1 る項 無 増 変 域 無

昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 昇 わ 下 回 件 の部 の 目 回 件 え わ つ 回 件
し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 し ら し 答 数 付. 制 に 答 数 た ら た 答 数
て な て て な て て な て て な て 託本 限 よ な
レヽ しヽ しヽ い い い い い い しヽ しヽ L,ヽ 事社 は つ しヽ

る る る る る る る る 項協 な てだ議 い 異けか な

組合支部計 28.553.6 1.616.3 319 15.258.9 4.621.2 151 10.974.5 1.812.7 55 4.982.9 -.12.2 41 12.822,562.9 1.8 445 25.466.1 7.6 0.9 445

製造業計 31.449.5 2.516.7 204 16.159.1 4.320.4 93 6.776.7 3.313,3 30 -.82.6 -.17.4 23 ll.823.262.7 2.3 263 27.463.9 8.0 0.8 263

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 24.458.5 -.17.1 41 16.755.611.116.7 18 ･- 75.012.512.5 8 -.83.3 .- 16.7 6 9.123.661.8 5.5 55 20.061.814.5 3.6 55

35.142.9 3.918.2 77 17.555.0 5.022.5 40 -.87.5 .- 12.5 8 ･- 87.5 -.12.5 8 12.930.656.5 -. 85 22.470,6 7.1 -. 85

32.455.9 -.ll.8 34 13.373.3 -.13.3 15 14.371.4 .- 14.3 7 -.75.0 -.25.0 4 12.5 7.580.0 -. 40 40.052.5 7.5 -. 40

その他製造業 30.848.1 3.817.3 52 15.060.0 -.25.0 20 14.371.4 .- 14.3 7 -.80.0 -.20.0 5 12.022.961.4 3.6 83 31.363.9 4.8 -. 83

辛莱所規樵別100人未満 23.852.4 4.819.0 21 8.383.3 .- 8.3 12 I..loo.0 -. I ･..100.0 -. 1 12.925.861,3 -. 31 19.471.0 9.7 .- 31

100人以上 40.040.0 5.514.5 55 27.340.9 9.122.7 22 ･- 85.7 -.14.3 7 -.80.0 -.20.0 5 16.427.453.4 2.7 73 20.564.415.1 .- 73

300人以上 30.249.2 1.619.0 63 18.254.5 -.27.3 22 -.87.5 -.12.5 8 -.85.7 -.14.3 7 5.919.173.5 1.5 68 27.967.6 4.4 - 由

1000人以上 30.851.9 -.17.3 52 10.060.0 6.723.3 30 16.758.3 8.316.7 12 -.77.8 -.22,2 9 14.118.364.8 2.8 71 36.656.3 5.6 1.4 71

非穀造業計 23.760.5 -.15.8 114 14.057,9 5.322.8 57 16.072.0 -.12.0 25 ll,183.3 -. 5.6 18 14.421.163.3 1.1 180 21.770.0 7.2 1.1 180

非製造莱莱種別 建設業 20.066.7 .- 13.3 15 22.255.6 -.22.2 9 -.loo.0 -. 4 -.100.0 -. 3 14.321.460.7 3.6 28 32.160,7 7.1 .- 28

竜気 .ガス .熱供給業情報通信業 16.766.7 -.16.7 12 -.100.0 -. 3 -.100.0 -. 1 ･-100.0 -. 1 16.716.766.7 -. 18 5.694.4 .- 1854.545.5 -. ll -.100.0 -. 4 20.080.0 -. 5 -.100.0 -. 3 25.018.856.3 .- 16 25.068.8 6.3 -. 16

運輸業 20.065.0 -.15.0 20 25.041.7 .- 33.3 12 ll.166.7 .- 22.2 9 12.575.0 ..:12.5 8 12.127.360.6 -. 33 27.369.7 3.0 -. 33

卸売 .小売業 22.258.3 .- 19.4 36 ll.841.217.629.4 17 -.66.7 -.33.3 3 0 12.821.366.0 -. 47 12.868.114.9 4.3 47

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年6月

Q4D 経営側の案が組合に Q4E 会社側出席者の役職
Q4B 労使協議の開催頻度 Q4C 労使協議の開催期間 示される時期 (非公式含む) 者の範鯖の変化 (Qlで 1の Q4F 協議内容の複雑さ ( Q4G 協議における労使関
(Qlで 1の場合) (Qlで 1の場合) (Qlで 1の場合) 場合) Qlで 1の場合) 係 (Qlで 1の場合)

増 変 .減 無 長 変 短 無 - 遅 変 早 無 す上 変 す下 無 複 変 容 無 協 変 対 無

え わ つ 回 件 期 わ 期 回 _件 く わ ま 回 件 る位 わ る位 回 件 雑 わ 易 回 件 _調 わ 立 回 件
た ら た _ 答 数 化 ら 化 答 数 な ら つ 答 数 よ役 ら よ役 答 数 に .ら に 答 数 的 ら 的 答 数

な し な し つ な た う職 な う職 な な な に な に

i,ヽ た い た た い に者 ,い に者なが ながつ出 つ出た席 た席 つ しヽ つた た な い なつ つた た

組合支部計 23.666.7 9.0 0.7 445 9.480.0 9.2 1.3 445 22.569.7 7.2 0.7 445 5.491.2 2.7 0,7 445 34.861.6 2.5 1.1 445 27.2-l67.4 4.5 0.9 445

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 20.065.510.9 3.6 55 10.976.4 9.1 3.6 55 21.867.3 7.3 3.6 55 7.387.3 1.8 3.6 55 43.649.1 3.6 3.6 55 30.963.6 1.8 3.6 55
32.562.5 5.0 -. 40 2.590.0 5.0 2.5 40 27.557.515.0 -. 40 10.087.5 2.5 -. 40 32二567.5 --. 40 40.057.5 2.5 -. 40

その他製造業 20.568.710.8 -. 83 12.081.9 6.0 -t 83 18.174.7 7.2 .- 83 2‥496.4 1.2 -. 83 42.2.54.2 3.6 -. .83 28.966.3 4.8 -.,. 83

辛莱所規模那 100人未満 16.174.2 9.7 -. 31 6.590.3 3.2 .- 31 12.980.616.5 -. 31 3.293.5 3.2 ... 3l 22.674.2 3.2 -. 31 25.871.0 3.2 -.. 31

100人以上 12.369.917.8 .- 73 ll.083.6 5.5 -. .73 24.767.1 8.2 -. 73 2.794.5 2.7 -. 73 39.756.2 4.1 -. 73 32.960.3 6.8 -. 73

300人以上 22,164.713.2 -. 68 13.279.4 7.4 -. 68 26.564.7 8.8 -. 68 1.595.6 2.9 .- 68 35.361.8 1.5 1.5 68 29.469.l l,5 -. 68

1000人以上 29,667.6 1.4 1.4 71 4.280.312.7 2.8 71 23.969.0 5.6 1.4 71 ll.385.9 1.4 1.4 71 42.354.9 1.4 1.4 71 31.063.4 4.2 1.4 71

非製造業計 27.864.4 7.2__0.6 180 9.477.211.7 1.7 180 21,770.0 7.8 0.6 180 6.789.4 3.3 0.6 180 32.863.3 2.8 1.1 180 23.370.0 5.6 1.1 180

非製造莱 建設業 21.467.910.7 -. 28 21.471.4 7.1 -. 28 21.478.6 -. 28 7.185.7 7.1 -. 28 32.164.3 3.6 -. 28 32.~160.7 7.1 -. 2~8電気 .ガス .熱供給業 16.783.3 -. 18 ll.172.211.1 5.6 18 27.872.2 -. 18 -.100.0 -. 18 38.961.1 -. 18 5.694.4 .- 18

莱種別 t⊃情報通信業 37.556.3 6.3 -. 16 -.81.318.8 -. 16 31.343.825.0 ... l6 12.581.3 6.3 -. 16 37.556.3 6.3 -. 16 31.368.8 -. 16運輸業 30.354,515.2 -. 33 12.178,8 9.1 -. 33 21.269.7 9_1 -. 33 -.100,0 .- 33 42,454.5 -. 3.0 33 21.275.8 3.0 -. 33

卸売 .小売業 29.863.8 4.3 2.1 47 2.183.010.6 4.3 47 12.876.6 8.5 2.1 47 4.389.4 4.3 2.1 47 14.980.9 2.1 2.1 47 25.563.8 6.4 4.3 47

-225-



･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年 6月

Q5AAA 直接雇用の非正
社員における労使協議の有無

Q4Ⅰ 付議事項内容に対す Q4J 労使協議における組 Q4K 経営側の案に対する A 採用する雇用形態の決 Q5AAB 雇用期間の決定
Q4H 付議事項の変化 (Q る組合員の理解度 (Qlで1 合の発言力 (Qlで1の場合 組合の意見反映度 (Qlで1 定 (F3ACまたはF3AE (F3ACまたはF3AEで
1で1の場合) の場合) ) の場合) で1以外の場合) 1以外の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)
拡 変 縮 無 高 変 低 無 強 変 弱 無 高 変 低 '無 議支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無
大 わ 小 回 件 く わ く 回 件 く わ く 回 件 く わ く 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件

ら 答 数 な ら な 答 数 な ら な 客 数 な ら な 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数
増 な 減 つ な つ つ な つ つ な つ つし 対 な議 つし 対 な議

加 い 少し した た た い た た い た た い た てて 応 いのい労 に 対る使 任 象協 せ 事 てて 応 いのい労 に 対る使 任 象協 せ 事

組合支部計 19.876.2 3.4 0.7 445 9.971.517.3 1.3 445 12.680.2 6.5 0.7 445 18.772.4 8.3 0.7 445 10.518.963.5 7.2 488 10.218.964.3 6.6 488

製造集計 19.876.0 3.4 0.8 263 7.274.917.1 0.8 263 ll.082.9 5.3 0.8 263 19.872.6 6.8 0.8 263 12.315.467.6 4.7 253 ll.915.068.8 4.3 253

魁造莱莱種別 屯機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 20.070.9 5.5 3.6 55 1.880.014.5 3.6 55 9.181.8 5.5 3.6 55 12.778,2 5.5 3.6 55 7.7 9.676.9 5.8 52 3.813.578.8 3.8 52

22.471.8 5.9 -. 85 9.472.917.6 -. 85 14.181.2 4.7 -. 85 18.876.5 4.7 -. 85 19.714.160.6 5.6 71 18.314.162.0 5.6 71

20.080.0 -. 40 15.072.512.5 -. 40 17.580.0 2.5 -. 40 27.567.5 5.0 -. 40 7.317.168.3 7.3 41 9.814.668.3 7.3 41

その他製造業 16.981.9 1.2 -. 83 4.874,720.5 -. 83 6.086.7 7.2 -. 83 21.767.510.8 .- 83 ll.219.167,4 2.2 89 12,416.968.5 2,2 89

辛莱所規.榛別 100人未満 16.183.9 -. 31 3.280.616.I -. 31 16.183.9 -. 31 22.671.0 6.5 -. 31 12.016.060.012.0 25 16.0 8.064.012.0 25

100人以上 16.475.3 8.2 .- 73 5.572.621.9 -. 73 ll.078.111.0 -. 73 15.174.011.0 .- 73 13.020.362.3 4.3 69 14.517.465.2 2.9 69

300人以上 16.280.9 2.9 -. 68 10.370.619.1 .- 68 8.885.3 5.9 -. 68 20.673.5 5.9 -. 68 15.715.761.4 7.1 70 12.914.365.7 7.1 70

1000人以上 29.667,6 1.4 1.4 71 9.976.112.7 1.4 71 14.181.7 2.8 1.4 71 25,470,4 2.8 1.4 71 7.2 8.782.6 1.4 69 7.213.078.3 1.4 69

非製造業計 18.977.2 3.3 0.6 180 13.366.717.8 2,2 180 15.076.1 8.3 0.6 180 17.271.710.6 0.6 180 8.722.558.910.0 231 8.722.959.3 9.1 231

非輿造莱業種別 建設業 17.978.6 3.6 -. 28 14.364.321.4 -. 28 14.367.917.9 -. 28 3.678.617.9 -. 28 -.23.564.711.8 34 ･- 20.667.611.8 34

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 22.272.2 5.6 -. 18 ll.161.127.8 .- 18 16.783.3 .- 18 22.266.711.1 -. 18 ll.817.664.7 5,9 17 ll.811,870.6 5.9 1712.575,012,5 .- 16 6.368.818.8 6.3 16 12.575.012.5 -. 16 12.587.5 -. 16 -. 6.786.7 6.7 15 -.13.380.0 6.7 15

運輸業 18.281.8 .- 33 18.263.615.2 3.0 33 12.181.8 6.1 -. 33 12.175.812.1 .- 33 14.633.339.612.5 48 14.635.437.512.5 48

卸売 .′ト売業 14.980.9 2,1 2.1 47 10.676.6 8..5 4,3 47 14.978.7 4.3 2.1 47 23.470.2 4.3 2.1 47 5.626.459.7 8.3 72 6.927.859.7 5.6 72

(基本集計)
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Q5AAE 管理 .監督する
Q5AAC 仕事内容 (F3 Q5AAD 配置する峨場 ( 正社員の配置､役割 (F3A Q5AAF 賃金 (時給)､ Q5AAG 労働時間､休日 Q5AAH 教育訓練 (F3
ACまたはF3AEで1以外 F3ACまたはF3AEでl CまたはF3AEで1以外の 一時金等 (F3ACまたはF ､休暇 (F3ACまたはF3 ACまたはF3AEで1以外
の場合) 以外の場合) 場合) 3AEで1以外の場合) AEで1以外の場合) の場合)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1) (2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)
議支 て本 項労 .無 議支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無 義支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無
を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件
行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数
つし 対 な議 つし 対 な議 つし 対 な議 つし 対 な議 つし 対 な議 つし 対 な議
てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの
い労 に 対 い労 に 対 い労 に 対 い労 に 対 い労 に 対 い労 に 対
る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象
協 せ 事 協 せ 事 協 せ 事 協 せ 事 協 せ 事 協 せ 事

穀造集計 14.210.770.8 4.3 253 14.612.368.8 4.3 253 ･15.-411.968.0 4.7 253 5.920.968.8 _4.3 ■253 12.316,666.8 4.3 253 13.813.068.8 4.3 253

製造 二電機 .電子 .情報;逓倍機器 9.6 5.880.8 3.8 52 5.8 9.680.8 3.8 52 9.6 9.676.9 3.8 52 1..921.273.1_3.8 52 3.817.375.0 3.8 52 9.611.575.0 3,8 52

種別 輸送用機械 9.8 9.873.2 7.3 41 12.212.268.3 7.3 41 14,612.265,9 7.3 41 ･- 22.070.7 7.3 41 12.217.163.4 7.3 41 14.619.558.5 7.3 41

-その他製造業 12.415.769.7 2.2 89 12.416.968.5 2.2 89 12.415.769.7 2.2 89 9.019.169.7 2.2 89 16.912.468.5 2.2 89 13.511.273.0 2.2 89

辛業 100人未満 16.0 8.064.012.0 25 20.012.056.012.0 25 20.0 8.060.012.0 25 8.024.056.012.0 25 20.020.048.012.0 25 20.0 8.060.012.0 25

所規 100人以上 17.410.169.6 2.9 69 18.810.168.1 2.9 69 14.513.069.6 2.9 69 ll.623.262.3 2.9 69 14.520.362.3 2.9 69 14.517.465.2 2.9 69

樵別 300人以上 14.311.467.1 7.1 70 12.912.967.1 7.1 70 14.314.364.3 7.1 70 7.117.168.6 7.1 70 8.615.768.6 7.1 70 ll.414.367.1 7.1 70

･1000人以上 10.1 8.779.7 1.4 69 ll.611.675.4 1.4 69 15.9 8.772.5 2.9 69 -.18.879.7 1.4 69 ll.610.176.8 1.4 69 13.0 8.776.8 1.4 69

非製造業計 9.522.558.010,0 231 9.516.962,810.8 231 10.820.358.410.4 231 10.433.347.2 9.1 231 17.330.343.3 9.1 231 ll.322,555.810.4 231

非輿 建設業 2.923.561.811.8 34 2.920.664.711.8 34 -.23.564.711.8 34 -.23.564.711.8 34 2.926.558.811.8 34 2.923.561.811.8 34

莱檀 情報通信業 -.13.380.0 6.7 15 -. 6.786.7 6.7 15 26.720.046.7 6.7 15 -.40.053.3 6.7 15 6.733.353.3 6.7 15 -.20.073.3 6.7 15

別 運輸業 22.931.333.312.5 48 16.725.043.814.6 48 16.729.241.712.5 48 16.735.435.412.5 48 16.739.631.312.5 48 22.933.331.312.5 48

卸売りJ､売薬 4.225.062.5 8.3 72 6.918.165.3 9.7 72 5.616.768.1 9.7 72 ll.144.438.9 5.6 72 23.636.134.7 5.6 72 12.520.858.3 8.3 72

その他サービス業 12.5 8.370.8 8.3 24 20.8 4.266.7 8.3 24 l6.7 8.366..7 8.3 24 16.712.562.5 8.3 24 16.716.758.3 8.3 24 8.3 8.375.0 8.3 24
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Q5AAI福利厚生(F3Q5AAXl直接雇用の非正社員における労-議の有無<組合Q5AAX2直接雇用の非正社員における労使協議の有無<本部ACまたが3AEで1以外支部として労鵬議を行っている･1>(F3ACまた-3AEの対応に任せている･2>(F3ACまたはF3AEで1以外の場
の場合) で1以外の場合) 合)

(基本集計) ) (6)(7)(8) (9)

(1)(2)(3)蔑支 て本 項労 無を部 い部 で使 回 件行と るの は協 答 数つし 対 な議てて 応 いのい労 に 対る使 任 象協 せ 事 (1)(2)(3)(4) (5)(6)(7)(8)(9)炭窯 芳 筈 誓 箕茎 墓 誌叢 警 笥 件定す 期 内 す の . 時 訓 厚 散る 間 容 る 配監 一 間 練 生墓 .宣 誓 藁葺 等 .管 回答罪計 (1)(2)(3)(4)(5の採 雇 仕 配 社管 賃 休労 教 福決用 用 事 置 負理 金 暇働 育 利 件定す 期 内 す の . 時 訓 厚 散る 間 容 る 配監 一 間 練 生重 量 笠 藁葺 篭 管268234176215 488 回答累計1740

組合支部計 15.221.556.4 7.0 488 10.510.211.912.113.1 8.214.512.515.2 48812.311.914.214.615.4 5.912,313.813.8 2537.7 3;8 9.6 5.8. 9.6 1.9 3.8 9.6 7.7 52 108.2114.259.6170.4 18.918.916.414.516.015.415.010.712.311.920.916.613.016.2 2539.613.5 5.8 9.6 9.621.217.311.513.5 5214.114.1 8.5 8二5 8.522.521.112.714.1 71 132.01115

製造業計 13.816.265.6 4.3 253

輿 電機 .電子 .情報 7.713.575.0 3.8 52 123.9

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 22.514.157.7 5.6 71 19.718.322.525.423.9 8.512.716.922.5 71

莱種 関連輸送用機械 12.219.561.0 7.3 41ll.218.068.5 2.2 89 7.3 9.8 9.812.214.6 .- 12.214.612.2 41 92.7 17.114.6 9.812.212.222.017.119.519.5 41 143.9

別 その他製造業 ll.212.412.412.412.4 9.016.913.511.2 89 111.2144.0134.8 19.116.915.716.915.719.112.411.218.0 8916.0 8.0 8.012.0 8.024.020.0 8.020.0 2520.317.410.110.113.023.220.317.423.2 69 144.91240
辛 100人未満 12.020.056.012.0 25 12.016.016.020.020.0 8.020.020.012.0 25 155.1

莱所 100人以上 15.~923.258.0 2.9 69 13.014.517.418.814.511.614.514.515.9 69

規樵300人以上1000人以上 12.915.764.3 7.1 7014.5 7.276.8 1.4 69 15.712.914.312.914.3 7.1 8.611.412.9 70 110.0 15.714.311.4 12.914.317.115.714.315.7 70 131.4

別 7.2 7.210.111.615.9 - ll.613.0 14.5 69 91.3 8.713.0 8.711.6 8.718.810.1 8.7 7.2 6922.522.922.516.920.333,330.322.527.3 23123.520.623.520.623.523.526.523.526.5 3417.611.811.811.817.623.511.811.823.5 17 95.72186非製造業計 16.927.345.910.0 231 8.7 8.7 9.5 9.510.810.417.3 1 1.316.9 231･- 2.9 2.9 -. -. 2.9 2.9 2.9 34 103.pO14.788.2 2118非 建設業 2.926.558.811.8 34 141.2
製造 電気 .ガス.軌供 -.23.570.6 5.9 17 ll.811.811.811.817.6 -,ll.811.8 - 17

莱莱 絵美情報通信業 6.733.353.3 6.7 15 ‥.26.7 -. 6.7 -. 6.7 15 40.0 6.713.313.3 6.720.040.033.320.033.3 15 186.7

種別 運輸業 16.735.435.412.5 48 14.614.622.916.716.716.716.722.916.7 48 158.3 33.335.431.325.029.235.439.633.335.4 48 297.9

卸売 .小売業 29.226.436.1 8.3 72 5.6 6.9 4.2 6.9 5.611. 123.612.529.2 72 105.6 26.427.8-25.018.116.744.436.120.826.4 72 241.7
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Q5AAX3 直接雇用の非正社員における労使協議の有無<労使 Q5ABA 直接雇用の非正社員におけ
協議の対象事項ではない ･3> (F3ACまたはF3AEで1以外 る組合支部の発言力 A 採用する雇用 Q5ABB 雇用期間の決定 (Q5AA Q5ABC 仕事内容 (Q5AACで1
の場合) 形態の決定 (Q5AAAで1の場合) Bで1の場合) の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6) (7)(8)(9) 回答累 (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (I)(2)(3)(4)(5)

の採 雇 仕 配 社管 賃 休労 教 福 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決組 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無

決用 用 事 置 貞理 金 暇働 育 利 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数定す 期 内 す の . 時 訓 厚 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
る 間 容 る 配監 一 間 練 生 さに れ経 答意 が詰 る同 さ に れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が詰 る同
雇 の 職 置督 時 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 -る営 す見 あで 意

用 決 場 .す 金 休 計 る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の形 定 役る 等 日 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
態 割正 けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合支部計 63.564.364.866,063.558,455.562.756.4 488 555.1 7.833.319.6 9.815.713.7 51 6.034.022.0 6.024.0 8.0 50 6.931.024.112.115.510.3 58

製造業計 67.668.870.868,868.068.866.868.865.6 253613.8 9.748.412.9 3.212.912,9 31 3.353.320.0 .- 20.0 3.3 30 8.341.730.6 5.611.1 2.8 36

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 76.978.880.880.876.973.175.075.075.0 52 692.3 50.0 -. -.25.0 -.25.0 4 50.0 -. -.50.0 -. 2 40.020.020.020.0 -. 5

60.662.063,460.660.663.460.664.857.7 71 553.5 7.157.114.3 -.21.4 -. 14 -.61.515.4 .- 23.1 -. 13 6.350.025,0 -.18.8 -. 16

68.368.373.268.365.970.763.458.561.0 41 597.6 -.66.7 -. .- 33.3 3 ･- 50.050.0 -. 4 ･- 50.050.0 -. 4

その他製造業 67.468.569.768.569.769.768.573.068.5 89 623.6 ･- 50.020..0 .- 10.020.0 10 -.54.518,2 .- 18.2 9.1 11 -.36.436.4 9.1 9.1 9..1 11

辛業所規模別 100人未満 60.064.064.056.060.056.048.060.056.0 25 524.0 -.66.733.3 -. 3 -.50.025.0 -. 2 5 . 0 -. 4 ･-25.050.0 ...25.0 -. 4

100人以上 62.365.269.668.169.662.362.365.258.0 69 582.6 33.333.311.1 -.ll.111.1 9 10.040.030.0 .- 1 0 . 0 10.0 10 16.733.3 41.78.3 -. 12

300人以上 61.465.767.167.164.368.668.667.164.3 70 594.3 ･- 72.7 9.1 -. 9.1 9.1 11 ･..77.-811.1 ...l l . 1 ... 9 -.70.0 20.0 -. 10.0 -. 10

1000人以上 82.6.78.379,775.472.579.776.876,876.8 69 698,6 -.20.020.040.020.0 5 ･- 20.020.0 -一6 0 . 0 -. 5 14.3 14.3 28.6 14.3 28.6 -. 7

非製造業計 58.959.358.062.858.447.243.355.845.9 231 489.6 5.010.030.020.020.015.0 20 10.0 5.025.015.03 0 . 0 15.0 20 4.5 13.6 13.6 22.722.722.722

非製造業莱種別 建設業 64.767.661,864,764.764.758,861.858.8 34 567.6 0-.100.0 20･- 28.614.357.1 -. 7 ･- 0 100.0 -. 1電気 .ガス .熱供給業情報通信業 64.770.670.670.658.870.670,670.670.6 17 617.6 - .100.0 2 -.100.0 20･- 9.1 .- 27.3 45.5 18.2 11

86.780.080.086.746.753.353.373.353.3 15 613.3 0

運輸業 39.637.533.343.841.735.431.331.335.4 48 329.2 14.3 .- 14.3 14.357.1 .- 7

卸売 .小売業 59.759.762.565.368.138.934.758.336.1 72 483.3 -.75.025.0 -. 4 -.40.0 20.040.0 .- 5 - .100.0 - . 3
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･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年6月

Q5ABD 配置する職場 (Q5AAD Q5ABE 管理 ･監督する正社員の配 Q5ABF 貸金 (時給)､一時金等 ( Q5ABG 労働時間､休日､休暇 (Q
で1の場合) 置､役割 (Q5AAEで1の場合) Q5AAFで1の場合) 5AAGで1の場合)

(基本集計)

(1) (2) (3) (4) (5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3) (4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)

ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決組 無説後 明前 り合 こ使 定合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数さに れ経 答意 が護 る同

説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すq) 答 数
さに れ経 答意 が詰 る同 さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が議 る同
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合支部計 5.133.930.5 6.815.3 8.5 59 4.7 26.6 32.8 7.8 17.2 10.9 64 2.5 25.017.5 15.027.512.5 40 2.822.5 26.8 5.629.6 12.7 71

製造業計 5.448.632.4 2.710.8 -. 37 5.1 35.9 41.0 5.1 12.8 - . 39 -. 46.733.3 -.13.3 6.7 15 -.38.719.4 6.525.8 9.7 31

穀 電機 .電子 .情報 66.7 .- -.33.3 -. 3 40.0 -. 40.0 20.0 .- 5 -.100.0 .- 1 -.50.0 .- 50.0 -. 2

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 -.55.627.8 -.16.7 -. 18 -.47.1 23.5 5.9 23.5 .- 17 -. 33.350.0 -.16.7 -. 60-. 62.525.0 -. .- 12.5 8 -.44.411.1 -.44.4 -. 9

莱種 関連輸送用機械 ･- 60.040.0 -. 5 -.33,366.7 -. 6 -.20.040.0 20.020.0 -. 5

別 その他魁造業 -.45.545.5 9.1 -. ll ･- 36.4 54.5 -. 9.1 -. ll -.46.713.3 6.713.3 20.0 15

辛 100人未満 -.40.040.020.0 -. 5 - . 60.0 20.0 -. 20.0 -. 5 -.loo.0 .- 2 -.20.020.0 -.40.0 20.0 5

莱所 100人以上 7.738.553.8-. 13 10.0 20.0 70.0 -. 10 -. 37.537.5 .- 12.512.5 8 ･- 50.010.0 .- 20.0 20.0 10

規模 300人以上 -.66.722.2.- ll.1 -. 9 ･- 50.0 30.0 .- 20.0 .- 10 -. 80.0 -. -.20.0 -. 50 ･..66.716.7 ...16.7 ... 6別 1000人以上 12.537.512.5...37.5 -. 8 9.1 27.3 27.3 18.2 18.2 - . ll -.12.537,5 12.537.5 .- 8

非製造業計 4.5 9.127.313.622.7 22.7 22 4.0 12.020.0 12.0 24.0 28.0 25 4.2 12.5 8.3 25.033.316.7 24 5.010.032.5 5.032.5 15.0 40

非製造 建設業 -.100.0 -. 1 0- . 33.3 -. -. 66.7 3 000-, 12.5 -. 12.550.025.0 8100.0 -. 1電気 .ガス .熱供一ゝ -.100.0 20-.12.562.5 25.0 8 -.100.0 2

莱莱 給業情報通信業 - . 25.0 -. -.75.0 4 -.100.0 -. 1

種別 運輸業 ･- 12.5 62.5 25.0 8 - .12.512.5 12.550.0 12.5 8

卸売 .小売業 ･-80.020.0 -. 5 ･- 50.0 25.0 25.0 -. 4 -.12.5 37.550.0 -. 8 ･- 5.941.2 -.47.1 5.9 17

･連合総研 労働 者参 加 ､労使コミュニケー シ ョン調査<B:組合 支部> 2006年6月

Q5BAA 派遣 社員におけ
る労使協議 の有無 A 導入Q5ABH 教育 訓 練 (Q 5AAHでl Q 5ABI 福利厚生 (Q5AAIで 1 の是 非 (F3A Gで 1以外の Q 5BAB 仕事 内容 (F3の場合) の 場合) 場合) AGで1以外の 場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3) (1)(2)(3)
ら事 説事 た組 る労 政組 無 ら事 説事 た組 る労 決組 無 議支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無
鋭後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件
明的.さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数
さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が議 る同 つし 対 な議 つし 対 な議
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 てて 応 いの てて 応 いの
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の い労 に 対 い労 に 対
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 る使 任 象 る使 任 象
けか ら べ す に けか. ら べ す に 協 せ 事 ･協 せ 事

組合支部計 4.932.829.5 9.813.1 9.8 61 2.716.223.017.629.710.8 74 l3.115.266.1 5.5 381 9.714.770.1 5.5 381

製造業計 2.948.631.4 2.911.4.2.9 35 2.934.322.917.114.3 8.6 .35 16.715.066.1 2.1 233 12.413.771.7 2.1 233

製造莱莱種 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 20.020.020.020.020.0 -. 5 25.025.025.0 -.25.0 -. 4 14.811.172.2 1.9 54 ll.111.175.9 1.9 54

-.58.333.3 -. 8.3 -. 12 -.37.518.812.518.812.5 16 25.812.162.1 .- 66 21.210.668.2 -. 66

-.33,350.0 -.16.7 -. 6 -.20.060.020.0 -. 5 10.020.067.5 2.5 40 7.517.572.5 2.5 40

別 その他製造業 ･- 58_325.0 -. 8.3 8.3 12 -.50.030.010.0 -.10.0 10 13.717.864.4 4.1 73 8.216.471.2 4.1 73

辛莱所規模別 100人未満 -.60.020.0 -.20.0 -. 5 -.33.333.3 -.33.3 -. 3 ll.817.670.6 -. 17 5.917.676.5 .- 17

100人以上 -.50.040.0 -.10.0 -. 10 -.45.536.4 -. 9.1 9.1 11 15.322.057.6 5.1 59 13.622.059.3 5.1 59

300人以上 ･..75.012.512.5 -. 8 -.55.611.122.211.1 -. 9 17.911.967.2 3.0 67 13.410.473.1 3.0 67

1000人以上 ll.122.244.4 .- 22.2 -. 9 10.0 -.20.040.020.010.0 10 16.711.172.2 -. 72 12.5 6.980.6 -. 72

非製造業計 7.711.526.919.215.419.2 26 2.6 -.23.117.943.612.8 39 7,515.166.411.0 146 5,515.867.811.0 146

非製造莱莱種別 建設業 100.0 -. 1 -.100.0 10-.100.0 -. -. 1 7.414.866.711.1 27 7.414.866.711.1 27電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -.100.0 209.118.2 .- 9.136.427.3 11 12.531.350.0 6.3 16-. 6.786.7 6.7 15 12.525.056.3 6.3 16-. 6.786.7 6.7 15運輸業 -.12.562.525.0 8 -.38.938.922.2 18 ･- 38.938.922.2 18

卸売 .′ト売業 -.ll.155.633.3 -. 9 -.28.623.847.6 -. 21 4.9 2.482.9 9.8 41 2.4 4.982.9 9.8 41
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年6月

Q5BAXl 派遣社員に関する事項について､
Q5BAD 管理 ･監督する 組合支部における労使協議の有無<組合支部で労

Q5BAC 配置する職場 ( 正社員の配置､役割 (F3A Q5BAE 派遣元の選定 ( Q5BAF 派遣元との交渉 使協議を行っている･1> (F3AGで 1以外の
F3AGで1以外の場合) Gで1以外の場合) F3AGで1以外の場合) (F3AGで1以外の場合) 場合)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (.1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答累計

議支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無 鼓支 て本 項労 無 導 仕 配 社管 派 派
を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 人 事 置 員理 遣 遣 件
行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数 行と るの は協 答 数 の 内 す の . 元 元 数
つし 対 な議 つし 対 な議 つし 対 な議 つし 対 な議 是 容 る 配監 の と
てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの 非 職 置督 選 の
い労 に 対 い労 に 対 い労 に 対 い労 に. 対 場 .す 定 交
る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象 役る 渉
協 せ 事 協 せ 事 -協 せ 事 協 せ 事 割正

組合支部計 ll.312.171.1 5.5 381 ll.813.469.3 5.5 381 0.5.10.284.0 5.2 381 0.5 9.784.3 5.5 381 13.1 9.711.311.8 0.5 0.5 381 47.0

製造業計 14.610.772.5 2.1 233 14.211.273.0 1.7 233 0.4 7.790.l l.7 233 0.4 6.991.0 1.7 233 16.712.414.614.2 0.4 0.4 233 58.8

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 ll.111.175.9 1.9 54 13.011.174.l l.9 54 ･- 9.388.9 1.9 54 ･.. 7.490.7 1.9 54 14.811.111.113.0 -. 54 50.0

25.8 7.666.7 -. 66 21.2 9.169.7 -. 66 -. 6.193.9 .- 66 ･- 6.193.9 -. 66- 25.821.225.8,21.2 ... 66 93.9

10.012.575.0 2.5 40 12.515.072.5 -. 40 -.12.587.5 -. 40 ･- 10.090.0 -. 40 10.0 7.510.012.5 -. 40 40.0

その他製造業 9.612.374.0 4.1 73 9.611.075.3 4.1 73 1.4 5.589.0 4,1 73 1.4 5.589.0 4.1 73 13.7 8.2 9.6 9.6 1.4 1.4 73 43.8

辛業所規樵別 100人未満 ll.811.876.5 -. 17 -.ll.888.2 -. 17 -. 5.994.1 .- 17 -. 5.994.1 -. 17 ll.8 5.911.8 .- 17 29.4

100人以上 15.315.364.4 5.1 59 8.515.371.2 5.1 59 -.13.681.4 5.1 59 -.ll.983.1 5.1 59 15.313.615.3 8.5 -. 59 52.5

1000人以上 15.3 6.977.8 .- 72 16.7 9.773.6 -. 72 -. 5.694.4 -. 72 -. 5.6.94.4 -. 72 16.712.515.316.7 -. 72･61,1

非製造業計 - 6.213.769.211.0 146 8.216.463.711.6 146 0.713.774.711.0 146 0.7-13.774.011.6 146 7.5 5.5 6.2 8.2 0.7 0.7 146 28.8

非製追莱業種別 建設業 3.714.870.411.1 27 -.14.874.111.1 27 -.14.874.111こ1 27 ･- 14.874.111.1 27 7.4 7.4 3.7 .- 27 18.5

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 12.531.350.0 6.3 16 18.831.343.8 6.3 16 -.31.362.5 6.3 16 -.31.362.5 6.3 16 12.512.512.518.8 .- 16 56.3-.93.3 6,7 15 26.7 6,760.0 6.7 15 ･- 93.3 6.7 15 -.86.713.3 15 -I .- 26.7 - . 15 26.7

運輸業 -.33.344.422.2 18 -.38.938.922.2 18 ･- 33.344.422.2 18 ･- 33.344.422.2 18 18 0.0

卸売 .小売業 14.9 2.4.82.9 9.8 41 2.4 2.485.4 9.8 41 -. 2.487.8 9.8 41 ･- 2.487.8 9.8 41 4.9 2.4 4.9 2.4 .- 41 14.6

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年 6月

Q5BAX3 派遣社員に関する事項について､
Q5BAX2 派遣社員に関する事項について.､ 組合本部における労使協議の有無<労使協議の対 Q5BBA 派遣社員における組合支部
組合本部における労使協議の有無<本部の対応に 象事項ではない ･3> (F3AGで1以外の場合 の発言力 A 導入の是非 (Q5BAA Q5BBB 仕事内容 (Q5BABで1
任せている ･2> (F3AGで1以外の場合) ) で1の場合) の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回 (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2.)(3)(4)(5)

導 仕 配 社管 派 派 導 仕 配 社管 -派 派 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決組 無説後 明前 り合.こ使 定合 回 件
の 内 す の . 元 元 数 の 内 す の . 元 元 一数 ･明的 さに 回が と協 すの 答~ 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
是 容 る 配監 の と 是 容 る 配監 の と さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が詰 る同

堤 .す 定 交 場 .す 定 交 る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
役る 渉 役る 捗 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
割正 割正 ･けか ら べ す に けか ら べ す に

組合支部計 15.214.712.113.410.2 9.7 381 75.3 66.170.171.169.384.084.3 381 444.9 4.050.018.0 8.010.010.0 5-0 5.451.418.9 5.413.5 5.4 37

製造業計 15.013.710.711.2 7.7 6.9 233 65.2 66,171.772.573.090..191.0 233 464.4 2.651.320.5 5.112,8 7.7 39 3.451.724.1 3.417.2 -. 29

A造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 ll.111.111.111.1 9.3 7.4 54 61.1 72.275.9.75.974.188.990.7 54 477.8 12.5137.512.525.0 ...12.5 8 16.733.333.316.7 -. .6

12.Ilo.6 7.6 9.1 6.1 6.1 66 51.5 62.168.266.769.793.993.9 66 454.5 -.47.123.5 -.23.5 5.9 17 -.57.114.3 .- 28.6 .- 14

20.017.512.515.012,510.0 40 87.5 67.572.575.072.587.590.0~ 40 465.0 -.75.0 -. -.25,0 .- 4 ･..66.7 -. .- 33.3 .... 3

その他製造業 17.816.412.311.0 5.5 5.5 73 68.5 64.471.274.075.389.089.0 73 463.0 - 60.030.0 -.. -.10.0 10 -.50.050.0 -. 6

辛莱所規模別 100人未満 17.617.611.811.8 5.9 5.9 17 70.6 70.676.576.588.294.194.1 17 5̀00.0 ･-100.0 .- 2 ･∴100.0 -. 1
300人以上 ll.910.4 9.0 9.0 4.5 3.0 67 47.8 67.273.173.170.192.594.0 67 470.1 -.33.325.0 8.325.0 8.3 12 -.44-.422.2 -.33.3 .- ~9

1000人以上 ll.1 6.9 6.9 9,7 5.6 5..6 72 45.8 72.280.677～.873.694.4-94.4 72 493.I 8.341.725.0 8.316.7 -. 12 ll.111.144.411.122.2 -. 9

非製造業計 15.115.813.716.413.713.7 146 88.4 66.467.869.263.774.774.0 146 415.8 9.145.5 9.118.2 -.18,2 11 12.550.0 -.12.5 -.25.0 8

非A造莱莱種別 建設業 14.814.814.814.814.814.8 27 88r.9 66.766.770.474.174.174.1 27 425.9 50.0 -. - .~50.0 2 50.0 .- -.50.0 2

電気 .ガス 一熱供給業情報通信業 31.325.031.331.331.331.3 16 181.3 50.056.350.043.862..562.5 16 325.0 -.50.0 .- .- 50.0 200-.50.050,0 -. 2 -.50.0 -. .- 50.0 2

運輸業 38.938.933.338.933.333.3 18 216.7 38.938.944.438.944.444.4 18 250.0

卸売 .小売業 2,4 4.9 2.4 2.4 2.4 2.4 41 17.1 82.982.982.985.487.887.8 41 509.8
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･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<B:組合支部 > 2006年 6月

Q5CAA 請負社員におに,
る労使協議の有無 A 導J

Q5BBC 配置す る職場 (Q5BAC Q5BBD 管理 ･監督する正社員の配 Q5BBE 派遣元の選定 (Q5BAE Q5BBF 派遣元 との交渉 (Q5BA の是非 (F3AHで 1以外の
で 1の場合) 置､役割 (Q5BADで 1の場合) で 1の場合) Fで 1の場合) 場合)

(基本集計)

(1) (2) (3) (4) (5) (1) (2) (3) (4) (5) (1)(2) (3) (4) (5) (1) (2) (3) (4) (5) (1) (2) (3)

ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無 議支 て本 項労 無を部 い部 で使 回 件行 と るの は協 客 数
説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数

さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が法 る同 さに れ経 答意 が護 る同 つし 対 な議てて 広 いのい労 に 対る使 任 象協 せ 事

れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側- か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら J< ◆す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合支部計 4.755.820.9 2.314.0 2.3 43 2.244.424.4 4.413.311.1 45 -.100.0 -. 2 -.100.0 -. 2 13.011.768.8 6.5 247

製造業計 5.955.920.6 -.17.6 .- 34 3.045.527.3 3.015.2 6.1 33-.100.0 ... 1 -.100.0 -. 1 18.810.769.8 0.7 149

翠 電機 .電子 .情報 16.750.016.7 .- 16.7 -. 6 14.328.628.614.3 -.14,3 7 000-.100.0 -. 1 000-.100.0 .- 1 14.3 8.677.1 .- 35

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 5.952.917.6 .- 23.5 .- 17 -.64.3 7.i -.21.4 7.1 14 30.610.259.2 ... 49

莱種 関連輸送用機械 -.75.0 -. -.25.0 .- 4 -.60.0 -. -.40.0 .- 5 16.7.16.766.7 -. 24

別 その他製造業 -.57.142.9 -. 7 -.14.385.7 -. 7 9.8 9.878.0 2.4 41

辛莱所 100人未満100人以上 ･-100.0 .- 2ll.166.722.2 -. 9 .0-.80.020.0 -. 5 00-.100.0 -. 10 00-.100.0 -. 10 14.3 .- 85.7 .- 717.213.865.5 3.4 29

規模 300人以上 -.50.020.0 -.30.0 -. 10 ･- 46.223.1 -.23.1 7.7 13 27.3 4.568.2 -. 44

別 1000人以上 9.136.427.3 -.27.3 .- ll 8,333.333.3 8.316.7 -. 12 15,1 9.475.5 .- 53

非製造業計 ･- 55.622.211.1 -.ll.1 9 ･- 41.716.7 8.3 8.325.0 12 ･-100.0 -. 1 ･- 100.0 -. 1 4.112.468.015.5 97

非製追莱莱種別 建設業電気 .ガス .熱供給業情報通信業運輸業卸売 .小売業 -.100.0 -. 1-.50.0 -. -.50.0 200･- 50.050.0 -. 2 0-.33.333.3 -. .- 33.3 3-.25.0 -.25.050.0 40-.100.0 -. 1 00000-.100.0 -. 1 00000-.100.0 -. 1 -.20.070.010.0 20-.16,766.716.7 6-. 9.181.8 9.1 11-.28.635.735.7 143.3 3.380.013.3 30

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<B:組合支部 > 2006年 6月

Q5CAXl 請負社員に関する事項につい
て､組合支部における労使協議の有無<組合

Q5CAB 仕事内容 (F3 Q5CAC 配置する職場 ( Q5CAD 請負元の選定 ( Q5CAE 請負元との交渉 支部 として労使協議 を行っている ･1> (F
AHで 1以外の場合) F3AHで 1以外の場合) F3AHで 1以外の場合) (F3AHで 1以外の場合) 3AHで 1以外の場合)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)(4)(5) 回答累計

議支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無 鼓支 て本 項労 無 議支 て本 項労 無 導 仕 配 詩 話
を細 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 を部 い部 で使 回 件 人 事 置 負 負 件
行 と るの は協 答 数 行 と るの は協 答 数 行 と るの は協 答 数 行 と るの は協 客 数 の 内 す 元 元 数
つし 対 な議 つ し 対 な託 つ し 対 な議 つし 対 な議 是 容 る の と
てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの てて 応 いの 非 職 選 の

る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象 る使 任 象 捗
協 せ 事 協 せ 事 協 せ 事 協 せ 事

組合支部計 ll.711.370.4 6.5 247 12.1 9.771..7 6.5 247 1.6 8.583.4 6.5 247 1,2 8.583.4 6.9 247 13.011.712.l l.6 1.2 247 39.7

製造業計 17.410.171.8 0.7 149 17.4 8.173..8 0.7 149 2.0 6.790.6 0.7 149 I.3 6.791.3 0.7 pl49 18.817.417.4 2.0 1.3 149 57.0

製､也 電機 .電子 .情報通信稚器 14.3 8.677.1 -. 35 ll.4 8.680.0 -. 35 5.7 8.685.7 -. 35 2.9 8.688.6 .- 35 14.314.311.4 5.7 2.9 35 48.6

ユ亘莱莱 鉄鋼 .化学等素材関連 28.610.261.2 -. 49 30.6 8.261.2 -. 49 2.0 8.289.8 -. 49 2.0 8.289.8 -. 49 30.628.630.6 2.0 2.0 49 93.9

痩別 輸送用機械 16,712.570.8 -. 24 16.712.570.8 -. 24 -. 8.391.7 -. 24 -. 8.391.7 -. 24 16.716,716.7 -. 24 50.0
その他製造業 7.3 9.880.5 2.4 41 7.3 4.985.4 2.4 41 -. 2.495.1 2.4 41 ･- 2.495.1 2,4 41 9.8 7.3 7.3 -. 41 24.4

辛業 100人未満 14.3 -.85.7 .- 7 14.3 .- 85,7 .- 7 ･-100.0 -. 7 -.100.0 -. 7 14.314.314,3 -. 7 42.9

所規 100人以上 13.813.869.0 3.4 29 13.813.869.0 3.4 29 3.413.879.3 3.4 29 3.413.879.3 3.4 29 17.213.813.8 3.4 3.4 29 51.7

模別 300人以上 25.0 4.570.5 -. 44 25.0 4.570.5 .- 44 2.3 2.395.5 -. 44 2.3 2.395.5 -. 44 27.325.025.0 2.3 2.3 44 81.8
ldo0人以上 15.1 7.577.4 -. 53 15.1 7.577.4 -. 53 1.9 5.792.5 -. 53 -. 5.794.3 .- 53 15.115.115.l l.9 .- 53 47.2

非製造業計 3.112.469.115.5 97 4.111.369.115.5 97 1.010.373.215.5 97 1.010.372.216.5 97 4.1 3.1 4.l l.0 1.0 97 13.4

非製 建設業 5,020.065.010.0 20 5.020.0~65.010.0 20 -.20.070.010.0 20 -.20.070.010.0 20 -. 5.0 5.0 -. 20 10.0

遺莱 電気 .ガス .熟供給業 -.16.766.716.7 6 -.16.766.716.7 6 ･..16.766.716.7 6 -.16.766.716.7 6 6 0.0

業種 情報通信業 -. 9,181.8 9.1 11 ･- 90.9 9.1 11 -.90.9 9.I ll -.90.9 9.1 11 ll 0.0
別 運輸業 -.28.635.735.7 14 -.28.635.735.7 14 -.21.442.935.7 14 -.21.442.935.7 14 14 0.0

卸売 .小売業 ･- 3.383.313.3 30 3.3 3.380.013.3 30 ･- 3.383.313.3 30 -. 3.380.016.7 30 3.3 .- 3.3 -. 30 6.7
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Q5CAX2 請負社員に関する事項につい Q5CAX3 請負社員に関する事項につい
て､組合支部における労使協議の有無<本部 て､組合支部における労使協議の有無<労使 Q5CBA 請負社員における組合支部
の対応に任せている･2> (F3AHで1以 協議の対象事項ではない ･3> (F3AHで の発言力 A 導入の是非 (Q5CAA Q5CBB 仕事内容 (Q5CABで1
外の場合) 1以外の場合) で1の場合) の場合)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5)

導 仕 配 詩 話 導 仕 配 講 話 ら事 説事 た組 る労 決組 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無説後 明前 り合 こ使 定合 回 件明的 さに 回が と協 すの 答 数
人 事 置 負 負 件 人 事 置 負 負 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件
の 内 す 元 元 数 の 内 す 元 元 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数

是 容 る の と 是 容 る の と さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が轟 る同れ経 る営 す見 あで 意非 聴 選 の 非 職 選 の れ経 る営 す見 あで 意
場 定 交 場 定 交 る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の

渉 渉 だ側 か 述 正 下けか ら べ す に だ側 か 述 正 下けか ら べ す に

組合支部計 ll.711.3 9.7 8.5 8.5 247 49.8 68.870.471.783.483.4 247 377.7 3.131.334.415.612.5 3.1 32 6.927.634.513.813.8 3.4 29

製造業計 10.710.1 8.1 6.7 6.7 149 42.3 69.871.873.890.691.3 149 397.3 3.635.728.614.314.3 3.6 28 3.830.834.611.515.4 3.8 26

製 電機 .電子 .情報 8.6 8.6 8.6 8.6 8.6 35 42.9 77.177.180.085.788.6 35 408.6 20.020.0 -.60.0 -. 5 20.020.020.040.0 -. 5

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 10.210.2 8.2 8.2 8.2 49 44.9 59.261.261.289.889.8 49 361.2 -.33.333.3 6.726.7 -. 15 -.28.635.7 7.128.6 -. 14

莱種 関連輸送用機械 16.712.512.5 8.3 8.3 24 58.3 66.770.870.891.791.7 24 391.7 ･- 50.025.0 -. -.25.0 4 -.50.025.0 -. -.25.0 4

別 その他製造業 9,8 9.8 4.9 2.4 2.4 41 29.3 78.080.585.495.195.1 41 434.1 -.50.050.0 -. 4 -.33.366.7 -. 3

辛 100人未満 7 0.0 85.785.785.7100.0100.0 7 457.1 -.100.0 -. 1 -.100.0 .- 1

莱所 100人以上 13.813.813.813.813.8 .29 69.0 65.569.069.079.379.3 29 362.1 ･- 60.040.0 -. 5 ･..25.075.0 ... 4

規樵 300人以上 4.5 4.5 4.5 2.3 2.3 44 18.2 68.270.570.595.595.5 44 400.0 -.16.733.325.016.7 8.3 12 ･- 27.327.318.218.2 9.1 11

別 1000人以上 9.4 7.5 7.5 5,7 5.7 53 35.8 75.577.477,492.594.3 53 4{17.0 12.537.512.512.525.0 .- 8 12.525.025.012.525.0 -. 8

非製造業計 12.412.411.310.310.3 97 56.7 68.069.169.173.272.2 97 351.5 -.75.025.0 -. 4 33.3 -.33.333.3 -. 3

非製造 建設業 20.020.020,020.020.0 20 loo.0 70.065.065.070,070.0 20 340.0 0000-.100.0 -. 1100.0 .- 1

電気 .ガス .熱供∠ゝ 16.716.716.716.716.7 6 83.3 66p.766.766.766.766.7 6 333.3 0

莱莱鍾別 絵美情報通信業 9.1 9.1 .- ll 18.2 81.881.890.990.990.9 11 436.4 000-.100.0 -. 1

運輸業 28.628.628.621.421.4 14 128.6 35.735.735.742.942.9 14 192.9

卸売 .小売業 3.3 3.3.3.3 3,3 3.3 30 16.7 80.083.380.083.380.0 30 406.7

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション訴査<B :組合支部> 2006年 6月

Q5CBC 配置する職場 (Q5CAC Q5CBD 請負元の選定 (Q5CAD Q5CBE 請負元との交渉 (Q5CA
で1の場合) で1の場合) Eで1の場合)

(1)(2)(3)(4)(5) (1) (2) (3) (4) (5) (1)(2)(3)(4) (5)
ら事 説事 た終 る労 決組 無 ら事 説事 た組 る労 決組 無 ら事 説事 た組 る労 決絶 無
説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件 説後 明前 り合 こ使 定合 回 件
明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数 明的 さに 回が と協 すの 答 数
さに れ経 答意 が議 る同 さに れ経 答意 が護 る同 さに れ経 答意 が護 る同
れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意 れ経 る営 す見 あで 意
る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の る営 側 るを る修 の
だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下 だ側 か 述 正 下
けか ら べ す に けか ら べ す に けか ら べ す に

組合支部計 3.336.733.310.013.3 3.3 30 -.25.050.025.0 .- 4 -.33.333.333.3 -. 3

製造業計 3.838.530.8 7.715.4 3.8 26 -.66.733.3 .- 3 -.50.050.0 .- 2

製逮莱業荏別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械その他製造業 25,025.025.025.0 .- 4 -.50.050.0 -. 2 - .100.0 .- 1--40.026.7 6,726.7 -. 15-.50.025.0 .- -.25.0 4･- 33.366,7 .- 3 -.100.0 -. 100 ･-100.0 -. 100

辛莱所規樵別 lbo人未満 -.100.0 -. 1 0･-100.0 -. 1 0

100人以上 ･- 25.050.025.0 -. 4 ･-100.0 .- 1

300人以上 -.36.427.3 9.118.2 9.1 11 -.100.0 -. 1 - .100.0 -. 1

1000人以上 12.537.525.0 .- 25.0 -. 8 -.100.0 -. 1 0

非製造業計 -.25.050.025.0 .- 4 ･-100.0 ..t l -.100.0 -. -. 1

非製造莱莱種別 建設業電気 .ガス.熱供給業情報通信業運輸業卸売 りト売業 -.100.0 .- 1000-.100.0 -. 1 00000 00000-.100.0 -. 1
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Q6AA 2005年 (皮)の事業所における雇用形態別従業員比率 A 繁忙期 ･正社員
(基本集計)

(1) (2) (3) ( 4)(5)(6) (7) (8)(9)(10)(ll)(12) 中 平央 均値 値●% %

0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 無

% O o o o o o o 0 0 0 0 回 件
% % % % % % % % % % o 答 数
未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 %
沸 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 -. 0.9 2.4 2.1 0.6 2.4 7.1 7.510.311.015.1 4.536.1 535 76.5 71.8

製造業計 -. 1.1 0.4 2.5 8.8 9.913.413.412.4 3.934.3 283 75.0 74.1

穀 電機 .電子 .情報 -. 3.4 -. 1,713.812.1 8.612.1 8.6 3.436.2 58 70.0 68.8

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 -. 3.5 7.0 5.811.6 9.318.6 9.334.9 86 84.5 79.9

莱種 関連輸送用機械 ･- ll.614.020.916.3 4.7 -.32.6 43 70.0 71.3

別 その他製造業 -. 1.0 1.0 3.1 6.310.414.616.712.5 1.033.3 96 74.5 73.3

辛 100人未満 -. 2.9 -. 8.8 8.811.811.8 8.814.7 2.929.4 34 70.0 69.1

莱所100人以上 -. 1.3 1.3 2.610.3 9.012.816.712.8 1,332.1 78 76,0 72.5

規模 300人以上 ･- 1.3 .- 2.7 8.013.312.017.3 9.3 2.733.3 75 76.5 73.8

別 1000人以上 -. 6.8 8.118.912.217.6 5.431.1 74 80.0 78.5

非製造業計 ･- 2.0 4.8 3.2 0.8 2.4 5,2 4.8 6.9 8.118.1 5.238.3 248 80.0 69.3

非製追 建 設業 -. 2.9 -. 2.9 5.7 8.631.4 2.945.7 35 90.0 '85.7
電気 .ガス .熱供一ゝ -. 4.540.918.236.4 22 97.0 96.0

莱莱 絵美情報通信業 -. 5.6 5.611.1 -.22.211.116.727.8 18 85.0 79.3

種別 運輸業 -. 2.0 -. 2.0 3.913.7 3.927.5 5.941.2 51 90.0 84.2

卸売 .小売業 ･- 2.813.9 9.7 1.4 2.811.1 5.6 5.6 5.6 6.9 .- 34.7 72 50.0 46.6

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年6月

Q6AB 繁忙期 ･パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 Q6AC 繁忙期 ･嘱託 ･契約社員

(1)(2) (3) (4)(5)(6) (7)(8)(9)(10) (ll) (12) .中 平 (1)(2)(3) ( 4 ) (5)(6)( 7)(8)(9)_(10)(ll) (12) 中 平0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 無 0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 無

oo O O O O 0 0 0 0 0 0 0 回 央 均 oo o o o o o o o o o 0 0 回 央 均% % % % % % % % % % o 答 数 % % % % % % % % % % o 答 数

■● 値 値% % ■● 値 値% %

満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 満 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 25.816.4 6.9 3.9 3.4 1.5 0.7 0.2 1.1 3.0 0.9 -.36.1 535 3.0 13.7 26.228.2 5.0 2.l l.5 0.7 -. 0.2 .- -.36.1 535 1.0 4.5

製造業計 29.717.7 9.2 5.3 2.'1 0.7 0.4 -. 0.7 -. .- 34.3 283 1.0 6.9 27.930.4 4.2 1.8 0.4 1.1 -. -.34.3 283 1.0 3.8

輿造莱莱檀別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 24.119.013.8 6.9 -. -.36.2 58 2.0 6.1 29.325.9 6.9 1.7 -. -.36.2 58 1.0 3.3

36.019.8 4.7 2.3 2.3 -. .- 34.9 86 0.0 3.9 27.932.6 2.3 -. 1,2 1.2 .- .- 34,9 86 1.0 3.4

37.214.0 9.3 2.3 4.7 -. -.32.6 43 0.0 5.i 27.934.9 -. 4.7 .- -.32.6 43 1.0 3.4

その他製造業 24.016.710.4 8.3 2.1 2.l l.0 -. 2.1 -. -.33.3 96 3.0 10.8 27.129.2 6.3 2.1 -. 2.1 -. -.33.3 96 1.0 4.5

辛莱所規模別 100人未満 29.411.814.7 5.9 5.9 -. 2.9 -. -.29.4 34 4.0 9.8 35.326.5 2.9 2.9 -. 2.9 -. -.29,4 34 0.5 4.6

･100人以上 21.817.914.1 9.0 2.6 -. -. 2.6 -. -.32.1 78 4.0 10.4 33.325.6 7.7 .- -. 1.3 -. -.32.1 78 1.0 3.5

300人以上 30.722.7 8.0 4.0 -. 1.3 -. -.33.3 75 1.0 4.6 24.037.3 4.0 1.3 .- -.33.3 75 1.5 3.1

1000人以上 37.820.3 5.4 2.7 2.7 -. -.31.1 74 0.0 4.0 24.337.8 2.7 4.1 -. -.31.1 74 1.0 3.4

非製造業計 21.814.9 4.0 2.4 4.8 2.4 1.2 0.4 1.6 6,0 2.0 -.38.3 248 5.0 21.6 24.225.4 6.0 2.4 2.8 0.4 -. 0.4 -. -.38.3 248 2.0 5.6

非 建設業製造 電気 .ガス .熱供業 給業菓 情報通信業種別 運輸業 34.314.3 2.9 2.9 .- -.45.7 35 0.0 2.6 17.128.6 2.9 5.7 -. -.45.7 35 2.0 4.8

45.518.2 .- -.36.4 22 0.0 0.8 40.918.2 4.5 -. -.36.4 22 0.0 1.5

55.616.7 -. -.27.8 18 0.0 0.6 33.327.8 5.6 .- 5.6 -. .- 27.8 18 1.0 4.4

27.513.7 7.8 3,9 3.9 2,0 -. -.41.2 51 1.5 7.8 15.727.5 9.8 ... 3.9 .:. 日. 2.0 ... ...41.2 51 2.0 7.4

卸売 .小売業 1.411.1 4.2 4.2 8.3 5.6 2,8 1.4 5.619.4 1.4 -.34.7 72 44.0 47.6 26..427.8 5.6 2.8 2.8 .- -.34.7 72 1.0 5.0
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Q6AD 繁忙期 ･派遣社員 Q6AE 繁忙期 ･請負社員
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平 (l) (2) (3) (4)(5) (6) ( 7) ( 8) (9)(10)(ll) (12) 中 平0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 一正一ヽヽヽ 0 1 1 2 3 4 .5 6 7 8 9 1 klIlヽヽ

% O o o o o o o 0 0 0 0 回 件% % % % % % % % % % o 答 数 央 .均 % o o o o o o 0 0 0 0 0 回 件% % % % % % % % % % o 答 数 央 均

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 %満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 低 値% % 未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 %満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値% %

組合支部計 28.821.3 7.5 3.2 1.9 0.7 0.2 0.4 -. -.36.1 535 1.0 5.8 49.3 6.5 3.■0 1.9 1.3 1.3 0.4 -. 0.2 -. -.36.1 535 0.0 3.7

製造業計 19.125.410.2 4.9 3.5 1.4 0.4 0.7 ... ...34.3 283 5.0 8.8 43.5 9.2 4.9 3.2 2.1 2.1 0.4 -. 0.4 -. -.34.3 283 0.0 5.7

製 電機 .電 子 .情報 8.629.3 8.6 6.9 5.2 1.7 1.7 1.7 -. -.36.2 58 6.0 12.7 37.9 6.9 5.2 5.2 6.9 .- -. 1.7 -. -.36.2 58 0.0 8.8

造莱 通信機器鉄鍋 .化学 等素材 25.623.312.8 1.2 1.2 1.2 -. -.34.9 86 1.5 5.3 40.7 8,1 5.8 3.5 1.2 4.7 1.2 .- .- 34.9 86 0.0 7.4

莱荏 関連輸送用機 械 ll.623.311.611.6 7.0 2.3 -. .- 32.6 43 7.0 12.5 37.218.6 2.3 2.3 2.3 4.7 -. -.32.6 43 0.0 6.2

別 その他製造業 22.926.0 8.3 4.2 3.l l.0 -. 1.0 ... -.33.3 96 2.5 7.9 52.1 7.3 5.2 2.1 -. .- 33.3 96 0.0 2.2

事 100人未満 38.220.6 2.9 5.9 -. 2.9 -. -.29.4 34 0.0 4.8 52.9 -. -. 8.8 -. 5.9 .- .- 2.9 -. -.29.4 34 0.0 9.9

莱所 100人以上 17.926.912.8 5.1 3.8 .1.3 -. -.32.1 78 5.0 8.4 51.3 7.7 2.6 .- 1.3 3.8 1.3 -. -.32.1 78 0.0 4.8

規模300人以上 8.029.313.3 4.0 8.0 1.3 -. 2.7 -. -.33.3 75 ~~7.0 12.9 38.712.0 6.7 5.3 4.0 .- -.33.3 75 0.0 5.5

別 1000人以上 20.328.4 9.5 6.8 1.4 1.4 1.4 -. -.31.1 14 5.0 _8.2 41.914.9 6.8 2.7 2.7 .- -.31,1 74 0.0 4.6

非製造業計 39.516.5 4.4 1.2 -. -.38.3 248 0.0 2.2 55.6 3.6 0.8 0.4 0.4 0.4 0.4 -. -.38.3 248 0.0 1.3

非 建設業 25.725.7 -. 2.9 -. -. -.45.7 35 1.0 3.0 42.9 5.7 2.9 .- -. 2.9 .- -.45.7 35 0.0 3.8

製追 電気 .ガス .熱供A. 31.831.8 .- -,36.4 22 1.0 1.6 63.6 -. .- 36.4 22 0.0 0.0

莱莱 給業情報通信業 16.722.222.211.1 .- -.27.8 18 5.0 8.3 50.0 5.6 -. 5.6 5.6 5.6 .- -.27,8 18 0.0 7.4

荏別 運輸業 52.9 5.9 -. .- 41.2 51 0.0 0.3 58.8 .- -.41.2 51 0.0 0.0

卸売 .′J､売業 50.013.9 1.4 -. -.34.7 72 0.0 0.7 61.1 4.2 -. .- 34.7 72 0.0 0.1

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q6AF 繁忙期 ･その他社員 Q6BA 閑散期 ･正社員
(基本集計)

(1) (2)(3)(4)(5) (6) (7) (8) .( 9) (10)(ll)(12) 中 平 (1) (2) (3)(4) (5) (6) (7) (8) ( 9) (10)(ll) (12) 中 平0 1 1 2 3~ 4 5 6 7 8 -9 1 無 0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 無

oo O O O O 0 0 0 0 0 0 0 回 央 均 % O o o o o o o 0 0 0 0 回 牛 央 均% %.% % % % % % % % o 答 数 % % % % % % % % %. % o答 数

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 % 値 値% % 未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 % 値 値% %

満 上 上 上 .上 上 上 上 上 上 満 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 60.6 2.8 0.2 -. 0.2 0.2 -. .- 36.1 535 0.0 0.5 -. 0.9 2.8 0.7 0.9 2.1 4.1 5.8 9.010.516.6 5.640.9 535 81.0 74.7

製造業計 61.1 3.5 0.4 -. 0.4 0.4 -. .- 34.3 283 0.0 0.7 -. 0.4 0.7 2.1 4.6 6.012,412.015.5 6.040.3二 283 80.0 78.7

製､at 電機 .屯 子 .情報 58,6 5.2 .- .- 36.2 58 0.0 0.4 -. 1.7 1.7 1.7 6.9 5.2 6.915.510.3 6.943.1 58 80.0 75.5

檀莱 通信機器鉄鋼 .化 学等素材 64.0 1.2 -. -.34.9 86 0.0 0.1 -. 3.5 4.7 2.3 9.3 9.317.411.641.9 86 89.0 82.7

莱種 関連輸送用機械 62.8 2.3 -. .- 2.3 -. -.32.6 43 0.0 1.6 -. 7.0 9.3 9.314.018.6 ...41.9 43 83.0 78.7

別 その他製造業 59.4 5.2 1.0 -. 1.0 -. .- 33.3 96 0.0 1.2 ･- 1.0 2.1 2.1 8.319.811.515.6 3.136.5 96 76.0 77.1

辛 100人未満.- 64.7 2.9 .- -. 2.9 -. .- 29.4 34 0.0 1.8 -. 2.9 -. 2.9 8.8 8.8 8.8 8,817.6 5.935.3 34 77.0 73.9

莱所 100人以上 62.8 3.8 1.3 -_. .- 32.1 78 0.0 0.5 -. 2.6 3.8 3.8 7.716.714.111.5 3.835.9 78 76.0 74.9

規模 300人以上 64.0 2.7 -. .- 33.3 75 0.0-0.2 -. 2.7 1.3 5.310.714.714.7 5.345.3 75 84.0 80.9

別 1000人以上 62.2 5.4 -. -. 1.4 -. -.31.1 74 0.0 1.2 ･- 5.4 4.112.212.224.3 6.835.1 74 88.0 83.4

非製造業計 60.l l.6 -. ー- 38.3 248 0.0 0.1 -. 2.0 5.6 1.2 1.2 2.0 3.6 5.6 5.2.8.517.7 5.241.9 248 82.0 70.3

非 建設業 54.3 ... ...45.7 35 0.0 0.0 ･- 2.9 -. 2.9 5.7 8.628.6 2.948.6 35 94.0 85.8

製造莱莱 電気 .ガス .熱供給業情報通信業 59.1 4.5 .- -.36.4 22 0.0 0.1 -. 9.136.418.236.4 22 97.0 95.972.2 .- -.27.8 18 0.0 0.0 -. 5,6 5.6 5.6 .- 22.216.716.727,8 18 86.0 81.8

種別 運輸業 54.9 3.9 .- .- 41.2 51 0.0 0.4 -. 2.0 -. -. 5.9 5.9 3.927.5 3.951.0 51 90,0 85.7

卸売 りト売業 63.9 1.4 -. -.34.7 72 0.0 0.1 -. 2.818.1 2.8 2.8 2,8 8.3 6.9 6.9 5.6 6.9 -.36.1 72 51.0 47.2
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･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年 6月

Q6BB 閑散期 ･パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 Q6BC 閑散期 ･嘱託 ･契約社員
(基本集計)

(1) (2)(3)(4) (5) (6) (7) (8)(9) (10) (ll)(12) 中 平 (1)(2)(3) ( 4) (5)(6) ( 7)(8) (9)(10)(ll)(12) 中 平

0 1 1 2 3 4 _5 6 7 8 9 1 4zE 0 1 1 2 3 4_ 5 6 7 8 9 1 無% o o o o o o 0 0 0 0 0 回 件_% % % % % % % % ~% % 0 答 数% O o o o o o o 0 0 0 0 回 件% % % % % % % % % % o 答 数 央 均 央 均

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 % 底 値●% % 未 .以 以 以 以 以 以 以 以 以 % 値 値% %

溝 上 上 上 上 上 上 上 上 上 満 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 24.916.3 5.6 3.6 2.6 0.9 0.6 0.4 0.6 2.8 0.9ー-.40.9 535 2.0 12.9 24.325.4 5.6 1.5 1.7 0.4 -. 0.2 -. -.40.9 535 1.0 4.5

製造業計 29.017.3 6.7 3.9 1.8 0.7 -. 0.4 .- -.40.3 283 1.0 5.9 26.526,5 4.6 1.1 0,4 0.7 .- .- 40.3 283 1.0- 3.5

撃 電機 .電子 .情報 24,120.7 6.9 3.4 1.7 -. -.43.1 58 2.0 5.6 25.922.4 6.9 1.7 -. -.43.1 58 1.0 3.3

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 34.918.6 2.3 2.3 -. -.41.9 86 0.0 2.9 27.925.6 2.3 -. 1.2 1.2 .- -.41.9 86 1.0 3.4

莱種 関連輸送用機械 32.611.611.6 2.3 .- -.41.9 43 0.0 3.9 27.930.2 -. -.41.9 43 1.0 2.2

別 その他製造業 25.016.7 8.3 6.3 4.2 2.1 -. 1.0 -. -.36.5 96 2.0 9.3 25'.028.1 7.3 2.1 -. 1.0 .- .- 36.5 96 1.0 4.3

辛 100人未満 29.414.7 8.8 8.8 2.9 -. -.35.3 34 2.0 7.4 32.423.5 2.9 2.9 -. 2.9 -. .- 35.3 34 0.5 5.0

莱所 100人以上 24.419.210.3 5.1 2.6 1.3 -. 1.3 -. -.35.9 78 3.0 8.6 29.524.4 9.0 .- -. 1.3 -. -.35.9 78 1.0 3.6

規模300人以上. 28.021.3 1.3 2.7 1.3 -. -.45.3 75 0.0 3.6 21.328.0 5.3 -. -.45.3 75 2.0 3.I

別1000人以上 35.117.6 9.5 1.4 -. 1.4 .- -.35.1 74 0.0 4.1 27.035.l l.4 1.4 -. .- 35.1 74 1.0 2.5

非製造業計 20.614.9 4.0 3.2 3.6 1.2 1.2 0.4 1.2 5.6 2.0 ...41.9 248 5.0 20.8 21.823.8 6.9 2.0 3.2 - ..- 0.4 - -.41.9 248 2.0 5.8

非 建設業 31.414.3 2.9 2.9 .- .- 48.6 35 0.0 2.7 14.328.6 2.9 5.7 -. -.48.6 35 2.5 5.1

製造 電気 .ガス .熱供▲ 45.518.2 -. ...36.4 22 0.0 0.8 40.913.6 9.1 -. -.36.4 22 0.0 1.9

莱莱 得業情報通信業 55.616.7 .- -.27.8 18 0.0 0.6 33.327.8 5.6 -. 5.6 -. -.27.8 18 I.0 4.4

種別 運輸業 21.613.7 9.8 2.0 2.0 .- -.51.0 51 2.0 6.1 ll.825,5 7.8 -. 2.0 -. -. 2.0 -. -.51.0 51 2.0 7.3

卸売 .小売業 I.412.5 2.8 8.3 5.6 4.2 2.8 1.4 4.218.1 2,8 -.36.1 72 44.0 46.7 23.626.4 8.3 1.4 4.2 .- -.36.1 72 2.0 5.6

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q6BD 閑散期 ･派遣社員 Q6BE 閑散期 ･請負社員
(基本集計)

(1) (2)( 3)(4) (5) (6) ( 7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平 (1) (2)(3) (4)(5)(6)( 7) (8) (9)(10)(ll) (12) 中 平0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 鉱一ヽヽヽ 0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 無

% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 イ 央 均 % O o o o o o o 0 0 0 0 回 件 央 均% % % % % % % % % % o 答 数 % % % % % % % % % % 0 答 数

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 oo 値 値% % 以 以 以 以 以 以 以 以 以 oo 値 値% %

満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 満 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 29.919.8 5.6 2.8 0.2 0.6 -. 0.2 -. -.40.9 535 0.0 4.2 47.5 5.0 2.8 1.7 0.4 0.9 0.6 -. 0.2 -. -.40.9 535 0.0 3.2

製 電機 .電子 .情報ヽ エ ロ 20.719.0 8.6 6.9 -. 1.7 -. -.43.1 58 3.0 7.5 36.2 3.4 6.9 6.9 ... ... I.7 ... I.7 ... ...43.1 58 0.0 8.2

造莱莱種 通信機器鉄鋼 .化学等素材関連.輸送用機械 25.623.3 8.l l.2 .- -.41.9 86 1.0 3.7 37.2 8.1 3.5 3.5 2.3 2.3 1.2 -. .- 41.9 86 0.0 7.116.320.9 9.3 9.3 -. 2.3 -. -.41.9 43 4.0 8.6 37.211.6 4.7 .- -. 4.7 -. -.41.9 43 0.0 5.2

別 その他製造業 21.929.2 6.3 3.l l.0 1.0 .- 1.0 -. -.36.5 96 2.0 6.5 53.1 5.2 4.2 1.0 .- -.36.5 96 0.0 1.7

辛莱所規模 100人未満 38,220.6 2.9 2.9 .- -.35.3 34 0.0 2.5 50.0 .- -. 5.9 2.9 2.9 -. -. 2,9 -. -.35.3 34 0.0 9.4

100人以上 15.432.1 9.0 5.l l.3 1.3 -. -.35.9 78 4.0 7.1 48.7 6.4 2.6 .- 1.3 2.6 2.6 -. .- 35.9 78 0.0 5.4

300人以上 14.724.0 9.3 4.0 .- 1.3 -. 1.3 .- -.45.3 75 3.0 8.4 34.7 9.3 6.7 4.0 -. -.45.3 75 0.0 3.9

那 1000人以上 27.023.0 8.1 5.4 -. 1.4 -. .- 35.1 74 1.5 5.8 45.9 9.5 5.4 4.1 .- .- 35.1 74 0.0 3.3

非製造業計 38.714.9 3.2 1.2 .- .- 41.9 248 0.0 1.9 52.8 3.2 0.8 0.4 -. 0.4 0.4 -. -.41.9 248 0.0 1.1

非製造業莱鍾別 建設業 25.722.9 -. 2.9 .- -.48.6 35 0.5 2.6 42.9 2.9 2.9 -. -. 2.9 -. .- 48.6 35 0.0 3.8

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 36.427.3 -. -.36.4 22 0.0 1.4 63.6 .- -.36.4 22 0.0 0.027.816.716.711.1 -. -.27.8 18 5.0 7.3 50.0 5.6 5.6 5.6 .- 5.6 -. -.27.8 18 0.0 5.8

運輸業 43.1 5.9 -. -.51.0 51 0.0 0.4 49.0 -. -.51.0 51 0.0 0.0

卸売 .小売業 51.412.5 -. .- 36.1 72 0.0 0.5 59.7 4.2 -. -.36.1 72 0.0 0.1
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年6月

Q6BF 閑散期 ･その他社員 Q6CA 適正比率 ･正社員

( 1)(2)(3) ( 4)(5)(6) ( 7) (8)(9)(10)(ll)(12) 中 平 (1)(2)(3) ( 4)(5)(6)(7)(8)(9)(10) (ll)(1 2 ) 中 平0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 一正 0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 無

% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 .0 0 仁■ 央 均 oo O O O O O O O O O O O ロ 央 均% % % % % % .% % % % o 答 数 % % % % % % % % % % o 答 数

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 %満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値% % 未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 %浦 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値●% %

組合支部計 56.4 2,1 0.2 -. 0.4 -.. -.40.9 535 0.0 0.4 -. 0.7 0.7 2.1 0.7 0.9 1..5 4.5 7.714.214.2 9.343.4 535 82.0 77.9

製造業計 56.2 2.5 0.4 -. 0.7 .- -.40.3 283 0.0 0.7 -. 0.4 .- 0.7 0.7 5.3 9.518.414.810.239.9 283 82.5 82,5

炎造 電機 .電子 .情報通信機器 53.4 3.4 -. .- 43.1 58 0.0 0.1 -. 1.7 .- -. 1.7 5.213.817.219.0 8.632.8 58 80.0 80.3

莱莱 lコ鉄鋼 .化学等素材関連 57.0 1.2 .- .- 41.9 86 0.0 0.1 -. -. 1.2 1.2~4.7 4.712.812.816.346.5 86 90.0 85.5

種別 輸送用機械 55.8 .- -. 2.3 -. -.41.9 43 0.0 1.4 -. 7.011.632.6 9.3 -.39.5 43 80.0 79.2
その他製造業 57.3 4.2 1.0 -. 1.0 -. -.36.5 96 0.0 1.1 -. i.0 -. 5.210.417.716.710.438.5 96 85.0 83.2

辛莱 100人未満 58.8 2.9 ... .I. 2.9 ... ...35.3 34 0.0 1.9 -. 2.9 -. -. 8.8 8.814.717.611.835.3 34 82.5 80.5

所規 100人以上 60.3 2.6 1.3 .- .- 35.9 78 0.0 0.5 ･- 2.6 2.6 6.410.317.917.9 6.435.9 78 82.0 79.7

模別 300人以上 52.0 2.7 -. ... .- 45.3 75 0.0 0.1 -. 6.712.017.313.3 9.341.3 75 80,0 82.2
1000人以上 60.8 2.7 -. -. 1.4 ... -.35.1 74 0.0 0.9 ･- 2.7 6.823.016.214.936.5 74 85.0 86.7

非製造業計 56.9 1.2 -. -. -.41.9 248 0.0 0.1 -. 1.6 1.6 3.6 1.6 1.2 2.4 3.6 5.6 9.713.3 8.547.2 248 82.0 72.3

非製 建設業 51.4 -. .- 48.6 35 0.0 0.0 -. 2.9 -. .- 2.914.325.7 5.748.6 35 90.0 87.1

造莱 電気 .ガス.熱供給業 59.1 4.5 -. -.36.4 22 0.0 0.1 -. 4.522.731.840.9 22 100.0 96.5

莱鍾 情報通信業 72.2 -. .- -.27.8 18 0.0 0.0 -. 5.622.211.116.711.133.3 18 85.0 82.3
別 運輸業 45.1 3.9 -. .- .- .- 51.0 51 0.0 0.4 -. 2.0 -. 5.9 9.813.715.752.9 51 90.0 88.1

卸売 .小売業 63,9 -. -.36.1 72 0.0 0.0 -. 1.4 4.212.5 5.6 2.8 6.9 2.8 4.2 5.6 4.2 1.448.6 72 40.0 46.8

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年6月

Q6CB 適正比率 ･パー ト･臨時 ･アルバイ ト社員 Q6cc 適正比率 ･嘱託 ･契約社負
(基本集計)

(1)(2)(3) (4)(5) (6)(7)(8) (9) (10)(ll)(12) 中 平 (1)(2)(3) (4) (5)(6) ( 7)(8)(9)(10)(ll) (12 ) ･中 平0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 .9 1 無 0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 血′●ヽヽ

Oo O O O O 0 0 0 0 0 0 0 回 央 均 Oo o o o o 00 0 0 0 0 0 回 央 均% % % % % % % % % % o 答 数 % % % % % % % % % % o 答 数

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 %満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値●% % 未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 %満 上 上 上 上 上 上 上 上 上 値 値% %

組合支部計 27.512.0 6.0 3,7 2.1 0.6 0.6 0.7 0.9 1.9 0.7 -.43.4 535 1.0 11.5 27.319.6 6.9 1.l l,1 0.2 0.2 0.2 .- -.43.4 535 1.0 4.2

撃 電機 .電子 .情報 32.817.210.3 5.2 1.7 .- .- 32.8 58 1.0 5.4 34.525.9 3.4 3.4 .- -.32.8 58 0,0 3.0

追業 通信機器鉄鋼 .化学等素材 37.212.8 2.3 1.2 .- .- 46,5 86 0.0 2.3 29.120.9 2.3 1.2 -. ..- 46.5 86 0.0 2.3

莱種 関連輸送用機械 32.6 9.311.6 4,7 2.3 -. .- 39.5 43 ･0.0 5.2 25.627.9 7.0 -. -.39_5 43 1.0 3.4

別 その他製造業 28.114.6 6.3 7.3 3.l l.0 -. 1.0 .- .- 38.5 96 1.0 7.7 30.220.8 8.3 2.1 -. -.38.5 96 1.0 3.4

辛 100人未満 ■ 32.411.811.8 5.9 2.9 .- -.35.3 34 1.0 6,4 41.217.6 2.9 2.9 ∴. .- 35.5 34 0.0 2.5

莱所 100人以上 32.114.1 6.4 6.4 2.6 1.3 -. 1.3 -. .- 35.9 78 0.5 7.6 32.123.1 7.7 1.3 .- -.35.9 78 0.5 3.2

規模 300人以上 30.717.3 4.0 4.0 2.7 -. -.41.3 75 0.0 4.7 22.729.3 6.7 -. -.41.3 75 1.5 3.1

別 1000人以上 37.814.9 8,1 2.7 -. .- 36.5 74 0.0 3.0 33.824.3 2.7 2.7 .- -.36.5 74 0.0 2.6

非製造業計 22.2 9.7 5.2 2.8 2.4 0..8 1.2 1.2 2.0 3.6 1.6 -.47.2 248 5.0 19.1 24.215.7 8.9 0.4 2,4 0.4 0.4 0.4 -. -.47.2 248 1.0 5.7

非 建設業 34.3 8.6 8.6 -. -.48.6 35 0,0 2.3 17.122.911.4 .- -.48.6 35 4.0 4.4

製追 電気 .ガス .熱供d∠ゝ 45.513.6 -. -.40.9 22 0.0 0.6 36.418.2 4.5 .- .- 40.9 22 0.0 1,7

莱莱 指業情報通信業 50.011.I .- 5.6 -. -.33.3 18 0.0 2.0 27.822.211.1 -. 5.6 .- -.33.3 18 1.5 5.3

鍾那 運輸業 23.511.8 5.9 3.9 2.0 .- -.52.9 51 0.5 5.9 27.511,8 3.9 .- 2.0 2.0 -. -.52.9 51 0.0 4.9

卸売 .小売業 2.8 5.6 5.6 4.2 4.2 pl.4 4.2 4.2 6.912.5 ... ...48.6 72 50.0 46.6 22.215.311.1 -. -. 1.4 1.4 -. .- 48.6 72 1.0 6.3
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･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーシ ョン調査<B:組合支部 > 2006年 6月

Q6CD 適正比率 ･派遣社員 Q6CE 適正比率 ･請負社員
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 中 平 (1) (2) (3) ( 4) (5) (6) ( 7) (8) (9) (10) (ll) (12) 中 平0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 & 0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 鉱一ヽヽヽ

% O o o o o o o 0 0 0 0 回 件% % % % % % % % % % o 答 数 央 均 % O o o o o o o 0 0 00回 件% % % % % % % % % % o 答 数 央 均

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 % 値 値% % 未 .以 以 以 以 以 以 以 以 以 % 値 値% %

満 上 上 上 上 上 上 上 .上 上 満 上 上 上 上 上 上 上 上 上

組合支部計 31.815.5 6.7 2.1 0.6 -. .- 43.4 535 0.0 3.6 46.2 4.7 3.2 1.3 0.4 0.6 0.2 .- 0.2 -. -.43.4 535 0.0 2.5

製造業計 27.218.4 9.9 3.5 1.1 -. -.39.9 283 1.5 5.0 44.2 6.7 5.3 1.8 0.7 1.1 .- -. 0.4 -. -.39.9 283 0.0 3.7

製 電機 .電 子 .情報 25.919.013.8 6.9 1.7 -. -.32.8 58 3.0 6.3 44.8 8. 6 8.6 3.4 -. -. I.7 -. .- 32.8 58 0,0 5.3

追莱 通信機器鉄鋼 .化 学 等素材 26.718.6 5.8 1.2 1.2 -. -.46.5 86 0,5 3.8 36.0 5.8 3.5 3,5 2.3 2.3 -. -.46.5 86 0.0 6.0

莱種 関連輸送用機 械 16.323.3 9.311.6 .- -.39.5 43 5.0 7.9 39.514.0 4.7 -. -. 2.3 -. .- 39.5 43 0.0 3.2

別 その他製造業 33.315.611.5 -. 1.0 .- -.38.5 96 0.0 3.8 53.1 3.1 5.2 -. -.38.5 96 0.0 1.2

辛 100人未満 44.111.8 5.9 2.9 -. -.35.3 34 0.0 2.3 52.9 -. .- 5.9 2.9 -. -. 2.9 .- -.35.3 34 0.0 6.8

莱所 100人以上 28.219.212.8 2.6 1.3 -. -.35,9 78 2.0 5.2 50.0 3.8 5.1 .- 1,3 3.8 -. -.35.9 78 0.0 4.3

規模 300人以上 17.324.010.7 4.0 2.7 -. -.41.3 75 5.0 7.1 40.010.7 5.3 2.7 -. -.41.3 75 0.0 2.8

別 1000人以上 29.718.9 9.5 5.4 -. 日.36.5 74 1.0 4.6 45,910.8 5.4 1.4 -. -.36.5 74 0.0 2.4

非製造業計 36.712.5 3.2 0,4 -. -.47.2 248 0.0 1.7 48.4 2.4 0.8 0.8 ... ... 0.4 ... ...47.2 248 0.0 1.1

非 建設業 25.722.9 2.9 .- -.48.6 35 0,5 2.4 42.9 2.9 2.9 -. -. 2.9 -. -.48.6 35 0.0 3.8

製造 電気 .ガス .熱供紘 40.918.2 -. -.40.9 22 0.0 1.1 59.1 -. -.40.9 22 0.0 0.0

葉莱 得業情報通信業 16.727.822.2 -. -.33.3 18 5.0 5.4 44.4 5.6 5.611.1 -. -.33.3 18 0,0 5.0

種別 運輸業 41.2 5.9 -. .- 52.9 51 0.0 0.7 47.1 -. -.52.9 51 0.0 0.0

卸売 .小売業 44.4 6.9 .- -.48.6 72 0.0 0.3 48.6 2.8 -. -.48.6 72 0.0 0,1

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使 コミュニケーション調査<B:組合支部 > 2006年 6月

Q7 正社員の適正比率

｡6｡F 適正比率 .その他社員 Jf(0,yi2L#署V)､について芳 墨露 の若君 5AiF間岩窟 る事業所の従

(1) (2) (3) (4)(5) (6)( 7) (8) (9) (10)(ll) (12) 中 平 (1)(2) (1)(2) (3) (4) (5)0 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 無 話 話 無 割大 や 変 や 割大 無

% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 回 件 央 均 L L 回 件 以幅 や 化 や 以幅 回 件% % % % % % % % % % o 答 数 合 合 答 数 上に 増 は 減 上に 答 数

未 以 以 以 以 以 以 以 以 以 % 低 値% % つ つ 増 え な つ 減

溝 上 上 上 上 上 上 上 上 上 て てい いる ない _ え た か た った つ たl た 13 3

組合支部計 54.8 1.5 -. -. 0.4 -. -,43.4 535 0.0 0.3 32.953.513.6 535 2.619.1 9.753.813.5 1.3 535

製造業計 57.6 1.8 .- -. 0.7 -. .- 39.9 283 0.0 0.5 40.347.712.0 283 2.126.1 7.448.114.8 1.4 283

製造莱莱種別 電機 .電 子 .情報通信機器鉄鋼 .化 学 等素材関連輸送用機 械 65.5 1.7 -. -.32.8 58 0.0 0.1 41.448.310.3 58 1.719.012.143.124.1 -. 58

52.3 1.2 .- -.46.5 86 0.0 0.1 36.052.311.6 86 3.525.6 8.146.511.6 4.7 86

58.1 .- -. 2.3 -. -.39.5 43 0.0 1.2 58.123.318.6 43 2.355.8 2.334.9 4.7 .- 43

その他製造業 57.3 3.1 .- -. 1.0 -. -.38.5 96 0.0 0.7 35.454.210.4 96 1.017.7 6.358.316.7 -. 96

辛業所規樵別 100人未満 58.8 2,9 -. .- 2.9 -. -.35.3 34 0.0 1,6 32.452.914.7 34 -. 5.917.644.129.4 2.9 34

100人以上 61.5 2.6 -. -.35.9 78 0.0 0.1 30.857.711.5 78 -.15.4 3.861.517.9 1.3 78

300人以上 56,0 2,7 -. .- 41,3 75 0.0 0.1 48.044.0 8.0 75 2.736.0 6,744.010.7 -. 75

1000人以上 62.2 -｣ -. 1.4 -. -.36.5 74 0.0 0.6 48.633.817.6 74 4.133.8 5.443.213.5 -. 74

非製造業計 51.6 1.2 .- -.47.2 248 0.0 0.1 25.060.114.9 248 2.811.312.560.112.l l.2 248

非製造莱業種別 建設業 51.4 -. -.48.6 35 0.0 0.0 20.068.611.4 35 2.920.011.445.720.0 -. 35

電気 .ガス .勲供給業情報通信業 54.5 4.5 .- -.40.9 22 0.0 0.1 31.863.6 4.5 22 -.18.213.663.6 4.5 -. 2266.7 -. -.33.3 18 0.0 0.0 27.850.022.2 18 ll.1日.116.761.i .- 18

卸売 .小売業 51.4 ... ...48.6 72 0.0 0.0◆25.062.512.5 72 1.4 2.8 8.373.613.9 ... 72

その他サー ビス業 55.6 .- -.44.4 27 0.0 0.0 25.963.011.1 27 3.711.118.555.611.1 .- 27
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q8B パー ト､臨時､アルバイ ト社員 Q8C 嘱託 ･契約社員 Q8D 派遣社員

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)~(8) (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8) (1)(2) (3)(4)(5)(6)(7)(8)
割大 や 変 や 割大 た活 い以 し絶 無 割大 や 変 や 割大 た清 い以 し絶 無 割大 や 変 や 割大 た清 い以 し絶 無

以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件 以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件 以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件
上に 増 は 減 上に す いか い支 答 数 上に 増 は 減 上に す いか い支 答 数 上に 増 は 減 上に す いか い支 答 数
増増 え な つ 減減 る ら な部 増増 え な つ 減減 る ら な部 増増 え な つ 減減 る ら な部
ええ た か た つつ の 活 いで ええ た か た つiD の 清 いで ええ た か た つつ の 活 いで
たた っ たた を 用 は たた っ たた を 用 は たた っ たた を 用 は

ー た ー 止 し 把 J た l 止 し 把 l た l 止 し 把
3 3 め て 握 3 3 め て 握 3 3 め て 握

組合支部計 4.532.321.3 8.0 1.3 2.213.5 8.2~8.6 535 5.232.032.5 5.4 1.5 0.2 6.4 9.0 7.9 535 8.8_33.314.6 5.2 0.4 0.713.111.012.9 535

製造業計 2.531.423.7 6.4 1.1 2.816.6 6.7 8.8 283 4.631.835.0 4.9 1.1 0.4 6.0 8.5 7.8 283 13.841.712.7 6.0 0.4 1.4 7.4 7.8 8.8 283

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 5.225.925.9 5.2 1.7 5.213.8 6.910.3 58 ･- 32.837.9 -. 3.4 .- 6.910.3 8.6 58 22.431.015.5 6,9 -. 1.7 8.6 8.6 5.2 58

･..29.119.8 5.8 2.3 ...25.6 7.010.5 86 4.732,629.1 7.0 -. 1.2 8.1 8.1 9.3 86 8.146.510.5 5.8 .- .- 8.1 9.311.6 86

4.718.630.2 2.3 -. 4.718.6 9.311.6 43 14.027.937.2 2.3 -. -. 2.3 9.3 7.0 43 23.346.5 9.3 7.0 -. 2.3 .- 7.0 4.7 43

その他製造業 2.142.722.9 9.4 .丁. 3.1 9.4 5.2 5.2 96 3.132.337.5 7.3 1.0 -. 5.2 7.3 6.3 96 9.441.714.6 5.2 1.0 2.1 9.4 6.310.4 96

辛莱所堤模別 100人未満 -.29.423.5 5.9 -. -.20.6 2.917.6 34 ･..23.523.5 8.8 2.9 2.911.8 2.923.5 34 5.917.614.7 5.9 -. 2.920.6 5.926.5 34

100人以上 2.639.720.5_ll.5 -. 6.4 7.7 3.8 7.7 78 2.630.844.9 7.7 -. -. 3.8 3.8 6.4 78 ll.541.019.2 5.1 -. 2.6 7.7 5.1 7.7 78

300人以上 -.30.732.0 4.0 2.7 1.314.7 5.3 9.3 75 4.041.334.7 2.7 -. -. 2.7 8.0 6.7 75 18.750.7 8.0 8.0 .- .- .5.3 5.3 4.0 75

1000人以上 4.125.721.6 5.4 1.4 2.720.312.2 6.8 74 8.129.733.8 4.1 -. -. 5.414.9 4.1 74 14.948.6 9.5 4.1 .- 1.4 1.413.5 6.8 74

非製造業計 6.533.917.710.l l.6 1.610.110.1 8.5 248 6.032.329.4 6.0 2.0 -. 6.9 9,3 8.1 .248 3.223.416.9 4.4 0.4 -.19.414.517.7 248

非 建設業製造 電気 .ガス.熱供業 給業業 情報通信業種別 運輸業 -.17,111.411.4 2.9 -.14,337.1 5.7 35 2.914.331.411.4 5.7 ... 5.728.6 ... 35 2.931.414.311.4 -. -. 5.734.3 .- 35

-.27.327.3 4.5 9.1 4.513.613.6 -. 22 ･- 9.150.0 4.5 4.5 .- 9.118.2 4.5 22 -.40.913.6 4.5 -. .- 13.618.2 9.1 22

5.633.322.2 -. -.16.711.111.1 18 ll.161.1 5.6 -. 5.6 -.ll.1 -. 5.6 18号 ll.155.616.7 -. 5.6 -. 5.6 .- 5.6 18

3.923.521.6 2.0 -. .- 17.6 5.925.5 51 7.849.015.7 2.0 -. -. 5.919.6 51 ･- 9.811.8 -. -.21.6 9.847.1 51

卸売 .小売業 6.954.211.120,8 -. 1.4 -. 2.8 2,8 72 5.633.336.1 6.9 1.4 -. 5.6 6.9 4.2 72 2.812.519.4 5.6 ... .- 26.418.115.3 72

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q8E 請負社員
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(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) (8)
割大 や 変 や 割大 た清 い以 し絶 無

以幅 や 化 や 以幅 用 な前 て合 回 件
上に 増 は 減 上に す いか い支 答 数
増増 え な つ 減減 る ら な部
ええ た か た つつ の 活 いで
たた っ たた を 用 は

l たL f 止 し 把
3 3 め て 握

組合支部計 3.217.018.1 2.1 0.6 1,326.914.216.6 535

製造業計 5.324.416.6 2.l l.1 2.525.410.612.0 283

穀造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 8.627.610.3 -. 3.4 1.727.610.310.3 58

3.522.120.9 2.3 -. 2.324.414.010,5 86

9.332.616.3 2.3 -. 9.314.0 9.3 7.0 43

その他製造業 3.120.816.7 3.l l.0 .- 30.2 8.316.7 96

辛莱所規模別 100人未満 -. 8.8 5.9 2.9 -. -一50.0 5.926.5 34

100人以上 2.619.221.8 3.8 1.3 3.828.2 7,711.5 78

300人以上 6.728.022.7 -. .- 2.721.3 9.3 9.3 75

1000人以上 9.531.110.8 2.7 1.4 2.714.917.6 9.5 74

非製造莱莱種別 建設業 -ill.422.9 8.6 -. -. 8.645,7 2,9 35

電気.ガス.熱供給業情報通信業 -. 4.518.2 -. -.36.427.313.6 225.633.333.3 -. -. 5.611.111.1 18

運輸業 -. 3.9 7,8 -. .-.29.411.847.1 51

卸売.小売業 1.4 4.219.4 1.4 -. -.37.516.719.4, 72



･連合総研 労働者参加.労使コミュニケ-ション調査<B:組合支部> 2006年6月

巌農芸化讐毒呈夏誓 至421至事業所の従業具 象急妄化讐姦禁 Fp.1砦 I518,事業所の従業員 QQ,%Ag 禦 認 許 する事業所の今後 ｡9B パー ト､鯨時､アル′くイ ト社員
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) 回答累 (1)(2)(3)(4)(5) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3) ( 4)(5)(6) (7) (8)割大 や る現 や 割大 る活 定今 し絶 無以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件上に 噂 もの 減 上に す なも い支 答 数増増 や り人 ら 減減 る い活 な部やや す は数 す らら の 用 いで

正 ルパ 嘱 派 請 正 ルパ 嘱 派 請 割大 や る現 や 割大 無

杜 ノミt 託 遭 負 件 杜 バ l 託 遣 負 件 以幅 や~つ在 や 以幅 回 件
負 イ ト 社 社 数 負 イ ト 社 社 数 上に 増 もの .減 上に 答 数

ト. 契 農 具 ト. 契 員 旦 増増 や り人 ら 減減
杜臨 約 社岳 約 やや す は数 す らら

員時 社 計 見時 社 すす なを すす す言 だ菱 す盲 重 言 箆
･ 員 ･ 鼻 l い変 l
ア ア 3 え 3

組合支部計 21.736.837.242.120.2 535 157.9 67.3 9.3 6.9 5.6 2.6 535 91.8 2.133.131.023.6 2.8 7.5 535 1.120.725.6 8.6 0.6 1.310.322.8 9.0 535

製造業計 28.333.936.455.529.7 283 183.7 62.9 7.4 6.0 6.4 3.2 283 85.9 1.838.530.419.8 2.8 6.7 283 0.414.529.3 8.8 0. 7 1.412.423.7 8.8 283

製 電機 .電子 .情報 20.731.032.853.436.2 58 174.1 67,2 6.9 3.4 6.9 3.4 58 87.9 1.737.943.113.8 .- 3.4 58 ･- 13.820.7 5.2 -. 3.412.132.812.1 58

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 29.129.137.254.725.6. 86 175.6 58.1 8.1 7.0 5.8 2.3 86 81.4 1.237.230.219.8 1.210.5 86 ･ - 7.026.7 9.3 -. ...16.327.912.8 86

莱種 関連輸送用機械 58.123.341.969.841.9 43 234.9 39.5 2.3 2.3 7.0 2.3 43 53.5 ･..74.411.6 7.0 2.3 4.7 43 -.ll.630.216.3 .- 4.716.314.0 7.0 43

別 その他製造業 18.844.835.451.024.0 96 174.0 75.0 9.4 8.3 6.3 4.2 96 103.1 3.124.031.329.2 6.3 6.3 96 1.022.936.5 7.3 2.1 - . 7.318.8 4.2 96

辛 100人未満 5.929.423.523.5 8.8 34 91.2 73.5 5.911.8 5.9 2.9 34 100.0 -.26.532.426.5 2.911.8 34 -.17.623.5 8.8 -. -.ll.817.620.6 34

莱所 100人以上 15.442.333.352.621.8 78 165.4 79.511.5 7.7 5.1 5.1 78 109.0 2.624.432.128.2 5.1 7.7 78 -.19.2 29.5 6.4 2.6 2.6 7.725.6 6. 4 78

規模 300人以上 38.730.745.369.334.7 75 218.7 54.7 6.7 2.7 8.0 .- 75 72.0 1.345.332.016.0 1.3 4.0 75 -.12.041.3 ,6.7 - . 1.310.721.3 6.7 75

別 1000人以上 37.829.737.863.540.5 74 209.5 ･56.8 6.8 4.1 4.1 4.1 74 75.7 1.454.127.012.2 1.4 4.1 74 ･- 9.524.313.5 .- 1.418.927.0 5.4 74

非製造業計 14.140.338.326.6 9.3 248 128.6 72.211.7 8.1 4.8 2.0 248 98.8 2.427.031.928.2 2.4 8.1 248 2.028.221.4 8.1 0.4 1.2 7.7 21.8 9.3 248

非 建設業 22.917.117.134.311.4 35 102,9 65.714.317.111.4 8.6 35 117.1 2.957.122.917.1 .- 35 -.2.925.7 5.7 -.2.911.442.9 8.6 35

製追 電気 .ガス .熱供也 18.227.3 9.140.9 4.5 22 100.0 68.213.6 9.1 4.5 -. 22 95.5 -.18.245.531.8 .- 4.5 22 -.18.222.7 4.5 -. 4.513.631.8 4.5 22

莱莱 ##情報通信業 22.238.972.266.738.9 18 238.9 61.1 .- 5.6 5.6 -. 18 72.2 5.622.238.922.211.1 -. 18 ･..22.216.722.2 . . . ... 16.716 .7 5.6 18

種別 運輸業 ll.827.556.9 9.8 3.9 51 109.8 .70.6 2.0 2.0 .- 51 74.5 3.925.525.527.5 3.913.7 51 -.15.7 21.6 3.9 2.0-.9.823.52 3.5 51

卸売 .小売業 4.261.138.915.3 5.6 72 125.0 87.520.8 8.3 5.6 1.4 72 123.6 -.12.541.738.9 2.8 4.2■ 72 1.4 55.619,411.1 -. -. 9.7 2.8 72

(基本集計)
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Q9C 嘱託 ･契約社員 Q9D 派遣社員 Q9E 請負社員

割大 や る現 や 割大 る括 定今 し絶 無 割大 や る現 や 割大 る措 定今 し絶 無 御大 や る現 や 割大 る活 定今 し組 無以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件以幅 や つ在 や 以幅 用 は後 て合 回 件
上に 増 もの 減 上に す なも い支 答 数 上に 増 もの 滅 上に す なも い支 答 敢 上に 増 もの 減 上に す なも い支 答 数
増増 や り人 ら 減減 る い活 な部 増増 や り人 ら 減減 る い活 な部 増増 や り人 ら 減減 る い活 な部
やや す は数 す らら の 用 いで やや す は数 す らら の 用 いで やや す は数 す らら の 用 いで
すす なを すす を す は すす なを すす を す は すす なを すす を す は

l い変- l 止 る 把 ] い変 l 止 る 把 主 い警 と ま 菩 提3 え 3 め 予 握 3 え 3 め 予 握

組合支部計 1.524.927.9 6.9 0.7 1.5 4.722.8 9.2 535 0,615.322.lil.6 l.l l.3 9.026.212.9 535 0.6 8.218.9 5.0 0.9 1.320.628.216.3 535

製造業計 0.720.130.7 7.4 0.7 1.8 4.925.1 8.5 283 0.717.025.415.2 0.7 1.8 4.625.4 9.2 283 1.112.420.8 5.3 0.7 1.819.127.611.3 283

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 ･- 17.229.3 5.2 1.7 1.7 6.929.3 8.6 58 1.713.831.010.3 1.7 -. 3.432.8 5.2 58 1.712.119.0 5.2 1.7 1.713.836.2 8_6 58

-.18.622.110.5 -. 1.2 7.026.714.0 86 -.ll.625.616.3 -. .- 4.727.914.0 86 -.10.524.4 3.5 .- 1.216.331.412.8 86

･- 23.341.911.6 .- -. 2.316.3 4.7 43 ･- 23.327.930.2 -. -.16.3 2.3 43 2.314.027.914.0 -. 4.714.018.6 4.7 43

その他製造業 2.121.934.4 4.2 1.0 3.1 3.125.0 5.2 96 I.020.820.810.4 1.0 5.2 7.322.910.4 96 1.013.515.6 3.l l.0 1.027.122.914.6 96

辛莱所規模別 100人未満 2.914.723.5 5.9 -. 2.9 5.917.626.5 34 -. 2.920.617.6 .- -.14.717.626,5 34 ･- 5.911.8 2.9 -. -.38.214.726.5 34

100人以上 1.320.530.8 7.7 1.3 1.3 5.125.6 6.4 78 1.319.224.410.3 1.3 3.8 3.829.5 6.4 78 -. 9.020.5 3.8 1.3 3.817.932.111,5 78

300人以上 -.20.040.0 4.0 -. 2.7 1.326.7 5.3 75 -.22.728.020.0 -. 1.3 1.322.7 4.0 75 1.317.322.7 5.3 -. 2.716.028.0 6.7 75

1000人以上 ･..20.328.412.2 ... ... 6.828.4 4.1 74 1.414.927.017.6 -. -. 2.729.7 6.8 74 1.412.223.0 9.5 1.4 .- 14.931.1 6.8 74

非製造業計 2.430.225.0 6.0 0.8 1.2 4.419.810.1 248 0.413.318.5 7.3 1.6 0.814.126.617.3 248 -. 3.216.9 4.8 1.2 0.822.628.621.8 248

非製造莱莱種別 建設業 -.14.331.4 2.9 ... 5.7 5.737.1 2.9 35 -. 8.628.6 8.6 -. 5.7 5.740.0 2.9 35 ･- 2.922.9 8.6 -. 5.7 8.645.7 5.7 35

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 ･- 4.540.9 9.I -. -. 4.531.8 9.1 22 ･- 27.313.6 4.5 .- .- 4.536.413.6 22 -.22.7 4.5 -. -.18.236.418.2 22-.44.411.127.8 -. .- 16.7 -. 18 ･..33.3ll.127.816.7 ... ...ll.1 ... 18 -.27,811.127.8 5.6 -. 5.616.7 5.6 18

運輸業 3.937.315.7 3.9 2.0 2.0 2.015.717.6 51 ･- 9.8 7.8 -. .- 17.621.643.1 51 -. 3.9 5.9 -. .- 23.523.543.1 51

卸売 .小売業 4.237.527.8 4.2 1.4 -. 2.813.9 8.3 72 -. 9.720.8 6.9 1.4 -.19.429.212.5 72 -.16.7 1.4 2.8 .- 31.930.616.7 72

その他サービス業 3.722.222.2 7.4 -. -. 7.429.6 7.4 27 3.7 7.422.214.8 -. -. 7.433.311.1 27 -.25.9 7.4 -. -.ll.133.322.2 27
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Q9Ⅹ 従業員に対する事業所の今後の方針 Q9Y 従業員に対する事業所の今後の方針 QIOA 事業所で非正社員を活用する理由 A パー ト､塩時､アルバイ ト社員 (F3
<増やす ･1+2> <減らす ･4+5> ACで1以外の場合 ･3つ以内選択)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5) 回答累 (1)(2)(3)(4)(5) 回答累計 (1) (2)(3)(4)(5) (6)( 7)(8)(9)(10) (ll)(12) 回答畢

正 ルパ 嘱 派 請社 ′くl 託 遣 負 件員 イ ト 社 社 数ト. 契 員 員 正 ルパ 嘱 派 請社 バ l 託 遣 負 件員 イ ト 社 社 数ト. 契 員 負 人 応業 な正 延操 力白 い業 出正 の取 高 務正 を正 雇 無件 す務 い社 長業 が社 る務 来社 人引 年 に社 軽社 用 回 件費 る生 長 に .必に 量 る兵 員先 齢 つ員 減員 調 答 数を の を 対営 要な が 業で 受 . 者 かを すの 整
杜臨 約 社施 約 削 変 採 応業 でい 増 務な 入系 の せ高 る労 が

時 社 計 貞時 空 動 用 す時 あ耽 加 のく 要列 再 る度 容 計･ 員 負 す に で る閉 る業 し たて 請か 雇 な 負 易
ア ア る 対 き の 能 て めも- ら 用 業 荷

組合支部計 35.121.926.415.9 8.8 535 108.0 26.4 9.2 7.712.7 6.0 535 61.9 51.336.514.5 5.7 1.319.233.9 -一 6.710.415.014.511.4 386 209.1

製造業計 40.314.820.817.713.4 283 107.1 22.6 9.5 8.115.9 6.0 283 62.2 50.038.911.6 3.2 2.1~22.134,2~-. 5.310.014.215.811.6 190 207.4

# 電機 .電子 .情報 39.713.817.215.513.8 58 100.0 13.8 5.2 6.912.1 6.9 58 44.8 36,443.213.6 -. 4.527.327.3 -. 2.313.615.915.915.9 44 200.0

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 38.4 7.018.611.610.5 86 86.0 20.9 9.310.516.3 3.5 86 60.5 44.036.0 8.0 2.0 2.016,052.0--. 8.0 8.0 4.010.018.0 50 190.0

莱種 関連輸送用機械 74.411.623.323.316.3 43 148.8 9.316.311.630.214.0 43 81.4 37.558.3 8.3 4.2_- 29.212.5 - 8.3 4.216.712.520.8 24 191.7

別 その他製造業 27.124.024.021.914,6 96 111.5 35.4 9.4 5.211.5 4.2 96 65.6 66.731.913.9 5.6 1.420.833.3 -. 4,211.119.420.8 1.4 72 229.2

辛 100人未満 26.517.617.6 2.9 5.9 34 70.6 29.4 8,8 5.917.6 2.9 34 64.7 61.133.338.911.1 -. 5.633.3 -. 5.6 -. .- ll.111.1 18 200.0

業所 100人以上 26.919.221.820.5 9.0 78 97.4 33.3 9.0 9.011.5 5.1 78 67.9 59.340.714.8 1.9 3.718.542.6 -. 5.613.016.711.1 5.6 54 227.8

規模 300人以上 46.712.020.022.718.7 75 120.0 17.3 6.7 4.020.0 5.3 75 53.3 51.035,3 5.-9 -. 2.027.535.3 -. 5.913.713.727.5 5.9 51 217.6

別 1000人以上 55.4 9.520.316.213.5 74 114.9 13.513.512.217.610.8 74 67.6 40.050.0 6.0 6.0 2.028.030.0 .- 6.0 4.022.012,014.0 50 206.0

非製造業計 29.430.232.713.7 3.2 248 109.3 30.6 8.5 6.9 8.9 6.0 248 60,9 52.834.217.6 7.8 0.516.633.7 .- 8.310.915.013.511.4 193 210.9

非 建設業 60.0 2.914.3 8.6 2.9 35 88.6 17.1 5.7 2.9 8.6 8.6 35 42.9 37.934.510.3 -. -.31.024.1 -. 3.410.327.6 6.913.8 29 186.2

製造 電気 .ガス.熱供仏 18.218.2 4.527.3 -. 22 68.2 31.8 4.5 9.1 4.5 4.5 22 54.-5 12.525.0 6.3 -. -.31.312.5 -. 6.3 -.31.3 -.31.3 16 125.0

莱莱 ##情報通信業 27.822.244.433.327.8 18 155.6 33.322.227.844.433.3 18 161.1 36.454.527.3 -. -..18.2 9.1 -. -. 9.127.3 11 154.5

種別 運輸業 29.415.741.2 9.8 3.9 51 100.0 31.4 5.9 5.9 -. 51 43.1 53.128.131.3 9.4 -. 3.115.6 -.31.3 3.1 3.118.818.8 32 -196.9

卸売 .小売業 12.556.941.7 9.7 .- 72 120.8 41.711.1 5.6 8.3 4.2 72 70.8 63.235.314.714.7 1.514,758.-8 .- 5.920.617.610.3 -. 68~257,4
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QIOB 嘱託 ･契約社員 (F3AEで1以外の場合 ･3つ以内選択) QIOC 派遣社員 (F3AGで1以外の場合 ･3つ以内選択)
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 回答累 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 回答累計

人 応業 な正 延換 力白 い業 出正 の取 高 務正 を正 雇 無件 す務 い社 長業 が社 る務 来社 人引 年 に社 軽社 用 回 件 人 応業 な正 延換 力白 い業 出正 の取 高 務正 を正 雇 無件 す務 い社 長業 が社 る務 来社 人引 年 に社 軽社 用 回 件
費 る生 長 に :必に 量 る農 具先 齢 つ員 減員 調 答 数 費 る主 点 に :必に 量 る員 鼻先 齢 つ員 減員 訴 答 数

の ､営 な が で 受 . か の を の ､営 な が で 受 . かを の
削 変 採 応業 でい 増 務な 入系 の せ高 る労 が 削 変 採 応業 でい 増 務な 入系 の せ高 る労 が

動 用 F あ邦 加 のく 要列 る叉 容 計 用 加 のく 要列 る 容
す に で る閉 る業 し たて 請か 雇 な 負 易 す に で る間 る業 し たて 請か 雇 な 負 易
る 対 き の 能 て めも ら 用 業 荷 る 対 き の 能 て めも ら 用 業 荷

組合支部計 32.020.816.8 2.113.813.314.0 1.635.3 4.410.510.014.0 428 174.8 34.142.813.6 2.1 8.927.819.4 1.6 1.0 6.321.318.613.4 381 197.6

製造業計 31.622.715.1 .- 14.211.616.0 1.335.6 3.610.712.013.3 225 174.2 39.148.116.3 1.7 7.727.521.9 -. 1.3 6.922.723.2 9. 4 233 216.3

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 20.833.3､8.3 .- 14.610.410.4 -.43.8 .- 10.414.6 8.3 48 166.7 27.853.716.7 1.911.133.318.5 .- 1.9 9.322.225.9 7.4 54 222.2

27,716.915.4 -.18.5 7.721.5 4.636.9 1.5 3.1 9.216.9 65 163.1 36.447.015.2 -. 6.124.236.4 -. 1.5 4.515.222.7 9.1 66 209.1

25.019.416.7 -. 8.325.013.9 -.33.3 -.13,9 8.319.4 36 163.9 32.555.012.5 2.5_5.037.5 7.5 -. 2.510.020.015.015.0 40 200.0

その他製造業 44.722.418.4 -.13.2 9.215.8 -.30.3 9.215.814.510.5 76 193.4 53.441.119.2 2.7 8.220.519.2 -. .- 5.531.526.0 8.2 73 227.4

辛業所規模別 100人未満 33.3 5.644.4 .- ll.1 .- 5.6 5.644.4 5.616.711.116.7 18 183.3 35.323.541.2 .- ll.823.511.8 -.. .- 29.411.823.5 17 188.2

100人以上 45.822.011.9 -.10.2 8.518.6 3.444.1 -.10.213.6 8.5 59 188.1 42.444.116.9 .- 8.523.730.5 -. -. 3.420.325.4 8.5 59 215.3

300人以上 32.823.415.6 ...17.212.517.2 ...23.4 4.7 9.417.215.6 64 173.4 52.262.714.9 1.5 3.022.416.4 -. -.ll.922.434.3 3.0 67 241.8

1000人以上 21.931.310.9 -.17.217.217.2 .- 40.6 4.714.1 7,8 7.8 64 182.8 29.248.613.9 4.2 8.340.322.2 -. 2.8 5.626.415.3 6.9 72 216.7

非製造業計 32.519.019.0 4.513.515.512.0 2.035.0 5.510.0 8.015.0 200 176.5 26.034.2 9.6 2.711.028.815.8 4.1 0.7 5.518.511.619.9 146 168.5

非製造莱業種別 琴設業 17.623.514.7 -.17.632.417.6 2.935.3 -.17.6 2.9 8,8 34 182.4 18.537.014.8 -. 7.455.618.5 -. -. 7.429.6 .- 14.8 27 188.9

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 13.313.313.3 -.20.0 6.7 -. -.33.3 -.13.3 -.33.3 15 113.3 12.543.8 -. -. 6.350.012.5 .- -.50.012.5 6.3 16 187.533.326.713.3 6.720.013.313.313.346.7 -. 6.7 -.20.0 15 193.3 46.726.720.0 -. -.40.046.7 -. -.13.326.7 6.7 6.7 15 226.7

運輸業 42.914.321.4 7.1 4.8 7.1 4.8 .- 59.5 4.8 4.8 9.511.9 42 181.0 38.911.1 5.6 -.16.711.1 5.6 -. 5.6 -. 5.6 5.638.9 18 105.6

卸売.小売業 35.716.123.2 5.414.312,519.6 1.821.4 5.4 8.9 8.914.3 56 173.2 9.831.7 2.4 7.317.112.214.614.6 -. 2.4 7.312.226.8 41 131.7
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QIOD 請負社員 (F3AHで1以外の場合 ･3つ以内選択)
(基本集計)

QllAA 非正社員活
用に伴う現状の問題 A QllAB ノウハウや QllAC 仕事の連携
機密事項が漏洩する危 技術の蓄積 ･伝承が難 し (チームワーク)が円滑 QllAD 社員の帰属

険がある くなる に進まなくなる 意識が弱まる

(1)(2) (3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(ll)(12) 回 (1)(2) (1)(2) (1)(2) (1)(2)
人 応業 な正 延操 力白 い業 出正 の取 高 務正 を正 雇 無 は い 無 は い 無 は い 無 は い 無

件 す務 い社 長業 が社 る務 来社 人引 年 に社 軽社 用 回 件 答累計 い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件

組合支部計 34.828.3 9.3 4.913.017.017.0 2.0 2.0 6.513.011.324.7 247 159.1 32.362.1 5.6 535 62.831.6 5.6 535 30,863.2 6.0 535 36.857.4 5.8 535

製造業計 41.630.2 9.4 5.412.819.523.5 0.7 2.7 8.712.814.117.4 149 181.2 38.256.5 5.3 283 71.722.3 6.0 283 35.059.4 5.7 283 36.057.6 6.4 283

製追莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 31.448.6 5.7 2.920.031.420.0 -. 2.9 5.711.417.117.1 35 197.1 48.348.3 3.4 58 75.920.7 3.4 58 32.863.8 3.4 58 31.065.5 3.4 58

42.920.4 6.1 4.112.214.338.8 -. 4.1 6.110.2 8.218.4 49 167.3 32.657.010.5 86 59.329.111.6 86 34.953.511.6 86 36.053.510.5 86

37.529.225.012.512.525.0 8,3 4.2 4.216.7 8.3 4.216.7 24 187.5 46.546.5 7,0 43 83.7 9.3 7.0 43 41.951.2 7.0 43 32.658.1 9.3 43

その他製造業 51.226.8 7.3 4.9 7.312.217.1 .- -. 9.819.524.417.1 41 180.5 33.365.6 1.0 96 75.022.9 2.1 96 33.365.6 1.0 96 40.656.3 3ー1 96

辛莱所規模別 100人未満 57.114.342.914.3 -.28.614.3 -.28.6 -. -.28.614.3 7 228.6 8.885.3 5.9 34 58.835.3 5.9 34 38.255.9 5.9 34 32.461.8 5.9 34

100人以上 48.327.610.3 3.413.817.227.6 .- -. 3.410.310.313.8 29 172.4 38.559.0 2.6 78 69.228,2 2.6 78 30.866.7 2.6 78 37.257.7 5.1 78

300人以上 47.727.3 4.5 -.15.915.920.5 2.3 2.311.413.618.218.2 44 179.5 41.353.3 5.3 75 80.013.3 6.7 75 44.049.3 6.7 75 33.360.0 6.7 75

1000人以上 35.843.4 9.411.313.226.420.8 -. 1.9 9.415.111.313.2 53 198.1 51.445.9 2.7 74 78.417.6 4.1 74 35.162.2 2.7 74 40.556.8 2.7 74

非穀造業計 23.725.8 9.3 4.113.413.4 7.2 4.l l.0 3.113.4 7.236.1 97 125.8 25.868.1 6,0 248 52.442.3 5.2 248 26.267.3 6.5 248 37.557.3 5.2 248

非穀追莱莱種那 建設業 15.040.010.0 -.20.030.015.0 -. 5.010.035.0 -.20.0 20 180.0 45.745.7 8.6 35 57.137.1 5.7 35 28.665.7 5.7 35 40.051.4 8.6 35

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 -.16.7 -. .- 16.7 .- 66.7 6 33.3 36.459.1 4.5 22 36.459.1 4.5 22 27.368.2 4.5 22 27.368.2 4.5 2254.545.536.4 -.27.336.4 .- -. 9.1 -. 9.1 -. ll 218.2 55.644.4 .- 18 83.316.7 -. 18 ll.188.9 -. 18 33.366.7 .- 18

運輸業 28.6 7.1 7.1 .- 14.3 -. -. 7 .1 7.157.1 14 71.4 15.770.613.7 51 41.245,113.7 51 29.456.913.7 51 51.037.311.8 51

卸売 .小売業 13.326.7 .- 10.010.0 -. 3.313.3 -. -. 3.310.043.3 30 90.0 12.586.l l.4 72 51.447.2 1.4 72 29.268_1 2.8 72 29.270.8 -. 72

(基本集計)
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QllAF 非正社員の QllAG 非正社員の
管理や調整の仕事が増え 教育訓練に時間がとられ

QllAE 正社員の労 ､正社員が本来業務に専 ､正社員が本来業務に専 QllAH 製品 ･サー
働時間が長くなる 念できなくなる 念できなくなる ビスなどの質が低下する QllAX 非正社員活用に伴う現状の問題<はい ･1>

QllBA 非正社員が
今より2割増えた場合の
影響 A 機密事項が漏
洩する危険がある

(1)(2) (1)(2) (1)(2) (1)(2) (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8) 回 (I)(2)
は い 無 は い 無 は い 無 は い 無 る機 が技 に仕 弱社 が正 調非 時非 ど製 は い 無

い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件 危密 難術 進革 ま員 長杜 整正 間正 の品 件 答累計 い い 回 件

え 答 数 え 答 数 え 答 数 え 答 数 険事 しの まの るの く員 が社 が社 質 . 敬が項 く蓄 な連 帰 なの 増員 と員 がサあが な稚 く携 屠 る労 えの らの 低 ]る漏 る .なが 意 働 る管 れ教 下ビ洩 伝 る円 織 時 埋 る育 すスす 承 滑 が 間 や に るな え 答 数

組合支部計 18.776.3 5.0 535 25.070,1 4.9 535 30.763.9 5.4 535 28.665.6 5.8 535 32.362.830.836.818.725.030.728.6 535 265.8 49,041.5 9.5 535

製造業計 16.678.4 4.9 283 32.263.3 4.6 283 37.557.6 4.9 283 30.763.6 5.7 283 38.271.735.036.016.632.237.530.7 283 297,9 55.835.3 8.8 283

製追 電機 .電子 .情報通信機器 13.886.2 -. 58 36.263.8 -. 58 36.263.8 -. 58 37.958.6 3.4 58 48.375.932.831.013.836.236.237.9 58 312.1 60.332..8 6.9 58

莱莱 P鉄鋼 .化学等素材関連 ll.676.711.6 86 25.664.010.5 86 29.160.510.5 86 18.669.811.6 86 32.659.334.936.011.625.629.118.6 86 247.7 51.233.715.1 86

種別 輸送用機械 27.965.1 7.0 43 44.248.8 7.0 43 60.532.6 7.0 43 32.660.5 7.0 43 46.583.741.932.627.944.260.532.6 43 369.8 62.827.9 9.3 43

その他製造業 17.781.3 1.0 96 30.268.8 1.0 96 35.462.5 2.1 96 36.562.5 1.0 96 33.375.033.340.617.730.235.436.5 96 302.1 54.241.7 4.2p 96

事莱 100人未満 20.673.5 5.9 34 26.567.6 5.9 34 26.567.6 5.9 34 38.255.9 5.9 34 8.858.838.232.420.626.526.538.2 34 250.0 41.247.111.8 34

所規 100人以上 10.388.5 1.3 78 21.876.9 1.3 78 28.269.2 2.6 78 32.165.4 2.6 78 38.569.230.837.210.321.828.232.1 78 267.9 53.841.0 5.1 78

模那 300人以上 20.073.3 6.7 75 42.752.0 5.3 75 49.345.3 5.3 75 32.061.3 6.7 75 41.380.044.033.320.042.749.332.0 7 342.7 60.032.0 8.0 75

1000人以上 20.377.0 2.7 74 40.556.8 2.7 74 44.652.7 2.7 74 28.468.9 2.7 74 51.478.435.140.520.340.544.628.4 74 339.2 63.531.1 5.4 74

非製造業計 21.073.8 5.2 248 16.977.8 5.2 248 23.071.0 6,0 248 26.267.7 6.0 248 25.852.426.237.521.016.923.026_2 24 229.0 41.548.010.5 248

非製 建設業 14,380,0 5,7 35 17.177.1 5.7 35 20.074.3 5.7 35 25.768.6 5.7 35 45.757.128.640.014.317.120.025.7 35 248.6 65.722.911.4 35

追莱 電気 .ガス .熱供給業 18.277.3 4.5 22 4.590.9 4.5 22 22.772.7 4.5 22 9.186.4 4.5 22 36.436.427.327.318.2 4.522.7 9.1 22 181.8 45.545.5 9.1 22

莱種 tl情報通信業 22.277.8 -. 18 ll.188.9 -. 18 ll.188.9 -. 18 16.783.3 -. 18 55.683.311.133.322.211.111.116.7 18 244.4 72.227.8 .- 18

別 運輸業 23.562.713.7 51 19.666.713.7 51 17.668.613.7 51 25.558.815.7 51 15,741,229.451.023.519.617.625.5 51 223.5 29.447.123,5 51

卸売 .′ト売業 22.276.4 1.4 72 18.180.6 1.4 -72 33.365.3 1.4 72 33.365.3 1.4 72 12.551.429.229.222.218.133.333.3 7 229.2 30.665.3 4.2 72

その他サービス業 ll.181.5 7.4 27 22.270.4 7.4 27 25.963.011.1 27 22.266.711.1 27 33.359.314∴833.311.122.225.922.2 27 222.2 55.629.614.8 27
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QllBF 非正社員の QllBG 非正社員の
QllBB ノウハウや QllBC 仕事の連携 管理や調整の仕事が増え 教育訓練に時間がとられ
技術の蓄積 ･伝承が難し (チームワーク)が円滑 QllBD 社員の帰属 QllBE 正社員の労 ､正社員が本来業務に専 ､正社員が本来業務に専 QllBH 製品 ･サー
くなる に進まなくなる 意識が弱まる 働時間が長くなる 念できなくなる 念できなくなる ビスなどの質が低下する

(基本集計)

(1)(2) (1)(2) (1)(2) (1)(2) (1)(2) (1)(2) (1)(2)
は い 無 は い 無 は い 無 は い 無 は い 無 は い 無 は い 無
い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件 い い 回 件

え 答 数 え 客 数 え 答 数 え 答 数 え 答 数 え 答 数 え 答 数

組合支部計 71.619.4 9.0 535 50.740.2 9.2 535 48.840.910.3 535 23.666.9 9.5 535 43.747.7 8.6 535 51.240.2 8.6 535 47.343.4 9.3 535

製造業計 81.6 9.9 8.5 283 59.731.8 8.5 283 50.939.9 9.2 283 26.964.0 9.2 283 55.836.0 8.1 283 62.229.7 8.1 283 56.535.3 8.1 283

製造莱莱種 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 82.8 8.6 8.6 58 58.634.5 6.9 58 46.646.6 6.9 58 22.469.0 8.6 58 62.132.8 5.2 58 65.527.6 6.9 58 60.334.5 5.2 58

73,314.012.8 86 53.532.614.0 86 52.333.714.0 86 22.164.014.0 86 43.044.212.8 86 50.038.411.6 86 46.539.514.0 86

90.7 .- 9.3 43 67.423.3 9.3 43 46.544.2 9.3 43 37.253.5 9.3 43 67.423.3 9.3 43 79.111.6 9.3 43 60.530.2 9.3 43

別 その他製造業 84.411.5 4.2 96 62.533.3 4.2 96 54.239.6 6.3 96 29.265.6 5.2 96 58.336.5 5.2 96 63.531.3 5.2 96 61.534.4 4.2 96

辛莱所規樵別 100人未満 70.617.611.8 34 67.620.611.8 34 50.038.211.8 34 29.458.811.8 34 44.144.111.8 34 50.038.211.8 34 58.829.411.8 34

100人以上 83.312.8 3.8 78 57.739.7 2.6 78 52.642.3 5.1 78 25.669.2 5.1 78 52.643.6 3.8 78 59.035.9 5.1 78 56.441.0 2.6 78

300人以上 89.3 4.0 6.7 75 66.726.7 6.7 75 50.741.3 8.0 75 30.762.7 6.7 75 66.728.0 5.3 75 74.720.0 5.3 75 64.029.3 6.7 75

1000人以上 85.1 8.1 6.8 74 52.739.2 8.1 74 51.441.9 6.8 74 27.064.9 8.1 74 59.533.8 6.8 74 64.929.7 5.4 74 54.139.2 6.8 74

非製造業計 60.529.8 9.7 248 41.148.810.1 248 46.441.911.7 248 19.870.210.1 248 30.260.5 9.3 248 39.151.6 9.3 248 37.152.010.9 248

罪輿造莱莱種別 建設業 65.722.911.4 35 37.151.411.4 35 48.631.420.0 35 20.065.714.3 35 25.762.911.4 35 34.354.311.4 35 37.151.411.4 35

電気 .ガス.熱供給業情報通信業 50.040.9 9.1 22 27.363.6 9.1 22 31.859.1 9.1 22 13.677.3 9.1 22 31.859.1 9.1 22 40_950.0 9.1 22 13.677.3 9.1 2288.911.1 -. 18 33.366.7 -. 18 50.050.0 .- 18 27.872.2 -. 18 50.050.0 -. 18 38.961.1 .- 18 27.872.2 -. 18

運輸業 51.029.419.6 51 51.029.419.6 51 62.717.619.6 51 17.662.719.6 51 25.554.919.6 51 25.554.919.6 51 33.345.121.6 51

卸売 .小売業 61.134.7 4.2 72 44.450.0 5.6 72 33.359.7 6.9 72 19.476.4 4.2 72 29.266.7 4.2 72 44.451.4 4.2 72 41.751.4 6.9 72
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9三三BX 非正社員が今より2割増えた場合の影響`はい Q.17ヲveく昂 tLAV儒 誤 射 仕事 A パ~ ト 粥 ｡12B 嘱託 .契約社員 (複数選択)
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(7)(8) 回答累 (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回 (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答累計

る機 が技 に仕 弱社 が正 調非 時非 ど製 あど 定 定判 な正 い正 的職 無 あど 定 定判 な正 い正 的職 無

危密 ′一進事 ま 長 上 正 間正 の晶 牛 れの 型 型断 土高 士薬湯 回 件 答累計 れの 型 型断 土局 土業場 回 L

険事 しの まの るの く員 が杜 が社 質 . 敬 望よ 的 的業 門員 度農 務の 答 数 望よ 的 的業 門員 度員 務の 答 数
が項 く な､ 一 なの と がサ まう な な ′ なが 管 まフ な な ` なが
あが な積 く携 属 る労 えの らの 低 l しな 業 業を 能事 専従 理 しな 業 業を 能事 専従 理

る漏.る.なが 意 る れ 下ビ 計 合 の 弓 く 含 の 弓
洩 伝 る円 鼓 時 ■理 る育 すス な務 む 務高 業し 監 な務 む 務高 菜し 監
す 承 滑 が 間 や に るな いで 非 度 務な 督 いで 非 度 務な 督

組合支部計 49.071.650.748.823.643.751.247.3 53 385.8 6.977.6 8.4 5.4 2.4 0.6 8.0 535 101.3 4.554.223.915.013.5 .2.110.1 535 113.1

製造業計 55.881.659.750.926.955.862.256.5 283 449.5 6.482.7 5.3 1.8 1.4 0.4 7.1 283 97.9 3.261,820.114.511.3 1.8 7.8 283 112.7

# 電機 .電子 .情報 60.382.858.646.622.462.165.560.3 58 458.6 8.682.8 5.2 -. -. 1.7 3.4 58 98.3 5.258.625.922.412.1 3.4 1.7 58 127.6

追莱 通信 機器鉄鋼 .化学等素材 51.273.353.552.322.143.050.046.5 8 391.9 ll.676.7 3.5 1.2 1.2 -.-ll.6 86 94.2 5.862.816.3 7.014.0 1.214.0 86 107.0

莱種 関連輸送用機械 62.890.767.446.537.267.479.160.5 43 らll.6 2.386.0 2.3 -.-2.3 .- 9.3 43 93.0 -.58.116.314.0 7.0 4.7 9.3 43 100.0

別 その他製造業 54.284.462.554.229.258.363.561.5 9 467.7 2,186.5 8.3 4.2 2.1 .- 4.2 96 103.1 1.064.621.916.710.4 -. 5.2 .96 114.6

事 100人未満 41,270.667.650.029.444.150.058.8 3 411.8 2.967.611.8 2.9 -. 2.920.6 34 88.2 -.55.914.7 8.8 .- 2.926.5 34 82.4

莱所 100人以上 53.883.357.752.625.652.659.056.4 7 441.0 3.883.3 7.7 2.6 2.6 -. 3.8 78 100.0 1.367.920.5 9.014.1 2.6 7.7 78 115.4

規模 300人以上 60.089.366.750.730.766.774.764.0 7 502.7 8.085.3 5.3 2,7 1.3 -. 6.7 75 102.7 5.362.722.718.713.3 1.3 5.3 75 124.0

別 1000人以上 63.585.152.751.427.059.564.954.1 7 458.1 8.186.5 1.4 -. 1.4 -. 4.1 74 97.3 4.156.823,016.213.5 1,4 1.4 74 114.9

非製造集計 41.560.541.146.419.830,239.137.1 24 315.7 7.771.412.1 9.7 3.6 0.8 9.3 248 105.2 6.045.628.215.715.7 2.412.9 248 113.7

非 建設業 65.765.737.148.620.025.734.337,1 35 334.3 8.682.9 ... 2,9 ... ... 5.7 35 94.3 5.751.428.614.3 8.6 2.9 -. 35 111.4

製造 電気 .ガス .熱供一∠ゝ 45.550.027.331.813.631.840.913.6- 22 254.5 9.177.3 4.5 4.5 -. -.13.6 22 95.5 4.554.527.3 4.513.6 ...13.6 22 104.5

莱莱 指業情報通信業 72.288.933.350.027.850.038.927.8 1 388.9 ll.183.3 5.6 -. 5.6 -. 18 105.6 5.638.933.316.733.311.1 .,. 18 138.9

卸売 .小売業 30.661.144.433.319.429.244.441.7~ 7 304.2 ･- 80.623.618.1 6.9 -. 2.8 72 129.2 -.43.136.122.216.7 2.818.'1 72 120.8
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Q13A 非正社員からの苦情や相談の
有無 A パー ト･臨時 ･アルバイ ト社 Q13B 嘱託 ･契約社員 (F3AEで

Q 12C 派遣社員 (複数選択) Q12D 請負社員 (複数選択) 員 (F3ACで1以外の場合) 1以外の場合)
(基本集計)

(1)(2)(3)(4)(5)(6)あど 定 定判 な正 い正 的職 無 回 (1)(2)(3)(4)(5)(6)あど 定 定判 な正 い正 的職 無 回 (1)(2)(3)(4)(5)頻 よ あ いは 象苦 無繁 く ま と に情 回 件に 出 り ､ん な処 答 数 (1)(2)(3)(4)(5)頻 よ あ いほ 象苦 無繁 く ま と に情 回 件に 出 り ん な処 答 数出 て 出 ど つ理て い て 出 て制い る い て い度る な い なのい な い対

れの 型 型断 専杜 高社 業場 回 件望よ 的 的業 門員 度員 務の 答 数 答 れの 型 型断 専社 高社 業場 回 件望よ 的 的業 門員 度員 務の 答 数 答 ,

まう な な務 技従 なが 管しな 業 業を 能事 専従 理 累 まう な な務 技従 なが 管しな 業 業を 能事 専従 理 累 出 て 出 ど つ理て い て 出 て制

く業 務 務含 業の 門事な務 む 務高 菜し 監いで 非 度 務な 督 計 く業 務 務含 業の 門事な務 む 務高 菜し 監いで 非 度 務な 督 計 い る い て い座る な い なのい な い対

組合支部計 6.258.5 9.3 9.312.0 0.217.4 535 95.5 8.645.8 8.2 9.312.0 0.227.5 535 84.1 1.614.030.621.227.2 5.4 386 0.5 8.429.926.926.9 7.5 428

製造業計 3.967.1 9.210.211.7 0.411.0 283 102.5 7.459.0 9.2 7.8 9.9 -.17.7 283 93.3 -. 9.529.524.732.6 3.7 190 0.4 4.928.427.132.9 6.2 225

製 電機 .電子 .情報 5.263.819.013.810.3 1.7 1.7 58 113.8 12,150.015.513.8 6.9 .- 13.8 58 98.3 -. 6.822.722.745.5 2.3 44 -. 8.316.733.341.7 -. 48

追莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 5.866.3 5.811.6 8.1 -.16.3 86 97.7 9.359.3 7.0 5.812.8 .- 15.1 86 94.2 -.12.022.024.034.0 8.0 50 -. 3.127.724.635.4 9.2 65

業種 関連輸送用機械 -.74.411.6 2.314.0 -. 4.7 43 102.3 2.367.414.0 7.0 9.3 -.14.0 43 100.0 -.12.529.220.829.2 8.3 24 -. 8.327.830.619.413.9 36

別 その他製造業 3.166.7 5.210,414.6 -.14.6 96 100.0 5.260.4 5.2 6.3_9.4 -.24.0 96 86.5 -. 8.338.927.825.0 -. 72 1.3 2.636.823.731.6 3.9 76

辛 100人未満 2.941.2 8.811.8 5.9 2.938.2 34 73.5 8.841.2 5.9 8.8 5.9 -.38.2 34 70.6 -.ll.144.422.216.7 5.6 18 -. 5.622.238.922.211.1 18

莱所 100人以上 3.869.211.5 6,411.5 -.12.8 78 102.6 3,859.0 6.4 3,814.1 -.23.1 78 87.2 -. 3.737.025.931.5 1.9 54 1.7 3.433.923.735.6 1.7 59

規模 300人以上 5.377.3 5.313.312.0 -. 5.3 75 113.3 10.758.712.0 8.0 9.3 -.14.7 75 98.7 ･- ll.827.527.533.3 -. 51 ･- 1.632.825.032.8 7.8 64

別 1000人以上 4.171.610.810.810.8 -. 1.4 74 108.1 8.166.212.2 9.5 9.5 -. 6.8 74 105.4 -.12.022.028.034.0 4.0 50 -. 9.423.432.831,3 3.1 64

非製造業計 8.149.2 9.3 8.512.5 -.25.0 248 87.5 9.331.5 6.911.314.5 0.438.7 248 73.8 3.118.732.116.622.3 7.3 193 0.512.532.026.020.0 9.0 200

非 建設業 5.771,417.111.4 5.7 -. 35 111.4 8.648.614.311.422.9 -.ll.4 35 105.7 -.24.127.648.3 .- 29 -.20.632.447.1 34

製追 電気 .ガス.熱供 4.559.122.7 9.1 9.1 .- 4.5 22 104.5 9.122.7 4.531.822.7 -.27.3 22 90.9 -.18.831.325.025.0 16 -.20.033.320.026.7 15

莱莱 給業情報通信業 5.677.827.811.127.8 -. 18 150.0 5.616.727.833.350.0 .- ll,1 18 133.3 -.18.227.345.5 9.1 11 -.20.046.733.3 -. 15

種別 運輸業 23.519.6 -. 2.013.7 -.47.1 51 58.8 21.621.6 -. 3.9 9.8 -.49.0 51 56.9 -.21.925.012.525.015.6 32 ･..19.028.621.419.OIL.9 42

卸売 .′小売業 4.238.9 5.612.518.1 .- 33.3 72 79.2 5.631.9 2.8 6.9 9,7 -.54.2 72 56.9 7.430.945.6 8.8 7.4 .- 68 1.817.953.619,6 1.8 5.4 56

その他サービス業 ･- 77.8 7.4 7.4 7.4 -.14.8 27 100.0 -.48.111.114.8 3.7 -.29.6 27 77.8 -.33.327.827.811.1 18 ･- 26.121.721.717.413.0 23
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Q13C 派遣社員 (F3AGで1以外 Q13D 請負社員 (F3AHで1以外 Q14A 非正社員の組合員化状況 A
の場合) の場合) パー ト社員

(基本集計)
Q14B 嘱託 ･契約社員

(1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)(4)(5) (1)(2)(3)( 4)(5)
頻 よ あ いは 象苦 無 頻 よ あ いは 象苦 無 て全 合組 組- い組 は該 無 て全 合組 組- い組 は該 無
繁 く ま と に情 回 件 繁 く ま と に情 回 件 い点 鼻液 合部 な合 い当 回 件 い員 点綴 合部 な合 い当 回 件
に 出 り ん な処 答 数- に 出 り ん な処 答 数 る組 に化 具粗 い見 なす 答 数 る組 に化 負組 い見 なす 答 数
出 て 出 ど つ理 出 て 出 ど つ理 合 な対 化合 化 いる 合 な対 化合 化 いる
て い て 出 て制 て い て 出 て制 且 つ負 を員 は 非 負 つ象 を員 は 非
い る い て い度 い る い て い度 に て者 検 . 考 正 に て者 検 . 考 正
る な い なの る な い なの な いは 討更 え 社 な いは 討更 え 社

い な い対 い な い対 つ る組 中に て 員 つ る組 中に て 貞

組合支部計 -. 6.626.819.938.3 8.4 381 -. 7.319.418.641.713.0 247 4.5 6.211.252.716.6 8.8 535 4.5 7.916.353.1 7.510.8 535

製造業計 -. 7.724.022.740.8 4.7 233 -.10.718.818.146.3 6.0 149 3.2 1.8 7.864.317.0 6.0 283 0.4 4.610.266.8 8.1 9.9 283

輿造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 -.ll.116.724.144.4 3.7 54 -.14.3 8.614.354.3 8.6 35 3.4 3.4 8.669.012.1 3.4 58 -. 5.210.374.1 3.4 6.9 58

･.. 3.024.221.247.0 4.5 66 -.12.214,318.449.0 6.1 49 3.5 1.2 4.75白.125.6 7,0 86 1.2 8.1 4.761.615.1 9.3 86

-. 7.525.030,035.0 2.5 40 -. 8.316.733.337.5 4.2 24 2.3 2.3 2.365,120.9 7.0 43 -. 4.716.365.1 4.7 9.3 43

その他製造業 -. 9.628.819.235.6 6.8 73 ･- 7.334.112.241.5 4.9 41 3.l l.012.566.710.4 6.3 96 -. 1.012.567.7 6.312.5 96

辛莱所規樵別'lOO^*# -.ll.829.411.835.311.8 17 ･- 42.914.314.328.6 .- 7 -. 2.9 5.961.817.611.8 34 -. 5.911.847.120.614.7 34

100人以上 ･- 3.432.225.433.9 5.1 59 -.13.824.113.841.4 6.9 29 3.8 2.6 6.467.915.4 3.8 78 -. 2.6 7.774.4 5.110.3 78

300人以上 ･- 10.420.920.946.3 1.5 67 -. 9.122.715.947.7 4.5 44 4.0 1.313.361.312.0 8.0 75 ･- 6.710.772.0 2.7 8.0 75

1000人以上 -. 9.718.129.241.7 1.4 72 -. 7.513_226.449.1 3.8 53 1.4 1.4 4.168.918.9 5.4 74 ･.. 5.410.867.6 8.1 8.1 74

非製造集計 ･- 4.831.515.134.214.4 146 -. 2.120.619.634.023.7 97 6.010.915.339.116.512.1 248 9.311.723.437.1 6.512.1 248

非輿造莱莱種別 建設業 -.37.022.240.7 .- 27 -.30.030.040.0 -. 20 ･- 65.728.6 5.7 35 2.9 -. -.77.114.3 5.7 35

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 ･- 25.025.043.8 6.3 16 -.16.716.716.750.0 6 4.5 -. --54.527.313.6 22 ･- 9.154.522.713.6 22-. 6.740.013.340.0 .- 15 -.36.427.336.4 .- ll -. 5.622.233.333.3 5.6 18 -.ll.155.633.3 -. 18

運輸業 -.ll.111.116.722.238.9 18 -.14.3 7.128.650.0 14 3.9 2.013.729.423.527.5 51 13.715.733.315.7 5.915.7 51

卸売 .小売業 -. 7.334.1 7.331.719.5 41 -. 6.723.310.033.326.7 30 15.325.029.219.4 2.8 8.3 72 13.916.719.434.7 1.413,9 72
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Q14C 課長相当の管理職
(基本集計)

Q 16A 正社員と比べた r

Q14Ⅹ 非正社員の組合員化の Q14Y 非正社員の組 合員 化の Q15 正社員と同種の仕事に従事する 代表的非正 社員｣の仕事 A
検討状況<組合員化している非正 検討状況<組合員化は考 えて いな ｢代表的非正社則 の割合 (Alで1- 労働時間 (Q 15で1-4
社員がいる ･1+2+3> い ･4> 5の場合) の場合)

(1)(2)(3)(4) (1)(2)(3) 回 (1)(2)(3) 回答 (1) (2) ( 3)(4)(5) (1)(2)(3)て全 合組 組- い絶 無 パ 嘱 課 パ 嘱 課 具す と8 と5 と2 事正 無とべ 同割 同割 同割 の社 回 件同て 種以 種以 種以 人員 答 数 正 人一 正 無い兵 員織 合部 な合 回 件る組 に化 員粗 い員 答 数 】 託 長 件ト 相 数 答 ー 託 長 件ト 相 数 社 も部 社 回 件負 い正 員 答 数

合 な対 化合 化 社 契 当 累計 社 当 累計 種の の上 の上 の上 はと と る社 よ

員 つ象 を員 は 員 約 の 旦 約 の の人 仕が 仕が 仕が い同 同 員 9_
に て者 検 . 考 社 管 社 管 仕が 事正 幸正 事正 な種 じ と 短
な いは 討更 え 員 理 員 痩 事正 社 社 社 いの 同 い
つ る組 中に て 職 繊 社 員 員 農 仕 じ

組合支部計 3.2 3.4 5.268.819.4 535 21.928.611.8 535 62.2. 52.753.168.8 535 174.6 15.322.918.720.312.710.1 385 56.222.620.2 1.0 297

製造業計 0.4 0.7 5.780.612.7 283 12.715.2 6.7 283 34,6 64.366.880.6 283 211.7 12.026.823.418.710.0 9.1 209 64.524,310.7 0.6 169

翠 電機 .電 子 .情報ヽ 一 口 -. -.15.575.9 8.6 58 15.515.515.5 58 46.6 69.074.175.9 58 219.0 14.321.416.728.614.3 4.8 42 64.723.511.8 -. 34

造莱 通信機器鉄鋼 .化 学 等素材 -. 1.2 1.280.217.4 86 9.314.0 2.3 86 25.6 58.161.680.2 86 200.0 ll.329.024.214.511.3 9.7 62 67.328.6 4.1 -. 49

莱種 関連輸送用機 械 ･- 4.788.4 7.0 43 7.020.9 4.7 43 32.6 65.165.188.4 43 218.6 10.843.221.613.5 5.4 5.4 37 81.8 9.1 9.1 .- 33

別 その他製造業 1.0 1.0 4.280.213.5 96 16.713.5 6.3 96 36.5 66.767.7~80.2 96 214.6 ll.819.127.919.1 8.813.2 68 50.930.217.0 1.9 53

辛 100人未満 -. 2.9 2.970.623.5 34 8.817.6 5.9 34 32.4 61.847.170.6 34 179.4 14.314.321.425.0 7.117.9 28 61.933.3 4.8 -. 21

莱所 100人以上 ･- 1.3 1.385.911.5 78 12.810.3 2.6 78 25.6 67.974.485.9 78 228.2 13.832.321.518.5 7.7 6.2 65 55.430.412.5 1.8 56

規樵300人以上 ･- -. 5.386.7 8.0 75 18.717.3 5.3 75 41.3 61.372.086.7 75 220.0 6.832.223.716.911.9 8.5 59 66.019.114.9 -. 47

別 1000人以上 -.12.278.4 9.5 74 6.816.212.2 74 35.1 68.967.678.4 74 214.9 14.822.224.118,511.1 9.3 54 74.418.6 7.0 -. 43

非製造業計 6.0 6.5 4.855.227.4 248 32.344.417.3 248 94.0 39.137.155.2 248. 131.5 19.818.612.821.515.711.6 172 45.620.032.8 1.6 125

非 建設業 -. 2.977.120.0 35 -. 2.9 2.9 35 5.7 65.777.177.1 35 220.0 17.623.511.811.829.4 5.9. 17 72.7 9.118.2 -. ll

製追 毛気 .ガス .熱供A -. 4.5 .- 72.722,7 22 4.5 9.1 4.5 22 18.2 54.554.572.7 22 181.8 16.7 8.3 8.316.733.316.7 12 33.333.333.3 -. 6

莱莱 得業情報通信業 5.622.2 5.655.611.1 18 27.866.733.3 18 127.8 33.333.355.6 18 122.2 20.020.020.030.010.0 .- 10 77.822.2 -. 9

種別 運輸業 2.0 2.0 3.951.041.2 51 19.662.7 7.8 51 90.2 29.415.751.0 51 96.1 54.317.1 -. -.17.111.4 35 56.016.024.0 4.0 25

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q17AA ｢代表的非正社員｣とのコミュ
ニケーションのための実施主体と活動状況

Q16B 仕事上の責任 (Q Q16C 業務範囲 (揺)( A レク･パーティー ･懇親会など (Alで Q17AB 慶弔金や貸付金などの共済活動
15で1-4の場合) Q15で 1-4の場合) 1-5の場合 ･複数選択) (Alで1-5の場合 ･複数選択)

(基本集計)

(1)(2)(3) (1)(2)(3) (1)(2)(3)(4) 回答累 (1)(2)(3)(4) 回答累

正 人一 正 無 正 人一 正 無 参代 組 全 行正 無 参代 組 全 行正 無
p ロ p P 口 合 口 ロ 合 口

負 い正 員 答 数 負 い正 負 答 数 で的 が が れ員 答 数 で的 が が れ員 答 数
てに て こ

･同 異 り 同 員 り な正 施 施 い対 な正 施 施 い対

じ じ い なし 計 い な し 計同 い 同 い 具 いて 点 いて
じ じ は も は も

組合支部計 18.931.348.5 1.3 297 21.945.131.6 1.3 297 ll.749.445.7 2.3 8.6 385 109.1 48.323.929.1 0.5 9.4 385 101.8

製造業計 14.830.853.8 0.6 169 16.647.934.9 0.6 169 12.941.157.9 1.4 5,7 209 113.4 62,712.423.4 0.5 7.7 209 99.0

製造莱莱鍾別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 14.729.455.9 -. 34 5.935,358.8 -. 34 19.045.247.6 -. 42 111.9 73.8 2.423.8 .- 2.4 42 100.0

16.330.651.0 2.0 49 26.551.020.4 2.0 49 8.138.766.1 3.2 6.5 62 116.1 66.1 9.722.6 .- 8.1 62 ･98.4

18.218.263.6 -. 33 15.245.539.4 -. 33 8.127.064.9 2.7 8.1 37 102.7 62.210.816.2 2.713.5 37 91.9

その他製造業 ll.339.649.1 ..t 53 15.154.730.2 -. 53 16.248.552.9 .- 7.4 68 117.6 52.922.127.9 -. 7.4 68 102.9

辛莱所規模別 100人未満 14.333.352.4 .- 21 19.066.714.3 -. 21 17.939.350.0 .- 10.7 28 107.1 35.725,032.1 .- 17.9 28 92.9

100人以上 12.530.455.4 1.8 56 10.746.441.l l.8 56 4.655.455.4 3.l l.5 65 118.5 56.915.432.3 -. 4.6 65 104.6

300人以上 10.631.957.4 .- 47 19.144.736.2 -. 47 15.332.262.7 -.ll,9 59 110.2 71.2 6,813.6 -.13.6 59 91.5

1000人以上 20.930.248.8 -一 43 18.644.237.2 -. 43 16.733.361.l l.9 1.9 54 113,0 72.2 9,320.4 1.9 -. 54 103.7

非敷造業計 24.832.040.8 2.4 125 29.641.626.4 2.4 125 10.558.130.8 3.5_12.2 172 102.9 31.437.835.5 0.611.6 172 105.2

非製造莱莱種別 建設業 27.345.527.3 -. ll 45.536.418.2 -. ll16.733.350.0 -. ら/ :二 三三三; 二 ∴ 三 105.9 76.5 5.923.5 -. 17 105.9

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 16.733.350.0 -. 6 100.0 58.3 8.3.8.3 -.25.0 12 75.0ll.133.355.6 -. 9 ll.144.444.4 -. 9 ･- 50.060.0 -. 10 110.0 60.040.0 -. 10 100.0

運輸業 72.016.0 8.0 4.0 25 68.012.016.0 4.0 25 8.654.320.0 5.722.9 35 88.6 28.634.334.3 -.17.1 35 97.1

卸売 .小売業 ･-.36.461.4 2.3 44 2.361.434.1 2.3 44 8.571.222.0 1.711.9 59 103.4 6.859.349.2 -.13.6 59 115.3
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(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q17AC 労働条件について話し合う活動 Q17AD 職場や業務の改善活動-小集団 Q17AE 職場懇談会 (Alで1-5の場 Q17AF 提案制度 (Alで1-5の場合
(Alで1-5の場合 ･複数選択) 活動 (Alで1-5の場合 ･複数選択) 合 ･複数選択) ･複数選択)

(1)(2)(3)(4) 回 (1) (2)(3)(4) 回 (1)(2)(3)(4) 回 (1)(2)(3)(4) 回答累

参代 組 全 行正 無 参代 組 会 行正 無 参代 組 全 行正 無 参代 組 全 行正 無

口 合 土 わ土 回 答 ロ 合 土 わ 回 答 ロ 合 土 わ土 口 答累 ロ 合 わ 土 回

で的 が が れ員 答 数 で的 が が れ員 答 数 で的 が が れ員 答 数 で的 が が れ員 答 数

てに 累 てに 累 てに てにい正 施 施 い対 な正 施 施 い対 な正 塩 施 い対 な正 施 施 い対

な土 なし 計 い なし 計 い なし 計 い 土 なし 計い員 いて 員 いて 員 いて 旦 いて
は も は も は も は も

組合支部計 45.524.723.l l.6 8.3 385 94.8 23.110.150.1 9.9 9.9 385 93.2 29.920.539.0 7,3 9.4 385 96.6 24.4 8.849.412.2 9.6 385 94.8

製造業計 58.910.023.4 2.9 7.7 209 95.2 23.0 4.363.6 4,3 7.2 209 95.2 39.211.043.1 5.3 6.7 209 98.6 28.2 6,256.0 5.7 7.7 209 96.2

製追業莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 83.3 -.14.3 2.4 -. 42 100.0 28.6 2.459.5 9.5 -. 42 100.0 61.9 4,828.6 9.5 .- 42 104.8 38.1 -ー54.8 4.8 2.4 42 97.6

61.3 8.121.0 3.2 9.7 62 93.5 17.7 4.872.6 .- 6.5 62 95.2 32.3 9.753.2 3.2 6.5 62 98.4 24.2 6.561.3 8.1 6.5 62 100.0

62.213.513.5 2.713.5 37 91.9 16.2 2.770.3 -.13.5 37 89.2 37.813.540.5 2.713.5 37 94.6 35.1 2.740.510.813.5 37 89.2

その他製造業 39.716.236.8 2.9 7.4 68 95.6 27.9 5.954.4 7.4 8.8 68 95.6 32.414.744.1 5.9 7.4 68 97.1 22.111.860.3 1.5 8.8 68 95.6

辛莱所堤樵別 100人未満 28.610.739.3 7.117.9 28 85.7 10.7 3.675.0 .- 14.3 28 89.3 25.0 7.153.6 7.114.3 28 92.9 14.3 3.667.9 -.14.3 28 85.7

100人以上 58.510.824.6 3.1 4.6 65 96.9 24.6 6.263,1 6.2 3.1 65 100.0 35.413.844.6 7.7 3.1 65 101.5 16.9 9.263.113.8 3.1 65 103.1

300人以上 59.3 8.520.3 1.713.6 59 89.8 23.7 3.455.9 5.113.6 59 88.1 44.1 6.837.3 3.413.6 59 91.5 35.6 5.149.2 -.13.6 59 89.8

1000人以上 72.211.118,5 1.9 -. 54 103.7 24.1 3.768.5 3.7 1.9 54 100.0 42.614.844.4 3.7 -. 54 105.6 38.9 5.650.0 5.6 3.7 54 100.0

非製造業計 29.143.022.1 -. 9.3 172 94.2 23.317.434.315.713.4 172 90.7 18.631.434.3 9.912.8 172 94.2 20.311.641.319.212.2 172 92.4

非製追莱莱種別 建設業 76.5 5.923.5 -. 17 105.9 47.1 -.41.211.8 .- 17 100.0 47.1 -.47.1 5.9 -. 17 100.0 58.8 -.35.3 5.9 -. 17 100.0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 41.725.016.7 -.25.0 12 83.3 33.3 8.341.7 -.16.7 12 83.3 33.325.041.7 8.316.7 12 108.3 25.0 8.333.325.016.7 12 91.740.040.020.0 -. 10 100.0 30.0 -.40.020.010.0 10 90.0 20.020.040.020.0 -. 10 100.0 20.020.040.010.010.0 10 90.0

運輸業 34.334.322.9 -.14.3 35 91.4 20,020.045.7 5.720.0 35 91.4 25.728.631.4 -.22.9 35 85.7 17.114.337.117.120.0 35 85.7

卸売 .′ト売業 10.261.020.3 -.10.2 59 91.5 13.623.727.123.715.3 59 88.1 5.145.825.415.310.2 59 91.5 8.515.352.518.610,2 59 94.9

t連合総研 労働者参加･労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q17AG 朝礼 ･昼礼 ･終礼等 (Alでl Q17AH 職場の上司との個人面談 (AI Q17AI 人事労務担当者による個人面談

(基本集計) ～5の場合 ･複数選択) で1-5の場合 ･複数選択) (Alで1-5の象合 ･複数選択)

組合支部計製造業計 (1)(2)(3)(4)参代 組 全 行正 無 回 (1)(2)(3)(4)参代 組 全 行正 無 回 (1)(2)(3)(4)参代 組 全 行正 虹 回答

加表 合 杜 わ社 回 件で的 が が れ員 答 敷き非 実 実 てに 答累 加表 合 社 わ社 回 件で的 が が れ員 答 敷き非 実 実 てに 答累 加表 合 社 わ社 回 件で的 が が れ員 答 数き非 実 実 てに
な正 施 施 い対 な正 施 施 い対 _ヽIな正 施 施 い対 累

い なし 計 い な 計 い杜 なし点 いて員 いて 点 いて 計
は も は も は も

4.7 -.84.9 2.9 7.8 385 92.5 15.1 -.72.5 3.6 9.1 385 91.2 20.3 .- 53.216.610.4 385 90.1

5.3 -.87.l l.9 6.2 209 94.3 20.1 -.70.3 2.9 7.2 209 93.3 23.0 -.56.012.9 9.1 209 91.9

製近 電機 .電子 .情報通信機器 2.4 -.97.6 -. 42 100.0 35.7 -.61.9 2.4 -. 42 100.0 40.5 -.52.4 9.5 -. 42 102.4

莱莱 鉄鋼 .化学等素材関連 6.5 -.82.3 6.5 6.5 62 95.2 16.1 -.79.0 .- 6.5 62 95.2 17.7 -.59.716.1 8.1 62 93.5

種別 輸送用機械 -.89.2 -.10.8 37 89.2 21.6 -.64.9 -.13.5 37 86.5 24.3 -.54.1 5.416.2 37 83.8

その他製造業100人未満 8.8 ...83.8 ... 7.4 68 92.6 13.2 -.70.6 7.4 8.8 68 91.2 16.2 .- 55.916.211.8 68 88.2
辛莱 -.85.7 -.14.3 28 85.7 14.3 -.60.710.714.3 28 85,7 14.3 .- 57.114.314.3 28 85.7

所堤 100人以上 7.7 -.86.2 6,2 1.5 65 100.0 21.5 -.73.8 1.5 3.1 65 96.9 16.9 -.53.823.1 6.2 65 93.8

模別 300人以上 1.7 -.84.7 -.13.6 59 86.4 20,3 -.64.4 3.413,6 59 88.1 22.0 -.55.9 8.515.3 59 86.4

1000人以上 7.4 -.92.6 -. 54 100.0~ 18.5 -.79.6 -. I.9 54 98.1 33.3 -.59.3 5.6 3.7 54 98.1

非製造業計 4,1 -.82.0 4.1 9.9 17217.6 .- 82.4 -. 17 90,1 9.3 -.75.04.111.6 172 88.4 16.9 -.50.020.912.2 172 87.8
非製 建設業 100.0 35.3--.58.8 5.9 -. 17 100.0 41.2 -.52.9 5.9 -. 17 100.0

造莱 電気 .ガス .熱供給業 8.3 -.66.7 8.316.7 12 83.3 25.0 .- 58.3 -.16.7 12 83.3 16.7 -.50.0 8,325.0 12 75.0

莱種 情報通信業 -.100.0 .- 10 100.0 30.0 -.70.0 -. 10 100.0 30.0 -.60.010.0 -. 10 100.0

卸売 .′ト売業 -.88.l l.710.2 59 89.8 -.83.l l,715.3 59 84.7 10.2 ...50.825.413.6 59 86.4

-244-



･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年 6月

Q17BA ｢代表的非正社員｣の
活動-の積極度 A レクリエーシ Q17BB 慶弔金や貸付金などの Q17BC 労働条件について話し

Q17AX r代表的非正社員｣とのコミュニケーションのための ヨン･パーティー ･懇親会など (Q 共済活動 (Q17ABで2､3の場 合う活動 (Q17ACで2､3の場
実施主体と活動状況<会社が実施 ･3> (Alで1-5の場合) 17AAで2､3の場合) 合) 合)

(基本集計)

(1)(2) (3) (4)(5)(6)(7)(8)(9) 回答累 (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4)

･レ ど慶 話労 括職 職 投 等朝 人職 よ人 非 積ど 消ど 非 無 非 積ど 消ど 非 無 非 積ど 消ど 非 無

懇ク の弔 し働 動場 場 案 礼 面場 る事 件親 .共金 合粂 lや 懇 制 .談の 個労 数 常 極ち 極ち 常 回 件 常 極ち 極ち 常 回 件 常 極ち 極ち 常 回 件に 的ら 的ら に 答 数 に 的ら 的ら に 答 数 に 的ら 的ら に 答 数
会パ 済や う件 小業 談 度 昼 上 人務 積 か か 消 横 か か 消 積 か か 消
な l活貸 活に 集務 会 礼 司 面担 極 と と 極 極 と と 極 極 と と 極

どテ 動付 軌つ 田の と 談当 計 的 い い 的 的 い い 的 約 ㌧､ い 的

1悪 ど 雷墓 琵 宗 吾 つ つ つ つ つ つと と と と と と

組合支部計 49.123.624.210.120.5 8.8 -. 0.3 0.3 385 136.9 5.737.943.6 5.0 7.7 298 6.837.934.8 8.112.4 161 3.538.434.312.211.6 172

製造業計 41.112.4 9.1 4.311.0 6.2 -. 0.5 0,5 209 85.2 2.438.343.1 7.2 9.0 167 1.629.544.313.111,5 61 ･- 37.534.418.8 9.4 64

製造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 45.2 2.4 -. 2.4 4.8 -. 42 54.8 ･- 55.935.3 5,9 2.9 34 -.20.060.010.010.0 10 -.50.033.3 .- 16.7 6

38.7 9.7 4.8 4.8 9.7 6.5 -. 1.6 1.6 62 77.4 2.029.445.111.811.8 51 -.37.537.512.512.5 16 ･- 31.350.012.5 6.3 16

27.010.813.5 2.713.5 2.7 -. 37 70.3 ･..33.350.0 3.313.3 30 -.25.037.512.525.0 8 -.25.037.525.012.5 8

その他製造業 48.522.116.2 5.914.711.8 -. 68 119.1 5.838.542.3 5.8 7.7 52 3.729.644.414.8 7.4 27 -.41.226.523.5 8.8 34

辛莱所規模那 loo,人未満 39.325.010.7 3.6 7.1 3.6 -. 28● 89..3 -.30.065.0 -. 5.0 20 -.30.846.2 7.715.4 13 -.38.546.2 7.7 7.7 13

100人以上 55.415.410.8 6.213.8 9.2 -. 65 110.8 1.730.542.411.913.6 59 -.28.040.016.016.0 25 I..31.831.818.218.2 22

300人以上 32.2 6.8 5.1 3.4 6.8 5.1 ... 1.7 1.7 59 62.7 4.744.234.9 4.711.6 43 ll.122.244.422.2 -. 9 ･- 40.026.733.3 .- 15

1000人以上 33.3 9.311.1 3.714.8 5.6 -. 54 77.8 2.348.841.9 7.0 -. 43 ･- 35.750.0 7.1 7.1 14 ･- 42.935.714.3 7.1 14

非製造業計 57.637.243.017.431.411.6 -. 172 198.3 10.235.445,7 2.4 6.3 127 10.342.329.9 4.113.4 97 5.737.734.9 8.513.2 106

非製造莱莱種別 建設業 ll,8 5.9 5.9 -. 17 23.5 12.525.037.512.512.5 8 25.0 .- 50.025.0 -. 4■ -.50.050.0 -. 4

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 58.3 8.325.0 8.325.0 8.3 -. 12 133.3 37.525.037.5 -. 8 ･- 50.050.0 -. 2 -.25.075.0 -. 450.040.040.0 -.20.020.0 -. 10 170,0 10.020.060.010.0 .- 10 ･- 75.025.0 -. 4 16.716.733.316.716.7 6

運輸業 54.331.434.320.028.614.3 -. 35 182.9 4.536.445.5 4.5 9.1 22 5.342.110.510.531.6 19 5.644.422.211.116.7 18

卸売 .小売業 71.259.361.023.745.815.3 .- 59 276.3 10.943.543.5 -. 2.2 46 14.944.734.0 .- 6.4 47 4.351.123.4 6.414.9 47

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B :組合支部> 2006年 6月

Q17BD 職場環境や業務の改善 Q17BF 提案制度 (投書箱､目
活動 (いわゆる小集団活動)(QI Q17BE 職場懇談会 (Q17A 安箱含)(Q17AFで2､3の場 Q17BG 朝礼 ･昼礼 ･終礼等 ( Q17BH 職場の上司との個人面
7ADで2･3の場合) Eで2､3の場合) 合) Q17AGで2､3の場合) 談 (Q17AHで2､3の場合)

(1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4) (1)(2)(3)(4)

非 積ど 消ど 非 無 非 積ど 消ど 非 無 非 積ど 消ど 非 無 非 積ど 消ど 非 柾 非 積ど 消ど 非 無
常 極ち 極ち 常 回 件 常 極ち 極ち 常 回 件 常 極ち 極ち 常 回 件 常 極ち 極ち 常 回 件 常 極ち 極ち 常 回 件
に 的ら 的ら に 答 数 に 的ら 的ら に 答 数 に 的ら 的ら に 答 数 に 的ら 的ら に 答 数 に 的ら 的ら に 答 数
積 か か 消 積 か か 消 積 か か 消 積 か か 消 積 か か 消
極 と と 極 極 と と 極 . 極 と と 極 極 と と 極 極 と と 極
約 ㌧､ ㌧､ 的 的 い い 的 的 い い 的 的 い い 的 的 い い 的

つ つ つ つ つ フ つ つ つ つ
と と と と と と と と と と

組合支部計 1.832.347.3 6.811.8 220 1.934.343.5 8.711.6 207 2.927.348.813.4 7.7 209 7.039.436.1 3.414.1 327 3.236.042.4 4.713.7 278

製造業計 0.731.446.7 8.013.1 137 1.933.042.711.710.7 103 3.227.446.013.7 9.7 124 5.540.135.2 3.815.4 182 2.734.242.5 4.815.8 146

製造 電機 .電子 .情報通信機器 -.38.542.3 7.711.5 26 8.358.333,3 -. 12 4.326.160.9 8.7 -. 23 4.951.226.8 4.912.2 41 7.742.338.5 3.8 7.7 26

種別 輸送用機械 -.23.150.0 7.719.2 26 -.29.447.117.6 5.9 17 ･- 26.746.713.313.3 15 3.042.436,4 ...18.2 33 -一50.033.3 4.212.5 24

その他製造業 2.631.652.6 5.3 7.9 38 2.729.748.6 8.110.8 37 4.321.752.213..0 8.7 46 7.035.138.6 7.012.3 57 2.135.443.8 4.214.6 48

事莱 100人未満 -.28.657.1 4.8 9.5 21 -.26.760.0 -.13,3 15 ･..25.045.020.010.0 .20 -.45.841.7 4.2 8.3 24 -.35.347.1 5.911.8 17

節規 100人以上 2.327.937.211,620.9 43 2.836.136.113.911.1 36 6.827.336.418.211.4 44 8.930,432.1 5.423.2 56 4.220.850.0 4.220.8 48

模別 300人以上 -.44.141.2 5.9 8.8 34 4.326.147.817.4 4.3 23 3.232.351.6 6.5 6.5 31 4.042.040.0 4.010.0 50 2.727.048.6 8.113.5 37

1000人以上 -.26.357.9 7.9 7.9 38 -.37.937.910.313.8 29 -.25.057.110.7 7.1 28 6.048.032.0 2.012.0 50 2.355.827.9 2.311.6 43

非製造業計 3.732.948.8 4.9 9.8 82 2.034.744.6 5.912,9 101 2.426.553.013.3 4.8 83 9.237.637.6 2.812.8 141 3.937.242.6 4.711.6 129

非製 建設業 14.328.657.1 -. 7_ -.37.537.525.0 .- 8 -.16.766.716.7 t- 6 -.21.450,014.314.3 14 -.10.070.010.010.0 10

造莱 電気 .ガス.熱供給業 ･- 16.750.016.716.7 6 -.20.060.020,0 -. 5 -.25.050.025.0 -. 4 37.525.037.5 .- 8 28.628.642.9 ... 7

莱種 f)情報通信業 ･- 25.025.0 -.50.0 4 -.33.316.716.733,3 6 -.50.050.0 .- 6 20.030.050.0 -. 10 -.57.128.614.3 -. 7

別 運輸業 ･- 31.652.6 5.310.5 19 -.33_344.411.111.1 18 ･- 37.543.812.5 6,3 16 12.024.036.0 8.020.0 25 3.834.634.6 7.719.2 26

卸売 りJ､売業 3.642.946.4 3.6 3.6 28 2.441.543.9 -.12.2 41 2.727.056.8 8.1 5.4 37 7.757.723.1 -.ll.5 52 2.051.032.7 4.1.10.2 49
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Q17BI 人事労務担当者による
個人面談 (Q17A Iで2､3の場 Q18 r代表的非正社員｣-の仕事の説明､教育訓練､苦 Q19 r代表的非正社員｣の苦情処理のルー ト (Q 18で1-5
合) 情処理の担当 (Alで1-5の場合 ･2つ以内選択) ､7の場合 ･複数選択)

(基本集計)

(1)(2)(3)(4) (1)(2).(3)(4)(5)(6)(7) 回 (1)(2) (3) (4)(5) (6) (7)( 8) 回答-累

非 積ど 消ど 非 無 - 主 管課 先 人 特 そ 無 日 職 り組 り会 職 職 人 そ 無

常 ち ち 回 般 理長 事 に の 回 答 頃 場.や合 や 土 場 場 の 回 牛
に 的ら 的ら に 答 数 杜 .職レ の 担 行 時 答 数 の 集 アが アが 香 の 担 他 答 数

か か 亨 糸 べ '′ つ 々 累 会 ン行 ン行 上 ､′ の
極 と と 極 長 ル 正 看 て で 令 - ケう ケう 司 者 方

的 い い 的 レ 以 社 の い 異 計 活 の 開 聞 法 計つ つ べ 上 員 巡 な な 動 参 トき トき 同
と と ル の 回 い る 加 取 取 僚

組合支部計 4.431.441.2 6.416.7 204 39.749.136.1 8.313.2 1.812.5 4.2 38 160,8 26.013.715.613,225.859.231.2 4.7 4.1 365 189.3

製造業計 5.232.837.1 7.817.2 116 43.551,732.5 6.718.7 1.912.4 3.8 20 167.5 15.7 6.1 7.111.120.264.639.4 5.1 3.5 198 169.2

翠 電機 .電子 .情報 13.645.531.8 4.5 4.5 22 47.652.440.5 2.421.4 2.414.3 -. 4 181.0 14.6 .- 7.317.126.848.829.3 2.4 9.8 41 146.3

造莱 通信機器鉄鋼 .化学等素材 2.827.838.9 8.322.2 36 46.853.235.5 6.517.7 -.ll.3 3.2 6 171.0 10.0 6.7 6.7 8.318.361.750.0 6.7 1.7 60 168.3

業種 関連輸送用機械 -.30.035.015.020.0 20 43.262.210.8 5.424.3 2.7 8.1 5.4 37 156.8 23.5 5.911.817,626.561.844.1 2.9 -. 34 194.1

別 その他製造業 5.331.639.5 5.318.4 38 38.244.136.810.314,7 2.914.7 5.9 68 161.8 17.5 9.5 4.8 6.314.379.433.3 6.3 3.2 63 171.4

辛 100人未満 -.43.837.5 6.312.5 16 32.132.139.3 7.121.4 -.14.3 7.1 2 146.4 19.2 7.7 3.8 -.19.265.434.611,5 -. 26 161.5

莱節100人以上 8.628.634,3 2.925.7 35 49.252.338.512.318.5 1.5 9.2 1.5 6 181.5 14.110.9 1.610.920.360,935.9 4.7 1.6 64 159.4

規模 300人以上 3.118.846.915.615.6 32 47.550,833.9 3.413.6 3.411.9 8.5 5 164.4 7.7 1.911.511.517.371.240.4 3.8 5.8 52 165.4

別 1000人以上 6.346.931,3 6.3 9.4 32 38.963.020,4 3.722.2 1.914.8 .- 5 164.8 22.6 3.8 7.515.122.664.243.4 3.8 3.8 53 183.0

非製造業計 3,527.947.7 4.716.3 86 35.545.940.110.5 7.0 1.712.2 4.7 172 152.9 38.023.325.816.031.952.120.2 4.3 4.9 163 211.7

非輿追莱莱種別 建 設業 -.66.711.122.2 9 17.6 -.41.211.823.511.835.3 -. 1 141.2 6.3 -. 6.312.5 6.356.337.5 -. 6.3 16 125.0

電気 .ガス .熱供給業情報通信業 33.333.333.3 -. 6 25.025.066.7 8.3 8.3 -. -.16.7 1 133.3 20.010.010.030.010.050.020.020.0 -. 10 170.0･..66.716.716.7 -. 6 30.040.050.020.010.0 .- -.10.0 1 150.0 33.311.122.222.222.233.333.3 .:. 9 177.8

運輸業 ･- 35.341.2 5.917.6 17 25.757.128.6 2.9 8.6 2.911.4 8.6 3 137.1 40.621.915.6 6.331.340.618.8 6.3 9.4 32 181.3

卸売 .′ト売業 -.33.350.0 3,313.3 30 45.861.033.913.6 5.1 -.13.6 1.7 59 172.9 50.027.637.915.541.456.920.7 1.7 3.4 58 251.7

(基本集計)

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年6月

Q20 ｢職場環境や業務の改善活動Jr職場懇談会Jの有無と参 Q21 5年前と比べた小集 Q22 5年前と比べ小集団活動が活発になった理由 (
加者 (複数選択) 団活動-の職場の取り組み Q21で1の場合 ･2つ以内選択)

(1)(2) ( 3) (4)(5)( 6)(7)(8) 回 (1) (2)(3) (1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答累計

正 ルパ 嘱 派 請 ス取 そ 憩′ト 無一■ 活 と 活 無 疎非 繋従 性業 意業 会小 そ 無
ハ 声 タ の p 答 ロ ､正 が 思' の ロ

員 イ ト 杜 社 ツ先 他 金団 答 数 に に で 答 数 が社 り負 認効 疎内 が団 他 答 数

フ ヽ ー 累 な ､ な 率 容
杜臨 約 .ら な動 つ 化 く 要増 重職 し化 がの 極動

しの い 計 こ は な にで ての 必 ､に
見 通派 職 な つ 意 Lと 必 要化 に対

ア 遼 場 い た 思 ての 要 にで し

組合支部計 84.131,832.917.6 8.8 2.l l.5 7.3 7.3 535 186̀0 19.358.117.2 5.4 535 23.332.031.122.348.5 8.7 1,9 103 166.0

製造業計 90.835.035.329.015.5 3.2 1.1 4.2 3.2 283 214.1 21.257.218.0 3,5 283 25.035.030.013.356.711.7 -. 60 171.7

製造莱莱 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連 87.937.931.034.513.8 1.7 1.7 6.9 1.7 58 215.5 19.053.424.1 3.4 58 36.427.3 9.1 9.145.527.3 -. ll 154.5
91.930.237.229.124.4 5.8 2.3 3.5 2.3 86 224.4 23.352.322.1 2.3 86 20.045.040.025.045.010.0 -. 20 185.0

種別 輸送用機械 100.030.244.251.216.3 7.0 -. 43 248.8 18.669.811.6 .- 43 50.050..025.025.050,0 .- 8 200.0
その他製造業 87.539.632.315.6 8.3 .- -. 5.2 6.3 96 188.5 21,958.313.5 6.3 96 14.323.833.3 -.76.2 9.5 -. 21 157.1

辛莱所規 100人未満 94.155.935.320.617.6 .- -. 5.9 34 223,5 8.861.826.5 2.9 34 33.3 -.66.7 -.66.7 -. 3 166.7
100人以上 91.047.438.525.615.4 3.8 -. 5.l l.3 78 226.9 26.952.616.7 3.8 78 23.838.138.114.357.1 4.8 -. 21 176.2

模別 300人以上 89.328.032.029.317.3 1.3 -. 6.7 4.0 75 204.0 25.354.717.3 2.7 75 15.815.826.310.578.910.5 -. 19 157.9
1000人以上 95.924.339_241.916.2 6.8 1.4 2.7 -. 74 228.4 21.659.516.2 2.7 74 37.556.318.818.831.318.8 -. 16 181.3

非製造業計 76.627.830.2 4.8 1.2 0.8 2.010.512.1 248 154.0 16.959.715.7 7.7 248 21.426.233.333,338.1 4.8 4.8 42 157.1

非製造莱 建設業 82.9 8.617.1 5.7 2.9 .- 5.7 2.911.4 35 125.7 17.160.017.1 5.7 35 16.716.733.333.333.3 -. 6 133.3電気 .ガス.勲供給業 86.4 4.5 4.5 4.5 -. .- 9.1 4.5 22 109.1 18.250.018,213.6 22 -.50.050.025.075.0 .- 4 200.0

業種 情報通信業 72.216.738.911.1 5.6 -. -.16.711.1 18 161.1 38.938.911.111.1 18 14,328.628.628.642.914.3 -. 7 157.1
別 運輸業 84.321.647.1 .- .- 3.9 7.8 7.8 51 164.7 17.662.711.8 7.8 51 22.2 -.22.244.444.411.111.1 9 144.4

卸売 .′ト売業 73.656.927.8 -. -.12.513.9 72 170.8 ll.168.118.1 2.8 72 12.562.537.525,012.5 -.12.5 8 150.0
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･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B:組合支部> 2006年 6月

Q25BA 労働安全衛

宣孟晶会会派蓋讐 諾 董諜 蒜筈OTC,R蒙嘉お悪負
Q23 5年前と比べ小集団活動が活発でなくなった理 Q24 労働組合の経営参加､経営対策強化のために必要な 会社責任者の参加の有無 Q25AB 請負会社責 A 派遣元責任者 (Q2
由 (Q21で3の場合 ･2つ以内選択) こと (2つ以内選択) A 派遣元責任着 任者 5AAで1の場合)

(1)(2)(3)(4)(5)(6) 回答累計 (1)(2)(3)(4)(5)(6)(7) 回答累 (1)(2) (1)(2) (1)(2)

疎非 関従 な人 業組 会小 そ 無 析労 鼓労 応労 の労 な縫 取経 そ 無 は い 無 は い 無 正 オ 無
適正 係業 つ員 務織 社集 の 回 件 能働 事使 力使 強働 情首 線営 の 回 件 い い 回 件 い い 回 件 規 プ 回 件
が社 が員 た削 が改 が団 他 答 数 力組 項協 の協 化組 報側 み情 他 答 数 え 答 数 え 答 数 メ ザ 答 数
困員 希と 減 数革 消活 の合 の議 強話 合 交と の報 ン_ l
難増 薄職 で Lで 極動 強の 拡機 化機 の 換の 強開 ノく ノく

にで に場 多 く仕 的に意 と 忙 変事 に対息 の に 化や し 化経 大関 開 発 の 日 化示営 の の 言 強 常 -分 付 対 力 化的 の 計 l t

組合支部計 12.017.458.734.819.6 3.3 2.2 92 145.7 53.3 4.728.020.455.112.1 0.7 6.0 535 174.4 20.657.222.2 535 23.649.227.3 535 52.742.7 4.5 110

製造業計 ll.815.764,741.223.5 2.0 -. 51 158.8 54.4 2.826.519.159.412.4 0.4 5,3 283 174.9 23.759.716.6 283 27.251.221.6 283 53.740.3 6.0 67

穀造莱莱種別 電機 .電子 .情報通信機器鉄鋼 .化学等素材関連輸送用機械 14.335.764.321.421.4 7.1 -. 14 164.3 48.3 3.429.324.151.717.2 .- 6.9 58 174.1 29.346.624.1 58 32.839.727.6 58 64.729.4 5.9 17

5.3 5.357.963.226.3 -. 19 157.9 55.8 2.323.317.469,8 8.1 -. 5.8 8 176.7 25.659.315.1 86 27.951.220.9 86 50.036.413.6 22

40.0 -.40.040.020.0 -. 5 140.0 55.8 2.325.614.053.511.6 2.3 7.0 43 165.1 18.672.1 9.3 43 34.948.816.3 43 37.562.5 -. 8

その他製造業 7.715.484.630.823.1 -. 13 161.5 56.3 3.128.119.857.313.5 -. 3.1 9 178.1 20.862.516.7 96 19.859.420.8 96 55.045.0 -. 20

辛莱所規模別 100人未満 ･- ll.166.766.722.211.1 -. 9 177.8 52.9 2.929.429.455.914.7 -. 3 185.3 ll.870.617,6 34 8.864.726.5 34 50.050.0 -. 4

100人以上 23.1 7.792.330.823.1 -. 13 176.9 55.1 3.824.421.857.717.9 .- 5.1 7 180.8 26.952.620.5 78 26.946.226.9 78 61.928.6 9.5 21

300人以上 7.715.430.853.823.1 .- 13 130.8 58.7 2.725.313.364.0 5.3 .- 8.0 7 169.3 26.760.013.3 75 29.356.014.7 75 60.035.0 5.0 20

1000人以上 16.733.366.716.725.0 -. 12 158.3 52.7 2.725.717.652.710.8 1.4 6.8 7 163.5 23.063.513.5 74 36.544.618.9 74 35.358.8 5.9 17

非製造業計 12.820.551.323.115.4 5.1 5.1 39 128.2 51.6 6.529.822.250.012.l l.2 6.9 24 173.4 17.354.028,6 248 19.846.433.9 248 51.246,5 2.3 43

非輿追莱 建設業 16.7 -.50.0 .- 33.3 -.16.7 6 100.0 54.3 5.731.420.051.414.3 -. 2.9 3 177.1 20.054.325.7 35 17.154.328.6 35 57.142.9 -. 7電気 .ガス.熱供給業 -.25.025.075.025.0 .- 4 150.0 50.018.227.327.340.918.2 -. 9.1 2 181.8 22.759.118.2 22 31.836.431.8 22 60.040.0 -. 5

莱種別 情報通信業 -.loo.050.0 .- 2 150.0 50.0 5.6 5.616.761.111.1 5.6 ... 1 155.6 22.261.116.7 18 33.344.422.2 18 50.050.0 .- 4運輸業 -.33.350.016.7 -.16.716.7 6 116.7 49.0 7.829.425.551.011.8 .- ll.8 51 174.5 9.849.041.2 51 ll.841.247.1 51 40.060,0 .- 5

卸売 .小売業 7.7 7.769.223.115.4 7.7 -. 13 130.8 58.3 5.633.316｣744.4 6.9 2.8 8.3 72 168.1 1~8.154.227.8 72 16.750.033.3 72 53.846.2 .- 13

･連合総研 労働者参加､労使コミュニケーション調査<B‥組合支部> 2006年6月

Q26 労働安全衛生活 Q27 非公式の連絡調
Q25BB 請負会社斉 動への参加内容 (Q25 整の有無 (Q25AAま
佳肴 (Q25ABで1の AAまたはQ25ABで たはQ25ABで2の堤
場合) 1の場合) 合) Al 代表的非正社員

(基本集計)

正 オ 無規 プ 回 件 く安 た安 無連全 つ全 回 件 あ な 無る い 回 件

メ ザ 答 数ン lパ パl I 絡衛 て衛 答 数詞生 参生整法 加全のに し般み基 てにづ るわ 答 数

組合支部計 50.045.2 4.8 126 26.269.1 4.7 149 34.253.512.3 316 28.218.518.3 6.5 0.428.0 535

穀造業計 50.645.5 3.9 77 27.867.8 4.4 90 36.451.112.5 176 21.213.427.911.3 -.26.1 283

製 電機 .電子 .情報 57.936.8 5.3 19 14.381.0 4.8 21 44.837.917.2 29 19.013.825.913.8 -.27.6 58

造莱 通倍機器鉄鋼 .化学等素材 50.041.7 8.3 24 31.362.5 6.3 32 37.048.114.8 54 15.115.125.616.3 .- 27.9 86

莱種 関連輸送用機械 40.060.0 -. 15 33.360.0 6.7 15 35.551.612.9 31 16.311.646.511.6 -.14.0 43

別 その他穀造業 52.647.4 -. 19 31.868.2 -. 22 32.359,7 8.1 62 30.212.522.9 5.2 -.29.2 96

辛 100人未満 33.366.7 -. 3 40.060.0 -. 5 40.048.012.0 25 26.520.620.614.7 ...17.6 34

莱所 100人以上 61.933.3 4.8 21 23.173.1.3.8 26 42.940.516.7 42 33.315.426.9.7.7 -.16.7 78

規模 300人以上 50.045.5 4.5 22 26.969.2 3.8 26 29.857.412.8 47 17.312.033.316.0 -.21.3 75

別 1000人以上 44.451.9 3.7 27 25.067.9 7.1 28 38.851.010.2 49 14.913.532.412.2 -.27.0 74

非製造業計 49.044.9 6.1 49 23.771.2 5.1 59 32.156.211.7 137 35.524.6 7.7 0.8 0.830.6 248

非 建設業 50.050.0 -. 6 12.575.012,5 8 20.070.010.0 .20 22.917.1 8.6 -. -.51.4 35

製造 電気 .ガス.熱供 57.142.9 -. 7 22.277.8 -. 9 38.546.2.15.4 13 9.122.722.7 .- -.45.5 22

莱莱 給業情報通信業 50.050.0 -. 6 16.7■66.716.7 6 27.363.6 9.1 11 5.622.216.711,1 -.44.4 18

種別 運輸業 16.750.033.3 6 -.87.512.5 8 28.052.020.0 25 25.537.3 5.9 .- -.31.4 51

卸売 .小売業 58.341.7 .- 12 40.060,0 .- 15 29.363.4 7.3 41 58.319.4 1.4 -. 2.818.1 72

その他サービス業 55.644.4 .- 9 33.366.7 -. 9 47.442.110.5 19 22.240.7 3.7 -. -.33.3 27
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自由記入意見 ｢経営参加における現状の問題｣ (組合本部)

1.経営側のスタンス

1 労務機能の低下により､労使関係のうち会社側意識に希薄な部分が散見され､ギクシヤクする
場面が多くなっているo (電気 .ガス .熱供給業､10,000人以上)

2 要員確保の問題や雇用区分の問題等については､収支をもつ事業所単位の問題であるというのが会社側のスタンスで､全社的に個々の業務責任を明確にしたうえでの戦力構造の見直しを図
りたい組合側のスタンスが帝離してお り､話がかみ合わないo (運輸業､300人以上1,000人末
潤)

3 地方の営業所等の統廃合については､組合に事前通知なく行われているoただし労働条件､雇用条件が悪化することは聞かれないので､大きな問題にはなっていない○ (鉄鋼 .化学等素材
関連､300名以上1,000人未満)

4 知識が追いつかない○会社側が組合の意見をきかないo (その他サービス業､300人以上1,000
人未満)

5 経営判断のスピー ド化と労使協議に必要な時間とのギャップに対する､一部経営側の労組に対
する無理解○ (鉄鋼 .化学等素材関連､3,000人以上10,000人未満)

6 経営側は労働組合の意見に耳を傾けない○形式的な協議を行 うのみoすべて多数派組合と話し
合ってやっているo (運輸業､無回答)

7 経営側 との問題視点及び意識格差 (医療 .福祉 .教育 .学習支援業､1,000人以上3,000人未
潤)

8 経営側 との情報交換､情報開示が不足しているo窓口 (総務部)の怠慢､組合とのパイプ役不
足 (電機 .電子 .情報機器､300人以上1,000人未満)

9 経営側が提案 (組合側)を受け入れないo協議はするが､実行されない○ (医療 .福祉 .教育 .学習支援業､300人未満).
経営者､役員によって組合-の理解度が異なり､長期的な信頼関係の構築は大変であるo経営

10 に入 り込み過ぎると労使癒着と言われる恐れがあり踏み込みが甘くなりがちである○ (鉄鋼 .
化学等素材関連､300人以上1,000人未満)

･1農 諾)bミ､インサイダー情報になると言って､情報を提供しなくなった○ (その他製造業､300
会社の考える経営とはコス トであり､組合側の要望には人材活用等コス トに影響を及ぼす事項

12 が多く､何れの事項も根本的な解決に至らないoとにかくコス ト重視の傾向が以前より増して
いるo (建設業､1,000人以上3,000人未満)

13 会社が､組合の経営参加をみとめない∩ (その他製造業､1,000人以上3,000人未満)

2.労使コミュニケーションの課題

1 労使協議会において意見交換不足○労使専門委員会の開催がここ2ケ月休止 (飲食店 .宿泊
業､300人以上1,000人未満)

2 労使協議会で､経営側に意見 .提案をしているが､なかなか反映されない○ (卸売 .小売業､
300人以上1,000人未満)

3 労使間で検討すべき課題が山積 しており､ 1年を通じて労使による検討委員会を頻繁に開催 し
なければならない状況にあるo (電機 .電子 .情報機器､300人以上1,000人未満)

4 離職率の低下-むけての交渉 (採用時での組合側からのコメント) (その他製造業､300人以上
1,000人未満)

5 役職退任年齢の引き上げを会社にいっていいものかどうか､迷っているo (その他製造業､300
人以上1,000人未満)

6 半年前に会社合併 (2年前)による組合合同をした○新たな労使関係の構築が課題o話し合い
による協議を通じた課題解決を指向しているo (その他製造業､300人以上1,000人未満)

_7 定期的な労使協議の他に､日常的な営業政策などに対する情報公開の強化が課題である○ (卸
売 .小売業､300人以上1,000人未満)

8 組織再編 (合併)に向けての労働条件整備 .職場繁忙対策､委員不足問題 (その他サービス
業､300人以上1,000人未満)

9 組合から経営方針に対して意見を述べ､会社側も組合の意見に対して努力する事を約束する
が､結果として成果がみられない○ (情報通信業､300人以上1,000人未満)

10 製造部門における交替番手当増による労務費の拡大が労使間で協議事項となっており改善方法
を検討中o (その他製造業､300人以上1,000人未満)

ll親会社の意向による人事管理に異議申し立てをしても通じないo (運輸業､1,000人以上3,000
人未満)

12 情報量が少ないo組合本部と本社の所在地が遠い○ (鉄鋼 .化学等素材関連､300人以上1,000
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13情報の共有化ができていない○各分会には行内LANが確立されているが､労働組合にはない
ため情報が遅れて入ってくるo (金融 .保険 .不動産業､1,000人以上3,000人未満)

1年 従業員め個人情報保護法の関係や､企業機密の漏洩､インサイダー等々で会社データの公開の制限が多くなってきた○組合のデータとのすりあわせが顛しくなってきているo (その他製造
業､1,000人以上3,000人未満)

15持株会社 (ホールディング)設立にともない､グループ本社を設立したo労使交渉ではグループ本社との交渉となるが､今後事業所ごとでの交渉を行 う必要性も出てきた○ (その他製造
業､3,000人以上10,000人未満)

16 持ち株会社による企業グループ体系のため､事案によっては､個別労使協議による組合提言が
反映されにくい事もあるO.(その他製造業､300人未満)

17事業移管､分社化等の施策に加え､連結経営重視の流れの中で､関連会社との労使協議のあり方について早期に方向性を兄い出し具体化していく必要があるo又､関連会社プロパー社員の
組織化についても同様に早期に取組む必要があるo (輸送用機械､10,000人以上)

18 経営情報の伝達のタイミングが遅く､後手に回るケースが目立つo (その他製造業､3,000人以
上l°,000人未満)

19経営基本方針などに対して､労組としてどの程度ふみ込んで発言し､協議出来るのか､手さぐ
りである○ (建設業､3,000人以上10,000人未満)

20212223外資の影響が強くなった親会社の経営施策 (人事 .組織 .グループ関係企業-の指導 .支配強

化等)の決定に際して､事前情報が極端に少なくなったo親会社経営戦略-の意見反映 .影響
力の拡大が急務 (従来はある程度意見反映させていた) (輸送用機械､300人以上1,000人未
捕)
意見を言えるが最終的な決定権は企業経営にある○ (卸売 .小売業､1,000人以上3,000人未
潤)
グループ経営が進化し､各企業の独立性が低下し､グループ を交えた協議も並行して行わなけ
れば､実効的でなくなってきているoしかしながら､グループとの有効な協議は数少ないo
(運輸業､無回答)

グループ経営が叫ばれる中､グループ経営業績と個社業績の溝をどう埋めるかに腐心した (0

3.経営側の能力等

1 正 論 であつても様々な要因から受入れられない事が多々有るoまた､投下できる資本に限りが
あ り ､ 意見を実現する事が難しい○ (鉄鋼 .化学等素材関連､300人以上1,000人未満)

2 経 営 側 か らの明確な提示がないo (飲食店 .宿泊業､300人以上1,000人未満)

3 企 業 が 進 め るプロジェクト機関.(例 :コス ト削減プロジェクト等)に組合役員が召集されていないため､結果大した問題解決もされないまま､仲よしクラブで終始してしまっているo (そ
の他製造業､300人以上1,000人未満)

4 間接費削減により､人事労務部門が業務過多の状態にあり､対応が遅くなったo (その他製造
業､1,000人以上3,000人未満)

5 管理職の能力低下o (運輸業､300人以上1,000人未満)

6 外資となり､日本的慣習だけで進められない事がふえたo (輸送用機械､3,000人以上10,000人
未満)

7 営業時間と労働時間のミスマッチ (卸売 .小売業､1,000人以上3,000人未満)
8 一部の事業部の業績悪化が数年続いているo (輸送用機械､300人以上1,000人未満)

9 オーナー企業における経営参加の難しさを再認識した (させられた)o (鉄鋼 ■.化学等素材関

4.時代 t産業構造の変化

1 事業が細分化し､課題の分析に必要な専門知識が深まっているoよって分かる人しか分からな
い部分が増えている○ (電機 .電子 .情報機器､10,000人以上)

2 雇用形態において､派遣や請負の社員が増えてきているが､従業員構成上適切な比率が､どれ
くらいなのかを明確にできない○ (輸送用機械､300人以上1,000人未満)

-3 競争社会において､長期的ビジョンが明確となっていないo経営戦略に対するチェックが機能

5.労働組合の能力

1 労働300組合の経営分析能力が低いことにより有効な発言がとぼしい○ (電機 .電子 .情報機器､人以上1,000人未満)
2 労組役員の経営分析能力強化 (鉄鋼 .化学等素材関連､1,000人以上3,000人未満)

3 組合器､役員の経営提言力不足o支部 (現場)からの経営改善収集機能不足 (電機 .-電子 .情報機3,000人以上10,000人未満)
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5 少 数 組 合 の た め ､ 意 見 が 通 ら な い ∩ (運 輸 業 ､ 10,000人 以 上 )

6 若手役員の育成 (その他製造業､無回答)

7 社内的にある程度決定 ?された後に組合に提起されるため､労使協議の時間が足りないことが､最近は多くなったo しかしあまり重要なこと (賃金制度､退職金など)の提案内容につい
ては､会社ペースに左右されないようにして対応することとしているo (あせらないようにし
ている) (建設業､300人未満)

8 執行委員の能力不足 (その他製造業､1,000人以上3,000人未満)

9 現段階で経営参加については考えていないo但し､経営対策の強化は重要であり､現在労使協議体制の見直しを行い､組織内の経営分析力の強化等に努めているo (卸売 .小売業､3,000人
以上10,000人未満)

10経営参加に対する線引が難しいO (その他製造業､1,000人以上3,000人未満)

ll経営参加 といえるものは､一部の大手､それも先進的な労組が成功しているだけで､大部分は組合の自己満足に終わっていると思う (我々も含めて)o取組にはかなりの工数 .労力が必要
なので､余力のない組合は基本的には深入 りをさけるべきo経営者に緊張感を持たせる努力を
していつた方がよいo (電機 .電子 .情報機器､1,000人以上3,000人未満)

12経営-の提言力強化に課題があると決議しているo (その他製造業､3,000人以上10,000人未満)
13具体的な案の提示が困難o (卸売 .小売業､1,000人以上3,000人未満)

141516 近年より高度な労使協議が必要となり､組合役員の経営に対する知識がより求められるように

なったo (電機 .電子 .情報機器､1,000人以上3,000人未満)
企業会計の内容は財務の部 .課長レベル以上でないと理解出来ないため､経営の分析には労働
組合としては取り組みにくいo (一般的な経営の分析となる) (卸売 .小売業､1,000人以上
3,000人未満)

スピー ドある経営対策案件-の即応oMD面における課題対応力強化 (卸売 .小売業､3,000人

6.組合員の理解

1 事業所閉鎖等を会社より提案された時点で､その提案が何らかの形で実現 (決定)せざるを得ない感があるo会社からの提案についての職場討議期間が短くなっており､組合員の理解が得
にくいo (運輸業､300人以上1,000人未満)

2 合併による人員異動を行つたが､賃金格差が大きいためやる気を失 う社員が多いo (情報通信
業､300人以上1,000人未満)

3 経営状態が良い時代が続いているので､組合員に興味 (危機感)がないo (電機 .電子 .情報
機器､1,000人以上3,000人未満)

4 経営に対するチェック .パー トナー機能を発揮する為に定期的に労使協議会を行なっているが､協議するにあたつての情報収集の不足と､協議後の組合員-の周知の弱さが課題であると
考えているo (卸売 .小売業､1,000人以上3,000人未満)

5 経営との意見交換の場において経営-の影響力を持った現場のナマの声 .意見をどのように伝
えていくかが課題o (その他製造業､1,000人以上3,000人未満)

6 経営スピー ドの速さに追いつかない組合員の理解との間のギャップo (その他製造業､3,000人
以上10,000人未満)

7 機密情報を組合員に伝えることができないo∴経営方針の確立に関与できないo (輸送用機械､
300人未満)

8 機密情報を組合として知る程､執行部として ｢やむを得ない｣と考えてしまう事項が出てくるoそれにより､組合員から本部を見られる部分として ｢弱腰｣というイメージに繋がるo
(金融 .保険 .不動産業､.3,000人以上10,000人未満)

910ll121314企業改革が最優先事項となっている中､組合活動のウエイ トも経済活動に重きを置いているo

その為この5年間の中で､レクリエーションをはじめとした事業活動が疎かになった事が問題
としてあげられるo当労組では昨年 9月にパー トタイマーを組織化しているが､その中では経
対活動よりも､事業活動に対するニーズが高まっているo組合員のニーズと今の活動状況にお
いてのギャップがあるo (卸売 .小売業､3,000人以上10,000人未満)
株主､投資家対策 .企業グループに属している中で､企業グループ-の対策o企業状況に対す
る職場従業員の理解不足o (卸売 .小売業､300人以上1,000人未満)
会社合併後､組合はまだ統合前の為､今までの様に意思疎通がはかれない○早く新労組一新会
社の関係を築いていきたいo (鉄鋼 .化学等素材関連､3,000人以上10,000人未満)
会社から提供される経営状況を理解すればするほど､組合員感情にもとづいた要求がしづらく
なるo (その他サービス業､3,000人以上10,000人未満)
トップ判断に委ねる事が多く労使協議した内容の変更あり､決定までの期間が長くなったo
又､労担は トップの顔色､ご機嫌を伺っているとの発言が多いo (鉄鋼 .化学等素材関連､300
人以上1,000人未満)
2004年10月に企業統合したが､労働条件は ｢1国3制度｣であり､労働組合も ｢3労組並立｣
とい う形をとっている.労働条件の一本化統合が課題となっている. (輸送用機械､1,000人以
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自由記入意見 ｢経営参加における現状の問題｣ (組合支部)

1.経営側のスタンス

1 要求に対して会社側の対応に時間がかかりすぎるo経営に対する事は､事後報告が多いo (輸
送用機械､300人以上1,000人未満)

2 要求､要望に対してのレスポンスが遅いの (卸売 .小売業､100人未満)
3 組合を軽視しているきらいがあるo (建設業､100人以上300人未満)

4 組合としての意見がなかなか通らない場合があるo (収益力の強化策､予算の組み方､人事
等) (鉄鋼 .化学等素材､100人未満)

5 人材の確保と経営側の組合に対する開示､姿勢が乏しい ! (卸売 .小売業､300人以上1,000人
未満)

6 経営側の､さらなる理解が必要 (鉄鋼 .化学等素材､100人以上300人未満)

7 経営から ｢なぜ組合が営業施策に首をつつこむか｣という意見がきかれるo (卸売 .小売業､
100人以上300人未満)

8 会社が一方的に近い判断をすることがある○労使協議の重要性の認識が欠けているo (鉄鋼 .
化学等素材､100人以上300人未満)

9 経営側が乗 り気でなく､進まない∩ (電機 .電子 .情報通信機器､100人未満)

10.オーナー会社のため､経営参加における問題提起や発言に限界を生ずる (鉄鋼 .化学等素材､

2.労使コミュニケーションの課題

1 労使間における交渉以外の常日頃からの情報交換 (コミュニケーション)が大切であるo (秩
鍋 .化学等素材､100人以上300人未満)

2 労使一丸となり企業再建を目的に取り組んでおり､労働条件 (職場環境改善､休暇の取得出来る人員対策)-の取り組み､大規模な予算を伴 う改修等が後手にまわらざるを得ないことが､
組合幹部として悩ましさを感ずるo (鉄鋼 .化学等素材､300人以上1,000人未満)

3 労使の考え方､価値感の違いo全従業員-の徹底不足o (電気 .ガス .熱供給業､300人以上
1,000人未満)

4 労使で認識は合っているがなかなか改善まで至らない (建設業､100人未満)

5 本社での協議事項であるが､組合の要望する人員数と会社側のコス ト重視の経営では全く意見
がわかれているo (電気..ガス .熱供給業､300人以上1,000人未満)

6 転勤者や他郷出身者にとりまして､現在の寮､社宅は福利厚生の一環として大変重要な施設ですが､■設備の改修が遅れ不便を感 じる点 (ユーティリティー等)がありますo地方事業所 (特
に工場)にはお金を掛けにくいのかもしれませんが､事業所による設備 .施設の統一性を持つ
ように労組から申し入れておりますo (その他サービス業､100人未満)

7 提言活動が中心であるo経営に対しては深く踏み込んでいないのが現状であるo (情報通信
業､100人以上300人未満)

8 組織が新しいため､労使協議体制を確立するのが先決 (建設業､_300人以上1,000人未満)

9 組合として発言権はあるが､決定権が無い為､参入出来る体勢作りが大事であると思うo (情
報通信業､300人以上1,000人未満)

10ll赤字つづきで､黒字にする話がほとんどとなり､今後の経営の話ができない状況 (輸送用機
械､300人以上1,000人未満)
情報交換が難しい (会社が問題を隠すことがある) (その他製造業､100人以上300人未満)

12情報がない事が一番oインサイダとの兼ね合いo (業種不明､100人未満)

13141516171819情報がこないO. (その他製造業､300人以上1,000人未満)

支部において進めている経営対策関連の根本的解決策については､本部..本社間での協議に委
ねざるを得ない状況が増大してきているo (運輸業､300人以上1,000人未満)
高操業が続き36協定で定めた時間外労働､休日労働が時々発生し､労組として認めざるを得
ない状況があるo (輸送用機械､300人以上1,000人未満)
雇用を守ることと､競争力を強化することとのバランス感覚に労使の認識に乗離があることo

(その他製造業､300人以上1,000人未満)
現場の要求 .要望を実現するためには､少なからず費用がかかる○ しかし､事業所としては赤
字であるので､費用がかかることであるとなかなか論議の対象にならないo (卸売 .小売業､
100人未満)
結局のところ社外秘的な情報は､■経営上の数字でいえば､例えば管理会計ベースのデータなど
は､部分的にしか開示把握できていないo労使協議の中で､どれだけ経営の実態を適確に事前
に把握できるかが､今後の課題であるD (建設業､無回答)
経営との情報交換を実施するが､どのレベルまで､情報を公開していけばよいかo特に春闘の
情報までインサイダーにかかったり､経営より公表はさける様にと言われるoLかしそれでは
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20 経営からの情報開示に対して､組合組織に伝達するのに時間がかかっており､共有するに至つていないo変化の大きい状況下では､内部の情報伝達体制をもつと強化する必要があると感 じ
るo (金融 .保険 .不動産業､100人未満)

21 なれあい (電気 .ガス .熱供給業､1,000人以上)

22 リスクマネジメント委員会等､組合役員が参画できていない小委員会がある (卸売 .小売業､
100人未満)

23 コス トと生産バランス (運輸業､100人未満)
24 特に取組を実施していないo (輸送用機械､100人以上300人未満)

25 グループ経営の推進により､課題もグループ規模になっている為､その対応が急務 (その他製
造業､1,000人以上)

26 あくまでも労使対等と言いながら､環境変化のスピー ドにおされ､本来の労使事前協議の徹底が崩れてきつつあるo情報の伝達も遅れぎみになって来ているo (その他サービス業､300人以

3.経営側の能力等

1 労使双方､経営課題認識は共通しているが､マネージャー (課長)レベル～職場に伝わりにく
い (輸送用機械､1,000人以上)

2 親会社が決めてしまう∩ (卸売 .小売業､300人以上1,000人未満)
3 情報が伝わってくるのが遅いo (情報通信業､1,000人以上)

4 組合として経営参加 していないし経営は会社がする事が基本である○ (輸送用機械､1,000人以
上)

5 上位下達の組織が変わらない為､スムーズな意見が上がらないo (鉄鋼 .化学等素材､100人未
潤)

6 小さな企業である為､経営者の質が労使関係に反映し易くなっている○悪ければ悪く､良けれ
ば良いといったところ○ (鉄鋼 .化学等素材､1,000人以上)

7 経営層が親会社からの出向者や転籍者ばかりであるため親会社からの方針がそのまま引き継がれる○よって自社としての労使協議等はあまり影響力がなく､労働組合としても経営層より親
会社組合-申し入れることが多い○ (公式な申し入れではない) (情報通信業､100人未満)

8 経営状態がなかなか良くならず､協議事項もマイナス要素のものが多い (電機 .電子 .情報通
信機器､300人以上1,000人未満)

9 経営者は現場を知ろうとしていないと思う∩ (運輸業､100人未満)
10 経営からの情報開示が遅いo (その他製造業､無回答)

ll会社統合による経営悪化と雇用対策o業績の回復と代表経営者の交代により今後の改善に期
待○ (鉄鋼 .化学等素材､300人以上1,000人未満)

12 会社側からの情報の質の低下 (鉄鋼 .化学等素材､100人以上300人未満)

13 会社の説明があるが､実行力がないo実行されない事に対して実行される担保がないので､い
つも同じ回答がくり返されるo (運輸業､300人以上1,000人未満)

141516 会社から明確な回答がかえってこない時がある○経営側の役員が入れ替わるので､計画等が不

明確になる事がある○ (責任が感じられない) (その他製造業､1_,000人以上)
営業力の強化が必要不可欠であると思われますが､営収の激減により対策がとれずにいる○
(運輸業､300人以上1,000人未満)

マネージャー (経営職)の人達の考えを正すべき事があるo (その他製造業､100人以上300人

4.時代 ･産業構造の変化

1 労働時間の短縮が困難になっている (電機 .電子 .情報通信機器､300人以上1,000人未満)

2 非典型労働者の増加に対する対応 (特に物づくり現場)で技能伝承や人材育成が遅れているo
(輸送用機械､1,000人以上)

3 正社員比率の低下により ｢ものづくり｣の伝承が困難O .非正社員の増加により品質､納期が低 下 O .職 員 の モチベーション低下となっているo組合として職場体質強化に向け申し込れ､
協 議 会 開 催 中 o (卸 売 .小売業､100人未満)

4 若 い 人 の 採 用 が 少 な く ､ 技術の伝承が難しくなっている∩ (卸売 .小売業､100人未満)

5 経 営 コンサル タ ン ト等 に よる生産方法が合理的-労働強化と紙一重 (鉄鋼 .化学等素材､100人
未 満 )

6 インサイダー取引や株主対策等で重要労使協議事項の事前調整が難しくなったo (電機 .電

-252-



5.労働組合の能力
1 役員の資質不足 (卸売 .小売業､無回答)
2 分析能力が平準化されていない (卸売 .小売業､1,000人以上)

3 非正社員 (非組合員)が全社員 (従業員)の半数以上を占めているにもかかわらず､労使共に参加できる環境を改善していないo正社員 (役員除く組合員)の労働組合活動-の参加に対す
る意識が低く､また役員も向上させることが困難な状況にあるoまた活動に参加する余裕がな
いo (その他サービス業､100人以上300人未満)

4 発言が消極的であり､メンバー (執行委員等)がいつも固定されている○ (医療 .福祉 .敬
育 .学習支援業､1,000人以上)

5 第 2組合のため､第 1組合の発言力が強く､自分達の組合の発言力が弱い○経営協議は行って
いるが形式的であるo (電気 .ガス .熱供給業､300人以上1,000人未満)

6 組合内での勉強会等が行なわれなくなってきてお り､数値に対しての判断力が低下ぎみであ
るo (卸売 .小売業､100人未満)

7 組合側で討議できる時間がない○情報の未公開などo (鉄鋼 .化学等素材､300人以上1,000人
未満)

8 組合の経営分析能力が劣っている (電気 .ガス .熱供給業､無回答)

9 組合からの提言能力や説得力が不足○提言 しただけでその後のチェック､フォローが不足o執行部だけの経営対策になっており､一般組合員が無関心 (電機 .電子 .情報通信機器､100人以
上300人未満)

10 専従ではない為に､なかなか時間がとれない (その他製造業､100人以上300人未満)
ll人材不足 (鉄鋼 .化学等素材､100人未満)

1213141516171819202122232425人員減､業務多忙により､組合役員の能力向上に時間が取れないo (鉄鋼 .化学等素材､100人

以上300人未満)
職場に正社員以外の職種の人間が存在 してお り､職場という単位がうまく活用できない (その
他製造業､300人以上1,000人未満)
十分な参加は実現 していない (建設業､1,000人以上)
現在､経営情報の取得において､他支部との温度差がある○内容や伝わり方が非常に当支部で
は少なく､危機管理にとぼしく思われる0 日頃から積極的に関与していなかった為と思われ
るoまた会社側もあえて､情報開示を避けていた感はある (鉄鋼 .化学等素材､100人以上300
人未満)
経営的な数字を見極める能力が乏しい為､会社側 と対等に話ができないことo (運輸業､300人
以上1,000人未満)
経営知識の不足o (輸送用機械､300人以上1,000人未満)
経営側は多岐にわたる業務ごとに担当者 (取 りまとめ)がいて説明をするが､組合は出身職場
の業務は把握出きるものの細目まで把握することは困難oこのため組合はマクロ的な意見堤言
となる傾向にある (建設業､300人以上1,000人未満).
経営指標､財務内容に対する分析 .判断能力が､組合側-も必要とされ､そのスキルを身につ
けるには至っていないO .市況の読みは､会社判断に委ねるほかなく､市況判断にからむ経
営方針-の指摘が困難であるo (その他製造業､100人未満)
経営参加 とい う事に無 自覚である事が問題 (医療 .福祉 .教育 .学習支援業､300人以上
1,000人未満)
経営に対する意見 .質問が減少 しているD (その他製造業､100人以上300人未満)
経営に対して直接は関わることはできないが､情報開示を含め､月毎に協議会を開催 してい
るo組合からは提言とい う形になるがどれだけ盛 り込まれるかの問題もあるし､経営に対 して
の知識を身に付ける必要もあるo (電機 .電子 .情報通信機器､300人以上1,000人未満)
経営には主に情報提供にのみ関わっているのみで､労働者側としての意見を反映 (真に)でき
ていない (電機 .電子 .情報通信機器､300人以上1,000人未満)
企業間競争の激化､事業のグローバル化が進むなかで､労組の事業経営に対する理解力､分析
能力については､不十分であり､今後､早急に強化を図っていく必要があると感 じる○ (電
機 .電子 .情報通信機器､1,000人以上)
バランスシー トなど収支の細部が読みきれていないo (その他製造業､100人以上300人未満)

262728 専門知識の不足とそれを補 うための工数不足 (鉄鋼 .化学等素材､100人未満)

安定した職務 .雇用の確保と働きがいのある職場づくりをめざす○活動における現時点での間
題点 (課題)は､①経営協議会の実施において､中央と各事業所の連携強化 ~(統一テーマでの取り

組み強化)､②情報収集カの強化と経営提言能力の向上o会社､職場､担当者間での情報収集
力の強化､③職場実態の把握o意識調査の継続実施と経営トップ層と職場の意識 .情報の乗離､
④経営情報の対象職場-のフィードハ寸ツタの迅速化 (電機 .電子 .情報通信機器､300人以上1,000人
未満)

力の低下が著しいと感 じている0 2.上記.1により対応力の低下にもつながっていくことにな
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6.組合員の理解

1 組合員も少なくなり､行事等を行 うも､人が集まらない○組合員が組合ばなれしていつてい
るo (その他製造業､100人未満)

2 組合員の声を集めるが､集まらない状況で収集に苦労しているo (電気 .ガス .熱供給業､100
人以上300人未満)

3 職場レベル-の浸透が難しい (卸売 .小売業､100人以上300人未満)
4 経営方針における理解不足により組合員が前向きでない (卸売 .小売業､100人未満)
5 協議内容の現場-の周知が課題 (その他サービス業､100人未満)

6 会社提案の追認､組合員の視点からすると同一のベクトルo (鉄鋼 .化学等素材､100人以上
300人未満)

7 会社寄りと末端組合員に受けとめられ､労組執行部と､組合員の間にみぞが出来てしまうこ
とo (その他サービス業､100人未満)

8 会社の各種経営施策を､いかに働く者 (組合者)に､正しく伝えるか苦慮しているoまた労使協議の報告の仕方でいかに理解が得られるか苦慮している (なかなか思いが伝わらない) (卸
売 .小売業､100人未満)

9 デスクワークが多く､現場の生の意見を事前に察知できていないと思うoもつと現場との意見交換を積極的に行なうことで､経営に対する意見もできるo (鉄鋼 .化学等素材､100人以上
300人未満)

10組合活動における経対活動の比率が増え､福祉政策 .組織政策の活動より優先順位が高くなつているo組合員からもなぜ組合が経営参画するのか?というギモンの声もあがってるo (卸
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自由記入意見 ｢小集団活動における現状の問題｣ (組合支部)

1.問題点
(1)活動の形骸化
①参加率 ･参加意識の違い

1 参画意義がマンネ リ化 している○効果のフィー ドバックが不在○継続は力 とい うがいつまで綬けるのか0時間外の話 し合いは迷惑o忙 しすぎるo (鉄鋼 .化学等素材関連､100人以上300人
未満)

･2 発表資料作成がPCで行なわれる様になってから､全員参加が出来なくなったo (金融 .保
険 .不動産業､100人未満)

3 組合員の関心度が総 じて低 く､幹部の意識も上が りにくい○恐らく､組合に任せつきりとなつ
ている事が一番の原因と考えている○ (その他製造業､_1,_000人以上)

4 小集団全員の参加がなかなか出来ない○主に日時が合わず開催頻度､-活動がまばらになってい
るo (鉄鋼~.化学等素材関連､lP0人以上300人未満)

5~.小集団の役員だけが行なってお り､すそのの広がりがないo (電機 .電子 .情報通信機器関
連､1,OP0人以上)

6 参加者が少ないo業務に追われて参加できない者が多いo (医療 .福祉 .教育 .学習支援業､
1,000人以上)

7 出席率の低下 (卸売 .小売業､1,000人以上)

8.職場-の意識が薄いせいか意見が出にくいo (その他サービス業､300人以上1,OP0人未満)

19 活動-の参加に消極的､負担増と感 じる人も多V~､○ (電機 .電子 .情報通信機器関連､100人
以上300人未満)

1b そもそも小集団活動-の参加者が減っている○ (その他サ｢ビス業､300人以上1,000人未満)

ll対象者の参加意識が低い (電気 .ガス .熱供給業､1,.000人以上)

1213 各グループに分かれて､コズ トダウン､リクス低減等の活動に取 り組んでいるが､やは り､長
期化によるマンネ.リ化はどうしても出てくる○ (情報通信業､300人以上1,.000人未満)

参加者がなかなか集 らないo (卸売 .小売業､100人以上300人未満)

14-15参画意琴の低下 (建設業､300人以上1,000人未満)
各部門の運用に任せてお り､_活動が停滞 している部門が見られる (鉄鋼 .化学等素材関連､
300人以上1,000人未満)-

1617活動する人､しない人が極端o (卸売 .小売業､人数不明)
テ｢マがまとまらない職場がある○活動に消極的な社員がいる○上司のフォローが充分でな

いo (輸送用機械､300人以上1,000人未満)

181920 個人差､やる人､や らない人､できる､できない等 (その他製.造業､1,000人以上)

生産現場においては活発な活動を行なっているがスタッフ部門では活動されてない○ リー
ダー､係長クラスで事務的な活動となりがちで社員全体を巻き込めない0,.(建設業､30■0人以
上1,000人未満)

②モチベーションの低下 ･や らされ感

1 小集団活動が殆んど行なわれなくなり､モチベーション､チームワークが低下しているo (卸

2 活動自体の ｢や らされ感｣が強いo成果が形式的になっているo活動に関わる労働時間が増加
している○ (その他製造業､100人以上300人未満)

3 業務に関するM/Tについては､決まったメンバ⊥のみで､片寄った内容になりがちo仲良し
メンバーのみ_といったように思 う○組合開催のM/Tも声かけは全体にするようにしている
が､役員によっては連絡がおろそかになるところもあるo出展 してくれる人は､ほぼ向じメン
バー0 1人が話 し出せば､色々な意見がでるが､第一声がでなければ､皆､だまつたままo
(鉄鋼 .化学等素材関連､100人以上300人未満)

4 活動が押 しつけになりつ?あるこ-と (鉄鋼 .化学等素材関連､100人以上300人未満)

5 個々で業務にあたることが多いため小集団活動はあまり実施されていないo実施 して-も､ノルマ化 している達成日標に対する状況説明会程度であり､.目的が不明確で義務的に参加 している
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蒋)テーマ選定が困難- . -. p L . - . I

1 毎月 1回開催 しているが､テーマ選定が乏 しく､毎年似た様な内容 となってしま う (卸売 .′J､
売業､100人未満)

2 会社業務 としてQC活動を実施 しているがテーマ不足o要員減少から毎年活動が停滞 してきて
いるo (金融 .保険 .不動産業､100人未満)

3 テーマ (ネタ切れ)の選定や開催頻度 (皆忙 しくなっている) (情報通信業､1,000人以上)

4 テーマ選定が状況にマッチしていない (鉄鋼 .化学等素材関連､100人未満)

5 コス トダウンや生産性向上につながるテーマを選ぶのがむずかしいo (その他製造業､100人

④ メンバー固定等

.1 新規採用が減 り同じ人ばや､りが活動 している (建設業､1,000人以上)

2 作成者､発表者が固定化 し､活動のノウハウ等の継承ができていない (卸売 .小売業､1,000
人以上)

3 対象者が正社員の場合､実際に活動する人が決まってしまう○ (業種不明､1,000人以上)

4 新卒者が入ってこない○または配置転換がないため､同じ人員では同じことの繰 り返 しになつてしま う0人員が減 り (一時期よりは増えている)各担当別 (個人)に仕事が割 りふれている

ためQC等の時間を設定できないo (その他製造業､100人未満)

5 形だけの活動 (その他製造業､1,000人以上).

6 内容がマンネ リ化 し､形式上行っている感 じになっている○ (輸送用機械､_1,000人以上)

7 活動の形骸化が著 しい0品質向上の取組ではなく､活動のための取 り組みとなっている (秩
鍋 .化学等素材関連､人数不明)

⑤制度趣旨の不徹底

1 全従業員を対象にTQC活動を行ってお りますが､寮を借上げに変更しようとした り､包装ラ
インの昼休みの-斉休憩除外等､金銭的効果に先走る傾向があります○労組 としましては､ま
ず労働条件を確認 して行かなければならないと考えてお ります○ (その他サービス業､100人
未満)

2 成果を求めすぎて､やる気をなくしているo小集団本来の意味を､.とりちがえて､運用 しよう
としている○ (卸売 .小売業､300人以上1,000人未満)

3 自主的な活動 としながら会社側がメンバー構成 と活動テーマ等を決め割 り当てているo来春を
メ ドに解消するべく協議を進めている○ (その他製造業､100人未満)

(2)繁忙感
①人員削減の影響

況となっているo (運輸業､300人以上1,000人未満)

2 人員削除などにより､小集団活動は､仕事量の増大につながづているoテーマは品質アップや

人未満)

3 人員削減や業務の高度化等に伴 う職場の繁忙化に伴い､小集団活動がなかなか開催できないoまたテーマの選定もマンネ リ化 しつつあり､.活動が形骸化 している○ (その他製造業､100人
以上300人未満)

4 人員削減により業務が多忙にな り､活動に割 く時間を確保するのに四苦八苦 している○ (卸売 .小売業､100人以上300人未満)

5 人員減､業務量増により､小集団活動を行 う令裕がないO .(その他製造業､100人以上300人末
捕)

6 人員が減少 して小集団活動をす る時間が､業務多忙で少なくなっている○ (卸売 .小売業､
100人未満)■

7 対象者が減少 し､発表会も縮少よ会合時間も減少 している○ (建設業､300人以上1,000人未
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8 .交替勤務により､連絡が不充分になりつつある (交替時の重なり時間が限られてしまう為)o希望退職等による人員減少に伴ない､活動時間として取りにくい (その他製造業､300人以上 .
1,000人未満)

②業務増加 ･開催が困難
1 集合時間の設定が困難o (卸売 ..小売業､300人以上1,000人未満)

2 テーマが逆にありすぎて｣活動できる時間がなかなかとれない (その他製造業､100人以上300
人未満)

3 労卿 寺間が長くなっているo業務が高度化してお り､.専門化 している○ (運輸業､.100人未

4 通常業務が多忙な為､時間が取れない (鉄鋼 .化学等素材関連､人数不明)

5 日々の作業に追われ活動が充分出来ない○活動をしているが成果がいまいちだo (教育不足)
(鉄鋼 .化学等素材関連､100人以上300人未満)

6 集団での活動は無いo個人的な教育活動 .面接は有るo理由として､従業員が全員集まること
ができないo勤務中は実務 .接客に追われ計画すらできないoまた計画しても充分な時間がと
れないo会社の人件費運用の項月に小集団活動の枠がないo休 日､休暇が満足に消化できず､
考える余裕すらないo (その他サービス業､100人以上300人未満)

7 主に日曜 日の繁忙期 1(冒)勤務後に集会が開催されているため､疲労がたまった状態であり､
通勤での災害がないか不安o (金融 .保険 .不動産業､100人未満)

8 時間外労働が増えた (残業) (電気 .ガス .熱供給業､1,000人以上)

9.時間の問題o (鉄鋼 .化学等素材関連､100人以上300人未満)

10 時間の調整が難かしい.オフサイ ドミーティング等開催 しても､効果は今一つ (電機 .電子 .
情報通信機器関連､.300人以上1,000人未満)

ll活動の方針はあるが､ー実際は業務多忙により､ほとんど実施できていないO. (卸売 .小売業､
300人以上1,000人未満)

12活動を予定しても､残業等によりなかなか人が集まりにくくなっている○ (その他製造業､
100人未満)

131_4活動時間が作れないこと (運輸業､300人以上1,000人未満)■
業務の多様化による労働密度の高まりo (規制緩和によるもの)時間外労働の増加o (運輸
業､100人以上300人未満)

15161718 業務が忙 しく参加者の欠席が多く活動が低下してV､る. (建設業､100人未満)

業務が多忙.業務が優先をされて頻度等が減っている (電機 .電子 丁情報通信機器関連､
1,000人以上)

業務プ ロジェク トの位置づけであり､複数兼務すること多く.､-余裕がないo (鋳鋼 .化学等素
材関連､.1,000人以上)

業務量増加に伴い､個人レベルでの時間が少なくなり活動の時間が少なくなったo (卸売 .小
売業､100人未満)

1920 業務多忙な為時間があまりとれない○ (鉄鋼 .イヒ学等素材関連一､100人以上300人未満)
勤務地の違いo通常業務とあわせて行なう必要があり進歩度合が今一つ (電機 .電子 .情報通
信機器関連､300人以上1,000人未満)

TPM活動を実施 しているが､-勤務時間内での活動は難 しく､残業で活動することが多く◆な

り､残業時間が増えている○ (運輸琴､1,000人以上)
職場が忙 しくなると､開催頻度が少なくなる (電機 .電子 .情報通信機器関連､300人以上
1,000人未満)

日常業務で繁忙な上､自主的な職場の小集団活動を行 うのは､困難な状況であり､改善施策は
トップダウン的に実施されることが多いo (その他製造業∴100人未満)

企業体質強化の一環として職場内のムダ取り､環境改善研修を一部 リーダーを含む職場メン
バ†に実施 しているが､拘束時間外にずれこむこともあり一部の社員に不満がある. (鉄鋼 .

化学等素材関連､300人以上1,000人未満)
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28会社の方針もあり､近年職場における小集団活動は活発になって.きているが､生産部の現業職
においては､活動は時間外労働 (主に業務終了後)でしか対応するすべがなく､長時間労働の
一つの要因にもなっているo特に､当事業所の生産現業職は､ 12.時間拘束 (実労働時間 1
0.5時間)ということもあり､現場労働者の負荷が大きくなりつつあるo (電機 .電子 .情
報通信機器関連､■1,000人以上)

29職場が点在 しているため､開催が困難 (鉄鋼 .化学等素材関連､1°,000人以上)

30 時間外での活動が多くなっているので､◆超過労働時間が増えている (運輸業､300人以上1,000
人未満)

31時間がとれない (業種不明0100人未満)

32 業務多忙の為､全員の出席が困難であるo (卸売 .小売業､100人未満)

33残業等によりサークルメンバー全員が揃 うことが少ないo経営ニーズにより.効果金額が注視されコツコツと評価にそって小集団活動を進めているところの評価が小さいo (運輸業､100人
未満)

34活動は有○テーマは ｢改善全般 5S生産性向上｣o 効果は数値ではわかりに.くい○開催4時間/月程度o全員対象だが工程まかせで徹底されていない○問題として生産都合で後回してにな
現場レベル七は効果は小さい∩ スタッフ不足 (輸送用機械､1.000人以上)

35.小集団活動にとる時間がない0時間は勤務時間外を会社より_要求されるo (電機 .電子 .情報

(3)非正社員の増加
①参加率 ･参加意識の違い

1 バス通勤者がほとんどで､定時が遅い勤務者が寮-の足がなくなるため､時間に縛られる○正社員と比較して当然意識は低く参加するだけの人が多い○職場での管理意識付けを求められて
いるが､正社員並みに全員のレベルを上げることに苦慮している. (電機 .電子 ..情報通信機
器関連､1,000人以上)

2 パー トの参加率が悪い (電気 .ガス .熱供給業､100人以上300人未満)

3 小集団活動は正社員が行なうものとの､意識がある為全員参加が出来ていない○ (その他製造
業∴300人以上1,000人未満)

4 正社員と非正社員との間で温度差 (活動-の参加意識)が顕著になってきているo (鉄鋼 .化
学等素材関連､300人以上1,0_00人未満)

5 正社員が主体で派遣社員の参画が少ない (卸売 .小売業､.100人未満)

6 正社員 .非正社員共､活動はいっしょに実施しているが､活動内.容によって､一線を引いてい
るo (電気 .ガス .熱供給業､100人以上300人未満)

7 代表的非正社員は活動に参加 していないので､本来職場の活性化の為なら､参加させた方が良

②継続的活動が困難

1 生産体制の変更､非正規社員の増加による人事異動が多くなり､同一メンバーでの活動が難し
い状況になった∩ (鉄鋼 .化学等素材関連､300人以上1,000人未満)

2 非正社員の割合が急激に増えた為､まとまりがなくなっているo (輸送用機械､300人以上

3 繁忙にくわえ､非正社員数が大幅増加､定着率が上がらず､教育等に時間がうばわれ､小集団活動が低調になっている0 1.回～2回/月の開催頻度が､別の内容に変っているo (その他

③個人間格差

■1 共通テ∵マが見つからない○雇用形態がさまざまな為､人によってスキルのバラツキがありす
ざるo (電機 .電子 .情報通信機器関連､100人以上300人未満)

2 QC活動は､代表的非正社員では職場によってレベルの差もあり､本人もなかなか入 りこめない状況で､リーダーも進める上で困る場合がある (教育､経験でのレベル差) (輸送用機械､
1,000人以上)

3 非社員が増えQC､5S活動に停滞が生じ､レベルアップを計るのがむずかしくなっているo正社員レベルまでそれを引き上げるのに､時間を要するo (電気 .ガス .熱供給業､1,000人
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④コミュニケーションが困難

1 言葉の問題〇三六協定 (特別事項にかかってくるため時間がない)手当問題 (正社員とその他
でも手当がちがう) (情報通信業､1,000人以上).

2 小集団の内訳が正規従業員数と非正規従業員数の割合が逆転する職場が発生してきてお り､職場環境改善の観点からみれば､意見の吸い上げや､意見.要望が出た時の対応にも非常に困難
を極めるo (鉄鋼 .化学等素材関連､100人以上300人未満)

3 請負社員 (外国人)に対する言葉の壁､又､文化の違いによる トラブル等発生.詳細に渡る教

⑤その他

1 派遣社員の雇用により､従来の各種技術の伝承が困難になってきた○例えばルーチン作業によりつちかわれる業務の感覚的な技能を正社員が修得する期間がなくなることで､実験データ等
のチェックが出来る人が少なくなりつつある○ (卸売 .小売業､1,000人以上)

2 会社 .管理者のスキルの問題があり､又非社員の取扱が統一されていない○ (鉄鋼 .化学等素
材関連､300人以上1,000人未満)

3 ･グループ企業からの入向者が増え､労働条件格差が拡大 したO .テーマは業務改善についての建設的な話 し合いで､頻度は不定期､対象者はケースによる (その他サービス業､100人以
上300人未満)

4 今年から定年退職者の再雇用が始まったばかりで､どのような問題が出てくるかわからないo

(4)その他
①勤務制度の影響

1 就業体制に変化があり､全ての人がその時間に集まる事が出来なくなった事で､情報の伝達や
共有が難 しくなった∩ (卸売 .小売業､.100人未満)

2 交替勤務の影響でメンバーがそろわない (電気 .ガス .熱供給業､100人以上300人未満)

3 営業時間が長いのでシフ ト上なかなか全員が集まれない○同様に話 し合 う時間が持てないo
(情報通信業､1,000人以上)

4 20年程前は､職場の小集団活動のようなものはあつたが､現在は休 日､勤務時間のシフ ト化
により､一同に集まることがむずかしくなり開催 されていないo (卸売 .小売業､100人未

5 3交替勤務が中心であるため､十分な時間､参加者になりにくいo (卸売 .小売業､100人以
上300人未満)

6 営業時間が伸びたり､定休 日がなくなり (定休 日は元旦のみ)勤務シフ トの時間が伸び､休 日も各人毎に取 り､コミュニケーションの場や､組合主催のミーティングの調整が難 しくなつ

②コミュニケーションの不足

1 飲みにケ-シヨンが､少なくなっているo (建設業､300人以上1,000人未満)

2 職場環境問題 (卸売 .小売業､100人未満)

3 人間関係 環境の問題o仕事の問題o (卸売 .小売業､1,000人以上)

4 個人的業務が大幅に増加 し内部コミュニケーションが取 りづらくなった (電機 .電子 .情報通
信機器関連､300人以上1,000人未満)

5 QC活動等以前は行われていたが､現在は活動は行っていない○職場内外､工長 と部下とのコ
ミユニケ-シヨン不足が時折感 じられるo (その他サービス業､100人以上300人未満)

6 期間作業員も社員同様と考え参加 して頂いているo一部上司のレベル底下によるコミュニケ-

③推進体制の不備 ･リーダーの不在

1 1.小集団活動 リーダーの育成が進まない為､活動が今一つ盛 り上がらない0 2.メンバーの
活動に対する意欲づけが難 しいo (建設業､300人以上1,000人未満)

2 QCサークル活動で会合には参加 しているが､テーマ リー-ダーや リーダー的役割が担える体制
づくりが出来ていない為､モチベーションがあがらないo (輸送用機械､1,000人以上)

3 リーダーシップの低下により､まとまりがなくなってきているo (鉄鋼 .化学等素材関連､

-259-



④小集団活動の通常業務化

1 活動そのものが少なくなり､とくに問題 とい うわけではない.小集団ではなく､やるべきこと
は､全社的に実施 される傾向にあるo (建設業､人数不明)

2 小集団活動ではなく､グループ毎で業務の内容や品質等を話 し合っている○朝礼､昼礼につい

⑤活動の未実施 ･活動の停滞

1 職場では正琵員による職場集会のみで小集団活動は､行なわれていませんT: (蓮輪業､305天~~
以上1,000人未満)

2 活動がない (電気 .ガス .熱供給業､300人以上1,000人未満)

3 活動なし (建設業､300人以上1,000人未満)

4 あまり小集団活動は活発ではない (鉄鋼 .化学等素材関連､300人以上1,000人未満)

5 ここ数年間は継続的な取組みはない○ (鉄鋼 .化学等素材関連､人数不明)

6 10年程前までは､全社で､優秀提案の発表会等を実施 し､積極的に推進 していたが､現在
は､あまり活溌に活動をしていない○ (鉄鋼 .化学等素材関連､1,000人以上)

7 現在行っていませんo (建設業､100人以上300人未満)

8 以前はTPM活動があつたが現在はなく一部の職場で改善活動がされているのみo (電機 .電
チ .情報通信機器関連､1,000人以上)

9 公の小集団活動は現在行っていないはず○部署毎では開催 しているかも○以前は職場環境の改

⑥その他の問題

1 当初全員参加の活動であったが取 り組む姿勢い温度差があり成果も上がらなったo従業員からも不満､批判の声が出て､労働組合からの指摘もあり､現在は代表参加になっているo会社 と
しては､成果を認めているが全体では､賛否両論の声も以前に比べ大幅に少なくなっているo
(鉄鋼 .化学等素材関連､100人未満)

2 社員の入替 りがはげしくなった為､仕事の引き継ぎ等に支障を来たしている為○ (その他製造業､人数不明)

3 コミュニケーションを大切にす る余 り､会議が多く管理､監督者の本来やるべき現場を見るこ
とができていないo (鉄鋼 .化学等素材関連､100人以上300人未満)

4 社員が減っているので､活動する人の間に年齢差があり､意見の集約がむづかしくなっている
様に思われる○ (輸送用機械､300人以上1,000人未満)

5 事故防止委員会など全体のレベルアップが必要 (建設業､100人以上300人未満)

6 クロスファンクション形式の小集団活動のため､意見集約が難かしい○ (電機 .電子 .情報通
信機器関連､1,000人以上)

7 業務改善につながるものと､業務の負担を増すものが存在する (鉄鋼 .化学等素材関連､300
人以上1,000人未満)

8 開催頻度が多く又発表会も有 り資料作 り等に時間が掛かって来たo (その他サービス業､100

2.その他
(1)王現状の活動に問題なし

1 部門により異なる内容での活動を行っている○特に大きな問題があるとは認識 していない○
(輸送用機械､1,000人以上)

2 特に問題はないo職場懇談会も定期的に行われてお り労働組合 と正社員 との意思疎通も出来て
いると思 うo (卸売 .小売業､100人未満)

3 特に問題は生 じていない○ (輸送用機械､100人以上300人未満)

4 特に問題はないが､グループによっては長期出張等のからみで､定期的な活動になっていな
いo (建設業､100人以上300人未満)

5 過去から､現場改善発表､QC､所のP/J改善など､継続 して行ってお り､特に大きな変化
はない (卸売 .小売業､人数不明)
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(2)肯定的意見

1 従来は､発表のための活動になっているような部分があり､その準備等に多大な労力を要していたが､そのような場を減らしたことから､本来あるべき小集団活動が活発に行われるように
なったo (運輸業､1,000人以上)

2 ･各課単位で実施している .テーマは､各課の課題が中心 .効果としては､決定事項は､すぐ
に改善されているので良好0 .1回/午 .課員全員o (その他製造業､100人以上300人未満)

3 月 1回程度正社員及び派遣社員で実施するoテーマは品質や職場の問題について全員で話し合いシー トにまとめるo効果は全員が話合いに参加することで共有化につながり意識が上がる
(鉄鋼 .化学等素材関連､100人未満)

4 職場懇談会､3ケ月に1回程度○対象 :組合員 .売場における業務課題 .時間問題-の取 り組
み .経営-の提言につながるo (卸売 .小売業､100人以上300人未満)

(3)活動の具体的内容
1 賃金格差や権限基準についての議論が中心 (鉄鋼 .化学等素材関連､1,000人以上)

2 時間内で月2回 IHO全社員 5Sやクレーム対応など (鉄鋼 .化学等素材関連､100人未満)

3 活動は有り､テーマはその時の問題により､色々と変化有り､現象問題について検討など (そ
の他製造業､100人以上300人未満)

4 業務改善､安全対策等をテーマに頻度は月 1回程度 (その他製造業､100人以上300人未満)

5 安全に関するテーマ等○ (鉄鋼 .化学等素材関連､300人以上1,000人未満)

6 安全､生産性向上等について月 1回自主活動を行なっているo (鉄鋼 .化学等素材関連､
1,000人以上)

7 安全､自主管理等の小集団活動が有 り各月 1回 (2H)各職場 (班)､5- 7名 (その他製造
業､100人以上300人未満)

8 ② 5S活動.②改善提案活動○ (鉄鋼 .化学等素材関連､300人以上1,000人未満)

9 <テーマ> :売場における業務課題0時間問題-の取り組み○<効果> ;経営提言につながるoアイディアの抽出0 3ケ月に1回､組合員を対象に実施o (卸売 .小売業､100人以上
300人未満)

10 サービス､安全､経費節減に関する問題 (運輸業､100人未満)

ll月に1回 .営業施策と就業管理 .従業員を対象o残業時間数と個人の偏 りo (電気 .ガス .熱供給業､300人以上1,000人未満)

12 労災事故防止についてのミーティングを毎日行ない全従業員に心がけている (卸売 .小売業､

(4)組合運営上の課題

1 組合活動に向つて興味がない人が多い○同時に組合員が減りいそがしすぎて活動できないo
(建設業､100人以上300人未満)

2 自分達の組合は会社からの小集団活動は､事実上認められておらず仮に参加 したとしても､取
り上げてもらえない状況です○ (電気 .ガス .熱供給業､300人以上1,000人未満)

3 会社の組識変更により､組合組識とリンクしなくなり活動が難しくなったo (情報通信業､
1,000人以上)

~4 本部との情報連携が不足しているo (飲食店 .宿泊業､100人未満)

5 把握していない (その他製造業､人数不明)

6 月一回の定例開催を基本に行なっているが､なかなかスケジュールが合わず､支部の役員全員が参加できにくい○職場の声の吸い上げや協議内容の現場-の周知が課題であるo (その他
サービス業､人数不明)

7 組合では把握していない (建設業､300人以上1,000人未満)

8 具体的な内容までは､つかんでいません○ (電機 .電子 .情報通信機器関連､1,000人以上)

9 テーマ的には安全をメインに事業所全体の取り組みの中で取り組んでいるo組合としては､
各々の活動をするにあたり､通常業務にプラスの活動となることから､安全活動を展開するに
もコス トがかかることを会社は認識し､必要なら増員を図るよう申し入れているo (その他製
造業､300人以上1,000人未満)

10 働きやすい労働環境を主に考え､小さなことから､大きなことまで聞き取るようにしていますo小さなこと...職場環境o大きなこと...経営､戦略 (鉄鋼 .化学等素材関連､100

-261-



｢労働者参加､労使コミュニケーションに関する調査｣報告書

2007年 1月 24日

発行 財団法人連合総合生活開発研究所

所長 薦田 隆成

〒102-0072東京都千代田区飯田橋 1-3-2

曙杉館ビル 3階

TEL 03(5210)0851/FAX 03(5210)0852

http://www.rengo-soken.or.jp/


	目次
	調査の概要と属性分析
	1.調査の概要
	2.調査対象組合の属性分析

	総論
	1.調査の目的と視点
	2.明 らかになったこと
	3.課題 と展望

	第1章 労使協議の実態 と変化
	1.支部-事業所レベルにおける労使協議 システムの有無
	2.企業 グループにお ける労使協議機関の有無
	3.支部一事業所レベルにおける労使協議の権限
	4.労使協議の現状
	5.5年前と比べた労使協議の変化
	6.機密情報の伝達 と範囲
	7.小括

	第2章 雇用形態の多様化
	1.雇用形態の多様化状況
	2.組合の方針
	3.労使協議の実態
	4.企業内末組織労働者の組織化
	5.小括

	第3章 労働組合の経営参加
	1.経営参加､経営対策強化のために必要なこと
	2.組織再編に労働組合の果たした役割
	3.労働組合の経営参加において生じている問題点.
	4.支部･分会の労働者参加促進
	5.小括

	第4章 小集団活動
	1.小集団活動･職場懇談会(本部調査)
	2.小集団活動･職場懇談会(支部調査)
	3.小括

	第5章 代表的非正社員におけるコミュニケーションと苦情処理
	1.正社員と比べ た代表的非正社員の仕事
	2.代表的非正社員におけるコミュニケーションの現状
	3.代表的非正社員への仕事の説明､教育訓練､苦情処理の担当
	4.代表的非正社員の苦情処理のルート
	5.小括

	第6章 高齢者の継続雇用と労働安全衛生
	1.高齢者の継続雇用(本部調査)
	2.労働安全衛生(支部調査) 

	参考資料
	1.調査票 および単純集計
	組合本部
	組合支部

	2.基本集計
	組合本部
	組合支部

	3.自由記入意見
	経営参加における現状の問題(組合本部)
	経営参加における現状の問題(組合支部)
	小集団活動にお ける現状の問題 (組合支部)






